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第一部　【企業情報】

 

第１【本国における法制等の概要】

 

１　【会社制度等の概要】

 

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

有限責任会社には主として株式会社(société anonyme)と有限会社(société à responsabilité limitée)

があり、大規模の会社は一般的に株式会社の形態を、小規模の会社は一般的に有限会社の形態をとってい

る。

　当社を含む株式会社に適用がある主要な法的枠組みは、フランス商法である。以下は、フランス商法に

基づいた、当社を含む株式会社に適用がある主要な規定の概略である。

　定款は、株式会社に適用される基本的なルールを定めた文書である。定款には特に株式会社の商号、存

続期間、登録事務所の所在地、目的、資本金の額及び株式の譲渡性についての一切の制限を定めることが

必要とされる。

 

株　　主

　株式会社は、２名以上の株主を有することを要する（商事会社については、７名の株主が必要とされ

る）。株主は個人でも法人でもよく、また外国籍であっても構わない。株主は、会社への出資額を限度と

して会社の債務につき責任を負う。

 

株　式　資　本

　株式会社の最低資本金額は37,000ユーロである。１株あたりの額面金額について法律上の制約はない。

　株式会社の株式資本は、株式、又は株式及び投資証券（certificats d’investissement、以下「ＣＩ」

という。）からなる。ＣＩ及び議決権証券（certificats de droits de vote、以下「ＣＶ」という。）

は、株式に伴う経済的権利と議決権とを分離させた結果生じる２種類の証券であるが、2004年以降は、Ｃ

Ｉ及びＣＶの新規発行はできなくなった。

　株式会社の発行する株式には、無記名式と記名式の形態がありうるが、1982年10月１日以降は、無記名

式株式を発行できるのは証券取引所に上場している会社のみとなった。記名式であれ無記名式であれ、株

式の所有は、株券によってではなく会社が保管する株主の口座への記帳（記名式株式の場合）又は金融機

関の実質株主の個々の口座への記帳（無記名株式又は管理登録株式の場合）によって表章される。所有権

又はその譲渡は、会社又は金融機関が発行する証明書により証明される。

　株式を譲渡するためには、株主は会社又は場合により金融機関に譲渡指図を出さなければならない。承

認（通常は取締役会の承認）を要する旨の定款上の規定がなければ、株式は自由に第三者に譲渡すること

ができる。

 

資本出資形態

　株式は金銭又は現物出資により発行される。株式会社の当初資本のため発行される株式が金銭により払

込まれる場合、最低払込額は発行株式の額面金額の50％であり、残りの50％は取締役会の払込要求により

設立から５年以内に払込まなければならない。株式が額面金額を超えた価格で発行されるときは、かかる

プレミアムは発行時に全額払込まれることを要する。

　株式が現物出資を対価として発行される場合は、その全部が設立時に出資されることを要する。

現物出資の評価額については、出資者の全会一致により選任、又は全会一致による選任ができない場合

には商事裁判所により選任された独立鑑定人が意見を出す。但し、現物出資が一定の資産である場合は当

該独立鑑定人による介入の例外とする。

 

増資及び減資
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　株式会社の資本金は、新株の発行又は発行済株式の額面金額の引上げのいずれかにより増加することが

できる。資本金の増加は、臨時株主総会における決議のみで行うことができる。株式は現金の払込、現物

出資、準備金の資本組入れ又は社債の転換等により発行することができる。

　株主は、現金の払込と引き換えに発行される新株について、これを引き受ける優先的な権利を有する。

但し、株式会社がその従業員に業績連動株式又は新株予約権を与える場合には、当該オプションの対象と

なる株式及び株式に対する優先権については、従業員の権利が既存株主に優先する。

　株式会社は、臨時株主総会における決議によって、株式の額面金額の切下げ又は発行済株式数の減少に

より減資することができる。

　増資又は減資は、商事裁判所書記官に届け出ることを要し、また官報で公告しなければならない。

 

ハイブリッド証券の発行

　取締役会は、臨時株主総会の授権により、一定の条件のもとで転換可能、交換可能、償還可能、又は保

有者にワラントを付与する証券又はその他の方法で会社の資本金の一部を表章するものとして発行される

証券の引受権を一定期間又は特定日に付与する証券を発行することができる。

 

経　営

　株式会社の経営は、取締役会（Conseil d’Administration）及び会長／最高経営責任者（Président-

Directeur Général）、又は監督役員会（Conseil de Surveillance）の監督下にある経営役員会

（Directoire）により行われる。この２つのいずれを選択するかは、定款において定められ、臨時株主総

会において変更することができる。

 

(a) 取締役会、会長及び最高経営責任者

　取締役会は３名以上18名以内の取締役からなる。取締役はフランス人、外国人又は法人でもよいが、法

人の場合はその常任代表者として自然人を指定することを要する。

　取締役は、株主総会において選任され、その任期は最長６年である。取締役は、定款の規定により、定

款で定める数の会社の株式を保有することを要求されることがある。株主総会の決議により、原則とし

て、いつでも補償なくして取締役を解任することができ、解任の理由も問わないが、正当な理由がない場

合には、損害賠償責任が生じる可能性がある。

　取締役会は、自然人である取締役の中から、会長を選任する。会長は、取締役会を組織しその業務を管

理し、会社の機関が適切に機能することを確保し、これらについて株主総会に報告する。

　取締役会は、会社の活動の方向性を決定し、それが実施されることを確保する。取締役会は、法律及び

定款によって株主総会に明示的に与えられた権限を除き、会社の円滑な経営に関する一切の問題を処理

し、その決定に基づき会社の事業を運営する。

　取締役会の決議は、少なくとも半数の取締役が（対面又は遠隔通信手段により）出席することを要し、

自ら又は代理人により出席している取締役の多数決により決せられる。また、株式会社は事前に定款に規

定することにより、書面による協議手続をとることができる。

　会社の一般的な経営は、最高経営責任者によって担われる。最高経営責任者は、取締役会会長又は他の

者がその地位を保有することができる。いずれを選択するかは取締役会によって決定される。最高経営責

任者は取締役会によって選任されるが、取締役会の構成員であることを要しない。最高経営責任者は、取

締役会によっていつでも解任することができるが、最高経営責任者が理由なく解任された場合であって、

取締役会会長の地位を併有しないときは、損害賠償請求をなしうることがある。最高経営責任者は、第三

者との関係で会社を代表し、経営について責任を負う。その権限は広汎で、会社の目的並びに法律上取締

役会及び株主に留保された権利によってのみ制限される。最高経営責任者の権限に対して定款上又は取締

役会が課した制限は、会社内部では拘束力を有するが、第三者に対しては対抗することができない。

　最高経営責任者の提案により、取締役会は、その構成員又は構成員外から１名又は複数名の上級執行役

員副社長（directeur général délégué）を任命することができる。

 

(b) 経営役員会及び監督役員会
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　監督役員会は、３名以上18名以内の監督役員から構成される。監督役員はフランス人、外国人又は法人

でもよいが、法人の場合はその常任代表者として自然人を指定することを要する。

　監督役員は、株主総会において選任され、その任期は最長６年である。監督役員は定時株主総会で理由

を示すことなく解任できる。監督役員は、定款により、定款で定める数の会社の株式を保有することを要

求されることがある。

監督役員会は、取締役会と同様、株主の利益を代表する立場にあるが、経営機能も有する取締役会と異

なり、監督役員会の主な役割は経営役員会の監督である。監督役員会は、経営役員会から少なくとも３ヶ

月に１回事業報告書の提出を受け、さらに１年に１回財務諸表の提出を受ける。

　経営役員会は、２名以上５名以内（但し、資本金が150,000ユーロ未満の会社は１名でもよく、上場会社

の場合は７名を上限とする。）の構成員からなる。経営役員は定款で定められている場合を除き株主であ

る必要はないが、監督役員を兼ねることはできない。経営役員会の構成員の任期は、定款に定めがなけれ

ば４年であり、定めがあるときは２年以上６年以下であることを要する。監督役員会において選任される

経営役員会の会長は、第三者との関係で会社を代表する。経営役員会の権限は広汎で、会社の目的並びに

法律上監督役員会及び株主に留保された権利によってのみ制限される。経営役員会の権限に対して定款上

課された制限は、会社内部では拘束力を有するが、第三者に対しては対抗することができない。

　経営役員会の構成員は、定時株主総会で理由を示すことなく解任することができるが、正当な理由がな

い場合には、損害賠償責任が生じる可能性がある。定款に規定がある場合には、監督役員会の決議によっ

て経営役員会の構成員を解任することもできる。

 

株式に付与された権利

(a) 株主総会

　株主総会は株式会社の最高議決機関であり、株主は総会を通じて会社に対する支配権を行使する。株主

総会には定時株主総会（assemblée générale ordinaire）及び臨時株主総会（assemblée générale

extraordinaire）の２種類がある。

　定時株主総会は、少なくとも毎年１回、財務諸表を承認するために事業年度末から６ヶ月以内に開かれ

なければならない。臨時株主総会は、定款変更の承認又は資本の変更を行う必要がある場合等に開かれ

る。

　定時株主総会の定足数は、第１回招集においては議決権付株式の５分の１であり、第２回招集において

は定めがない。定時株主総会の決議は、出席又は代理出席している株主の有する議決権の過半数により行

われる。他方、臨時株主総会の定足数は、第１回招集においては議決権付株式の４分の１であり、第２回

招集においては議決権付株式の５分の１である。臨時株主総会の決議は、出席又は代理出席している株主

の有する議決権の３分の２の多数により可決される。

 

(b) 議　決　権

　一般に株式の議決権の数は、保有する株式資本の割合に比例するが、これは定款の特定の規定により変

更することができる。各株式は少なくとも１個の議決権を有する。株主１名当たりの議決権の数を変更す

ることは可能であるが、かかる制限は同一の種類の全株式に適用されなければならない。その他株主の自

由な議決権行使を制限する措置は禁止されている。

　単独又は共同で、直接又は間接に所有する上場会社の株式が株式資本（株式数と議決権数が異なる場合

は議決権数）の５％、10％、20分の３、20％、25％、30％、３分の１、50％、３分の２、20分の18又は20

分の19の水準を上回り又は下回ることになる株主は、当該取引日から４日目の取引終了までに、会社及び

金融市場庁（Autorité des Marchés Financiers）にその旨を通知
(1)
しなければならない。かかる通知を

怠った場合は、当該水準を超える株式については、通知が現実になされた日の後２年間経過するまで議決

権を行使することができず、また商事裁判所は、該当する株式の全部又は一部について、最長５年間、議

決権を停止することができる。さらに、通知の懈怠は、刑事処罰の対象となる。定款の規定により、５％

を下回る株式保有についても通知義務を課すことができる。
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 （1）当該通知には、法令又は金融市場庁の定める一般規則に規定される特定の情報を示さなければならない。

 

(c) 配当及び準備金

　配当及び利益分配は株主総会により承認されなければならない。定款に定めがない限り、配当金の支払

について制限はないことになるが、配当は利益を上回ることはできない。さらに、法定準備金が発行済株

式資本の10％に達するまで、毎年、純利益の最低５％を同準備金に組み入れることを要する。

　配当は、株主総会により前事業年度の会社の計算書類が承認され、配当可能利益の額が決定されて初め

て行われる。監査人の監査を受けた最終又は中間貸借対照表により、減価償却、準備金及び必要な場合は

繰越損失による調整後の利益が、中間配当の額以上である場合には、会社は中間配当を行うことができ

る。

 

(d) 清　　　算

　株式会社は、株主総会の決議、存続期間の満了、会社の目的の達成、定款に定める解散事由の充足等複

数の事由により解散する。

　会社が解散した場合、株主総会決議又は裁判所の命令により選任された清算人が清算業務を行う。清算

人は、会社の全負債及び清算費用を支払った後、残余財産を株主に対しそれぞれの持分に応じて分配す

る。

 

監　　　査

　株式会社の会計及び財務諸表は、１名又は複数名の監査人（Commissaires aux comptes）により監査さ

れる。サステナビリティ情報の信頼性を確保するため、当該情報を作成する必要のある企業は、その認証

を行う監査人を任命しなければならない。この情報の認証を行う監査人は、企業の財務諸表の認証を行う

監査人と同じ人物でも問題ない。

監査人は、株主総会において選任され、その任期は６会計年度である。監査人は、その監査の結果を取締

役会（又は経営役員会及び監督役員会）に報告し、また定時株主総会に報告書を提出する。

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

 

　以下の記載は、当社の定款の要約された情報である。

 

概　　　　　要

　当社は、取締役会を設置する株式会社である。当社は、取締役会を設置する株式会社一般に適用される

法律及び当社の定款の適用を受ける。当社の正式な会社名は、「エア・リキード・ソシエテ・アノニー

ム・プール・レチュード・エ・レクスプロタシオン・デ・プロセデ・ジョルジュ・クロード」である。

　当社の主たる目的は、①ガスの液化並びに冷気、液化ガス及び酸素の工業生産、並びにその応用又は利

用に関するジョルジュ・クロード氏及びユージーン・クロード氏の特許又は発明の研究、開発及び販売、

②諸分野における、冷気及び液化ガスの工業生産並びにその応用又は利用、並びにガスの生産及び液化並

びにその応用及び利用、並びに、③①及び②の目的に直接又は間接に関連する諸製品の購入、製造、販売

及び利用等である。

　当社は、本店を75007パリ市７区ケー・ドルセー街75番に置く。

　当社の存続期間は、当初は1929年2月18日の設立より99年間と固定されていたが、2020年5月5日の臨時株

主総会をもって、99年間、すなわち2119年5月4日まで延長された。但し、早期の解散又は延長の場合はこ

の限りではない。

 

株　式　資　本

　当社の株式資本は、2025年6月5日時点において、3,180,425,946.50ユーロであり、１株当たり額面金額

5.5ユーロの全額払込済み株式578,259,263株に分割されている。
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株　　　　　式

　全額払込済みの株式は、株主の選択により、記名式又は無記名式で登録することができる。

　当社の株式又は議決権を、単独又は共同で直接又は間接的に保有する者は、その保有割合が２％又は

２％の倍数増加又は減少したとき（５％の基準値を超える場合を含む）は、取引の日から15日以内に当社

に通知しなければならない。株式又は議決権の基準値を判定するため、フランス商法第L.233-9条に規定さ

れる合算ルールが適用され、その基準値を越えたことは通知されなければならない。かかる通知義務の懈

怠があったときは、当社の株式又は議決権を２％以上保有する１名又は複数の株主は、通知義務のあった

株式について、通知義務違反が是正されてから２年を経過するまでに開催される株主総会における議決権

を停止することを求めることができる。

 

経　　　　　営

(a) 取締役会

　当社は、定時株主総会によって任命された取締役会によって経営される。

　取締役会は、３名以上14名以内の構成員によって構成され、その任期は４年であり、任期が満了する年

に開催される定時株主総会の終結時に終了する（例外として、新取締役会構成員のうち2006年5月10日以前

に監督役員会の構成員であった者は、監督役員会の構成員の任期の残期間と同じ期間任命された）。取締

役は、株主総会によっていつでも解任することができ、また再任することもできる。各取締役は、その任

期中、当社の登録株式を最低500株保有しなければならない。

　定時株主総会では、取締役の活動への報酬として、取締役会の構成員に対する１年分の固定額を決定す

る。取締役会はこれを構成員に自由に分配することができる。取締役会は、構成員に委託された業務の報

酬として、特別な額を割り当てることができる。

　取締役会は、自然人である取締役の中から、会長を選任する。会長は、取締役会を組織しその業務を管

理し、会社の機関が適切に機能することを確保し、これらについて株主総会に報告する。72歳を超える取

締役を、取締役会会長に選任することはできない。取締役会会長が最高経営責任者（CEO）の地位も保有す

るときは、取締役会がその裁量により、例外的な状況において一時的に、前記の会長の年齢制限を適用す

ることを決定した場合を除き、最高経営責任者の年齢制限（65歳）が適用される。会長はいつでも解任す

ることができる。また、副会長を選任することができる。

　取締役会は、会長の通知により、当社の利益のために必要がある限りいつでも開催される。

　取締役会の決議は、出席又は代理出席した取締役の単純過半数の議決権によってなされる。取締役会会

長は投票権を有する。

　取締役会は、有効な規則に定められた条件のもと、取締役の書面による協議によって一定の決定を行う

ことができる。

　取締役会は、その活動の社会的・環境的利害を考慮して、会社の利益に沿う形で、当社の活動の方向性

を決定し、それが実施されることを確保する。取締役会は、法律及び定款によって株主総会に明示的に与

えられた権限を除き、当社の円滑な経営に関する一切の問題を処理し、その決定に基づき会社の事業を運

営する。

 

(b) 一般的経営

　当社の一般的な経営は、最高経営責任者によって担われる。2022年5月4日に開催された取締役会におい

て、2022年6月1日以降の取締役会会長と最高経営責任者の機能の分離が決定された。

　取締役会は、最高経営責任者の任期及び報酬を定める。65歳を超える者を最高経営責任者に選任するこ

とはできない。

　最高経営責任者は、会社の目的及び定款の制限の範囲内で、また法律上株主総会及び取締役会に明示的

に与えられた権限を除き、すべての状況において当社を代表する最も広汎な権限を与えられている。

　但し、取締役会は、最高経営責任者による特定の決定（特に、持分又は資産の外部的な購入又は売却、

投資の約束、当社の財政構造に実質的な変更を与える可能性の高い財政措置及び当社の戦略的な方向性を

実質的に変更する可能性の高い決定）について、取締役会の事前の承認を要すると決定することができ

る。
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　取締役会は、最高経営責任者の補助者として、３名以内の個人を上級執行役員副社長として選任するこ

とができる。取締役会は、上級執行役員副社長の権限及び報酬を最高経営責任者に従って決定する。しか

し、第三者との関係では、上級執行役員副社長は最高経営責任者と同じ権限を有する。上級執行役員副社

長は、最高経営責任者の要請に基づき、取締役会によりいつでも解任することができる。上級執行役員副

社長の年齢制限は65歳である。

 

(c) 監　査　人

　株主総会は、法律及び本定款に定める任務の遂行のために、少なくとも２名の監査人を任命するものと

する。

　監査人は、６年の会計年度の間、任命され、再選されることができる。

　監査人は、年度末の決算報告に関与し、前会計年度の決算に関する取締役会の会議及びすべての株主総

会に招集される。監査人は、有効な手続に従って決定された報酬を受ける。

 

株　主　総　会

　株主総会は、所有している株式数に関係なく、すべての株主により構成される。但し、すべての支払を

履行済みであり、かつ議決権を停止されていないことを条件とする。

　次に該当する者が株主総会に出席することができる。

・  株主総会の開催予定日より３営業日以上前に株式口座に登録された記名式株式の保有者

・  株主総会の開催予定日より３営業日以上前に、株式口座への登録の証票が提出された無記名株式の所有

者

 

　株主総会は、毎年１回、上半期に開催する。また、取締役会が必要と認めた場合には、臨時に開催する

ことができる。

　株主総会は、法律によって定められた条件に従って、取締役会により招集される。

 

　上場会社においては、株主の配偶者又は代理人（かかる代理人が株主であるか否かを問わない）若しく

は法律上の代理人は、株主総会において株主を代理することができる。

　定時株主総会は、第１回招集においては、出席又は代理による出席株主の議決権が、全議決権の５分の

１以上に達しなければ成立しない。第２回招集においては、定足数は要求されない。議決は、出席又は代

理による出席株主の議決権の過半数によって可決される。

　臨時株主総会の場合は、出席又は代理による出席株主の議決権が、第１回招集においては全議決権の４

分の１以上、第２回招集においては５分の１以上に達しなければ成立しない。議決は、出席又は代理によ

る出席株主の議決権の３分の２以上の多数決によって可決される。

　取締役会会長及び取締役会は、株主総会に、年次報告書その他法律により必要とされる報告書並びに年

間の連結決算書類を提出する。この報告書上、監査人はその法律上の任務を遂行したことを証明する。そ

の他、法律上要求される報告等はすべてこの株主総会でなされる。

　株主総会は、前会計年度の連結決算に関するすべての事項について審議のうえ議決し、支払われるべき

配当金の金額を決定する。株主総会はまた、取締役及び監査人を任命する。

 

会　社　財　務

　当会社の会計年度は１月１日に始まり、12月31日に終了する。

　当会社の純利益は、純収入から、一般費用並びに償却費用及び引当金を含むその他の費用を控除した金

額とする。

　配当可能利益は、当期純利益より、累積損失及び法定の引当金を控除し、繰越利益を加算した金額であ

る。

 

２　【外国為替管理制度】
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（１）株式の所有

　非居住者が当社の株式を取得するにあたっては、一定の例外的な場合を除いて、フランス当局の事前の

許可は必要ではなく、届出で足りる。以下の場合には、届出を要する。

①　非居住者の保有する株式が総額15百万ユーロを超える場合で、当社の株式又は議決権の10％相当分を

超えたとき

②   非居住者の保有する株式が、累計で、当社の株式又は議決権の33.33％相当分を超えたとき、すなわち

当社が非居住者によって支配されるに至ったとき。

 

（２）外国為替管理

　現行のフランスの外国為替管理制度上、当社による配当の支払に関する制限はない。非居住者株主及び

非居住ＣＩ所有者に対する全ての送金は、認可外国為替金融機関を通じて行わなければならない。フラン

スにおける全ての登録銀行及び信用機関は、認可外国為替金融機関である。

 

３　【課税上の取扱い】

 

（１）フランスにおける課税

 

株式（ストック・オプション）の取得に対する課税

 

ストック・オプション受益者がオプションの行使により実現する「スプレッド」利益に対する課税：

－　スプレッドは、行使日の株式価値から行使価格を控除した金額に等しい。

－　フランス税法においては、スプレッドは給与として課税されるが、受益者が日本国の居住者である場

合には租税条約が適用される。

 

業績連動株式取得に対する課税

 

業績連動株式（「無償株式」）の受益者が実現した「取得益」の課税

－　取得益は、その株式が確定的に取得された日の株式価値（市場価格）に相当する。

－　フランスの税法では、その利益の一部（300,000 ユーロまで）は、50%の減税後、累進所得税率が適用

される。この基準額を超える部分（該当する場合）は、累進所得税率による課税対象所得として、特別

な減額措置は適用されない。受益者が日本居住者である場合は、租税条約が適用される。

 

過去に付与されたストック・オプションによるスプレッドや業績連動株式による取得益については、異な

る税務上の取扱いが適用される場合がある。

 

フランスと日本の間で締結された租税条約に基づく株式取得及び業績連動株式取得に対する課税

－　「所得に対する租税に関する二重課税の回避及び脱税防止のための日本国政府とフランス共和国政府

との間の条約」の下では、通常、一定の条件の下、日本でのみ働いている日本国の居住者は、ストッ

ク・オプションの行使により取得したスプレッド（ストック・オプション）又は取得益（業績連動株

式）についてフランスの租税を課せられない（日本国在住者がフランス及び日本の双方で働いていた場

合には、この限りでない
（2）

）。

 

（2）フランス税法182条Aの３、判例法Roux CE 17 March 2010は、ストック・オプション保有者が一か国で働き別の国に異

動した場合であって、ストック・オプションの行使が受益者の業績に条件づけられている場合には、スプレッドは両国に

おいて（時間的な案分により）課税されると述べる。
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 ストック・オプション又は業績連動株式を売却した際に実現したキャピタルゲイン（すなわち、売却価

格とオプションの行使日又は業績連動株式が権利確定日の市場価値との差額）は、通常のキャピタルゲイ

ン課税の対象となる（下記「譲渡所得税」を参照）。

 

配当に対する課税

 

　非居住者に支払われる配当は、通常、フランス税法に則り12.8％（株主が個人の場合）又は25％
（3）

（株主が法人の場合）の源泉徴収税に服する。
(4)

　一般に日本国の居住者である当社の株主は、租税条約の規定に従い、当社から支払われる配当について

フランスの10％の軽減税率の適用を受けることができる。但し、これは当該株主が当社の配当について日

本の所得税に服する場合に限る。配当は日本における課税の基準額に含まれ、フランスの源泉課税は、二

重課税を避けるため、日本の税額控除の対象となる。

　軽減税率の適用を受けるためには、原則として、配当支払日までにフランス税務当局の要求する書式を

提出することを要するが、事後的に還付を要求することも可能である。フランスの社会保険は適用されな

い。

 

（3）2020年1月1日以降、源泉徴収税率は、通常の法人税率と同一（2020年には28％、2021年には26%、2022年には25%）と

となっている。

（4）フランス税法187条：エア・リキードS.A.により支払われる配当に対する３％の付加税（フランス税法235条の３

 ZCA）は、2017年に廃止された。

 

譲渡所得税

　租税条約の下では、日本国の居住者
(5)
である者は、下記の場合を除き、当社株式の譲渡から取得する収

益についてはフランスの租税を課せられない（譲渡益に対する課税は、売主の居住する国による）。

(a）当該当社株式が、フランスにおいて日本の企業が有する恒久的施設の事業資産又は日本国の居住者が

利用するフランスにおける固定的施設に関連する資産の一部である場合。

(b）譲渡者が保有し又は所有する当社株式（他の関係当事者が保有し又は所有する当社株式で譲渡者が保

有し又は所有するものとともに合算されるものを含む。）が、当該課税年度中のいずれかの時におい

て、当社の株式総数の25％を超え、かつ譲渡者及び前記の関係当事者が当該課税年度中に譲渡した株

式の総数が当社の株式総数の５％を超える場合。

フランスの社会保険は適用されない。

 

（5）適格居住者である場合、又は2007年1月11日付で改定された租税条約に基づくその他の条件を満たす場合に限る。

 

株式移転にかかる贈与税及び相続税

　フランスと日本は、贈与税及び相続税に関する条約を締結していないため、当社の株式の贈与及び相続

に関しては、次のフランス国内法が適用される。

 

贈与税

　贈与は、基本的に、相続の場合と同様の税規則に服する（下記参照）。

 

相続税

　フランス国内に資産を有する者がこれを残して死亡した場合には、遺言又は死因贈与など、死亡に起因

する全ての資産承継について、受益者に対して相続税が課される。相続税率は、遺産の価額及び死亡者と

受益者との間の関係に応じて異なる。

　フランスの会社の株式は、死亡者及び受益者がフランス国外に居住していた場合にも課税に服する。こ

れらの場合、法律は二重課税回避のための一元的な対策を講じていない。
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株式譲渡にかかる税

時価総額10億ユーロを超える上場会社が発行する株式を取得する場合は、2025年4月1日以降に取得した

株式について、金融取引税として売買代金の0.40％（2025年4月1日以前に取得した株式については0.3％）

が買主に課される
（6）

。フランス税務当局はそれらの会社を列挙しており、当社もそこに含まれる。

金融取引税が適用されない地域においては、売買代金の0.1％の登録税が会社株式の買主に課される

（7）
。上場会社の株式の売却では、上記税率による登録税が課されるのは、当該売却に関する契約書が作

成された場合に限る。契約書が作成されていない場合、登録税は課されない。この場合、契約書は広く解

釈され、売却の目的及び価格に関する当事者の合意を証明する書面を意味する。

 

（6）フランス税法第235条の３ ZD

（7）フランス税法第726条

 

（２）日本における課税

 

株式の取得に対する課税

　日本人の権利保有者がストック・オプションを行使した場合には、オプション行使時の株式の時価と行

使価格の差額が給与所得として日本で課税される。

 

配当に対する課税

　フランスの法人から支払われる配当は配当所得として日本で課税される。当該配当につきフランスで源

泉徴収された税額がある場合には、一定の条件のもと外国税額控除の対象となる。

 

４【法律意見】

 

　当社の法務顧問（グループ・ジェネラル・カウンセル）であるティボー・デローム氏から下記趣旨の法

律意見書が提出されている。

① 　当社は、フランス国法に基づき適法に設立され、完全な資格で有効に存続する会社であること。

② 　本有価証券報告書の「第一部　第１　本国における法制等の概要」におけるフランス国法の法規に関

する記述内容は、実質的に真実かつ正確であること。
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第２【企業の概況】

 

１【主要な経営指標等の推移】

 

　下表は、最近５連結事業年度に係る主要な経営指標等の推移を示したものである。

 

 （単位：特段の記載がない限り、百万ユーロ）

2020 2021 2022 2023 2024

売上高 20,485 23,335 29,934 27,608 27,058

経常的営業利

益

3,790 4,160 4,862 5,068 5,391

当期純利益

（グループ持

分）

2,435 2,572 2,759 3,078 3,306

資本金 2,605 2,614 2,879 2,885 3,180

発行済株式数 473,660,724 475,291,037 523,450,271 524,516,778 578,259,263

1株当たり純利

益（ユーロ）
5.16 5.45 5.28 5.90 5.74

１株当たり配

当金（ユー

ロ）

2.75 2.90 2.95 3.20 3.30

配当性向

（％）
55 55 58 54 57

従業員数（平

均）（人）
64,500 66,400 67,100 67,800 66,500

最高株価

（ユーロ）
142.75 155.34 150.6 179.04 177.55

最低株価

（ユーロ）
93.09 99.22 124.7 115.7 152.25

 

詳細は本報告書「第６　経理の状況」を参照。

 

２【沿革】

 

（１）【概略】

1902年から1960年

起源

ガス、工業事業に対するテクノロジー及びサービス並びにヘルスケアの分野において世界のリーダーであ

る当社は、1902年からリーダーシップを築いてきた。当社は、液体空気を用いて酸素を製造する工業プロセ

スの発明家であるジョルジュ・クロードと、先見の明のある実業家ポール・デロルムにより1902年に創業さ

れた。

 

最初の国際的な発展
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ガスはその特性上輸送が困難でありそれ故現地製造が必要となる。これを一つの要因として、当社は創業

当初より世界各地に拠点を構え、海外に製造工場を建設した。そして世界展開は急スピードで行われ、欧州

各地(1906)、日本(1907)、カナダ(1911)及び米国(1916)へと拡大された。

 

株式上場

株主の重要な役割は会社発展の当初より顕在化した。当社は1913年にパリ株式市場に上場し、2013年に上

場100周年を迎えた。この100年の間、毎年平均11.9％の株価上昇という異例の株式市場パフォーマンスに基

づいて、当社は株主との間の強固で特別な関係を築くよう努めてきた。

 

画期的な流通方法

1950年代、エア・リキードは工業用ガスの流通に新しい方法を導入した。

低温貯蔵タンクでの液化ガスの貯蔵により、製造拠点からおよそ半径200～250km地域への大量の液化ガス

の道路・鉄道輸送が可能になった。

当社は初のネットワーク戦略を採用し、ガスをパイプラインで複数の顧客に提供し、ガス製造ユニット同

士をつないだ。当グループはラージ・インダストリーからの需要増に適う製造能力増加を達成し、まずは製

鉄産業への酸素供給、そして化学産業への窒素の供給を行った。これがラージ・インダストリー事業のビジ

ネスの起点となった。

 

1960年から2000年

宇宙産業

低温技術の産業応用の将来性を確信した会長兼CEOのジャン・デロルムは、低温技術のための研究センター

を設立することを決めた。このセンターは1962年にフランスのグルノーブル近郊に設立された。初期のアプ

リケーションは宇宙産業へ急速に集約され活用され、それ以来、エア・リキードは宇宙開発の重要なパート

ナーとなっている。

 

発明の伝統

1970年、クロード・デロルム研究センターがSaclay地区に設立された（現在のイノベーション・キャンパ

ス・パリ）。当研究センターの活動は、ガス製造技術と用途の強化に焦点が当てられた。この展開は、顧客

の工業プロセスを本質的に理解し新たなガス用途を開発してより顧客の要望に応えようとする当グループの

姿勢の証である。現在、当グループは欧州（フランス・ドイツ）、北アメリカ、及びアジア（中国・日本）

にイノベーションキャンパスを持つ。

 

新しい市場であるエレクトロニクス

当グループは、1985年に、日本における半導体産業への高純度ガス供給を開始した。大半が窒素である

キャリアガスが特殊ガスの運搬に用いられチップ製造ツールの不活性化に使用され、特殊ガスが半導体製造

に直接使われた。当社は1987年、日本にエレクトロニクス事業に特化した筑波研究センターを開設した。

 

大規模買収

当グループは、1986年に、メキシコ湾岸で大規模なパイプライン網を有するラージ・インダストリー事業

を行う米国のBig Threeを買収した。

 

製品提供の拡大－水素と蒸気

1990年代、酸素と窒素に加え、当社は製品の提供を水素・蒸気へと拡大した。この新たな製品の提供を成

功させるため、当社は大気ガス事業の成功を支えた当グループのビジネスモデルを利用し、最初から産業地

帯戦略と位置づけた。

 

ヘルスケア事業

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

 12/380



また、もともと当社は病院への酸素供給を行っていたが、当社はヘルスケア事業分野のスペシャリストと

なった。当グループは1990年代に在宅医療事業を立ち上げ、スペシャリストチームの専従ネットワークを設

立した。医療用ガスは徐々に医薬品に分類され、製造業者には製造販売承認の申請が義務付けられた。また

当グループは、心肺機能蘇生、鎮痛用治療ガスに対する重要な研究プログラムを開始した。

 

2000年から2020年

国際的拡大

当グループは2000年代初めに中国に大規模な投資を行った。同国は産業ガスの主要成長市場であり、当社

は数多くのガス販売契約を締結した。

また、当グループは、ドイツ、英国、及び米国においてMesser Griesheimの一部買収を行った。

 

ビジネスラインの組織化

エア・リキードの向こう数十年の成長の牽引力となるものは、ライフスタイルの変化であり、発展途上国

経済の産業的な成長、エネルギー需要と環境問題の増加、ヘルスケア、ハイテクである。当社は４つの世界

的事業ラインに基づいて新たな組織的な枠組を創出した。これにより、４つの事業部門（ラージ・インダス

トリー、工業、ヘルスケア、エレクトロニクス）それぞれに特有の技術・運営に関する専門性を結合し、そ

れぞれ特定のマーケットの専門家を集中させることとなった。

エンジニアリング＆建設の能力の戦略的側面を意識して、当グループは2007年にLurgiを買収した。同社の

買収により、エア・リキードは、当グループが歴史的に競争力を有していた極低温技術に加え、主要な保有

技術、とりわけ水素及び一酸化炭素の製造施設を入手することとなった。

 

前例のない危機におけるレジリエンス

2008年、2009年に発生した未曾有の規模の経済危機に影響され、当社はキャッシュ、コスト、及び投資の

管理に注力した。長期的契約の堅固さが試されたのち、エア・リキードはビジネスモデルの妥当性と回復力

を証明した。世界的な景気後退の中で、当グループは例外的存在であることを示し、そのバランスシートの

強みを維持する一方で安定的な純利益を生み出した。

 

イノベーションと水素

イノベーションはエア・リキードの戦略の中心である。2013年に、エア・リキードはオープン・イノベー

ションを促進する二つのイニシアチブを開始した。すなわち、イノベーション研究所であるi-Lab及びALIAD

は、当グループのベンチャーキャピタルで、イノベーティブな技術のスタートアップ企業に対するマイノリ

ティ投資を行っている。2014年、当グループはヴェルサイユの近く、Paris-Saclayにある研究所の現代化に

伴う投資などを決定し、極低温製造技術のための先端的研究拠点を作り出した。

加えて、世界的な規模で、エア・リキードは、燃料電池電気自動車を市場に発売している自動車メーカー

とともに、積極的に水素エネルギーの開発に貢献している。エア・リキードは、水素ステーションの建設に

貢献している（米国、日本、フランス、ドイツ、ベルギー、デンマーク、オランダ、韓国及び中国等）。

 

エア・リキードによるエアガス買収とNEOSプログラム

2016年5月23日、エア・リキードは、米国のエアガスを買収し、新たな段階に突入した。エア・リキードと

エアガスの統合は、米国における当グループのビジネスを補完し、これによって、当社は、米国市場の上流

及び下流の全ての産業部門にわたりプレゼンスを示すことができるようになった。本統合は、重大な価値を

創出した。

この買収により、当グループは３億米ドル以上のシナジー効果を実現した。さらに、エアガスのモデル

は、製品、事業のデジタル化、ビジネスモデルの観点から、米国以外にも広がっている。

この買収に伴い、エア・リキードは世界最大の産業ガス市場である米国での地位を強化する。この市場は

また、先進国の中で最も力強い成長を享受している。

この買収を受け、エア・リキードは2016年7月6日、新中期経営計画「NEOS」を発表した。長期的な利益を

生む成長を目指した当該計画の戦略は、顧客中心の変革である。このような戦略は、オペレーション上の優
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越性と投資の質、オープン・イノベーションと当グループが世界中ですでに機能させているネットワーク組

織に基づいたものである。

 

グローバル市場＆テクノロジー事業の設立

新たな市場での事業展開を強化するため、テクノロジーを活用し、当グループは2016年にエネルギー転換

分野やディープ・テック分野での新たな事業の発展を担うグローバル市場＆テクノロジー事業を立ち上げ

た。

 

ガス＆サービスへの再集中

エア・リキードは、2017年のAqua Lung (ダイビング事業）、 Air Liquide Welding (溶接事業)の子会社

の売却を受け、ガス＆サービスに注力した。本売却の後、ガス＆サービスの当グループの売上高における収

入の割合は、2015年末の90％から、2018年末には96％に増加している。

 

エネルギー転換と気候変動対策の目標

エア・リキードは、長年にわたり、特にエア・リキード及びその顧客のCO2排出量を抑制することを目標

に、持続的な発展に努めてきた。2018年11月30日、エア・リキードは、2015年から2025年までの間に炭素原

単位を30％削減するとの公約を含む気候変動対策の目標を発表した。この目標には、資産、顧客、エコシス

テムを含む世界的な取り組みを含んでいる。当該目標は、業界内で最も野心的なものであり、当社のNEOSプ

ログラムに沿ったものである。

この点、グローバル市場＆テクノロジーでは、バイオメタン部門や水素モビリティの初期開発により、エ

ネルギー転換関連市場への販売を強化している。

 

エアガスの統合の定着及びグループ効率化プログラムの強化

2019年初頭、エアガスの統合により、エア・リキードは当初計画されていた１年以上前に、目標である３

億米ドルのシナジー効果を達成した。本統合が完了したことにより、エアガスはグループの効率化プログラ

ムに参加し、年間の効率化目標の向上に貢献している。グループ効率化の目標は当初３億ユーロと設定さ

れ、2019年時点で４億ユーロ超に改定された。さらに、エアガスのモデルの普及を目的としたプログラムに

より、100名近くの当グループのマネージャーがエアガスのオペレーションに参加し、他のグループ地域との

ベストプラクティスの共有化を進めることが可能となった。

 

新しい水素市場の重要性の増大

2019年にエア・リキードは、工業用及びモビリティ用に水力を利用して水素を製造することを目的とした

世界最大の陽子交換メンブレ(PEM)電解装置のカナダでの建設を発表した。米国西海岸向けに水素製造・液化

装置を投資し、鉄鋼業界の顧客と共同で、水素を利用することによる鉄鋼生産の脱炭素化に取り組んだ。

 

2020年から2024年

新型コロナウイルスに対する当グループの献身的取組

ヘルスケア事業チームは、医療用酸素の需要増加に対応するため、病院に人工呼吸器などの機器を供給

し、安定した患者の帰宅を確保し、慢性患者の継続的なモニタリングを保障するために、大規模な取組を

行った。

世界的な公衆衛生危機と経済危機の中で、当グループは再びそのレジリエンスを証明した。また、この危

機は、当グループの事業活動の社会貢献や従業員のコミットメントを明らかにした。

 

サステナブルな未来のための行動

2021年3月、当グループは、サステナブルな開発目標を３つの軸で詳細に設定することで、すべての目標を

強化した。
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第一に、低炭素社会のための「行動」として、パリ協定に基づき、2025年頃までにCO2排出量の絶対値での

削減を開始し、2035年までにスコープ１とスコープ２からのCO2排出量を2020年と比較して33％削減するとい

う２つの主要な中間ステップをもって、2050年までにカーボンニュートラルの目標を設定した。2021年に、

エア・リキードは、工業事業及びモビリティ事業の脱炭素化のためのプロジェクト及びパートナーシップを

開始し、また、クリーンな水素インフラのための最大のファンドへの参加を表明することにより、気候変動

への対応のために行動した。また、南アフリカのSasolの空気分離装置、フランスのTotal Energiesの蒸気メ

タン改質装置を買収し、CO2排出量の大幅な削減に取り組んだ。

第二に、患者のための「ケア」であり、成熟した経済圏では慢性疾患を抱える患者の生活の質を向上さ

せ、低・中所得国では医療用酸素へのアクセスを容易にすることで、これを実現する。すでにセネガルで実

施されているこのイニシアチブは、地方コミュニティに医療用酸素へのアクセスを可能にし、南アフリカで

の展開が始まっている。

そして、第三に、「信頼」である。これは、従業員と関わり、業界最高のガバナンスを構築するための基

礎となる。

 

新戦略プラン始動「ADVANCE」

2022年3月、エア・リキードは2025年に向けた新たな戦略プラン「ADVANCE」を発表した。この計画では、

サステナブルな開発を戦略の中心に据え、財務的パフォーマンスと非財務的パフォーマンスを両立させてい

る。当グループは、その回復力を証明した強力なビジネスモデル、イノベーション創出能力、技術的ノウハ

ウを有しており、これにより経済、環境、社会の大きな課題に効果的に対応することに貢献しながら、成長

と利益率の向上を継続していくために、極めて優れたポジションを占めている。

 

変革プログラム

戦略プラン「ADVANCE」を基盤に、パフォーマンス向上の目標及び過去最高水準の投資機会を活かし、エ

ア・リキードは、2024年に、俊敏性の強化、意思決定の迅速化、効率性の改善を目的とし、グループ全体を

対象とする新たな複数年変革プログラムを開始した。エア・リキードは、階層レベルの削減による組織の簡

素化やグローバルな単一のグループ産業戦略部門の設置など、複数のイニシアチブを実施している。この変

革プログラムは、顧客や従業員の進化するニーズや期待に効果的に応えることを目的としている。

 

（２）【日本における活動の沿革】

当社の日本における活動は、1907年にチャールズ・ファーブル・ブラント氏が大阪市安治川河口の大阪鉄

工所（日立造船の前身）内に桜島工場を開設し、当社製の酸素製造機で日本初の酸素の製造を開始したこと

に始まる。

その後、1910年に「日本オキシジェーヌ・エ・アセチレーヌ会社」を設立し、前記事業を継承、大正のは

じめ、商号を「帝国酸素アセチレーヌ会社」に変更した。1923年には神戸市にその支店を設け、「帝国酸素

アセチレーヌ会社」を吸収して「液体空気会社」の商号で営業を継続した。1930年8月、当社と住友合資会社

との共同出資により「帝国酸素株式会社」（現　日本エア・リキード合同会社。以下「日本エア・リキー

ド」という。）を設立し、「液体空気会社」の営業設備一切を継承した。その後、帝国酸素株式会社は、当

社の最先端の技術を積極的に導入し、日本初の液化酸素の製造工場を操業、また空気分離装置の製作を開始

するなど、日本の産業ガスビジネスの発展を牽引し、エレクトロニクス事業、ヘルスケア事業分野へもその

領域を拡げるなど、国内に子会社30社及び関連会社22社を擁する企業となった。さらに、2002年には、英BOC

社の日本子会社である大阪酸素工業株式会社との間で、産業用、医療用ガス事業を統合することで合意に達

し、2003年1月に日本エア・リキードを分割会社、大阪酸素工業株式会社を承継会社とする会社分割を行い、

同時に大阪酸素工業株式会社の商号をジャパン・エア・ガシズ株式会社に変更した。なお、この会社分割に

より、日本エア・リキードはジャパン・エア・ガシズ株式会社の株式の55％を所有することになった。さら

に、2006年、当グループは、ジャパン・エア・ガシズ株式会社の残りの45％の株式を買い取り、同社は当グ

ループの100％子会社となった。この統合により、同社は、当グループの日本及びアジアにおける発展のため

に重大な役割を果たす存在となった。
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2007年9月、日本エア・リキードとジャパン・エア・ガシズ株式会社は合併し、日本エア・リキードとし新

たな第一歩を踏み出した。一方、当社の100％子会社としては、1986年に設立した株式会社エア・リキード・

ラボラトリーズ（本社：横須賀市）があり、現在、同社はエレクトロニクス向け特殊ガスの基礎研究及び分

析技術の研究を行っており、当グループにとって貴重な研究機関のひとつになっている。また1987年に当グ

ループのアジア・太平洋地域における活動の横断的な調整機能を果たすことを目的として設立したエア・リ

キード・パシフィック株式会社（本社：東京都港区）が存在したが、2017年末、業務の効率化のために、日

本エア・リキードを存続会社として、エア・リキード・パシフィック株式会社を吸収合併した。

 

３【事業の内容】

当グループの事業内容は、ガス＆サービス、エンジニアリング＆建設、グローバル市場＆テクノロジーに

分類され、産業ガスに特化した事業を行っている。ガス＆サービスを構成する４つの事業ラインは、近接性

が重要である強固な業界の施行枠組みにより、密接に結びついている。エア・リキードは、効率的な産業

ネットワークと顧客との近接性により、信頼性の向上、エネルギー使用量・コスト・物流フローの適正化、

顧客のニーズの予測、市場変化の把握、及び革新的なソリューションの提供が可能である。

2024年末に、産業上の課題に対応し、当グループの多数の顧客ニーズに応えるため、最高水準の安全、品

質、信頼性及び効率性を確保することを目的とした、独自のグローバルな産業戦略が策定された。この産業

戦略は、エア・リキードのノウハウを十分に活用し、当グループの産業プロセスを最適化する。

当グループのすべての事業が享受するシナジー効果は、産業的側面に限らず、科学技術の専門知識、イノ

ベーション・アプローチ、人事・財務管理などを含む。したがって、当グループは、様々なワールド・ビジ

ネスラインの強固な統合により、シナジー効果を創出することが可能である。

 

エア・リキードモデルの強み

ラージ・インダストリー事業では、ガスの供給契約期間は少なくとも15年、最低限の収入を保証するテイ

ク・オア・ペイ条項が含まれている。エネルギーコストは、契約に基づき顧客に追加請求される。

工業事業は、戦略的なターゲット設定の結果、市場、顧客、地域が幅広く多様化しており、それがビジネ

スラインの回復力を強化するものである。売上は、顧客の事業所への設備供給（特にバルクガス用シリン

ダー及び容器）から得られる固定収入が大部分を占めている。

ヘルスケア事業は、社会的な傾向（平均寿命の延長、慢性疾患の増加など）の顕著な変化の恩恵を受けて

おり、景気循環に左右されない需要の成長が見込める。

デジタル用途が多い半導体産業の発展は、エレクトロニクス事業での売上拡大の主な源泉であり、この事

業は強い勢いを示している。

グローバル市場＆テクノロジーは、ガス＆サービスに加えて、エア・リキードを、エネルギー転換や

ディープ・テックに関連する新市場や新ビジネスモデルにおいて先駆的な立場に置き、新しい社会的・環境

的課題についての学習カーブを加速させ、将来の成長のための重要な機会を提供する手助けを行う。

最後に、エンジニアリング＆建設は、グループのビジネスライン及びグループ外顧客の様々なニーズに応

えるためのプラント及び設備の設計・施工を担当している。当グループは、エンジニアリング＆建設を通

じ、専門知識を発展、共有し、次世代に継承し、これによりノウハウの継続性と継続的な改善を両立させて

いる。これは、最新の技術進歩を継続的な統合と新市場への適応による。

 

2024年の当グループの事業ごとの売上割合

ガス＆サービス 95%

ラージ・インダストリー事業 26%

工業事業 44%

ヘルスケア事業 16%

エレクトロニクス事業 9%

エンジニアリング＆建設 2%

グローバル市場＆テクノロジー 3%
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売上高総計 27,058百万ユーロ

 

現在又は将来のサステナブルな開発に対して、特にエネルギー転換の領域でビジネスラインが提供するソ

リューションは、グループの成長と回復力を強化する。

当グループのイノベーション能力は、新技術や新しい働き方を融合することで、現在のサービス提供を継

続的に改善し、業務効率と将来の成長を促進することを実現している。そのため、エア・リキードは社内外

のイノベーション・エコシステムを活用し、顧客や患者向けに差別化されたソリューションを提案し、新た

な市場を開拓している。イノベーションは、当グループのサステナブルな成長に貢献している。

また、様々なワールド・ビジネスラインを通じて、当グループは、様々な業界、幅広い地域で400万を超え

る顧客や患者にサービスを提供しており、景気変動に対する耐性が高くなっている。これらの特徴は、産

業・ヘルスケアに関わるガス事業に特有であり、ビジネスモデルの強さを増している。

当社の製品及びサービスは、あらゆる産業市場及びヘルスケア事業で使用されている。なお、エア・リ

キードは、モビリティ分野の顧客向けに圧縮天然ガスを少量（EU 規則 2020/1818で規定される基準値以下）

販売している以外、液体又は気体の化石燃料の探査、抽出、精製、流通に直接関与していない。さらに、エ

ア・リキードは、農薬及び殺虫剤に関する規則（EC）No 1893/2006 の付属書Iの20.2 に該当する製品を販売

していない。最後に、エア・リキードは、論争を呼ぶ武器の製造、及びタバコの栽培や生産も行っていな

い。

 

ガス＆サービス

ガス＆サービスには、ラージ・インダストリー事業、工業事業、ヘルスケア事業及びエレクトロニクス事

業の４つのワールド・ビジネスラインがあり、変化をよりよくサポートし、様々な市場のニーズに応えてい

る。

経済的にサステナブルな流通コストを維持するためには、産業用ガスの生産は現地で行う必要がある。そ

れゆえ、エア・リキードの製造設備は世界中に建設され、各地で多くの種類の顧客・産業に、必要なボ

リュームやサービスを提供している。エア・リキードは、パリにコーポレート機能を有し、地域ごとにグ

ループ（南北アメリカ、ヨーロッパ・中東・アフリカ、アジア・太平洋）で構成されている国々が執行委員

会メンバーの監督によって運営されている。

■　ラージ・インダストリー事業においては、大型製造設備にて産業ガスを供給する。ガスの使用量が多く

専用プラント又はパイプライン網の開発を必要とする、金属、化学、精錬、電力分野の顧客に供給を行っ

ている。またラージ・インダストリー事業は当グループの他の事業部門（ビジネスライン）に対しても産

業ガスを供給しており、充填後に、それぞれの顧客に納品している。

■　工業事業は、様々なガス、アプリケーション装置、及び関連するサービスを提供している。工業事業

は、ラージ・インダストリー事業よりは小規模な分量を必要とする様々な産業及び専門機関にサービスを

提供する。産業ガスは、バルクガス（液体）、又は少量の需要に対してはシリンダー（気体）の形態を

ベースとしている。最後に、需要の大きい顧客や遠隔地には、小規模な生産ユニットを現地に設置するこ

とができる。

■　ヘルスケア事業においては、医療用ガス、機器、及びサービスを病院や直接在宅患者に提供する。さら

に、化粧品、製薬、ワクチン及び栄養剤市場に向けヘルスケア特殊材料等も製造、販売している。

■　エレクトロニクス事業は、半導体向けを中心に、また、フラットスクリーンや太陽電池パネル向けに使

用されるガス、製造過程において使用される物質（複合分子）、及びサービスを提供している。 

 

ラージ・インダストリー事業

 

（事業の概観）

ラージ・インダストリー事業は、金属、化学、精錬及びエネルギー事業分野の顧客に対して、顧客自らの

コアビジネスに欠くことのできないガス・エネルギーソリューションを提供し、それによってプロセス効率

の向上、さらには顧客のプラントをより環境親和的にする提案を行っている。ラージ・インダストリー事業
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は、その工場やパイプラインのネットワークを通じて、酸素、窒素、アルゴン、水素、一酸化炭素を供給し

ている。また当グループは、コジェネレーションプラントを運営し、顧客に蒸気及び電力を供給している。

この分野における世界的リーダーとしてのエア・リキードは、厳格な投資先の選定とプロジェクト実行プ

ロセス、そしてプロジェクト開発チームの専門知識という強みを活かしている。エンジニアリング＆建設

チームは、ラージ・インダストリー事業もサポートしている。ラージ・インダストリー事業の主要顧客は、

顧客のビジネス、プロジェクト、工業プロセス及びグローバル構造について深い知識を有するキー・アカウ

ント・マネージャーにより担当されている。これにより、ラージ・インダストリー事業は顧客との連絡を密

にすることができ、顧客のニーズに応えるための当グループの対応力と競争力を向上させることができる。

 

2024年ラージ・インダストリー事業製品ごとの売上割合

大気ガス 54%

水素及び一酸化炭素 36%

コジェネレーション　蒸気・電気 9%

その他 1%

売上高総計
7,120百万ユーロ

※

(※)当グループの売上の26％。

（ビジネスモデル）

ガス供給契約期間は一般的に15年間である。一定のプロジェクトでは、契約期間は20年間以上に及ぶ。顧

客の新規の製造施設のために新たな契約を締結することは、将来の成長を強く予言するものとなる。こうし

た契約により、当グループは高性能の産業ソリューションによるガス供給に関する長期間のサービス継続と

高い信頼性を保証する。引き換えに、こうした契約は主に電力や天然ガスといった変動費用及びインフレー

ションに連動し、またテイク・オア・ペイ条項による最低引取量の保証を含んでいる。

産業ガスの使用は、ラージ・インダストリー事業の顧客の様々な工業プロセスにおいて必須である。供給

の中断は、顧客の生産活動の中断につながるため、供給の信頼性及び安全性は極めて重要である。しかし、

安定供給の必要性にもかかわらず、ガス供給費用は顧客の全製造コストのうちわずかの割合を占めるにすぎ

ない。

ラージ・インダストリー事業は、エネルギー転換の中心であり、低炭素ガスの供給とともに、顧客のCO2排

出削減のための新たなプロセス及びソリューションをもたらし、大きな成長機会を生み出す。

 

（ラージ・インダストリー事業の工業プロセス）

　産業ガスの製造に要する資源は、ガスの種類と製造ユニットの場所により異なる。酸素及び窒素の製造に

は、空気と大容量の電気が必要である。コジェネレーションユニットは天然ガスと水を消費する。水素と一

酸化炭素を生成する改質装置は、主に天然ガスを燃料とし、電気をほとんど使用しない。エア・リキード

は、低炭素電気と水のみを必要とする電解による低炭素水素の製造も開発中である。

 

空気ガスの製造（空気分離装置(ASU：Air Separation Unit)）

　空気分離装置(ASU)は、空気を異なる構成物（窒素78％、酸素21％、アルゴン及び希ガス（ネオン、クリプ

トン及びキセノン）１％）に分解するために、加圧し、液状化し、蒸留する。一定の大規模ASUのみが希ガス

を製造することができる。ASUは、直接CO2を排出するわけではないが、電気消費量は大きい。

 

水蒸気改質による水素及び一酸化炭素製造（水蒸気メタン改質装置(SMR：Steam Methane Reformer)）

天然ガスの水蒸気改質により、SMRは水素と一酸化炭素を製造する。最も重要な原材料は天然ガスであり、

電気や水の使用量は中程度である。エア・リキードは、SMRに適合した二酸化炭素回収ソリューションのポー

トフォリオを開発し、温室効果ガスの排出量を大幅に削減することを可能とした。

 

電気分解による水素製造
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　電気分解による水素の製造は、水分子(H2O)を電気で解離することを基礎とし、水素と酸素の分子を取り出

す。このプロセスは、二酸化炭素を使用又は排出せずに水素を製造するものであり、エネルギー貯蔵目的の

みならず、工業や輸送の目的で低炭素型の水素を作り出すことを可能にする。

 

コジェネレーション

　コジェネレーションは、一般には天然ガスと水を消費することにより、電気と蒸気を同時にかつ効率的に

製造することを内容とする。電気は、当社の工場により利用され、又は当該地域において販売される。蒸気

は、一定の工業プロセスにおいて必要とされている。このタイプの装置は、直接CO2を排出する。

 

CO2の回収と利用のためのガス分離技術

エア・リキードの技術ポートフォリオには、ガスの分離・回収技術も含まれる。低温

蒸留、吸着、吸収、分離膜をベースとしたこれらの技術は、エア・リキードや顧客の製

造プロセスから発生する二酸化炭素を回収するために使用される。エア・リキードは、

典型的なラージ・インダストリー事業の契約ベースで、CO2回収をサービスとして顧客に

提案している。これらのソリューションは、例えば水素製造装置、石油化学施設、セメ

ント工場に用いることができる。回収された二酸化炭素は、地中貯蔵施設に恒久的に貯

留されるか、アルカリ水の処理など顧客の製造プロセスで使用されるか、工業事業の顧

客の炭酸飲料の製造、保護雰囲気での食品包装、溶接用混合ガスの調製などに使用され

る。

 

（ラージ・インダストリー事業の主要数値）

■　300ユニット以上の大規模空気分離装置(ASU)

■　50ユニット以上の水蒸気メタン改質装置(SMR)

■　9,700km（約6,000マイル）以上のパイプライン網

■　15のコジェネレーションプラント

 

（顧客及び市場）

化学産業においては、製造工程で主に酸素、水素、一酸化炭素が使われ、設備の不活性化のために窒素が

使われる。

精錬産業においては、さまざまなプロセス、特に燃料の脱硫や炭化水素の分解に水素が必要である。燃料

の汚染物質排出量を削減するための規制の強化や、重質炭化水素の使用の増加が、水素の需要の増加に寄与

している。サステナブルな燃料の生産には、従来の燃料の生産よりも大量の水素が必要である。さらに、一

部の規制では、燃料の生産に再生可能水素などの再生可能原料の使用が義務付けられている。

金属業界では、エア・リキードは特に鉄鋼メーカーに大量の酸素を供給し、鉄鋼メーカーの省エネルギー

とCO2排出量の大幅な削減を実現している。新規プロジェクトの大部分は現在、新興経済国圏内に立地してい

る。顧客にカーボン排出量削減を実現するソリューションを提案するため、当グループは、鉄鋼業界の顧客

と提携し、直接還元鉄（DRI）製造プラント用の再生可能又は低炭素水素や、炭素回収技術を含む革新的なソ

リューションを開発している。

なお、エネルギーあるいは化学関連の数々の産業が大量の酸素を用いて、化学製品、合成燃料あるいは電

力の製造のため、石炭・天然ガス・液体炭化水素を合成ガスに変換している。

これらの顧客の需要を満たすために大量のガスの供給が不可欠である。エア・リキードは、専用工場から

直接パイプラインで、あるいはネットワークによりつながれた別々の工場によりガスを供給する。エア・リ

キードは、過去40年間着実にパイプライン網を拡張してきた。合計9,700km（およそ6,000マイル）に及ぶ長

さのパイプライン網の例として、欧州北部ではロッテルダムからダンケルクまで、また、米国メキシコ湾岸

ではLake Charles（ルイジアナ）からCorpus Christi（テキサス）さらにはミシシッピ川（ルイジアナ）ま

で広がっている。さらには、多くの中規模のローカルパイプライン網が、その他の重要な又は急速に発展し
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ているドイツ、イタリア、シンガポール、韓国、あるいはより最近では中国の工業地帯において、建設され

ている。

 

KEY POINTS

ラージ・インダストリー事業は、テイク・オア・ペイ条項を含む長期契約（15～20年）

によっており、これにより将来の収益がかなり見通せるほか、顧客の消費量が大幅に減少

した場合（テイク・オア・ペイの最低水準を下回った場合）にも保護される。ラージ・イ

ンダストリー事業契約の販売価格は、特にエネルギーコストとインフレコストに連動して

いる。投資サイクルが長く、資本集約度が高いため、堅固なバランスシートが必要とな

る。新規契約の締結は将来の成長を強く予測するものである。

エア・リキードは、操業コストを最適化しつつ、より高い供給信頼性を顧客に提供する

ため、産業流域におけるパイプライン・ネットワーク戦略を展開している。この戦略によ

り、生産資産をプール化し、エア・リキードのネットワーク全体と顧客のために、特にエ

ネルギーの節約を実現することができる。

低炭素産業ガスを顧客やグループ各社に供給する能力を発展させ、工業プロセスの脱炭

素化を可能にし、炭素回収をサービスとして提供することで、ラージ・インダストリー事

業はエネルギー転換とグループの脱炭素化戦略にとって極めて重要な位置を占めている。

 

工業事業

 

（事業の概観）

工業事業は、その性質上、地域性の高いビジネスであり、200万を超える顧客に産業ガス、設備、ハード製

品及び関連サービスを提供している。

工業事業は、顧客のニーズに最適化された供給方法によりガスを供給している。すなわち、大規模の量を

必要とする顧客の場合には小規模なオンサイト供給ユニットにより供給し、中規模の量を必要とする場合に

は液体形態でトラックにより流通し、小規模の量を必要とする場合及び建設現場で使用する場合にはシリン

ダーを用いて供給している。工業事業の顧客ベースの約95％は、簡便性、柔軟性、及びサービス品質を求め

る小規模な顧客であり、主にシリンダーガス及びハード製品を注文する。

工業事業は多種多様な市場に対応し、それはしばしば生活に欠かせないものである。エネルギー転換の課

題だけでなく、新しい用途や市場の課題にも対応し、顧客の業務効率の向上に貢献する分子の新しい用途を

常に開発している。

工業事業は、市場や顧客が多様であることに加えて、業務で使用する多数の資産からの大量のデータを管

理している。そのため、デジタルトランスフォーメーションとデータ解析は、業務効率、価格管理や顧客に

提供するサービスの質を向上させる上で重要な役目を果たす。

 

2024年工業事業市場ごとの売上割合

製造及び建設 34%

エネルギー、素材及び化学 26%

食品及び製薬 15%

自営業者及び専門家 14%

テクノロジー及び研究 11%

売上高総計
11,906百万ユーロ

※

(※)ガス＆サービスの売上の44％。

 

（ビジネスモデル）

工業事業の売上高の大部分は、シリンダー及び液体ガス供給については最長５年、小型オンサイトガス

ジェネレーターについては最長15年の契約によりカバーされている。これらの契約には、一般的に、ガス供
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給、製品の確実かつ安全な引渡し、及び当グループによる顧客の現場での機器の提供、サービスの提供、並

びにインフレやエネルギー価格などの異なる変動要素に関する販売価格スライド方式が含まれる。顧客現場

でのシリンダー又はタンクの供給は、月額固定料金によりカバーされている。当グループが事業を行ってい

る広範な市場、顧客及び地域は、このようなビジネスラインの回復力を強化するものである。

 

バルクガス 31%

パッケージガス 27%

特殊ガス（ヘリウム、二酸化炭素等） 11%

オンサイト 6%

設備・据付工事 18%

サービスその他 7%

 

工業事業は、産業集積地に集約されており、地域の経済活動に着実に根付いている。この地域基盤は、ガ

ス流通を生産地周辺約250km以内に限定する経済的制約により強化されている。工業事業の強みの一つは、

ラージ・インダストリー事業の工場ネットワークとの相乗効果を開発し、特定のユニットに投資すること

で、高い潜在地域を特定し、拠点を確立することができることである。工業事業は、地域経済に浸透しつ

つ、その業務を約50か国で国際的に拡大させることによって、ビジネスラインの回復力を強化している。こ

の地域多様性は、対象投資戦略とポートフォリオの定期的な最適化に基づいている。

産業地域内の地理的密度に恒久的に焦点を当てることは、これが生み出す相乗効果、とりわけ物流上の効

果から、成功のための重要な鍵である。流域のビジネス開発に加えて、現地の流通業者や顧客のポートフォ

リオを獲得することも、特に米国や中国のように未だかなり細分化されている市場において、地理的密度の

向上に役立つ。

 

（供給方式）

厳格な業務規律は、バリューチェーン（供給、パッケージング、流通）を通じて適用され、エア・リキー

ドの統合モデルの本質的部分である。これは、新たなデジタルツールと一体となって、顧客への商品・サー

ビスの競争力を向上させ、CO2排出量を削減するために、リアルタイムでの資源（プラント、トラック、エネ

ルギーなど）活用を最適化するものである。エア・リキードが継続的に改善を追求することは、従業員、顧

客、サービスプロバイダーの安全確保とコストの最適化に役立つと同時に、シームレスな顧客経験を提供す

るものである。

 

（主要数値）

■　30,000名以上の従業員

■　2000万個のシリンダー

■　10,000台のトラック

■　53,000ユニットの顧客拠点設置の低温タンク

■　1,000ユニット以上のオンサイト発生装置

■　1,500か所の充填センター及び小売店

 

（顧客中心の文化）

工業事業の顧客は、規模、ビジネス、ニーズの面で大きく異なるが、日常の活動を快適にする製品やサー

ビスを渇望している点は共通である。

シームレスな顧客経験を提供するという当グループの経営方針には、顧客のニーズを聴取し、多様かつ顧

客のニーズに合わせたサービスを提供し、優れたサービス品質を提供することが求められる。さらなる顧客

エンゲージメントのため、エア・リキードは、設備・納入物の信頼性、サプライチェーン全体の効率性に重

点を置きつつ、業務の合理化・簡素化を図り、サービスレベルの向上を継続的に図っている。
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また、取引ルートに加え、商品及びサービスの提供において選択肢があることは、工業事業を差別化する特

徴でもある。特に、エアガスの顧客文化や卓越したオペレーションサービスの貢献により、工業事業では、

顧客の利用をより良くサポートするために、電子商取引や遠隔販売を含む多くのチャネルの販売アプローチ

を引き続き展開している。 

業務と顧客のためのデジタル及びデータ

工業事業は、膨大な数の資産と顧客から大量のデータを管理している。そのため、デジ

タルトランスフォーメーションとデータ分析は、業務効率の向上、顧客に提供するサービ

スの品質向上、及び新サービスの提供において重要な役割を果たしている。このデータ分

析により、工業事業のチームは、業務パフォーマンスをリアルタイムで管理し、市場やコ

ストに応じて、公正かつダイナミックに価格管理を最適化することができる。また、顧客

の事業所に設置中の資産をデジタル化することで、利用データをアップロードし、その

データを分析して新しいサービス、製品、ビジネスモデルを創出することも可能になる。

 

（最適化された製品構成を用いた市場における戦略的ポジション）

顧客との近接性及び多くの市場での当グループのプレゼンスのおかげで、工業事業チームは、これらの市

場及びその工業プロセスに関する幅広くかつ深い知識を有している。さらに、エア・リキードは、その市場

及び経済全般から大量のデータを収集している。これにより、当グループは主要な傾向を把握し、成長の見

通しを評価し、将来の機会を見込むことができる。この市場データとそのバリューチェーンを綿密に分析す

ることにより、当グループは、より高い潜在的成長分野にその資源を集中させるための選択的アプローチと

ダイナミック市場管理方法を開発している。戦略的ターゲティングの結果得られた市場、顧客、地理的地域

の多様性は、ビジネスラインの回復力を強化する。

工業事業の収益性のレベルは、製品及び供給形態によって異なる。この製品構成を最適化することによ

り、事業の収益性を高め、新たな受注を獲得し、顧客基盤を多様化させる。

 

KEY POINTS

工業事業は、その性質上、極めて地域密着型の事業であり、200万を超える顧客に工業

用ガス、機器、ハード製品及び関連サービスを提供している。

市場、顧客、地域の多様性は戦略的ターゲティングの結果であり、このビジネスライ

ンの回復力を強化している。工業生産に関連する市場と、消費に関連する市場との間の

バランスが取れた構成、これらの市場が生活に欠かせない分野と関連性の高い事業内容

に関連していること、及び特に顧客の事業所にシリンダーや容器を供給するなどを通じ

て、工業事業モデルが売上高の一部を固定収入として確保していることにより、事業の

回復力を強化している。したがって、工業事業の売上の約50％は、当グループが進出し

ている国の工業生産の動向に左右されない。

顧客との距離の近さ、工業プロセスに関する深い知識、技術革新能力のおかげで、工

業事業チームとガス・アプリケーションの専門家は、主要な成長と業績の原動力となる

新製品や新サービスを開発している。

 

ヘルスケア事業

 

（事業の概要）

ヘルスケア事業は、医療用ガス、在宅医療事業サービス、特殊素材を提供する。これらの製品やサービス

は、病院から自宅まで一貫したケアに沿って患者を支援する。当グループは、患者、医療関係者、病院や新

しいケア施設と一緒に、医療制度の効率化に貢献している。エア・リキードは、厳格な規制要件を遵守し、

多くの利害関係者（患者、医師、保健当局、支払者）が関与する特徴を有しており、絶えず変化し続けるこ

の事業分野における世界的なリーディングカンパニーのひとつである。
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医療分野の関係者や意思決定者は、慢性疾患患者の増加と医療システムの経済的サステナビリティという

２つの課題に直面している。エア・リキードのヘルスケア事業は、この分野の変革のパートナーとなること

を目指しており、すべてのステークホルダーにこれまで以上の価値をもたらし、これらの課題の全体的な解

決に貢献することを目指している。エア・リキードのビジョンは、バリューベース・ヘルスケアの原則に基

づいている。バリュー・ベース・アプローチとは、すべての患者に長期的な質の高い医療とサービスを保障

することを目的とし、各患者にとっての客観的及び主観的な利益と社会全体のコストとの最適なバランスを

追求するものである。具体的には、ヘルスケア事業において、患者一人ひとりのニーズに合わせた個別的な

支援計画を策定し、誰もが期待するQOL（生活の質）の向上を実現することを目的としている。また、ヘルス

ケア事業のサステナビリティを確保するために、当グループが効果的に介入することを可能にする優れたア

プローチでもある。医療用ガスとその関連サービスでは、その供給を確保し、管理を簡素化して、より効率

的でサステナブルなシステムに貢献することで、医師が医療行為に専念できる環境を整えることを目指して

いる。現在、エア・リキードは供給の安全性、サービス提供の品質、環境フットプリントの低減を契約の中

で強化している。

 

2024年ヘルスケア事業の事業活動ごとの売上割合

在宅医療 53%

医療用ガス、医療機器及びサービス 38%

特殊素材 9%

売上高総計
4,274百万ユーロ

※

(※)当グループの売上の16％。

 

（ビジネスモデル）

ヘルスケア事業活動、特に病院やその他の医療施設に対する医療用ガスの供給は、主にラージ・インダス

トリー事業のガス製造能力に依拠し、独自の物流体制を構築している。医療用ガスは、国の保健当局の市場

承認を必要とする薬剤に指定されている。それらは、特定の医薬品のトレーサビリティの対象であり、資格

を有する職員によって気体又は液体の形態で供給される。工業事業とヘルスケア事業の統合は、相乗効果と

事業の効率化につながった。

 

（主要数値）

■　1万5600名の従業員

■　世界30か国以上で展開

■　210万人の在宅医療患者

■　20,000の病院及びクリニック

■　140,000の医療関係者

 

（市場及び顧客）

過去20年間、エア・リキードは欧州、南北アメリカ、オーストラリア、韓国においてヘルスケア事業の主

導的な役割を強化してきた。同事業は、特に医療制度の拡充に伴い、全地域で成長を続けている。この結

果、ヘルスケア事業の売上高の約３分の２が欧州、約４分の１が南北アメリカで占められている。

ビジネスラインは、３つの分野において、製品とサービスを提供する。

■　医療用ガス、医療機器及びサービス: エア・リキードは全世界で20,000以上の病院や診療所に医療用ガ

スを供給している。エア・リキードは、主な医療用ガスとその適用分野のうち、呼吸器疾患・集中治療室

用医療用酸素(O2)、麻酔・鎮痛用酸素と亜酸化窒素（N2O）の混合物、集中治療室用の一酸化窒素（NO）を

提供している。

　　エア・リキードは、病院における医療用ガスの流通網の整備と恒久的な在庫管理を通じて、最も厳しい

安全・品質基準の遵守を徹底している。エア・リキードの医療ガス及びサービスは、病院外、特にプライ

マリ・ケア医療センター（病院外、歯科、皮膚科など）、救急救命サービス、患者搬送にも使用されてい
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る。さらに、この事業の売上高の一部は、革新的な医療機器、特に集中治療用、搬送用、家庭用の人工呼

吸器、及び医療用ガスやエアロゾル療法用機器の設計及び販売によるものである。

■　在宅医療: エア・リキードは、呼吸器疾患や糖尿病などの慢性疾患に苦しむ210万人の患者を在宅でケア

している。一旦、医師によって診断と治療が確立されると、長期治療は、患者に対するレクチャー、治療

の実施とその継続的な支援、訓練を受けた看護師や技術者による対面又はデジタルソリューションの活用

増加により可能となった遠隔での介入を必要とする。

エア・リキードは1980 年代に在宅医療事業を開始し、退院した酸素療法を必要とする患者のケアを行っ

てきた。その後、在宅医療事業は、呼吸器疾患（睡眠時無呼吸症候群、COPD（慢性閉塞性肺疾患）など）

や糖尿病に苦しむ患者を支援するため、長期モニタリングを目的とした医療機器及び関連サービスを提供

することで、他の治療分野にも拡大された。

■　特殊素材： 子会社のSeppicを通じて、エア・リキードは、ヘルスケア事業分野の革新的な特殊素材、特

にワクチン用アジュバント、製薬産業用フィルムコーティングシステム、化粧品分野の環境対応型増粘

剤、安定剤、乳化剤、有効成分を80年以上にわたって設計・開発してきた。

 

KEY POINTS

ヘルスケア事業は、常に進化し続ける世界で、厳しい規制の枠組みの中で事業を展開し

ている。高齢化、慢性疾患の増加、医療制度財政の脆弱性などの社会動向により、効率化

が求められることからヘルスケア事業は当グループの主要な成長促進要因となっている。

エア・リキードのヘルスケア事業は、急性疾患の治療（病院及びその他の医療施設にお

ける医療用ガス及びサービスの供給）、慢性疾患の治療（在宅医療事業）、予防及び福祉

（特殊成分事業）において、ケア全体に沿って、医療エコシステムのすべての利害関係者

（患者、医療従事者、病院、医療当局、支払者）とつながっているという独自の地位を確

立している。

 

エレクトロニクス事業

 

（事業の概要）  

エア・リキードは、主に半導体市場、そして一部はフラットパネルディスプレイ及び太陽光発電市場に革

新的なソリューションを提供している。そのために、エレクトロニクス事業は、その専門知識、イノベー

ション能力、及びグローバルなインフラストラクチャーを活用し、これら分野の主要プレーヤーとの戦略的

な連携を図っている。エレクトロニクス事業の顧客の製品は、モビリティ、接続性、計算能力、人工知能、

及びエネルギー削減など、消費者のますます厳しくなる要求に対応している。これらの技術進歩は、半導体

製造に使用される革新的な材料とガスによって可能となっている。エア・リキードは、エレクトロニクス事

業における産業用ガスの世界的リーディングカンパニーであり、幅広い製品とソリューションを提供できる

唯一のプレーヤーである。

 

2024年エレクトロニクス事業の製品ごとの売上割合

キャリアガス 47%

エレクトロニクス特殊材料 13%

先端材料 17%

サービス 7%

設備・据付工事 16%

売上高総計
2,510百万ユーロ

※

(※)当グループの売上の9％。

 

（ビジネスモデル）
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エア・リキードのエレクトロニクス事業は、顧客の生産施設の近くに拠点を置いている。そのビジネスモ

デルは、主にキャリアガスの供給に関する長期契約と業界の主要なプレーヤーの技術的課題に対応するため

に必要な新しい先端材料の供給に関する恒常的なイノベーションに基づいている。また、ガス、化学製品の

流通設備を提供し、顧客の施設に設置している。エレクトロニクス事業では、キャリアガス製造のための電

力消費に伴う温室効果ガス排出量の削減や、現在使用されているより汚染度の高い材料の一部を置き換える

低環境負荷材料を提供することで、顧客の温室効果ガスの排出量の削減に取り組んでいる。

 

（主要数値）

■ 4,000名以上の従業員

■ 200 台以上のキャリアガスユニット

■ 200 種類以上の異なる分子（特殊及び先端材料）

■ 毎年 50,000 本以上の特殊材料シリンダーを納入

 

（顧客及び市場）

エレクトロニクス事業は、セクターの主要なプレーヤーにグローバルなサービスを提供する。その割合

は、アジア(～72％)、米国(～20％)、欧州(～8％)である。エア・リキードは、エレクトロニクス事業におい

て市場リーダーである。

 

■　キャリアガス: キャリアガス（超高純度ガス、主に窒素、酸素、アルゴン、ヘリウム、水素など）は、

事業所で供給され、チップ製造、生産環境の冷却及び不活性化のために分子を希釈及び輸送するために使

用されている。キャリアガス事業は、堅調で着実な成長を続けている。平均契約期間が 15 年の長期の

「テイク・オア・ペイ」契約と、半導体産業の拡大に伴う需要の増加が、この事業の成長を支えている。

■　エレクトロニクス特殊材料: これらのガス（シラン、キセノン、亜酸化窒素など）は、すべての半導体

製造プロセスで使用されている。これらのガスの使用量は、半導体生産量と密接に関連している。

■　先端材料: 気体として使用されるこれらの素材は、最先端の製造プロセスの中心的存在であり、新世代

のメモリ及びロジックチップの小型化とエネルギー効率化に不可欠である。最も高度な先端材料は、顧客

とそのエコシステムとの協業で開発されている。この市場で事業を展開するために必要なイノベーション

能力を備えたプレーヤーはごくわずかである。この事業は、先端半導体の開発から恩恵を受けている。

■　設備・据付: また、エレクトロニクス事業では、顧客の事業所へのガス、材料及び化学薬品の供給を確

保するための設備の販売・据付工事も行っている。この事業の活動は、顧客の新しい製造拠点の立ち上げ

や開発と連動している。

■　サービス・分析: 顧客は、日常のガス・材料・化学製品の現場管理に関するエア・リキードのノウハウ

や、生産プロセスの継続的改善につながる最先端の分析サービスの提供を求め、これらを利用している。

 

KEY POINTS

エア・リキードは、エレクトロニクス事業向け産業ガス分野の世界的リーダーであ

り、この分野における包括的な製品とサービスを提供できる唯一のプレーヤーである。

当グループのエレクトロニクス事業は、５つの異なる分野で構成されている。

■　キャリアガス事業は、テイク・オア・ペイ条項付きの長期間契約と、業界の拡大に

伴う需要の増加に支えられ、堅調に推移している。

■　半導体製造全般に使用されるエレクトロニクス特殊材料

■　次世代のより効率的なチップの製造に不可欠な先端材料

■　設備・据付工事（ガス、材料及び化学品の販売並びに設置工事）

■　サービス・分析（ガス、材料及び化学物質の分析並びに管理）

 

グローバル市場＆テクノロジー
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グローバル市場＆テクノロジー部門(GM&T)ワールド・ビジネス・ユニットは、エア・リキードの持続的発

展を加速させるために、エネルギー転換とディープ・テックの活発な市場をサポートする分子、装置、サー

ビスなどの技術ソリューションを提供している。

GM&Tワールド・ビジネス・ユニットは、循環型経済アプローチの一環として、農業廃棄物、家庭廃棄物、

産業廃棄物を回収するためのバイオメタン製造設備に投資し、運営している。バイオメタンガスは、家庭用

送電網、大型モビリティ（トラック、バス、船舶など）、さまざまな産業用途、特に低炭素水素の製造な

ど、化石由来の天然ガスに代わるものとして使用することができる。

水素分野において、エア・リキードは、製造から貯蔵、流通、産業市場や大型モビリティ向けのアプリ

ケーション開発に至るまで、そのサプライチェーン全体を究めている。当グループは、これにより、将来の

エネルギーである水素の普及に貢献している。GM&Tは、モビリティを支える水素ステーションの設計及び供

給水素を提供している。当グループは、これまでに世界200か所以上の水素ステーションの組立及び納入を

行っており、液体水素の利用に必要な技術やインフラの開発を進めている。

海運業界向けには、GM&Tはさまざまなガス（大気ガス、二酸化炭素、ヘリウム、水素、クリプトン、キセ

ノン等）を供給する多様でサステナブルなソリューションを開発し、顧客の脱炭素化を支援する。

ディープ・テック分野を支援するために、GM&Tは、顧客とそのエコシステムと共に、特にロケット、人工

衛星、国際研究プロジェクト、量子コンピュータなどのための機器及び革新的な技術を設計・開発してい

る。GM&Tは、特許取得済の技術及びその低温工学に関する専門知識を通じて、新しい科学のフロンティアを

押し広げ、新しい市場を開拓し続けている。

■　2024年の売上高は8億3600万ユーロ

■　技術、バイオガスソリューション、海運の３つの事業活動

■　全世界に29のバイオメタン製造ユニットを有し、年間2TWhの生産能力を持つ

■　合計200以上の水素ステーション、200 以上のターボ・ブレイトンユニットを販売

 

KEY POINTS

グローバル市場＆テクノロジー・ワールド・ビジネス・ユニットは、大変革を起こす独

自のテクノロジーを駆使して、ディープ・テックの新市場を開拓し、循環型経済アプロー

チによるエネルギー転換の分野で新たなビジネスモデルを開発する。

 

エンジニアリング＆建設(E&C）

エア・リキードのエンジニアは、顧客の工業生産に必要なガスを供給するために、独自の革新的な技術を

開発している。当グループは、フィージビリティ・スタディの段階から、完成した設備の納入に至るまで、

当グループ内で使用するため、又は自社の必要なガスの内製化を望む顧客に販売するためのガス製造装置の

設計・施工を行っている。これらの装置は、ますます厳しくなる安全性、信頼性、競争力の要件を遵守す

る。

産業ガス、エネルギー転換、ガス精製、CO2回収技術に関するエンジニアリング＆建設、及び再生可能エネ

ルギー由来の低炭素水素の開発により、顧客の天然資源の利用を最適化することが可能になる。

特に、エンジニアリング＆建設チームは、すでに、とりわけはい出削減が困難な業界の顧客において、脱

炭素化を可能にするあらゆる種類の炭素回収の専有技術を提供している。

エンジニアリング＆建設は、主要産業市場のすべてをカバーし、生産コストを管理するために、広い地理的

範囲でのプレゼンスを確立しており、主に北米、欧州、アジア、中東にエンジニアリングセンター及び製造

工場が所在している。

当グループは、設備の販売以上にガス販売の拡大を望む。しかし、エンジニアリング＆建設は社内外とも

に当グループにとっての戦略的価値を有している。

グループ内において、当グループはガス＆サービスのプロジェクトの投資プロジェクトに必要な強力な能力

とエンジニアリングリソースの恩恵を受けている。その専門性は高く、当グループのガス＆サービス顧客の

ニーズに特化した効率的な製造施設を設計する上で、欠くことができない。
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エンジニアリング＆建設は、グループ外顧客のためにもサービスを提供しているため、当グループではそ

の技術やビジネスオファーの競争力を常に評価することができる。そのため、特にエア・リキードは、自社

でガスを生産する顧客と密接な関係を築き、その工業プロセスをより良く理解し、その投資プロジェクトに

関する情報を入手することができる。また、当初は設備販売に向けた交渉が、長期の工業用ガス供給契約を

結びつくこともあった。このグループ外顧客向けビジネスの一環では、当社の戦略はスタディ及び設備供給

契約を優先することにあり、建設に係るリスクを受容していない。したがって、エンジニアリング＆建設の

連結売上高（グループ外顧客に対する売上高）に占める割合は、年によって大きく異なる。

2024年に公表されたグループ外顧客向けのエンジニアリング＆建設の連結売上高は4億1200万ユーロであっ

た。

 

KEY POINTS

エンジニアリング＆建設事業は、当グループに真の競争力を提供し、顧客にターン

キー・ソリューションを提供するとともに、当グループ独自の目的で、工業プロセスの継

続的改善、及び産業資産のコスト削減、環境負荷指標の削減に取り組むことができる。

エンジニアリング＆建設の連結売上高は、グループ外顧客への売上高のみを反映してお

り、グループ内及びガス＆サービス事業のニーズに対するグループ内売上高は含まれてい

ない。主要産業市場の全体をカバーし、生産コストを管理するため、特に北米、欧州、ア

ジア、中東にエンジニアリングセンターと製造工場を設立し、広範な地理的プレゼンスを

確立している。

 

競合

世界レベルでは、産業ガス産業は３つの主要なプレーヤーで構成されている。それぞれ250億ユーロを超え

る売上高を持ち、共に市場リーダーであるエア・リキードとLinde Plc（アイルランド）、売上高では両社の

半分以下のAir Products（米国）である。また、日本酸素ホールディングス（日本）、エア・ウォーター

（日本）、Messer（ドイツ）、Hangzhou Oxygen Plant Group “Hangyang”（中国）、AirPower（中国）

（旧Yingde及びBaosteel Gases）、など多くのグローバル・地域プレーヤーが存在する。最後に、多くの小

規模プレーヤーもローカル市場に存在する。

ラージ・インダストリー事業では、顧客は自社生産と外部からの供給のどちらを選ぶか選択できる。現

在、世界の水素生産量の90％、酸素生産量の60％を自社生産が占めると推定されているが、地理的な相違は

大きい。自社でガスを生産する企業は、当グループが取り組むべき重要な市場シェアである。この点、自社

生産を外部からの供給に転換できる可能性は、ラージ・インダストリー事業にとって大きな成長機会であ

る。自社生産の程度は、地理的地域、業種、地域文化によって大きく異なる。先進国では、酸素の供給は大

部分が外部からであるが、精製のための水素の供給は主に自社で行われている。発展途上国経済では、比較

的新しいが、外部からの供給が著しく加速している。ラージ・インダストリー事業で世界をリードするエ

ア・リキードとLinde Plcは、他の大企業や現地企業と競合している。

工業事業はローカルビジネスである。輸送コストのため、アルゴンやヘリウムなどの高付加価値ガスを除

き、営業地域を製造ユニットの200～250km以内に限定する。この市場は、顧客の規模や活動によって高度に

多様化しており、ガスの製造・販売を行うか、単にガスを流通させるかにかかわらず、多くの中小のローカ

ル競合他社を含んでいる。

ヘルスケア事業では、ほとんどのガス産業のプレーヤーが病院に医療用酸素を供給しているが、家庭にお

ける慢性疾患の治療にはほとんどプレゼンスがない。エア・リキードは在宅医療事業で欧州の首位（患者数

において）であるが、米国ではLinde Plcのプレゼンスが高くなっている。この市場は、ほとんどすべての地

域で多くの小規模な企業や団体により細分化されている。この細分化は、追加的な事業買収の機会を提供す

る。

エア・リキードが主導するエレクトロニクス事業では、エア・リキード、Linde Plc、Merck KGaA(ドイ

ツ)、Entegris（米国）、Air Products、日本酸素ホールディングスの６社が大きな役割を果たしている。先

端材料市場では、エア・リキードがリーダーであり、既存の地位を高め、革新的な新分子の開発に注力する
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先駆者の１社と考えられている。この特殊なエレクトロニクス事業の市場における他の先駆者は、Merckと

Entegrisである。

エンジニアリング＆建設においても、エア・リキードは、産業用ガスプレーヤーと競合している。空気ガ

ス分離に使用される「低温」技術では、主な競合相手はLinde Plc、Hangzhou Oxygen Plant Group 

「Hangyang」、Air Productsである。中国の競合他社は、自国での需要が高まり、勢いを増している。水素

の製造と合成ガスの化学変換に使われる「非低温」技術では、最大の競争相手はTechnip Energies（フラン

ス）、Holdor Topsoe（デンマーク）、Johnson Matthey（英国）、Linde Plcである。

グローバル市場＆テクノロジーは、エネルギー転換に関連する成長市場やディープ・テック分野で、世界

的に成長している。競争環境は市場によって大きく異なり、多国籍企業からスタートアップ企業まで、さま

ざまな規模の企業が存在する。

エア・リキードは、主要技術（電解、CO2回収、水素液化等）における戦略的なポジション、運用実績、専

門知識により、エネルギー転換、とりわけ低炭素及び再生可能な水素に関連する新たな成長機会を獲得する

好位置につけている。

 

４【関係会社の状況】

 

（１）親会社

当社には親会社はない。

 

（２）子会社及び関連会社

主要な連結対象会社については、「第６　経理の状況」の連結財務諸表注記の末尾に掲載している。2024年

度に実施した企業買収については、「第３　事業の状況　４．（５）投資循環及び資金調達」を参照。

 

５【従業員の状況】

 

（１）従業員の数

 

人数
(a)(b) 66,657人

(a) 2024年12月31日現在の当グループの総従業員。2,533名の臨時従業員を含む。

(b) 年齢分布は以下のとおり。

 人数 割合

30歳未満 8,100 12.2%

30歳から50歳 38,427 57.6%

50歳以上 20,130 30.2%

 

（２）労働組合

 

労働組合との関係に関しては、特記すべき事項はない。

 

（３）女性管理職比率

 

 目標 2022 2023 2024

女性グループマネージャー及び専門職の割合
(c) 35%(2025年) 31.5% 32.0% 33.1%

女性の上級管理職の割合 25%(2025年) 24.8% 24.7% 23.7%

(c) 当グループ内の「管理職及び専門職」。2022年及び2023年は0.5%単位で表示。
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（４）賃金格差

 

 2024

性別による賃金格差
(d) 6.7%

（d）研修中の者、海外駐在員、及び性別を申告することを希望しなかった従業員、又はノンバイナリーの従業員は、この計算

から除外されている。総時間当たり報酬は、基本給、法定手当、及び目標変動報酬で構成される。この指標は、勤続年数、

経験、業績、又は市場といった特定の特性について調整されていないデータに基づく。カテゴリー別の差異は、各事業体で

集計され、次に国別で集計され、さらに従業員数に比例してグローバルに集計される。
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第３【事業の状況】

 

１　【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

（１）経営方針

健康、気候、エネルギー、モビリティをはじめとして、私たちの世界は、重大な課題に直面している。今、これまで以上に、サステナブルな未来を創造するこ

とが急務となっている。

エア・リキードは、120年以上にわたり、サステナブルな未来を創造することを目指して、技術革新に取り組んできた。今日、エア・リキードの分子は、工場

や病院、スマートフォンの画面の裏側、さらにはスペースシャトルの内部など、私たちの身の回りのあらゆる場所に存在している。

サステナブルな未来の創造とは、技術や科学的な専門知識に基づいた革新的なソリューションを創造・育成し、産業界及び医療界の進歩や脱炭素社会に向けた

歩みを支援することである。それは、社会全体の役に立つことに加えて、顧客や患者のために日々行動することを意味する。

また、サステナブルな未来を創造することは、着実かつ堅実な財務パフォーマンスを維持しつつも、環境に関する目標や社会的な目標の達成に向けて主導的な

役割を果たすという、独自の成長モデルを生み出すことでもある。このことは、社会的責任も果たしつつ、ビジネスを行うということを意味する。

なぜなら、サステナブルな未来を創造することは、これまで以上に、すべての人のニーズに耳を傾け、全ての人の利益のために行動することだからである。

サステナブルな未来を創造することは、当グループの強い意志である。

 

過去30年間の当社業績

　エア・リキードは30年以上にわたり、堅調な業績を上げており、それが長期的な成長見通しを後押ししている。このような業績は、エア・リキードの強力なビ

ジネスモデルと、地域、事業、最終市場、顧客といった多様な事業分野により実現されたものである。

■　売上高：＋5.9％（年平均）

■　１株当たり純利益(EPS)
(a)
：＋7.2％（年平均）

■　営業活動によるキャッシュ・フロー（運転資金変更前）：＋7.1％（年平均）

■　１株当たり配当
(a)(b)

：＋8.8％（年平均）

 

(a) 株式分割（2007年に１株につき２株の割合で分割）、無償株式割当、2016年10月に完了した増資による希薄化の影響(0.974)の調整後。

(b) 2025年5月6日の株主総会での承認を条件とする。

 

（２）戦略プラン・中期目標

2022年3月22日、エア・リキードは2025年に向けた新たな戦略プランADVANCEを発表した。このプランでは、「サステナブルな開発」を戦略の中心に据え、財務

的パフォーマンスと非財務的パフォーマンスを両立させている。当グループは、実証済みの回復力、革新性、技術的ノウハウに基づくビジネスモデルに支えられ

ており、経済、環境、社会の大きな課題への効率的な対応に貢献しつつ、成長の軌道を継続する上で特に優位な立場にある。
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①　優れたパフォーマンスの実現

　エア・リキードは、戦略プランADVANCEにおいて、将来に向けた準備をしつつも、目の前の課題にも対応している。当グループは、成長の勢いを維持しなが

ら、CO2排出削減目標を追求し、将来的な市場への投資も行うという、野心的な挑戦に挑んでいる。 

パフォーマンスに関する当グループの強い意志は以下の３つの目標により定義されている。

■　売上高増加の割合が年平均で＋５％から＋６％のペースに達すること
(1)

■　2023年以降、ROCE（使用資本利益率
(2)
）が10％以上になること

■　2025年頃からCO2排出量の絶対値を削減すること

これを達成するために、当グループは、ダイナミックな価格政策、定期的な効率化、事業活動ポートフォリオの積極的な管理など、いくつかの手段を講じるこ

とにより、資本資源の最適化と、営業利益率の改善を図る。

同時に、投資決定額を過去最高水準にまで増加させ、2022年から2025年までの期間で約160億ユーロに達し、設備投資の半分をエネルギー転換に充てる
(3)
予定

である。前の戦略プランである「NEOS」と比較すると、年間平均で設備投資決定額は＋45%増加する
(4)
。

 

(1) 年間平均成長率（CAGR）、グループ既存店売上高成長率。

(2) ROCE（使用資本利益率）は、経常純利益に基づく。

(3) 500万ユーロを超える設備投資の決定。

(4) 2022年から2025年までの設備投資の年平均を2016年から2019年までの年平均と比較した場合。

 

戦略プランADVANCEの終了１年前にして、当グループの業績は、以下のとおり、2025年末までに３つの戦略目標を達成するにあたり非常に良好な立ち位置にいる。

 

ADVANCE目標に向けた道程

目標及び投資決定 2024年における達成状況

比較可能売上高

＋５～６％年平均成長率（CAGR）
(a)

＋6.5％
(ｂ)

2021年～2024年CAGR

順調に進

捗

2023年以降

ROCE(使用資本利益率)＞10％以上とする
(ｃ)

10.7％

達成

CO２排出量のピーク

2025年頃

11％減少
(d)

2022年比較

達成
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投資決定

160億ユーロ
(e)

127億ユーロ

2022年～2024年総額

順調に進

捗

(a) 2021年末から2025年末までのグループ比較可能売上高の年平均成長率（CAGR）、2021年のエネルギー価格及び為替レートを前提とし、重要な範囲の変更を除く。

(b) アルゼンチンの影響（+2.5%）を含む。

(c) 経常純利益に基づく経常ROCE（使用資本利益率）。

(d) 「市場ベース」のスコープ１及び２のCO2排出量。

(e) 2022年から2025年の4年間における累積的な設備投資及び金融投資の決定。

 

さらに、2022年から2024年にかけて、エネルギー影響を除いた営業利益率の累積年間改善率は＋260bpに達した。これは、戦略プランADVANCE（2022-2025年）

の４年間における目標値である＋320bpを上回っている。

実際、2022年3月に発表された戦略プランADVANCEの当初の営業利益率の改善目標は、2022年から2025年の4年間で＋160bpであった。2024年2月には、当初の目

標の2倍となる＋320bpに上方修正された。

2025年2月、エネルギー影響を除くマージン改善目標が、期間を１年延長して２度目の引き上げとなった。現在は、2022年から2026年までの５年間に＋460bpと

なっている。

  

②　地球の脱炭素化の推進

エア・リキードは、戦略プランADVANCEにおいて、産業界の脱炭素化及び水素と炭素の回収が極めて重要な役割を果たす低炭素社会の出現に際して、リーダー

シップを発揮するという決意を示した。

CO2排出量の削減は、業界の大手企業や大型モビリティにとって大きな課題である。このような状況は、当社にとって多くの事業機会が存在する状態であると

いえる。

当グループは、世界中のラージ・インダストリー事業の顧客の脱炭素化に向けて、技術的ソリューション及びサービスを提供する大規模なポートフォリオを有

している。その中には、特に、低炭素産業ガスの供給、顧客の工業プロセスの変革、CO2管理などが含まれている。

　エア・リキードは気候の緊急事態を認識し、地球温暖化を産業革命前と比べて２℃を大きく下回る水準に抑制し、1.5℃に抑制する努力を追求することを目的

とした国際的な枠組みを定めたパリ協定の実施に積極的に参加することを目的としている。2021年3月に発表したサステナブルな開発目標の一環として、当グ

ループは2050年までにカーボンニュートラルを達成することを表明している。エア・リキードは、バリューチェーン全体、すなわち直接排出（「スコープ

１」）、電力・蒸気供給に関連する間接排出（「スコープ２」）、及びその他報告された間接排出を含む「スコープ３」の排出に対応することにより、カーボン

ニュートラルの実現を企図している。

　2050年のカーボンニュートラルに向けたエア・リキードの計画においては、2025年と2035年に２つの大きな中間段階を設けている。

■　2025年頃からCO2排出量の絶対量の削減を開始する。

■　2020年と比較して2035年までにスコープ１及び２のCO2排出量を－33％削減する。
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　また、当グループは、2018年の発表に基づき、2025年に炭素原単位(kg CO2/€EBITDA)を2015年比で－30％削減するという目標も維持している。

　エア・リキードは、バリューチェーン全体でカーボンニュートラル達成に貢献することの重要性を認識し、2022年に「スコープ３」排出量削減戦略の策定に関

する取り組みを行った。顧客との関係性を重視し、当社は、2025年までに50の大口顧客のうち75％、2035年までには当該大口顧客の100％を、カーボンニュート

ラルにすることを約束している。

 脱炭素化とエネルギー転換が当社グループにもたらす気候変動対策計画、目標、戦略、取り組み、成果、リスク、機会については後に詳述する。

 

気候変動対策の目標

　以下のタイムラインは、グループの脱炭素化の目標をまとめたものである。

■　2025年までに、二酸化炭素排出量の絶対量の減少を開始する。（スコープ１及びスコープ２）

2025年までに、2015年の排出量を基準に、炭素原単位を30％
(a)
削減する。

■　2035年までにCO2eq排出量を絶対値で33％
(b)
削減する。（スコープ１及びスコープ２）

■　2050年までにカーボンニュートラルを実現する。（スコープ３を含む） 

 

(a) 「市場ベース」手法における温室効果ガス排出のスコープ１及びスコープ２の2015年度の為替レートにおけるIFRS第16号を除いた償却前営業利益のkg CO2換算/ユーロ。

(b) スコープ１及びスコープ２のCO2排出量、スコープ２の「市場ベース」は、2020年とその後の各年の通年で、連結範囲の変更による変化に対応しCO2排出量に重要な影響（上下）を与え

る資産の排出量を考慮して修正再表示している。

 

科学的根拠に基づく目標 ～企業の意欲的な気候変動対策の推進～

エア・リキードの2035年のスコープ１及びスコープ２のCO2排出削減目標が、Science

Based Target initiative(SBTi)により、気候科学
(a)
に準拠したものであるとの認証を得

た。当グループは、業界で初めてSBTiからこの認証を受けた。

 

(a) エア・リキードは、2021年3月にスコープ１及びスコープ２の温室効果ガス排出削減目標を2020年の基準値に基づいて発表した。2021年6月24日に南アフリカのSasol空気分離装置を買

収したことを受け、当社各スコープにおける大幅な数値の変更を統合するため、2021年の基準値に基づく温室効果ガス排出削減目標をSBTiに提出した。
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資産と気候リスク

CO2排出量に影響を与える主な当グループの資産は以下のとおりである。

―　400ユニットの大型空気ガス製造装置（特に酸素と窒素）は、直接的にCO2を排出す

るわけではないものの、電力を必要とする。この電力に関連するCO2排出量はスコープ

２に計上される。

―　大型水素製造装置50ユニットは、天然ガスを消費し、スコープ１に計上されるCO2を

排出する。

■　ラージ・インダストリー事業では、各空気ガスや水素の製造装置は、15年から20年の

長期顧客契約と連動しており、資産は契約期間にわたって償却される。そのため、減損

のリスクは限定的である。

■　産業ガスは、現在ほとんどの産業で使用されているが、エネルギー転換期には、産業

界の脱炭素化ソリューションの中核となるため、より一層使用されるようになる。ま

た、規制の変更に伴い、需要はますます低炭素ガスに傾くと考えられる。

■　当グループのスコープ１及び２のCO2排出量の大部分は、限られた数の資産及び国々か

ら排出されている。そのため、排出削減目標を達成するには、限られた数の明確な手段

を講じる必要がある。以下のような、既存の製造装置を脱炭素化するためのソリュー

ションがすでに実施されている。

―　空気ガス（スコープ２排出量）に関しては、特に主要地域において主に低炭素電力

の利用を行っている。スコープ２排出量の80％は６か国から排出されている。2018年

以降、エア・リキードは、年間５TWhを超える再生可能エネルギー及び低炭素電力の

供給に関する30件の中長期電力購入契約を締結している。空気分離装置の95％以上が

すでに当該契約により電気を供給されているため、低炭素電力の利用への移行のため

の特別な投資は必要ない。

―　エア・リキードは、メタン改質を使用する水素製造装置（スコープ１排出量）に関

しては、特に大型SMRでCO2の回収を実施している。実際、スコープ１の直接排出量の

60％は15基未満の生産ユニットから排出されている。当社は、CO2を回収するための独

自技術を有した製品ラインナップを全て揃えており、欧州最大の水素製造装置に炭素

回収装置を建設中である。

　低炭素ガスに対する高い価格での需要が高まっており、当グループの低炭素資産への

投資、とりわけ水素の製造のために必要な投資や、再生可能電力の供給に関連する潜在

的なオーバーコストを補償することができるようになった。さらに、欧州や米国におい
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ても、既存の産業要資産や新規生産設備の脱炭素化の移行期間中に、これを支援するた

め、補助金や税額控除による資金調達プログラムが実施されている。

■　エネルギーコスト（空気ガス用電力、改質装置用天然ガス）及びCO2排出に関連するコ

スト（例：欧州のETS制度など）は、長期契約（15年以上）の枠内で顧客に再請求さ

る。当グループは、このビジネスモデルを低炭素ガスの供給にも適用しており、エア・

リキードはエネルギー及びCO2コストに関連する大きなリスクを負わない。

■　そのため、当グループが水素を供給している顧客は、以下の２つの選択肢に直面して

いる。

―　CO2のコストを負担すること、又は

―　当社から低炭素水素を購入すること（その価格にはCO2回収装置への投資収益と運

転・貯蔵コストが含まれている。）。CO2価格が高ければ高いほど、顧客は低炭素水素

の供給を選択するようになり、顧客自身の脱炭素化目標の達成にも寄与することにな

る。したがって、炭素価格が高いことは、当グループ資産の脱炭素化を加速させるの

に有利である。感度調査によると、地域や状況により、CO2トン当たり100ユーロから

250ユーロの価格であれば、顧客が低炭素水素の供給に傾くことを促す。このCO2価格

は、明示的なものにすることも可能であるし、最終製品の二酸化炭素排出量に関する

規制義務に統合することも可能である。

■　エア・リキードが新たに投資を決定する際には、当グループの脱炭素化目標に沿っ

て、CO2排出量の削減という制約が含まれるようになった。したがって、水素製造装置に

おける電解槽のシェアは、今後数年間で増加すると思われる。2023年に、エア・リキー

ドはSiemens Energyとの合弁事業の一環として建設された電解槽製造工場を完成させ、

200MWの電解槽への投資を決定したと発表した。

■　エア・リキードは、物理的リスクを考慮するために、いくつかの対策を実施してい

る。

これらのリスクは投資決定時に検討され、ユニット構想時に考慮され、グループの保険

でカバーされる。エア・リキードは2023年に、2100年までに+2.7℃と+4.4℃の地球温暖

化をもたらす２つの高排出シナリオに基づき、物理的リスク管理プロセスの統合と改善

を目的とした調査を実施した。現在も、主要な産業地域に焦点を当てたうえで、当グ

ループのさまざまな資産レベルでの問題の理解を深めるための作業が継続している。

エネルギー転換に関連するリスク及び物理的リスクの潜在的な影響は、当グループの

財務諸表の決算の一環として分析され、主に上記の理由により、重大な影響は確認され
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なかった。当グループは産業界の顧客の資産を脱炭素化する技術を有しているため、エ

ネルギー転換は何よりもエア・リキードにとって成長機会である。

 

 

③　技術革新による新規市場開拓

　エア・リキードは、戦略プランADVANCEにおいて、グループの２つの大きな強みであるイノベーションとテクノロジーを活用し、将来の主要分野の発展に貢献

し、その地位を強化することを目指す。

　当グループは５つの新市場に注力する。

■　エレクトロニクス事業：デジタル革命は真の発展機会であり、当グループのリーダーとしての地位を強化する。

■　ヘルスケア事業：医療システムにとって最適なコストで患者のQOLを向上させるというエア・リキードの価値観に基づくアプローチが、大きな社会的課題に

応える。

■　工業事業：環境問題や新しい用途（特にデジタル）により成長する。

■　ディープテック：宇宙、極低温、量子コンピュータなどを含む。

■　水素モビリティ、特に大型モビリティ：当社が主導的な地位を占め、低炭素水素が重要な役割を果たす、非常に高い潜在力を持つ市場。

 

産業とモビリティにおける水素の重要な役割

　当グループは、水素がエネルギー転換において重要な役割を果たすと強く確信している。水素は、産業及びモビリティ分野の多くの用途において、競争力のあ

る低炭素ソリューションとして、非常に大きな成長の可能性を秘めている。当グループは、約50年にわたり蓄積してきた資産、技術、専門知識、戦略的ポジショ

ニングにより、水素社会を実現する重要な存在となることを目指している。このため、当グループは、新しい水素市場において、低炭素エネルギーや再生可能エ

ネルギーの調達、水素の製造、圧縮や液化によるパッケージング、トラックやパイプラインによる配送など、最終顧客への保管や配送を含む、産業とモビリティ

のバリューチェーン全体を統括している。このため、当グループは、電解、CO2回収、水素液化などの低炭素水素を大規模に、競争力があり、信頼性が高く、安

全な方法で製造・供給するための新技術に投資している。

　2021年のサステナビリティ・デーにおいて、当グループは、2035年までに売上を20億ユーロから60億ユーロへと３倍にする目標を掲げ、エコシステムにおいて

可能な限り、迅速に水素を開発することを約束した。この目標は、80億ユーロの投資と2030年までに電解設備が３GW（稼働中又は建設中）になることによって支

えられている。

 

④　すべての人のために行動する

　エア・リキードは、戦略プランADVANCEにおいて、直接のステークホルダーだけでなく、社会全体の視点も取り入れることを目指している。

実際には、以下のとおりである。

■　安全で包摂的かつ協力的な環境の中で、新しい働き方を実践することにより、従業員のエンゲージメントと能力開発を促進すること。

■　顧客重視の企業文化を強化し、顧客のニーズをよりよく認識し、予測し、サポートすること、及び既に進行中の変化を継続させることにより患者に対してよ

り良いサービスを提供すること。
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■　エア・リキードが株主と築く特別な関係の質を常に向上させ、株主のロイヤルティに報いる定期的かつ魅力的な還元を実施すること。

■　一般の利益に関心を持つ献身的な企業市民として、当グループによる貢献が違いを生み出せる分野、特に地域社会での活動や、例えば医療用酸素へのアクセ

スを促進するためのイニシアチブを発揮することを通じて、その役割を果たすこと。

 

社会的な目標

当グループの社会に対する責務は、特に「事故ゼロ」の安全への強い意志と、以下の目

標を達成するための行動の実行に反映されている。

■　2025年までに、管理職及び専門職の女性の割合を35％にする。

■　2025年までに、基本的な健康保険に加入する従業員の割合を100％にする。

■　2025年までに、地域社会を支える地域的な取組みに参加する機会を持つ従業員の割合

を100％にする。

 

（３）戦略のガバナンス体制

 

①　組織

当グループの戦略の管理は、短期、中期、長期の3つの時間軸を中心に構成されており、さまざまな社内チームが貢献している。彼らの具体的な役割について

は、後述する。

 

短期：目標は、戦略プランの一部として設定された年間目標の達成である。進捗状況は、定量的・定性的な指標の両方を用いて評価される。このプロセスは、グ

ループ業務管理部の指揮の下、戦略部門及びワールド・ビジネスラインの支援を受け、グループ執行委員会が監督する。さらに、グループは、戦略プランの調

整が必要となる可能性のある潜在的なリスク、機会、及び新たなトレンドを常に監視している。

中期：戦略プランの軌道を維持し、市場の変化を予測することに重点が置かれている。この点において、当グループの業績予測は、戦略計画の進捗状況に合わせ

て毎年更新されている。さらに、当グループは市場の変化、顧客のニーズ、主要地域又は主要産業地域の動向を予測する取り組みも行っている。これらの分析

と予測は、ワールド・ビジネスラインが担当している。主な戦略的課題は、執行委員会レベルで特定され、優先順位を定め、管理される。

長期：当グループは、ワールド・ビジネスラインが当グループの戦略的課題に適切に対応できるよう、今後10年及びそれ以降を見据えた戦略的予測の策定に重点

的に取り組んでいる。これらの予測は、現在の戦略計画又は将来の改訂で取り入れるべき基本的な傾向を特定するのに役立つ。グループ戦略部門は、ワール

ド・ビジネスライン及びグループ業務管理部門と緊密に連携して、これらの分析を実施している。

 

執行委員会は定期的に開催され、当グループの経営戦略とその実行状況の検討を行っている。投資は、本章の「投資プロセス」の項記載の資源・投資委員会

(RIC)によって承認される。

月例の業績会議では、これらの決定事項が適切に実施・実行されていることを確認する。
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最後に、環境・社会面の課題も視野に入れた戦略は、当グループの戦略に不可分のものである。執行委員会のメンバーである、バイス・プレジデントに直属す

る「サステナブルな開発部門」が、戦略策定に貢献し、企業の戦略計画に統合されるべき具体的施策を定めている。さらに、バイス・プレジデントは、このサス

テナブルな開発ビジョンの優先事項に特に重点をおいて、経営戦略の会議と特定の資源・投資委員会に参加している。

 

②　投資プロセス

当グループの長期安定的な成長は、毎年の新規プロジェクトへの投資能力によるところが大きい。産業ガス事業の投資プロジェクトは、世界中に広がってお

り、資本集約度が高く、特にラージ・インダストリー事業とエレクトロニクス事業においては、長期契約に支えられている。このように、エア・リキードは、資

金調達先の多様化、バランスシートの慎重な管理、革新的な資金調達方法に基づいて、プロジェクトの性質に応じた資金調達を行ってきた。この資金調達方針

は、当グループの持続的な発展のための基礎である。

当グループの投資は成長戦略を反映している。

投資は以下の２種類に分類できる。

■　設備投資：有機的成長を推進し、かつ、効率性、更新、保守及び設置の安全性を保証する。

■　金融投資：既存の競争力を強化する。又は、新しい技術だけでなく、すでに操業している企業や資産の事業買収を通じて、新たな地域や事業分野への進出を

加速させる。

設備投資の性質は、ラージ・インダストリー事業及びエレクトロニクス事業向けガス生産部門、充填センター、ロジスティクス設備、貯蔵施設、医療機器、さ

らには工業事業、エレクトロニクス事業、ヘルスケア事業用の管理システムに至るまで、個々のワールド・ビジネスラインごとに異なる。投資の性質は、グロー

バル市場＆テクノロジー内においても多種多様である。資本集約度も個々の事業活動に応じて異なる。
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気候及び投資に関する決定

エア・リキードのビジネスモデルによれば、活動の拡大には新たな製造設備への投資

が必要である。したがって、脱炭素化の目標を達成するためには、投資計画を脱炭素化

の計画に整合させることが必然的に必要となる。現在、投資プロセスには、計画を検証

するために、当グループの事業に割り当てられた年間「CO2予算」の割り当てとモニタ

リングが含まれている。エア・リキードは、四半期ごとにCO2排出量を測定・管理する

プロセスを確立した。

さらに、エア・リキードは、全てのプロジェクト、全ての地域、たとえ現在のCO2価

格がないプロジェクトであっても、投資決定プロセスに炭素価格を含めている。この点

については、現地の現行価格、１トンあたり100ユーロの高値など、地域や状況に応じ

て様々な値を選択し、感度調査を実施している。この調査により、長期的に炭素価格が

高騰した場合でも、温室効果ガス排出の経済コストとプロジェクトへの影響を評価する

ことができる。この分析により、顧客のプロジェクトの堅牢性とサステナビリティが保

証され、CO2コストは契約上、顧客に請求されることになる。また、この分析により、

エア・リキードが計画する投資ソリューションの妥当性と実行可能性を検証し、低炭素

技術ソリューションを提案することが可能となる。

 

資本集約度

資本集約度とは、プロジェクトや事業が成熟したときに追加的収益１ユーロを生み出すために要する資本の比率である。この資本は事業資産（生産ユニット、

貯蔵施設、ロジスティクス設備など）に投資されることも、事業活動開発の資金とするため運転資本として使用されることもある。

資本集約度はビジネスラインごとに大きく異なる。

■　ラージ・インダストリー事業

―　空気ガス生産の資本集約度はほぼ３であり、電気価格の趨勢により変動する。

―　改質による水素生産は、売上原価に占める天然ガスの比率が高いため、資本集約度は１から２である。天然ガスの価格の趨勢により資本集約度は変動す

る。電気分解による水素生産の資本集約度は通常、かなり高くなり、電力管理と価格に左右される。

■　新規参入市場において、事業を立ち上げるための工業事業の資本集約度は1.5から２である。

■　エレクトロニクス事業の平均資本集約度はほぼ2.5から３である。

■　ヘルスケア事業（買収を除く）の資本集約度は製品ラインナップに応じて異なるが、ほぼ１である。

したがって、当グループ全体の資本集約度は、事業の組合せやプロジェクトの種類及び原料価格に応じて変動を続ける。これは、更新投資や効率化投資よりも

はるかに高い。
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いかなるプロジェクトも、資本集約度の高低にかかわらず、当グループの長期的なROCE（使用資本利益率）目標の達成を可能とするものでなくてはならない。

したがって、同程度の投資収益率について、プロジェクトの営業利益率（OIR/収益率）は、プロジェクトが実施される事業の資本集約度に依存することになる。

 

ガス製造装置に対する契約の理論的期間

長期的開発は、産業ガス事業の主な特性のひとつである。この特性は投資サイクルにおいて特に顕著に見られ、ラージ・インダストリー事業顧客に係る新規建

設工事プロジェクトの場合、調査を開始してから、産業ガスの最初の販売に至るまでには、およそ５年を要する。他のビジネスラインにおける投資サイクルは一

般的により短期的である。当グループの将来の成長を予測するには、このプロジェクトのサイクルを監視することが不可欠であり、以下の通りラージ・インダス

トリー事業の契約を例に取り詳説する。

■　機会・交渉フェーズ：プロジェクトを投資機会ポートフォリオに登録し、開発プロセスに入る。ラージ・インダストリー事業に対する投資額が500万ユーロ

を超えるプロジェクト、及び他のビジネスラインで300万ユーロを超えるプロジェクトは、潜在機会ポートフォリオでモニタリングを行い、12か月以内の投資

決定が見込まれるものと、決定に１年以上を要するものに分ける。その後プロジェクトについて顧客と話合いや交渉を行う。プロジェクトは以下のような各種

の理由によりポートフォリオから削除される。

１.　契約締結に至ったため、ポートフォリオから削除されて投資決定となる。

２.　顧客がプロジェクトを放棄した。

３.　顧客が外部からのガス供給を受けることに反対する決定をした。又は、競合他社がプロジェクトを獲得した。

４.　プロジェクトが12か月を超えて遅延している。この場合、12か月案件のポートフォリオから削除し、長期ポートフォリオに残す。

■　署名フェーズ：両当事者が合意に達する。長期契約への署名は、内部統制機関の承認を受けた投資決定がされたことを意味する。プロジェクトは投資機会

ポートフォリオから削除され、現行投資として登録される。

■　建設フェーズ：ユニットの建設には、一般的に24～36か月、あるいは最も複雑なプロジェクトではそれ以上の期間を要する。当フェーズは資本支出期であ

る。プロジェクトは投資バックログのまま残る。

■　収益フェーズ

１.コミッショニング：ユニットの稼働開始に当たる。顧客のニーズに応じて、かつテイク・オア・ペイの保証最低数量に従って販売を開始することで、契約

当初から最低限の利益が保証される。

２.増強：ユニットの稼働率を引き上げるフェーズである。契約期間の進行に伴い、テイク・オア・ペイ数量を超えて、契約に定める名目上の数量へと引き上

げる。当フェーズ終了時点で名目上の資本集約度が達成される。

 

大規模開発プロジェクトの統制

関連するビジネスラインは、グローバルな顧客関係が配慮されていること、必要なノウハウを提供していること、契約及び技術基準の両面でプロジェクト全体

の一貫性が保たれていることを確認する。また、優れた内部ガバナンスの実践にも責任を負う。

現地子会社は開発プロジェクトを提案し、契約締結後は自社の勘定で投資を行う。その後は操業、顧客関係、及びプロジェクトの利益性につき責任を負う。
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エンジニアリング＆建設は技術を提供し、全体的な競争力を保証するとともに、優れた産業建築ソリューションによって各プロジェクトに特化した競争力を保

証する。エンジニアリング＆建設はプラント供給を担い、プロジェクトを実行するために責任を負う現地の投資実行チーム（拠点内の投資実行(CI)）と連携して

いる。現地のCIチームは、専門家で構成される専任のCIG（投資実行グループ）によってサポートされている。

優れた市場知見と強力な現地拠点によって、潜在的なプロジェクトを事前に十分に見出す。第１ステージでは世界戦略に照らして、当グループが商業リソース

及び技術リソースの投資対象にしたいと考える機会を選択する。この選択プロセスに続いて複数のステージでの検証を行う。

開発ステージでは、その管轄地域を監督する執行委員会メンバーにプロジェクトを提出して承認を受ける。グループレベルで、投資要請の評価及び検証を担当

するRIC（資源・投資委員会）、技術リスク及び実施リスクの評価につき責任を負うERC（エンジニアリングリスク委員会）、エネルギー及び環境に関わる側面を

考慮するE-ENRISK（エネルギー排出リスク委員会）の３種類の主要機関がプロジェクトの妥当性を確認する。

プロジェクトがエア・リキードの承認を受け、顧客の署名を得たら、投資を行う子会社の代表者及びエンジニアリング＆建設の代表者で構成されるチームが、

当該地域の監督の下でプロジェクトを実行する。

ユニットの立ち上げ時を通じて、プロジェクト管理は現地の運用チームの責任であり、事業所の安全性と完全性を確保するための厳格な基準の下で行われる。

運営管理は現地法人により行われ、当社及び拠点の業務管理が財務的な業績をモニタリングしている。
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資源・投資委員会(RIC)の役割

資源・投資委員会(RICs)の目的は、要請が提出された投資を評価し承認を与えること、

及び中長期的な契約履行と、それにより必要となる人材を評価し承認を与えることであ

る。

会合は定期的に（通常は月に１回）、地域（南北アメリカ、欧州、中東、アジア・太平

洋）ごとに、またワールド・ビジネス・ユニット（ヘルスケア事業、エンジニアリング＆

建設、イノベーション＆開発部門(IDD)、コーポレート部門）ごとに開催する。

各委員会の会議は、関係する地域又はグローバルビジネスユニットを担当する執行委員

会メンバーが議長を務める。投資案件は、各国（拠点群）又はグローバルビジネスユニッ

トのディレクターが提示する。拒否権を持つ常任委員は、ビジネスライン、グループ財務

部門、エンジニアリング＆建設、投資実行の代表者で構成されている。グループ産業部門

の代表者等の追加の参加者を招待する場合もある。

当委員会の決定は最高経営責任者(CEO)の審査を受ける。

決定は個々のプロジェクトに対する評価と、当該プロジェクトにつき見込まれる利益性

に基づいて行う。その際、以下の基準を体系的に検討する。

■　プロジェクトの実施地：分析においては、プロジェクトが有望な工業地域を拠点とし

ているか、既存のパイプライン網と接続されているか、それとも孤立した土地に存在す

るかを考慮に入れる

■　顧客事業所の競争力：規模、生産プロセス（特に環境負荷指標）、原料コスト、市場

参入の可否に基づいて判断する

■　顧客リスク

■　温室効果ガスの排出量、その経済的影響及び排出削減の機会

■　脱炭素化への計画との整合性を含むグループの環境目標に対するプロジェクトの妥当

性

■　水の消費、生物多様性、地域社会との関係など他のサステナブルな開発の基準

■　気候変動に関連する物理的リスク

■　腐敗リスク

■　契約条項

■　最終製品及び最終製品に対する将来的需要の安定性

■　技術ソリューションの質

■　カントリーリスク：ケースバイケースで評価する。資金調達ポリシーの変更や保険加

入範囲の追加につながる場合もある
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資源・投資委員会(RIC)の承認を受け、顧客の署名を得たプロジェクトは「投資バック

ログ」カテゴリーに移動する。

 

投資サイクルに係る定義

i.期末時点の投資機会

当グループが12か月以内に決定を行うことを考慮に入れた投資機会の累積価額。ラー

ジ・インダストリー事業の場合は500万ユーロ、資産、更新、安全、整備及び効率性向上プ

ロジェクトを除くその他の事業では300万ユーロを超える収益を生む産業プロジェクト。

ii.期中の決定

事業投資及び金融投資の決定の累積価額。成長性の有無を問わず産業プロジェクトが対

象となり、買替資産、効率性向上、保守、安全関連の資産、財務決定（買収）を含む。

iii.期末時点の投資バックログ
(a)

決定済みであるが操業を開始していない投資の累積価額。1000万ユーロを超える産業プ

ロジェクトのみが対象となり、買替資産と安全、整備と効率性向上プロジェクトを除く。

(a) 建設中のものとは異なり、基準額や事業基準は設定されていない。

 

③　資金調達

資金調達の方針は、Standard & Poor’s、Moody’s及びScope Ratingsの長期最低格付け「A」に準拠した信用プロファイルを尊重しつつ、当グループの発展を

可能な限り支援し、金融市場の情勢の変化を考慮するために定期的に見直されている。

当グループは、以下のプルーデンス原則を適用する。

■　借り換えリスクを最小限に抑えるため、資金調達手段の多様化、満期の分散

■　クレジット・ファシリティを確認したコマーシャル・ペーパーの発行

■　長期投資の意思決定に沿った資金調達コストの可視化を図るための金利ヘッジ

■　自然な為替ヘッジを確保するための営業キャッシュ・フローの通貨による資金調達と投資

■　エア・リキードの完全子会社Air Liquide Financeを通じた、資金調達と余剰資金の恒久的な集中化

さらに、当グループは、財務と非財務的パフォーマンスを組み合わせた成長戦略の一環として、責任あるサステナブルな金融商品という観点から、金融市場が

提供する機会に着目している。

 

資金調達先の分散

エア・リキードは複数の債券市場、すなわちコマーシャル・ペーパー、社債、銀行を利用することで資金調達先を分散している。
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エア・リキードの短期資金調達については、フランスでは短期譲渡証券(NeuCP)の形で、フランスの短期コマーシャル・ペーパー市場にて未償還残高各30億

ユーロを上限とするコマーシャルペーパー・プログラム２件を利用しているほか、未償還残高20億米ドルを上限とする米国コマーシャルペーパー・プログラム

(USCP)１件を利用している。

エア・リキードの長期資金調達については、ユーロ・ミディアム・ターム・ノート(EMTN)制度を導入し、120億ユーロを上限とする長期債を発行している。特

に、主要通貨（ユーロ、米ドル、日本円）とその他通貨（中国人民元、スイスフラン、英ポンド）で債券を発行することができる。エア・リキードは私募債も発

行することができる。

エア・リキードは、環境と社会の目標に沿って、環境と社会に明確な利益をもたらすサステナブルなプロジェクト向けの資金調達のため、「サステナブルな資

金調達のフレームワーク」を2021年に定め、2024年に更新し、以下の手段を網羅している。このフレームワークは、国際資本市場協会（ICMA）が監修する「2021

サステナビリティ・ボンド・ガイドライン（SBG）」、「2021グリーンボンド原則（GBP）」、「2023ソーシャルボンド原則（SBP）」、及び「ローン市場協会

（LMA）」が監修する「ソーシャルローン原則2023」及び「グリーンローン原則2021」に沿ったものである。

また、当グループは、銀行借入（融資・融資枠）による資金調達を行っている。

当グループは、満期時の更新に伴う流動性リスクを回避するため、グループ内の方針に従い、短期借入金の返済満期を主要銀行からシンジケート又は相対方式

で調達できる融資枠によってカバーされる金額に制限している。

 

資金拠出及び余剰キャッシュの集中化

規模の経済の利益を享受し、資本市場による資金調達（債券及びコマーシャル・ペーパー）を容易にするために、当グループは資金調達に特化した子会社Air

Liquide Financeを利用している。同社は当グループの資金調達取引の大半を集中化している。同社は、法律で認められている国において、当グループの子会社

を対象に、通貨リスク、金利リスク、商品リスクをヘッジしている。

現地規制により認められている国においては、Air Liquide Financeはキャッシュ・フローの未決済残高を直接又は間接に資金プーリングし、又はグループ内

貸付及び借入をすることで、キャッシュ・フロー残高を集中化している。日々の国際的な資金集中が不可能な場合でも、現地の資金プールが存在し、これにより

Air Liquide Financeへの定期的な企業間貸付が可能となっている。

グループ内の融資及び借入では為替ヘッジを行っているため、Air Liquide Finance内の通貨は一致しており、前述の社内金融取引は当グループに外国為替リ

スクをもたらしていない。

当グループの金融ヘッジ取引を一元化したAir Liquide Financeは、非金融業者のカウンターパーティ(NFC)としての地位に関して、EMIR要件（欧州市場インフ

ラ構造規制）に準拠している。EMIR REFITが導入したNFCという地位に基づく定義に従い、Air Liquide Financeは2021年に、デリバティブの報告義務を大半のカ

ウンターパーティーに移管した。

さらに、当グループは一定のケース（例えば、規制上の制約、高いカントリーリスク、ジョイントベンチャーなど）においては、現地金融市場で個々の融資を

調達し、信用リスク保険を利用するといった適切な管理手段を講じることによって、リスクを抑えることがある。

 

債務の満期の分散化

債務の満期に伴う借り換えリスクを最小限に抑えるため、当グループは、満期を複数年に分散している。

債務の返済期限及び償還は、財務委員会の財務部及びエグゼクティブ・マネジメントにより毎月定期的に見直されている。
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また、当グループの事業活動により生まれるキャッシュ・フローが定期的なものであることも借換えリスクを低減している。

 

銀行保証の活用

グループ子会社は随時銀行保証を必要としており、そのほとんどはヘルスケア事業、エンジニアリング＆建設及びグローバル市場＆テクノロジーの顧客向けで

あって、入札期間（入札保証）又は落札後に、契約履行期間中から保証期間の終了時まで（前払債、履行保証、瑕疵担保保証）の保証を行う。

最も一般的な銀行保証は、前払債や履行保証であり、契約の履行を確保すべく、顧客のために延長される。

当グループの通常の業務過程の中で、一定の子会社は賃借債務又は保険債務を担保するために債務保証を求められる。

上記の保証を差し入れるプロジェクトに対しては定期的に経営陣が審査を行い、１億ユーロを超える保証については、取締役会の承認が必要である。保証支払

請求を受ける蓋然性があるときは、連結財務諸表に必要な引当金を計上する。

 

④　イノベーション　

イノベーション＆開発部門(IDD)は、ワールド・ビジネスラインの強力な支援のもと、拠点群（複数の国のグループ）のイノベーション戦略とその実行を推進

している。従来のビジネスと新規ビジネスの両方で収益性が高くサステナブルな新しい提案をすることで、優れたオペレーションと当グループの将来の成長に貢

献している。イメージング、設計、開発、インキュベーションを行い、新しいソリューションを市場に投入し、特に技術的内容の高い商品についてはその責任を

負う。

イノベーション＆開発部門は、社内のエコシステムの専門家を集めたイノベーション・キャンパスとキャンパス・テクノロジー、外部のイノベーション・エコ

システムとのパートナーシップ、そしてグループのエンジニアリングセンターの両方に依存している。最終顧客への販売は、イノベーションの事業化に貢献す

る。

イノベーションに関する投資決定と資源は、当グループのガバナンス組織（資源・投資委員会(RIC)）に依存している。

研究開発プロジェクトは、R&Dポートフォリオ・ディレクターによって管理され、事業戦略との整合性を確保し、工業化及び事業展開の段階を予測するため

に、ワールド・ビジネスラインによって推進される。ワールド・ビジネスライン戦略に沿って、拠点群の研究開発プロジェクトを実施や、拠点群との年次ミー

ティングをすることは、顧客との距離を縮め、イノベーションの市場投入までの期間を短縮することにも役立つ。

さらに、水素エネルギー、グローバル市場＆テクノロジー、エンジニアリング＆建設及びデジタル＆ITに特化した技術ロードマップ(TRM)を策定し、イノベー

ション＆開発部門のポートフォリオ・ディレクターが研究開発及びビジネスラインと協力して調整している。これらのロードマップは、プロジェクトの成熟度に

応じて構成されており、当グループの技術革新戦略のステアリングツールとなっている。当グループが初めて実施する産業実証プロジェクトや革新的な技術の商

用機への導入に関連するリスクを評価するために具体的に設置されたFOIK(First-of-its-Kind)委員会は、毎月開催される。導入前の開発フェーズにあるデジタ

ルプロジェクトは、関連するデジタル＆ITチームによる技術的検証を経て、資源・投資委員会に提出される。

また、イノベーション戦略は、当グループの執行委員会及び取締役会においても定期的に検討される。

 

２【サステナビリティに関する考え方及び取組】

 

（１）一般的な開示
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ア　サステナビリティ・ステートメントの作成根拠

 

（ア）サステナビリティ・ステートメントの範囲

サステナビリティ・ステートメントは連結ベースで作成されている。連結範囲は、当グループの連結財務諸表作成に使用した範囲と同じである（「第６　経理

の状況　１（１）連結財務諸表」に記載する主要な連結会社一覧を参照）。この連結範囲に含まれる子会社は、そのレベルでのサステナビリティ計算書の作成義

務を免除されている。下記エ（ウ）に記載されているように、本サステナビリティ・ステートメントは、上流及び下流のバリューチェーンを対象としている。

当グループは差し迫った事態や交渉中の事項がある場合に認められる開示免除を利用しなかった。

 

（イ）開示に関する方法論的考察

サステナビリティ・ステートメントは、欧州企業サステナビリティ開示指令（CSRD）の国内法化に伴う法的・規制的要件の最初の適用の一環として策定され

た。CSRDの施行初年度は、多くの不確定要素が存在する。科学的・経済的知見や使用される外部データの質に起因するものに加え、基準設定規制機関による更な

る明確化が望まれるいくつかの解釈も残されている。

この観点から、当グループは、作成期間内に、入手可能な情報に基づいて、サステナビリティ・ステートメントの作成日に適用されるESRS（欧州サステナビリ

ティ報告基準）の規制を適用するよう努めた。

サステナビリティ・ステートメントの策定は、特にセクターレベルでの信頼できる比較データやベンチマークの欠如、特にバリューチェーン内でのデータ収集

の困難さによっても複雑なものとなった。

場合によっては、信頼できるデータへのアクセスが困難なため入手可能なデータの質が向上するにつれて精緻化されるであろう推定値を使用せざるを得ないこ

ともあった。

特に、当グループが発表した情報を確定する上で直面した、方法論上の不確実性と限界は以下のとおりである。

■　当グループの気候変動緩和のための移行計画に関しては、当グループの戦略やビジネスモデルがサステナブルな経済への移行に適合するよう、当グループの

過去、現在、将来の緩和への取組を理解できるようにすることを目的としている。しかし、現在までのところ、地球温暖化を1.5℃に抑制するシナリオと戦略

の両立を保証するような、企業レベルでの温室効果ガス排出削減目標やその道のりに関するコンセンサスは得られていないと理解されている（詳細について

は、下記（２）イを参照）。

■　特定の作成における方法論上の限界や、グループの現在の内部報告システムに内在する限界により、エア・リキードは今後数年間、これらの指標をさらに改

善するための作業を継続する予定である。エア・リキードグループは、スコープ３の排出量データの信頼性を高めるための作業（下記（２）イ（オ）参照や、

現在は欧州経済領域に限定されている適正賃金の概念に関連するデータの報告範囲を拡大するための作業（下記（３）ア（オ）参照）を継続している。

当グループの影響、リスク、機会（IRO）の表示に関しては、対応するサステナビリティのトピックを扱ったセクションで、対応する方針と行動との関連性を高

めるために、それぞれ（太字で強調表示）を表示することを選択した。さらに、本サステナビリティ・ステートメントの横断的な部分では、サステナビリティ・

トピックごとに集約している。当グループは、影響、リスク、関連する時間軸をさらに分析することを希望しているため、この次元の説明は体系化されていな

い。
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当グループが実施したダブル・マテリアリティ評価（下記オ参照）によると、特に公害（E2）、生物多様性（E4）、循環型経済（E5）に関連するトピックは、当

グループにとって重要とはみなされなかった。しかしながら、エア・リキードは責任ある企業として、これらの分野での影響を制限するよう努めており、一連の

行動計画は報告書の中で例として示されている（下記（２）エ～カ参照）。

最後に、業界におけるベストプラクティス及び推奨事項を考慮し、またこれらの新規制及び基準に対する理解を深めるため、当グループは、必要に応じて、継

続的改善プロセスの一環として、特定の報告及びコミュニケーション慣行を変更することがある。

 

その他の方法論的な留意点

エア・リキードは、ESRS第１号6.4項で定義された中長期的視野から逸脱していない。

■　短期時間軸は、財務諸表の年次報告期間に相当する。

■　中期的な時間軸は５年であり、これは当グループの戦略的計画の期間と一致している。

■　長期的視野は5年以上の視野に相当し、エア・リキードのエマージング・リスク評価及びグループの長期トレンドの調査において部分的に考慮されている。

推定値及び不確実性は、該当する場合、それが適用される指標のレベルで開示される。別段の記載がない限り、指標はサステナビリティ監査人以外の外部機関

による検証を受けていない。

 

イ　ガバナンス

エア・リキード内において、マネージング・ディレクターの意味における経営、管理及び監督機関（以下「経営機関」と呼ぶ）には、取締役会及び最高経営責

任者が含まれる。注意すべき点は、要求される情報に応じて、どちらか一方のみが関係する場合がある（その場合、その情報は他方には適用されない）。

 

（ア）経営機関の役割と責任

当グループのガバナンス機関の監督的役割に関連する要素は、「第５　提出会社の状況　３　コーポレートガバナンスの状況　（１）コーポレートガバナンス

の概要」で述べられている。そのうち特に、以下の部分に記載されている。

■　③　取締役会の構成

■　⑦　取締役会における従業員代表の参加

■　⑪　取締役会の委員会のうち、d.環境・社会委員会

環境・社会問題の統合は、強力なガバナンスと基づく当グループの戦略に不可欠な部分である。

執行委員会メンバーである取締役の直属部門であるサステナブルな開発部門は、戦略に貢献し、会社の戦略的プランに組み込む具体的施策を定義する。サステ

ナブルな開発部門は、当グループのエネルギー及び排出リスクを管理することを使命とするE-エンリスク委員会に参加しており、毎月、グローバルなラージ・イ

ンダストリー事業ラインを監督する執行委員会メンバー及びグループ戦略部門が一堂に会する。サステナブルな開発を担当するディレクターは、戦略及び特定の

RIC（資源・投資委員会）に関連する会議に参加し、特に持続可能な開発問題に重点的に取り組んでいる。

最後に、当グループのCO2排出削減目標は、地域や顧客の特性を考慮しながら、当グループのグローバルな事業部門と緊密に連携して策定された、各地域の脱

炭素化計画に落とし込まれている。事業体ごとのCO2予算が定義され、四半期ごとにモニタリングされ、投資の意思決定プロセスに組み込まれることで、グルー

プが目標までの道のりに沿っていることが保証される。
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（イ）取締役会が取り組むサステナビリティ事項

当グループのガバナンス機関の監督的役割に関する要素は、「第５　提出会社の状況　３　コーポレートガバナンスの状況　（１）コーポレートガバナンスの

概要」で取り扱っており、特に、以下の部分に記載されている。

■　⑩　2024年における取締役会の活動実績

■　⑪　取締役会の委員会のうち、監査・会計委員会と環境・社会委員会の合同会議についての記述

 

ウ　リスク管理及び内部統制

（ア）デュー・ディリジェンスに関する声明

エア・リキードは、注意義務・社会的責任部門の部長の責任のもと、注意義務に関するフランスの法律に従い、人権と基本的自由、個人の健康と安全、環境を

カバーするデュー・ディリジェンス・プロセスを実施する。当グループは、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」、経済協力開発機構（OECD）の「多国籍

企業ガイドライン」、「責任ある企業行動に関するデュー・ディリジェンス・ガイダンス」などの国際文書のガイドラインに基づき、注意義務計画を策定してい

る。

第３の３（５）注意義務計画(Duty of Vigilance)は、サステナビリティ・ステートメントを参照する相互参照表を通じて、サステナビリティ・デュー・ディ

リジェンス・プロセスに関する開示要件を満たしている。

 

（イ）サステナビリティ報告プロセスの内部統制

サステナビリティ報告に関する当グループのリスクマネジメントと内部統制のプロセスとシステムは、ダブル・マテリアリティ評価により、当グループにとっ

て重要であると考えられるテーマ別ESRSと開示要件を対象としている。内部統制システムの目的は、データの完全性・完全性、見積もり結果の妥当性、データの

入手可能性、情報提供の期限に関するリスクを合理的にカバーすることである。内部統制システムの主な構成要素は以下の通りである。

■　サステナビリティ・ステートメントを確実に作成するための組織（役割と責任、検証ステップの担当部署を含む）

■　特に、語彙の定義と計算方法の均質性を確保するために実施される方針と手続

■　一貫性チェック、照合、完全性、ギャップ分析のための管理活動

■　制御の自動化と検証回路の適切なトレーサビリティのために使用されるITシステム

さらに、これらの内部統制の主要要素を補完するために、グループ内で定期的な内部監査レビューが実施され、独立した統制が確保されている。

当グループは、サステナビリティ報告に関するリスクの評価を実施した。この評価はデータポイントのレベルで実施され、以下に関連するリスクのレベルを評価

することを目的とした。

■　計算や処理の複雑性、手作業によるプロセス、データの推定的性質、第三者のデータへの依存など（但しこれらに限定されない）、固有のリスク

■　データ利用に関するその他のリスク

リスクアセスメントの目的は、内部統制評価ガイドラインと関連する実施すべきアクションプランに優先順位をつけることである。

サステナビリティ報告の内部統制環境全般を強化するため、2024年にいくつかのアクションが実施された。

■　データの処理及び統合に貢献する従業員に対する内部統制プロセスに関する研修を継続した。
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■　データ収集と統合のための自動制御を含む情報システムの利用が強化された。

■　サステナビリティ・ステートメントの全体的な作成は、単一の統合ツールを使用して行われ、アクセス権と検証フローを管理できるようにした。

この全般的な内部統制環境を補完するために、以下のような主な潜在的特定リスクに特に注意が払われた。

■　2024年が新規則の最初の報告年でため、語彙の定義が不完全な場合のデータの不均一性

■　手作業による収集や統合プロセス、あるいはさまざまなITシステム間の手作業によるインターフェースが発生した場合のデータの完全性

実施されるアプローチは、上記の内部統制の４つの主要な構成要素に従って、これらの潜在的なリスクを軽減する既存の内部統制プロセス及びシステムのレ

ビューで構成される。このレビューにより、必要に応じて内部統制アクションプランが定義される（例えば、グループ内の語彙や計算方法の共通定義の確立、統

制の自動化や各種ITシステム間のインターフェースの提供など）。

このアプローチは2024年に、特にE1（気候変動）、S1（自社従業員）、E3（水・海洋資源）に重点を置いて適用され、今後も継続される見込みである。必要と

判断された場合、特定された統制はグループの内部方針及び手続きに組み込まれる。サステナビリティ報告に関するリスク評価及び内部統制の強化は、監査委員

会に提示された（詳細は、「第５　提出会社の状況　３（１）コーポレートガバナンスの概要　⑪　取締役会の委員会　a.監査・会計委員会」を参照）。

 

エ　戦略とビジネスモデル

（ア）エア・リキードのビジネスモデル

エア・リキードの戦略プラン「ADVANCE」は、サステナブルな発展を財務と非財務を組み合わせたグループ戦略の中心に据えている。

この計画には４つの柱がある。それは、将来に備えた強力な財務業績の実現、業界の脱炭素化におけるリーダーとしての行動、技術革新による進歩の促進、そ

してすべての人のための行動である。

エア・リキードは、産業界の脱炭素化と低炭素社会の到来におけるリーダーとしての役割を確認する。エア・リキードグループは、2025年と2035年に２つの大

きな中間ステップを経て、2050年までにカーボンニュートラルを達成することを約束する。さらにエア・リキードは、低炭素産業ガスの供給、産業プロセスの転

換、CO2回収・利用ソリューションなど、顧客の排出量削減を支援するソリューションを提供している。

脱炭素化の目標を達成するためには、投資計画を脱炭素化の軌道に合わせる必要がある。各プロジェクトについて、投資決定は、以下の基準の見直しに基づい

て行われる。

■　顧客の事業所の環境負荷指標と原材料費

■　温室効果ガスの排出量、その経済的影響、排出量削減のための解決策

■　当グループの環境目標に対するプロジェクトの妥当性

■　例えば水の消費量など、その他のサステナブルな開発基準

■　気候変動に関連する物理的リスク

■　汚職リスクへの曝露

詳細については、特に下記（２）イに記載されている。

エア・リキードのチームのイノベーション能力と技術的ノウハウにより、当グループは将来の主要部門の発展に貢献し、その地位を強化する予定である。

■　ヘルスケア事業では、患者にとっての生活の質と、医療システムにとっての最善のコストを組み合わせた価値ベースのアプローチが、社会の大きな課題に応

えている。
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■　エレクトロニクス事業では、需要が堅調に伸びている。

エア・リキードは、新たな産業能力、技術革新、サステナブルな提案の開発を通じて、その地位を強化するつもりである。

■　工業事業は、環境問題が成長の原動力となっている。

■　水素モビリティ、特に大型モビリティでは、低炭素水素が重要な役割を果たす。

■　ハイテク

安全、倫理、人権は、いかなる行動においても前提条件である。加えて、当グループは、直接的な利害関係者の視点だけでなく、特に以下のような社会全体の

視点も考慮している。

■　従業員のコミットメントと能力開発を促進する。

■　顧客中心の企業文化を強化する。

■　株主との緊密な接触と質の高い対話を維持する。

■　公益に関心を持つ、献身的な企業市民として行動する。

重要なリスクと機会に関する現在の財務的影響は、「第６　経理の状況　１（１）連結財務諸表」注記31に記載されている。

エア・リキードの戦略及びビジネスモデルの強靱力については、「第３　事業の状況１（２）経営計画及び中期目標」で述べられている。

最後に、地域別従業員数の内訳は、下記（３）ア（ア）に記載されている。

 

（イ）事業分野

当グループの事業部門は、「第２　企業の概況　３　事業の内容」に記載されている。

 

（ウ）バリューチェーン

バリューチェーンの要素を含むビジネスモデルは、「第２　企業の概況　３　事業の内容」に記載されている。

ダブル・マテリアリティ評価の一環として、エア・リキードはバリューチェーンの範囲を次のように定義した。

■　事業活動の上流：Tier1のサプライヤーと協力会社（直接的なサプライヤー）まで。但し、Tier1を超えて調査する必要がある影響、リスク、又は機会が特定

された場合はこの限りではない。この定義は、当グループのサステナブルな調達手順及び注意義務アプローチと一致している。

■　事業活動の下流：顧客や患者に製品やサービスを提供するまで

エア・リキードのバリューチェーンには、これらの原則に従い、またグループの活動に照らして、特に以下の要素が含まれる。

■　事業活動の上流：エネルギーや設備のサプライヤー、サービス・プロバイダーなどの直接的なサプライヤーである。

■　自社の事業運営：ガス＆サービス、エンジニアリング＆建設、グローバル市場＆テクノロジーの３つの事業部門は、各種ファンクションの支援を受けて、顧

客や患者にサービスを提供するための販売チャネルを通じて事業を展開している。

■　事業活動の下流：顧客及び患者、並びに当グループ製品の物流、配送及び供給に関与する第三者

エア・リキード製品の主な流通経路はパイプラインと道路輸送である。上述したように、これらはエア・リキードが直接、又はエア・リキードの事業の下流で

第三者が運営している。さらなる詳細は、「第２　企業の概況　３　事業の内容」に記載されている。
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電気、天然ガス、空気は生産部門が使用する主な投入物である。従って、これらの利用可能性はグループにとって不可欠である。より具体的には、エア・リ

キードの大型生産装置のほぼ85％は、燃焼プロセスを一切使用しない空気分離装置である。これらの装置では、空気を唯一の原料として使用し、空気分離に必要

なエネルギーはほとんど電気の形で消費される。さらに、当グループはその活動において水に依存している。水の消費は、特に空気ガス製造のための回転機械の

冷却過程における蒸発による水の損失、又は原料としての使用に関連している。エア・リキードグループの活動や、顧客の近くに事業所があることから、顧客も

エア・リキードに水やエネルギーを供給する可能性があることに留意する必要がある。

電気と天然ガスの確保に関する課題は、「第３　事業の状況　３（２）リスク要因と管理手法」に記載している。水の確保に関する課題も、同箇所に記述があ

る。

 

（エ）利害関係者の関与

エア・リキードの主な利害関係者は、以下のとおりである。

 

従業員とその代表者

エア・リキードは、特に従業員、社会的パートナー、経営陣の間のオープンで継続的かつ建設的な社会的対話に基づき、魅力的な従業員体験を創造するよう努

めている。エア・リキードの従業員及びその代表者については、下記（３）ア（イ）に詳述されている。

 

顧客と患者

エア・リキードは、その行動原則に沿って、お客様、サービスを提供する患者、そして患者をケアする医療従事者の絶えず耳を傾ける。エア・リキードの顧客

と患者との協議のプロセスは、下記（３）ウ（ア）に詳述されている。

 

株主、投資家、ファイナンシャル・パートナー

エア・リキードは投資家及び株主と緊密な関係を維持し、サステナビリティに関する業績や進捗状況を定期的にモニタリングしたり、出版物やサステナブルな

開発展開について期待することを尋ねたりするなど、さまざまな形で交流している。

 

サプライヤー

当グループは、サステナブルな開発手法を調達プロセスに取り入れることを約束する。エア・リキードには、約80,000社のTier1サプライヤーと協力会社があ

る。グループのサステナブル調達部は、サステナビリティ問題を含む２つの手順に基づき、サプライヤーとの関係を管理する責任を負っている。これらの手順及

びサプライヤーとの関係管理については、下記（４）エ（ア）に記載されている。サプライヤー従業員の関心と意見の考慮に関するプロセスは、下記（３）イ

（ア）に記載されている。

 

地域社会と市民社会

エア・リキードは、市民社会からの懇請に対応するためのプロセスを確立している。適切かつ必要な場合、当グループは、例えば気候変動や人権問題に関し

て、これらの団体の一部と構造的な対話を行い、場合によってはパートナーシップを結ぶ。
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NGOとの関わりは、欧州・国際業務部が調整し、必要に応じて、サステナブル開発部門、人事部門、注意義務・社会的責任部門など他の部門の支援を受ける。

エア・リキードは、その行動原則に基づき、事業を展開する地域の経済的・社会的発展の一翼を担っている。当グループは、地域社会の権利、文化、習慣、価

値観を尊重する。地域社会との対話は、これらの原則と施行されている規則に従い、子会社が現地で行う。

 

公共領域

公的機関や政策立案者との関わりは、サステナビリティの目標達成の一翼を担っている。当グループは、民間事業者がそれぞれの分野に関する専門知識や分析

を公的な意思決定者と共有することで、公的な議論やイニシアチブに貢献することが重要であると考えている。このような貢献はエコシステム特有の特性に対す

る理解を深め、下された決定がサステナビリティ公約の達成に貢献することを保証する。

エア・リキードは、公的機関代表者とのすべての交流において透明性を保つことを約束する。そのため、エア・リキードグループは、公的機関が設置する作業

部会や、特定分野を代表する専門家団体が主導する議論に参加している。エア・リキードが加盟している団体の立場が、当グループの立場と一致するよう、特に

注意を払っている。サステナブルな開発に関しては、パリ協定を尊重することが不可欠である。公共領域との関係に関するさらなる詳細は、下記（４）オを参

照。

 

利害関係者参画の成熟度の評価

ダブル・マテリアリティ評価に先立ち、外部コンサルタントがエア・リキードの上記の主要な利害関係者と対話する部門とのインタビューを実施した。このイン

タビューの目的は対話の頻度、対話のメカニズム、収集した情報の分析、関連するガバナンス機関との共有という４つの基準に基づいて、対話の成熟度を評価す

ることであった。利害関係者の関与は十分に成熟していると判断された。また、各部門の専門知識も、利害関係者の関心や意見を収集・代表し、グループのダブ

ル・マテリアリティ性評価に反映させるのに十分であると判断された。さらに、サステナブルな開発部門と注意義務・社会的責任部門は、当グループの利害関係

者が関心を持つテーマを継続的に監視している。また、外部コンサルタントは、顧客、サプライヤー、パートナー、競合他社のパネルに基づき、当グループのバ

リューチェーンで重要と思われるサステナビリティ問題の分析を行った。この分析の目的は、このパネルによって特定されたサステナビリティの課題を明らかに

することで、エア・リキードにとって重要と考えられるサステナビリティのトピックに関する議論に情報を提供することであった。

上記のコミュニケーションチャネルを通じて収集された情報、及び当グループのバリューチェーンにおいて重要と考えられるサステナビリティ・トピックの分

析は、ダブル・マテリアリティ評価において考慮された。さらに、先の総括表に示したように、利害関係者との話し合いは継続的に行われ、エア・リキードの戦

略定義において利害関係者の期待が考慮されている。2024年において、これらの期待に応えるために戦略やビジネスモデルを大きく調整する必要認められなかっ

た。取締役会への情報提供プロセスについては、「第５　提出会社の状況　３（１）⑩　2024年における取締役会の活動実績」に記載されている。

環境社会委員会への情報提供のプロセスは、第５の３（１）⑪「d.環境・社会委員会」に記載されている。

 

オ　影響、リスク、機会

（ア）ダブル・マテリアリティ評価に向けた事前作業

エア・リキードは、影響、リスク、機会（IRO）の重要性を特定し評価するため、ダブル・マテリアリティ評価を実施した。これを行うために、当グループは

既存の内部プロセス、特に影響の重要性については注意義務リスクマッピングプロセス、財務の重要性についてはエンタープライズリスク管理システムに依拠し

た。これに先立ち、当グループは外部コンサルタントの支援を得て、内部プロセスと規制上の要件とのギャップ分析を実施した。注意義務に関するリスクマッピ
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ングの手法は、国連ビジネスと人権に関する指導原則（UNGP）や経済協力開発機構（OECD）の責任ある企業行動に関するデュー・ディリジェンス・ガイダンスと

いった国際基準で提唱されているものに基づいている。

エア・リキードのリスク管理システムは、フランス金融市場当局（Autorité des marchés financiers）の参照枠組みに従って定義され、複数の部門（特に財

務、サステナブルな開発、グループ管理及びコンプライアンス、法務及び安全、産業システム）の役割を統合することによって確立されている。2010年から実施

されているリスク管理システムについては、第３の３（２）リスク要因と管理手法に詳しく記載されている。このシステムは、環境及び社会リスクを他のリスク

と同じレベルで統合している。上記のプロセスは、CSRDの期待に応えるために補足されたものである。

■　注意義務リスクマッピングとリスクマネジメントシステムは、一方では負の影響、他方ではリスクにのみ関係する。したがって、注意義務リスクのマッピン

グに使用された基準は、プラスの影響を特定し評価するために適用された。機会は、下記（イ）「影響、リスク、機会の特定」及び下記（ウ）「特定された影

響、リスク、機会の重要性の評価」に記載されているように、ケースバイケースで特定・分析された。

■　これらの内部手続の範囲は、下記エ（ウ）「バリューチェーン」で定義されているように、当グループの活動及び上流のバリューチェーンを対象としてい

る。このため、同項で定義されている川下のバリューチェーンまで対象範囲を拡大した。各IROの発生は、グループのバリューチェーンの中で位置づけられ

た。

■　注意義務リスクマッピングとリスク管理システムの評価方法は、ダブル・マテリアリティ評価においてより高いレベルの粒度を得るために改良された。詳細

は、下記オ（ウ）「特定された影響、リスク、機会の重要性の評価」に記載されている。

ダブル・マテリアリティ評価は２段階で実施された。

①　下記オ（イ）「影響、リスク、機会の特定」に記載されているIROの特定

②　下記オ（ウ）「特定された影響、リスク、機会の重要性の評価」に記載されている、特定されたIROの重要性の評価

影響、リスク及び機会の特定と評価は、グループ・リスク管理部門が調整する、注意義務・社会的責任部門の支援を受けた専門ワーキンググループにより、グ

ループレベルで一元化された。このワーキンググループは、様々なサステナビリティ事項の各機能及び事業の専門家の支援を受けて評価を実施した。ダブル・マ

テリアリティ評価に関与した部門は、リスク管理部門、注意義務・社会的責任部門、サステナブルな開発部門、人事部門、サステナブル調達部門、安全・産業シ

ステム部門、倫理部門、デジタル・セキュリティ部門、広報部門、財務部門、在宅医療事業部門である。当グループは、ダブル・マテリアリティ評価の更新を必

要とするトリガー事象がないことを確認するため、毎年一貫性のあるレビューを実施し、さらに詳細なレビューを実施する予定であるが頻度は未定である。

 

（イ）影響、リスク、機会の特定

IROの特定は、欧州サステナビリティ報告基準第１条附属書適用要件16項(ESRS 1 AR 16)が提案するサステナビリティ事項の詳細リストに基づいて構成されて

おり、エア・リキードのプロセスに存在するサステナビリティ事項の世界と一致している。エア・リキードとそのバリューチェーンに適用されるIROは、各ト

ピック、サブトピック、サブ・サブトピック（以下、「トピック」という）の下にリストアップされている。また、ESRS 1 AR 16で提案されたバリューチェーン

における労働者に関するトピックは、サステナブル調達の業務プロセスで使用されるテーマに対応するようにグループ化し細分化されている。IROを特定する

際、当グループは、該当する場合、当グループの活動と事業展開地域の特殊性を考慮している。IROを特定するプロセスは本質的に反復的であり、最終的な結果

が得られるまで、ダブル・マテリアリティを担当するチームと社内の専門家との間で中間レビューを行う必要がある。

 

悪影響の特定
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人々や環境に対する実際の、そして潜在的な負の影響の特定は、注意義務のリスクユニバースに基づいている。かかる注意義務は、国際人権規約において国際

的に認められている人権、国際労働機関（ILO）の基本条約、及び環境資源を考慮して構築される。環境への影響を特定するため、エア・リキードは、気候変動

に関する政府間パネル（IPCC）の報告書など、自然の利益を合法的に代表する利害関係者が公表する環境データを考慮に入れている。

それぞれの影響については、異なる次元の特徴がある。

■　上記エ（エ）「利害関係者の関与」で提示されている、影響を受ける利害関係者には、国連グローバル・コンパクト（UNGP）及びOECDデュー・ディリジェン

スの「責任ある企業行動に関するガイダンス」で助言されているような社会的弱者を含む。社会的弱者には、女性、子ども、若者、先住民、移民労働者、障害

者、LGBTQ+、民族的・宗教的・文化的マイノリティが含まれる。

■　上記エ（ウ）「バリューチェーン」で定義されている、当グループのバリューチェーンにおける位置づけ

■　上記ア（イ）「開示に関する方法論的考察」に記載されている、影響の発生の時間軸

 

リスクの特定

リスクは、当グループのリスク・レポジトリに基づいて特定される。このレポジトリは毎年見直され、特に、新たなリスクの特定と仮定の位置付けに照らして

見直される。これには、これらのリスクが顕在化する可能性のある時間枠の評価や、必要な事前対応策の提案も含まれる。その結果、当グループのリスク・レポ

ジトリには、CSRDに記載された財務上の重要性に照らしてリスクがリストアップされている。各リスクについて、さまざまな側面が特徴づけられている。

■　上記エ（ウ）「バリューチェーン」で定義されている、当グループのバリューチェーンにおける位置づけ

■　上記ア（イ）「開示に関する方法論的考察」に記載されている、リスク発生の時間軸

エア・リキードは、関連する場合、リスクの説明において、それが以前に特定された影響によるものか、依存関係により存在するものかを明記している。

 

機会とポジティブな影響の特定

ポジティブな影響と機会はエア・リキードの既存のプロセスではカバーされていないため、ワーキンググループは当グループの戦略とビジネスモデルのレ

ビューに基づいてそれらを特定する。さらに、各テーマの専門部署や事業との協議により、課題の特定がより充実し、精緻化された。

ネガティブな影響やリスクと同様に、ポジティブな影響と機会はさまざまな次元で特徴づけられる。

■　上記エ（ウ）「バリューチェーン」で定義されている、グループのバリューチェーンにおける位置づけ

■　上記ア（イ）「開示に関する方法論的考察」に記載されている、ポジティブな影響と機会の発生の時間軸

■　ポジティブな影響の場合は、上記エ（エ）「利害関係者の関与」に示されているように、影響を受ける利害関係者

 

（ウ）特定された影響、リスク、機会の重要性の評価

 

行動原則

ESRS G1（事業運営）に含まれるトピックのいくつかは、エア・リキードの行動原則（当グループのウェブサイト

https://www.airliquide.com/sustainabledevelopment/ethics/groups-principles-action）に対応している（企業文化、汚職・賄賂の防止、内部告発者の保

護、サプライヤーとの関係管理）。したがって、これらは本質的に重要である。
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ネガティブな影響

ネガティブな影響の重要性の評価は、エア・リキードが注意義務のために確立したプロセスに基づいており、実際のネガティブな影響と潜在的なネガティブな

影響を区別している。前者は、現在発生している、又は継続的に発生する影響を対象とする。従って、その重要性は影響の重大性に依存する。一方、潜在的なネ

ガティブな影響とは、発生する可能性はあるがまだ発生していない影響、特に偶発的又は臨時的な性質の影響に関するものである。

この場合、重大性と発生確率の両方が考慮される。

重大性は以下の３つの基準で定義される。

■　規模の大きさ

■　スコープ

■　その影響の回復不可能な性質

2024年、注意義務に関するリスクマッピングの方法は、評価の精度を高めるために更新された。分析の精度を高めるため、重大性の評価尺度が２段階から４段

階に変更された。さらに、人権、環境、健康と安全という、フランス法で定義された問題ごとに、３つの重大度基準の定性的尺度が定義された。

発生確率の決定は、４段階評価による重大性と同様のアプローチに従う。潜在的なネガティブな影響は、影響度マトリクスを用いて評価される。このマトリク

スは、重大性と発生確率のレベルを組み合わせたもので、前者が後者よりも優先される。

 

  発生確率

  １ ２ ３ ４

重大性 ４ ３ ４ ４ ４

３ ３ ３ ４ ４

２ ２ ２ ２ ３

１ １ １ ２ ２

 

エア・リキードは以下の重要性に関する基準値を決定した。

■　重大性が３以上の場合、実際のネガティブな影響は重大であるが、発生確率は適用されない。

■　重大性と確率の組み合わせが上記のマトリックスで３以上である場合、潜在的なネガティブな影響は重大である。

 

ポジティブな影響

実際のポジティブな影響と潜在的なポジティブな影響の評価は、ネガティブな影響について策定したものと同様である。

実際のポジティブな影響の重要性は、規模と範囲に依存し、潜在的な場合は確率によって補足される。ネガティブな影響と同じ方法で、これら３つの基準につ

いて４段階評価を行った。そして、ポジティブな影響マトリックスを用いて、点数を組み合わせた。

 

  発生確率
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  １ ２ ３ ４

規模と範囲 ４ ３ ４ ４ ４

３ ３ ３ ４ ４

２ ２ ２ ２ ３

１ １ １ ２ ２

 

ネガティブな影響の評価との整合性のため、エア・リキードはポジティブな影響の重要性の閾値を３以上と決定した。

 

リスク

リスクの重要性は、財務的影響の大きさと発生確率を考慮して評価される。エア・リキードでは、既存の業務プロセスに依存しながらこれらの要件を満たすた

め、リスクの重要性の評価を３つのステップで行っている。

■　ダブル・マテリアリティの観点から特定された各リスクは、当グループのリスク・レポジトリに存在するリスク分類に関連している。

■　2024年リスクマッピングは、（当グループのリスク管理システムの意味における）影響度と確率に位置付けに基づくものであり、ダブル・マテリアリティ評

価の目的のために、その位置付けを正確に反映させるために、２つの軸それぞれについて４つのレベルに分類されている。

－ リスクの大きさ（0.75～６の範囲で設定可能）を求めるために、（当グループのリスク管理システムの意味における）影響のレベルに、当グループのリス

クマネジメントシステムにおいて当該リスクについて特定された成熟度のレベルを0.75～1.5（0.75 - 卓越、1 - 成熟、1.25 - 発展、1.5 - 初期）の範囲で

係数に従って加重する。

－ 大きさのレベルに発生確率のレベルを乗じる。

12以上（最大24のうち）の評価を受けたリスクは、重要であると推定される。

■　この最初の結果は、社内の専門家にレビューされ、その専門家は、トピック及び関連するリスクに関するより詳細な知識に基づいて、重要性の推定を確認又

は無効とした。その結果、重要でないと推定された事項の一部が、評価中に重要であるとみなされることになった。

 

機会

リスクと同様、機会の重要性は、その財務的影響の大きさと発生確率を考慮して評価される。特定された機会の数は限られているため、その重要性の評価は、

当該テーマに関する専門家の知見に基づき、ケースバイケースの分析に基づいて行われる。

 

（エ）内部統制とリスク・影響管理システムにおけるダブル・マテリアリティの統合

影響、リスク、特定と評価は、グループ・リスク管理部が調整し、注意義務・社会的責任部の支援を受け、様々なテーマの専門家を含む専門ワーキンググルー

プによって実施された。上記オ（ア）「ダブル・マテリアリティ評価に向けた事前作業」に記載されているように、この評価は、当社の注意義務リスクマッピン

グプロセス及びリスク管理システムを含む既存の社内プロセスを活用して行われた。評価結果は、執行経営委員会及び取締役会の専門委員会に提示された。この

専門委員会は、ダブル・マテリアリティ評価プロセスを含むサステナビリティ情報の作成プロセスを監視し（監査・会計委員会）、他方で、重要なサステナビリ

ティ・トピック、影響、リスク及び機会をモニタリングしている（環境・社会委員会）。
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偏りのない評価を実施するため、タスクは「影響、リスク及び機会の特定」のステップと「評価」のステップに分けられた。これにより、当初から重要かどう

かを考慮することなく、影響、リスク及び機会の網羅性を確保するようにした。この観点から、ワーキンググループは以下のガイドラインを設定した。

■　IROは、影響（ポジティブ又はネガティブ）、又は財務的影響（リスク又は機会）のいずれかに対応しなければならない。ある両方の側面に該当する場合、

IROは、より詳細なレベルで、影響、リスク、又は機会とリンクさせる。

■　ポジティブな影響とは、ネガティブな影響の補償や防止に相当するものではなく、影響を受ける利害関係者に付加価値を提供するものでなければならない。

■　トピックのIROが特定できない場合、そのトピックは無関係と宣言される。

■　影響、リスク、機会の評価は、当グループの業務プロセスとダブル・マテリアリティの整合性を確保するため、可能な限り既存のプロセス（主に注意義務及

びリスク管理システム）に基づいて行う。

■　IROが重要であると評価された時点で、それに関連するサステナビリティのトピックは重要であるとみなされる。

 

（オ）ダブル・マテリアリティ評価の結果

 

 

財務的重要性 財務及び影響の双方の観点で重要 影響の重要性

・エネルギー

・公共領域との関係

・気候変動への対応

・気候変動の緩和

・水の利用（取水、消費、放出）

・S1 雇用の安全

・S1 訓練と能力開発

・S1/S4 プライバシー保護

・S1 インクルージョンとダイバーシティ

・S1 社会的対話（組合結成の自由と団体

交渉）

・S1 職場における暴力とハラスメント

・S1 十分な賃金

・S1 ワークライフバランス

・S1/S2/S4 健康と安全

・S1 労働時間

・S2 児童労働と強制労働

・S2 労働条件

・S4 （質の高い）情報へのアクセス

・サプライヤーへの支払慣行

当グループの行動原則により重要

・企業文化

・汚職及び賄賂（予防、訓練、インシデント）

・サプライヤーとの関係管理

・内部通報者保護
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ダブル・マテリアリティ評価により、合計122の影響、リスク又は機会のうち、62の重要な影響、リスク又は機会が特定された。エア・リキードは、ダブル・

マテリアリティ評価の結果をインフォグラフィックで紹介するため、サステナビリティのトピックごとに集計することにした。さらに、62の重要な影響、リスク

又は機会が、関連するトピックの段落で説明されている。重要であると特定されたサステナビリティのトピックに基づき、当グループは欧州企業サステナビリ

ティ・レポーティング指令(CSRD)が要求する情報を特定した。情報の重要性は、サステナビリティ・ステートメントの利用者の意思決定におけるこの情報の有用

性とともに、関連するトピックに関するこの情報の関連性を考慮して、社内の担当専門家が各トピックのレベルで評価した。

重要なトピックに関連する少量の情報は、情報の観点から重要でないと判断された。そのような情報は、以下のテーマに関するものである。

■　再生可能な電力生産

■　炭素クレジットと炭素排出削減

■　内部炭素価格メカニズムがカバーする温室効果ガス排出量の割合

■　貯蔵水

■　労働時間が保証されない労働者

■　全従業員の年間総報酬の中央値に対する最高報酬年間総報酬の比率
(1)

■　業務に関連した事件に起因する罰金及び罰則の金額

 

 

（２）環境情報

 

ア　ヨーロッパタクソノミー

 

（ア）タクソノミー規則

欧州連合（EU）のタクソノミー規則（EU規則2020/852、2020年6月22日公布）は、科学的根拠に基づき、経済活動のリストと、当該活動が環境的にサステナブ

ルであると認定される技術的基準を定義した。同規則の内容の全ては下記ウェブサイトにおいて確認できる。

https://finance.ec.europa.eu/regulation-and-supervision/financialservices-legislation/implementing-and-delegated-acts/taxonomyregulation_en

よくある質問は下記ウェブサイトにて確認できる。https://finance.ec.europa.eu/sustainable-inance/toolsand-standards/eu-taxonomy-sustainable-

activities_en#faqs

同規則は、投資家が、選択した経済活動が気候や環境に大きなプラスの影響を与えるプロジェクトや条件を特定するための共通言語として機能する分類システ

ムを構築した。2050年までにEUを気候ニュートラルにすることを目指した転換の一環として、投資家や上場企業、金融機関、EUのプロジェクトスポンサーが、環

境的にサステナブルな活動に投資を向けることを支援するツールである。

活動の初期リストは、2017年にEUの直接的な温室効果ガス排出量の93％以上を生み出した９つのマクロセクターに焦点を当てて設定された（OECD）。タクソノ

ミー規則に記載されている活動は、「適格活動」と呼ばれている。これらの活動は、直接的な温室効果ガス排出の主な原因である一方、炭素排出量の改善される

可能性も持っている。そのため、組織の適格性パーセンテージは、それだけではサステナビリティへの影響を測る指標とはならない。

経済活動は、タクソノミー規則で３つのカテゴリーに分けられている。
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■　技術的基準が気候ニュートラルに準拠し、世界レベルで気温上昇を1.5℃に抑える（すなわち、2050年までに正味ゼロ炭素経済を達成する）パフォーマンス

レベルに言及している活動

■　過渡的な活動で、当面低炭素の代替手段がなく、温室効果ガスの排出レベルがそのセクターや産業における最高のパフォーマンスと同程度であるもの

■　炭素効率を改善する、又は排出量の大幅な削減を促進する活動を可能にするもの
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主要要素

2024年において、エア・リキードは、委任規則に記載されている240を超える活動のう

ち、17の適格活動を特定した。そのうち、気候変動緩和の目標に貢献する水素製造が最も

重要な活動である。

2024年度のタクソノミ－規則適格売上高は32億ユーロ（連結総売上高の11.8％相当）で

あったのに対し、2023年度は37億ユーロ（連結総売上高の13.4％相当）であった。この変

化は、主にエネルギーの影響によるものであり、若干ではあるが、主な適格活動に悪影響

を及ぼしている為替の影響によるものである。適格となる活動は、以下の３つの条件を満

たし、タクソノミー規則の要件を文書化できる場合、「整合する」とされる。

■　１つ以上の環境目標に実質的に貢献する。

■　他の５つの環境目標のいずれにも重大な悪影響を与えない。

■　最低限の保護措置に従って実施される。

2024年度には、タクソノミーに整合する売上高は１億ユーロ（連結総売上高の0.5%、適

格売上高の4.3%に相当）であったが、2023年度には２億ユーロ（連結総売上高の0.8%、適

格売上高の5.9%に相当）であった。この変化は主に、特にCCM3.2活動に関する予防原則の

適用によるもので、整合性が完全に文書化できない場合、当グループはその活動を整合し

ていないとみなした。したがって、適格となる整合していない活動とは、上記の要件のい

ずれかを満たさない活動、又は、整合性に関する十分なガイダンスがない、又は要求され

た粒度で必要なデータにアクセスすることが困難であるなどの理由により、その遵守を合

理的に文書化できない活動のことである。

「非適格」と呼ばれるタクソノミーの非適格の事業からの売上高は合計239億ユーロ

（連結売上高全体の88.2%に相当）で、特に酸素の製造と在宅医療事業が含まれる。

これらの売上高に関連する比率は、既存の生産部門の状況を表している。しかしなが

ら、エア・リキードは、下記「イ　気候：温室効果ガス排出」に記載されている「気候移

行計画（Climate Transition Plan）」を策定しており、この計画は３つの脱炭素化手段

に基づいている。そのうちの２つは、タクソノミー指標では十分に反映できない。実際、

当グループの事業の大半はEUタクソノミー上非適格であり、特に、空気ガスの生産に由来

する事業や在宅医療事業は、温室効果ガスの直接排出がほとんどないためである。

しかしながら、水素ユニットやコジェネレーションの脱炭素化に関連する投資、低炭素

水素や再生可能水素への成長投資、CO2回収・輸送チェーンへのグループ投資は、可能な限

り整合基準を満たすことを目的として、ほとんどがEUタクソノミーにおいて適格となる。
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2023年の54.8%に次いで2024年には45.4%となっている。とはいえ、EUタクソノミーにいう

CapEx （設備投資）計画とみなされるものではない。

 

（イ）方法論

 

主要業績評価指標（KPI）

連結財務諸表に従い、３つのKPIに関連する数値は百万ユーロ単位で記載されており、外貨への換算は財務情報の作成に使用されたものと同じ方法に従い、同

じ為替レートを使用して行われている。

■　売上高：最初のタクソノミーのKPIは、損益計算書の「収益」の項目で決定され、財務諸表に公表されている外部売上高（グループ内売上高を除く）に基づ

いて、対象となる活動別及び施設別に計算される。施設別の売上高がEUタクソノミーの意味での活動別に入手できない場合、事業体は、各施設が納入する製品

ごとの数量に基づく比率を適用する。売上高は、IFRS第15号基準で定義される顧客との契約からの収益に対応する。

■　設備投資（CapEx）：２番目のタクソノミーのKPIには、当グループの財務諸表に連結されている企業又は事業の取得につながる企業結合に起因するものを含

め、対象期間中に完了した有形固定資産及び無形資産の取得が含まれる。これらの追加資産は、減損、減価償却、及び再評価の前に考慮される。これは投資の

内部管理に基づいて計算される。300万ユーロを超える投資決定は個別にモニタリングされ、300万ユーロ（ラージ・インダストリー事業投資の場合は500万

ユーロ）を超えるすべての決定は、資源・投資委員会にそのタクソノミーの特徴を説明することが義務付けられている。これらの投資決定に関連する設備投資

は、プロジェクトごとにモニタリングされる。300万ユーロ未満の設備投資は、事業所ごとにモニタリングされる。財務諸表のCapEx KPIに対応する行は、注記

11「その他の無形資産」の「取得」及び「企業結合での取得」欄の「無形資産合計」行、及び注記12「有形固定資産」の「取得」及び「企業結合での取得」欄

の「有形固定資産合計」行に含まれている。

■　営業費用（OpEx）：タクソノミーの３番目のKPIには、以下が含まれる。

－　売上高KPIに含まれる製品の生産に必要な以下の費用の性質に関連する直接費用：メンテナンスに関連する人件費、外注のメンテナンス・据付工事、不動産

及び輸送機器の賃貸料及びリース料、メンテナンスに関連する資材の購入費。OpExのKPIは、売上高KPIに基づく費用の配分により、直接的又は間接的に算出さ

れる。

－　環境目標の達成に寄与する活動に直接関連する費用。例えば、適格活動（例えば、気候変動対策の目標の下の活動9.3.「物理的な気候リスク管理と適応のた

めのコンサルティング」など）の文脈における研究開発の直接的な資産計上されない費用やコンサルティング費用など。

OpExのKPIに関連する損益計算書の項目は、「購入費」、「人件費」、「その他の費用」である。

 

適格性と整合性基準

以下に示す情報は、６つの環境目標に対して特定された活動を考慮したものである。個々の改善策は、CapEx又はOpExの適格KPIとみなすために、分析される。

当グループは、以下の方法論に基づいて整合性基準を評価した。

■　実質的貢献：この基準は各活動に固有のものであるため、当グループは、事業活動の過程で収集された内部データに基づき、各施設に適用される活動ごとの

アプローチを採用した。主な適格活動である水素の製造については、各施設が事前審査を受け、連携する可能性のある事業所を特定し、特にEUタクソノミー規

則に従って水素の炭素排出量を計算することにより、連携評価を実施した。
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■　重大な損害を与えない：評価は、実質的な貢献の基準を満たす潜在的な関連施設や投資プロジェクトごとに実施され、特に当局が発行した環境許認可や環境

影響評価に依拠した。

■　最低限のセーフガード：評価は、(i)労働法を含む人権、(ii)汚職防止、(iii)課税、(iv)公正競争の４つの側面を対象とした。同評価は、以下のものに依拠

している。

－　行動規範、EthiCall内部通報制度、当グループのサステナブルな調達方針、注意義務計画、 汚職防止及び公正競争に関する措置、税務リスク管理方針など

（但しこれらに限定されない）、当グループが適用するプロセス。人権と汚職防止に関しては、評価はサプライチェーンを網羅している。

－　４つの側面に関連する深刻な悪影響や事象がないこと（特に深刻な違反や有罪判決がないこと）を確認した。

評価において十分な証拠が得られない場合、当グループは保守的なアプローチを採用し、適格活動を整合していないものとみなした。この評価は複雑であり、

特に第三者に販売される機器の製造に関連する活動は複雑である。重大な損害を与えない（Do No Significant Harm）ための評価は、顧客による機器の使用に依

存し、守秘義務のために当グループがアクセスできない顧客固有のパラメーターに依存する。

2024年、当グループは、2023年11月21日に公布された追加の委任規則2023/2485及び2023/2486の範囲を引き続き分析し、循環型経済への移行及び汚染防止・管

理の目的に貢献する経済的活動を定義し、以下の結論に達した。

■　医療用酸素の供給は、PPC1.2「医薬品の製造」活動の適格を満たさない。医療用酸素を得るプロセスは、空気の成分の分離であり、物質や成分を物理的又は

化学的に変換して新しい製品にするものではないため、製造プロセスとはみなされない。さらに、医療用酸素は本質的に代替不可能であるため、汚染防止とい

う目的との関連はないと考えられる。また、酸素の工業的用途はタクソノミー上非適格であることにも留意すべきである。整合基準のレビューでも、医療用酸

素には実施されないことが確認された。

■　ガスシリンダー及びタンクに関連する活動は、CE5.5「製品として提供するサービス(Product-as-a-service)及びその他の循環型利用・成果指向型サービス

モデル」活動の適格性基準を満たさない。エア・リキードの目的は、ガスの販売である。当グループはシリンダーやタンクを製造していない。このような機器

の提供はガスの供給と切り離されることはなく、これらの品目は単にガスを顧客に供給するための容器に過ぎない。

また、水資源と海洋資源のサステナブルな利用と保護、生物多様性と生態系の保護と回復を目的とした活動の対象とは認定されていない。

 

（ウ）タクソノミー主要業績評価指標（KPI）

以下では、タクソノミーの主要業績評価指標の各項目について、その適格性と整合性比率を説明する。

比率（％） 売上高 設備投資 営業費用

KPI-適格活動 11.8% 15.1% 9.9%

KPI-整合した活動 0.5% 6.9% 0.8%

整合／適格活動の割合 4.3% 45.4% 7.9%

 

エア・リキードの適格活動は、当グループの活動のごく一部である。これは、エア・リキードの売上高の大半が、グループの範囲内でほぼ直接的な温室効果ガ

ス排出を伴わない事業活動から生み出されていることを反映している。

 

売上高
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2024年のEUタクソノミーに基づく適格売上高は、2024年に31億9460万ユーロ（総売上高の11.8%）を占め、2023年の36億9430万ユーロ（総売上高の13.4%）と比

べて減少した。EUタクソノミーに基づく調整後の売上高は、1億3890万ユーロで、総売上高の0.5%、2024年の適格売上高の4.3%にあたる。2023年には2億1750万

ユーロ、総売上高の0.8% 、適格売上高の5.9%であった。この変動は主にエネルギーの影響によるものであり、それ程ではないものの、主な適格活動に悪影響を

及ぼしている為替の影響による。

エア・リキードの主な適格活動は水素関連である。

水素関連事業
(1)
の売上高は、2024年の総売上高の8.4％を占め、そのうち7.8%は水素製造事業によるものである。水素関連の調整済み売上高の大部分は、炭素

排出量の少ない製造装置と、エネルギー転換、特に分野における水素の新たな用途開発を支援する機器の販売によるものである。エネルギーへの影響を除けば、

水素関連の売上高は、産業や運輸などのセクターからの温室効果ガス排出を削減する重要な手段として水素の新たな利用法を促進する政策・規制の枠組みの展開

に支えられ、炭素排出量の少ない水素への需要が高まるにつれて増加する。2023年には、水素関連事業の売上高は総売上高の9.1%を占め、そのうち8.7%は水素製

造事業によるものである。

第２位に位置づけられるのは、2024年に総売上高の2.1%を占めるコジェネレーション活動である。この活動は、化学・石油化学産業へ効率的な方法で高品位の

熱を供給するもので、現在の大規模な代替手段はない。気候変動対策の目標（「（２）イ　気候：温室効果ガス排出」記載）の展開の一環として、熱生産を脱炭

素化するために利用可能な技術オプションを評価している。2023年、コジェネレーション活動は総売上高の2.9%を占める。

バイオ廃棄物の嫌気性消化によるバイオメタン製造、埋立地ガスの回収と利用、運輸部門における利用をカバーする活動は、2024年の適格売上高を8230万ユー

ロとし、整合性／適格比率は31.0%であったのに対し、2023年には9380万ユーロとなり、整合性／適格比率は47.1%であった。エア・リキードは2024年5月、様々

な分野の専門家及びWWFフランスとの協力により、特にEUタクソノミーに基づく基準を定めた社内憲章を発表した。

成長段階にあるその他のグループ活動も対象であり、例えば、対象売上高が9280万ユーロ、対象比率が15.0％の低炭素技術の製造などが含まれる。エンジニア

リング＆建設ビジネスラインは、特に、以下を様々な産業のCO2排出量を削減できる処理プラントの設計・建設を行っている。

■　産業プロセス（精製、セメント、鉄鋼など）から排出されるオフガスや排ガスからCO2を回収・精製し、隔離に適した流量を供給する炭素回収装置

■　残渣（使用済み食用油、油脂など）を合成燃料に変換し、化石燃料に代わるモーター用燃料とするプラントや、砂糖廃棄物を化石由来の化学薬品に代わる化

学薬品に変換するプラント

 

設備投資(CapEx)

適格設備投資は、5億7,490万ユーロで、当グループの2024年度の設備投資総額の15.1％を占めた（2023年度は5億6,210万ユーロ、15.3％）。これは、上記

「（イ）方法論」で定義されており、2024 年度中の適格活動に対して発生する設備投資であるが、2024 年度中又はそれ以前に行われた投資決定に起因するもの

である。整合するとされた設備投資は、2024年度の総設備投資の6.9%、適格設備投資の45.4%に相当する2億6110万ユーロであったのに対し、2023年度は総設備投

資の8.4%、適格設備投資の54.8%に相当する3億790万ユーロであった。これは、当グループが示す道筋を示している。

エア・リキードは、上記「（２）気候：温室効果ガス排出」に記載されている脱炭素化計画を策定しており、この計画は３つの脱炭素化のための方策に基づい

ている。これらのうち少なくとも２つの方策は、タクソノミーの指標では完全に反映することができない。実際、当グループの活動の大半、特に空気ガスの由来

する活動や在宅医療事業は、直接的な温室効果ガスの排出がほとんどないため、タクソノミーの適格外である。しかしながら、水素ユニットやコジェネレーショ
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ンの脱炭素化に関連する投資、低炭素水素や再生可能水素への成長投資、CO2回収・輸送チェーンへの当グループ投資は、可能な限り整合性基準を満たすことを

目的とし、欧州のタクソノミーのもとではほとんどが対象となる。とはいえ、EUタクソノミーにいう設備投資計画とはみなされない。

 

営業費用(OpEx)

適格営業費用 は 4億8660万ユーロで、当グループの営業費用の9.9%を占めた。整合するものとされた営業費用は 3860 万ユーロで、営業費用総額の0.8%、適

格営業費用の7.9%を占めた。

 

規制に関する情報

複数の目的に貢献する可能性のある活動

バイオ廃棄物の嫌気性消化によるバイオメタン生産（CCM5.7/CE2.5）と、既存建物の改修（CCM7.2/CE3.2）は、気候変動対策と循環型経済への移行の両方に該

当可能性がある。欧州サステナビリティ報告基準(ESRS)E1「気候変動」の重要性とESRS E5「資源利用と循環型経済」の非重要性というダブル・マテリアリティ

評価に基づき、当グループは、上記の記載において、これらの活動を気候変動対策の目標に含めた。

 

サステナブルな債券発行の場合の主要業績指標の調整

2021年5月、当グループは初のグリーンボンドを発行した。発行額は５億ユーロ、償還期限は10年である。2021年サステナブル資金調達フレームワークでは、

発行日から２年間を資金全額配分期間とし、発行日の３年前までをリファイナンス期間としている。この発行により21のプロジェクトが資金調達され、うち14件

がタクソノミー適格活動に関連するものであった。2024年5月、当グループは２本目のグリーンボンドを５億ユーロ、償還期限10年で発行した。2024年サステナ

ブル資金調達フレームワークでは、発行日から２年間を資金全額配分期間とし、発行日の２年前までをリファイナンス期間としている。本報告書の作成時点で

は、資金配分は確定しているが、まだ監査は受けていない。この発行により６件のプロジェクトの資金調達がされ、うち３件はタクソノミー適格活動に関連した

ものである。

これら２回の発行については、当グループのウェブサイトに詳細が記載されている。

https://www.airliquide.com/investors/credit-investors/sustainablefinance

以下の表は、2021年及び2024年の排出権により資金調達されたプロジェクトを調整比率から差し引くことで、調整後の主要業績指標を示したものである。これ

ら２つの指標の比率は、公表ベースの合計（A＋B）を分母として計算された。

 

2024年

A.1.環境持続可能な活動（タクソノミーに整合）

 公表ベース 調整後 うち実現活動 うち移行活動

売上高 0.5% 0.4% 0.2% ―%

設備投資 6.9% 1.2% ―% ―%

 

2023年
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A.1.環境持続可能な活動（タクソノミーに整合）

 公表ベース 調整後 うち実現活動 うち移行活動

売上高 0.8% 0.7% 0.4% ―%

設備投資 8.4% 8.4% 0.5%% ―%

 

原子力及び化石ガスに関する活動

　以下の表は、原子力及び化石ガスについて、規制上要求される活動について述べたものである。

 

 原子力に関する活動  

1. 燃料サイクルから廃棄物を最小にして原子力プロセスからエネルギーを製造する

革新的な電源の研究、開発、実証及び設置を実行し、資金供給し、又はエクス

ポージャーを有する。

非該当

2. 利用可能なベストの技術を用いることにより、地区暖房や水素製造の工業プロセ

スといった目的を含む、電気又はプロセス熱を製造する新規の原子力設備の建設

及び安全な運用、安全性向上を実行し、資金供給し、又はエクスポージャーを有

する。

非該当

3. 地区暖房や水素製造の工業プロセスといった目的を含む、電気又はプロセス熱を

製造する既存の原子力設備の安全な運用、安全性向上を実行し、資金供給し、又

はエクスポージャーを有する。

非該当

 化石ガスに関する活動  

4. 化石ガス燃料を用いた発電設備の建設又は運用を実行し、資金供給し、又はエク

スポージャーを有する。

該当

(CCM4.29)

5. 化石ガス燃料を用いた熱冷電併給設備の建設、改修及び運用を実行し、資金供給

し、又はエクスポージャーを有する。

該当

(CCM4.30)

6. 化石ガス燃料を用いた熱冷を供給する熱源設備の建設、改修及び運用を実行し、

資金供給し、又はエクスポージャーを有する。

非該当

 

イ　気候：温室効果ガス排出

（ア）はじめに

気候戦略

気候変動緩和のためのエア・リキードの移行計画
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エア・リキードは、2021年3月に開催されたサステナブルな開発デーにおいて、初めて気候変動戦略を公表した。この機会に、当グループは、気候変動対策の

目標とその達成のために動員される手段を提示し、この気候変動戦略が当社の戦略にどのように適合するかを示した。その後、気候変動戦略は、2022年3月に公

表されたグループの戦略プラン（ADVANCEプラン）に組み込まれた。

気候変動戦略の実施状況や気候変動対策の目標は、当グループの経営陣やガバナンス機関、社外の利害関係者に定期的に報告され、これらの者からの意見を求

めたりこれらの者の質問に答えたりしている。2024年、当グループは利害関係者により広く伝えるため、当グループの気候戦略を統合・更新した「気候移行計

画」と名付けた文書を採択・公表した。

当グループの移行計画は、2024年度の売上高の95％を占める「ガス＆サービス」セグメントをカバーしており、 当グループ経営陣によって見直され、承認さ

れた。同計画は、取締役会の専門委員会である環境・社会委員会で検討され、2024年7月25日に開催された取締役会において主要な概要が提示された。ESRS E1、

E1-1章に関する移行計画を含む本サステナビリティ・ステートメントは、2025年2月20日の取締役会において採択された。

エア・リキードは気候変動の緊急性を認識しており、当グループはパリ協定
(1)
の実行に参加するよう努めている。これは、IPCC

(2)
が推奨するとおり、21世紀

半ば頃までに、ネットCO2排出量ゼロの状態を達成することを意味する。当グループは、2050年までに事業展開するすべてのバリューチェーンにおいて、経済活

動の各分野と地域における大気中のCO2排出量の大幅な削減として理解されるカーボンニュートラルを実現するため、顧客の脱炭素化を支援し、スコープ１、

２、３をカバーしつつ、当グループの製品とソリューションが顧客の排出量に与えるポジティブな影響を統合して、その達成に貢献することを誓約する。当グ

ループの意図は、オフセット手段の使用を最小限に抑えることである。現在のところ、当グループは2035年の目標を達成するためにカーボン・クレジットを使用

する予定はない。例えば、今日まで、当グループはCO2排出量を管理するためにカーボン・クレジットを使用していない。

 

(1) 当グループは、グローバルな温室効果ガス排出量削減に向けた取組と並行して、本計画に従い、他の持続可能性目標の達成にも積極的に取組んでいる。これらの取組についてはここで

は詳述しないが、本章５章の他のセクションに記載されている。

(2) 気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の特別報告書 1.5℃の地球温暖化（SR-15、2018年）。

 

世界がカーボンニュートラルへの移行に取り組む中、多くの産業が大きく姿を変え、エア・リキードの歴史的製品である水素、空気ガス、CO2に対する新たな

ニーズが生まれるものと考える。その結果、エア・リキードはオペレーションと技術的専門知識を提供することで、重要な役割を果たすことになる。

■　大量の低炭素産業ガス（低炭素燃料、化学品、鉄鋼など）を必要とする、既存顧客の低炭素プロセスへの移行を支援する。

■　産業ガスを主要プロセスで現在使用していない業界（モビリティ、セメント、石灰など）の脱炭素化ニーズに対応する。

この間も、当グループが提供する低分子化合物やソリューションを活用して、医療分野及びこれらのソリューションを必要とする多くの産業の二酸化炭素排出

量を削減するため、より高い効率性を継続的に追求してきた。

このファシリテーターとしての役割を果たすために、当グループは以下の点を手掛かりとすることができる。

■　顧客との距離が近く、地理的にバランスの取れた存在であること。

■　産業プロセスを脱炭素化するための技術ポートフォリオを提供し、移行による1.5℃目標における競争力のある排出削減を可能にすること。

■　そのマーケット知識と専門性により、2035年までにエネルギー転換分野で多くの投資機会が見込まれていること。
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当グループのソリューションとビジネスモデルは、既存資産の脱炭素化を実現し、低炭素資産基盤を構築することで、移行リスクを効果的に管理しつつ、成長

機会を捉えることを可能とする点に留意することが重要である。その結果、脱炭素化への投資は当グループの成長を促進し、当グループの顧客に経済的・環境的

価値をもたらすことで、経常的営業利益をさらに生み出すことになる。移行計画は、戦略プランADVANCEに2025年頃までのCO2排出量削減目標（スコープ１及び

２）が盛り込まれてことからもわかるように、当グループの戦略に不可欠な要素である。

パリ協定により、世界各国は「世界の気温上昇を産業革命前の水準比で２℃をはるかに下回る水準に抑え、さらに1.5℃に抑えるための努力を継続し、世界の

温室効果ガス排出量を大幅に削減する」ことを約束した。この約束は、2050年までに排出される温室効果ガスの純排出量の最大値（カーボンバジェット）を見積

もり、その年間純排出量をゼロにし、総排出量を少なくとも90％削減するものである（IPCCの勧告の解釈に沿ったものである）。「1.5℃適合」の軌道を地球か

ら特定の企業に転嫁することは、複雑な課題となっている。

すべての地域と業界が同じ削減曲線に従うという強力な規範的アプローチは適切ではない。それどころか、カーボンニュートラル移行シナリオは、地域や業界

によって異なる軌道を強調する。特に、化学部門に適応したこの種の軌道はなく、産業ガスであればなおさらである。

エア・リキードの炭素排出量予測には、さらに２つの特徴がある。一方では、当グループの成長は、特に短期的には炭素集約的な1.5℃軌道を持つ新興経済圏

の重工業分野で達成されている。一方、エア・リキードは、特定の産業活動の排出量を大幅に削減するソリューションを提供しているが、削減プロジェクト実施

後の残排出量が当グループによって報告されることもあり、地球レベルで見ると結果的には削減となるにもかかわらず、当グループの炭素排出量は増加する。当

グループが提供する気候面の便益は、重要な要素であるにもかかわらず、気候変動対策の目標の適合性の分析において、現在のところ考慮されていない。当グ

ループのカーボンニュートラル目標には、これら２つの力学が組み込まれている。そのため、一般的な平均的方法論で評価すると、エア・リキードの取組意欲の

レベルや、1.5℃目標との適合性を過小評価する傾向がある。

 

2050年のカーボンニュートラルに向けた道のりはまず初めに、2025年頃に転換点を迎え、2035年には2020年比でスコープ１と２の排出量を－33％削減すること

を含む、事業活動からの排出量の目標（スコープ１と２）に基づいている
(1)
。2021年に目標が発表されたため、基準年として2020年が選ばれた。この年は新型

コロナ感染症の大流行により当グループの活動が若干減少したものの、代表的な年であると考えられる。2025年（転換点）と2035年（スコープ１と２の排出量を

－33％削減）の目標があるため、当グループは2030年のクロスポイントを正式に決定していない。エア・リキードは、当グループがサービスを提供する複数の市

場の脱炭素化という課題と以下の理由を考慮し、この炭素排出量は1.5℃の目標と両立すると考えている。

■　これは、化学や重工業の「脱炭素化しにくい」性質によるものである。これらの業界は、1.5℃目標において、世界平均よりも遅いペースで脱炭素化が進む

ことが認識されている
(2)
。これは、これらの業界における脱炭素化プロジェクトの開発と実施には時間がかかり

(3)
、また、他の業界、特に電力業界の脱炭素

化が先行することが多いためである。

■　当グループの活動は、エネルギー転換のニーズを満たすために発展し続ける（上記説明のとおり）。この発展は、地球への排出量が大幅に減少しているにも

かかわらず、当グループの炭素排出量に認識される残留排出量の増加につながる可能性がある。

 

(1) 2020年以降の各年度において、CO2排出量に重大な影響を与える範囲の変更（増加又は減少）を考慮し、当該年度全体の資産排出量を反映するように再計算した。

(2) 国際エネルギー機関（IEA）のネット・ゼロ・ロードマップ、2023年
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(3) 例えば、大規模な再生可能エネルギー発電資産の開発を可能にする電力購入契約を通じてゼロ・カーボン電力の供給を実現するには、4年から10年程度の期間を要する場合がある（例

えば、太陽光発電所や風力発電所プロジェクトの特定、開発、建設など）。同様のリードタイムは、燃料やバイオ由来の原料の大量供給を確保するため、又は、二酸化炭素回収・貯留

（CCS）のサプライチェーンを確立するためにも、必要となる可能性がある。

 

スコープ３「ガス＆サービス」の排出量は、 カーボンニュートラルに向けた目的の対象であり、すでに削減イニシアチブの対象となっている。これらの排出

量は、現在、中期的な定量的削減目標の対象にはなっていない。これらは、当グループが限定的な影響力しか有していない排出量である。そのため、短期的なス

コープ１と２の排出量を優先した。さらに、現在の計算方法では、グローバルな行動計画を展開できるようなモニタリング指標を開発することができない。当グ

ループが実施する最初のステップは、スコープ３の排出削減行動が適切に反映されるよう、使用する排出係数の精度を向上させることである。さらに、産業ガス

事業者におけるスコープ３排出量削減に関する目標に関する業界別ガイドラインがないため、目標の妥当性を評価するための外部ベンチマークの利用ができな

い。

エア・リキードの2050年までのカーボンニュートラル方法論と目標は、この分野で初めて公にされたものである。

科学的根拠に基づく目標イニシアチブ（SBTi）に提出された当グループの2035年目標は、標準的な部門横断的アプローチ（ACA
(4)
）に基づき、2022年に「２

℃を十分に下回る」ことと整合していることが検証された。このアプローチは、化学業界における産業ガスセグメントの特殊性や、当グループの地理的範囲を考

慮していない。現在のところ、化学業界、特に下位業界である工業ガス業界で操業する事業者の目標が1.5℃目標に対応するか判断する方法は認められていな

い。したがって、既存の方法論の限界から、当グループは、1.5℃目標と当グループがそれに対応するかを定量的に実証することはできない。

 

(4) 絶対的削減アプローチ

 

しかしながら、当グループは、当グループの目指す「２℃を大幅に下回る」というカテゴリーが、当グループが目指す1.5℃への移行目標を反映したものでは

ないと考えている。その理由は、(i) 当グループが「削減が困難な」産業部門で事業を展開していること、(ii) 特定の脱炭素化軌道をたどる新興経済国での事

業展開、(iii) 当グループにとって排出源となるが、地球規模で大幅な削減を可能にする活動を行っているためである。したがって、当グループが追求する二酸

化炭素排出削減目標のプロファイルは、国際エネルギー機関（IEA）の「削減が困難な」部門における1.5℃シナリオに類似している。

これらの要素はすべて、エア・リキードの目標表明が1.5℃シナリオに適合しているという見解を支持するものである。しかしながら、方法論の限界のため、

エア・リキードはこの1.5℃との両立性を正式に定量的に実証することはまだ不可能である。

IEAの「ネット・ゼロ」シナリオは、当グループの分析を裏付けるいくつかの要素を浮き彫りにしている。

■　産業部門、特に「脱炭素化しにくい」業界の脱炭素化は、電力業界の脱炭素化よりも遅れている。

■　経済と産業の発展レベルの違いを考慮に入れるため、地域によって脱炭素化のダイナミクスを差別化する。

■　一連の技術を拡大する必要があり、そのためには規制や政治的枠組みを迅速かつ意欲的に進化させ、特に炭素コストを内部化する必要がある。

■　このような規制枠組みや政治的枠組みの可視性と安定性は、インフラ投資や耐用年数の長い産業設備への投資に不可欠である。

 

当グループの排出削減手段は、IEAが世界の排出量を1.5℃の軌道に乗せるために必要であると指摘したものと一致している。

■　電力網の急速な脱炭素化、主に再生可能エネルギーや原子力発電の普及を通じ、石炭火力発電と蒸気生産の大幅な削減
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■　CO2の補集・貯留技術の開発、特に、技術的に成熟した手段が限られている産業部門を対象としたカーボンニュートラル達成のための取組み

■　低炭素又は再生可能水素のエネルギーキャリアとしての利用促進、特に産業部門とモビリティ部門における活用

■　バイオ燃料と再生可能原材料の開発

これらの条件は、当グループが特定した削減手段を実施するために必要であると考えられる。例えば、当グループが再生可能な電力を調達するのは、対応する

容量が実際に構築され、輸送・配電網や電力市場のこれらの新しい電源（特に断続的な電源）に適合した場合に限られる。同様に、CO2回収や水電解のような特

定の排出削減技術の導入は、IEAのネット・ゼロ・シナリオのような「ネット・ゼロ」シナリオの基礎となる仮定を実施することが条件となる。

当グループのスコープ１と２のCO2排出量は、限られた資産と国から排出されている。スコープ１の直接排出量の60％は15未満の生産設備から、電力消費に関

連するスコープ２の間接排出量の80％は６カ国から排出されている。そのため、排出削減目標には、気候変動を緩和するための世界的な行動と密接にリンクす

る、慎重に特定された、いくつかの手段を用いる必要がある。

■　当グループが事業を展開する各地域の電力網の脱炭素化の恩恵を受けるものとなる、当グループの既存資産と成長事業の両方に供給するための再生可能エネ

ルギー又は低炭素電力の供給

■　空気分離装置（現在は蒸気をエネルギー源としている）の電化、産業効率化プロジェクト、水の電気分解による水素製造の開発、さらには一部のグループ施

設へのバイオガス供給などを含む資産の管理

■　世界中の産業地域における大規模な脱炭素化プロジェクトの一環として、既存の水素生産の脱炭素化を実現しつつ、エネルギー転換に伴い増加する低炭素水

素の大量需要に対応するための炭素回収

 

上記の３つの手段に関連する行動は、それぞれ2035年の目標を達成に必要な脱炭素化の約３分の１に寄与する。

各手段の2035年への影響は、おおよそのものでしかない。実際、各手段について、具体的なプロジェクトの実施は、地域状況に応じて決定される。それは、例

えば、電力市場の構造、低炭素電力源や再生可能電力源へのアクセス、CO2輸送・貯蔵インフラの開発、CO2価格の導入、低炭素製品市場開発のためのインセン

ティブなどである。基準となる排出量（2020年）を3,930万トンのCO2とすると、３つの手段によって1,300万トンから1,600万トンのCO2、つまり2020年の排出量

の33％から41％を削減することができる。

およその大きさとして、大型空気分離を電動化する場合、動力源を蒸気から電気に切り替えると、年間最大35万トンのCO2削減が可能になる。再生可能電力に

切り替えると、この数字は２倍になる。天然ガス改質水素製造装置にCO2回収装置 「Cryocap Flue Gas™ 」を設置すると、同装置の排出量が90％以上削減され、

大容量の装置では年間50万トン以上のCO2削減になる。温室効果ガス排出削減の観点から、空気分離装置への低炭素又は再生可能エネルギーによる電力供給が及

ぼす影響は、最終的には地域の電力構成に左右される。このため、当グループは、南アフリカや中国など、電力供給の大部分が化石燃料、特に石炭である地域に

特に力を入れている。

当グループの資産と事業活動におけるこれらの脱炭素化手段は、当グループが、特にエコ・オリジン・オファーのような低炭素ガス・オファーや、産業及びモ

ビリティ向けの低炭素又は再生可能水素・オファー、あるいはCO2マネジメント・オファー（顧客の産業プロセスから排出されるCO2の回収・液化事業をエア・リ

キードにアウトソーシングする）により、顧客自身の製品やプロセスを脱炭素化するための新たなオファーの開発も可能にする。
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2035年から2050年にかけて、地球の「ネット・ゼロ」状況に適合する資産基盤への移行を継続し、さまざまな産業部門とモビリティ（特に大型モビリティ）が

必要とする産業用ガスを提供するために、同じ手段が使われるであろう。

■　空気ガス生産設備及び電解による水素生産のための低炭素・再生可能電力の供給。これらの生産手段は、「ネット・ゼロ」シナリオにおいて、電力構成の急

速な脱炭素化と、上記シナリオがネットワークと柔軟性の源への投資をもたらす点で恩恵を受ける。

■　代替燃料や原料（バイオ由来、低炭素、再生可能アンモニアや水素）の活用。

■　CO2回収を伴う改質技術による再生可能又は低炭素水素の生産、必要に応じてバイオ由来の供給と組み合わせる可能性。

産業ガス生産における革新的技術が開発され次第、これらの手段を随時追加する予定である。

当グループのガス＆サービスの事業活動にとって重要なスコープ３の排出は、様々な上流・下流の排出源からもたらされる。当グループは、これらの排出にほ

とんど影響力を持たないが、様々な排出源を分析し、これらの排出の削減を支援するために実施可能な主な削減手段を特定した。スコープ３で報告された間接的

な排出源のうち、重要であると判断されたものについては、以下に要約する（下記イ（オ）参照「気候指標」）。

 

重要な間接排出源 重要なスコー

プ３分類

当グループの行動手段 スコープ３シェ

ア

製品、サービス、資本財 ①② 「ニュートラルのための調達」ロードマップ

の履行

・一般的な統計要素の使用を減じるための排

出係数の改善

・調達コミュニティの開発成長

・削減行動プランの準備

-20%

燃料、原材料の上流活動（主

に天然ガス）

①③ 信頼できる排出データと削減へのコミットを

獲得するための関係サプライヤーとの対話、

代替燃料・原材料の使用（例えばオフガスや

バイオガス）

-35%

上流の電力と送電ロス ③ 再生可能電力や原子力電力の調達増加、エネ

ルギー効率に関する行動

外注の製品輸送 ④ 輸送手段の転換に向けた輸送サービスサプラ

イヤーとの対話

-2%

温室効果ガス製品の利用 ⑪ 生物由来CO2の調達増、顧客の再排出削減のた

めのオファーの開発（抑制技術、代替ガス）

-30%
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産業基盤に顧客から課金され

ずに供給された電力

⑬ 顧客の運用や当グループによる供給ユニット

における低炭素電力の使用増を働きかける顧

客との対話

-10%

 

上記の数値には、エンジニアリング＆建設（E&C）事業とグローバル市場＆テクノロジー（GM&T）事業に対応する、グループ外顧客への機器販売の販売製品の

使用に伴う（Use of Product Sold）排出量は含まれていない。2025-2050年において、これらの排出量は、ガス＆サービス事業（カーボンニュートラル産業や排

出削減機器の必要を生む、低炭素又は再生可能な産業ガス用プラントのグループ外顧客向け供給）と同じ論理と軌跡をたどる。

当グループが移行計画で想定しているCO2排出量の軌跡は、既存資産、確実に計画されている資産、未決定の将来資産の累積排出量の予想推移を示している。

したがって、厳密な定義に従ったロックイン排出量は、現在及び脱炭素化又は耐用年数が終了するまでの間、排出量に大きく寄与する当グループの資産の排出量

に相当する。当グループは、各地域の脱炭素化プロジェクト（具体的な実施手段や時期）を規制の変化や顧客の要望に適合させながら、その軌道をグローバルな

規模で管理しているため、ロックイン排出量は特定の資産に割り当てられていない。したがって、2050年までの当グループの二酸化炭素排出削減の軌道は、当グ

ループのロックイン排出量に対応する。

当グループの高排出資産は、必要不可欠な製品を提供し、1.5℃（黙示的又は明示的なCO2排出コストの一貫した変化を想定）の軌道において競争力のある価格

で脱炭素化が可能であるため、資産基盤の脱炭素化は、現在のところエア・リキードにとって大きなリスクとは認識されていない。

加えて、特定された手段に対応するアクションに基づき、エア・リキードの主要生産部門は、1.5℃移行シナリオにおいて競争力のある脱炭素化が可能であ

る。これには、これらのシナリオで提供されるインフラ、特にエネルギー（電力網、特に再生可能エネルギーが大量に利用可能であること、二酸化炭素貯蔵が利

用可能であること）の展開が必要である。この競争力は、1.5℃シナリオにおいて、モデルによって予測されたCO2価格の軌道と、様々な手段の脱炭素化コストの

見積もりを比較することによって測定される。これらの資産はまた、産業と健康のために不可欠な製品を提供し、特に当グループの顧客によるエネルギーと資源

の排出と消費を削減する。

下記イ（オ）「気候指標」に記載されているように、当グループが販売する機器は、顧客が選択する用途や、顧客が運用する電力網の脱炭素化によって異なる

割合で、その耐用期間中にCO2を排出するが、当グループは顧客の選択に対して影響を及ぼさない。

上記の３つの手段を実行するためのアクションは、主にエア・リキードの脱炭素のガス及びサービスの顧客への供給（特に長期契約の更新時に）を可能にする

と期待される投資であり、その結果、当グループに経済的価値のある成長機会を提供する。結果として、当グループの資産を脱炭素化するための投資や、エネル

ギー転換における成長機会を獲得するための投資は、個別の投資予算の対象ではなく、当グループの設備投資方針及びプロセスに完全に統合されている。

このように、当グループの資産及び事業の脱炭素化につながる投資のための資金調達は、当グループの投資枠に統合されており、この投資は、欧州連合が設立

したイノベーション基金からの支援など、公的投資によって完了する特定のプロジェクトに対するものとなることがある。

2024年、当グループはサステナブルな投資枠組を更新し、2021年に発行した最初のグリーンボンドに加え、当グループの脱炭素化を可能にする成長投資にも資

金を提供するため、５億ユーロのグリーンボンドを発行した。

営業費用は主に再生可能エネルギー及び低炭素エネルギー、再生可能エネルギーの電力購入で構成され、特定のモニタリングの対象ではない。再生可能エネル

ギー電力の購入に関連する将来の支出の一部は、当グループが締結した再生可能エネルギー供給契約におけるコミットメントにより見積もることができる。
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さらに、当グループは、低炭素製品の市場開拓や、産業界の脱炭素化への直接的な誘導を通じて、規制上の枠組が重工業の脱炭素化を促進する地域を優遇する

ことで、その軌道を世界レベルで舵取りしている。したがって、当グループがカーボン・ニュートラルへの軌道の中で特定した脱炭素化プロジェクトの順序は、

事前に完全に決定されるものではない。

さらに、特定の脱炭素化手段（再生可能電力の購入など）の実施には投資を必要としない。

上記「（２）ア　ヨーロッパタクソノミー」で示したように、当グループの活動の大部分はEUタクソノミーにおいて非適格であり、特に空気ガスの生産に由来

する活動は非適格である。したがって、移行計画に関連する投資のごく一部のみが、EUタクソノミーの指標に含まれている。

営業費用に関しても、再生可能エネルギーや低炭素エネルギーの購入は、タクソノミーの営業費用の範囲から除外されている。

３つの脱炭素化手段に関して、少なくとも２つはタクソノミーの指標に完全に反映させることができない。しかしながら、水素装置やコジェネレーションの脱

炭素化に関連する投資、低炭素水素や再生可能水素の成長に関連する投資、CO2回収・輸送チェーンにおける当グループの投資は、整合基準を満たすことを目的

として、ほとんどが欧州のタクソノミーの対象となる。これらの指標は、上記イ（ウ）「タクソノミー主要業績評価指標（KPI）」を参照されたい。

当グループの主な対象事業は水素製造である。当グループは、成長投資又は既存資産の脱炭素化投資を通じて、低炭素水素の分野において多大な意欲を表明し

ている。現在、世界レベルで統一された「低炭素」水素の定義がないため、これらの投資の実施は、各地域の水素政策に左右される。したがって、当グループ

は、低炭素水素への投資を行う可能性があるが、その際、閾値の調和がとれていなかったり、タクソノミーの基準が複雑すぎて文書化できなかったりするため、

タクソノミーに適合していないことが判明する可能性がある。

当グループの活動は主にNACEコード20-11に記載されている産業ガスの生産に関連しているため、NACEコードB.05、C.19、D.35.1、D.35.3又はG.46.71に該当す

る重要な設備投資は確認されていない。NACEコードD.35.1及びD.35.3については、わずかな設備投資しか確認されていないが、これはコジェネレーション・ユ

ニットのメンテナンスに関連する設備投資である（CCM4.30の活動関連設備投資(CapEx)は当グループの投資支出の0.4％に過ぎない）。

エア・リキードは、バイオメタン（非化石）の販売とモビリティ分野の顧客向けの圧縮天然ガスのわずかな販売を除き、液体又は気体燃料の試掘、抽出、精

製、販売に直接関与していない。これらの気体又は液体燃料とみなされる製品の販売は規則(EU)2020/1818に規定されているこれらの活動の閾値を下回ってお

り、ベンチマーク管理者による除外の届出がないことから、当グループはパリ協定のベンチマーク適格となる。

2021年3月に気候変動対策の目標を発表して以来、当グループは、いくつかのレベルで行動を策定し、移行計画を実施してきた。

■　気候変動とエネルギー転換の科学的側面に特化した研修コースの実施。2021年から2022年にかけての意識向上プログラムに続き、これらの研修コースはワー

ルド・ビジネスライン及びエア・リキード大学の様々なコースに組み込まれ、毎年当グループの従業員に提供されている。

■　以下を含む、CO2 排出量推移の監視のための専用プロセスの導入、拠点群レベルでの脱炭素化計画の年次見直し、投資プロセスへの気候変動対策の組み込み

（「第３　提出会社の状況　１（３）戦略のガバナンス体制」参照）。

- グループの事業活動に関連するCO2排出量を削減するために、さまざまな脱炭素化の手段を発動すること

- 低炭素又は再生可能エネルギーによる電力供給契約の締結

- 中国や南アフリカにおける空気分離装置の電化など、生産ユニットのエネルギー効率と炭素効率の近代化及び改善

- 貯留又は再利用を目的とした、既存の水素装置におけるCO2回収プロジェクトの開発

- 当グループの顧客の脱炭素化を支援する製品とプロジェクトの開発
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■　当グループが設定した目標に対する進捗状況は、「イ（オ）　気候指標」に記載されている。したがって、2024事業年度のスコープ１及び２の排出量は、基

準年の同排出量と比較して－11％減少している。前年度及び基準年度との詳細は、「イ（オ）　気候指標」を参照されたい。

 

気候トピック：影響、リスク、機会

気候変動の緩和

気候変動の緩和とエネルギー消費に関する影響、リスク、機会は、いくつかのプロセスを通じて特定される。

温室効果ガス排出の影響、特にCO2の影響は、気候科学の動向を積極的に監視するプロセスを通じて最初に特定される。このプロセスでは、特に気候変動に関

する政府間パネル（IPCC）の評価報告書や特別報告書（気候変動と生物多様性の明らかにするためにIPBES
(1)
とともに作成された特別報告書を含む）を通じた科

学的評価を活用している。これらの報告書は、気候変動が生態系、生物多様性、人間社会に及ぼすと予想される影響を、さまざまな地理的スケールで文書化した

ものである。温室効果ガスの排出量が増えるにつれて地球全体の気温は上昇し、水循環の乱れ、豪雨の激化、雨季と乾季の頻度や熱波の増加につながる。また、

気候変動は、海水の温暖化や氷河・極氷冠の融解による海面上昇の増加にもつながる。

これらの影響の重要性は、当グループの直接的な温室効果ガス排出量、及び電力消費に伴う間接的な排出量に照らして評価される。当グループは、スコープ１

と２の温室効果ガス排出量を四半期ごと及び連結ベースでモニタリングし、スコープ３の温室効果ガス排出量を毎年算出するとともに、回避排出量も算出してい

る。スコープ１、２、３の全排出量は、「イ（オ）気候指標」で詳述している通り、毎年公表している。これらの排出は主に、天然ガスの改質による水素製造装

置やコジェネレーション装置からの直接排出、あるいは空気ガス生成装置で消費される発電による間接排出という形で、当グループの製造装置から排出される。

バリューチェーンでは、間接排出の大部分は、エネルギー起源の素材とエネルギー及び原材料の供給、並びに当グループが販売する特定の製品の顧客による使

用、特に販売する製品自体が温室効果ガスである場合に発生する。当グループは、温室効果ガス排出量を削減するための複数年の軌道を策定した（上記の脱炭素

化目標参照）。この軌道は、CO2予算という形で年ごとに細分化され、当グループの業務管理部門が監視している。新規プロジェクトの投資決定は、地域レベル

で割り当てられたCO2予算を考慮し、資源・投資委員会（RIC）によって検証される。各拠点群には、その年のCO2予算が割り当てられている。これらの予算は、

今後５年間の排出割当量に従って策定され、年間CAPEX予算の編成と並行して行われるため、実施される投資決定に伴う排出量が完全に考慮されるようになって

いる。これらの予算は、当グループの目標との適合性を確保するための拠点群とグループ経営管理チームとの対話の結果であり、現地の状況に応じて配分され

る。この段階での説明責任は、資源・投資委員会の執行監督によって確保される。

バリューチェーンにおいても影響が考慮されている。調達に関する２つの方針（１つは一般的な手順、もう１つはサステナブルな調達に特化したもの）が当グ

ループ内で適用されており、その消費によって誘発される温室効果ガスの排出を削減することを目的としている（スコープ２及び３）。エア・リキードはまた、

顧客の脱炭素化（下記参照）にも貢献し、回避された排出量の計算を通じてその影響を換算している。最後に、これらのトピックに関して、すべての利害関係者

との継続的な対話が、具体的な手順に基づいて確立されている。これには、従業員を対象としたMy Voice調査や、投資家対応チームを通じた投資家との対話が含

まれる。これらのプログラムは、エア・リキードとグループの利害関係者との対話を最大限に活用することを目的としている。

プラスの影響は、特に当グループのビジネスモデルと技術ポートフォリオに関連している。エア・リキードグループは、生産プロセスの効率向上やターゲット

市場（特に産業とモビリティ）の脱炭素化のためのソリューションを提供している。これには特に、新しい低炭素技術の開発やエア・リキードのガス及びサービ

スの利用が含まれる。これらのポジティブな影響の重要性は、いくつかの指標、特にエア・リキードのソリューションによって回避できるCO2量の見積もりに

よって測定される。
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リスクと機会、及びその重要性は、主に様々なグループ事業体（子会社、ビジネスライン、地域、又は当グループレベル）が実施する戦略的分析を通じて評価

される。これらの気候変動に関連するリスクと機会は、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）が、気候変動に関連する財務情報の公表に関する報告書で

示した指針を用いて評価される。以下に説明するように、気候変動リスクに対する当グループの耐性を分析するこれらの調査は、当グループの経営プロセス（新

規投資のレビュー、事業会社のパフォーマンスレビュー、地域の脱炭素化計画のレビュー）に組み込まれている。

気候変動リスクとは、炭素原単位経済から低炭素経済への移行に伴う財務的、経済的、社会的リスクを指す。当グループの事業にはエネルギーが必要であるこ

とから、エネルギー転換リスクにはエネルギーと原材料の供給に関するものが含まれる。エネルギー転換に関連する政策や規制は、化石エネルギーと脱炭素エネ

ルギーの両方について、それらの入手可能性やコストに影響を与える可能性がある。

移行リスクに対する当グループのアプローチは、潜在的なリスク源の特定、リスク評価手順の確立、リスク軽減計画の作成という３段階のパターンに従ってい

る。また、(i)将来を見据えた投資管理、(ii)既存活動の見直しという２種類のプロセスを区別することもできる。

 

(i) 将来を見据えた投資管理

将来の投資が、1.5℃の移行シナリオ（IEAのネット・ゼロ・エミッション・シナリオ
(1)
で説明されている）及び株主に対する財務的・非財務的コミットメン

トに適合するよう、エア・リキードは資源・投資委員会（RIC）に依拠している。そのガバナンスと運営については、「第３　提出会社の状況　１（３）戦略の

ガバナンス体制」に詳述されている。例えば、とりわけRICのガイドラインには以下が含まれる。

■　すべてのプロジェクトは、炭素価格に関する感応度分析を取り入れ、顧客にとってのプロジェクトの実行可能性を評価しなければならない。これは、CO2の

価格が契約上顧客に転嫁されるためである
(2)
。この感度分析は、現在の現地価格と、地域や状況に応じて選択された１トン当たり100ユーロ以上の値を用いて

実施される。当グループは現在、この方針が導入されてからのCO2価格予測の変化に合わせて、この最低価格を適応させるため、また、国際エネルギー機関の

研究に基づき、1.5℃シナリオにおける感度分析に、より正確に考慮されたCO2価格を統合するため、社内方針を再検討している。このCO2価格は、新規投資を

開発する際の感度分析に適用される「想定」価格である。この水準は、当初、スターン・スティグリッツ委員会（2017）の作業を参考に設定された。明示的な

炭素価格が存在する場合は、この価格（及び必要に応じて専用の予測値）が使用される。2025年、当グループは、使用する1.5℃シナリオとの整合性を強化す

るため、投資プロセスにおける分析に炭素価格を組み込む方法を見直す予定である。

■　さらに、関連する投資案件の年間スコープ１及び２排出量、又は顧客の年間排出量が特定の閾値を超える場合、その投資案件はまず、技術、評判、市場リス

クを考慮する排出・エネルギーリスク委員会（E-Enrisk）を通過しなければならない。その結果はRICに報告される。

加えて、1.5℃軌道という当グループの目標との適合性を損なう投資を確実に回避するため、当グループの排出量は、年間炭素予算によって一元的に管理され

る。この予算は各地域に配分され、気候変動対策の目標に沿って毎年見直される。この目標は、取締役会の環境・社会委員会
（3）

で検討される。

 

(1) ネット・ゼロ・ロードマップ（2023年）及び世界エネルギー見通し（2023年）による。

(2) エア・リキードのビジネスモデルでは、契約により顧客に再請求されるため、当該資産の減損リスクが大幅に減少する。

(3) 環境・社会委員会は、３名の取締役で構成される。
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(ii) 既存の活動の見直し

当グループの移行リスク管理におけるもう一つの重要な鍵は、既存資産及び事業活動に関するものである。これを評価するため、エア・リキードは、気候関連

財務情報開示タスクフォース（TCFD）が推奨する４つのリスク次元（政治・法務、技術、市場、風評）を2035年及び2050年までの時間軸でカバーする専用プロセ

スを展開し、ここでは異なる時間軸をカバーする単一のリスクレベルが考慮されている。複数の時間軸が適用される場合、当グループは総合的な評価を行った。

しかし、異なる時間スケールでCO2排出の軌道を管理するためには、複数の時間軸にわたる移行リスクを考慮する必要があり、通常、「＋１年」の時間軸、戦略

プランの時間軸、2035 年と2050年に発表された気候変動対策の目標を対象とする。現地の状況（政策や規制、エネルギー市場の構造）に大きく依存するため、

1.5℃の転換シナリオが、主に社内関係者間の対話の枠組みの中で、定性的な方法で用いられている。使用される主な1.5℃の参照シナリオは、国際エネルギー機

関の「ネット・ゼロ」シナリオであり、当グループの活動に関連する要素を提供している。具体的には、エネルギー市場の発展、再生可能な電力源の開発、鉄鋼

や石油化学など当グループがサービスを提供する主要産業市場の発展、技術開発など、さまざまな時間軸と世界のさまざまな地域に関するものである。特に、実

施されている政策や規制、現在議論されている政策や規制など、現地のビジョンと相互参照することで、当グループは、さまざまな次元のリスクをカバーするシ

ナリオを持つことができる。

■　リスクのスクリーニングと特定：サステナブルな開発部門の指示の下、ファイナンス・チーム及びワールド・ビジネスラインと協力して、1.5℃の移行シナ

リオにおける移行リスク要因のレビューが実施される。エネルギー転換が様々な市場に与える影響は、様々な分野別及び／又は地域別の市場調査において考慮

される。技術的影響は、研究開発部門が実施する技術ウォッチング調査において考慮され、その後、技術開発ロードマップに組み込むことができる。規制当局

の動向の監視は、関係するビジネスラインや事業体と連絡を取りながら、広報チームによって調整される。

■　詳細な地域別レビュー：中央チームが実施した評価に続いて、様々な地域で詳細な分析が実施され、適切な場合には、資産の種類、生産能力、対象市場、地

域の脱炭素化政策などを考慮した資産レベルでの分析が行われる。

 

ダブル・マテリアリティ評価により、４つの重要なリスクと、気候変動緩和に関する１つの重要な機会が明らかになった。

(i) 既存の排出技術やプロセスの陳腐化、新しい低炭素技術のコスト、それらへの投資に伴うリスクなどの技術的リスク

(ii)当グループがサービスを提供する市場に関連するリスク。当グループがサービスを提供する市場自体が、排出量削減の必要性から影響を受ける可能性があ

り、特に特定の市場における工業用需要に影響を与える可能性がある。

(iii) 政治的・法的リスク。CO2価格決定システム（税、割当市場）の導入、特定の種類の製品の市場投入に影響を与える規制、温室効果ガス排出削減義務の強

化など、さまざまな形で顕在化する可能性がある。

(iv) 当グループの排出削減目標や業績が利害関係者からどのように見られるかに依存する風評リスク

特定された重要な機会には、経済、特に産業とモビリティの脱炭素化が、既存市場と新規分野の両方における新しい市場セグメントの発展とともに、当グルー

プの製品とサービスに対する需要に好景気をもたらす積極的な発展が含まれる。

これら４つのリスクと、気候変動緩和のトピッ クについて特定されたこの重要な機会は、ダブル・マテリアリティ評価において特定された。当グループはこ

れらのリスクを、緩和策を考慮したより詳細な見解を提供するために、TCFDの作業に基づいて、深く分析した。

 

気候変動への適応
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この問題は当グループの環境リスクのひとつである。エア・リキードは、気候変動による例外的な気象現象の変化（厳しさや頻度）にさらされる世界の特定の

地域で事業を展開している。

その内訳は以下の通りである。

■　暴風雨、ハリケーン、洪水など、その頻度と深刻さが増している自然災害のような事象が引き金となる急性リスク。これらのリスクは、例えば海岸近くに位

置するエア・リキードの事業所や、ハリケーンの影響を地域（米国メキシコ湾岸、東南アジアなど）に関連する可能性がある。

■　気候モデルの長期的な変化や気温の上昇に関連する慢性的なリスク。海面上昇、特定地域での慢性的な熱波、降雨パターンの変化とその変動性の増大、特定

の資源の消滅など。

これらの現象は、当グループの事業を遅らせたり、中断させたり、あるいはより高コストにする可能性がある。またサプライヤーや顧客もこれらと同様のリス

クに直面しており、産業ガスの需要を減少させることにより、間接的に当グループに影響を及ぼす可能性がある。熱波のような気候現象の中には、労働条件にま

で影響を及ぼすものもある。

2023年、気候変動に関連する物理的リスクが、当グループの活動や資産にどのような影響を与えるかを特定するため、社内の技術専門家を交え、コンサルティ

ング会社と共同で調査が実施された。そのため主要事業（ASU、HyCO、コジェネレーション、バイオガス、工業、エレクトロニクス事業で、売上高の75％以上を

占める）に関連する資産を特定し、それぞれについて、気候変動に関連する物理的リスクによって引き起こされる危険（干ばつ、気温、暑さ、洪水、火災、降

水、寒さ、異常気象、地盤、土壌、気象、海洋条件）を評価した。これらのうち、主な危険として特定されたものは干ばつ、気温、熱波、火災である。これらは

エア・リキードの活動、特に工業プロセスへの影響に特有な影響を及ぼすからである。

次に、絶対的アプローチ（各危険に対して資産がどのようなリスクにさらされるか）と相対的アプローチ（1981年から2010年の基準期間と比較して資産がどの

ようなリスクにさらされるか）の両方に基づいて、エクスポージャー分析を実施した。気候関連の危険は、コンサルティング会社独自の気候シミュレーション

ツールを用いて、2040年という長期的視野に立ったIPCCの中間排出シナリオ（SSP2-4.5）と高排出シナリオ（SSP5-8.5）に基づいて評価された。これら２つのシ

ナリオは、２つの高排出シナリオの下で、タクソノミー規則の付録A「DNSH適応」に記載されたものに基づき、上述の様々な危険の進化をモデル化することを可

能にする科学的根拠に基づいて選択された。一つ（SSP2-4.5）は、排出量が国別貢献量に対応し、可能性が高いと考えられる「いつもどおりのビジネス

(business-as-usual)」シナリオである。第二のシナリオ（SSP5-8.5）は、非常に悲観的なシナリオに対応し、リスク分析の「限界ケース」として機能する。こ

のツールでは、検討対象の各気候シナリオについて、各資産の種類ごとに、各危険要因のリスクエクスポージャーの量が算出され、その結果は活動別に集約され

る。当グループの6,000以上の資産のうち、分析は670程度の産業用資産に焦点を当て、そのうち570程度は、ASU、HyCO、コジェネレーション、バイオガス、工業

事業、エレクトロニクス事業のいずれかのカテゴリーに属していた。非産業用資産は、エア・リキードに特有のリスクではないと考えられた。これらの非産業用

資産は、必要に応じて移転が可能であるため、その事業中断は、エア・リキード全体にとって大きなリスクとはならない。

この最初の一般的なマッピングに続き、主要な産業地域に焦点を当て、当グループの様々なタイプの資産レベルで問題の理解を深めるための作業が継続され

る。

2024年には、上記で定められた原則に基づき、物理的な気候リスクに関する手続の策定が開始された。これは、当グループの資産の耐用年数と整合する期間に

おいて、より体系的に評価を実施するためであり、再び、SSP2-4.5及びSSP5-8.5のシナリオを基盤としている。エア・リキードの資産の耐用年数が長いことか

ら、短期的な分析は実施されない。但し、現段階では、バリューチェーンのリスクは部分的にしか評価されておらず（例えば、工業事業においてトラックによる

配送を妨げる寒波）、将来的に更なる分析の対象となる可能性がある。

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

 76/380



気候変動関連リスクの特定については、物理的リスクと移行リスクを分けて検討するよう構成された。拠点群レベルで気候レジリエンス分析をどのように実施

すべきかを定義する手順が策定中であり、特に、考慮すべき気候シナリオ（IPCCの専門家によって定義されたもの）、適用される時間軸、考慮すべき重大な物理

的リスクの範囲について規定する。

 

（イ）気候政策

気候変動の緩和

エア・リキードの気候変動方針は、ブルーブックの不可欠な一部であり、当グループ全体を対象としている。記載されているプロセスと行動は、執行委員会に

よって監督されている。その序文では、気候変動に関する政府間パネルの定期的な評価や特別報告書によって証明されているように、当グループの活動による温

室効果ガスの排出が環境や社会に与える影響について言及している。気候方針は、エア・リキードがそのバリューチェーンにおける気候関連のリスク、影響及び

機会を、緩和と適応の両面から評価し、当グループがプロセスを通じてどのようにこれに対応し、（特に炭素排出量を測定することにより）パフォーマンスをモ

ニタリングし、そのパフォーマンスを利害関係者にどのように伝えるかを定義している。また、顧客、従業員、サプライヤー、公的機関、非政府組織などの利害

関係者との関わりも網羅し、社内のさまざまな組織の役割と責任も規定している。再生可能エネルギーの導入は、エネルギー管理のための指針や、エネルギー

チームが主催する研修コースを通じて行われる。

気候変動方針は、ブルーブックの他の方針を通じて展開され、特に、新規の設備投資や購買の管理に関する項目を統合し、他方では、CO2排出量を削減するた

めに、ゼロ又は低炭素エネルギーの供給など、グループが３つの主要な手段を動員することを強調している。再生可能エネルギーと低炭素エネルギーの供給は、

ブルーブックのエネルギー管理指針によって管理されており、エネルギー効率化プロジェクトも対象としている。

気候変動に関する方針は、イントラネットを通じて当グループ全従業員に公開されているため、特にその実施に携わる関係者をはじめ、関心のあるすべての社

内利害関係者が利用することができる。

 

移行リスク管理とカーボンニュートラルへの道のり

当グループは、既存資産と新規資産からの排出量を管理するための意欲的な排出軌道目標（2050年のカーボンニュートラルに向けた軌道で、2035年までにス

コープ１と２の排出量を、2020年を基準として－33％削減する目標を含む
(1)
）、規制のモニタリング、技術開発、低炭素ガス市場の開拓など、複数のアプロー

チを組み合わせて移行リスクに対応している。新規投資に対する内部炭素価格の活用は、当グループが使用するツールの１つである。当グループの排出量は主に

製造事業から発生しているため、新規の産業投資が、パリ協定に適合するグローバルな排出量削減目標と相容れないリスクにさらされないようにする必要があ

る。

この目的のため、投資プロセスは、プロジェクトが当グループ全体のCO2軌道に与える影響の詳細な分析を実施し、重大な影響が増大した場合の脱炭素化計画

を組み込むことを確実にするだけでなく、すべての投資案件で、将来のCO2価格に関する感度分析を実施している。

すべてのプロジェクトは、顧客にとってのプロジェクトの実行可能性を評価するために、炭素価格に関する感度分析を組み込まなければならず、CO2価格は契

約上顧客に転嫁される
(2)
。この感度分析は、現在の現地価格と、地域や状況に応じて選択された１トン当たり100ユーロ以上の値で実施される。この価格は、当

グループの新規設備投資に適用されるため、スコープ１と２の排出量の大部分をカバーする。
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既存資産については、当グループのビジネスモデルにより、当グループが支払った炭素価格は契約上再請求されるため、当該資産の減損リスクを大幅に軽減す

ることができる。さらに、当グループのビジネスモデルが顧客にもたらす効率性により、全体的な排出量は、顧客が自ら産業ガスを生産する場合よりも少ない。

カーボンニュートラルに向けた当グループの気候変動戦略は、前述のとおり、事業活動から排出されるCO2を大幅に削減することに基づいている。当グループ

の意図は、オフセット手段の使用を最小限に抑えることである。例えば、当グループはこれまで、CO2排出量削減のためのカーボン・クレジットを発行していな

い。

しかしながら、これらの手段は、それでもなお、事業体によって随時使用される場合がある。例えば社内セミナーのために、あるいは「排出権取引市場」のよ

うな規制システムへの準拠を目的として、そのような手段が認められている場合などが該当する。このような使用はごくわずかであり、当グループレベルでは報

告されず、下記「イ（オ）気候指標」に記載されている炭素排出量の計算には考慮されていない。

IPCCやIEAなどの組織では、気温の上昇を1.5℃以下に抑えるためのグローバルな気候変動対策の一環として、オフセットの利用が必要であると認識されてい

る。しかしながら、カーボンオフセット手段の活用は議論の的となっている。例えばSBTiの一部として、あるいはGHGプロトコルを通じて、「ネット・ゼロ」戦

略の枠組みの中で企業がこれらの手段をどのように利用できるかを明確にするために、その役割と利用可能な手段の種類に関する研究が現在進行中である。

エア・リキードにとって、オフセットは、排出削減が可能な状況において、排出削減に取って代わるべきものではなく、削減不可能な残余削減、特に「マイナ

ス排出」（「除去」）のみを対象とすべきであり、その質は公に認められた基準によって保証されなければならない。

当グループは、アウトソーシング・ビジネスモデルに基づき、顧客に脱炭素ソリューションを提供することを目指している。既存の算定方法を考慮すると、特

に当グループの顧客、そして地球全体のために大規模な排出削減をもたらすプロジェクトにおいて、これらの脱炭素プロジェクトから生じる残余排出量は、エ

ア・リキードの炭素排出量として認識される。当グループは、これらの残余排出量は、適合する削減目標に基づく戦略を維持しつつ、最終的には適切な手段に

よって相殺されることを期待している。炭素の算定基準において、様々な種類のオフセット手段の利用を認め、「ネット・ゼロ」の目標を定義する手続きが明確

になれば、気候変動対策の目標におけるこれらの手段の役割が特定されるであろう。

 

(1) 2020年及びそれ以降の各年から、CO2排出に対する重要な連結範囲の影響（増減双方）を考慮し、年間の資産排出を考慮して再表示されたもの

 

（ウ）気候関連の行動

気候変動の緩和

上記イ（ア）「はじめに」で述べたように、当グループは、エア・リキードの気候移行計画の３つの脱炭素化手段に対応するアクションを定義している。アク

ションに貢献する各サブアクションは地域レベルで発生する可能性があるが、エア・リキードの気候変動対策の目標に貢献するため、すべてのアクションはグ

ループレベルで管理され、いくつかの地理的なサブアクションを含む。３つの脱炭素化の手段は以下の通りである。

■　再生可能又は低炭素の電力供給。この最初の手段は、燃料タイプの変更と再生可能エネルギーの利用という２種類の緩和アクションを組み合わせた気候変動

緩和のための手段である。この手段は、エア・リキードの固定資産の主なエネルギー源であるグループの電力消費に関するものである。

■　資産管理。この第二の手段は気候変動緩和のための手段であり、産業資産の電化やエネルギー効率化など、いくつかのタイプの緩和アクションをまとめてい

る。この手段は、エア・リキードのすべての固定資産と移動可能な資産に適用される。
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■　地中貯留又は利用のためのCO2回収。この３つ目の手段は、工業設備から大気中へのCO2排出を回避する技術的解決策を通じた気候変動への適応のための手段

と考えられている。

各手段に対応するアクションの実施を可能にする条件と仮説は、上記「イ　気候戦略 ‒ エア・リキードの気候変動の緩和への移行計画」に記載されている。

当グループの今年の業績に貢献した主なサブアクションは、以下のとおりである。

低炭素エネルギー 2024年、エア・リキードは低炭素電力（再生可能エネルギー、原子

力、水力、風力）供給に関する複数の契約を締結し、その総発電量は

年間2,500GWhを超える。契約の対象は、ブラジル、中国、フランス、

ドイツ、スペインである。これらの契約は、2050年までにカーボン

ニュートラルを達成するというエア・リキードのコミットメントを支

援するものである。

資産管理 エア・リキードは約1億ユーロを投資し、ヨーロッパでオールビスに

サービスを提供する生産設備の開発を支援する。これには、運転効率

の向上とCO2排出量の削減を目的とした、古い設備の交換や近代化が

含まれる。交換・近代化された工場は2027年に稼動する予定である。

炭素回収 当グループは、エア・リキードが開発した革新的技術であるCryocap™

を使用したCCSユニットをロッテルダム設置するために投資した。こ

のユニットはオランダのPorthosインフラ・プロジェクトに接続さ

れ、ロッテルダム港のRozenburgにあるエア・リキード事業所の排出

を削減する一方ロッテルダムの主要工業地域の排出削減に貢献する。

 

各手段に期待されるGHG排出削減量は、上記「イ（ア）気候戦略」に示されている。基準年以降に達成されたGHG排出削減量は下記「イ（オ）気候指標」に集計

して掲載されている。

 

気候変動への適応

気候変動への適応行動と資源は、気候リスクマネジメントプロセスの実施を監視・調整する役割を担う中央チームが管理している。このチームは、事業チーム

や、新規プロジェクトを調整するチームと協力し、当社のリスク管理、HSE、保険、サステナブル開発チームのメンバーなど、気候変動リスクの特定、エクス

ポージャー、適応のプロセスを開発する。年間を通して定例会議が計画されており、当社の戦略とアプローチを定義し、気候関連の物理的リスクを当グループの

事業管理システムに完全に統合するために踏むべきステップを検証している。

 

（エ）気候変動対策の目標

気候変動の緩和

2021年3月、以下のとおり、エア・リキードは気候変動対策の目標を発表した。
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■　バリューチェーン全体で排出量を削減し、2050年までにカーボンニュートラルを達成するという目標。正確な数値化はまだ発表されていないが、利害関係者

に提示された例示的な削減への道のりは、大幅削減の目標を強調している。残りの排出量は、高品質のカーボン・クレジットを使って相殺される。

■　2035年には、スコープ１と２の排出量を2020年のベースラインと比較して－33％削減するという明確なマイルストーンの設定。この目標は、当グループがス

コープ１と２
（1）

として報告するCO2-eqの絶対排出量を対象としており、当グループが購入する電力と蒸気に関連する直接的・間接的な排出量を報告範囲とし

ている。2020年を基準年としたのは、気候変動対策の目標が発表される前の年であり、代表的な年であると判断したためである。報告範囲や適用する算定方法

に大幅な変更があった場合は、GHGプロトコルのガイドライン（企業会計報告基準第11章）に従って、基準年を修正する。

■　2025年までの転換点

これらの目標は、エア・リキードの気候変動対策の目標に直接対応することを目的としている。一連の目標とそれに対応するスケジュールは、特にIPCCがその

1.5℃特別報告書（2018年）で表明している、2050年までに地球のネット・ゼロ状態を達成するという科学に基づく目標に沿って設定されている。特に2035年ま

でに－33％という目標を設定する際において、特に考慮した、当グループの事業とビジネスラインの特殊性を反映したものである。

■　特に、低炭素製品の市場開発、低炭素・再生可能エネルギーのための生産資産や関連インフラの開発に関しては、政策や規制への依存度が高い。

■　電気分解のような新技術の産業的スケールアップと普及に必要な時間。2035年目標の策定では、当時利用可能だったIEAのサステナブルな開発シナリオ

（SDS）や、2021年に初めて発表されたIEAの「ネット・ゼロ」シナリオなど、利用可能なシナリオを比較した。例示として、IEAは、ネット・ゼロの軌道への

移行を可能にするために政府が実施すべき政策や規制を挙げている。

2020年から2035年までの期間は、当グループの新規投資の典型的な契約サイクルに相当する。このため、目標は15年の時間軸で定義されている。特定された温

室効果ガス排出削減対策を大規模に展開するには時間がかかるため、2030年の目標は定義されていない。大規模な再生可能エネルギー発電資産の開発を可能にす

る電力購入契約によるゼロ・カーボン電力の供給には、（太陽光発電所や風力発電所プロジェクトの特定、開発、建設のために）４年から10年かかる可能性があ

る。燃料や生物由来の原料を大量に供給する場合や、炭素回収・貯留のサプライチェーンを確立する場合にも、同様のタイムスケールが予想される。上記「イ

（ア）気候戦略」で示したように、削減の手段は十分に特定されており、他のプレーヤーの気候変動緩和行動と密接に結びついている。

スコープ１と２の目標は、社内外の利害関係者（サステナブルな開発部、ラージ・インダストリー事業ライン、グループ業務管理部門、戦略チーム、研究開発

チーム、IRチーム）の期待を取りまとめるため、専門の「タスクフォース」によって策定された。達成された実績のモニタリングは、グループ業務管理部門が半

期ごとに実施する分析（主要生産部門のCO2スコープ１と２の報告、及び事業体の目標設定時にN-1年度に予想される軌道との比較）により、グループの業務実績

を見直すプロセスに組み込まれている。

 

(1) マーケットベース。

 

当グループは、スコープ３排出量削減の定量的目標を発表していない。スコープ３の排出量は報告され、削減のための手段が特定されており、当グループはそ

れに取り組んでいる。

当グループは、気候変動対策の目標、特に基準年2020年との比較におけるスコープ１、２の削減量に関する実績を、このサステナビリティ・ステートメントを

通じ、また関連すると思われるその他のプレゼンテーション・チャンネルを通じて、毎年利害関係者に報告している。2024年12月31日現在の進捗状況は、下記

「イ（オ）気候指標」に記載されている。
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気候変動への適応

気候変動への適応については、専任の専門家チームによって戦略とアプローチの策定中であるため、当グループではまだ気候関連の目標を設定していない。

 

（オ）気候指標

GHG排出指標

当グループが、バリューチェーンにおいて排出する温室効果ガス排出量の一覧と、スコープ別及びカテゴリー別の報告は、当グループの特殊性を考慮し、GHG

プロトコル企業会計報告基準の原則に従って作成されている。

 

報告範囲及び在庫の変更

2024年中にスコープに大きな変更はなかった。2023年と比較して、スコープ１の排出量に約－500ktCO2の影響を与える２つのユニットがグループの連結範囲か

ら除外された。下表の2023年度及び基準年度の数値は、2024年度の実績と比較できるように修正再表示している。

スコープ３排出量のスコープに大きな変更はない。但し、エンジニアリング＆建設事業のために購入した財・サービス及びグループ外顧客向け販売に関連する

排出量は、2024年度の上流のスコープ３排出量（カテゴリー１及び２）に含まれる。加えて、エア・リキードがエネルギー費用を負担しない、顧客の事業所構内

に設置された当グループのオンサイトユニットの電力消費に関連する排出量は、下流のスコープ３（カテゴリー13）に含まれる。天然ガスなどのエネルギー由来

原料の生産に関連する間接排出は、従来は上流における間接的な燃料排出とともにスコープ３のカテゴリー３であったが、GHGプロトコルの勧告に従い、スコー

プ３のカテゴリー１で報告されるようになった。

 

スコープ１及び２の報告範囲

当グループの温室効果ガス排出量の報告範囲は、産業データ報告範囲に基づいている。産業データ報告範囲には、年度中に稼動し、エア・リキードが管理・運

営するすべての産業ユニットが含まれる。但し、重要性の閾値が設定されており、この以下の事業ユニットは報告範囲から除外される。重要性の閾値は、(1)当

グループが、施行されている規制や勧告に従って、すべての重要な排出源を報告し、(2)これらの排出が重要でない場合、オペレーションチームの負担を最小限

に抑えるように設定されている。すべての重要な排出源が正しく報告されていることを確認するため、報告範囲と適用閾値の見直しが毎年行われている。

温室効果ガス排出量に関する比較可能なデータを提供するため、2020年からのデータは、CO2排出量に重要な影響を与えた可能性のある範囲又は方法の変更の

影響（上方・下方のいずれも）を年間排出量に含めるために再集計されている。

 

 遡及的

 基準年2020

再表示
(a)

比較ベース2023

再表示
(b)

2024 %N/N-1

スコープ１GHG排出

総スコープ１GHG排出(tCO2eq) 15,505,000 15,473,000 14,868,470 96.1%
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排出権取引によるスコープ１排出比率(%) - - 48.4% -

スコープ２GHG排出

総ロケーション基準スコープ２GHG排出

(tCO2eq)

- 20,800,240 20,682,800 99.4%

総マーケット基準スコープ２GHG排出

(tCO2eq)

23,784,000 21,504,000 20,064,140 93.3%

重要なスコープ３GHG排出

合計間接（スコープ３）GHG排出(tCO2eq) 19,448,700 22,299,860 23,243,928 104.2%

1 購入製品・サービス 2,835,770 3,057,255 6,526,255 213.5%

2 資本財 460,736 1,017,415 909,808 89.4%

3 燃料及びエネルギー関連活動（スコープ

１及び２に含まれない）

5,131,150 8,467,149 6,211,500 73.4%

4 上流輸送・配送 70,490 488,609 513,665 105.1%

5 事業から出る廃棄物 NS NS NS NS

6 出張 34,303 71,021 30,915 43.5%

7 従業員の通勤 70,274 72,760 71,365 98.1%

8 上流リース資産 NS NS NS NS

9 下流輸送 NA NA NA NA

10 販売した製品の加工 NA NA NA NA

11 販売した製品の使用 9,276,075 7,210,017 6,845,518 94.9%

12 販売した製品の廃棄 NA NA NA NA

13 下流リース資産 1,569,902 1,915,634 2,134,902 111.4%

14 フランチャイズ NA NA NA NA

15 投資 NS NS NS NS

合計GHG排出

総ロケーション基準GHG排出(tCO2eq) - - 58,795,198 -

総マーケット基準GHG排出(tCO2eq) 58,737,700 59,276,860 58,176,538 98.1%

NA: 非該当

NS: 重要性なし

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

 82/380



(a) スコープ１及び２の排出量は、報告範囲の変更を反映するために再表示しているが、スコープ３は再表示を行っていない。

(b) スコープ１及び２の排出量は、報告範囲の変更を反映するために再表示。スコープ３のカテゴリー11排出量は2023公表分では省略されていた製品量を算入する目的で再表示されてい

る。その他のスコープ３排出は再表示を行っていない。

 

スコープ１のCO2排出量は、2023年の同等排出量と比較して－605ktCO2減少した。この減少は主に生産量の変化（それ自体が顧客の需要とメンテナンス作業に

関連している）と、原料供給の一部にバイオ由来のオフガスを使用するための改質装置の改造プロジェクトによるものである。

スコープ２のCO2排出量は、2023年の比較可能な排出量と比較して－1,440ktCO2減少した。この減少は、当グループの再生可能エネルギー又は原子力による電

力供給が大幅に増加したこと、及び大容量ユニットがメンテナンスのために停止したことによるものである。

当グループは現在、スコープ個別目標ではなく、スコープ１＋２合計の目標にコミットしている。2024年のスコープ１＋２の排出量（市場ベースの方法論で算

定）は34,933ktCO2であり、比較可能なベースでは2020年の排出量より－11％減少している。これは、2035年にこれらの排出量を2020年比で－33％削減するとい

う目標に沿ったものである。

スコープ３のうちカテゴリー１からのCO2排出量が増加している主な理由は、従来カテゴリー３で報告されていた排出量の再分類（カテゴリー３の減少の理

由）及びエンジニアリング＆建設や第三者からの産業ガスの購入に関連する排出量を含めることができるように報告内容が改善されたためである。エア・リキー

ドの一部の生産ユニットは、欧州のコジェネレーションや水素生産ユニットのように、炭素割当取引システムの範囲内で操業している。排出権取引制度の範囲内

で操業しているユニットからのスコープ１排出量の割合は、スコープ１排出量の48.4%に相当する。生物由来CO2排出量は、以下の各スコープに含まれ、個別に報

告されている。

以下の表は、グループの各地域における排出量のシェアである。

地域 スコープ１（ktCO2eq） スコープ２（ktCO2eq）

欧州・アフリカ／中東／インド 6,839 9,809

南北アメリカ 6,894 2,660

アジア・太平洋 1,135 7,595

 

本報告年度の当グループのGHG排出原単位（純収益に対するGHG総排出量）は、マーケット基準手法では2,150.08tCO2eq/m€であり、ロケーション基準手法では

2,172.95tCO2eq/m€ある。

 

スコープ１

エア・リキードのスコープ１排出量の大部分は、水素製造及びコジェネレーション設備からのものである。スコープ１排出、これらのユニットで消費される原

料や燃料（主に天然ガス）と、その製品の炭素含有量の差である。この情報は、グループの産業報告の一部として報告される。当グループの産業報告の対象とな

る閾値を下回る生産部門は除外され、その消費量とCO2排出量はごくわずかであるとみなされる。また、エア・リキードはトラック車両における燃料の燃焼によ

る直接排出や、CO2及び亜酸化窒素生産設備からのガス損失も計上している。
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スコープ１のGHG排出量に含まれない生物由来CO2の直接排出量は202ktCO2eqである。これは主に、バイオマス又はその派生物を使用する生産設備からの漏洩に

伴う排出である。

規制された排出量取引システムに属する施設からの直接CO2排出量の算定と公表に関しては、GHGプロトコル企業会計報告基準に準拠した同一の算定方法論が適

用される。これに対し、対応する排出量取引システムが採用する手法は統一されておらず、場合によっては直接排出の定義そのものを満たさないため、適用され

ない。このようなローカルな方法論の適用は、バリューチェーン全体で発生するCO2排出量の算定と、スコープ１、２、３間での報告に歪みと不整合をもたら

す。

 

スコープ２

スコープ２排出量の「マーケット基準」算定に関しては、 排出係数は契約情報から直接算定される。信頼できる情報（契約上、あるいはサプライヤーの生産

構成に関する情報）がない場合、事業所の電力供給の全部又は一部が送電網からのものである場合、ベストプラクティスに従い、残余の排出係数が使用される。

残留比率に関する信頼できるデータがない場合は、グリッド排出係数を使用し、後者が排出量の約40％を占める。「マーケット基準」会計は、電力供給に関する

当グループのイニシアチブ、特に再生可能自主的な供給を、当グループのスコープ２排出量に反映させることを可能にする。スコープ２「ロケーション基準」排

出量の会計処理については、国際エネルギー機関（IEA）が公表し、定期的に更新される国内ネットワークの平均排出係数を使用している。電力と蒸気の消費量

に関する情報は、当グループの産業報告の一部として報告される。上記で報告されているスコープ２排出量には、原産地保証（GO）、再生可能エネルギー証書

（REC）などの契約手段の使用が含まれている。以下の表は、当グループで使用されている契約手段の詳細を示している。

付帯/非付帯契約商品 2024(%)

スコープ２のGHG排出量に関連する、発電に関する属性情報が付帯されたエネル

ギーの売買に使用された契約手段の割合

82

スコープ２のGHG排出量に関連する、属性情報が付帯されていないエネルギーの売

買に使用された契約手段の割合

18

 

電力消費と関連する間接的なCO2排出量は、エア・リキードがこのエネルギーのコストを支払う場合にのみ、スコープ２において考慮される。エア・リキード

がエネルギーコストを支払わない場合、間接的なCO2排出量は、スコープ３のカテゴリー13で推計、認識される。間接的なCO2排出は、スコープ３全体の９％を占

める。

当グループが、ASUを利用している国にコジェネレーション設備を持っている場合、これらの設備で消費される電力からの間接排出量は、自家消費を考慮して

調整される。

スコープ２のGHG排出量に含まれない間接的な生物由来CO2排出量は、587ktCO2eqである。これは、バイオマスやその派生物を使用した電力消費に由来する。

 

スコープ３

スコープ３は、当グループのバリューチェーンに沿った活動に起因する間接排出、特に、当グループの活動やビジネスモデルとの関連性において最も重要な排

出源を対象とする。重要な排出源は、GHGプロトコル・コーポレート・バリューチェーン・スタンダードの推奨事項に従って特定・認識される。
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間接排出の最も重要な排出源（スコープ２排出を除く） は、上流のエネルギーに基づく原材料に関連する間接排出（特に天然ガス）、購入燃料の生産に関連

する間接排出、上流の購入電力及び蒸気に関連する間接排出、ネットワーク損失（カテゴリー３で報告）、固定資産を含む財・サービスの購入に関連する間接排

出（それぞれカテゴリー１と２で報告）、及びそれ自体が温室効果ガスである製品の使用に起因する間接排出（カテゴリー11で報告）である。当グループのユ

ニットで消費され、当グループが顧客から供給された電力料金を支払っていない電力の生産に関連する間接排出は、重要な排出とみなされ、カテゴリー13に計上

される。輸送サービスを外部に委託している場合、工場と顧客間の製品の陸上輸送による排出量は、カテゴリー４に計上される。報告される排出量は、当グルー

プの業務管理システムから得られる産業データに基づいて算出され、様々な排出源からの排出係数を乗じている。当グループは、カテゴリー５、８、９、10、

12、14、15の排出量を報告していないが、その理由は、当グループがそのカテゴリーに含まれる間接排出量を持たないか、又は、当該排出量が重要ではなく、信

頼できる推計システムを持たないためである。

カテゴリー１、２、４、６で報告される財・サービスの購入に関連する排出量については、購入金額の一部が十分に定義された項目に割り当てられていないた

め、対応するCO2排出量（スコープ３の総排出量に含まれる）の見積もりを完了するために、平均排出係数を割り当てた。当グループの購入額のうち、少数の一

部は連結対象外で計上されている。平均的な排出係数を用いて推計した、これらの費用に対応する排出量は、調達に関連する排出量の５％未満と見積もられる

（スコープ３の排出合計から除外）。

また、当グループは、エンジニアリング＆建設（E&C）部門とグローバル市場＆テクノロジー（GM&T）部門によるグループ外顧客への機器販売に関連する排出

量を明確にする必要性を認識した。グループ外顧客に販売された設備の使用に関連するこれらの排出量がどのように計上れるべきかをよりよく理解するため、一

つのプロジェクトが2024年下半期に開始された。開発が必要な複雑な手法及び状況の多様性（例えば、当グループの介入範囲がエンジニアリング調査からターン

キー工場やライセンスの販売まで、多岐にわたる点）、ならびに販売した設備の使用シナリオをより深く理解する必要性を考慮すると、当グループは、スコープ

３の排出量一覧において対応する排出量を開示することができない。同様に、当社グループは、多様な用途のフッ素含有ガスを販売している。現在、当グループ

は、これらの製品の販売量のうち、使用段階で二酸化炭素を排出する可能性のある製品の割合を推定することはできない。この課題に関する理解を深めるため、

2025年に方法論の検討を開始する予定である。

主要な情報源から算出したスコープ３排出量の割合は、スコープ３排出量の71％を占めている。当グループ内では、この割合は、直接収集されたデータに関連

するスコープ３排出量を反映しており、測定値の推定値や外挿値は含まれない。直接測定の対象となるカテゴリー又はサブカテゴリーは、カテゴリー１（HyCOユ

ニットの原材料に限定）、カテゴリー３、カテゴリー11、及びカテゴリー13（オンサイトユニットを除く）である。

スコープ３の温室効果ガス（GHG）排出量に含まれていない間接的な生物起源のCO2排出量は、566ktCO2eqである。このデータは、バイオメタン生産時に販売され

た製品の使用、及びバイオマス又はその派生物から発生したCO2から得られている。

 

排出係数と地球温暖化係数

排出係数は、一次産業データ（燃料や電気の消費量、漏洩による排出量など）をCO2相当量に換算するために使用される。規制で明示的に使用すべき情報源が

指定されていない場合、ランキングが適用される。優先されるのは以下の情報源である。

■　国際的に認められた情報源

■　関連するISO規格で提供されている値

■　国家レベルで基準を定める機関／規制機関(ADEMEなど）
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エネルギー消費指標

エネルギー消費量の報告範囲は、連結財務諸表と整合し、スコープ１及び２の排出量報告範囲と類似している産業別報告範囲に基づいている。報告されるエネ

ルギー消費量には原材料消費量は含まれていない。

産業報告で設定されている閾値を下回る非常に小規模な単位での電力消費量は報告されていない。当グループで消費され、報告されていないエネルギーを合計

すると、当グループのエネルギー消費量の0.5%未満と推定される。エア・リキードが電気料金を支払っていない産業部門で消費された電気は、報告された電気

（及び総エネルギー）消費量から除外される。しかし、業務管理の目的で内部的に報告されており、4,816,409MWh（グループ全体のエネルギー消費量の約７％

）に相当する。対応する間接的なCO2 排出量は、スコープ３のカテゴリー13で報告される。この方法は、主に産業ガスの生産と供給を行っている企業では一般的

な方法であり、読者はこの分野の数値を比較することができる。

エネルギー生産に関して、エア・リキードは、非再生可能エネルギー生産を重要、再生可能エネルギー生産を非重要と考えている。エア・リキードの施設には

ソーラーパネルが設置されているが、当グループは、ソーラーパネルが電力消費全体に大きく寄与しているとは考えていない。非再生可能エネルギー生産は

24,914,015MWh（熱及び電気）であり、これはHyCO及びCOGEN生産ユニットにおける電気及び蒸気の生産に関連する。水素製造装置で生産される蒸気の一部は、

タービンの駆動と発電に使用されるため、二重計上を避けるためにこの合計から除外されている（熱1,818,983 MWh）。

エア・リキードは、NACEコード20.11（産業ガス製造）を主な事業活動としており、グループ統合されているため、気候への影響が高いセクターとみなされ、

これ以上の集計は行っていない。従って、エネルギー消費量とエネルギーミックスに関する数値は、全て全体に関するものである。これに基づき、当グループの

エネルギー原単位は、気候変動への影響（純収益あたりの総エネルギー消費量）が大きい部門の活動のエネルギー原単位と同等となる。基準年である2024年のエ

ネルギー原単位は、2,423.50 MWh/m€ となる。

2024年の再生可能エネルギーによる電力消費8.9TWhで、2023年
（1）

と比べて18.6％増加し、当グループによる電力購入量
（2）

の23％に相当する。

2024年の再生可能エネルギーと電力消費量は15.6TWhである。再生可能エネルギー及び原子力による電力供給は、上記「イ（オ）気候指標」に記載のとおり、

当グループがスコープ２排出量を削減するために実施している主要な手段である。

 

(1) 当グループが報告する2023年の再生可能エネルギー電力消費量：7.5 TWh。

(2) 一部の空気分離装置の駆動に使用される蒸気を含むが、当グループのコジェネレーション装置で生産される電力の消費は自家消費され、含まない。

 

ウ　水管理

（ア）はじめに

水管理に関するトピック：影響、リスク、機会

当グループは、世界中にあるすべての事業と事業所における、水に関するトピックを分析している。事業や事業所は、いずれも海や大洋には関連していない。

したがって、この分析では、水に関する影響、リスク、機会のみを特定し、海洋資源に関する影響、リスク、機会については特定しない。水はしたがって当グ

ループとそのバリューチェーンにとって重要な課題であるものの、海洋資源は、当グループの活動の上流及び下流には関係ないと考えられる。サステナブル調達
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手続は、最も重要なサプライヤーに対して、持続可能な開発基準に基づいて実施される。この手続は、環境（したがって海洋資源も対象となる）に関する事故の

リスクを監視し、バリューチェーンにおける継続的改善の一環として是正措置計画の適用を推進することを目的としている。

「水」に関する利害関係者の関心に配慮する方法は、上記「（１）エ（エ）利害関係者の関与」及び「（１）オ　影響、リスク、機会」に記載されているダブ

ル・マテリアリティの箇所に詳述されている。

当グループはその活動において水に依存している。当グループで使用される水の主な用途は２つあり、１つは原料として（蒸気の製造など）、もう１つは冷却

システムとしてのものである。主な用途は、以下の当グループの活動である。

■　空気分離装置（ASU）は総消費量の50％を占め、水は、冷却塔／熱交換器に使用される。

■　水素製造装置は総消費量の約25％を占め、水が原料や冷却材として、あるいは水蒸気メタン改質（SMR）や電解プロセス（ELY）で使用される。

■　コジェネレーション設備は、総消費量の20％未満を占め、蒸気の生産に水が使用される。

水の不足、水質の悪化、使用に対する規制の制限、又はコストの上昇は、エア・リキード製品の顧客への安定供給に対するリスクとなる。これらのリスクはプ

ラントの効率や信頼性に影響を与え、直接的な生産コストを増加させる可能性がある。そのため、水質に関する規制に沿った最低要件が当グループの基準に定め

られている。

当グループは、２つの方法で水資源にネガティブな影響を及ぼす可能性がある。

■　事業所における取水と消費に関連するもの：取水は、当該事業所の特殊性に応じて、さまざまな影響を及ぼす可能性がある。人間や生態系のさまざまな需要

を満たすために水が取水される地域は、利用可能性、水質、アクセスに制約があり、水が不足する恐れがある場合に、水ストレス地域と呼ばれ、当グループに

よって綿密に監視されている。このような地域では、異なる用途や利用者の間で水をめぐる対立が生じる可能性がある。さらに、取水の影響を評価する上で重

要な現地のパラメーターは、貯水量の更新率である。水の消費量は取水量と排水量の差を表す。エア・リキードグループの水消費量は、取水量の11％に相当す

る（取水量の89％は水源に戻されている）。さらに、当グループは、水使用量を削減するため、水ストレスのある地域を優先した水管理計画にイニシアチブを

とっている。

■　使用後、生態系に戻される水の水質に関するもの：生態系に放出される水の水質と仕様は、汚染物質や汚染物質の存在、又は、温度が生態系への直接的・間

接的な汚染とダメージを引き起こす可能性があるため、当グループの事業による影響を評価する上で重要である。2023年9月以降、産業廃水のサステナブルな

モニタリングと管理に関する技術基準が策定され、当グループの各事業体に周知され、この基準を展開する段階が進行中である。

当グループの活動は、技術的・運営上の経験、規制、業界のベストプラクティスに基づいて体系的に見直される。操業認可のため、あるいはエンジニアリング

調査の過程で、特別な追加調査がされることもある。さらに、当グループの事業は、世界資源研究所（WRI）が提案したツール「Aqueduct 3.0
(1)
Water Risk

Atlas」を参照し、その事業資産が水ストレス地域にあるかどうかを確認している。エア・リキードは、年間50,000m
3
以上の取水を行う75の事業所で、水ストレ

スが高い、又は非常に高い地域、乾燥地域（「ベースライン」シナリオの「水ストレス」指標を使用し、Aqueductツールにより定義される）に所在する事業所に

特に注目している。この場合、2025年末までに水管理計画を策定し、関連するリスクと、一次水源が不足した場合の二次水源の開発、消費を最適化するための水

消費設備のアップグレード、水処理設備のアップグレードなどの緩和策を網羅する必要がある。すべての子会社について、地域の特殊性を考慮しつつ、水の使

用、消費、浪費を削減すべきとされている。地域コミュニティ及びバリューチェーンとの連携は、子会社レベルで実施されるべきであり、これにより水管理の継

続的な改善を確保される必要がある。水への影響と依存度は測定され、多くの指標（報告のために作成された基準に明記されている）を報告する必要がある。

 

(1) 公開されたAqueduct4.0は、2025年以降の水管理計画を構築するために使用される。
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エア・リキードは、サステナブルな開発に関する問題について、株主、格付機関、金融市場と定期的にコミュニケーションをとっている。投資家のコミュニ

ティにおいては、エア・リキードグループの水管理に対する姿勢やアプローチに対する関心が高まっている。

エア・リキードは、特にオペレーション部門、事業開発担当者、HSEチーム、リスクマネージャー、購買チーム、また該当する場合はエネルギー、広報、コ

ミュニケーションチームに対し、水に関する社内研修を実施して意識を高め、最新の基準や手続を周知している。オペレーショナルリスクマネージャーは、あら

ゆる利害関係者からの要請に応えるため、水リスクアセスメントに関する当グループの産業専門家による特別な研修と支援を受けている。

水資源に関する地域社会や当局との関わりは、関係する事業体や事業所が直接管理する。該当する場合は、特定チームが地域社会の期待や懸念に耳を傾け、そ

れらに対処するための適切な行動をとる責任を負う。エア・リキードは水資源管理団体が主催するイベントに参加し、水の消費と汚染を最小限に抑える戦略や技

術の採用を奨励している。より一般的には、水管理はエア・リキードが他の環境・社会問題と並んでNGOと関わるテーマのひとつである。エア・リキードは国連

グローバル・コンパクトの10原則に取り組んでいる。

 

（イ）水管理方針

2021年、エア・リキードは当グループ従業員が閲覧できるブルーブックにおいて、社内水管理方針を発表した。この方針は、エア・リキードの活動が水の利用

可能性と水質に及ぼす影響と依存関係を明らかにし、水リスク管理の原則を定義するものである。その実施に関するプロセスは、執行委員会の監督下にある。

エア・リキードの活動における主な水管理リスクは、潜在的な水の利用不能であり、その結果、生産ユニットの減速や停止につながる可能性がある。本項で示

される水管理方針の公表は、取水及び使用に関するリスク管理方法を記述している。各子会社の経営陣は、その実施について責任を負う。

この方針は、エア・リキードの活動が水の利用可能性に与える影響を明らかにするものである。この方針は、各事業所の状況を具体的に評価した上で、リスク

管理の基本原則を定めている。適切な水管理を確保するために、主要原則に基づき、監視すべき一連の指標を含め、実施に必要な行動を記述している。最後に、

利害関係者のコミットメントの要素を詳述し、地域の制約と機会を考慮した水使用の包括的な管理を実現するため、常に最も厳しい適用要件と規制を遵守する。

エア・リキードの方針は、以下を目的とした水管理の主要原則を定めている。

■　グループの安全で信頼できる効率的な運営のために、適切な規格を満たす水の供給を保証する。

■　事業とサプライチェーンにおける水のサステナブルな管理を確保することにより、人々と環境を保護する。

この方針は、特に以下の点をカバーしている。

■　水不足リスクの管理。水不足地域にある子会社が運営するすべての事業に対して、水使用量の削減、関連パラメーターの管理とモニタリング、利害関係者と

の連携による水管理計画を含む、主要な行動を網羅した水管理計画を強化する。

■　水の使用と管理に適用可能な最善の技術を考慮に入れた、卓越した事業運営。特に、水処理、取水と消費、排出水の品質、当グループが事業展開するバ

リューチェーンにおける利害関係者のコミットメント。とりわけ、当グループは、排水の品質を管理・監視するための新しい技術基準を公表し、当グループの

全ての事業活動を網羅するコーポレートの産業管理システムに組み込んだ。

エア・リキードの水管理方針は、利害関係者との話し合いの際、水管理方針の主要原則を使用して、当グループが水管理方針に従っていることを説明するよう

定めている。

■　水使用量の完全な理解

■　水不足のリスクとそれに伴う緩和策を評価するためのメカニズム
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■　環境へ排出される水が、当グループが事業を行っている生態系を汚染しないことを保証する基準

エア・リキードは主に顧客から提供された水を使用している。したがって、顧客との緊密な効果的な水管理に不可欠である。水が顧客から供給されるものであ

れ、他の水源から供給されるものであれ、水質が不十分なことによって当グループの活動に影響が出た場合の罰則、場合によってはエア・リキードの拒否権の行

使を決定するために、契約は、供給される水の水質が明確に定義されていることを保証しなければならないこととしている。新規の大規模設備投資デュー・ディ

リジェンスの一環として、特に顧客が水不足地域に所在している場合、ラージ・インダストリー事業や工業事業、エレクトロニクス事業の大規模プラントと同様

に、水関連リスクに対する事業所のエクスポージャー分析を体系的に実施する必要がある。

エア・リキードは、当グループのサプライヤー選定プロセス及びサプライヤーとの商取引関係を通じて、サプライヤーと協力して水関連のリスクを評価してい

る。特に、エア・リキードグループは、サプライヤーに対し、その製品やサービスが地域の水質に与える影響を最小限に抑えるよう求めている。エア・リキード

のサプライヤー行動規範では、サプライヤーに対し、天然資源と生物多様性の保全に努め、製品、プロセス、サービスをより環境に優しいものにするために継続

的に改善する努力をすることで、環境への悪影響を回避又は最小化するように、その事業活動とサプライチェーンを構築することを求めている。エア・リキード

は、当社の期待に応えられないサプライヤーに対し、評価を行う第三者プラットフォームを通じて、是正措置計画の証明書類を記入し、アップロードするよう求

めている。

エア・リキードは、水と衛生に対する人権を尊重し、また、気候変動や生物多様性に対する人間活動の影響など環境問題との関連性を尊重する。気候変動が現

在の気象条件を脅かす中、産業が水に与える影響は、より重要である。エア・リキードは、特に水不足地域における水使用量を削減するため、製造拠点における

データ収集の改善や、より直接的な水管理を行うための様々なイニシアチブ（水管理計画など）を実施している。エア・リキードは水関連リスクに直面し、水使

用量の多い事業所を優先しているが、水管理の継続的改善の範囲はグループの全事業に及ぶ。

当グループの環境影響のモニタリングは、エア・リキードの産業報告管理システムで設定された報告基準を満たさない非常に小規模な工場を除き、すべての事

業活動を対象としている。水に関する報告範囲は、エネルギー報告で使用される範囲に合わせるべきである。その結果、以下の活動では、水関連指標を監視し、

報告する必要がある。

■　ラージ・インダストリー事業システムに含まれるすべての工場（特にコジェネレーション、HyCO、空気ガス）

■　工業事業の生産活動（CO2の生産、N2Oの生産、C2H2の生産）

■　工業事業用シリンダーの耐圧試験（水圧試験方式を使用する場合）

■　エレクトロニクス事業と特殊素材事業からの化学品製造

■　エンジニアリング＆建設部門とグローバル市場＆テクノロジー部門における製造活動

■　研究開発センター

■　関連性があれば、その他の活動

水関連の影響、リスク、機会の特定、評価、管理は、当グループレベルで定義され、水を使用する現地の施設や事業所をサポートするため、子会社内でローカ

ルに展開される。そのため、影響とリスクの詳細な分析は、事業所や活動が所在する地域の期待に応え、課題に対応するために、現地で実施される。機会は事業

開発者によって特定され、主に産業ガスを使用した水処理ソリューションに関連している。

特定作業は、当グループが事業を展開する事業所のマッピングと、関連する水リスクの明確な評価、及びマッピングの更新と関連リスクのモニタリングのプロ

セスを用いて行われる。各事業体は毎年、当グループの支援と勧告を受けながら、すべての事業活動についてこのリスク評価を見直す。水不足地域における新規

投資や既存施設の大規模改修については、投資プロセスにおけるデュー・ディリジェンス・プロセスの評価に水関連リスクを含めることで対応している。社内の
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投資プロセスでは、プロジェクトの性質と規模に応じて評価基準を設定している。これにより、特に将来の気候変動シナリオの下で水ストレスのリスクにさらさ

れている、又は、さらされる可能性のある場所での水関連リスクの適切な保証がされるとともに、取水、消費、水質への影響を最小限に抑えるために技術が適切

に使用されることを保証するための明確なプロセスも保証される。

当グループは、水関連リスクの管理方法を詳述した関連する技術基準や手順を用いて評価を実施している。これらはまた、水の利用可能性を評価する方法論な

ど、具体的な行動計画を策定するための枠組みにもなる。水リスク管理は子会社レベルで行われる。水関連業務指標のモニタリングと報告に加え、子会社にはリ

スク管理プロセスの一環として、水ストレスの高い地域や特定の水問題を抱える地域に所在する施設のマッピングを維持することが義務付けられている。水を使

用する施設や事業所は、ローカルレベルで、影響を受ける利害関係者と水に関する体系的な対話を展開する責任を負い、水管理の改善を支援するために、当グ

ループの専門家の技術的助言の恩恵を受ける。さらに、子会社は、水に関する影響、リスク、機会がサステナブルな調達プログラムに完全に組み込まれるように

しなければならない。

 

（ウ）水管理活動

現段階では、当グループは、自らの事業における水使用量を削減するために事業体によって実施された行動計画や、バリューチェーンの利害関係者と現地で交

わされたコミットメントを統合的に監視していない。これに対応する財源は、当グループでは特に監視しておらず、産業ツールのメンテナンス作業と継続的改善

に割り当てられた財源の一部である。将来的には、当グループは最も重要なプロジェクトに関する報告と監視システムを設ける予定である。

社内で作成され、公開されている「サプライヤー行動規範」を通じたサプライヤーやビジネスパートナーの評価は、当グループの水管理方針や目標との整合性

を反映させるために定期的に更新される。

前述のとおり、当グループの方針は継続的に改善されており、各子会社で従うべき事業の卓越性と責任ある経営の主要原則を定めている。     

■　水に関する影響と依存をモニタリングし、報告すること。この方針に準拠していない施設については準拠を達成するために必要な適切なメーター、分析、水

処理設備の設置を提供する。

■　漏水評価を実施し、必要に応じて改善計画を策定する。

■　安全で効率的な生産を保証し、プロセス運転を最適化し、水の損失を削減しながら、淡水の取水と消費を可能な最小限に抑える。

■　設備のオーバーホールや大規模な改修を計画する場合、淡水の摂取量と消費量を削減するため、あるいは放出される水の質を改善するために設備を変更する

必要性を評価する。

■　廃水を最小限に抑え、回収した水を他の用途に最大限利用できるようにする。

■　当グループの事業から放出された水の水質を評価するため、放出された水の水質測定と分析を、現地の規制に従った頻度で実施する。

■　放出される水に含まれる汚染物質を最小限に抑え、放出される水が、関連する現地の基準及び他の現地の利害関係者、特に日常生活や事業活動のために水に

依存している人々の期待に適合するようにする。

エア・リキードは水ストレスのある地域において、以下に詳述する目標行動を実施している。

各施設や事業所では、その管理者が水関連指標の監視と管理に責任を持ち、指摘された場合には是正措置を指示する。効率化対策は是正措置の一部であり、拠

点群の産業部門の技術専門家の支援を受けながら、管理者の役割と責任に完全に組み込まれている。施設又は事業所の管理者は、以下の責任をもって任命された

水質管理者の支援を受ける。

■　以下の点を確実にする。
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- 水質を監視・管理する計画がある。

- 計画を実施するための組織と責任を定める。

- 十分なリソース（人材、ツール、トレーニングなど）が確保されており、特に、測定計画の定義には、専門知識を有する担当者が割り当てられている。

- 顧客とのコミュニケーションチームは、関連する詳細な水の仕様と要求事項を収集する（顧客から、又は顧客へ、水を取水又は排出する施設について）。

- 水質計画は、改善の機会を識別するために定期的に見直される

■　水質計画が要件を満たしていない場合、事業所管理者に是正措置を講じるよう指示すること

水ストレスのある地域（季節的な水ストレスのリスクがある地域を含む）では、子会社は、取水又は使用のリスクを考慮し、関連するすべてのリスクと緩和措

置（例えば、一次水源の不足に備えた二次水源の開発、水の使用量と消費量を最小限に抑えるための水消費設備の改修、水処理設備の改修など）を網羅した、文

書化された水管理計画を作成することが義務付けられている。

産業用水管理計画には、以下の要素が含まれる。

■　一方では、水使用効率の評価を実施し、水ストレスの高い地域で集中的に水を使用する事業における取水リスクの低減と、識別された改善策の実施を目指

す。

■　他方では、当グループの産業管理システムに適用される水基準を確実に遵守し、特に、排出水の品質管理に関する事項に重点を置く。

当グループ事業所では、定期的に水使用効率の評価、すなわち水システム（回路、設備、機器など）及び関連システムやサブシステムを対象とした現場監査を

実施している。

この評価は、

■　１人又は複数の水管理技術専門家によって率いられる。

■　設備やプロセスに関するさまざまな専門分野（オペレーター、メンテナンス・スペシャリスト、プロセス・オーナーなどを含む）をカバーできるチームに頼

ることができる。

■　水システム（回路、機器、計器など）、及び当該プラントや施設のシステムやサブシステムを対象とする現地監査が含まれる。また、工場や施設のシステム

やサブシステムも対象となる。

■　水ストレスに関するリスク（水不足や水質問題が経営に影響）に対処する。

■　当グループレベルで定義され、伝達されるリスクと手段を考慮に入れる。

過去３年間に水リスクアセスメントと産業監査がされた場合、特定されたリスクと対策に対処していれば、追加アセスメントは必要とされない。

 

（エ）水管理目標

上記の主要原則に従い、以下の２つの水管理目標を当グループレベルで設定し、その実施を確実にするための具体的な行動を求めている。

■　水不足地域における事業：取水又は使用に関連するリスクに対処する文書化された水管理計画を実施する。2021年末に当グループが自主的に設定したこの目

標の進捗状況は、2025年末まで毎年モニタリングされ、2021年に特定された75事業所の水管理計画が100％完了することが必要である。当グループは、水需要

の削減という目標を定量化していないが、それでも将来的には、すべての重要な事業所がそのような行動計画を持つようになると予想される。当グループは、

2025年以降の定量的目標の設定に取り組んでいる。水管理計画は、事業所の評価、水使用量削減行動の特定、現地規制に従って当グループが使用する技術基準

の遵守を対象としており、事業継続計画や利害関係者の関与する計画（上記参照）を策定することで行動範囲を広げることを目指している。
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■　すべての事業：排出水の水質パラメーターが取水した水と同じであることを保証するために、文書化されたプロセスと手順を導入する。2023年以降、エア・

リキードの水管理技術基準は強化され、グループの全活動に適用される。これらの基準を当グループの全活動に展開し、水不足拠点を優先させることを目標と

している。各事業体は、この目標に向けた進捗状況を毎年モニタリングする責任を負っている。排出される水の質は、当グループの事業及び営業許可にとって

重要なパラメーターである。したがって、エア・リキードが自ら設定したこれらの目標は水リスク地域の優先順位付けと、水管理における当グループの重要な

影響に関わるものであり、それぞれ以下のような行動を通じて行われる。

■　排出水の水質管理・監視に関するすべての活動において、利用可能な最高の技術基準を導入する。これにより、水質汚染のリスクを回避することを保証す

る。

■　水リスク地域に立地する施設や事業所に対する最低限の技術的要件を強化し、これらの優先的立地に対する水管理計画を展開する。

エア・リキードの方針で定義されたすべての目標は、当グループの規制と技術基準を考慮し、最も厳しい適用要件に沿ったものである。

 

（オ）水管理指標

水管理に関する指標は、以下の表にまとめられている。

指標 2024

総水使用量（m³） 99,560,000

水ストレスの高い地域を含む、水リスクの高い地域での消費量 (m³) 11,740,000

リサイクル及び再利用された水の総量（m³） 398,940,000

水量強度比 (m³/M€ ) 3,680

直接測定による消費量のシェア(%) 23%

 

総水使用量は、報告データの連結段階で当グループが行った、総取水量と総排水量の差分を算出したものである。取水量及び排水量のデータ源（直接測定、サ

ンプリング測定、外挿、最良推定値）は、グループ内の手順に従って、報告ツールに事業所ごとに表示される。

 

エ　汚染

（ア）影響、リスク、機会

上記（１）オ「影響、リスク、機会」に記載されているダブル・マテリアリティ評価によると、公害は当グループの活動及びバリューチェーンにとって重要性

がない。水質汚染やエネルギー消費に関連する汚染など、いくつかの具体的な汚染については、上記「ウ　水管理」と上記「イ　気候：温室効果ガス排出」で取

り上げている。また、このトピックが重要でない場合であっても、当グループは責任ある企業として、事業活動に伴う公害の影響を低減するために行動してい

る。

大気汚染は、主に燃焼プロセス（HyCO、コジェネレーション）とエレクトロニクス事業から発生するが、これらの排出の影響は、主にこれらのガスの温室効果

に関連しており、ESRS E1ですでに報告されている。水質汚濁については、上記「ウ（イ）水管理方針」と上記「ウ（ウ）水管理活動」に記載されている。土壌

汚染は、当グループの重要課題として浮上しなかった。
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エア・リキードの事業による、実際の、そして潜在的な影響と汚染関連リスクを特定するため、事業所と営業活動を評価するプロセスは、当グループの環境手

順で正式に定められている。この手順の内容は、各事業所又は子会社の健康・安全・環境（HSE）マネージャーによって管理される。

汚染リスクの初期評価は、各事業所及び子会社に適用される規制の一覧を通じて行われる。環境規制の一覧は常に最新の状態に保たれなければならず、適用さ

れる各規制の地域的な適用範囲、その最新の更新情報、規制対象の環境要素、規制対象の工場設備、性能目標又は要求される技術、そして最終的に製造工場が環

境手順及び近い将来発効する規制に準拠しているか、現在の状況を確認する必要がある。場合によっては、地元当局が発行する運営許可証が、事業所の立地によ

る重大な汚染の側面を列挙することを要求することがある。このアプローチは、別の当グループ手順書に記載されている産業規制のモニタリングを補完するもの

で、100％の子会社に指定管理者がいる。

汚染の影響とリスクに関する第２段階の評価は、特定の主要事業（アセチレン、ASU、CO2、コジェネレーション、HyCO、N2O、エレクトロニクス事業、エンジ

ニアリング＆建設、売上高の75％以上）について、欧州産業ガス協会（EIGA）などの国際的な専門家団体の提言に基づき実施されている。これらの技術それぞれ

について、主なリスクと影響が列挙され、子会社はこれらをモニターする必要がある。

最後に、HSE方針とそれに関連する行動計画の作成を通じて子会社レベルで評価が実施される。環境リスクの最小化と軽減は、このような方針の重要な原則で

あり、まず規制を積極的に遵守し、次に汚染の予防、事故の削減、コンプライアンス違反や規制違反の削減を目指す。既存の事業所については、少なくとも５年

ごとに実施される分析が、内部手順書に記載され定義された機能を持つ事業支援チームによって実施され、事業所の観察に基づいていなければならない。この手

順書には、環境分析を行う際に考慮すべき環境問題の最小限のリストが記載されている。新規プロジェクトについても、類似設計のプラントの既存の環境側面

や、入手可能なプロジェクト文書に基づき、分析を実施すべきである。社内手順では、汚染リスクに関する学際的な視点を確保するために、環境分析は社内の部

門横断的なチーム（具体的な機能は手順に記載されている）によって実施されることが規定されている。協議は、事業所に関する文書情報と事業所アセスメント

に基づいて行われる。新設プラントについても同様のプロセスが存在する。

公害に関連する機会は、当グループの顧客が、公害の面で受ける影響を軽減できるような革新的な製品を展開することにある。これらは、市場調査を通じて

マーケット担当マネージャーが分析する。重要な機会が発生した場合、可能性をさらに評価するための開発プロジェクトや、商業化のための製品開発につながる

可能性がある。当グループ自身の事業では、公害に関連する機会の体系的な分析は行われていない。

バリューチェーンの上流及び下流における影響、リスク、機会を検討するプロセスは、上記「（１）エ（エ）利害関係者の関与」にあるように、利害関係者の

意見聴取を通じて実施される。エア・リキードは、環境の問題に関するすべての外部利害関係者の定期的な関与を促進し、当該環境の議題が問題となっているか

どうかにかかわらず、同じ協議プロセスを適用する。

 

オ　生物多様性と生態系

（ア）影響、リスク、機会

上記「２（１）オ　影響、リスク、機会」に記載されているダブル・マテリアリティ評価によると、生物多様性のトピックは、エア・リキードにとって重要性

がない。しかしながら、責任ある企業として、当グループは、特に気体、液体、固体の排出を管理するための方針と手順、水管理方針、カーボンニュートラルと

温室効果ガス排出削減へのコミットメントを通じて、生物多様性への影響を低減するよう努めている。

2022年、当グループはI Care & Consult Group（生物多様性分野を専門とするコンサルティング）と共同で、バリューチェーン全体における生物多様性への影

響と依存（直接的及び間接的）、及びリスクと機会の評価を実施した。この分析はIPBESが考慮した５つの生物多様性への影響要因（気候変動、生息地の変化、
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汚染、種の乱獲、侵略的外来種）に基づいている。その結果、当グループが生物多様性に与える影響の大半は、気候への影響によるものであると結論づけられ

た。

この調査の一環として、特に生物多様性に敏感な地域と当グループの資産の近接性が評価された。このため、IBAT（生物多様性総合評価ツール）を用いて、半

径50km以内に位置する生物多様性の影響を受けやすい地域の数を評価した結果、主要な影響地域は、主に欧州と日本において多く、これらの地域には影響を受け

やすいとされる地域が多く存在すると結論づけられた。この半径50kmは極めて保守的であり、IBATは2024年、エア・リキードが属する業種では、10km以遠では生

物多様性への影響はないと考えている。主要な生物多様性地域に対する活動の潜在的な影響については、当グループレベルで一元化することなく、子会社が直接

対応する。現在までのところ、事業が生物多様性に与える影響を特定するために当グループと事業体との間で行われた協議では、生物多様性の観点からこれらの

影響を受けやすい地域に対する重大な悪影響は検出されていない。

同様の分析により、生物多様性に直接依存している事業活動はSeppicとBiogasの２つのみであることが判明した。これらの事業者は、それぞれの課題により具

体的に対応した方針を実施している。しかし、BiogasとSeppicの事業の規模を考えると、これらのテーマは当グループにとって重要ではない。Seppicは特殊原料

を製造しているため、農産物の供給（パーム、ココ、菜種、オリーブなどから作る原材料）に依存しており、これらの製品についてはサステナブルな調達方針を

実施している。Biogasの生産は、バイオ原料の供給構成に大きく依存する。生物多様性への影響を抑えるため、生物多様性保全プロジェクトの条件を定める憲章

がWWFとともに作成され、新しいバイオガスプロジェクトを立ち上げるには、８つの基準（投資委員会が検証）を満たす必要がある。

当グループの生物多様性への影響に関するこの分析は、2024年に当グループの研究開発部門が実施した、いくつかの認知された方法論に基づく内部ライフサイ

クル分析によって補足された。その結果、当グループが生物多様性に与える影響の大部分は、気候変動への影響によるものであることが確認された。

より組織的に、社内手順では、生物多様性への影響を評価するために、すべての子会社が、既存事業所と将来的な事業所の両方の監査を実施することが義務付

けられている。特に、その地域の動物相（野生動物、家畜、保護種）と植物相（保護種、森林、農作物、湿地、農業地域）を分析し、活動の潜在的な影響が低、

中、高のいずれであるかを評価する必要がある。

当グループはまた、Act4nature Internationalによって検証された以下の行動を通じて、生物多様性の保護に取り組んでいる。

■　投資プロジェクトにおける生物多様性の評価基準を強化すること

■　グローバルな生物多様性指標の開発と実施

■　生物多様性に関する従業員の意識を高めること

■　気候及び水に関する目標の再確認

当グループにとって生物多様性の重要性がないことを考慮した上で、その対応は以下のとおりである。

■　移行リスクと物理的リスクは、気候リスク手順を用いて評価される。

■　生物多様性と生態系に関連する重要な物理的リスクや移行リスク、機会は特定されていない。

■　当グループのビジネスモデルにおいて、生物多様性がもたらす全体に影響を及ぼすリスクは考慮されていない。

■　生物多様性と生態系に関するリスク評価において、社会にとって全体に影響を及ぼすリスクは考慮されていない。

■　生物多様性に関する協議の仕組みは、上記「（１）エ（エ）利害関係者の関与」に記載されているのと同様である。

■　影響を受ける地域社会に悪影響を及ぼす、又は悪影響を及ぼす可能性のある特定の事業所、製造、原材料の供給は特定されていない。

■　いかなるコミュニティも相対的重要性の評価には関与していない。
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■　SeppicとBiogasの事業活動を除き、これらの分析では生物多様性への影響に対する具体的な緩和策を実施する必要性は結論付けられていない。生物多様性に

直接依存しているこれら２つの子会社にあっては、実施すべき行動を特定し、生物多様性によってもたらされる優先的なサービスの価値と機能を維持すること

を目的とした手順を確立した。

■　生物多様性と生態系に関する目標については、当グループの事業活動との関連性が低いと思われるため、シナリオは使用しなかった。

 

カ　資源利用と循環型経済

（ア）影響、リスク、機会

ダブル・マテリアリティプロセスの結果、資源管理と循環型経済は、当グループの活動とそのバリューチェーンにとって重要ではないとの結論に達した。循環

型経済の第一の柱は廃棄物の削減であり、当グループは当該分野で継続的な取組を行っている。すべての子会社を対象とした手順書では、廃棄物を最小限に抑

え、適切に処理することを目標としている。すべての有害廃棄物を対象とし、廃棄物の少なくとも90％を追跡調査する必要がある。これらの目標を達成するた

め、手順書においては、優先順位の高い順に、廃棄物の回避（製品にエコデザイン原則を導入することを含む）、再利用、リサイクル、処理、エネルギーへの回

収を行い、他に代替手段がない場合は、適切な施設を使って廃棄されるべきである。廃棄物管理計画は毎年作成・管理され、５年ごとに見直されるべきである。

廃棄物を委託する協力会社の選定については、チェックリストを用いたデュー・ディリジェンスの手順が定められている。特に、現地に廃棄物管理に関する規制

がない場合、子会社は、そのような規制がある近隣諸国での廃棄物処理を優先するよう求められる。

廃棄物に関する協議の仕組みは、上記「エ　汚染」において、汚染について説明したものと同様である。当グループレベルでの資源の使用は、重要課題として

認識されていない。当グループはバリューチェーンにおける循環型経済に関する機会について具体的な検討を行っていない。とはいえ、当グループは、顧客がリ

サイクルを促進したり（バッテリーリサイクル用のガスなど）、廃棄物の分量を削減したり（保護のためにパッケージ食品に充填するガスなど）できるような特

定の技術を提供しているが、これらの重要度は小さく、循環型経済への移行に関する影響や重大なリスクは確認されなかった。サステナブル調達プロセスは、最

も重要なサプライヤーに関して、サステナブル開発基準に基づいて実施された。このプロセスは、環境、ひいては循環経済と関連する事故のリスクをモニタリン

グし、バリューチェーンにおける継続的改善の一環として是正措置計画の適用を促進することを目的としている。

 

（３）社会問題に関する情報

ア　グループの従業員

（ア）はじめに

2021年から2024年にかけて、エア・リキードは当グループ初の単一の統合人事情報システム（Workday）の大部分を導入した。これは、2024年12月31日時点で

従業員の98％をカバーする当社の人事データのソースであり、人事プロセスの最適化とデータの統合を可能にする。しかし、一部の当グループ企業は、最近買収

されたため、あるいは従業員数が非常に少ないため、Workdayの対象にはなっていない。そのため、これらの事業体の人事データは、スプレッドシートを使用し

て手作業で収集しWorkday のデータと集計している。当グループの従業員を特徴付けるすべての定量的指標はこの集計された人事データに基づいて計算される。

本サステナビリティ・ステートメントにおけるエア・リキード従業員に関する指標は、以下において示される。

■　従業員数

■　期末時点、すなわち2024年12月31日時点

グループ従業員の特徴
(1)

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

 95/380



エア・リキードの全従業員
(2)
は、そのコミットメントとスキルのおかげで、日々の業務遂行において当グループの最も重要なリソースとなっている。

 

地域別従業員数の内訳

 ヨーロッパ、中東

及びアフリカ

南北アメリカ アジア・太平洋 グループ合計

従業員数 26,843 26,089 13,725 66,657

グループの従業員総数は、2024年12月31日時点で66,657人
(3)
である（2023年12月31日時点で、67,778人）。

 

契約形態（正社員、派遣社員）及び性別による従業員総数の内訳

 女性 男性 非開示／その他 計

正社員数
* 18,419 45,658 47 64,124

臨時従業員数
** 1,056 1,477 ― 2,533

グループ従業員総

数

19,475 47,135 47 66,657

* 正社員とは、雇用契約に終了日が含まれていない従業員であり、一定期間駐在する従業員を含む。

** 臨時従業員とは、実習生を含め、雇用契約に終了日が含まれている従業員である。

 

従業員の離職率と退職者数

2024年には、8,995人の従業員が退職（退職、解雇、合意解約、定年退職、死亡）し、離職率
（4）

は13.5%となった。

 

(1) グループ従業員の男女別内訳は、（３）ア（エ）「多様性、インクルージョン、ハラスメント防止」の指標において公表している。

(2) エア・リキードの従業員数に含まれる従業員は以下の通りである。

- エア・リキードグループ会社と常用又は臨時の雇用契約を結び、報酬を見返りとしてフルタイム又はパートタイムの労働を行う者

- その人は、指示を与え、目標を設定し、業績を評価するマネージャーの階層的・機能的権限の下に置かれる。この場合、従業員は、当グループの人事（HR）方針及びプロセスの対象とな

る。この定義には研修生は含まれず、実習生が含まれる。

(3) 「第６　経理の状況　１(1)③　当グループ連結財務諸表」注記4.2に記載されている。

(4) 従業員離職率は、当期中に当グループを退職した従業員数を期末時点の従業員総数で除して算出した。

 

従業員に関するトピック：影響、リスク、機会
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上記「２（１）オ　影響、リスク、機会」に記載されているダブル・マテリアリティ評価によると、エア・リキードの従業員に関連するいくつかのトピックは

重要である。重要であると特定されたトピックは、以下のようにグループ化され、関連する影響、リスク、機会は下記に記載の通りである。

■　下記（３）ア（イ）「社会的対話」

■　下記（３）ア（ウ）「グループ従業員の安全衛生」

■　下記（３）ア（エ）「ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止」

■　下記（３）ア（オ）「従業員の報酬及び手当」

■　下記（３）ア（カ）「職場での福祉」

■　下記（３）ア（キ）「エンプロイアビリティ、人材、技能管理」

■　下記（３）ア（ク）「個人データ保護」

これらの結果を達成するために、当グループの全従業員を考慮に入れて評価を実施した。上記（１）オ（イ）のとおり、いわゆる社会的弱者に属する従業員に

は特に注意が払われた。

 

（イ）従業員へのコミットメント

人権へのコミットメント

エア・リキードは、事業において人権を尊重し、促進している。当グループは、健康、安全、差別の撤廃、意見、表現、結社の自由、適正かつ公正な条件下で

の労働、児童労働の禁止、あらゆる形態の現代的奴隷制度を含む人権の保護を全面的に支援する。人権に対するこれらのコミットメントは、エア・リキードの行

動原則及び行動規範に含まれており、ウェブサイト（https://www.airliquide.com/sustainable-development/human-rights）で確認することができる。

行動原則と行動規範に関連する情報は、下記（４）イ（ア）に記載されている。

当グループは、「国際人権規約」、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び権利に関する宣言」、経済協力開発機構（OECD）の「多国籍企業に関

するガイドライン」、及び国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」における原則を共有している。

エア・リキードは、また、国連グローバル・コンパクトとその「人権、労働、環境、腐敗との闘いに関する10原則」に署名している。エア・リキードは毎年、

最高経営責任者が署名したコミットメント文書とグローバル・コンパクトのウェブサイトからアクセス可能な、10原則の戦略的及び運営上の実施状況に関するコ

ミュニケーション文書を発行している。

注意義務・社会的責任担当の部長の責任の下、当グループは上記の国際基準で提唱されたアプローチに基づき、人権デュー・ディリジェンス・プロセスを実施

している。エア・リキードの従業員との対話及び人権への影響の改善に関するアプローチは、それぞれ以下の段落に記載されている。

 

社会的対話：従業員及びその代表者とのかかわり

社会的対話に関するトピック：影響、リスク、機会

エア・リキードは技術、産業、医療、経済活動を通じて60カ国で事業を展開している
(1)
。当グループは、これらの国々の社会的対話に関連する法律や状況の

相違を認識し、エア・リキードの従業員及びその代表者が、社会的対話の不在又は不十分なレベルにより悪影響を受ける可能性があると考えている。国内及び地

域の法的・契約上内在する社会的対話は、人事部門の責任の下にあるテーマである。
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エア・リキードは、特に従業員、社会的パートナー、経営陣の間のオープンで継続的かつ建設的な社会的対話に基づき、魅力的な従業員体験を創造するよう努

めている。従業員又はその代表者との間で、エンゲージメントが行われる。

 

(1) 2022年9月1日以降、支配関係や連結がなくなったロシアを除く。

 

定期的なフィードバックを通じた従業員との対話

エア・リキードは、エンゲージメント測定プログラム「My Voice」によって、すべての従業員が自己表現し、意見を聞いてもらう機会を持つことを保障してい

る。毎年、エア・リキードは従業員にアンケートを提出し、グループ内での経験について尋ね、従業員の期待をより明確にする。このプログラムは、「聞く、理

解する、行動する」というシンプルなコンセプトに基づいている。グループ人事担当副社長がこのプログラムの責任者である。

2023年からは２年周期で実施され、ある年は全項目、翌年は主に従業員の所属チームに焦点を当てた縮小版のアンケートが交互に行われる。この新しい周期に

より、長期的な効果をもたらす行動に多くの時間を割くことが可能になった。

アンケートは約20のトピックを取り上げ、コメントを記入することができる。質問は、個人（ワークライフバランス、インクルージョン、尊重、エンパワーメ

ント、キャリアと能力開発の機会など）と組織機能（安全性、継続的改善、手続き、意思決定、チームコラボレーションなど）の両方における、従業員の経験の

複数の次元に関連している。回答は、従業員が自由に意見表明できるように匿名化されている。結果はリアルタイムで収集され、グループ全体の共有システムに

よって集計・分析される。調査が完了すると、各マネージャーは、回答の機密性を保証する一定の数に達していれば、自分のチームの結果にアクセスすることが

でき、自分のミッションに役立てるとともにチームと結果を共有することができる。

その結果は、チームのレベル、事業体のレベル、グループのレベルなど、組織のさまざまなレベルで適切な行動計画を定め、実施するために調査される。これ

らの行動計画は、関係する従業員に伝達され、行動をモニタリングすることが推奨される。講堂の有効性は、数値化された指標によってモニタリングすることも

できるし、次回のMy Voice調査における関連テーマのスコアの変化によって測定することもできる。

2024年My Voiceプログラムの一環として、対象となる従業員の83％が意見を表明した。つまり、53,000人以上の従業員が63,000件以上のコメントを自発的に残

した。

 

従業員代表団体との対話

各地域の規制、状況、ニーズに照らして、グループ各社は、従業員代表組織が存在する場合には、従業員代表組織と合意して、エンゲージメントと業績を促進

するための業務の体制を決定する。

 

ヨーロッパ

エア・リキードの欧州従業員評議会には、12カ国から29名の従業員代表が参加している。2021年に任期４年で更新された。2024年には、執行委員会のメンバー

が議長を務める欧州従業員評議会の本会議が４回開催された。さらに、本会議で選出された５人のメンバーで構成される評議会理事会が５回開催され、欧州従業

員評議会の設立協定に基づき、欧州の従業員が関心を寄せるいくつかの国際プロジェクトやトピックについて報告を受け、討議した。

2024年には、具体的なプロジェクトが発表された国の欧州従業員評議会代表にも理事会が拡大された。これらの会議の目的は、プロジェクトを説明し、情報交

換と協議のプロセスの一環として従業員代表が意見を表明できるようにすることであった。
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これらのプロジェクトに関する協議プロセスを経て、欧州従業員評議会は、欧州の拠点群に特有の変革プロジェクトに関する意見を発表した。欧州従業員評議

会は、これらのプロジェクトの理解を深めるため、専門家の助力を求めた。

2024年には、内部関係者の支援と直接参加を得て、以下のようないくつかのテーマが取り上げられた。

■　パフォーマンス・カルチャーに特化したセッションによるグループの変革プログラム

■　研究開発の成果とビジョン

■　人事改革プロジェクト、特に研修と資格認定ツールとプロセス

■　倫理プログラム

■　My Voiceエンゲージメント調査の結果

■　IT及びデジタル開発戦略

■　CSRDについての注意義務とトレーニング

■　デジタル・セキュリティ

欧州従業員評議会議長は、毎年、当グループの関連するさまざまなテーマについて報告書を発表している。当グループの年次業績、特に欧州における業績及び

非財務業績（安全性、信頼性、従業員離職率、研修、多様性など）に関する業績は、欧州従業員評議会に提示され、討議されている。

 

フランス

フランス・グループ委員会は、フランスにある企業の従業員代表25人を集めている。２年任期で2024年に更新された。

2024年には２回の全体会議が開催された（６月と12月）。これらの会議では、当グループの現在の戦略的、財務的、環境的、社会的課題に関するトピックが発

表され、討議された。

例えば、６月のフランス・グループ委員会では、特に以下のテーマについて討議された。

■　執行委員会メンバーの立会いの下で、グループの変革プログラム

■　エンプロイアビリティと社会政策

■　財務諸表のプレゼンテーション

■　注意義務計画

■　サステナブルな開発アクションプログラム

この対話はその後、当グループのフランス各社の社会・経済委員会でも地域レベルで続けられた。これらの月例委員会では、各事業に特有の話題となる問題に

ついて討議している。

最後に、社会政策に関連する問題について、当グループ傘下企業の代表労働組合と交渉を行っている。

 

団体交渉と社会的対話の範囲

2024年、エア・リキードが18カ国で事業を展開する欧州経済領域
(1)
では、従業員の88％以上が労働協約の対象となっている。
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(1）オーストリア、ベルギー、ブルガリア、デンマーク、フィンランド、フランス、ドイツ、アイルランド、イタリア、ルクセンブルク、オランダ、ノルウェー、ポーランド、ポルトガ

ル、ルーマニア、スペイン、スウェーデン、英国

 

従業員カバー率（EEA域内）
団体交渉協定に基づく適用範囲

(a)
社会的対話における労働者代表

(b)

0-19%   

20-39%   

40-59%   

60-79%   

80-100%
フランス

*
フランス

*

* 欧州経済領域（EEA）内で唯一、当グループが事業を展開し、従業員数が全従業員数の10%以上を占める国はフランスである。

(a) 割合の算定対象となる労働協約は、国際労働機関（ILO）条約第154号の定義に従い、企業レベル、事業所レベル、産業レベル、及びこの慣行が施行されている国の国レベルで締結され

たものである。「一方では使用者、使用者グループ、又は1つ以上の使用者の組織と、他方では1つ以上の労働者組織との間で行われる、以下のためのあらゆる交渉：

- 労働条件及び雇用条件を決定すること、又は

- 使用者と労働者の関係を規制すること、又は

- 使用者又はその組織と労働者団体又は労働者組織との関係を規制すること」

労働協約の対象となる従業員とは、企業が協約の適用を義務付けられている従業員である。特定の労働者グループを対象とする場合もある。

(b) 従業員代表が代表する従業員とは、従業員代表が代表する事業所で働く従業員を指す。「事業所」とは、エア・リキードが人的・物的資源を用いて継続的な経済活動を行う事業所と定

義される。

 

内部通報制度と悪影響是正プロセス

内部通報ポリシーは、従業員が懸念や苦情を提起できる主なプロセスのひとつである。内部通報ポリシー、倫理内部通報制度、及びその後の改善アプローチに

ついては、下記（４）イ（ア）に記載されている。2023年、エア・リキードは、My Voiceの全項目調査に、グループの内部通報制度に関する質問を含め、制度に

対する従業員の信頼レベルを測定できるようにした。この制度は、日常的な人事問題（例：報酬、キャリア開発）のプラットフォームとして機能することは意図

しておらず、そのような問題は人事部門に直接報告しなければならない。

 

業務上のインシデント及び苦情の件数

以下の表に記載されているインシデント又は苦情件数は、処理状況及び調査後の結論にかかわらず、2024年に報告された当グループの従業員に関する倫理内部

通報制度における通報件数である。

 2024

ハラスメントを含む、差別事件 310

差別以外の業務上の苦情
(a) 137
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深刻な人権侵害
(b) 0

(a) 差別に関するもの及び内部通報制度で報告された安全衛生に関するものを除く、人事に関する通報

(b) 強制労働又は児童労働の事例

 

2024年12月31日現在、エア・リキードはOECDの「責任ある企業行動に関する各国窓口」への苦情には関与していない。

安全衛生と個人データの保護という２つの重要なテーマに関して、エア・リキードはインシデントや従業員の懸念を特定し報告するための特別な通報メカニズ

ムを設けている。

健康、安全、セキュリティに関する緊急事態、又は最も重大な事故は、倫理内部通報制度では処理できない。安全・産業システム部門には、安全・セキュリ

ティ事故の内部報告プロセスがあり、重大性に応じて、子会社、拠点群、当グループの管理職層及び関連する安全・セキュリティ管理者に迅速に報告することが

できる。危機管理及び事故監視のプロセスは、必要に応じて実施され、被害者への最善のケアを保証し、現場を確保し、対応能力を有し、事故に適応した調査

チームを設置する。

個人データに関して、エア・リキードは権利行使の要求及び個人データ侵害の可能性を報告する特定のツールを導入している。エア・リキードのウェブサイト

(https://contactprivacy.airliquide.com/)に、個人データ保護を担当するサービスへ連絡するためのフォームが用意されている。エア・リキードの従業員は、

情報保護コーディネーターに連絡することもできる。さらに、エア・リキードは外部事業者とインターネット経由で不正にアクセスされた個人データの発見と報

告を行う契約を結んでいる。これらの要請及びアラートは、専用のリストに記録される。個人データ漏洩の疑いは組織的に分析され、必要に応じて管理プロセス

の変更が行われる。

 

（ウ）グループ従業員の安全衛生

従業員の安全衛生に関するトピック：影響、リスク、機会

安全及びセキュリティとは、個人の生命、健康、身体的完全性を維持するために実施される措置及び慣行を指す。安全性は、産業プロセス、道路、職業、製品

のリスクを管理することによって達成される。セキュリティは、特に悪意ある行為から事業所と業務を保護し、出張を管理することによって達成される。

当グループの活動の性質上、エア・リキードの従業員の健康と安全は大きな問題である。当グループが実施する様々な製品、工業プロセス、流通手段の取扱い

は、当グループの従業員だけでなく、事業所で働く他の従業員にも内発的な悪影響を及ぼす可能性がある。当グループが製造、加工、充填する産業ガスや医療用

ガスなどの製品は、危険物に該当する。その使用は、ベストプラクティスと推奨事項が遵守されていれば安全である。当グループの工業プロセスに関する事故

は、電気、圧力、蒸気、温水、高温又は極低温などのエネルギー源、流体、有害排出物への暴露、可燃性の製品や材料、電気設備による火災、吸入、摂取、皮膚

接触による粉塵や有害化学物質への人体暴露により、直ちに影響を及ぼす形で不意に発生する可能性がある。さらに、事業所では、特殊な取り扱いリスク（衝

突、充填する荷物の落下など）をもたらす多数の電動リフト装置を使用しており、その操作には訓練と資格が必要である。

さらに、製品を顧客に輸送する主要手段である道路輸送は、運転手（従業員及び協力会社）や第三者を交通事故のリスクにさらす。毎年、エア・リキードの事

業活動の一環で、配送車両、営業スタッフ、技術者は何億キロも移動している。交通規制の不遵守、車両の定期的なメンテナンスの欠如、疲労は、運転手や第三

者を事故リスクの増大にさらすことになる。

セキュリティは、当グループの従業員や事業所にいるその他の人々にとって、外在的な問題である。政治的なセキュリティ事件、テロ、犯罪は、これらの利害

関係者を、脅迫、暴言、身体的暴行、窃盗などの悪影響のリスクにさらす可能性がある。
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従業員の安全衛生方針

安全とセキュリティはエア・リキードの事業の卓越性と企業文化に不可欠な要素であり、「すべての事業所、すべての地域、すべての事業体において、事故ゼ

ロを目指す」という目標は依然として重要な優先事項である。したがって、エア・リキードグループは、責任ある業界のプレーヤーとして、効率的に、かつ、い

かなる状況においても、派遣労働者を含む従業員が職業上、産業上、健康上のリスクにさらされることを低減することを約束する。安全へのコミットメントは、

全体的で目に見えるものであり、揺るぎない警戒心を伴うものである。このコミットメントは、エア・リキードの原則及び行動規範の総説で繰り返し述べられて

いる。行動原則及び行動規範に関する情報は、下記（４）イ（ア）に記載されている。

過去30数年間の安全に関わる成績は、この分野における当グループの行動の長期的な有効性を示している。

産業リスクは、多くの事業所に分散している。これらを評価・管理するため、当グループは、エア・リキードの全事業及び全事業体をカバーする産業マネジメ

ントシステム（IMS）を有している。IMSは、このシステムの実施について、様々なグループ事業体の各部門が責任を持って、それぞれ以下の事項に関する重要な

組織及び管理手順を発行することに依存している。

■　規格や規則を遵守すること

■　コンピテンシー・マネジメント（研修、必要に応じた資格取得など）

■　プロセスリスク管理

■　労働安全衛生及び環境管理

■　交通安全管理

■　産業緊急事態管理

■　変更管理

■　メンテナンス管理

■　プロバイダーからの製品やサービスの管理

■　設置計画の管理

■　製品開発の管理

■　生産とサービス提供の管理

■　インシデントの報告と調査

■　産業監査の管理

■　グループ子会社で共有する技術基準の統合

IMSは、プロセス安全に不可欠な「計画（Plan）-実行（Do）-評価（Check）-改善（Act）」のアプローチを体系化したものである。リスクアセスメントを実施

する努力が実を結びつつあり、インシデントから学んだ教訓は、設備の安全バリア強化に生かされ、インシデントの再発を防止している。

IMSは、長年の経験に裏打ちされ、グループ従業員の安全性に常に配慮して設計されている。IMSの文書ライブラリーは、当グループの産業プロセスの安全で信

頼性の高い操業を確保するための知識と要件を文書化することを目的としている。これは、継続的に更新され、充実している。

安全・産業システム部門及び産業部門は、執行委員会の監督のもと、特に、以下の点に依拠して、IMSの実施を監督・管理する。

■　安全パフォーマンスを監視するために設計された様々なダッシュボード
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■　IMS 要件の実施状況及び業務の遵守状況を検証するためのプロセス監査

■　建設上の欠陥による事故を未然に防ぐため、新しい生産設備の立上げ前に行う徹底的な安全審査

■　業務が当グループの規則に準拠していることを確認するための技術監査

産業・安全委員会は、産業部門、グループ安全責任者、エンジニアリング＆建設及びグローバル市場＆テクノロジーのワールド・ビジネス・ユニットの代表者

で構成されている。その目的は、産業リスクと安全パフォーマンスを検証し、特に最大のリスク及び部門横断的な対策に関連する主な改善策の進捗状況を監視す

ることである。委員会はグループの執行委員会のメンバーが委員長を務め、年６～８回開催される。

執行委員会は、各事業の安全成績の推移とIMS要求事項の遵守を定期的に監視している。

 

個人の安全

個人の安全は当グループの優先事項のひとつである。これは、当グループの基本的な責任原則を体現するものである。セキュリティチームには、この原則を伝

える義務がある。

エア・リキードのセキュリティ機能は、予見、予防、保護という取組を通じた基本的な善意の論理を担っている。当グループのセキュリティ部門は、日々の業

務において、当グループの価値観を尊重し、注意義務を自覚するプレーヤーとして行動する。セキュリティに関する参考文書のコーパスは、必要な対策を実施す

る際の各事業体の指針となる。

 

従業員の健康と安全に関する行動

業務ハザード分析は、職場環境の構成と従業員のニーズに適合した予防措置を実施することで、すべての人にとって安全な職場を保証するものである。そのた

め、各業務は以下のステップに従ってリスク分析の対象となった。

■　実施する業務に関連するリスクの特定

■　その重大性と発生確率の評価

■　クリティカルポイントの特定

■　予防措置の特定と実施

これらの分析では、作業習慣、不良姿勢、アクセスルートなども考慮される。

各子会社は、グループの報告ツールですべての安全・セキュリティ事象を定期的に報告している。毎月、報告されたすべての事象が専門家チームによって検討

される。最も重大な事象は詳細に分析され、産業安全委員会に報告され、是正措置計画が実施され、得られた教訓は、同様の事態の影響を受ける可能性のある当

グループ各社と共有される。

 

個人の安全

エア・リキードは、個人に影響を及ぼす可能性のある産業リスクの知識と軽減に関連した特別なトレーニングを通して、チームの意識を高めるための継続的な

活動に依存している。工業用地で働く各従業員は、それぞれの業務に特化した訓練と資格取得コースを受け、最良の状態で業務を遂行できるよう、個人用保護具

を装備している。また、必要に応じて、様々な作業場にも集団用保護具が設置されている。
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安全は集団的なコミットメントであり、一人ひとりの責任でもある。危険やリスクを認識し、ルールを守り、他者に配慮することは、事故のリスクを減らし、

グループの安全文化を強化することに貢献する。エア・リキードの管理職の参加は、安全性の向上に貢献する重要な手段である。そのため、管理職が安全への取

組を支援し、コミットメントを示し、ベストプラクティスに報いることができるよう、定期的に安全リーダーシップ研修会を開催している。

当グループは「ライフ・セービング・ルール」を策定し、展開している。エア・リキードで働くすべての者は、従業員であれ、協力会社であれ、これらの規則

を認識し、遵守し、危険な行動や状態が発生するおそれがある場合には、常に介入しなければならない。各規則の解釈と意味は、グループ内及び協力会社と広く

共有されている。安全・産業システム部は、ライフ・セービング・ルールに関するさまざまなコミュニケーション、啓発、研修資料を事業体に提供している。そ

の重要性に鑑み、エア・リキードの事業所で働く者がこれらの規則のいずれかに違反した場合、警告、あるい出勤停止を含む罰則を受けることがある。これらの

ライフ・セービング・ルールは少なくとも10ヶ国語に翻訳され、当グループが操業するすべての国で施行されている。

1.　薬物及びアルコールの影響下で仕事をしない。

2.　指定された喫煙場所以外では喫煙しない。

3.　業務上必要な個人用保護具（PPE）を着用する。

4.　必要に応じて周囲ガス検知器を装着している。

5.　許可なく閉鎖空間には立ち入らない。

6.　有効な安全作業許可証を持って作業する。

7.　通電の可能性のあるシステムで作業する前に、隔離手順を適用する。

8.　安全上重要な要素(EIS)を、認可と代償措置なしに無効にしない。

9.　高所作業時に、落下防止用具を着用する。

10.　吊り荷の下を歩かない。

11.　車両に積荷を固定する。

12.　走行中の車では、必ずシートベルトを着用する。

 

プロセスの安全性

プロセスセーフティは、生産から製品実装に至るまで、産業設備に関連するリスクを扱う。これは、すべての活動に適用されるエア・リキードの産業マネジメ

ントシステム（IMS）に基づき、以下の点が要求される。

■　各事業に特有の産業リスクを特定すること。

■　シナリオとその潜在的な結果についての知識。

■　適切な予防的・保護的安全対策を実施すること。

■　新技術及び職業分野内で発生する事象に関連するリスクの監視と分析。

■　学習の促進、意識向上、安全文化の推進、及び予防の改善を目的としたフィードバック

プロセスの安全に関連するリスクは、様々な手法、特にHAZOP（HAZard and Operability analysis）手法を用いて分析される。異分野複合チームは、プロセス

リスク及びHSE（健康安全環境）リスクの分析を通じて特定された望ましくない事象を考慮し、危機的状況に至る可能性のあるシナリオの包括的な特定に貢献し

ている。これに基づき、各グループ子会社は、各産業拠点で特定されたリスクを防止するための対策を実施することが求められる。
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一般的なリスクに加え、各子会社は、マネージング・ディレクターの監督の下、生産・包装活動に関連する特定のリスクを定期的に特定する。その目的は、リ

スクを評価し、必要な予防措置を実施するために、グローバルに、また事業所ごとにハザードを特定することである。

エア・リキードは、このリスクを考慮した効率的なオペレーションを確保するため、産業プロセスに関する最も深刻なリスクを管理することを目的とした、特

定のアクションプランを導入している。

産業プロセスに関する最も深刻なリスクを管理下に置くことを目的とした具体的な行動計画の進捗状況は、当グループの執行委員会及び産業安全委員会により

定期的に監視されている。

産業プロセスリスクの管理プロセスは、当グループの産業監査部による定期的な監査の対象となる。IMSは、産業監査プロセス、そのガバナンス及びその実行

を定義している。この監査プロセスにより、各子会社の事業活動における自社産業豆地面とシステムの遵守状況、そのシステムの有効性、及びグループの産業管

理システムへの適合性を定期的に分析・評価することが可能になる。産業監査後、特定された改善の機会に基づいて行動計画が実施され、ベストプラクティスが

共有される。

個人に影響を及ぼす可能性のある産業リスクの定期的な評価は、すべての地域のすべての当グループの事業活動を対象としている。これらの評価の頻度は、例

えば、毎月の安全パフォーマンスレビューや技術監査の年次レビューなど、各テーマに適合させている。その他のテーマについては、その都度評価を行う必要が

ある。

 

産業緊急事態の管理

緊急事態が発生した場合、当該事業体のマネージング・ディレクターの主な責任は、その性質を分析し、事前に特定したリスクに基づいて事態の深刻さと潜在

的な影響を評価し、人々の安全を確保するために必要なすべての措置を講じることである。年中無休のオンコール・システムが緊急通報を受け、現地レベルで適

切な対応をするため責任者に連絡する。

各事業体に適合した事業継続計画には、サービスに予期せぬ障害が発生した場合に、業務機能、ITリソース、ネットワーク、施設を継続又は復旧させるために

事前に定義された一連の行動が記述されている。この計画の目的は、人と財産を保護し、事業体の活動に対する中断の影響を抑えることである。

様々なシナリオを想定した演習が定期的に実施され、結果と教訓が文書化され、事業継続計画に反映される。

 

交通安全

当グループの目標は、従業員や協力会社だけでなく第三者にとっても、交通事故の頻度と重大性を恒久的に低減することである。この目標を達成するために、

以下の手段を用いている。

■　すべての子会社及びサービス・プロバイダーが当グループの安全規則を実施すること。

■　より安全な車両に置き換えること。

■　デジタル警告・支援技術の必要な行動変容を導入することにより、ドライバーと第三者の安全性を向上させる。

■　最も深刻な出来事からのフィードバックを体系的に取り入れ、グループのすべての子会社及びパートナーとベストプラクティスを共有する。

■　専用の監査を通じて、子会社が実施する対策の実施と有効性を監視する。

エア・リキードは、IMSに含まれる内部要件のリポジトリに基づき、路上でのリスクを軽減するための構造化されたプログラムに依存している。業務は定期的

に評価・監査され、このフレームワークへの準拠を保証する。
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地域、状況、現行の法律、慣行に応じて、2024年の交通安全の優先課題は以下の施策の全部又は一部の実施に焦点を当てた。

■　ドライバーの疲労や注意散漫を検知するカメラや、死角を減らすためのバックカメラなどの車載技術を導入することで、ドライバーの行動を変えたり、車両

周囲の視界を確保したりする。

■　ローカルでも国際的な規模でも、社内だけでなく、交通安全に関するサービス・プロバイダーやこのテーマを専門とする他の組織との対話を増やす。エア・

リキードは定期的に輸送の安全に関する議論を行い、パートナーとの知識を深めるイベントを開催している。

■　プロのドライバーや臨時のドライバーを対象に、安全運転に関する定期的な啓発を行う。

■　マスター・ドライバー（運転及び荷役作業）の役割を開発し、新人ドライバーを指導させ、組織内で模範とすること。技術的な基準に基づいて認定されたこ

れらのマスタードライバーは、ドライバーの安全意識の形成に積極的に貢献し、研修や資格認定プロセスの改善に参加する。

 

製品の安全性

製品開発の管理に関するIMSの手順には、製品が設計された時点から、安全に使用される必要性を含め、関連するリスクの分析が含まれる。

エア・リキードの各子会社に導入されている産業管理システム（IMS）に統合された規制監視プロセスにより、各子会社に適用されるあらゆる規制変更への製

品コンプライアンスが保証される。

適用される規制に従い、各ガス貯蔵装置には、製品名と関連するリスクを表示するラベルが貼られている。

特にガスシリンダーの場合、入っているガスの主なリスクによってショルダーの色が異なる。安全データシートには、それぞれのガスのリスクが記載されてい

る。シリンダーには、手で操作しなければならないバルブを保護するキャップが取り付けられており、誤った接続を避けるため、接続コネクタはガスによって異

なる。保管は規制されており、専用の場所に保管しなければならない。

 

個人のセキュリティ

当グループは、事業展開する地政学的環境に注意を払っている。これは投資決定における重要な基準である。当グループが事業を展開する環境を十分に理解す

ることにより、当グループの要求と保護義務に従ったセキュリティ態勢を採用することが可能になる。したがって、エア・リキードにとって、リスクと脅威を適

切に特定し、それらを分析・理解し、通常の職場にいる従業員であるか、リスクの高い国への出張者であるかを問わず、従業員を保護するセキュリティ・システ

ムを導入することが不可欠である。個人のセキュリティに関するリスクの一般的なマッピングは、３つのタイプに基づいている。

■　政治的・安全保障的リスク

■　テロに関連するリスク

■　犯罪に関連するリスク

グループ・セキュリティ部門は、従業員が勤務及び出張する国のセキュリティ・リスクの分類を定めている。この分類は、特に５か国（フランス、英国、カナ

ダ、米国、オーストラリア）の公式格付けと、当グループのグローバル・セキュリティ・サービス・プロバイダーによる評価に基づいている。４段階評価のリス

クレベルにおいて、当グループは、特定された脅威のレベルに対応する適切なレベルのセキュリティ対策を決定し、実施することができる。重大又は反復的な事

象の発生により、その国のリスクレベルが見直される。カントリー・マネジャーは、その国について決定されたセキュリティ・リスクのレベルを承認しなければ

ならない。
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2024年、エア・リキードが進出している国のうち、２か国が非常に高いリスク（ナイジェリアとウクライナ）、７か国が高いリスクに分類される。その他は中

リスクと低リスクに分かれている。

リスクアセスメントに基づき、グループ・セキュリティ部門は、危機や事故時に従業員が潜在的な悪影響にさらされるのを抑えるための適切な対策を定義し、

その実施を調整する。グループ・セキュリティ部門は、従業員及び外部ステークホルダーを保護するため、すべての子会社において、特定されたリスクのレベル

に応じて展開可能なさまざまな措置を用意している。

■　すべての事業所において、能動的及び受動的なセキュリティ・システムを導入している。当グループの事業所保護方針の基本には、安全なフェンス、管理さ

れたアクセス手順、適合したセキュリティと監視システム、そして最後に、侵入があった場合に介入し対応する手段が含まれる。

■　従業員と事業所の適切な保護レベルを確保するために、セキュリティ担当者によって体系的に実施されるセキュリティ・レビュー

■　危機的環境に対処し、従業員と組織の両方への影響を抑えるための危機管理と事業継続プロセス

■　セキュリティ規則を適応させるための、グループ・セキュリティ部門が、現地法人と協力して実施した最も重大なインシデントの分析。事業所の最も重要な

ポイントを録画するために監視カメラシステムが設置され、侵入の可能性のある原因を把握するために、事件後に録画が閲覧される。

■　出張者を保護することを目的とした一連の措置

－　最もリスクの高い国へ出張する従業員に対し、潜在的な脅威と対応措置について周知徹底するため、セキュリティ意識向上研修を実施する。

－　非常にリスクの高い国又はリスクの高い国へのすべての出張予約は、従業員の上司及び当該地域のセキュリティ担当者による確認プロセス。上司及びセ

キュリティ担当者は、同所への出張を禁止することもある。

－　出張者に警告を送信し、出張者が留守中に最も重要なインシデントを認識できるようにする。

－　出張者に差し迫った脅威を知らせ、可能な限り迅速に救助するための専用アプリケーションの利用。

■　従業員が新しい環境に慣れるよう、人事部と協力してeラーニング研修を実施する。社会文化の差異は、理解し体得しなければならない統合の重要な要素で

あり、このことがより良い多文化統合を可能にする。

カントリーリスク分類と並行して、エア・リキードは脅威のモニタリングを行っている。情報を収集、分類、分析する能力により、当グループが事業を展開す

る各国における構造的又は経済的な環境の変化、脅威の特定、及び潜在的な事故や危機の予見を通じて、従業員が働く具体的な環境を理解することが可能にな

る。必要に応じて、エア・リキードは従業員のリスクを低減するためにセキュリティ及び出張規則を更新し、リスクが最も大きい従業員を保護するために保守的

なセキュリティ態勢を採用している。

やむを得ない事情により、従業員が違法行為や犯罪行為の目撃者や被害者となることがある。従業員をよりよく保護し、発生リスクを低減するためには、これ

らを検知、分析、理解することが重要である。当グループにはインシデント報告システムがあり、重大性のレベルに応じて、これらのインシデントのレビューと

分析プロセスが開始される。当グループは、インシデントの種類、頻度、業務への影響レベルをよりよく理解するために、インシデントの体系的なレビューを実

施している。このシステムにより、悪意ある行為の起源を理解し、従業員や第三者を保護するための既存のセキュリティ・ルール上の現地での行動が可能にな

る。

すべての子会社において、当グループは、適切なセキュリティ態勢を採用し、従業員を保護するセキュリティ対策を実施するために、定期的に訓練を受けたセ

キュリティ担当者を擁している。セキュリティー・レビュー・システムにより、各国の脅威のレベルや感応度レベルに応じて、子会社のセキュリティの保護レベ

ルを評価することができる。この分類により、従業員や協力会社の適切な保護レベルを保証するために、子会社にセキュリティ・システムが適切に導入されてい

るかどうかを評価することができる。
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これらのシステムは、地域セキュリティ担当者とグループ・セキュリティ・ディレクターによって監視されている。これらのシステムにより、特定の出来事や

危機に応じてセキュリティ態勢を適応させることができる。

非常にリスクの高い国では、これらのセキュリティ対策が強化される。より一般的に、また責任あるアプローチの一環として、当グループは、最も恵まれない

周辺地域社会と交流し、彼らのためになる活動を実施している。ブラジルや南アフリカのような一部の貧困地区では、こうした地域社会との融和を図り、悪意あ

る行為のリスクを軽減するために、地元での雇用を提供している。

 

従業員の健康と安全に関する目標

当グループの取り組みは、国連のサステナブルな開発目標（SDGs）の３「良好な健康と福祉」及び８「適切な労働と経済成長」に貢献することを目的としてい

る。

当グループは、安全衛生指標の定量的目標を正式に定めていない。しかし、エア・リキードの全子会社は「事故ゼロ」を達成し、安全業績を継続的に向上させ

るという共有している。以下に示すように、当グループは特定の指標やプログラムを通じて、実施する行動や方針の有効性も測定している。

 

従業員の健康と安全に関する指標

グループ従業員及び派遣労働者の業務上の負傷及び業務上の疾病による死亡者数 1

協力会社における業務上の負傷及び業務上の疾病による死亡者数 2

グループ従業員及び派遣労働者の労働災害記録件数 319

グループ従業員及び派遣労働者の労働災害記録率 2.42

グループ従業員における記録すべき業務上の疾病の件数 2

グループ従業員及び派遣労働者に関連する労働災害による損失日数及び死亡者数、業務上

の疾病による損失日数及び疾病による死亡者数

4,001

 

2024年は、運転手（ドミニカ共和国のエア・リキード従業員）の交通事故による死亡と、２社の協力会社（１社はポーランドの高所作業中の転落事故、もう１

社はブラジルのガスシリンダー破裂事故）による死亡事故があった。当グループはこのような事故を回避するため、特に原因の分析とグループ全体の行動計画の

展開に全力を尽くしており、今後もその努力を続けていく。

休業災害発生率は、安全成績評価指標のひとつである。この発生率はエア・リキードの従業員及び協力会社において、長年にわたり着実に改善されている。

 

派遣労働者を含むエア・リキード従業員の休業災害発生率は、2023年末の1.0に対し、2024年末には0.7と大幅に改善した（－32％）。

同様に、協力会社の休業災害発生率は2024年も改善を続け、2023年末の1.3から2024年末には1.1に低下した。

この実績を長期的に維持し、休業災害の件数を継続的に削減するためには、当グループは常に警戒を怠らず、意識を高め、チーム内の安全文化をさらに向上さ

せるためにあらゆる予防策を講じ続けなければならない。

 

（エ）ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止
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ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止に関する課題：影響、リスク、機会

当グループの従業員は、職場における差別や暴力、ハラスメントの影響を受ける可能性がある。女性、若者、障害者、LGBTQ+、民族的、宗教的、文化的マイノ

リティなど、いわゆる社会的弱者のグループ属する従業員は、そのような影響を受けやすい。

暴力やハラスメントの事件に加え、採用や人材管理のプロセスにおける認知的バイアスは、機会の不平等や、雇用、昇進、給与見直しへのアクセス拒否といっ

た間接差別に関連する悪影響をもたらす可能性がある。

 

ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止方針

エア・リキードは、その行動原則に基づき、人権を尊重し、特にいかなる差別もなく、包摂的な文化と多様性を促進することに基づいて、全従業員の労働条件

を保証することを約束する。

この精神に基づき、当グループは行動規範の中で、特に民族的出身、性別、国籍、宗教・信条、年齢、障害、性的指向の如何を問わず、多様性とキャリア開発

の機会均等を推進することを約束し、いかなる形態のハラスメントや差別も容認しない。したがって、エア・リキードは、

■　全従業員に対し、その才能を伸ばし、最大限に発揮するための同じ機会を提供する。

■　障害者のインクルージョンの促進に尽力している。

■　あらゆる形態のハラスメントのない職場を支援し、促進する。

行動原則及び行動規範に関する情報は、下記（４）イ（ア）に記載されている。

 

すべての人に平等な機会を

人事政策の一環として、エア・リキードは、従業員の採用から、報酬や福利厚生、自己啓発を含むキャリア管理まで従業員のキャリアパスを重視している。

このキャリアパスは、他のいかなる考慮事項にも関係なく、各人のパフォーマンスと潜在能力を中心に構築される。

ジェンダー・ダイバーシティには特に注意が払われ、社内外の採用プロセスに導入されている。

ダイバーシティ（ダイナミズム、革新性、魅力、人材確保の源泉）は、当グループの人事戦略及び方針の優先事項である。これは、事業と従業員の両面で組織

の基本的な要素であり、当グループの長期的な業績を牽引するものである。

 

障害者のインクルージョン

エア・リキードは、企業の豊かさと強さが従業員一人ひとりの個性から生まれると確信しており、すべてのステークホルダーとともに、障害者のインクルー

ジョンの課題に長年取り組んできた。

 

ハラスメントの防止

人事ポリシーの一環として、エア・リキードは、全従業員が職場においてより良いメンタルヘルスを確保できるよう、脅迫、セクシャル・ハラスメント、暴

力、あるいは職場環境における脅威の風潮を助長する行為など、あらゆる形態のハラスメントの防止に特に注意を払っている。

グループ人事担当副社長は、ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止に関するグループの人事方針とその展開に責任を負う。
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ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止に関する行動

これらの原則の実施を促進し、あらゆる形態の差別やハラスメントを防止するため、エア・リキードは３つの柱に基づくインクルージョン＆ダイバーシティの

ロードマップを策定した。

■　すべての事業体に対する目標の設定とモニタリング

■　議論における偏見を緩和し、人事プロセスを改善すること

■　インクルージョンの文化を促進すること

年に一度、執行委員会の会議で見直され、グループの事業文化を反映させるために子会社で調整される。

 

すべての事業体の目標を追跡する

エア・リキードの活動は、男女間に格差のある技術職や専門職を基盤としているため、当グループは男女の多様性に関する目標を定めることを決定した。

この点に関して、現地法人は拠点群（国のグループ）レベルで目標を定めるために現状評価を実施し、これにより全体的な目標に貢献することとした。

この目標の変化を監視し、その進捗状況を定期的に測定するため、2024年に、WorkdayHR情報システムから取得したデータに基づいて、月次ダッシュボード

（HR Monthly Headcount & Diversity）が設置された。これにより、組織の各階層は、自身の担当範囲における成果を月次で確認できるようになった。このダッ

シュボードには、グループレベルのサマリー・ノートが添付されている。

 

議論におけるバイアスの軽減と人事プロセスの改善

偏見を減らし、ハラスメントや差別を防止する

人事部門はプロセスと慣行を分析し、潜在的な偏見を特定する。このような偏見を制限し、特に管理職の多様性を高めるため、グループが事業を展開する国の

社会を反映するよう、是正措置「ナッジ」を実施している。このように、エア・リキードは、高い潜在能力を持つ人材の定期的なレビューにおいて、プロフィー

ルの多様性を考慮し、グループの重要なポジションにおける多様性を継続的に高めることを目指している。

さらに、エア・リキードは、行動規範（下記（４）イ（ア）参照）の一環として、グループの倫理的アプローチを再認識させるため、毎年全従業員向けに新し

い研修モジュールを設定している。差別とハラスメントの防止は、このモジュールのテーマのひとつであり、ケーススタディで説明されている。オンラインで受

講可能なこのモジュールは必須であり、毎年、全従業員（パートタイムのスタッフを含む）が受講しなければならない。モジュールの最後にはテストがあり、受

講者の習熟度を評価し、研修への参加を確認する。さらに、従業員一人ひとりが行動規範を遵守することも義務付けられている。このため、各従業員は毎年、行

動規範に示された行動規則を遵守することを、オンライン署名プロセスを通じて誓約する。

地域ごとに数多くのイニシアチブが実施されている。例えば、ハラスメント、差別、性差別的行為を防止するために、デジタル＆IT部門の各事業体に少なくと

も１名の窓口を設置している。これらの担当者は、こうした行為の目撃者又は被害者であると考える人のための窓口であり、支援者でもある。彼らはコミュニ

ケーションをとり、意識向上活動を組織している。この文脈において、2024年には「ハラスメント」、「差別」、「性差別的行為」という言葉の意味について説

明するバーチャル・カフェを開催した。

 

人事専用イントラネット・サイトの導入によるプロセスの改善
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2021年に開始されたプロセス特化した人事イントラネット・サイトは、グループの人事基準を統合し、人材の標準的な管理を可能にすることで、差別のリスク

を抑制している。この点に関して、2024年に離職面談の新基準が導入された。これは、人事部と退職を選択した従業員との間で、その理由を理解するための話し

合いである。離職理由を集約することで、当グループは離職の要因を特定し、従業員のコミットメントと忠誠心を向上させ、差別やハラスメントとみなされる可

能性のある原因を是正するための適切な行動計画を実施することができる。

 

インクルージョンの文化を促進する

人事部のサポートにより、エア・リキードではインクルージョンを推進するためのグローバル及びローカルなイニシアチブを数多く実施している。このよう

に、各事業部門は、それぞれの地域や規制の状況を考慮しながら、独自のインクルージョン＆ダイバーシティのロードマップと関連する行動計画を実施してい

る。

 

業務における女性のための職場の最低限要件

リソース・マネジメントに特化した人事イントラネット・サイトの一環として、2024年に発表された新しい基準は、工業的な事業所における女性の身体的・心

理的安全を保証し、福利を向上させるための枠組みを提供する。特にセクシャル・ハラスメントを防止するため、職場におけるオープン・マインドと尊重の文化

を促進している。

 

出産休暇の基準

2024年10月に発効した産休に関する基準は、産休前、産休中、又は母親が復職する際に、すべての事業所に適用される一連の原則と要件を網羅している。この

新しい基準のおかげで、エア・リキードは包摂的な環境を提供し、職場で女性を支援することに全力を尽くしている。

 

女性のためのリーダーシップ・プログラム

2024年、女性の能力開発ニーズに対応し、キャリアアップに不可欠なスキルとコツを身につけるため、グループ内で女性のための試験的リーダーシップ・プロ

グラムが実施された。この６か月間のプロセスの最後に、彼女たちは行動計画を作成する。この第１回セッションには123人の女性が参加し、11月に終了した。

このプログラムは2025年に更新される予定である。

 

障害者のインクルージョンの促進

2022年末にエグゼクティブ・マネジメントが強調し、（欧州で）発表した２つの分野、すなわち、障害者の採用とキャリア・プランニングに対応するため、各

国において、現地の規制を遵守し、事業の特殊性を考慮した行動が実施されている。

2023年から2025年までのフランスにおける障害者の採用、雇用維持、キャリア開発のための第６次企業協定（約6,000人の従業員が対象）の締結はその一例で

ある。社会的パートナーと共同で設定した目標は、障害者の直接雇用率を2022年（2023年4月時点）の4.46％から2025年末までに６％に引き上げることである。

2023年（2024年4月の算定）では4.69％であった。

 

ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止に関する目標
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男女平等

当グループは、ADVANCEプログラムの一環として、男女の多様性に関する目標をいくつか設定している。

2025年目標 2024年実績

35％　当グループ管理職及び専門職の女性 33.1％　当グループ管理職及び専門職の女性

25％　最高責任者（上級幹部）の女性 23.7％　最高責任者（上級幹部）の女性

 

基準年である2020年には、グループにおける「管理職及び専門職」の女性比率は30％
(1)
（2023年は32％

(1)
）であった。

基準年である2020年には、最高責任者に占める女性の割合は21％（2023年には24.7％）であった。

 

(1) 0.5％単位で四捨五入している

 

ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメント防止に関する指標

全従業員の男女別内訳

 女性 男性 非開示 その他 従業員総数

グループ従業員の総数 19,475 47,135 24 23 66,657

フランス含む 4,831 7,101 1 7 11,940

米国含む 3,791 16,222 19 11 20,043

当グループが事業を展開し、従業員数が全従業員数の10％以上を占める国は、フランスと米国である。

 

経営幹部
(2)
の男女別人数及び割合

 人数 割合

女性 88 23.7％

男性 283 76.3％

非開示／その他 ― ―％

 

当グループの目標はジェンダー・バランスを強化することであり、特に管理職に占める女性の割合を高めるという当グループのコミットメントに重点を置いて

いる。この目標は、Rixain法の規定に従って2026年までに女性比率を30％に維持することを目標とする、男女のバランスの取れた代表（特に執行委員会におけ

る）を確保するための人材プールを構成する「ハイ・ポテンシャル」人材を特定することを内容とした行動計画によって追求される。

2024年の執行委員会に占める女性の割合は30.7％（13人中４人）であった。年末に執行委員会の顔ぶれが変わり、12月31日付で１名が退任、12月2日付で新任

が発表され、一時14名となった。
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(2) エア・リキードは、上級役員の概念を、執行委員会のメンバーを含む、グループ内で最高レベルの責任を負う従業員と定義している。

 

全従業員の年齢層別内訳

年齢層 人数 割合

30歳未満 8,100 12,2％

30歳以上50歳以下 38,427 57.6％

50歳超 20,130 30.2％

 

（オ）従業員の報酬と福利厚生

従業員の報酬と福利厚生に関するトピック：影響、リスク、機会

エア・リキードの全従業員は、現地の規制に従って報酬と健康保険に加入しているが、特にこれらの規制が、食料、水、宿泊施設、交通、健康保険、教育な

ど、従業員とその基本的なニーズをカバーするには不十分である場合、当グループが事業を展開する国の間で格差が存在する可能性がある。一方では報酬の面

で、他方では健康保険の面で、こうした不公平な状況は、当グループの従業員に悪影響を及ぼす可能性がある。

エア・リキードは、全従業員に対し、以下に述べるような共通の健康保険へのアクセスを提供することで、ポジティブな影響を与えている。

当グループが事業を展開する特定の国では、男女間の賃金格差が見られることがあり、当グループの従業員間の報酬の不平等によってマイナスの影響をもたら

すことがある。

 

従業員の報酬及び福利厚生の方針

エア・リキードは、特に男女間の公平性を確保する観点から、適切で競争力のある報酬と福利厚生を提供するよう努めている。

エア・リキードは、従業員や候補者の報酬に対する具体的な期待（より高い透明性と公平性、本人や家族のための社会的保護制度）に応えるため、現地の市場

慣行、社内の公平性、適用される規制の遵守に基づいた報酬体系を基本としている。報酬は通常、基本給と、特にグループ共通の健康保険
(1)
からなる社会手当

で補充される。

一般的に、従業員の基本給は、現地の市場における類似職種の給与を比較して決定される。この比較は、定期的に実施される独立した調査に基づいている。

エア・リキードの年間報酬（基本給及び該当する場合は変動部分）の昇給は、当該地域で観察されるインフレのレベル、従業員の個人業績、市場における地位

に基づいている。

毎年、人事部は賃上げを実施する。このプロセスは、グローバル情報システムにより透明性が確保されており、全従業員に通知され、該当する場合は労働者代

表と協議された規則に基づき、ライン・マネージャーが直属チームに対して賃上げを提案する。このキャンペーンに加え、特に昇進に伴う職務変更があった場合

に賃金調整が行われることもある。

当グループの管理職にある従業員の大半は、個人、チーム、グループレベルで設定された特定の目標の達成に報いることを目的とした変動部分の報酬を受ける

資格もある。集団及び個人の業績に対するこの報酬は、協力、エア・リキードグループへの帰属意識、結果に対する集団的な責任を促進することを目的としてい

る。

さらに、利益分配と参加はフランス国内の全従業員に適用され、エア・リキードグループの価値を従業員と共有するための報酬要素となっている。
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エア・リキードグループは、現地の規制と慣行に従い、従業員に年金貯蓄制度を提供していることも重要である。これらの制度は、各事業体により運営され、

エア・リキードからの財政的拠出の恩恵を受けることもある。

ほとんどの役員、及び主要部門で長期にわたる業績が認められた従業員は、業績連動株式などの長期インセンティブを受ける資格もあり、その配分はグループ

レベルで管理される。

最後に、規制上許される国では、従業員は従業員株式購入制度（ESPP）の一環として、エア・リキード株式を優先価格で定期的に購入することができる。

グループの報酬及び国際的モビリティを担当する副社長が、エア・リキードの報酬ポリシーの責任者である。これを、グループ人事担当副社長が監督する。

 

(1) この健康保険は以下の点を保障する。

- 1年分の給与に相当する補償を伴う生命保険契約

- 入院及び外来治療を含む医療保険

- 最低14週間の有給出産休暇

 

 

従業員の報酬及び福利厚生に関する措置

エア・リキードはADVANCEプランの一環として、また選ばれる雇用者として認知されることを目指し、業績評価をプロセスの中心に据え、透明性のある方法

で、公平かつ競争力のある総報酬を従業員に提供するよう努めている。

特に、エア・リキードは男女間の賃金格差を是正できるようモニタリングをしている。そのため、2024年には以下が行われた。

■　給与格差を考慮した年俸の見直し

■　人事チーム向けの意識向上セッション

公正な報酬とは、従業員のやる気と忠誠心を促進する、従業員の技能、経験、関与に応じた適切な報酬を保障するものである。このような報酬の実施におい

て、エア・リキードは倫理の市場のベストプラクティスを遵守し、従業員の貢献の本質的価値を認識し、社会的責任のある組織として行動する。

これを念頭に、エア・リキードの業績給は、３つの柱にまたがるバランスのとれたグローバルなアプローチに基づいている。

■　すべての給与の市場ポジショニングの年次評価を通じて、魅力と競争力を調整する。

■　手続き上の平等を促進するメカニズムを実施する。

■　共通のガイドラインと方針の展開により、透明性と平等性を促進する。

報酬に関する措置に加え、全従業員（研修中の従業員を除く）を対象とした健康保険の導入は、従業員とその家族の生活の質に具体的な影響を及ぼしている。

死亡時には少なくとも１年分の給与が補償され、入院及び外来医療を受けることができるほか、基本給の100％が支給される出産休暇が少なくとも14週間提供さ

れる。

 

従業員の報酬及び福利厚生に関する目標

2021年に発表したサステナビリティ目標及び戦略プランADVANCEの一環として、エア・リキードは2025年までに全従業員に共通の健康保険を提供することを約

束した。
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2025年目標 2024年実績

100％

死亡補償、入院・通院、最低14週間の有給産前産後

休暇を含む、共通の基本的な健康保険が適用される

従業員

100％

死亡補償、入院・通院医療、最低14週間の有給産前

産後休暇を含む、共通の基本的な健康保険が適用さ

れる従業員

 

人事部門の中に特別チームを結成し、計画の展開を監督し、進捗を測定することとした。基準年である2022年には、グループ従業員（研修生を除く）の34%が

保険に加入していた（2023年末には78%）。

2024年を通じて、各チームは、2024年末までにグループ企業の100％が従業員にこれら３つの共通の基本的な保障を提供できるよう取り組んだ。

 

従業員の報酬及び福利厚生に関する指標

適切な賃金

エア・リキードは、すべての従業員が、その適用法定最低賃金と同等以上の報酬を受け取るよう努力している。

エア・リキードは、欧州経済地域（EEA）諸国における全従業員（研修生を除く）の基本給
(1)
を、以下の参考資料と比較した。

■　最低賃金が存在する国では、その法定最低賃金

■　法定最低賃金がない国では、その国の平均給与総額の50％

その結果、当該従業員の100％は、少なくともこれらの参照賃金と同等の報酬を受け取っていることが判明した。

継続的な改善プロセスにおいて、当グループは、2024年に運用初年度を迎えた人事情報システムで利用可能な報酬データを統合した。

加えて、適正賃金は確立されたベンチマークに依拠しているわけではない。エア・リキードは、この指標の比較可能性を確保し、60カ国に広がる全従業員の状

況の多様性を考慮するため、同業他社と一貫性があり、均質な計算の方法を定義したいと考えている
(2)
。

また、マーケットに関する知識を常に向上させ、従業員の報酬を現地の最低賃金及び適正賃金に関するベンチマークと比較できるようにするため、エア・リ

キードは2024年末、公認の非政府組織である公正賃金ネットワーク（FWN）とパートナーシップを締結した。このパートナーシップにより、当グループは2025年

以降、分析を改善することができるものと見込んでいる。

 

(1) 該当する場合は固定手当を含む。

(2) 2022年9月1日以降、支配及び連結がなくなったロシアを除く。

 

男女間賃金格差

2024年の男女間賃金格差は6.7％であった。この指標は、年功序列、経験、業績、市場などの特定の特性で調整されていないデータに基づいている。

これは、欧州のサステナビリティ報告基準で定義されているように、以下の計算式に従って、グループ、国別、事業体別（Workday 人事情報システムのもと展

開されている事業体）及び４つの職種別に算出される
(3)
。
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（男性従業員の平均時間当たり総報酬水準　－　女性従業員の平均時間当たり総報酬水準）／男性従業員の時間当たり総報酬の平均水準　×100

人事部は、調整が必要な格差を特定するため、定期的に全グループ企業の給与の公平性について詳細な分析を行っている。そして、これらの格差を縮小するた

めの措置を講じている。

このグローバル指標は、エア・リキードが2019年から公表しているものとは算出方法が異なる。

 

(3) 研修生、海外駐在員、性別の申告を希望しなかった従業員、又は性別不詳の従業員は計算から除外される。総時間給報酬は基本給、強制補償金、目標変動報酬で構成される。カテゴ

リー別の差異は、事業体別、国別、そして従業員数に比例してグローバルに連結される。

 

（カ）職場におけるウェルビーイング

職場におけるウェルビーイングに関する話題：影響、リスク、機会

労働時間とワークライフバランスは、当グループの従業員に、一方で過度の労働時間、過重な業務負荷、不十分な休息、他方で心理社会的リスクや仕事に関連

する健康障害によって、一時的又は永続的に悪影響を及ぼす可能性のある重要な問題である。

加えて、職場環境のデジタル化により、業務方法も一変した。当グループは、従業員のワークライフバランスを変える可能性のある新しい働き方を提供してい

る。新しいデジタル・リソースを労働慣行に統合することは、一方で適応を困難にし、他方で柔軟性を高めることにつながる。リモートワークが可能な職種で

は、仕事とプライベートの両立が容易になる。このような新しいテクノロジーは、そのマイナス効果を最小限に抑え、プラス効果を最大化するために慎重に利用

される。

 

職場におけるウェルビーイング・ポリシー

2020年、エア・リキードはBeActEngage手順を展開した。これは、エア・リキードでの働き方を説明し、従業員が魅力的で多様性のある包摂的な環境で成長で

きるよう、従業員に期待されることを明記したものである。

■　Be：当社の基本原則、すなわち安全、倫理、長期的パフォーマンスを実践する。

■　Act：規律をもって約束を守り、 効果的な決断を下すことで、成功のために行動する。

■　Engage：適切なレベルで権限を与え、委譲することで、ひとつのチームとなり、共通の利益のために行動する。

2024年、BeActEngageのフレームワークに関する調査が実施され、強化すべき活動方法と新たに実施すべき活動方法が決定された。

■　すべての従業員が活躍し、最高の発揮できるようにする。

■　結果と行動に基づいて、業績に報いる。

このリファレンス・フレームワークの進化版は公表され、グループの全従業員が利用できるようになった。その展開は、以下の２段階に分かれている。

■　2024年12月、400人の主要リーダーを対象にワークショップを開催し、変更事項を提示するとともに、同様のワークショップを指導できるよう準備する。

■　2025年6月まで順次展開され、日常的に新しい行動をとることを奨励する。

これらは全て、BeActEngageプレイブック「oneエア・リキードとしてのパフォーマンスとケアのあり方」に示されている。

BeActEngage手順の責任と展開は、グループ企業文化の守護者であるグループ人事担当副社長の責任である。
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職場でのウェルビーイングに関する行動

グループ全体に適用されるエア・リキードの人事戦略の柱のひとつは、魅力的で包摂的な社員体験を創造することである。

従業員の経験や福利厚生に細心の注意を払うことは、従業員を惹きつけ、維持し、育成する上で重要な鍵である。

エア・リキードは、My Voiceプログラム（上記ア（イ）参照）により、グループ内でのキャリアのあらゆる段階において、傾聴と対話を優先し、各従業員に成

功体験を提供するよう努めている。

2024年末時点で、調査は10月に実施され、調査結果に基づくアクションの特定と展開のプロセスは、チームマネージャーレベルでもグループ内のより高いレベ

ルでもまだ継続中である。

2023年に従業員から共有されたフィードバックを分析した結果、たとえば2024年には以下のアクションを展開することが可能になった。

■　グループレベルでは、「キャリア・ディスカッション」の展開が加速し、キャリアパスと能力開発の機会に関する定期的なディスカッションが正式に行われ

るようになり、その結果、従業員はキャリアの機会をよりよく把握できるようになった。

■　事業体レベルでは、従業員の日常生活を容易にすることを目的とした多くの行動が実施された。

■　また、多くの行動計画もチームレベルで一緒に決定された。

さらに、BeActEngageの一環として、すべての従業員が、ライン・マネージャー、同僚、又は従業員（該当する場合）の誰に対してであれ、建設的な相互扶助

の精神に基づき、定期的にフィードバックを行うことが奨励される。これは、誰もが魅力的な環境で成長することができることを目的とする。

特定のニーズに応えるため、以下のような地域ごとのイニシアチブが展開された。

■　2019年、当グループは欧州従業員評議会と提携し、心理社会的リスクの防止を目的とした「ケア＆パフォーム」イニシアチブを展開した。これにより、ワー

クスケジュール、ワークロード、ワークライフバランスの改善に関連する行動原則に基づく憲章が作成された。欧州の数カ国では、新しい労働条件への移行を

支援するために、つながらない権利とリモートワークに関する協約が締結された。

■　米国、カナダ、ドイツ、フランスをはじめ、アジア・太平洋のいくつかの国（中国、オーストラリア、ニュージーランド、シンガポール）では、従業員支援

プログラムが設置されており、従業員が人生の困難、ストレス、職業上又は経済上の問題などに関連する様々な個人的状況に対処できるよう、秘密厳守の支援

サービスを提供している。従業員とその直系親族がこのサービスを利用することができる。

■　世界メンタルヘルス啓発月間である10月には、従業員の意識を高め、偏見と闘い、すべての人の心の健康を促進するために、北米で様々なイベント（ウェビ

ナー、セーフティ・モーメント、ラウンドテーブル・ディスカッションなど）が開催された。

さらに2020年には、新しい働き方を支援するグローバルな「ネクスト・ノーマル」プロジェクト（チームマネジメントを含む新しい労働環境、管理されたリ

モートワーク方針、ワークスペースの再編成、顧客や患者との交流を再考する枠組み、エア・リキードにおける責任ある出張方針の新しい枠組み）を開始した。

従業員のリモートワークへの適応は、数年前にすでに当グループ内で展開されていたデジタル・コラボレーション環境の存在と、リモートワークとリモート

チーム管理をカバーする仮想トレーニングコースの開発によって促進された。このプロジェクトの一環として、2022年、欧州従業員評議会は、ワークスペースの

改修の際に重要なポイントを共有する参考ガイドも作成した。当初はチームリーダーのために作られたこのガイドは、最初のグローバルな経験に基づき、各事業

体が新たな仕事の方法を確立するのに役立つ。

 

職場における幸福に関する目標
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エア・リキードは、従業員の職場におけるウェルビーイングのために実施するアクションについて、結果という点で測定可能な目標を設定していないが、それ

でもMy Voiceプログラム（詳細については、上記ア（イ）参照）及びチーム内で実施される定期的な対話を通じて、そのロードマップの有効性を測定している。

 

職場でのウェルビーイングに関する指標

CSRDでは段階的導入とされているため、職場でのウェルビーイングに関する指標は2024年には公表されない。

 

（キ）エンプロイアビリティ、人材、技能管理

エンプロイアビリティ、人材、技能管理に関するトピック：影響、リスク、機会

エア・リキードは、業務遂行に必要な従業員とその技術スキルに依存している。一方では離職率が高すぎたり、他方では従業員の資質が不足していたりする

と、人材の確保に影響を及ぼし、その結果、業務に支障をきたす可能性がある。

カーボンニュートラル経済への移行計画（上記（２）イ（ア）参照）の一環として、エア・リキードはより持続可能な仕事への従業員のスキル開発を奨励して

いる。この移行によって最も影響を受けるのは、エンジニアリング＆建設（E&C）及びラージ・インダストリー事業ラインの従業員である。

 

エンプロイアビリティ、人材、技能管理方針

エア・リキードグループの業績は、特に全従業員の質、スキル、コミットメントによって左右され、これらはグループの業績も決定する。エア・リキードで

は、従業員のエンプロイアビリティを維持するため、従業員の希望と組織のニーズに応じて従業員を育成することを人事方針としており、２つの主要原則に基づ

いている。

■　キャリアレビューでは、従業員が自分のキャリアプランについてライン・マネージャー又は人事担当者と話し合う。

■　70-20-10学習モデルとは、私たちが学ぶことの70％は新しい活動を実践することによって行われ、20％は観察や他人との交流によって行われ、10％は正式な

トレーニングによって行われるという仮定に基づいている。このような能力開発の必要性については、年１回の業績評価時に議論され、記録される。

この方針は、グループ・イントラネットの人事ページや、研修・能力開発専用のエア・リキード大学イントラネットで全従業員に公開されている。グループ人

事担当副社長は、エンプロイアビリティ、研修、従業員能力開発に関するグループの人事方針とその展開の責任者である。

2050年までにカーボンニュートラルを達成するという目標に関連して、当グループは「Just Transition Statement」をウェブサイト

（https://www.airliquide.com/sites/airliquide.com/files/2024-06/justtransition-en-06-2024.pdf）で発表した。これは、よりサステナブルな仕事の実現

に向けたマネジメントの変化とスキル開発についての原則を説明したものである。特にエンジニアリング＆建設（E&C）事業ラインでは新技術を習得する必要が

あり、ラージ・インダストリー事業ラインではこれらの技術を導入・運用する必要がある。エア・リキードのDNAの一部である機能横断的なモビリティは、生産

的なキャリアパスを開発し、従業員のスキルとエンプロイアビリティを強化するための好ましい手段であり続けている。

 

エンプロイアビリティ、人材、技能管理に関する行動

エア・リキードの人事戦略の柱のひとつは、３つの分野でキャリア学習を促進し、社員の能力開発を加速させることである。

■　キャリアパス

■　あらゆる学習方法を活用し、エンプロイアビリティを高めること
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■　技術的な専門知識の維持・発展

 

キャリアパス

キャリア開発レビューは、各従業員のキャリアをサポートするために、ライン・マネージャーと人事部によって定期的に実施される。これは、従業員の現在の

役割、専門的な関心、そして必要に応じてスキルアップを含むキャリア開発のために取るべき行動について、オープンに話し合うことを意味する。

キャリアレビューは、従業員のキャリアパスの主要な段階に従って計画される。

■　入社１年目又は２年目

■　同じポジションで３年から５年働いた後

■　長期休業からの復職の際

■　より一般的には、従業員が要求した場合

 

エンプロイアビリティの強化

エア・リキードのエネルギー転換への関与とその活動のデジタル化は、新たな分野（データサイエンス、人工知能など）や新たなビジネスライン（水素、脱炭

素化など）のニーズを生み出し、エア・リキードの従業員に新たなエンプロイアビリティをもたらしている。エア・リキードは、従業員がエンプロイアビリティ

を維持できるよう、キャリアを通じて専門的なスキルやノウハウを開発できるよう支援している。

エネルギー転換の中でエンプロイアビリティを維持する必要性に最もさらされている事業部門、特にエンジニアリング＆建設（E&C）とラージ・インダスト

リー事業の的確なニーズに対応するため、具体的なアクションが展開されている。エネルギー転換の課題に対応するために強化すべき具体的な技術スキルや専門

知識を評価した後、これらの事業の業務チームと人事チームは、それらに対応するための行動計画（Just Transition Statement:

https://www.airliquide.com/sites/airliquide.com/files/2024-06/justtransition-en-06-2024.pdf）を策定した。

エア・リキードが採用している70-20-10学習モデルは、従業員が自らの成長に積極的な役割を果たすことを奨励し、幅広い実践方法を提供している。

■　機能横断的なプロジェクトへの貢献や、地理的なモビリティを伴うか否かにかかわらず短期的な任務を通じて、新しい活動に挑戦する。

■　メンタリング、コーチング、実践コミュニティへの参加、ネットワーキングなどの活動を通じて、他者から学び、知識を共有する。

■　トレーニング

－　産業プロセスのデジタル化を支援するためのオンサイト・トレーニング・コースの実施

－　エア・リキード大学が運営する幅広いトレーニングコースの受講が可能で、毎年次のような多くのトピックを網羅するよう充実している。

・　デジタルと人工知能を活用した「AIレディネス」プログラムにより、問題意識（特に倫理）を高め、グループ内で人工知能のスキルを開発すること

・　気候変動、エネルギー転換、グループのサステナビリティ対策の目標と脱炭素化戦略、そして全従業員をサポートするための業務展開

・　エネルギー管理は、６つの主要分野における技能向上の必要性を裏付けること

2024年、同大学は再び、グループの戦略的課題を支える９つのテーマに基づき、グループ全体が参加できる２つのバーチャル・イベントを開始した。

－　個々の研修ニーズは、管理職や現地の人事チームと協力して、専門家の学習・開発センターが管理する。

 

技術的専門知識の維持及び開発
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テクニカル・コミュニティ・リーダー(TCL)プログラムは、技術分野の専門家が、その技術的専門性を認められ、その分野での成長と発展する機会を両立させ

るキャリアパスにアクセスできるようにするプログラムである。

今日、エア・リキードには5,200人以上の技術専門家がおり、専門知識と卓越した技術を共有し、顧客と患者に貢献する推進役を担っている。当グループの技

術専門家によるこのコミュニティは、将来エア・リキードが必要とするノウハウの伝達に貢献している。

毎年の選抜プロセスを通じて人材を発掘するこのTCLプログラムの一環として、2024年には９つの分野（ラージ・インダストリー事業、工業事業、ヘルスケア

事業、エレクトロニクス事業、エンジニアリング＆建設、イノベーション＆開発部門、産業オペレーション＆セキュリティ、デジタル＆IT、水素モビリティ）で

155名の国際的な技術専門家が新たに任命された。

TCLプログラムは、製品の長期的な安全性とグループ事業のパフォーマンスの大きく貢献するイノベーションの重要な推進力である。

 

エンプロイアビリティ、人材、技能管理に関する目標

エア・リキードは、従業員のエンプロイアビリティ、トレーニング、能力開発のために取る行動に関して、結果という点で測定可能な目標を設定していない

が、My Voiceプログラム（詳細については、上記ア（イ）参照）や、年次レビューを含む、従業員、管理職、人事担当者間の定期的な対話により、そのロード

マップの有効性を測定している。

 

エンプロイアビリティ、人材、技能管理に関する指標

年次レビューに参加した従業員の割合（男女別）

 従業員のパフォーマンスとキャリア開発レビューに参加した従業員の割合

全従業員中 97.9％

女性 97.1％

男性 98.3％

性別非開示／その他 96.9％

 

この割合は、これらの評価の対象となる従業員総数に基づき計算され、適用される現地の法律を考慮している。具体的には、選抜プロセス開始時点の対象従業

員数は60,091名である。

業績及びキャリア開発レビューの目的は、一方では、従業員の業績と貢献に関する評価することであり、他方では、従業員の強み、能力開発すべき領域、及び

関連する行動を評価することにより、従業員の業績改善、コミットメントの支持、キャリア開発の促進を図ることである。

こうした見直しを促すため、当グループは毎年12月初旬から２月末まで選抜プロセスを実施している。ここで報告する数字は、2023年の選抜プロセスに関する

ものである（2024年時点では、この期間の選抜プロセスはまだ継続中であった）。

 

（ク）個人情報保護

個人情報保護に関するトピック：影響、リスク、機会
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個人情報の不正使用は、個人のプライバシー、権利、財産を侵害する可能性があり、また差別を目的とすることもある。エア・リキードの活動において、これ

らのリスクにさらされる可能性が最も高いのは、66,657名のグループ従業員と、エア・リキードが治療を行う210万人の在宅医療事業患者である。個人情報のセ

キュリティ違反とは、偶発的か違法かを問わず、送信、保存、又はその他の方法で処理された個人情報の破壊、紛失、改ざん、不正な開示、又はそのようなデー

タへの不正アクセスを指す。情報漏洩がもたらす悪影響は、エア・リキードに預託され、エア・リキードの事業活動の中で必要とされる個人情報の性質、機密

性、範囲によって異なり、情報漏洩の対象となる。

従業員の個人情報の漏洩は、当グループのITシステムに対するサイバー攻撃によるものであるか否かを問わず、訴訟、制裁措置、罰則などの法的措置及び評判

の低下などの影響をもたらす可能性がある。

 

個人情報保護方針

2018年5月、エア・リキードは個人情報保護に対するグループのコミットメントを具体化する拘束力のある企業規則（BCR）を採択し、欧州データ保護当局の承

認を得た。欧州の規制が世界で最も保護的であることを考慮し、エア・リキードはBCRを通じて、すべての事業体において同レベルの保護を提供する。これらの

拘束力のある企業規則は、特に、当グループのウェブサイト

（https://www.airliquide.com/sites/airliquide.com/files/2018/05/23/air_liquide_bcr_global_privacy_policy.pdf）及びデジタル・セキュリティとデータ

保護に特化した当グループのイントラネット・サイト上で誰もがアクセスできる個人情報保護方針の採用について規定している。

本方針は、以下のように定義する。

■　エア・リキードグループが個人情報の収集、使用、開示のために遵守すべきグローバルルール

－ルール第１ 個人情報は、具体的、明示的かつ合法的な目的のために収集されなければならない

－ルール第２ 個人情報の処理に法的根拠があることを確認すること

－ルール第３ 適切かつ関連性のある限られた個人情報のみを収集し、限られた期間のみ保持するようにする

－ルール第４ 個人情報が収集され、その個人データがどのように使用されるかについて、当該個人に対する透明性を確保する

－ルール第５ 機微な個人データの処理が許可されていることを確認する

－ルール第６ 個人の権利を守る

－ルール第７ 個人がダイレクトマーケティングのコミュニケーションに異議を述べることができるようにする

－ルール第８ プロファイリングを含む、もっぱら自動化された個人の意思決定を防止する

－ルール第９ 個人データの安全性と機密性を確保する

－ルール第１０ 移転に関する適切な措置の実施

■　本方針に関する苦情及び要望

■　グループ外の受益者の権利

■　BCRが提供する保証

エア・リキードは行動規範において、方針で表明されたコミットメントを、従業員に適用される服務規程に反映させている。行動規範に関する情報は、下記

（４）イ（ア）に記載されている。
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個人情報保護に関する措置

BCRの実施によってもたらされる行動は、以下のとおりである。

■　データ保護責任者(DPO)を任命し、グループ全体(業務又は機能)に広がる150人以上の地域又はローカルの情報保護コーディネーター(IPC)のネットワークに

依存して、個人データを保護するための行動を指揮・調整する。

■　エア・リキード・エス・エーとその子会社間の、子会社のBCRへのコミットメントを正式に表明する契約の締結

■　下記のようなツールの展開

－　個人情報処理活動の記録

－　最初の従業員研修と２年ごとに行われる研修セッションで、行動規範に関する注意喚起を行うこと

－　初期設定及び処理設計段階による個人情報保護に関する配慮

－　個人情報保護に関するリスク分析

－　社内外の個人が、当グループの個人情報保護方針（規則第６号）に規定されている権利の行使を要求したり、個人情報保護の違反行為を報告したりするため

に、DPO及び IPCに連絡するために利用できる様々な手段を利用できること（上記ア（イ）参照）

運営主体は、保有又は使用する個人情報と適切な保護措置について説明する。このリスクの評価及び対応するセキュリティ対策は、個人情報の処理に関する重

大な変更（特に、それをサポートする業務プロセス又はITツールの改訂）の作成時又は実施時に検証される。特に検証されるポイントは、以下のとおりである。

■　個人情報の性質（患者の健康データ、株主の資産・財務データ、従業員の家族・財務データなど）

■　個人情報処理活動の目的

■　エア・リキード内で個人情報を処理する部門

■　個人情報がグループ外に委託又は転送される可能性のある第三者

■　個人情報が欧州連合外に転送される可能性

これらの情報及び保護措置は、個人情報処理活動の記録にまとめられている。

個人への影響が最も大きいと特定された個人情報処理（例えば、患者の個人情報処理）は、社内の専門家によって毎年見直される。定期的なプロセスにより、

権利行使及び個人情報侵害の可能性に関する報告の量、及びグループ事業体の拘束力のある企業規則（BCRs）の契約遵守を測定する。個人情報保護に関するグ

ループ各社の成熟度を測定するため、４人以上を雇用する当グループ各社は、自己評価アンケートに回答している。このアンケートには以下の項目が含まれる。

■　BCR遵守契約の存在

■　データ保護責任者（DPO）の現地代理人（現地の情報保護コーディネーター（IPC）、又はその国の法律に由来する特定の義務がある場合はその他の人物）の

立会い

■　個人データ処理活動の記録の存在

■　従業員トレーニング

■　設計による保護、初期設定による保護、リスク分析

■　権利を行使し、データ違反の可能性を報告するためのプロセス

■　第三者（特にエア・リキードが個人情報の処理を委託する協力会社）との契約条項

■　国家当局又はセキュリティサービスによる個人情報へのアクセス要求
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アンケートは、地域のIPCとDPOによってレビューされ、チェックされる。事業体の成熟度は４点満点で評価され、グループレベルで集計される。個人情報保護

に関する活動及びこれらの様々な措置の結果は、デジタル・セキュリティ委員会、倫理・コンプライアンス委員会、取締役会の監査・会計委員会に社内で報告さ

れる。最後に、当グループの内部監査部門は、事業体に対する計画的な監査に個人情報保護を対象とするか、内部監査計画の一環として、又はDPOの要請に応じ

て、個人情報保護に特化した監査を実施している。

 

個人データ保護に関する目的

エア・リキードは、前項の事業体の成熟度の評価を通じて、個人情報保護に関する行動の有効性を測定する。2024年、個人情報保護に関する事業体の成熟度は

４点満点中3.48であった。

 

イ　バリューチェーンにおける労働者

（ア）はじめに

バリューチェーンにおける労働者に関する話題：影響、リスク、機会

上記（１）エ（ウ）にあるバリューチェーンの定義によると、ダブル・マテリアリティ評価の範囲に含まれる当グループのバリューチェーンにおける労働者

は、以下のとおりである。

■　事業活動の上流

－　一次サプライヤー及び協力会社（直接サプライヤー）の従業員

－　自社のサプライヤー及び協力会社の従業員に関する影響、リスク、又は機会が特定された場合、それらの従業員

■　事業活動において、その事業所に立ち入り、 ESRS S1「自社従業員」の対象外である直接サプライヤーの従業員

■　事業活動の下流

－　エア・リキード製品の顧客及び患者への物流、流通、配送に関わる企業の従業員。これらの企業は、その事業の上流に位置する企業と同じように直接のサプ

ライヤーとみなされ、エア・リキードにより配慮され、管理を受ける。

－　その顧客の従業員

上記（１）オに記載されているダブル・マテリアリティ評価によると、バリューチェーンの労働者に関する以下の問題は重要である。

■　健康と安全

■　労働条件

■　児童労働と強制労働

安全衛生は、当グループのバリューチェーンで働く労働者にとって重要な問題である。上流では、当グループのサプライヤーの従業員、又はエア・リキードの

事業所にいる従業員が、健康リスク、労働災害による収入損失、職業病、最悪の場合は死亡のリスクにさらされていることが認識されている。川下では、顧客の

従業員が、欠陥のある製品や設備の納入により影響を受ける可能性がある。

エア・リキードのサプライヤーの従業員の労働条件に関する問題もまた重要である。雇用の不安定さは、季節需要や一時的なピークなど特定の購買慣行や、サ

プライヤーが実施するリストラ計画によって強調される可能性がある。当グループの調達国で労働時間規制がない国については、サプライチェーンの労働者に適
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切な報酬が支払われないまま時間外労働が濫用されるケースが発生する可能性がある。さらに、サプライヤーの労働者に対する不適切な報酬の支払いも考慮すべ

きである。最後に、心理社会的リスク、及びワークライフバランスに関連する職業病が、当グループのサプライヤーの従業員に影響を及ぼす可能性がある。

エア・リキードの上流バリューチェーンでは、児童労働や強制労働が発生する可能性がある。強制労働とは、人の意思に反し、移動の制限、身分証明書や賃金

の差し止め、借金による束縛など、あらゆるペナルティの脅しのもとで行われる労働のことである。児童労働は強制労働と同様、その犠牲となる子どもたちの健

康、道徳心、知的発達を危険にさらすものである。移民労働者と子どもは、その不法な地位から生じる保護の欠如により、こうした影響を特に受けやすい。

当グループは、サステナビリティ上重要なサプライヤーの活動内容と同様に、強制労働や児童労働の可能性が高い地域を特定する。グループのサプライヤーが

所在する各国は、３レベル（厳しい、高い、低い）の尺度を用いた公的指標の重み付けに基づいて評価される。当グループのサステナブル調達部が作成したこの

評価では、サステナビリティ上重要なサプライヤーが所在する国のうち、強制労働又は児童労働のリスクが高い４か国が、中国、インド、エジプト、トルコであ

ると特定された。サプライヤーの活動内容に関して、各サプライヤーは、国際標準産業分類に基づき、３段階（厳しい、高い、低い）でサステナビリティ上重要

なレベルを割り当てられた調達カテゴリーにリンクされている。強制労働と児童労働の「重大度」に分類された調達カテゴリーは、可燃性ガス、燃料・潤滑油、

廃棄物処理・処分、デジタル＆ITである。

加えて、内部通報チャネルが部分的又は完全にアクセスできないことは、これらの悪影響を悪化させ、是正や予防措置の実施を妨げる可能性がある。

バリューチェーンにおける労働者に関するダブル・マテリアリティ評価は、サステナブル調達手順に従ってサステナビリティ上重要なサプライヤーを評価する

年次キャンペーンに基づいている。これにより、当グループの直接サプライヤーにおけるサステナビリティに関連する影響を特定・評価することが可能となる。

この評価キャンペーンは、各地域の調達チームが毎年実施している。グループレベルでは、サステナブル調達部が調整を行う。この評価キャンペーンは、バ

リューチェーンにおける労働者のための基準でカバーされている社会的問題よりも広い範囲をカバーしており、環境や倫理の問題だけでなく、その他の人権問題

もカバーしている。サステナブルな調達手順の全体の詳細は、下記（４）エ（ア）に記載されている。

サステナビリティ上重要なサプライヤーは、３つの基準を用いて特定される。

■　年次の支出額は、サプライヤーの優先順位をつけるために用いられる。サステナビリティ上重要なサプライヤーとは、当グループが年間20万ユーロ以上の取

引を行っているサプライヤーを指す。

■　サプライヤーの活動の性質に関連するリスク。17の調達カテゴリーのうち、600以上の調達サブカテゴリーに細分化されたカテゴリーの、どれにサプライ

ヤーが割り当てられるかどうかによって決まる。各調達サブカテゴリーには、特に人権と労働条件を含むグローバルなサステナビリティ・リスクレベルが３段

階（厳しい、高い、低い）で割り当てられている。

■　サプライヤーが事業活動を行う国家に関連するリスク。公認の公的指標の重み付けに基づいて評価され、特に健康・社会状況（例：人間開発指数、HDI）及

び人権（例：グローバル奴隷指数、ITUCグローバル権利指数）の観点から、３段階（厳しい、高い、低い）の尺度が用いられる。

 

バリューチェーンにおける労働者の人権へのコミットメント

エア・リキードは世界中の事業において人権を尊重し、促進する。エア・リキードは、国際人権規約、国際労働機関（ILO）の「労働における基本的原則及び

権利に関する宣言」、経済協力開発機構（OECD）の「多国籍企業ガイドライン」及び国連（UN）の「ビジネスと人権に関する指導原則」に規定されている原則を

共有している。

エア・リキードのウェブサイト（https://www.airliquide.com/sustainable-development/sustainable-procurement）で入手可能な「エア・リキード・サプラ

イヤー行動規範」は、特に人権、健康、安全及びセキュリティをすべてのサプライヤーが尊重することを促進し、保証することを目的としている。これは当グ
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ループの行動規範に基づくものである。サプライヤー行動規範に記された原則を遵守することは、エア・リキードへの商品及びサービスの供給に関するあらゆる

商業的関係の前提条件である。サプライヤーは特に、人権を支持、尊重し、これらの権利の侵害に加担しないことを約束する。この規範では、人権に関してサプ

ライヤーに課される義務をより詳細に説明している。

注意義務・社会的責任部門の部長の責任のもと、当グループは、上記の国際基準で推奨されているアプローチに基づき、サプライチェーンに対する人権

デュー・ディリジェンス・プロセスを実施している。エア・リキードのバリューチェーンにおける労働者との対話、及び人権への影響を是正するためのアプロー

チは、以下のとおりである。

児童労働及び強制労働に関する当グループの方針は、下記イ（エ）に記載されている。

 

バリューチェーンの労働者との協議

負の影響を是正するためのプロセス

グループ調達部門は、さまざまなチャネルを通じて、サプライヤーの労働者に及ぼす潜在的な影響についてサプライヤーと連携している。

■　エア・リキードは、サプライヤーを選定する際、その要件を伝え、取引関係の契約においてサプライヤー行動規範及び行動規範を遵守するよう求める。

■　下記イ（ウ）で説明しているように、サステナビリティ上重要なサプライヤーの年次評価キャンペーンにおいて、当グループはサプライヤーと連携してパ

フォーマンスを評価し、必要に応じて是正措置計画を策定・実施する。

また、当グループは、国際労働組合などの正当な代表者、又は市民社会組織や第三者評価機関などの信頼できるエージェントを通じて、バリューチェーンにお

ける労働者の関心と意見を収集するためのモニタリング・メカニズムを使用している。

■　サプライヤーとの関係及びリスク管理手続では、新規サプライヤーの資格認定前に、特に人権の観点から、事前チェックを受けることが義務付けられてい

る。これらのチェックは、特に国際的な制裁リストやサプライヤーに関する既存の批判的なメディア記事を含むダウ・ジョーンズのデータベースの使用に基づ

いている。このメディアウォッチは、バリューチェーンにおける労働者の主張と苦情を報告することを可能にする。さらに、サステナビリティ上重要なサプラ

イヤーの評価には、議論のある要素も含まれている。

■　サステナビリティ上重要なサプライヤーを特定する際や、特に国際労働組合総連合のグローバル・ライツ・インデックスを通じてカントリーリスクを評価す

る際には、バリューチェーンにおける労働者の正当な代表者の視点も考慮される。

■　調達部門と注意義務・社会的責任部門は、その責任の一環として、バリューチェーンに関して市民社会が関心を持つ国やテーマを継続的にモニタリングして

いる。

当グループの顧客に関しては、下記ウ（ア）で、当グループが顧客とどのように関わっているかを説明している。

最後に、当グループの内部通報制度は、負の影響の発生を防止し、必要な是正措置を実施するために、バリューチェーンのすべての労働者が利用することがで

きる。サプライヤーは、倫理内部通報制度に関する項目を含むサプライヤー行動規範を通じて、この可能性を知らされている。バリューチェーンの労働者がアク

セスできるエア・リキードの内部通報方針と制度は、下記（４）イ（ア）に記載されている。

 

（イ）バリューチェーンにおける労働者の安全衛生

バリューチェーンにおける労働者の安全衛生方針
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エア・リキードの安全規則に従い、当グループはサプライヤーに強固な安全衛生管理システムの導入と維持を要求している。サステナブル調達手順及びサプラ

イヤー行動規範（下記（４）エ（ア）に記載）により、サプライヤーは国際的な安全衛生基準を遵守する必要がある。サプライヤー行動規範では、サプライヤー

は以下を行うものとする。

■　従業員及び請負業者の健康、安全、セキュリティの保護を目的とした法律及び規制を実施する。

■　エア・リキードの従業員の健康、安全、セキュリティを確保する。

■　エア・リキードのライフ・セービング・ルールに従う。

このように、当グループは、サプライヤーに関する安全性と厳格さのレベルが、当グループの従業員に期待されるレベルと同等であることを保証している。こ

れには、完全に安全な状態で作業を行うことができない場合は作業を行わないようにすること、事故を監視すること、労働者の身体的完全性を保護することを目

的とした規制を遵守することなどが含まれる。安全な職場環境は、個人の幸福を優先し、生産の中断を最小限に抑え、効率的でサステナブルなオペレーションと

いうエア・リキードの価値観に沿うものである。エア・リキードは、安全かつ信頼できるオペレーション（上記ア（ウ）記載）のための枠組みを通じて、バ

リューチェーンにおける労働者の健康と安全への影響を管理している。

 

バリューチェーンにおける労働者の安全衛生に関する行動

サプライヤーと協力会社の安全パフォーマンスを向上させるため、当グループは協力会社の種類（契約の種類、ビジネスライン、地域など）に応じてさまざま

な手段を特定し、改善活動を段階的に実行している。

第一に、サプライヤーや協力会社と交わされる契約には、安全に関する条項が含まれている。これは、サプライヤーや協力会社がその業務において一定レベル

の安全性を尊重する義務を固定化する効果がある。さらに、新規のサプライヤーは、特に安全性と信頼性の問題をカバーする技術的評価の対象となる。

加えて、当グループは、その事業所にいるサプライヤーや協力会社に対して、遵守すべき価値観、基準、安全基準を伝達している。安全に関する指示は、広く

共有され、理解しやすく、協力会社との作業編成において詳細なものとなっており、協力会社はサービス実施中に監督を受ける。最後に、エア・リキードは作業

後に協力会社の安全業績を評価し、フィードバックの形で共有することを奨励している。この実践により、安全への影響を管理するプロセスを改善することが可

能になる。

安全・産業システム部には、事業所にいる当グループのサプライヤーや協力会社の従業員も参加できる、安全又はセキュリティ事故を報告するための内部プロ

セスがある。このプロセスにより、その重大性に応じて、子会社、国グループ（拠点群）、グローバルビジネスユニット（GBU）の経営陣、関連するセキュリ

ティ又は安全管理者に対して、迅速に情報を伝達することができる。危機管理及び事故監視プロセスは、必要に応じて実施され、犠牲者への最善のケアを確保

し、状況を安全なものとし、資格を有し、かつ事故に適した調査チームを設置する。当グループの報告ツールの詳細は、上記ア（ウ）に記載されている。

 

バリューチェーンにおける労働者の安全衛生に関する目標

当グループは、安全衛生指標の定量的目標を正式に定めていない。しかしながら、エア・リキードは、サステナブル調達手順（下記（ウ）参照）で規定されて

いるサステナビリティ上重要なサプライヤーの評価、及び事業所におけるバリューチェーンの労働者の安全衛生に関するいくつかの指標（上記ア（ウ）参照）を

通じて、サプライヤーの労働者の安全衛生のために実施されている措置の有効性を評価している。

 

（ウ）労働条件
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バリューチェーンにおける労働者の労働条件政策

エア・リキードは、 サステナブル調達手順を採用し、サプライヤーがエア・リキードの事業及び業務において遵守するサステナブル開発基準を遵守するよう

促進し、保証する。バリューチェーンにおける労働者に関する社会的事項よりも広範な領域をカバーするこの手順とその主な構成要素については、下記（４）エ

（ア）に記載されている。

労働条件に関する問題に関して、サプライヤー行動規範は、サプライヤーが特に以下のことを行うことを明記している。

■　時間外労働に関する法を含む、労働時間に関する適用法及び部門別労働規則を遵守する。

■　少なくとも、最低賃金法を含むそれぞれの国内法で規定された賃金と手当を、既存の業界慣行や現地の労働市場に沿った形で提供し、現地の生活条件に応じ

た公正な報酬を確保する。

■　公正かつ倫理的な採用方法を有する認定人材紹介会社と協力すること。

サプライヤー行動規範の遵守は、エア・リキードとのあらゆる取引関係の前提条件である。

 

バリューチェーンにおける労働者の労働条件に関する行動

エア・リキードの調達活動には、組織の２つのレベルが関与している。調達部門と、拠点群（国のグループ）及びグローバルビジネスユニット（GBU）の対応

する部門が、エネルギー購買を除く調達カテゴリーを担当している。後者はエネルギー管理を専門とする部門が管理している。サステナブル調達部は、サステナ

ブル調達戦略と手順を定義する。サステナブル調達部は、各拠点群及びGBUのサステナブル調達担当者のネットワークを通じて、その展開を調整する。

サステナビリティ上重要なサプライヤーを対象とした年次評価キャンペーンでは、これらのサプライヤーらが事業運営においてサステナビリティ・リスク管理

システムを導入する支援を行っている。

サステナビリティ上重要なサプライヤーと認定されたサプライヤーは、そのサステナビリティ・パフォーマンスについて評価を受ける。評価は２種類のアン

ケート形式で行われる。

■　2024年には、CSR（企業の社会的責任）のパフォーマンスの評価に特化した第三者機関であるEcoVadisから、国際規格（ISO26000、グローバル・コンパク

ト、ISO20400、ISO31000など）に基づくオンラインアンケートを用いて実施された。このアンケートは、環境、人権と労働条件、倫理、サプライヤーが実施す

るサステナブルな調達手続の４つの主要テーマについてサプライヤーを評価するものである。

■　エア・リキードは、指定第三者機関が提供するソリューションの代替として社内アンケートを作成した。このアンケートは、指定第三者機関によるアンケー

トへの回答を拒否したサステナビリティ上重要なサプライヤーに送付される。EcoVadisプラットフォームで使用されている４つのテーマに関する10問の質問が

含まれている。

評価結果によると、サプライヤーは以下のように分類される。

■　責任あるサプライヤー：グローバルスコアが45/100以上で、20/100以下のテーマがない場合、そのサプライヤーはエア・リキードのサステナブル調達手順の

要件を満たしている。

スコアの有効期限：５年間又は契約更新時（いずれか早い方）

■　改善が必要なサプライヤー：グローバルスコアが25/100～44/100の場合、又はグローバルスコアが45/100以上だが、１つのテーマが20/100以下の場合。

スコアの有効期間：３年間、その間にサプライヤーは是正措置計画を実施する。

■　不適合サプライヤー：総合得点が100分の24以下、又はサプライヤーが評価を完了することを拒否した場合。
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スコアの有効期限：１年間。是正措置計画は、格付けの翌月に要求され、格付けから12か月後のサプライヤーの再評価までに実施されなければならない。

不適合サプライヤーや改善が必要なサプライヤーについては、行動計画を明確にするために、現地での環境／社会監査が決定される場合がある。

当グループのサステナブル調達マネージャーとサステナブル調達担当者ネットワークは、評価キャンペーンに関連する是正措置計画の実施を調整する。サステ

ナビリティ上重要なサプライヤーの評価手順に従い、改善が必要なサプライヤー及びコンプライアンス違反のサプライヤーは、措置計画を策定しなければならな

い。エア・リキードは、これらのサプライヤーに対し、第三者プラットフォームを通じて是正措置計画の完了と証拠のアップロードを求める。

企業の規模や展開するアクションの種類によって、こうした計画の立て方は異なる。例えば、以下のような点が挙げられる。

■　第三者プラットフォームでの評価又は社内アンケートで特定された改善点に基づくもの

■　サステナブルな調達担当者が主催する、サステナブルな開発に関連するトピックに関する研修へのサプライヤーの参加

場合によっては、調達チームが関係サプライヤーと行ったあらゆる努力にもかかわらず、要請された是正措置計画が実施されないことがある。当グループの事

業に特有の制約が必要な場合（例：公共エネルギー供給業者）、調達チームは、臨時のデュー・ディリジェンスを策定する。その後、当該サプライヤーとの取引

を継続するかどうかは、現地経営陣が決定する。これらの決定は文書化され、モニタリングされる。

評価の結果及び是正措置計画の見直しの後、エア・リキードはコンプライアンス違反のサプライヤーとの取引関係の停止を決定することがある。

さらに、当グループは、自社又は第三者が実施するアンケートや監査を通じて、行動規範に定められたルールの遵守を確認することがある。サプライヤーがサ

プライヤー行動規範の条件を遵守しない場合、エア・リキードは独自の裁量で、サプライヤーとのいかなる取引関係も終了させる権利を有する。

最後に、グループ内部通報制度は、バリューチェーンの労働者を含むすべてのグループ利害関係者が利用でき、状況を改善する手段を提供する。グループ内部

通報制度は、下記（４）イ（ア）に記載されている。

 

バリューチェーンにおける労働者の労働条件に関する目標

サステナブルな調達手順の実施は、調達部門が監視している。

2024年には、サステナビリティ上重要なサプライヤー804社のうち、626社について評価キャンペーンと行動計画が実施された。

■　516社のサプライヤーにアンケートに回答してもらい、そのうち426社（83％）が評価を受けた（第三者プラットフォームを使用したものが37％、エア・リ

キードの社内アンケートを使用したものが63％）。

■　改善が必要なサプライヤー102社に是正措置計画の策定を求めた。そのうち101社が行動計画を作成した。

■　８社の不適合サプライヤーに是正措置計画の策定を求めた。すべてのサプライヤーが行動計画を作成し、完了した。

2024年のキャンペーン終了時点で、サステナビリティ上重要なサプライヤーのうち674社が有効な評価を受けている。その他のサプライヤーもモニタリング中

である。

外部プラットフォームによる評価の結果、サステナビリティ上重要なサプライヤーの現在の平均スコアは56/100であった。最もスコアが高い２つのテーマは、

人権と労働条件と環境で、平均スコアは57/100であった。最も低いスコアは、サプライヤーが実施するサステナブル調達手続に関するもので、平均スコアは

49/100であった。

サステナビリティ上重要なサプライヤーの年次評価キャンペーンは、その効果的な展開を確保し、エア・リキード・サプライヤー・パネルのサステナブルな実

践の継続的な改善を促進し、サプライヤーのコンプライアンスを強化するため、３つの重要なパフォーマンス指標を用いてモニタリングされる。具体的には、こ

れらの指標は当グループがキャンペーンへの参加状況、サプライヤー行動計画の進捗状況を把握し、不適合サプライヤーが重要な課題に対処することを確保する
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のに役立つ。特に、３つ目の指標の目標値を100％の設定することで、当グループのこれらのサプライヤーに対するゼロ・トレランス方針を明確に示している。

最初の２つの指標については、前年度比の改善を推進するため、前年度と同等又はそれ以上の目標を設定している。

主要指標 2024年目標 2024年実績

年次評価キャンペーンでサステナビリティ上重要なサプライヤー

が回答した割合

80％ 83％

是正処置計画を作成した要改善サプライヤーの割合（年間評価

キャンペーン）

96％ 99％

是正措置計画を作成し、実施した不適合サプライヤーの割合 100％ 100％

 

これらの主要業績評価指標とその進捗状況は、グローバルビジネスユニット（GBU）の拠点群（国のグループ）の調達ディレクターが集まるグローバル調達マ

ネジメント委員会に定期的に提示される。また、注意義務と倫理を監督する機関にも送付される。

 

（エ）強制労働・児童労働の防止

強制労働・児童労働防止政策

エア・リキードは、下記（４）エ（ア）に記載されているCSR条項、サプライヤー行動規範、サステナブル調達手順の遵守をサプライヤーに求めることで、ビ

ジネスパートナーがこれらの基本的人権を尊重することを期待する。サプライヤー行動規範は、サプライヤーが以下の義務があることを明示している。

■　非自発的な囚人労働やあらゆる形態の現代奴隷制を含む、あらゆる形態の強制労働の禁止

■　児童労働の禁止

－　最低就労年齢は、適用法に基づく法定最低年齢又は15歳のいずれか高い方の年齢を下回ってはならない。

－　危険な業務、すなわち労働者の健康、安全、又は道徳を危険にさらす可能性のある業務に従事する労働者は、18歳未満であってはならない。

 

強制労働と児童労働の防止に関する行動

サステナビリティ上重要なサプライヤー評価キャンペーンには、特に、人権の尊重、強制労働や児童労働に適用される国際的な基準が含まれている。

同時に、エア・リキードは、人権や労働の権利の問題に関する否定的な報道記事をモニタリングすることで、新規サプライヤーの事前チェックを実施してい

る。新規サプライヤーがこれらのカテゴリーに関連するリスクにさらされている場合、その議論を詳細に検証し、当グループの注意義務・社会的責任部門の部長

の同意が得られない限り、関係を開始又は継続することはできない。

最後に、グループ内部通報制度は、バリューチェーンの労働者を含むすべてのグループ利害関係者が利用でき、状況を改善する手段を提供する。グループ内部

通報については、下記（４）イ（ア）に記載されている。

 

強制労働及び児童労働の防止に関する目標

上記の労働条件に関する目標を除き、エア・リキードはバリューチェーンにおける労働者のための人権デュー・ディリジェンス目標を追加していない。
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ウ　患者と顧客

（ア）はじめに

患者と顧客に関するトピック：影響、リスク、機会

ますますダイナミックで競争が激化する環境において、エア・リキードグループの長期的な業績の原動力となるのは、顧客と患者の満足度である。この優先順

位を確認するため、当グループの最高経営責任者がグループの顧客部門を統括している。エア・リキードの「カスタマー・エクスペリエンス」プログラムは、顧

客に関する知識、チームの能力向上、継続的改善の３つの柱に基づいている。

2017年以降、当グループは「Voice of Customer」（VoC）と呼ばれる顧客体験管理ツールによって後押しされ、顧客中心の変革に向かっている。このソリュー

ションにより、すべての事業体が定期的に無制限の数の顧客や患者にアンケートを実施し、彼らのコメントをリアルタイムで分析し、不満を抱いている人々を特

定し、彼らに連絡し、不満の理由に対処するために必要な措置を講じることができる。グループのあらゆるレベルでフィードバックが幅広く共有されているおか

げで、適切なアクションプランが特定され、体験を改善するために同プランが実施されている。現在までに、VoCはすでに全世界のグループ売上の88％をカバー

する大規模な範囲で展開されている。

VoC調査は現在、カスタマー・エクスペリエンスの全段階をカバーする年次調査と、オファー、注文、配送、請求書発行、テクニカル・サービスなど、特定の

段階における満足度を測定する、より頻度の高いトランザクション調査の２つの形式で実施されている。そのフィードバックによると、当グループの顧客は、商

品とサービスの品質、安全性、チームの専門性と効率性を特に高く評価している。

この年次調査により、当グループはグループレベルで共通のKPIであるNPS（ネット・プロモーター・スコア® ）をモニタリングすることもできる。NPSは、

「エア・リキードをサプライヤーとして推薦する可能性を0から10段階でお答えください。」といった簡単な質問で顧客の推奨意向を測定する。VoC調査の開始以

来、このスコアの着実な向上がすべてのビジネスラインで確認されている。2024年には、エア・リキードの顧客と患者の90％が満足している。

ESRS-S4は個人に焦点を当てているため、当グループの事業活動への適用は、エア・リキードが在宅医療事業の一環として提供するサービスを受ける患者を主

な対象としていることを意味する。

在宅医療事業において、エア・リキードは210万人の慢性疾患患者をカバーしている。エア・リキードの在宅医療事業が対象とする主な慢性疾患は、慢性閉塞

性肺疾患、閉塞性睡眠時無呼吸症候群、慢性呼吸不全、1型糖尿病、肺動脈性肺高血圧症、パーキンソン病である。

処方医による診断と治療が確立された後に、エア・リキードが患者に提供するサービスは、その病態の治療に不可欠な医療機器の配布と、長期モニタリングの

ための関連サービス（対面又は遠隔、特にデジタル・ソリューションの利用拡大を通じた、患者の意識向上、治療実施の支援、看護師又は有資格技術者の関与に

よる継続的なサポート）の提供である。

ダブル・マテリアリティ評価によると、当グループの在宅医療事業に関する、プライバシーの保護、健康と安全、質の高い情報へのアクセスが患者にとって重

要である。

プライバシーに関する影響は、当グループの子会社がアクセス可能な患者の個人データ及び健康データ（機微情報とみなされるデータ）、並びにその漏洩の可

能性（このデータの内部での悪用又は外部の事業体による攻撃による）に関するものである。このデータ漏洩に関連するリスクは重大かつ体系的であり、本セク

ションで言及されるすべてのエンドユーザーに、区別なく関係する。個人データの不正使用は、個人のプライバシー、権利、財産を侵害する可能性があり、また

差別を目的とすることもある。また、一度データが流出すると後戻りはできないため、この影響は回復不可能な性格を強く持つ。この種のインシデントは、制

裁、訴訟、罰則など、当グループに対する法的影響がある。
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ヘルスケア製品やサービスに関する（質の高い）情報へのアクセスは、エンドユーザーがこれらの製品やサービスを適切に使用するために必要である。慢性疾

患の分野では、質の高い情報は、患者の長期的な治療継続の向上にも役立つ。したがって、質の高い情報へのアクセスに関連する影響は、エンドユーザーにとっ

てプラスであり、エア・リキードは戦略の中で主に２つの方法でこれに取り組んでいる。

■　様々なメディア（パンフレット、ウェブページ、教育セッション）を通じて、製品の使用に関する正確な情報を提供すること。この種の情報の目的は、長期

にわたる治療の効果を最適化し、有害な影響を回避することである。これは特に、可燃性ガス特有の危険が伴う液化酸素による長期酸素療法を受けている患者

に関連する。

■　病態にうまく対処するために取り入れるべき生活習慣や行動についての情報を提供すること。

質の高い情報へのアクセスを確保するために実施された措置については、下記ウ（エ）において詳しく説明している。

エア・リキードは、医療機器と医療用ガスを患者の自宅（特に慢性呼吸器疾患の治療）に供給している。その使用は、患者に提供される質の高い情報を通じて

説明されるベストプラクティスと使用上の推奨事項が遵守される限りにおいて、安全である。しかし、これらの医薬品や医療機器の使用から生じる悪影響を抑制

するために、副作用リスクの監視、評価及び管理を確実に行う必要がある。たとえ事故が稀であったとしても、エア・リキードは下記ウ（ウ）にて説明されてい

る特定の手順を実施している。

 

患者のための人権への取り組み

エア・リキードはその事業において人権を尊重し、促進している。エア・リキードグループは、国際人権規約、経済協力開発機構（OECD）の多国籍企業行動指

針及び国連（UN）の「ビジネスと人権に関する指導原則」に記載されている原則を共有している。

エア・リキードは、事業を行う上で最高水準の基準を遵守する。当グループの行動原則は、エア・リキードの患者に対するコミットメントを定めたものであ

る。当グループは、効果的なヘルスケア製品とサービスを提供し、患者を丁寧にサポートすることで、脆弱な生命を守ることを目指している。行動原則に関する

情報は、下記（４）イ（ア）に記載されている。

当グループは、注意義務・社会的責任部門の部長の責任の下、上記の国際基準が推奨するアプローチに基づき、ステークホルダーに対する人権デュー・ディリ

ジェンス・プロセスを実施している。

エア・リキードの患者との対話及び人権への影響を是正するためのアプローチについては、以下の段落でそれぞれ説明する。

 

患者との相談、及び悪影響を改善するためのプロセス

患者の利益、意見、権利は、２つの異なる方法でグループの戦略に考慮されている。

■　一部の在宅医療事業子会社（フランスなど）は、患者の自宅に直接訪問している（治療開始初年度は年に数回、その後は必要に応じて）。患者の近くにいる

ことで、治療に関する患者の意見を定期的に収集することができる。これらの意見は、子会社がニーズに合わせてケアを行う際の参考となる。さらに、必要に

応じて、在宅ケア提供者は、患者が示したニーズを処方医に報告し治療を適応させ、患者の治療の遵守を向上させる。

■　エア・リキードの在宅医療事業子会社は、その国の医療制度によるデータ保護規制が許せば、エア・リキードが提供するサービスに関する患者からのフィー

ドバックを収集するため、患者に定期的な満足度調査（少なくとも年１回）を実施している。これらの調査の後、各子会社は患者から報告された不満の対処す

るための行動計画を設定する。
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これらの意見収集方法に加え、エア・リキードが苦情を収集する主なプロセスのひとつが内部通報ポリシーである。本ポリシー、倫理内部通報制度、及びその

後の改善策を見出すためのアプローチについては、下記（４）イ（ア）に記載されている。この内部通報制度は、患者を含むすべての人に開かれている。患者に

対しては、この内部通報ポリシーの存在を知らせる特別なコミュニケーションはない。この点は、今後数年間において検討すべき点である。

個人情報保護と患者の健康と安全という２つの重要なテーマに関して、エア・リキードは、インシデントや患者の懸念を可能な限り効果的に特定し、報告する

ための特定の警告メカニズムを備えている。

■　上記ア（イ）に記載されている個人情報の侵害に関する権利行使リクエスト及び報告を収集するためのツール

■　下記ウ（ウ）に記載される医薬品安全性監視及び医療機器監視プロセス

 

（イ）患者の個人データの保護

患者の個人データ保護方針

上記ア（ク）に記載されているように、エア・リキードは、患者だけでなく従業員にも適用される、データ保護確保のための強固なガバナンスとポリシーを導

入している。

 

患者の個人データ措置

エア・リキードの従業員及び患者のデータを保護するための行動については、上記ア（ク）に記載されている。

 

患者の個人データ目的

エア・リキードの従業員及び患者のデータ保護に関する目標は、上記ア（ク）に記載されている。

 

（ウ）患者の健康と安全

患者の健康と安全に関する方針

当グループは、あらゆる状況下において、顧客及び患者が職業上及び産業上のリスクにさらされることを低減するよう努めている。これらのリスクを管理する

ため、当グループはエア・リキードの全事業をカバーする産業管理システム（IMS）を導入している。IMSは以下に基づいている。

■　このシステムの実施に関する、様々なグループ事業体の各部門の説明責任

■　重要な組織的・管理手続の策定及び実施により、職業安全衛生管理、環境管理、変更管理、メンテナンス管理、プロバイダーからの製品・サービスの管理、

製品開発管理、インシデント及び事故の分析・処理を含む、その他の事項を確実に行うための措置を講じる。IMSの文書ベースは継続的に更新され、充実させ

ている。

IMSに関連する要素については、上記ア（ウ）で詳しく説明している。

ヘルスケア事業では、医薬品安全性監視（医薬品のステータスを持つ製品）や医療機器安全性監視（医療機器のステータスを持つ製品）といった特定のプロセ

スが定義され、医療従事者や患者から製品に関する事故が報告されるようになっている。

■　医薬品安全性監視の目的は、医薬品の使用による副作用のリスクを監視、評価、予防、管理することである。Air Liquide Santé Internationalで導入され

ているシステムは、医薬品部門内の警戒担当ディレクターによって管理されている。医療保険は全世界をカバーしているため、医療用ガスのベネフィットとリ
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スクの比率を監視・評価することが可能であり、医療製品のライフサイクル全体を通じて、患者にとってのベネフィットがリスクを上回ることを保証すること

を目的としている。医薬品安全性監視は、保健当局によって厳しく規制されている科学である。そのため、Air Liquide Santé Internationalは、規制当局の

モニタリング、症例管理、当局への報告など、様々なプロセスの実施を可能にする品質システムを有している。これにより、業務が定められた基準に従って実

施されることが保証される。上記の業務を確実に遵守するため、医薬品安全性監視システムは少なくとも３年ごとに監査され、品質管理措置が実施される。

■　医療機器安全性監視の目的は、適切な予防措置及び是正措置を講じることにより、医療機器に関わる重大な事故やリスクの（再）発生を回避することであ

る。エア・リキードは、医療機器の使用中に発生した、あるいは製造業者や保健当局から報告された、あらゆる事象やインシデントのリスクを分析し、対処す

るための専門チームを子会社に設置している。これらの専門チームはリスクを評価し、必要に応じてサプライヤーや保健当局に体系的に報告するとともに、警

戒すべき状況が終了するまで様々な利害関係者と連絡を取り合う。

エア・リキードが供給する医療用ガス及び流通する医療機器による副作用を報告するシステムは、欧州及び現地の規制に従い、患者からのフィードバックを考

慮し、必要な是正措置を実施するために設置されている。

 

患者の健康と安全に関する行動

医薬品安全性監視は、健康に関する活動に従事する全従業員が毎年受講することが義務付けられているオンライン研修モジュールの対象である。この研修モ

ジュールは必須であり、全従業員による修了が2024年に利益分配の基準として追加された。

このモジュールを受講することで、これらの従業員は医薬品安全性監視の主な原則について学び、小テストで理解度を試すことができる。80％以上のスコアを

獲得した場合、モジュール修了の個人証明書が発行される。

 

患者の健康と安全に関する目標

エア・リキードの目標は、毎年対象となる従業員の100％に対し、医薬品安全性監視の主要原則を教育することである。各年次研修の結果は文書化して管理さ

れ、医薬品安全性監視の査察の際に保健当局に報告される。

 

（エ）（質の高い）情報へのアクセス

（質の高い）情報へのアクセスに関するポリシー

在宅医療事業の一環としてエア・リキードが供給する医療用ガス及び医療機器は、使用や取り扱いが複雑な場合があるため、患者への使用方法の教育が必要と

なる。エア・リキードの子会社は、以下のいくつかの方法（子会社ごとに異なる）で、製品の使用に関して以下の正確な情報を提供するよう努めている。

■　患者が入手可能な文書情報（パンフレット、ユーザーガイド、医療機関のウェブサイトのページ）を通じた方法

■　エア・リキードが雇用する技術スタッフ（技術者、看護師）からの口頭による情報。この口頭による情報は、患者宅への個別訪問時、集合研修会（ウェビ

ナーなど）、インターネット上のビデオ教材や患者への送付物を通じた方法により伝達される。エア・リキードの子会社は、製品の使用に関する情報だけでな

く、長期にわたる病態や治療との付き合い方だけでなく、生活習慣や行動に関するアドバイスなど、製品の枠を超えた情報を患者に提供するよう努めている。

　当社の子会社は、製品の使用法に関する情報に加えて、製品の領域を超えた情報や、長期的に病理や治療とどのように付き合って生きていくかに関するトピッ

ク、採用したほうが良い生活上の習慣や行為についての情報を患者に届けるよう努めている。
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一元的に開発された情報コンテンツについては、規制対応部門内の専門チームが、推奨事項が参考文献によって裏付けられていること、談話がバランスの取れ

た信頼できるものであること、宣伝的なレトリックを避けた内容であることを確認する。また、特にマーケティング、コミュニケーション、医療、薬事・規制対

応チームの代表で構成される審査委員会を含む、全ての外部コミュニケーションに適用される中央レベルでの内部手順もある。一旦コンテンツが中央レベルで検

証されると、それを患者に使用する各国は、そのコンテンツを当該国の規制に適合させなければならない（欧州共通の規制はなく、この分野では各保健当局が独

自の規則を持っている）。

子会社が独自に開発したコンテンツについては、規制当局との連絡網が存在し、そのネットワークがこのレビューを引き受けている。

医療製品及び医療機器の使用に関連する内容を検証する手順は十分に強固であると考えられるが、誤った情報や不正確な情報に関連するエア・リキード製品の

誤用を患者が報告するための具体的なポリシーやチャネル、又は関連する是正手順は存在しない。

 

（質の高い）情報へのアクセスに関する行動

欧州子会社向けに2024年に設定された患者中心志向（Patient Centricity）をテーマとするプログラムの一環として、在宅医療事業の全欧州子会社を対象に、

情報の質に関する指標をモニタリングしている。この指標は、このテーマについて現地で実施したアクションをモニタリングするのに役立つ。

 

（質の高い）情報へのアクセスに関する目標

2024年に開始された患者体験の測定のための新しい社内方針の一環として、すべての子会社はエア・リキードが提供するサービスに関連するいくつかの変数を

測定しなければならない。

これらの変数のひとつは、患者のニーズを理解し、明確で理解しやすい方法（「提供された情報と説明の質と妥当性に満足していますか？」など）で情報を伝

える子会社の能力に関するものである。この指標は、毎年モニタリングされる。

現在、この指標や患者のための質の高い情報へのアクセスに関する他の指標に関連する目標はない。本指標の実施初年度の結果から改善すべき点が示された場

合、2025年に、本指標に関連する潜在的な目標について検討が開始される予定である。

 

（４）ガバナンス関連情報

ア　はじめに

（ア）事業活動のガバナンス

業務執行に関する取締役の役割と専門知識については、第５の３（１）で述べられている。そのうち特に、以下の部分に記載されている。

■　③　取締役会の構成

■　⑤　取締役の役割及び職務

■　⑥　取締役会の機能

■　⑩　2024年度における取締役会の活動実績

■　⑪　取締役会の委員会

 

（イ）事業活動に関連するトピック：影響、リスク、機会
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エア・リキードの行動原則と行動規範は、グループの価値観を再確認するものである。

これらは全従業員と共有され、グループのウェブサイト（https://www.airliquide.com/sustainable-development/ethics）でご覧いただくことができる。そ

の結果、以下のような点が重要なものとみなされる。

■　企業文化：エア・リキードの従業員が行動原則及び行動規範を遵守しなかった場合、グループの評判に悪影響を与えたり、適用法の違反につながったりする

可能性がある。

■　内部通報者の保護：内部通報者の保護措置の欠如又は不履行、あるいは報復の行使は、内部通報者に悪影響を及ぼす可能性があり、当グループの法的義務違

反となる。エア・リキードの評判への悪影響に加え、内部通報者の保護がなされない場合、将来の内部通報者が当グループの内部通報制度を利用しなくなる可

能性がある。

■　汚職及び贈収賄（防止、研修、事件）：汚職の防止・検知の不能又は失敗は、一方では適用される汚職防止法の違反となり、他方では当グループの評判を傷

つける可能性のある法的手続又は制裁リスクにさらされる可能性がある。

■　サプライヤーとの関係管理：上記（３）イに記載されている社会的側面は、ネガティブな影響をもたらす可能性のあるものに限られない。エア・リキード

は、倫理的側面及び環境的側面におけるサプライヤーのネガティブな影響も考慮する。エア・リキードがこれらの原則に違反したことにより、戦略的又は重要

なサプライヤーとの取引関係を停止した場合、当グループはサプライチェーンにおける混乱や潜在的な法的リスクにさらされる可能性がある。

さらに、上記（１）オにて説明されているダブル・マテリアリティ評価については、サプライヤーへの支払慣行とロビー活動というトピックが重要であるとい

う結論に達した。サプライヤーへの支払慣行は、サプライヤーとの関係において不可欠な要素であり、中小企業の存続にとってより重要である。ロビー活動に関

しては、エア・リキードは2021年にパブリック・アフェアーズ憲章を起草・発行したが、これは、規制変更に関連するリスクを先取りし、成長機会を特定し、エ

ア・リキードグループが正当な利益を有するセクターに関する公的議論に参加するために、国内、地域／欧州、国際レベルでの公的機関とのグループ交流に関し

て規定したものである。エア・リキードは、当グループの誠実な価値観を損なうような行為を避ける、当グループの利益を代表するための行動が、憲章に定めら

れた透明性の原則に導かれたものであることを保証する。

 

イ　企業行動と企業文化

（ア）企業行動及び企業文化ポリシー

エア・リキードの行動原則と行動規範

エア・リキードはビジネスを行う上で最高水準の基準を遵守する。グループの行動原則と行動規範は、安全性、透明性、尊重、厳格な経営、継続的な改善、そ

してステークホルダーとの信頼関係の構築に関するエア・リキードの価値観とコミットメントを確認するものである。

この行動原則は、エア・リキード最高経営責任者の監督のもと、顧客や患者、株主、従業員、地域社会、サプライヤー、ビジネスパートナーなど、社内外のス

テークホルダーに対する当グループの業務遂行上のコミットメントを表明するものであり、環境保護のためのものである。これらは全従業員と共有され、グルー

プのウェブサイト（https://www.airliquide.com/sustainable-development/ethics/groups-principles-action）で見ることができる。

当グループはまた、エア・リキードが遵守すべき倫理規則を示す行動規範を採択した。行動規範の主な重点項目は、以下の３つの点でカバーされている。

■「慎重に行動すること（Acting with Care）」は、人と資産の保護（安全・安心、平等、多様性、ハラスメントの防止、個人情報の保護等）というテーマに対

処するものである。
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■「誠実さと透明性を重視した行動（Acting with Integrity and Transparency）」は、汚職の防止、公正な競争ルールの尊重、一般に公開される情報の透明性

などの期待される行動について説明するものである。

■「責任ある行動（Acting Responsibly）」は、環境と人権の保護、地域社会への貢献に対する当グループと従業員のコミットメントを確認するものである。

本行動規範は、当グループの全従業員、役員、ディレクターに適用される。エア・リキードは、また、ビジネスパートナーがこの行動規範の原則を遵守するこ

とを期待している。行動規範が不可欠な部分となる倫理プログラムの展開は、グループ倫理担当役員の責任であり、年２回開催される倫理・コンプライアンス委

員会が監督する。この委員会は、グループ業務管理・コンプライアンス担当取締役、法務担当取締役、及びグループの執行委員会のメンバーであるグループ人事

担当副社長とヨーロッパ、アフリカ、中東、インドのエア・リキード事業を統括するグループ副社長２名で構成されている。グループ倫理担当役員が事務局を務

める。

28か国語で利用可能な行動規範は、従業員に内省のための枠組みを提供し、期待される行動の採用に役立つリソースを提供する。この行動規範は、さまざまな

コミュニケーション手段（説明会、ポスター、記事など）を用いて社内で共有され、エア・リキードのウェブサイト

（https://www.airliquide.com/sustainable-development/ethics）でも見ることができる。行動規範に特化したeラーニング・モジュールは、グループの倫理ア

プローチを説明し、シナリオ・シミュレーションを通じて各テーマについて提示する。このモジュールは毎年、全グループに必須となっている。扱うテーマは更

新される。2024年度は、サイバーセキュリティとデジタル保護、利益相反、内部通報制度に関する注意喚起に関するトピックを扱った。2024年には、97％の従業

員がこの研修に参加した。e-ラーニングでは、各従業員がe-ラーニングに参加したことを確認するために知識をテストした後、行動規範の遵守とその規定を遵守

する誓約を毎年更新している。

グループ・イントラネット上で全従業員がアクセスできるグローバルな参照マニュアルであるブルーブックは、行動原則と行動規範を、ポリシー、規範、業務

手順に落とし込んだものである。ブルーブックは、当グループの活動及び従業員の行動が、適用される法律及び規制、ならびに一貫した事業活動のための基準及

びベストプラクティスに則していることを保証するべく、リスク管理及び内部統制システムの基礎を形成している。

 

エア・リキードの内部通報ポリシー

エア・リキードの内部通報ポリシーは、グループの倫理に関するコミットメント及び規則違反の可能性を報告するために内部通報者が利用できる様々な手段、

及びエア・リキードによる警告の処理プロセスを定義している。ブルーブック内で全従業員が閲覧できるほか、当グループの社外ステークホルダー向けウェブサ

イト（https://www.airliquide.com/sustainabledevelopment/ethics）からもアクセスできる。この方針は、グループ各社のローカルポリシーを通じて実施され

る予定である。

「EthiCall」 (https://safecall.co.uk/en/clients/ethicall/)は、すべてのグループ事業体、及び2021年にフランスの従業員代表団体との協議を経て、社内

外のすべてのステークホルダー（顧客、患者、サプライヤー、協力会社とそのスタッフ、地域社会、ファシリテーターなど）が利用できる。2024年には、エアガ

スとその子会社も同様のプラットフォームであるEthicsPoint(https://secure.ethicspoint.com/domain/media/en/gui/28723/index.html)を導入している。エ

ア・リキードは、これらのシステムで定期的に従業員に周知している（例：ポスター、イントラネット、年次及び必須eラーニングでの行動規範に関する注意喚

起、管理職からのコミュニケーション、新入社員の入社研修等を通じて）。

誰でも、電話又は当グループのウェブサイト及びイントラネットからアクセス可能な専用ウェブサイトを通じて、母国語で通報することができる（通報はサー

ビス・プロバイダーによって収集される）。従業員にとって、これらのシステムは、事業体内の潜在的なインシデントを報告するための通常のチャネル（ライン

管理職、人事部、倫理特派員、グループ倫理担当者）に加えて提供されるものである。第三者もまた当グループ内の担当者に懸念を提起することができる。
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通報は、特に、当グループの行動規範、社内ポリシー及び手続、又は適用される法律の違反の申し立て、そして、人権、安全衛生、又は環境に関連するインシ

デントに関するものである。

内部通報制度は、エア・リキードの従業員による客観的で独立した機密保持の取り扱いと同様に、寄せられた通報への迅速かつ体系的な対応を可能にする。一

旦通報が

登録されると、最初の受付から７日以内に、内部通報者に受付確認の通知が送付されることになっている。エア・リキード社内では、通報の対象となる地域又は

グローバルビジネスユニットを担当する通報コーディネーターが、社内手続に従ってその通報の受理可能性を評価し、必要な場合に、通報のカテゴリーに応じ

て、当該問題に関するマネジメントライン外の調査員を任命する。サービス・プロバイダーは、エア・リキードから提供されたルーティングテーブルを使用し

て、関連する通報コーディネーターに通報を送信し、通報に名前が挙がっている人物にはその旨を通知しないよう指示されている。調査員は、報告された事実が

立証されているかどうかを調査する。この調査のため、外部リソースに依頼する場合もある。2023年に通報調整担当者の協力を得て、調査員向けの新たなトレー

ニングモジュールが作成され、2024年から段階的に導入されている。任命時、各調査員には、任務遂行に必要な手順書と書類を含むキットが提供される。

もし事実が確認された場合、適切な是正措置及び救済措置が実施される。これらの措置には以下が含まれる。

■　グループの方針、統制及びプロセスの強化

■　内部通報者に対する人事部又はその他の支援

■　個人や集団の意識改革

■　適切な場合には、適用される規則又は法的手続に従って、解雇を含む懲戒処分の実施

フォローアップ及びフィードバックは、処理中、遅くとも通報受理通知から３か月以内（但し、可能な限り２か月以内）に内部通報者に提供されるべきであ

る。特定の正当なケース及び特定の法域においては（例えば、通報の性質や複雑さにより）、より長い期間が必要となる場合がある（但し、この期間は追加で３

か月を超えてはならない）。

内部通報者及び通報者に与えられる保護に関する原則（匿名性、通報処理の機密保持の尊重、あらゆる形態の報復の禁止）は、行動規範及びグループ内部通報

ポリシーに記載されている。当グループは、善意で倫理違反や不正行為を通報した内部通報者が、いかなる懲戒措置や差別的措置、報復措置も受けないことを保

証する。したがって、内部通報制度は、欧州議会及び理事会の指令（EU）2019/1937を反映した適用法令に準拠している。

グループ倫理担当役員は内部通報制度の責任者であり、その実施、特に内部通報制度がグループ全体に適切に周知され、通報が適切に処理され、通報者が保護

されることを保証する。最も深刻なケースは、当グループの倫理・コンプライアンス委員会が審査する。

本ポリシー及びエア・リキードの内部通報制度に関連する上述のプロセスは、国連のビジネスと人権に関する指導原則によって定義された、アクセス可能性、

予測可能性、透明性といった有効性の基準に適合している。

 

通報の性質別内訳

以下の表は、2024年中に当グループの倫理内部通報システムに報告された通報の件数を、処理状況及び調査後の結論にかかわらず、性質別に分類したものであ

る。

 2024年

人事 422

健康、安全及び環境 28
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不正 55

その他（コンプライアンス） 53

計 558

 

2024年12月31日現在、125件の通報がまだ処理中である。終了した433件のうち、38.6%は立証又は部分的立証とみなされ、是正措置及び救済措置につながっ

た。

 

ウ　汚職防止

（ア）汚職の防止、発見、撲滅

エア・リキードは、行動原則の序章に含まれる、あらゆる形態の汚職を禁止するというコミットメントを、強固な汚職防止プログラムによって支えている。行

動規範では、誠実さと透明性の原則が定義され、特定の章で説明されている。ここでは、汚職や利益供与との闘いを規定する法律の概要を具体的に説明し、仲介

者との関係や、特に注意が必要な支払の種類について取り上げている。行動規範の周知については、上記イ（ア）「企業行動及び企業文化ポリシー」で取り上げ

ている。さらに、当グループには、汚職防止に関する章を含むサプライヤー行動規範がある。

エア・リキードは、経営陣及び管理職が密接に関与する汚職防止プログラムを実施しています。このプログラムは特に以下の点に重点を置いている。

■　汚職リスクのマッピング

■　行動規範

■　汚職関連リスクにさらされている人のための研修と意識向上活動の完全なセット

■　第三者評価メカニズム

■　内部通報制度

■　会計管理

このプログラムは、グループ倫理担当役員の調整の下、新しい規制及び法的義務を考慮に入れて定期的に更新され、特に現地でのプログラムの実施管理を担当

する倫理担当者のネットワークに依存している。また、法務部、人事部及び現地担当の支援も得ている。汚職防止プログラムは定期的に監査される。

汚職の疑いのある事案の検出は、上記イ（ア）「企業行動及び企業文化ポリシー」に記載されている内部通報制度や、実施されている管理・監査等の、様々な

チャネルに基づいて行われる。この第二のシナリオでは、事業体は内部不正管理手順をし、事件の報告と処理を行う。

汚職防止プログラム及び不正管理システムの進捗状況は、倫理・コンプライアンス委員会が監視している。また、取締役会の監査・決算委員会にも毎年報告さ

れている。

 

（イ）ハイリスクな職務向けトレーニング

汚職関連リスクにさらされている、又は特にさらされている職務は、職務プロフィール及び汚職リスクマッピングの結果に基づいて特定される。これらは通

常、販売、調達、管理運営に関連する分野である。汚職リスクにさらされている職務と特にさらされている職務の区別は、責任の度合いと第三者との近接性、さ

らに一般的にはマッピングによって特定されたリスクシナリオへの関与の程度によって決まる。これらの職務に従事する従業員は、毎年eラーニング・モジュー

ルを修了しなければならない。特にリスクにさらされる部門については、３年ごとに対面式の研修で補完される。これらの研修の最後にはテストが実施される。
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その他の従業員については、上記イ（ア）「企業行動及び企業文化ポリシー」に記載されている行動規範に関する年次eラーニングを通じて、汚職防止を認識さ

せる。

オンライン研修コースで扱われるトピックは毎年更新され、贈与ポリシー、利益相反、発見・内部通報手続、又はリスクのある第三者との交流に関連するもの

などがありうる。また、ヘルスケア事業で医療従事者と接する従業員は、規制上の義務に従った特別な研修を受ける。汚職防止研修の講義においては、汚職行為

の定義、適用法の再認識、特に実践的な事例（仲介者、贈答・招待、便宜供与、利益相反など）を通して、リスクに敏感なトピックを取り上げることにより、特

に危険にさらされている部門の従業員が知識を深めることができる。

 

汚職防止研修

下表は、汚職防止研修の内容、回数、対象者を示している。また、各研修コースの対象者総数について、2024年の修了率も示している。

 汚職防止eラーニング（30

分）

汚職防止座学研修（1時間

30分）

行動規範eラーニング（40

分）

対象者

汚職リスクにさらされ

る職務

毎年  毎年

特に高い汚職リスクに

さらされる職務

毎年 ３年ごと 毎年

取締役 2024年完了   

その他従業員   毎年

研修の履修

関係者数 20,110 11,578 64,123

修了率 95％ 23％ 97％

(a) 2024年11月30日以降に採用された従業員及び長期休業中の従業員を除く。

(b) 汚職防止の座学研修は３年毎に実施され、関係する従業員全員が毎年研修を受けるわけではない。

 

（ウ）汚職事件

2024年、エア・リキードは汚職防止法及び贈収賄防止法違反で有罪判決を受けていない。

 

エ　サプライヤーとの関係

（ア）サプライヤーとの関係管理

サプライヤーとの関係管理は、以下に基づいて行われる。
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■　当グループのリソースを最適化しながら、エア・リキードとサプライヤーの相互作用の価値を最大化し、リスクを最小化することを目的としたサプライヤー

リスク及び関係管理の手順。特に、サプライヤーの資格認定プロセスを定義し、関連するリスクの特定を可能にし、サプライヤーがエア・リキードの要件を満

たしていることを確認する。

■　サステナブル調達手続とは、調達部門が倫理的、社会的、環境的側面を調達プロセスに統合できるようにするためのガイドラインと、サステナビリティ問題

への影響を特定し防止するためのプロセスを定めたものである。バリューチェーンにおける労働者に関するトピックについては、上記（３）イで詳しく説明さ

れており、環境・倫理問題にも同様に適用される。

さらに、サステナブル調達部門は、以下の２つの手段を通じてサプライヤーにサステナビリティ要件を伝えている。

■　サプライヤー行動規範は、すべてのサプライヤーが特に人権、倫理、環境保護、安全を尊重することを促進し、確保することを目的としている。この行動規

範は、当グループの行動規範に基づいている。サプライヤー行動規範に記載された原則を遵守することは、エア・リキードへの供給に関わるすべての商取引関

係の前提条件である。2023年の本規範の改訂は、新たな規制の期待や慣行の変化に対応することを目的としている。特に、紛争鉱物や内部通報制度に関する条

文を追加した。この行動規範はエア・リキードのウェブサイト（https://www.airliquide.com/sustainabledevelopment/sustainable-procurement）でご覧い

ただくことができる。

■　サステナビリティ条項は、枠組み契約を含む、サプライヤーとの契約書のテンプレートに含まれている。

調達部門は、例えば、地域又はカテゴリーレベルでの特定の影響又は戦略に対処するために、サステナブルな仕様を要求することがある。これらの仕様は、専

門的な機能及び活動と協働して定義されなければならない。これらの仕様は、商品又はサービス自体、関連する製造・配送プロセス、及び関連するサプライヤー

組織に関するものを含む場合がある。

 

（イ）エア・リキードの支払ポリシー及び慣行

エア・リキードのP2P（Procure-to-Pay）手順は、購買依頼からサプライヤーへの支払いに至るまで、調達から支払にすべてのグループ従業員に枠組みを提供

する。この手順は、エア・リキード社内のP2Pプロセスを調和させ、自動化することで、効率を最大化し、手作業によるミスを減らし、サプライヤーへのタイム

リーな支払いを保証することを目的としている。推奨される指標の中に、この手順には、未払日数のモニタリングと、期限内に支払われた請求書の割合が含まれ

ている。この手順は、調達部門と財務部門が共同で所有し、各事業体のマネジメント・ディレクターとともに、その実施に責任を負う。

上記（３）イに記載されているサステナブル調達手続では、中小企業のキャッシュ・フローが重要な課題であるため、中小企業に対する支払条件や支払遅延に

特別な注意を払わなければならないことが示されている。サプライヤーからの要請があれば、調達部門と財務部門が共同で決定した後、ビジネスを円滑化するた

めにこれらの条件を適応することができる。

支払条件は国やサプライヤーの活動によって異なるため、当グループでは多くの支払条件が適用されている。当グループが適用する契約上の支払条件は、現地

の法律を遵守しなければならない。サプライヤーから受領した請求書に記載されている支払条件に基づき、当グループが適用している主な支払条件は以下の通り

である。

支払期間 2024年の支出に占める割合（％）

即時 24.9％

正味20日 5.2％

正味30日 22.4％
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正味45日 7.3％

正味60日 13.1％

その他 27.1％

計 100.0％

 

これらの費用に関連する損益計算書の項目は「仕入高」及び「その他の費用」である。

エア・リキードは、支払方法において、サプライヤーが中小企業であろうと大企業であろうと区別していない。支出の第一項目はエネルギー（電気及び天然ガ

ス）に関するもので、2024年には、これらの費用のうち、54.6%を即時、14.9%を20日後、14.2%を30日後に支払わなければならなかった。

2024年の平均未払日数は63.5日であった。この指標は、連結注記27「買掛金」で決定・公表されている2024年12月31日現在の営業サプライヤーの買掛金を１日

当たりコスト（360日）で除して算出された。１日当たりコストは、売上原価及び諸経費（損益計算書の「その他費用」に含まれる）から人件費（損益計算書の

「人件費」に含まれる）を差し引いたものに相当する。

買掛金の93.6％は、契約上の支払条件に従っている。この比率は、2024年第１～３四半期末及び2023年第４四半期末に平均支払期日が到来した買掛金に基づい

て推定されたものである。本報告書作成時点では、2024年第４四半期のグループレベルの分析は入手できなかったが、契約上の支払条件に準拠した買掛金の割合

は、四半期ごとに比較的安定している。実際、この比率は、比率の算出に使用した期間中、93.0％から94.3％の範囲で推移している。

2024年12月31日現在、当グループは支払遅延に関する進行中の法的手続について認識していない。「進行中の法的手続」とは、当グループが存在する各国の国

内法で定義された、司法機関により処理される手続を指し、規則で義務付けられている通り、2024年12月31日現在、法的に解決されていない具体的な法的手続の

ことである。

 

オ　公共領域との関係

（ア）公共領域の担当に関する情報

■　当グループの取締役会、特に監査・会計委員会は、欧州・国際業務部門が調整する公的ステークホルダーとのエンゲージメント活動（予算、組織、エンゲー

ジメント原則、目的、行動）を定期的にレビューしている。

■　エア・リキードの執行委員会のメンバーであるグループ事務局長は、グループ管理・コンプライアンス部門、法務部門、欧州・国際業務部門、デジタル＆IT

部門を統括している。

当グループの取締役会及び執行委員会には、過去に国家行政機関の役職に就いていた者はいない。

当グループのガバナンス機関の監督的役割に関する要素は、「第５・３（１）　コーポレートガバナンスの概要」の中でも特に「③　取締役会の構成」で取り

扱われている。

 

（イ）テーマ、行動、公共領域へのメッセージ

エネルギー転換

■　電力集約型セクターの特殊性と、競争力のある価格で再生可能エネルギーや低炭素エネルギーを大量に調達する必要性について、公的機関の認識を高める。

■　CO2排出削減メカニズムの実施に参加し、産業界に脱炭素ソリューションへの転換を促すことで、ネット・ゼロ排出の目標を達成する。
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■　既存の産業分野から産業の脱炭素化を可能にする公共政策の構築（炭素回収・貯留、再生可能な低炭素産業ガス（水素、酸素など）の生産と利用）、及びそ

れに対応する支援メカニズムの実施において公的機関を支援する。

■　産業用ガスネットワーク（水素、CO2）の開発に関する議論に貢献し、地域生態系における産業利用の文脈においてその特有の特性を認識させる。

■　脱炭素化された水素モビリティのエコシステム（生産、流通、車両フリート開発）の構築に貢献する。

エレクトロニクス事業

■　バリューチェーンにおけるすべてのプレーヤーの重要性を認識し、各地域の産業的優位性を維持するために彼らを支援する必要性を認識することにより、半

導体産業の発展を支援する。

ヘルスケア事業

■　高齢化と慢性疾患の増加に関して、より効率的でサステナブルかつ公平なヘルスケアシステムの構築に、公的機関、患者、医療従事者、病院とともに、積極

的に貢献する。

■　専門家による人的サポートと最新のデジタル技術の活用を組み合わせることで、患者に提供される価値に焦点を当てた医療経路の開発を奨励し、患者の自宅

までのケア経路の発展を可能にする。

■　効率性を最適化するための医療用ガス管理の変更、患者と医療機関に提供されるサービスの質の向上、ヘルスケアシステムの回復力の強化、カーボンニュー

トラルの達成、遠隔地を含む医療へのアクセスの保証に貢献する。

 

公的機関との交流においては、当グループが選出した代表者が、ワーキンググループへの参加、テクニカルノートへの寄稿、専門分野に関する会議での意見交

換に招かれることがある。当グループは、ウェブサイトの広報ページ
（1）

において、当グループが事業を展開する主な地域における主要な役職及び利益代表の活

動を記載したパブリック・アフェアーズ憲章を発表している。

 

(1) https://www.airliquide.com/sustainable-development/engagement-public-stakeholders

 

（ウ）地域別の透明性登録簿へのエア・リキードの登録

地域 ウェブサイトのリンク

EU https://transparency-register.europa.eu/searchregister-or-

update/organisation-detail_en? id=94857385769-70

フランス https://www.hatvp.fr/fiche-organisation/?

organisation=552096281##

米国 https://lda.senate. gov/filings/public/filing/search/?

registrant=air+liquide&search
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３　【事業等のリスク】

 

（１）概要

以下の第２章では、2017年6月14日付欧州連合規則 2017/1129（「目論見書規則第３章」）第16条に記載されているリスク要因及び関連する管理手法、並びに

フランス商法第L.225-102-4条に基づく注意義務計画について説明する。

さらに、フランス商法第L.232-6-3条に定義されている「サステナビリティ・ステートメント」は、本報告書「第３　２　サステナビリティに関する考え方及

び取組」において、当グループの事業に関連する財務上の重要性と影響に関する主な課題を提示している。

本報告書は、目論見書規則第３章、注意義務計画及びサステナビリティ・ステートメントを支配する様々な原則を以下のように遵守することを確保する。

■　関連する管理手法（ネットリスク、目論見書規則第３章）を考慮した後、発行体に固有の重要なリスク要因を、本章の「（２）リスク要因及び管理手法」に

記載する。

■　注意義務に関わるリスクのマッピングは、会社が個人（人権、基本的自由の尊重及び健康安全の観点）や環境に与え得るリスクを特定することで、会社の

マッピングを補完している。最も関連するリスクは、予防、軽減又は是正措置の立案（本章の「（５）注意義務計画」）を通じて優先事項として対処するため

に特定される。

■　ダブル・マテリアリティ評価を含むサステナビリティ・ステートメントは、指令(EU)2022/2464「CSRD」（企業サステナビリティ報告指令）のガイドライン

に従って作成され、本報告書「第３　２　サステナビリティに関する考え方及び取組」に記載されている。

 

（２）リスク要因と管理手法

当グループは、リスク管理の正式アプローチを活用して当グループがさらされているリスクを特定している。このリスク要因の適示及び関連する管理方策は、

フランス金融市場当局の監督下で、複数の部署（とりわけ財務部門、持続可能な開発部門、グループ業務管理    ・コンプライアンス部門、法務部門、安全及

び工業システム部門）の協力により策定された内部統制及びリスクマネジメントシステムの参照フレームワークに基づいている。

以下に示すリスクは、本報告書提出時点において、当グループが、その発生により、事業、結果、見通し又は評判に顕著な悪影響が生じると考えるものであ

る。但し、これらのリスクは網羅的なものではなく、本報告書提出時点において知られていないリスクが発生して、当グループの事業に悪影響を与える可能性が

ある。

当グループは、内部統制及びリスク管理手続の実施や、定式化された特定のアクションプランの実施によって、リスクを定期的に評価し、リスクの発生又は潜

在的な影響を低減させている。これらの手続は、当グループの行動規範及びポリシーと同様に、当グループの内部統制システム及びリスク管理の基礎である、ブ

ルーブックと呼ばれるグローバル基準のマニュアルに含まれている。

リスク要因については、ネットリスク（実施済みの管理手法を考慮後）として記載し、その性質に応じて、分類して記載している。それぞれのカテゴリーにお

いて、最も重要なリスク要因を最初に提示する。

リスク区分のうち、当グループにとってビジネスに関連する最も重大な２つのリスクは、産業リスク及び設備投資関連リスクである。

 

 

リスク区分 リスク要因
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事業関連リスク 産業リスク

設備投資関連リスク

エネルギー供給関連リスク

設計・施工関連リスク

イノベーション関連リスク

人的資源管理関連リスク

顧客リスク

財務リスク 取引先及び流動性リスク

外国為替リスク

金利リスク

税務リスク

デジタルリスク デジタルリスク

環境リスク 気候変動リスク（温室効果ガス排出）

気候変動リスク（業務への物理的影響）

水資源管理リスク

社会的リスク（差別関連）

地政学的、規制的、法的及び公共政策関連

リスク

地政学的リスク

規制及び法的リスク

公共政策関連リスク

 

ロシアとウクライナの軍事衝突に伴う影響

地政学的状況の変化及び現地の制約により、2022年9月1日以降、当グループはロシアにおける当グループの事業への支配権を喪失し、連結対象外となってい

る。

しかしながら、現時点では、エア・リキードは依然として非連結持分を保有している。その結果、エア・リキードは株主としての地位に関連するあらゆるリス

クを負担する可能性がある。エア・リキードは、MBO（マネジメント・バイ・アウト）の形でロシアにおける事業の譲渡を引き続き検討している。

 

ア　事業関連リスク

産業ガス事業は、重要な技術内容（設計段階及び製造設備製造段階の両方がある）、当該国の製造設備、高資本集約度、及び大量の電力使用という特徴があ

る。多種のリスクがこれらの特徴に関連している。
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これらの特性には様々なリスクが関連し、主に当グループが扱う産業や顧客の多様性、それらに提供している複数のガスの用途及び事業活動を行っている多数

の地域など、様々な要因によって軽減される。さらに、相当な割合の事業が、契約、厳格な投資計画の承認及び管理プロセス、並びに統制されたエネルギー政策

の対象となる。

 

i.産業リスク

(i)リスクの特定及び説明

産業リスクは、当グループが実施する多様な製品、工業プロセス及び配送方法に関係している。当該リスクは、多数の地域別製造サイトに分布する。

あらゆる産業活動に内包される一般的リスクに加えて、エア・リキードの事業は以下に関して、より具体的なリスクを伴う。

■　製品：当グループが製造、加工又は充填する産業ガスは、その組成物質により、危険物カテゴリーに分類される。これらの産業ガスの使用には、次のような

リスクを防ぐために、特殊な制御・保護手段が必要である。

－　不活性ガスに関連する酸素欠乏症

－　酸素や酸素混合物、可燃性ガスに関連する過剰な酸素化や火災の発生

－　特定の特殊ガスに関連する有毒性

■　プロセスとオペレーション：

－　ガスの蒸留分離、保存、輸送のため低温技術が使われている。この極低温技術は、液化ガスに関連する凍傷リスクと関連している。

－　同様に特に水素の製造に用いられる高温技術についても、主に発火又は爆発のリスクがある。

－　さらに、圧力は当グループが行うプロセスの核心である。制御不能な圧力の増加により事故及び損害が発生するリスクを制限するため、圧力装置は安全装

置を備えて設計されなければならない。

－　これらのプロセスの一部では、当グループの顧客のニーズが絶えず高まっているため、ますます大型の設備又は能力    が必要になる場合がある。場合に

よっては、リスクレベルの上昇を避けるため、更なる対策を実施しなければならない。

－　最後に、エネルギー転換は、PEM（プロトン交換膜）電解槽、炭素回収装置及びATR（オートサーマルリフォーミング）装置などの新技術の導入を当グルー

プに促進させる。これらの技術はそれぞれ、装置の製造に関わる可能性のあるパートナーとの緊密な協力のもと、最も適切な制御及び保護要素を定義するた

めに、事前に綿密なリスク分析を受けている。

■　配送：毎年、配送車両や営業・技術スタッフが長距離を移動する。交通規制を遵守しないことや車両が定期的にメンテナンスされないことにより、運転手や

第三者は事故のリスクの高まりにさらされることになる。さらに、    製造現場では、衝突や荷物の落下等の特殊なリスクを生じさせる、多数の電動式リフト

装置が使われる。そのような装置を使用するためのトレーニングや使用許可    を要求している。

■　エンジニアリング及び建設：産業リスクは設備設置の設計段階から考慮され、開始されなければならない。建設段階における厳格な事故防止策の欠如は、多

様な関係当事者間の調整に影響を与え、組織を事故のリスクにさらすこととなる。

■　配送の信頼性：当グループは、顧客へのガスの供給システムの欠陥リスクにさらされており、品質や数量に関する供給の    支障につながる可能性がある。

■　特定の基準の遵守を怠ること。特にヘルスケア部門に関して、顧客や患者に提供される製品やサービスについての基準への不適合リスクがある。

 

(ii)リスク管理方策
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当グループは、これらのリスクを管理するため、エア・リキードの全ての事業をカバーするインダストリアル・マネジメント・システム(IMS)を採用してい

る。このIMSは以下に従って運用される。

■　同システム(IMS)の実行を目的とした、各グループ子会社部門の説明責任

■　以下の目的を確実に達成するための、主要な経営・組織手順の発行・発令

－ 法令遵守

－ 能力管理（トレーニング、必要に応じた検定など）

－ プロセスリスク管理

－ 労働安全衛生及び環境管理

－ 交通安全管理

－ 産業緊急事態管理

－ 変更管理

－ メンテナンス管理

－ プロバイダーの製品及びサービスの管理

－ 設置プロジェクト管理

－ 製品開発管理

－ 生産及びサービス提供管理

－ 事故及びインシデントの報告及び調査

－ 産業監査管理

－ 当グループ会社内で共有される技術基準の導入

IMS基本文書は継続的に更新・補足される。

安全・産業システム部門及び産業部門は、執行委員会のメンバーの監督のもと、特に以下の活動によって、IMSの導入を監督・管理する。

■　オペレーションの信頼性と安全性に関する実績を検証するための様々な指標

■　事業実施の条件や遵守内容がIMS要件に合致していることを検証するためのプロセス監査

■　工事の瑕疵に起因する事故又は故障を防止するための、新生産設備立上げ前の徹底した確認

■　オペレーションが当グループの規則を遵守していることを確認するための技術監査

変革プログラムの一環として、エア・リキードは、単一のグローバルなグループ産業戦略部門の設置など、いくつかの変更を実施している（「第２　企業の概

況　２　沿革　（１）概略」を参照）。

事業の信頼性及び安全性実績やIMS要件への遵守状況における変化については、環境・社会委員会に加え、経営陣によっても定期的にモニタリングされてい

る。

 

ii.設備投資関連リスク

(i)リスクの特定及び説明
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当グループは、設備投資に関連するリスクにさらされる可能性がある。各投資プロジェクトは、その収益性において、一方ではプロジェクトの戦略的側面、す

なわち地理的位置、経済環境（インフレ）、顧客水準及び立地の競争力といった土地の環境並びにプロジェクトの環境的又は社会的影響に関連し、他方では、特

に設計の妥当性、費用見積りの成熟度、そして最後に、品質及び工期と予算の尊重を含むプロジェクトの実行の適切な管理に関連する、様々な要因に影響される

可能性がある。

さらに、特にエネルギー転換を背景に発展している新市場においては、上記のリスクに加え、当グループは特定の技術の成熟度（例えば、世界初のパイロット

プロジェクトなど）、プロジェクトの規模拡大やこれらの新市場の成長速度に関連するリスクにさらされる可能性がある。

 

(ii)リスク管理方策

ブルーブックの事業管理    ポリシーは、当グループの設備投資の管理原則を定めたものである。その実行は投資決定手続に定められており、そこには特に以

下が含まれている。

■　資源・投資委員会(RIC)における、特に中期的な契約上の履行やプロジェクトの環境への影響の考慮などを含む厳しい評価基準に基づいた投資のリクエスト

を審査・承認するための詳細なプロセス

■　承認の具体的なフォローアップ並びに初年度における貢献への期待及び実績を通じた投資判断のコントロール。さらに、子会社は（一定の閾値を超えた）予

算超過分を全て報告し、該当する投資の収益性を確保することを目的とした是正アクションプランを実施することが義務付けられており、特に最大級のプロ

ジェクトの場合は、専門家チーム（「グループ投資実行チーム」）の支援を受けて、準備と実行を確実に行われる。

■　特定の主要な投資案件の収益性のより詳細な分析（完了前と完了後の比較分析）。

 

iii.エネルギー供給関連リスク

(i)リスクの特定及び説明

電気及び天然ガスは製造設備にて使われる主要原材料である。これらの利用可能性は、当グループにも不可欠である。各国市場が許す限りにおいて、当グルー

プ子会社は市場において最も信頼性と競争性の高いエネルギーコストを低炭素排出量で実現することを目的として、現地サプライヤーとの中長期供給コミットメ

ントと入札での競争優位性をもってこれら主要原材料を確保している。

当グループがエネルギー及び原材料の調達に当たってさらされるリスクは、以下に関連する。

■　エネルギー及び原材料の供給（アクセス及び信頼性、特に取引相手方のリスク等）

■　二酸化炭素排出量

■　数量（数量に関する義務及び確約の不履行等）

■　価格（ボラティリティ、競争性等）

■　現行規制への遵守（市場透明性ルール、SapinII法等）

■　エネルギーに関する各国規制の変更及び規制緩和

原材料に関する金融リスクについては、連結財務諸表を参照されたい。

さらに、エネルギー及び原材料に加えて、当グループは、限られた施設でしか生産されない一定の分子、特に世界的に需要の高いヘリウムや希ガス等の分子に

ついて、一時的な供給不足に陥る可能性がある。
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(ii)リスク管理方策

当グループの事業は地域的広がりを有しているため、当グループの供給契約は多様である。

特定のエネルギー供給リスクの管理は、当グループのエネルギー管理ポリシーに規定されており、以下の２原則に基づいている。

■　エネルギー購入は内部生産需要を排他的にカバーしなければならない（「自己使用」）。

■　子会社は、長期（15年以上）のガス供給契約に統合された指数に基づく請求方式を通じて、エネルギーコストの変動を顧客に転嫁している。また、供給不

足・債務不履行のリスクは、顧客との契約における不可抗力条項によってカバーされている。

当グループは、再生可能エネルギーや低炭素エネルギーから産出される低炭素産業ガスの供給という面においては（長期的なコミットメント、固定価格、断続

性、環境認証の管理など、新たなリスクを考慮しなければならない）、この原則の維持に努めている。

グループエネルギーと排出量リスク管理委員会「E-Enrisk」は、子会社のエネルギー調達戦略をレビューし、最も重要なコミットメントを審査し、コミットメ

ントがグループの気候変動戦略（投資決定の上流の場合も既存資産の場合も）と整合していることを確認している。

さらに、世界中で需要があり、限られた施設でしか生産されない特定の分子の調達に関するリスクは、調達先の多様化、分子の貯蔵、長期契約による調達の確

保といった戦略により管理されている。

 

iv.設計・施工関連リスク

(i)リスクの特定及び説明

エア・リキードの技術部門は当グループによる投資を主に目的とした製造設備    を世界中で設計・製造しているが、グループ外顧客の製造設備    も設計・製

造している。

これらのプロジェクトは一般的に数年間に及ぶため、各段階において、設計、購買、配送又は建設、そしてより一般的に全体の業務の品質、スケジュール及び

価格に関するリスクにさらされている。これらのプロジェクトに関するリスクは、特にターンキープロジェクトでは、しばしば建設段階においてその度合いが大

きい。

■　重要な設備に    係る品質及び配送時期及び、現場建設費用並びに納期がプロジェクトの立ち上げを遅延させ、収益性に影響を与える可能性がある。

■　新規の革新的手順が実施された場合、その結果として想定外の技術的難題が発生する場合がある。

■　プロジェクトの中には、政治的、社会的、環境的又は経済的リスクのある世界の地域にて展開されるものもある。

 

(ii)リスク管理方策

技術及びプロジェクトマネジメント部門は、規模や複雑さが異なり、異なる種類の技術を使用する全てのプロジェクトの発展と実施のためのリスク管理システ

ムを導入しており、当該システムはこの活動に対して固有の文書である「プレイブック」に記載されている。

このシステムは、エンジニアリングのリスク委員会に特に依拠している。進行中及び完了したプロジェクトからのフィードバックに基づき、適切なリスク管理

方策を実施することと同様に、各プロジェクト期間中の適切なリスク評価を保証することを目的としている。

■　開発段階：実行段階においてプロジェクトの目的に影響を及ぼす可能性のある潜在的な脅威（機会も含む）を特定することにより、適切な意思決定を可能と

する。
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■　実行段階：変更、発生又は消滅する可能性がある特定済みのリスクの定期的な評価及び低減を継続することに加え、契約上のコミットメント、利害関係者の

関与（サプライヤー及び協力業者）、技術的問題又はプロジェクトの完工までのパフォーマンスに影響を与える可能性のある新たな脅威を特定し、対処する。

 

ⅴ.イノベーション関連リスク

(i)リスクの特定及び説明

当グループは、新製品、新規参入者、新ビジネスモデル、新技術の登場など、変化のスピードが加速する環境下で事業を展開している。    従って、水素エネ

ルギー、さらにはヘルスケア事業のサービス提供など、主要な市場での技術開発に対する強いニーズを生み出している。これらの変化は、当グループの活動又は

市場における地位に影響を及ぼす可能性がある。    従って、当グループの成長の可能性は、時の経過とともに、この変化に対応できるかどうかにかかってい

る。

デジタル技術について、事業モデル、組織、ひいては競争力に影響を与える可能性がある注目すべき改革課題に直面している。当グループがさらされているリ

スクは顧客や患者、あるいは当グループの資産からであるかどうかにかかわらず、特にデータの性質や量、可用性、安全性、品質の急激な増加に関連している。

 

 

(ii)リスク管理方策

当グループは、イノベーション戦略を展開するための専用の仕組みを導入し、「事業の卓越性    への貢献」と「新しい製品、技術、サービスに基づく長期的

パフォーマンス」の２つの目的に焦点を当てている。そのため、イノベーション戦略は、イノベーション推進本部(IDD)が中心となり、当グループの中枢、ワー

ルド・ビジネスライン、及び各事業を代表して推進し、当グループの持続的な成長に貢献している。

IDDは、新技術や新しい市場の継続的な予測に基づいて、特に主要な技術的内容を有する案件に関連する場合には、市場投入を通じて新しいソリューションを

思い描き、開発及びインキュベートする責任を負い、その効果を最大限に発揮し、当グループのすべての事業と地域で同種の案件を水平展開する。そのために

は、当グループの研究開発の強力な探索能力、３大陸に６つのキャンパスを持つ顧客にできるだけ近い組織、及びイノベーション・エコシステムへの統合に特に

依存している。

当グループは、イノベーションへの取り組みを継続し、毎年、研究開発やデジタルテクノロジーに投資している。近年は、以下の分野に関して、特に主要な

パートナーとの長期共同開発契約の締結によりオープン・イノベーションのアプローチを強化している。

■　エネルギー転換、地球環境の保全（イノベーションに関する支出の大部分は、省エネルギーでCO2排出量を削減する新プロセスの精緻化に割り当てられてい

る）

■　ヘルスケア

■　デジタル・データ・人工知能

■　電子工学

■　ディープテック（革新的技術）：極低温装置、宇宙開発など

イノベーションのパートナーである大学・技術機関、サプライヤー、顧客、新興企業に開放されたネットワークを構築するため、イノベーションのためのキャ

ンパスを世界中に５か所及びテクノロジーのためのキャンパスを１か所設置している。当グループは    従っておよそ350の外部パートナーで構成されるエコシス

テムに依拠している。
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当グループは、アイデアから市場に至るまで、強固なイノベーション・ガバナンスのプロセスを整えている。特に、期待される成果が得られない取り組みにつ

いては見直し、毎年、最もインパクトのある取り組みを優先的に行っている。

当グループは、デジタル・ソリューション、データ及び人工知能を内部ビジネスに導入し、その提供の一部として、効率化を図るとともに、特に産業活動の舵

取りをより迅速かつ機動的に行っている。予測データ解析や人工知能を活用し、生産現場でのリモート・マネジメントを実現する「スマート＆イノベーティブオ

ペレーションセンター」は、当グループの技術・デジタル変革の一例である。また、液化製品のサプライチェーンのデジタル化に向けた「バルクオペレーション

デジタル化プログラム」の展開により、世界中の工業事業の顧客に安心・安全を約束するサービスを提供するとともに、当グループの効率を高め、炭素排出量を

削減している。

 

ⅵ.知的財産権に関するリスク

(i)リスクの特定及び説明

グローバルな環境では、知的財産に対する関心が特に高く、また特定の法域では営業秘密の保護に対する関心も高まっている。当グループの事業は、第三者が

特許を取得した技術に大きく依存するものではなく、主に、イノベーション、デジタル＆IT、エンジニアリング＆建設のチーム、ワールド・ビジネスラインとそ

のオペレーションズのチームが社内で開発した技術、プロセス、設計、ソフトウェアに依存している。イノベーションは、第三者とのパートナーシップによって

達成されることも増えている。当グループは、パートナーシップ、革新的な事業体の株式の取得、又は買収を通じて、特定の革新的な事業を展開している。

当グループの営業秘密を含む知的財産権を保護、保持又は行使する能力が制限されることにより、当グループの収益及び競争優位性が失われる可能性がある。

また、第三者が、エア・リキードの知的財産権を侵害することなく、あるいはエア・リキードの営業秘密にアクセスすることなく、エア・リキードと同様の技術

を独自に開発できる可能性があり、当グループの財政状態又は収益性を害する可能性がある。

エア・リキードは、その技術、プロセス、設計及びソフトウェアを通じて、常に他者の知的財産権を尊重するように心がけている。第三者から侵害していると

主張され、訴訟になった場合、その是非にかかわらず、そのような主張は一般に多額の訴訟費用をもたらし、当グループの評判を損なう可能性もある。また、当

グループの日常的な事業活動や共同研究において、営業秘密を含む第三者の機密情報を取り扱う場合にも、リスクが生じる可能性がある。

 

(ii)リスク管理方策

知的財産に関するガバナンス及び関連するリスク管理の原則は、当グループのポリシー及び以下を目的とした手続によって定められている。

■　当グループの発明、設計、ブランド及びソフトウェアを保護することにより、当グループの知的財産の保護を確保する。

■　エア・リキードが、そのすべての活動領域において、第三者の有効な知的財産権を遵守することを保証する。

■　第三者とのパートナーシップや提携において、知的財産に関するリスクを管理するために、グループ内の関係者を支援する。

■　知的財産に関するリスクを従業員に周知徹底する。

このため、当グループでは、当グループの本社及び主要地域に配置された知的財産部門を活用している。

当グループの知る限り、現在及び過去12か月間において、当グループの財務状況や収益性に重大な影響を及ぼし得るような、知的財産権に関する司法上の手続

及び仲裁手続は、係属中又はそのおそれがあるものを含め、存在しない。 

 

ⅶ.人的資源管理リスク
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(i)リスクの特定及び説明

当グループの長期的パフォーマンスは、とりわけ従業員、そのスキル及びコミットメントに牽引される。

したがって、当グループは事業上、以下のことを目指している。

■　特に当グループが事業を伸ばしている市場や、雇用市場の需給が逼迫している地域では、適時、適切な場所で、必要な能力を誘引し、維持すること。

■　当グループの事業の継続性を保証するために、可能な限り認定資格の取得を通じて、技術的専門性の維持及び向上に努める。

■　事業のデジタル化や、水素や脱炭素化などの新規事業に関連するニーズに対応するため、雇用力を強化し、新しい分野（データサイエンス、人工知能など）

の能力開発を支援する。

これらのリスクは、特に以下の不足につながる可能性がある。

■　能力開発

■　キャリア及び機会のマネジメント

■　特に一部の専門的な領域における、パフォーマンス及び貢献の認識

能力管理に関連するリスクに加え、心理社会的なリスクも、特に、業務方法を変革した職場環境のデジタル化という近時の状況では、当グループ従業員のメン

タルヘルス及びコミットメントのレベルに影響を及ぼす可能性がある。

さらに、エア・リキードは、技術、産業、医療、経済活動を通じて、事業を展開している60カ国
（1）

の経済・社会の成長に貢献している。そのため、エア・リ

キードは、特に労働条件や労使関係の観点から、適用される法律や規制を特定し、適用している。

 

(1)2022年9月1日の支配権喪失に伴い、連結対象外となったロシアを除く。

 

(ii)リスク管理方策

当グループは、当グループの成長、業務実績及び技術革新に必要な科学的、技術的及びデジタル能力の特定、誘因及び開発にコミットしている。この目的を達

成するために、人事ポリシーは、その実行にあたり、以下の点を含む主要ルール及び異なる当事者の役割及び責任を規定している。

■　必要とされる能力の取得及び維持。エア・リキードは、70：20：10の学習モデルを採用しており、このモデルは学習の70％は実践を通じて、20％は観察や相

互作用を通じて、10％はトレーニングを通じて行われると考えている。この目的を達成するため、エア・リキード大学は、多様な分野で、特にオンライン(e-

learning)形式を重視した幅広いトレーニングコースを提供しており、定期的に新たなコンテンツを充実させ、組織の特定のニーズに対応しており、最近では

デジタル、人工知能及びエネルギー転換に関する内容も含まれている。

■　従業員が直属の上司又は人事担当者とキャリアプランに関して議論するキャリア面談による、従業員のキャリアを通じた自己啓発の支援

■　グループ内での働き方の変化。BeActEngageフレームワークにおいて、エア・リキードは、従業員が安全で倫理的で働きやすい環境で成長し、長期的な業績

を達成することを可能にするべく、従業員に期待される役割を明らかにした。当グループにとって、これは、業務運営のパフォーマンスを確保するための手段

でもある。2024年、強化すべき働き方と新たに導入すべき方法を決定するための調査が実施された。このフレームワークの進化は公表され、当グループの全従

業員に提供されており、その導入は現在進行中である。

■　結果と行動に基づいた実績測定と評価を通じた、全従業員に対する公平で公正で競争力のある総合的な報酬の提供。従業員への報酬及びロイヤリティに関す

るポリシー（規制上問題が生じない国における従業員向けの定期的な増資）に加え、一定の能力の発展及び維持を目的として提供されているものとして、発明
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家や起業家の認定プログラム、事業運営、産業安全及びデジタル等の幅広い分野における技術的専門知識開発スキーム（「テクニカル・コミュニティ・リー

ダーズ」）が存在する。

より一般的には、当グループは以下の方策を通じて、パフォーマンスを重視し、魅力的かつ協力的なプロフェッショナルな環境の構築を確保するとと    も

に、当グループ従業員の職場での健康及び福祉を保護している。従業員のエンゲージメントは、「My Voice」というプログラムによって測定されている。このプ

ログラムでは、毎年全従業員に対して、当社での経験について質問するアンケートが実施される。その結果を分析し、組織の各レベルで適切な行動計画を策定、

実施している。

リモートワークの増加は、事業の継続性を確保するためのデジタルツールの利用を増加させている。従業員の新しい働き方への適応は、数年前から当グループ

内で展開してきたデジタル・協働環境や、リモートワークやチームマネジメントに関するバーチャル研修の展開によって促進された。このような背景で、当グ

ループはグローバル・プロジェクトを展開し、新たな働き方を支援している。

 

ⅷ.顧客関連リスク

(i)リスクの特定及び説明

主要な顧客関連リスクは、顧客の破産リスク又は顧客のサイト閉鎖に伴うリスクである。より一般的には、当グループの一部の顧客の事業は、気象条件の変

化、パンデミック、気候変動又は重大な政治的事案などによる自然又は人為的原因により中断される可能性がある（戦争及び国有化を含む）。

営業債権及び貸倒引当金の金額については、連結財務諸表を参照されたい。

 

(ii)リスク管理方策

60か国
(1)
における当グループの地理的プレゼンスがもたらす多様性に加えて事業を展開する産業及びセクターにより、顧客リスクは分散される。当グループ

の事業体は大多数の顧客（世界中で200万以上）に対してサービスを提供しており、顧客が事業を行う業種も多岐に及ぶ。すなわち、電子工学、ヘルスケア、医

薬品、化学、鉄鋼、金属、精錬、食品、自動車関連等である。

当グループの最上位顧客１社が占める売上高への割合は２％であり、当グループの上位顧客10社が占める割合は約12％、上位50社では約28％である。

さらに、産業ガス事業の大部分は顧客との契約によって、及び事業部門ごとに特有な契約期間によって網羅されている。

■　ラージ・インダストリー事業、及びエレクトロニクス事業の1/3を占める事業は、主に15～20年の契約期間の最低保証引取量（テイク・オア・ペイ）を規定

した契約にもとづいており、最低限の売上高が保証されているとともに、強固な将来的キャッシュ・フローの予測可能性を有している。

■　工業事業においては、契約は一般的に１～５年の期間で、供給契約の有効期間における保管やシリンダー関するサービスも含まれる。

■　ヘルスケア事業の場合、各国の保健システムにより契約年数のあり方はまちまちで、一部の国では入札    を経て地域、対象となる疾病ベースで１～５年間

の契約が締結される。

最後に、大規模な気候変動や政治的事案を受けた顧客の事業中断リスクによる当グループへの影響は、当グループが事業を行う国の多様性によって抑えられ

る。この影響は、危機的状況においてガス又は当グループが製造した設備に頼ることが必要であることによって相殺される。ガスは、産業的・化学的施設導入時

の安定性確保（不活性ガス）、現地での事業活動維持（工業プロセスに必須な材料）、更には生命維持（医療用ガス及び設備）のために必要である。    従っ

て、当グループの事業は状況により、しばしば保護され、高い優先順位を与えられる。

 

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

152/380



(1) 2022年9月1日の支配権喪失に伴い、連結対象外となったロシアを除く。

 

イ　財務リスク

当グループの財務方針は、当グループの事業がさらされる財務上のリスクの管理原則を定めている。これに関連して、当グループは、特に金融商品に関する投

機的取引を禁止する財務手続の条件を定め、定期的に見直しを行っている。

財務意思決定のガバナンスは、財務委員会（財務戦略委員会及び財務運営委員会）の責任であり、前者は財務戦略に関する事項を検討し、後者は財務戦略の実

践方法を検討している。

 

i.取引先及び流動性リスク

(i)リスクの特定及び説明

取引先リスクは、主に売掛債権、短期投資商品、デリバティブヘッジ商品及び銀行ごとに取り決められている信用枠に関するものである。

売掛債権のリスクは、特に顧客の財務状況が悪化した場合に、長期的に未払いが残る可能性がある貸借対照表上の債権に関するものである。

短期投資リスク及び預金リスクは、主に当グループの主要取引銀行のデフォルト時の短期現金預金及び、それより程度は低いものの、ポートフォリオの一部に

通貨基金を利用したことによる減損損失に関連している。

ヘッジ・デリバティブ・リスクは、１又は複数の取引先のデフォルトが発生した場合に失われるであろう取引の高い市場価値及び、不利な条件の新たなヘッジ

を代用する必要が生じる可能性に関連している。

最後に、信用枠に関連する主なリスクは、資金を引き出す必要がある場合に利用できなくなることである。

連結財務諸表の注記25.1には、2023年12月31日に終了した連結事業年度の取引先及び流動性リスクが記載されている。

連結財務諸表の注記17.1及び17.2には、売掛債権及びその他の営業債権と貸倒引当金内訳が記載されている。

 

(ii)リスク管理方策

事業プロジェクトや買収    案件では、顧客の取引先リスクは、資源・投資委員会が評価する重要な要素の一つである。

長期契約の場合は、    コンタクトに先立ち、潜在的顧客の信用情報の評価が行われる。かかる評価は、顧客に提案される支払条件に考慮される。

当グループの主要な取引先（2024年は169社、売上高の約35％）については、金融格付機関の格付を利用して月次で、また公表されている格付がない場合には

社内格付を利用してモニタリングを行っている。特にラージ・インダストリー事業及びエレクトロニクス事業に関する契約は、中長期の契約に当グループのセー

フガード条項を含むことによって、リスクが軽減されている。

一部の案件（主に欧州及び米国）では、ノンリコース・ファクタリング・プログラムにより、特定の売掛債権の損失リスクが銀行に転嫁されている。

また、取引先の債務不履行    に関するリスクを軽減するために、当グループは、短期投資に保守的なアプローチを採用しており、例外的かつ正当な理由があ

る場合を除き、Standard & Poor’sやMoody’sの格付けA又はA2以上の大手銀行や金融機関とのみ長期的に取引を行っている。

    従って、投資は、満期が３か月未満で、流動性が高く、ボラティリティが低い主要銀行（資金調達力、地理的・商品的範囲、ESGパフォーマンス、財務安定

性に基づき選定された主要銀行）を対象としなければならない。市場に出回っている主要銀行の格付けやリスク指標は、リアルタイムの金融情報サービスを利用

して日々モニタリングされている。
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国際的なキャッシュプーリング（Air Liquide Financeへの日次平準化システム）や、子会社配当金を毎年引出す方針は、各国の現地キャッシュの量を制限す

ることにも役立っている。

通貨・金利リスクや原材料及びエネルギー価格の変動リスクを管理するためのヘッジ・デリバティブの市場価値に関するリスクを最小化するため、当グループ

では、取引の分散化を図るとと    もに、一方では主要銀行との連携を図っている。これらの取引は枠組協定（Fédération Bancaire Française及び国際スワッ

プ・デリバティブ協定）に基づき実行している。当グループは、平均期間が短いこと、及びマージンコールの仕組みから生じ得るキャッシュ・フローの変動を考

慮して、担保化メカニズムを使用しないことを決定した。

最後に、資金調達の面では、当グループでは、グループの発展及び独立性を確保するために恒久的な流動性、すなわち責任あるサステナブルな資金調達の枠組

み（グリーンボンドの発行を可能にするサステナブルな資金調達の枠組み）を含め、主要銀行や金融市場から幅広く多様な資金を調達し、いつでも、最低コスト

で利用することができる十分な資金調達能力を有していることを確認している。

 

ii.外国為替リスク

(i)リスクの特定及び説明

当グループは、国際的な事業展開を行っているため、一方では取引リスク、他方では財務諸表のユーロ（当グループの報告通貨）への換算に関連する外国為替

変動リスクに常時さらされている。

外国為替取引リスクは、一方では事業体の外貨建て商業キャッシュ・フローに、他方ではロイヤリティ、技術支援及び配当金から生じるキャッシュ・フローに

関連している。

換算リスクは、現地通貨建てで作成された子会社の財務諸表から、ユーロ建てで公表される当グループの財務諸表への換算に関連しており、当グループの事業

の収益性に影響を与えるものではない。

連結財務諸表の注記24.5は通貨別純負債を示しており、連結財務諸表の注記25.1は外国為替リスク管理プロセス、使用しているヘッジ・デリバティブ、及び外

国為替レートに対する感応度を示している。

 

(ii)リスク管理方策

産業用・医療用ガスは長距離間で輸送されることがないため、大半の製品は、販売される各国内で製造されている。当グループは、当グループの事業及び収益

性がさらされる為替変動リスクは低いレベルにあると評価している。

もっとも、当グループは、持株会社が負担するか、事業会社    が負担するかにかかわらず、承認されたヘッジ手段、意思決定プロセス及び取引の実行の観点

から、主要な外国為替リスクのヘッジ方法を定義している。

これらの施策は、コンプライアンス及び取引安全性の確保、並びに経営の最適化を目的とした、現地の状況に応じた管理ルールによって補完されている。

当該財務ポリシーの適用については、財務部門が管理している。取引の大部分は、子会社や店頭市場との間で直接集中的に行われており、リスクの種類に応じ

て、月次又は四半期ごとに当グループの各子会社から提供される連結報告書によって完了する。

財務活動は、多国間交渉プラットフォーム、資金管理ソフト及び国際銀行間通信協会「SWIFT」と連携した通信プラットフォームを利用して、高度に分離され

た職務に基づき管理されている。独立した監査人が、SWIFT顧客セキュリティ・プログラムに対する当グループの遵守状況を毎年評価することが義務付けられて

いる。評価では、エコシステムと内部セキュリティ手順がSWIFTの要件に沿っていることが示された。
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さらに、当グループは、ナチュラルヘッジを行い、負債返済のキャッシュ・フローと同一通貨での借入を増やすことで為替レートのエクスポージャーを減らし

ている。よって、資金調達は現地通貨で行われるか、又は販売契約がユーロ若しくは米ドルに連動する場合はハード・カレンシー（ユーロ又は米ドル）で行われ

る。

 

iii.金利リスク

(i)リスクの特定及び説明

金利リスクは、金利が変動する場合に、負債に関する将来のキャッシュ・フローの変動に主として関係する。

さらに、将来の借換えに伴う金利の大幅な上昇により、当グループは事業活動によるキャッシュ・フローのより大部分を負債の返済に充てる義務を負っている

可能性がある。

連結財務諸表注記24.3は、固定金利部分の負債を記載しており、連結財務諸表注記25.1は、当グループの金融費用の金利変動に対する感応度、及び固定金利部

分の負債の金利改定スケジュール並びに金利リスクヘッジ手段を記載している。

 

(ii)リスク管理方策

当グループの方針は、中長期的に、主にオプションヘッジを活用することにより全負債の大半を固定金利にて維持することである。

また、債務を保有している主要通貨（特に純債務の約85％を占めるユーロ、米ドル、日本円、中国人民元）についても、以下の内容を含む一元的な金利ヘッジ

方策が定められている。

■　特にスワップ及び金利オプションにおいて、公認されたツールを選択すること

■　ヘッジの決定プロセス

■　取引の執行方法

その他の外貨建債務については、金利リスクをヘッジするために開始した取引が、当グループの目的に合致していることを確認するためのルールが定めてられ

ている。

また、将来発生する蓋然性の高い問題については、定期的に事前ヘッジ取引を実施し、金利の上昇から当グループを保護している。

一部の例外を除き、全ての金利取引はAir Liquide Financeによって一元的に処理され、社内設計されたツール及び独立した専門会社の双方を起用して定期的

に評価されている。

 

ⅳ.税務リスク

(i)リスクの特定及び説明

当グループは、いくつかの国で、適用される規則について、その事業又は    業績に影響を有するような変更がなされることによる税務リスクにさらされてい

る。かかるリスクは、以下のような事情から発生する可能性がある。

■　国内の又は国際的な規制の当グループに不利益な変更

■　現行の規制や基準の適用における困難

■　税務申告書の作成時の誤り
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■　事実の解釈の不一致につながる可能性のある税務当局による定期的な調査

 

(ii)リスク管理方策

税金に関し、当グループは法令遵守を重視している。また、法令及び規則の変更に関しては、税務部門及び各国の財務部門が対応及び監視している。

当グループの税務憲章は、当グループの長期的な成長戦略に沿った責任ある行動をとることで、業界の主導者であり続けるという目標を支えている。エア・リ

キードは、フランス商法第L.22-10-36条に基づき、その税務ポリシーを支配する以下の原則を定めている。

■　当グループの子会社は、現行の法規制に加え、それに影響を与える経済協力開発機構（OECD）等の国際基準、特に移転価格に関する国際基準を尊重しなけれ

ばならない。

■　当グループの子会社は、申告及び納税が現地法制を遵守して完了するよう確保すると共に、当グループが事業を展開している地域に応じて、必要な税務申告

書を作成している。

■　当グループは、税務関連の全ての事項について誠実に行動することを確約している。当グループは、透明性のある方法で業務を行い、税務当局と建設的かつ

長期的な関係を構築することを目指している。

■　当グループでは、税務上の問題に対処するに当たって、タックスヘイブンを禁止し、経済的・商業的実体のないペーパーカンパニーを使用しない。

■　当グループは、二重課税の現象を最小限に抑えるための対策を講じることで、株主にとっての価値を保護すると共に、財政リスクの最小化にも努めている。

当グループの税務戦略は、当グループの戦略及び行動規範を遵守している。

 

当グループが採用している税務ポリシー

エア・リキードは、最新の税制改革に精通し、当グループの価値観を尊重する有能で献身的な税務専門家チームの存在によって保証される、税務コンプライア

ンスと透明性ポリシーを適用している。当グループは、すべての税務関連事項において、誠実に行動することを約束する。当グループは、事業を展開する各国に

おいて、税務当局と透明で建設的かつ長期的な関係を維持し、税務当局が必要とする情報を合理的な期間内に提供する。エア・リキードは、自社及びフランスの

連結子会社を代表して、フランスの税務当局との間で「財政パートナーシップ」を締結した最初の会社である。かかるパートナーシップを2019年3月に締結する

ことで、エア・リキード及びその子会社は、フランスの税務当局との間での信頼に基づく透明性の高い関係を構築した。この合意は中断することなく継続する。

当グループは、事業活動の価値が創造された場所に応じて適切な税額を支払うよう、税制の遵守を徹底しており、低税率地域内へ人為的に価値を移転させるこ

とはない。

当グループは、タックスヘイブンの不透明な組織や事業体を使用せず、税務当局に対して有用な情報を差し控えることはない。また、経済的又は商業的実体を

欠く組織を使用しない。

当グループは、OECDの原則に準拠したグループ内キャッシュ・フロー方針を適用している。特に、移転価格についてはアームズレングス原則（独立企業間価格

原則）を適用し、移転価格を税務計画の手段としては使用しない。当グループは、組織体制が分散化されているため、グループ内取引はごく限られており、売上

高に占める割合もごくわずかである。

エア・リキードは、「国別報告書」（CBCR）の義務を遵守している。

 

税務部門の組織とガバナンス
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子会社の税務は、各社の財務部門の責任である。規模が大きいため、フランス、米国、ドイツ、中国、カナダ、イタリア、ベネルクス、スペインのように、財

務部門に報告する税務専門部署を設置している子会社もある。また、東南アジアやアフリカ・中東など、複数の国の税務を調整するために、拠点群の財務部門に

報告する拠点群税務部門が設置されている場合もある。

これらの国又は拠点群税務部門はすべて、本社にある当グループの税務部門と機能的に連携している。税務部門は、特に、重要な問題を特定して適切な技術的

支援と必要な指導を行うための定期的な会議を通じて、税務チームのネットワークを調整している。

当グループの税務部門は、グループの財務部門に属している。また、当グループの事業の運営状況を把握するために、財務、法務、その他のさまざまな組織と

の連携を維持している。さらに、グループ内の委員会である財務委員会に参加し、税務見解が税務憲章に準拠していることを確認している。同部は、少なくとも

年1回、監査・決算委員会に対し、当グループの主な税務リスクを説明している。また、OECDで進められている、いわゆるPillar１ルールとPillar２ルールの策

定交渉の重要性に鑑み、当グループの税務部門は2021年にOECDのワーキンググループに参加し、必要な限りこの作業に建設的に参加していく。

 

ウ　デジタルリスク

i.デジタルリスク

(i)リスクの特定及び説明

当グループの事業、専門的知識、そしてより一般的に、全てのステークホルダー（サプライヤー、顧客、専門家のコミュニティ等）との関係は、ますます非物

質化され、デジタル化された事業に依存している。これらの事業は、情報システム及び相互依存的な通信ネットワークに基づいており、データの完全性、可用

性、安全性及び機密性を保持するために安全が確保されなければならない。当グループのグローバルな市場、事業所及び依然として大きなレベルのサイバー脅威

を考慮すると、このリスクはエア・リキードにとって高いと考えられ、組織として適切に対処している。

 

(ii)リスク管理方策

デジタル・セキュリティ・ポリシーは、デジタル・セキュリティの問題を説明し、関連するリスクを扱うための基本的なルールを定めており、以下がこれを

補っている。

■　ユーザー及びIT管理者が尊重すべき原則を概説した規範

■　特に、データやアプリケーションのセキュリティを確保し、インシデントを検知して対処する方法に関する手続

デジタル・セキュリティ部門は、当グループの    総合コンプライアンス部門に属しており、複数年にわたる業務計画における主な重点分野を明確にし、毎年

更新されるリスク分析に照らして短期的な実行計画を明記している。デジタル＆ITチームなどと協力してそれらを調整し、拠点群、ワールド・ビジネスライン及

びワールド・ビジネス・ユニットの専用資源に依存してそれらを配置する。主な作業内容は次のとおりである。

■　データ保護やITツールの使用、フィッシング・キャンペーンに関するオンライン研修などの教育ツールを用いた、詐欺や機密情報、個人情報及び患者の健康

データの漏洩などの問題に関するリスク予防及び従業員の意識向上。リモートワーク時のリスク予防策、特にITシステムへの遠隔アクセス管理を強化する。

■　重要なアプリケーション、最も機密性の高い情報（特に患者の健康データ）、事業資産の保護、及びデジタル・ソリューションの本質的な一部としてのプロ

ジェクトの設計段階からのデジタル・セキュリティを考慮する。

■　当グループの事業に影響を及ぼす可能性のあるデジタル脅威、情報漏洩及び重大なサイバーインシデントを監視する。これには（自動化が進む）侵入テス

ト、情報漏洩を報告するシステムの導入、及びインターネットに公開されているグループ・アプリケーションの監視が含まれる。
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■　特定のプロジェクトや一般データ保護規則（GDPR）などのプログラムを利用して、組織の規制遵守を実施している。後者については、当グループ内での共有

個人情報に関する枠組み合意書が作成され、苦情の取扱い及び処理のためのメカニズムが導入されている。現在では、すべての事業及び地域に導入され、年次

管理（臨時の監査によって補完される）がそのサステナビリティを保証している。その他の最近の規制や間もなく施行される規制もまた、特定の行動計画を要

求している（例えば、欧州のNIS2、AI法など）。

■　インシデントの検知・反応、危機シミュレーション訓練（基地・拠点群レベル）、システム障害時の事業継続計画の実施などの担当部署を通した当グループ

の復元力

 

エ　環境リスク

i.気候変動リスク（温室効果ガスの排出）

(i)リスクの特定及び説明

エア・リキードのビジネスモデルは、特に金属、化学、精製業界を中心に温室効果ガスを排出することが多い顧客の産業ガス需要のアウトソーシングに基づい

ている。かかるアウトソーシングは、エア・リキードの専門知識により顧客の生産設備のエネルギー消費及び低炭素のエネルギー調達の最適化を可能にすること

によっても正当化される。しかし、それは顧客の温室効果ガス排出量の一部を当グループに移転することにつながる。

エア・リキードの大規模生産設備の約85％は、空気分離ユニット（ASU）であり、燃焼プロセスを一切使用しないためCO2を排出しない。使用する原材料は空気

だけで、空気を分離するために必要なエネルギーは、大半は電気の形で消費される。当グループがこれらの設備に電力を供給するために使用している電力は、電

力供給者によるCO2排出を発生させており、そのような排出は間接的排出として分類されている（スコープ２）。

当グループの他の主要な二つのCO2排出活動は、水蒸気改質による水素製造及びコジェネレーションである。これらは大規模生産設備の約15％を占めており、

CO2を排出する燃焼プロセスを使用している（そのような排出は直接的排出として分類されている。（スコープ１））。

この点、気候変動リスク（温室効果ガス排出量）は、例えば炭素価格の導入や規制の強化などの公的機関による温室効果ガス排出量削減政策の実施と密接に関

連している。気候変動リスクは、以下のいずれかのものに影響を与える可能性がある。

■　当グループの工場（事業範囲への直接的な影響）に対し、生産コストの増加や新規投資を必要とする結果となるもの

■　当グループのサプライヤーの工場に対し、サプライヤーの価格の上昇をもたらすもの

■　市場、プロセス、産業ガスの需要などに影響を与える顧客（バリューチェーンへの間接的な影響）

エア・リキードは、温室効果ガス排出量取引制度を実施した、又は実施プロセス段階にある世界中の地域に拠点を置いている。無償割当排出枠でカバーされる

排出量の割合が減少した場合、補償措置の導入が求められる可能性がある。なお、長期契約では、CO2コストの顧客への転嫁を前提としている。

 

(ii)リスク管理方策

エア・リキードは、2018年11月に発表した、低炭素ソリューションを提供することで、顧客や生態系とともに、当グループの事業における気候に対して積極的

に対策を講じる枠組みを定めた気候変動対策の目標を強化するため、2021年3月23日に新しいサステナブルな成長目標を発表した。パリ協定に基づき、気候変動

とエネルギー転換の緊急性を考慮した対応を進めるため、エア・リキードは、２つの大きな中間マイルストーンを設定し、2050年までにカーボンニュートラル達

成という目標を掲げた。
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■　2025年頃からCO2絶対量削減に着手する。

■　2035年までにスコープ１と２のCO2排出量
（1）

を、2020年のスコープ１と２のベースラインを「市場ベース」とした場合と比較して、－33％削減する。 

(1) CO2排出量に著しい影響を与える連結範囲の変更（上方及び下方）を考慮し、当該資産の通年の排出量を含むように再修正した2020年及びそれ以降の各年度から、CO2換算のメトリック

トンで算出

 

2025年までに2015年の排出量に対して炭素原単位を30％削減するという目標
（2）

は維持されている。

(2)「市場ベース」の方法論における温室効果ガス排出量のスコープ１及び２について、2015年の為替レートでIFRS第16号を除外した、償却前経常的営業利益のkg-CO2換算値/ユーロ

 

2022年にブルーブックで発表された気候方針は、当グループ内及びバリューチェーン全体における気候リスクマネジメントに関する原則を統合することを目的

としている。

 

グループの気候変動対策の目標のモニタリングと達成は、以下に依存する。

■　内部温室効果ガス排出量モニタリング手順。これは、当グループが遵守すべき最新の温室効果ガス排出規制義務のモニタリングであり、スコープ１及び２の

排出量算出方法、報告範囲と頻度について定めたものである。

■　CO2排出量の監視が、当グループのマネジメントプロセス、特に、予算プロセスにおいて統合され、現在では地域ごとにカーボンバジェットを割り当て、四

半期ごとに執行委員会レベルで地域別及びビジネスライン別にモニタリングを行っている。

■　気候変動要因（特にCO2価格）を考慮し、エネルギー転換に関連する機会やリスクの分析とともに、投資決定を見直すこと。エア・リキードは、すべてのプ

ロジェクト、すべての地域、そして現在のCO2公式価格がないプロジェクトについても、CO2価格感応度調査を投資決定プロセスに組み込んでいる。この感度分

析は、現在の現地価格と、地域及び状況に応じて選択されたトン当たり100ユーロ以上の高値を使用して実施されている。

■　「気候チャンピオン」ネットワークの展開と、各拠点群（国グループ）の脱炭素化計画の定期的な見直し。

■　当グループが事業を展開する地域において、「２℃目標」軌道に沿った低炭素経済への移行を促進するための公共政策の導入が前提となっている。

 

ii.気候変動リスク（操業への物理的な影響）

(i)リスクの特定及び説明

エア・リキードは、気候変動に起因する気象現象の異常    （その深刻度又は頻度において）にさらされている世界中の地域で事業活動を行っている。これら

の現象は、当グループの事業活動を減速又は中断したり、コストを高めたりするおそれがある。当グループのサプライヤーや顧客もまた、同じ問題に直面してい

る。

これらの内容は以下のとおりである。

■　天災、ハリケーン・洪水等の発生頻度・深刻度の増加に起因する急性リスク。これらのリスクは、例えば、沿岸部に位置するエア・リキード拠点、あるいは

ハリケーンの影響を受けた地域（米国メキシコ湾岸、南アジア等）に関連する可能性がある。
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■　気候モデルの長期的な変化や気温の上昇に関連する慢性的なリスク（海面水位の上昇、特定地域の慢性的な熱波、降雨パターンの変化及びその変動の増加、

特定の資源の消滅等）。

 

(ii)リスク管理方策

物理的リスク（水資源の確保、極端な事象の頻度など）は、財務基準と同様に、投資要請のレビューにおいて評価され、例えば機器の設計において、関連する

リスク管理方策が講じられることを確保する。

また、上記のような急性リスクに定期的にさらされている当グループの業務においては、顧客との密接な連携により、第一義的には個人及び生産設備を保護

し、適切な業務上の予防対策を講じることを目的としたリスク管理体制を構築している。これらのシステムは定期的に更新され、改善されている。

慢性的なリスクは、特に製造設備の設計において、そのエネルギー効率や二酸化炭素排出量と同じ方法で、同じ程度に考慮される。

2023年、エア・リキードは、２つの高排出シナリオ（2100年までに＋2.7℃をもたらす「通常通り」のSSP2－4.5と、2100年までに＋4.4℃をもたらすSSP－5.8

又は「最悪のシナリオ」）による気候変動の物理的影響に関連するリスクを特定し、物理的リスク管理プロセスを統合・改善するためのスタディを実施した。当

グループは、主要産業地域に焦点を当てながら、当グループの様々な資産の種類が直面する課題についての理解を深める取組を継続していく。

物理的リスクと温室効果ガス排出のリスクは、財務諸表の作成に    当たっても考慮されている。

 

ⅲ.水資源管理リスク
(1)

(i)リスクの特定及び説明

当グループは、その事業活動においては水に依存しており、このリスクを重要なリスクと認識している。当グループの水の消費は、回転機械の冷却過程におけ

る蒸発によるものである。また、水は水素などの製品製造のための原料としても    使用されている。

エア・リキードは、特に水ストレスのある地域での水管理に注意を払っている。水資源の不足又は水質の悪化は、    顧客へのエア・リキード製品の供給の安

定性に影響を及ぼし、工場の効率や信頼性に悪影響を及ぼし、生産コストの直接的な増加を引き起こす可能性がある。

 

(ii)リスク管理方策

取水と使用に伴うリスクを管理するため、2021年にブルーブックで水管理ポリシー    が発表された。

本ポリシー    は、エア・リキードの事業が水の利用可能性に与える影響を明らかにするものである。本ポリシー    は、各サイトにおける状況の具体的な評価

に基づき、リスク管理の原則を定義している。最後に、適切な水管理を確保するために実施すべき行動について記述している。

2023年、エア・リキードは、水管理ポリシー    の展開に続き、2021年に当グループのために定義された以下の目標に焦点を当てた。2025年までに、水ストレ

スの高い地域における水集約型事業における取水及び使用リスクの低減を目的とした、明文化された水管理計画を実施することである。

 

 

オ　地政学的、規制、法的リスク及び公共政策関連リスク

i.地政学的リスク

(i)リスクの特定及び説明
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国際情勢の変化、国家間・国家内の緊張の高まり、テロの脅威の持続性等を勘案すると、当グループは、特定の国においては、経済、金融等のリスクに加え、

従業員の安全（拠点又は出張中）や施設のセキュリティに影響を与えるリスクにさらされている。

 

(ii)リスク管理方策

投資申請が審査される際には、プロジェクトの地政学的背景（安全性と経済性の双方の観点から）が一切の承認前に基準の一部として審査される。そのため、

カントリーリスクはケースバイケースで評価され、資金調達戦略や補足的保険カバーの調整につながる可能性があり、また、プロジェクトが承認されないことも

ある。

さらに、当グループが事業を展開している全ての国は、地政学的状況の監視及び定期的な分析の対象となっている。

最後に、当グループのセキュリティ部門では、特定の地域や出張時に危険にさらされる可能性のある従業員、旅行者及び駐在員を保護するために、eラーニン

グコース、特定のリスク（健康、衛生、汚染、誘拐等）についての専門家を招くなどの啓発・研修ツールを用いている。加えて、現地で外部からの脅威に最もさ

らされている製品や施設の安全を確保するための対策を実施している。

 

ii.法令及び規制の遵守違反によるリスク

(i)リスクの特定及び説明

当グループが事業を展開している    すべての国において、当グループの子会社は、法律や規制への違反のリスクにさらされている。基準の数の継続的な増加

により、ますます複雑化する状況の中で、当グループの子会社は、特に、規範の特殊性の観点から、法的・規制の枠組みの動向を監視しなければならない。

特に、ヘルスケア事業では、販売する製品（医療機器、医薬品）、調査活動、患者のヘルスケアに関する個人情報取扱のため、具体的な規制を受けている。

当グループは、その事業を行うすべての地域において、特に以下の法令違反のリスクに対処しなければならない。

■　競争法

■　汚職対策を目的とする規則

■　国際的制裁

■　一定の製品の輸出を制限する規制、又は制裁下にある仕向地に関連する規制

■　個人情報の移転を制限する規制（上記ウ・i.デジタルリスク参照）

■　注意義務

当グループの子会社はまた、契約上の義務（自社又は契約相手方の義務）の不履行リスクにさらされている。

紛争に関連する負債及び偶発債務については、連結財務諸表の注記22及び30に記載されている。

 

(ⅱ)リスク管理方策

法規制の動向は特に注意を払って監視しており、これらの変更及び関連するリスクについてのチームの知識を向上させ、以下の分野における義務の遵守を確実

にするためのツールの提供を目的として、以下のような手順が実施されている。

■　競争法を遵守するための行動のあり方に関する当グループの行動規範、並びに抜き打ち検査及びeラーニングを含むトレーニング
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■　経営陣と管理職が密接に関与する汚職防止プログラムであり、このプログラムは、特に、汚職リスクのマッピング、最新の行動規範、汚職関連リスクにさら

された人々への十分な研修と啓発活動、第三者評価メカニズム、会計管理、内部通報システムに依拠している。このプログラムは、当グループ倫理担当役員の

調整のもと、新たな法規制及び法的要件を考慮して定期的に更新されている。当該倫理担当役員は、倫理的対応のネットワークと拠点及び事業の運営部門の支

援に依拠してこれを行う。プログラムは定期的に監査される。

■　国際貿易コンプライアンスプログラム（輸出管理及び国際制裁）は、ガイダンス文書、    担当者ネットワーク、規制    モニタリング、並びに第三者    スク

リーニングのツール及び手順書に基づいて構築されている。ロシアに対する国際的制裁と、それに関連する輸出入規制の遵守に特に注意を払う。

■　様々な契約ガイド（ラージ・インダストリー事業、工業事業、エレクトロニクス事業、エンジニアリング＆建設、資金調達）と適正実施基準（ヘルスケア事

業）

■　注意義務に関する法律上の課題に対処するための具体的な部署の設置

当グループの知る限りにおいて、現在及び過去12か月間において、当グループの財務状況や収益性に重大な影響を及ぼし得るような、政府による手続、又は司

法上の手続や仲裁手続は、係属中又はそのおそれがあるものを含め、存在しない。

 

iii.公共政策関連リスク

(i)リスクの特定及び説明

公共政策の変更は、当グループの事業運営に悪影響を及ぼす可能性がある。これらの影響は多様な形態をとり、当グループの事業範囲及びガバナンス規則の両

方に及ぶ可能性がある。当グループは、影響を及ぼす可能性のある変更を早期に特定できる体制を整備する必要がある。

さらに、公共政策の策定において、公共政策の策定者は、より効果的な規制の策定に貢献するため、そのような政策に影響を受ける可能性のある利害関係者の

意見を聴取することが一般的である。このような状況において、当グループは、さまざまな公的機関、省庁及び政府機関から、個別かつ調整されない形で、多様

なレベルでの協議への参加要請を定期的に受けている。これらの協議を構造的に支援するため、エア・リキードは、公的機関から意見が求められる可能性のある

事項について、その立場を明確にしている。

 

(ⅱ)リスク管理方策

欧州・国際業務部門（DAEI）の役割は、当グループ内のパブリック・アフェアーズ機能を組織し、公共政策の変化をモニタリング・分析するための仕組みを整

備することである。

DAEI及び特定のいくつかの国の子会社における代表者は、公的機関、NGO、市民団体、専門家団体又はシンクタンクに対する対応を調整し、これらの子会社か

ら発信されるメッセージの一貫性を確保している。

このような状況において、当グループは、誠実さと透明性の原則を厳格に遵守しながら、公的な利害関係者と交流を行っている。

さらに、エア・リキードは、透明性に関する登録に関する国内法又は国際法上の規定を遵守するため、当社の事業及びロビー活動について、適切な当局に定期

的に報告している。

 

（３）管理体制

本項では、当社が構築している内部統制及びリスク管理環境の主要な要素について説明する。
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ア　組織

当グループは、一貫したグループ戦略に基づいて組織化されている。同戦略は、事業活動ごとに分類された中期目標に重点を置く管理手法によって、あるいは

年次予算目標（年次予算目標はさらに個別プランレベルに分類される。）に基づく運営プロセスに支えられている。戦略プランADVANCEプログラムの一環とし

て、当グループは、意思決定経路を短縮し、コミュニケーションを促進するネットワーク構造を引き続き採用している。

組織の内容は、下記のとおりである。

■　地域担当の執行委員会メンバー    は、主要地域で当グループを代表し、そのプレゼンスを確保する。本拠（エア・リキード本社）とともに、当グループの

地域における事業戦略の策定とグローバル・パフォーマンスの決定について責任を負う。

■　リソースの内部プールのために国グループ（拠点群）ごとにグループ分けされた事業体が、当グループが所在する国での事業の運営管理とグループ戦略を実

行する。

■　ワールド・ビジネスラインは以下を遂行する。

－拠点群及び戦略部門と連携して、代表する事業の中期戦略目標を策定する。

－戦略的マーケティング、それぞれの事業の変革及び特定の事業分野における技能の継続性に責任を負う。

■　特定の事業（在宅医療事業、イノベーション＆開発部門、エンジニアリング＆建設）に特有のグローバルビジネスユニット（GBUs）。

■　工業部門は、当社の事業運営の安全性、品質、信頼性及び効率性を確保するため、工業プロセスの最適化をミッションとしている。GBUsを除く、当グループ

全体の工業業務全般をカバーしている。

■　グローバル・ビジネス・サービス（GBS）。

かかる組織には、経営陣に報告を行う３つの主要な管理部門により構成されるコーポレート機能部門が含まれる。

■　財務部門：財務部門は、以下の事項を担当する。

－会計・財務情報の信用性確保

－当グループの財務及び税務リスク管理

－会計チームが作成する財務データ、様々な子会社の財務チームが行う分析、及び一定のオペレーション・データに基づいた業務管理による当グループの目的

の作成及び業務のモニタリング

■　グループ業務管理・コンプライアンス部門：業務管理部門は以下の事項を実施する。

－各グループ会社でのリスク管理アプローチ（以下を参照のこと）について各会社に専門知識及び支援を提供し、これらを総括する。

－特に研修や啓発施策、不正や逸脱への対処、及び注意義務計画や国際貿易規制の遵守を通じて、当グループの子会社が当グループの倫理的価値観を遵守し、

促進することを支援する。

－当グループの監査・会計委員会に提出された特定プログラムに従い実施される監査を通じて、内部統制及びリスク管理手続の効果的適用を検証する。リスク

分析を基に開発された同プログラムは、定期的に環境・社会問題に関する環境・社会委員会との連携のもと、監査・会計委員会が監視する。監査報告書は是

正措置プランにより体系的に補完され、経営陣のメンバーによって監督される。同報告書は、後に発行されるフォローアップ報告書と同様に、法定監査人と

の間で行われる様々なコミュニケーションや定期的討議の議題となる。
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－当グループの子会社がそれぞれのデータ、システム及びデジタル・アプリケーションの特定・保護（ルールの定義、展開のための専門知識・アドバイス、適

切な実行の管理）についてグループ業務管理・コンプライアンス部門に報告するための手順を、デジタル・セキュリティ部門を通じて子会社に提供する。

■　法務部門：法務部門は法的リスクを特定し、内部ガイドライン及び規則を発行し、さらにそれらの適切な実行を監督する。法務部門はさらに主要な訴訟案件

の展開を監督し、保険を管理する。

また、当グループは、すべての事業体を対象とする倫理に関する内部通報制度を設けており、独立したサービス提供者に対して、当グループの行動規範又は    

適用される法律からの逸脱を匿名で通報することができる。この制度は、グループ内外のすべての利害関係者（顧客、患者、サプライヤー、協力会社とそのス

タッフ、地域社会、ファシリテーターなど）に開かれている。

記録された全ての通報は、当グループ倫理担当役員の監督の下、機密扱いとなる。このシステムは、企業内のインシデントを報告する通常のプロセスに代わる

マネージャー及び人事部門を経由する解決策である。これは、受領した報告の処理を迅速化し、その結果個人及び組織に対する潜在的な影響を最小限に抑えるこ

とに役立つ。この内部告発者保護の原則は、当グループにより保証され、当グループの行動規範にも反復して記されている。善意で通報した者に対する制裁措置

及び報復措置は一切認められない。

最後に、本組織は、以下のような権限付与及び委託の枠組みに従う。

■　商業的取引活動（販売や購買）に    係るコミットメントや支払能力を特定することを目的として、経営陣や特定部門・サービスの関係者に権限を付与す

る。

■　健康と安全に関する産業リスクの防止・管理を目的として、特にフランスの事業体や施設を担当する特定の執行役員に権限を付与する。

■　取引関係及び資金の流れを保障することを目的として、特定の財務執行役員に権限を付与する。

当グループの様々な子会社の経営者は、取締役会のコントロールの下で、それぞれの国において適用される法規制に従って、その義務を履行する。

 

イ　リスク管理

当グループの事業の継続的成長を確保するため、当グループは、当グループがさらされているリスク（特に事業リスク及び財務リスク）の回避及び管理のため

の手法を能動的に模索しなくてはならない。

当グループの事業活動として、事業リスク管理は、安全性及びセキュリティの優先対応に注力し、一方で施設の信頼性に関しても恒久的に注力しなくてはなら

ない。

財務リスク管理には、投資への厳格な管理が必要であり、事業内容の会計・財務的側面に関して、慎重かつ綿密なプラクティスを伴わなくてはならない。

当グループの正式なリスク管理アプローチは、以下の点を確実に行うことを目的とする。

■　当グループが事業活動実施の過程でさらされる異なる形式のリスク（事業上、財務上、その他のリスク）を定期的に特定する。これらのリスクは、潜在的影

響及び発生の蓋然性の両側面から評価される。

■　ポリシー、組織構造、プロセス及び管理の質に関し、共通の尺度に基づき、各リスクについてのリスク管理の成熟度を査定する。

■　限定された優先課題における事業のモニタリングに照準を当てることで、これらのリスク緩和のため実施される主要是正措置プランを適切に実施する。

これら３つのリスク管理プロセス（マッピング、成熟度評価、リスク緩和プラン）は、当グループの連結収益の90％を超える割合を占めるものである。

当グループ業務管理・コンプライアンス部門内に設立されたリスク管理部門は、以下の点を活用してこのアプローチを統括する。

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

164/380



■　各拠点群、ワールド・ビジネス・ユニット及びワールド・ビジネスラインの責任範囲における（関連する事業体の取締役会の監督の下での）アプローチを管

理し、それらにサマリーを提供するための専用リソース。

■　リスク委員会の委員が調整する作業。

監査・会計委員会は、以下の内容を踏まえた報告発表に基づき、当グループのリスク管理をレビューする。

■　アプローチの進捗（年間ベース）

■　各課題に沿って構築された複数年プログラムに基づく主要リスク管理システム

■　これらのリスク管理システムに対する内部監査の概要

環境・社会委員会は年に３回開催される。さらに、監査委員会と合同で少なくとも年２回開催される。これらの会議において、気候に関する目標の進捗状況と

関連するリスクについて検討が行われる。

より幅広いアプローチを行うため、毎年、リスク管理部門がリスク委員会の会議において、新たなリスクの特定と位置づけを仮想的に提示している。また、こ

れらのリスクの発生時期についても検討を行い、必要な事前対策を提案している。

最後に、当グループにより実施されたリスク管理措置の年間サマリーは取締役会に提出される。毎年、これは取締役会に対して事前に提示された監査・会計委

員会策定の暫定計画を、戦略的な関心事項、又はより具体的な形で示される特定の関連事項の対象リストとともに、検証するものとなる。

 

ウ　内部統制

特定のステークホルダー（株主、仕入先、顧客及び従業員等）に対する当グループの価値を再確認する「行動原則」に加え、当グループのポリシー、行動規範

及び手順は、「ブルーブック」と呼ばれる体系的に分類された手順書にまとめられており、イントラネット上で従業員に提供されている。ブルーブックは１セッ

トにまとめられた内部統制・リスク管理手順で構成され、その手順は、当グループ連結財務諸表に含まれる各グループ子会社により実施されなくてはならない。

ブルーブックは、以下の点の確保を目的とする当グループの内部統制システムの基軸である。

■　当グループの業務活動及び当グループの構成員の行動が

－法規制、内部規則、及び適用のある最善の実務慣行を遵守すること。

－当社が定める目標、とりわけリスク回避・マネジメント・ポリシーに関する目標を遵守すること。

－当グループの資産の保護に寄与すること。

■　社内外に発表されるあらゆる財務・会計情報が、当グループの現状及び事業状況を正しくかつ公正に表現し、そして広く知られる基準に準拠していること。

グループ内部統制部門の後援の下、内部統制問題に関する意識向上及びトレーニングが、例えばエア・リキード大学が年２回提供するバーチャルトレーニング

キャンパスを通じて、定期的に実施されている。

一般的に、当グループの内部統制システムは、その事業管理、運営の効率化及び資源の有効活用に資するものでなければならない。また、誤りや詐欺を防ぐこ

とを目的としている。

他の「保証システム」と同様、当グループの内部統制システムは、当グループの目的達成を絶対的に保証することはできない。

過去数年間にわたって実施してきた事業に沿って、    すべての主要な当グループ事業体及び共有サービス・プラットフォーム（当グループ連結収益の90％以

上を占める。）は、内部統制及びリスクマネジメントシステムの参照フレームワークに照らして、当社のシステムの適切性について年次レビューを実施してい

る。また、これらの当グループの子会社は、各拠点群やワールド・ビジネス・ユニット、グループ業務管理    ・コンプライアンス部門及び財務部門により年度

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

165/380



当初に定められた年間のガイドラインに従って、内部統制システムの改善を目的とした活動を実行した。グループ業務管理    ・コンプライアンス部門及び財務

部門は共同して、これらの改善活動を調整し、その進捗状況を当グループの経営陣、次に監査・会計委員会に報告した。

2024年には、サステナビリティ・ステートメントの内部統制システムに関する具体的な評価が、本報告書「第３　２　サステナビリティに関する考え方及び取

組　（１）概要」に記載された新たなESRS基準を適用して実施された。

監査は、内部統制プロセス及び重要な経営管理が正しく実施されているかを評価するために、グループ業務管理    部門及び法定監査人の共同作業プログラム

に基づき、両者によって調整される。

最後に、不正事案については、グループ倫理担当役員にシステム上報告されるとともに、内部統制とともに分析し、実施すべき体制の強化策を特定し、必要に

応じて調査を行っている。これらは、定期的に経営陣、倫理・コンプライアンス委員会、及び監査・会計委員会が注意を向けている。

 

エ　財務・会計情報

財務・会計情報の品質及び信頼性を保証するため、当グループは、第一に会計原則・基準一式、及び会計・経営の統一報告システムに依拠し、これらは当グ

ループの法定連結プロセス及び経営分析に使われている。経営分析は各部門の責任下で行われ、各部門が財務部門に報告する。

当グループの財務ポリシーを含む会計マニュアルでは、会計ルール・原則、及び当グループ内で適用される連結方法が定義され、さらに財務・会計報告用に、

当グループ内で適用されるフォーマットが規定されている。当該マニュアルは、IFRSやその解釈上の変更に従って財務部門により定期的に改訂されている。

経営・会計報告は、独立しながら相互関係を保つ複数部門が、同一の方法・原則に倣い、それぞれの責任の下で作成している。

■　部門の独立性は、補完的指標・データ、とりわけ部門の事業に具体的に関係する指標・データの活用を通じ情報と分析の強化を可能にしている。

■　部門の相互関係は、データの体系的、定期的照合を通じて情報の信頼性管理を向上させる。

報告書は主に以下のものを含む。

■　月次経営管理報告書は、「マンスリーフラッシュレポート（月次速報）」と呼ばれ、収益及び主要な財務指標、すなわち損益計算書、営業活動によるキャッ

シュ・フロー、純有利子負債及び承認済み投資総額に関する情報を提供する。

■　四半期報告書は「経営管理レポート」と呼ばれ、損益計算書、貸借対照表及びキャッシュ・フロー報告書における主要な項目を詳述している。

■　四半期の分散分析レポートは、経常的営業利益における変化のさまざまな構成要素を評価する。

これらの３つの報告書は、所定の年次日程表に従い各経営組織が作成する。これらの報告書は、各組織の最高経営責任者の監督下で作成された事業内容へのコ

メントが体系的に添えられており、その内容はグループレベルで統合され、地理的地域・事業別の内訳が示されている。

■　連結会計用四半期報告書は報告主体別に作成されるが、それに加え、特に以下の内容を含む簿外の契約上の義務に関する情報の記述を要する（半年ごと

に）。

－燃料の購入

－金融保証及びデポジット

－その他一切の契約上のコミットメント

会計上の連結計算書及び月次報告書は本社連結会計部門に報告される。当該部門は、連結データを準備し、結果の分析・コメント、予測と乖離した場合その特

定及び説明、並びにかかる場合の予測修正を行う業務管理部と協力して作業を行う。これらの分析結果を明確にするために、地理的地域や拠点群（国のグルー

プ）の経営陣とのミーティングが毎月開催されている。
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月次グループ業績運営委員会の一環として、財務部門が当年のローリングフォーキャストを体系的に説明する。その目的は、適用可能な場合において年次目標

との乖離を特定し必要な対策を講じることである。

財務部門は、日常的な管理を通じて当グループの各子会社に対する会計方針及び会計原則の効果的な適用を確保する。最も複雑な会計基準及び新規基準の導入

に関しては、トレーニング、強化されたサポート及び管理が提供されるか、又は財務部門によって直接処理される。これには、従業員の福利厚生(IAS19)、連結

方法(IFRS10/11)、ラージ・インダストリー事業における重要な契約の分類、収益を認識するための方法(IFRS15/16)、及びデリバティブ商品(IAS32、IFRS７、

IFRS９)に関連する会計基準、及び長期再生可能エネルギー購入契約（IFRS９、IFRS 10/11、IFRS16）に関するものが含まれる。

当該部門はまた、当グループの業務管理・コンプライアンス部門が遂行する監査にも依拠しており、定期的に連絡を取っている。

当グループは、決算の前提条件として気候変動リスクを考慮し、その潜在的な影響を財務諸表に織り込んでいる。特に、減価償却費及び償却費の算定に用いる

有形固定資産の耐用年数の分析、資産の減損テストに関する見積り及び仮定の見直し、偶発損失引当金の額を決定するためのリスク評価などの決算手続を実施す

る際に、気候変動リスクを考慮している。

また、財務・会計情報に関する品質と信頼性は、最新かつ安全なグループ連結及びビジネス・インテリジェンス・ツールとと    もに、高パフォーマンスの取

引システム（ERP - Enterprise Resource Planningのような）にも基づいている。これらのツールにより、財務・業務データを分析し、全従業員と経営陣に利用

可能な形で表示されることが可能になる。

ERPのさらなる調和を目指したプロジェクトは、当グループの各事業に合わせた会計・財務フレームワークの定義に基づき継続している。

 

オ　統制措置のモニタリング

取締役会は、経営陣より受領する様々な四半期報告や、監査・会計委員会の作業報告書に基づき、それらの方策・原則に従って当グループの経営に対する統制

を実施する（報告書、報告会等）。

経営陣は、最高経営責任者を中心に組織された定例会議を通じて、特にリスク管理に関する統制を実施する。

また、経営陣は、既存の報告書及び、以下の事項に依拠する。

■　経営会議、とりわけセキュリティ及び関連事項の進捗に関する当グループ実績についての安全・産業システム部門からの報告

■　財務部門及びグループ業務管理    ・コンプライアンス部門により実施された作業

■　特定のコミットメント及び重要な問題につき、より厳格な管理を行うため設定された各グループ委員会が実施する勧告（これら委員会の役割及びメンバーに

ついては下記のとおり）

上記の管理手法は、内部統制の質の向上・強化に必要な措置の実施とフォローアップ活動に各事業部門や経営陣が関与することで強化される。

 

(i)リスク委員会

本委員会の目的は、各拠点群、ワールド・ビジネス・ユニット及びワールド・ビジネスラインが、それぞれの責任範囲内でリスク管理アプローチを実施し、調

整しなければならない場合に、支援と専門知識を提供することである。

本委員会は次の企業機能、すなわちグループ業務管理    ・コンプライアンス部門、法務部門、財務部門、広報部門、安全・産業システム部門、人事部門、持

続可能な部門及び業務部門の代表者をまとめている。

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

167/380



年２回開催され、グループ事務局長及び戦略担当役員が出席のもと、最高経営責任者(CEO)が議長を務めている。これらの会議の目的は、主要なリスクを軽減

するための優先的な措置の進捗状況を報告し、リスク管理の要約を作成し、グループの方向性を明確にすることである。当委員会はまた、特定の戦略的リスクに

ついて、より綿密に検討する。

 

(ii)財務委員会

財務戦略委員会の目的は、当グループの財務ポリシーの有効性を検証し、提出された財務管理上の提案・提案を承認するとともに、定期的に見直しを行う当グ

ループの財務方針を定める規程を承認することである。

同委員会には、最高経営責任者(CEO)の権限の下に、グループ最高財務責任者(CFO)、副最高財務責任者、グループ財務・資金調達担当部長及びコーポレート・

ファイナンス担当部長が参加している。

同委員会は年３回以上開催され、要請があれば必要に応じて開催される。

経営財務委員会は、当グループの財務管理に関する日常的な意思決定を行うとともに、戦略財務委員会に取引の仕組みを提案し、承認後の実行の確保を目的と

している。

同委員会には、グループ最高財務責任者(CFO)、副最高財務責任者、グループ財務・資金調達担当部長及びコーポレート・ファイナンス担当部長が参加し、委

員会事務局によって補佐される。

同委員会は４週間ないし６週間ごとに開催され、議事録が最高経営責任者(CEO)に送付される。

 

(iii)資源・投資委員会(RIC)

資源・投資委員会の目的は、要請された投資を評価し承認を与えること、及び中長期的な契約履行、それにより必要となる人材、プロジェクトの環境負荷指標

を評価し承認を与えることである。2021年3月に発表されたサステナビリティ目標の枠組みにおける当グループのコミットメントに沿って、環境的基準の重要性

が強化され、特に投資決定の炭素への影響に注意が払われている。

会合は定期的に（通常は月１回）、各地域及びワールド・ビジネス・ユニットごとに開催される。

いずれの会合も、地域又は関係するワールド・ビジネス・ユニットを担当する経営陣が議長を務め、投資対象となる拠点群及び事業分野のディレクター、グ

ループ財務部（拒否権を有する）、工業部門、エンジニアリング＆建設及びキャピタル・インプルメンテーション・グループ(CIG)の代表者が出席する。

当委員会の決定は経営陣の審査を受ける。

 

(iv)倫理コンプライアンス委員会

倫理に関し、当委員会の目的は、当グループの倫理プログラム（汚職及び行動規範からの逸脱防止のための行動の監視、及び短期・中期的な方向性の提案）を

監督し、重大な逸脱があった場合には制裁措置を勧告することである。

より一般的なコンプライアンスの分野では、当委員会は、競争法、輸出管理、注意義務、個人情報保護など、事業固有ではないコンプライアンスの問題を監督

する（毎年見直される）。

グループ業務管理    ・コンプライアンス部門、法務部門、持続可能な開発部門、人事部門、及び業務機能の代表者が出席し、少なくとも年に２回、又は必要

に応じてより頻繁に開催される。
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(v)デジタル・セキュリティ委員会

当委員会は、デジタル・セキュリティの戦略的方向性を検証し、当グループの特定のプロジェクト（産業IT、デジタルイノベーション、秘密情報又は個人若し

くは健康データの漏洩の監視等）の運営の進捗を確保する責任を負う。

デジタル＆IT部門、デジタル・セキュリティ部門、グループ業務管理    ・コンプライアンス部門部長及び、事業部門の代表者及び、必要に応じ他のコーポ

レート部門の代表者が参加する。当委員会は、執行委員会のメンバーが議長となり、２か月に１回開催される。

 

(ⅵ)産業安全委員会

当委員会の目的は、産業リスク管理を監督し、主なアクションの進捗を監視することである。

当委員会は、各グループ産業部門の代表者、当グループの安全ディレクター、エンジニアリング＆建設・グローバルビジネスユニット(ECC)の代表者及びグ

ローバル市場＆テクノロジー・グローバルビジネスユニット(IDD)の代表者並びに在宅医療グローバルビジネスユニットの代表者で構成される。執行委員会のメ

ンバーが委員長となり、年間６～８回開催する。

 

(ⅶ)E-ENRISK委員会

この委員会の目的は、当グループの子会社が実施するエネルギー・気候戦略について、見直しを行い、指導・提言を行うことにある。

毎月、ラージ・インダストリー事業のワールド・ビジネスライン及び当グループの戦略機能を統括する執行委員会のメンバー、ラージ・インダストリー事業の

ワールド・ビジネスラインのバイス・プレジデント、エネルギー担当部長、市場・エネルギー転換担当のラージ・インダストリー事業部長、グループ財務・資金

調達担当部長、組織・会計方法担当部長、エグゼクティブ・バイス・プレジデント、持続可能な開発担当、グループ投資担当部長及び水素エネルギー・ワール

ド・ビジネスラインのエネルギー転換戦略担当部長が一堂に会する。会議の議事要旨は、すべての執行委員会メンバーに送られる。

 

（４）その他の補償制度

当グループは、大手保険会社との国際的な保険プログラムを通じて主要なリスクをカバーしている。これは特に、対物損害、民事責任、環境責任、サイバーリ

スク、会社役員の民事責任などに関するものである。最も大きな２つの保険プログラムの詳細は以下の通りである。

 

ア　物損及び事業の中断

当グループの対物事故及び事業の中断については、当グループが事業を展開する各国において付保している対物及び災害補償保険によってカバーされている。

これらの保険契約の大半は国際プログラムに統合されている。

これらの保険契約は一般的に「オールリスク担保」型で、保険の対象分野には火災、落雷、水害、爆発、破壊行為、衝撃、機器故障、盗難が含まれ、また保険

額は限定的であるが国によっては自然災害もカバーされている。

損害賠償請求に伴う事業の中断については、大半の製造施設に付保されている上記の保険でカバーされている。事業中断保険の保険期間は６か月ないし24か月

である。免責金額は、施設の事業に関連付けられている。保険会社は、リスク回避を目的として、主な産業施設を定期的に訪問している。
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イ　民事責任

民事責任に関し、子会社は、事業（事業リスク）及び製品（製品リスク）に起因する第三者への損害をカバーする現地責任保険に加入している。各子会社の保

険額は特にその売上高及びその動きに左右される。

現地保険に加え、当グループは、フランスで契約した企業包括賠償責任保険によって、当社組織及びその子会社を対象として事業のすべてによる第三者への損

害賠償を包括的に補償している。当グループの保険契約は、環境への悪影響、生態系への害、環境損害もカバーされている。

保険でカバーされる総額は５億ユーロを超える。保険は重複する複数の保険種目の基に成立していて、それぞれの種目は一定の額にて複数の保険会社がリスク

を分担するように引き受けられている。最初の種目を超えると、その上位の種目が下位の種目を超えたリスクを引き受ける。

 

ウ　キャプティブ再保険

当グループは、財産損害及び事業中断リスクの一部を、キャプティブ再保険会社を通じて管理している。同社は、また、当グループの民事責任及び輸送貨物補

償にも参加している。

このキャプティブ再保険会社は、2024年度に、年間で最大額5600万ユーロまでの請求をカバーし、請求あたりの上限額（サブリミット）は保険金請求の性質に

応じて調整される。これを超える額については、リスクは第三者の保険会社に移転する。当該保険会社は、監督当局により承認されたキャプティブ・マネー

ジャーにより運営されている。

 

（５）注意義務計画 (Duty of Vigilance)

 

ア　法律の概要

親会社及び指示を行う会社の注意義務（duty of vigilance）に関する2017年3月27日付のフランス法第2017-399号（以下、「注意義務法」）は、フランス国内

で5,000人以上の従業員を雇用する親会社、又はフランス国内及び海外で10,000人以上の従業員を雇用する親会社が、注意義務計画を策定し、これを効果的に実

施する義務を導入した。この計画には、当グループとその子会社、及び当社と商業上の関係が確立しているサプライヤーや協力会社の活動に起因する「リスクを

特定し、人権と基本的自由、人の健康と安全、環境への深刻な影響を防止するための合理的な注意措置」を含まなければならない。この義務は５つの手段に基づ

いている。

■　リスクマッピング（識別、分析、優先順位付け）

■　子会社、サプライヤー、協力会社の状況を定期的に評価するための手順

■　リスクを軽減したり、深刻な影響を防ぐために適切な措置をとること

■　潜在的又は実際のリスクの報告を収集する通報・メカニズムを備えること

■　実施した施策をフォローアップし、その効果を評価するためのモニタリングスキーム

 

フランス商法L225-102-1条の2025年1月1日付修正に従って、当社は、以下のとおり、注意義務計画を開示することにより、同法の要件を遵守する。

■　本報告書第３の「２　サステナビリティに関する考え方と取組」が対応する項目についての各課題に対する異なるアプローチについての説明

■　本項エにおける、2024年の注意義務計画の効果的な履行について報告書
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　当社は、毎年、注意義務計画を当グループウェブサイト（https://www.airliquide.com/sustainable-development/extra-financial-performance/vigilance-

plan）においてそれぞれ更新して開示している。

　本注意義務計画は、エア・リキードSA及び全ての当グループの子会社に適用がある。

 

イ　注意義務のガバナンス

2024年、注意義務と社会的責任部門は、エア・リキードの注意義務アプローチの実施を監督する。同部門はグループ業務管理    ＆コンプライアンス部門の一

部であり、執行委員会のメンバーであるグループ事務局長が監督する。注意義務担当部門と社会的責任部門は、(i) 関係各部門を指導するデュー・ディリジェン

ス・プロセスの実施、及び(ii) グループの利害関係者の期待によりよく応えるための注意義務計画の起案を調整する責任を負う。

調達部門、グループ業務管理    ＆コンプライアンス部門（特に倫理部門、リスク管理部門、デジタル・セキュリティ部門、注意義務担当部門を含む）、持続

可能な開発部門、法務部門、人事部門、安全・産業システム部門が注意義務計画のモニタリングと作成に参加している。

人的資源、安全・産業システム、調達などの注意義務を担当する部門は、業務担当者を含む独自の社内運営組織を有している。これらの機関は定期的に会合を

持ち、指標を通じて実施された行動と成果をモニタリングしている。

倫理・コンプライアンス委員会は、注意義務の内部統制部門である。この委員会には、グループの統制・コンプライアンス部門、法務部門、及びグループ執行

委員会のメンバー２名（グループ人事部門バイス・プレジデント及びEMEAのオペレーション部門を所管するグループ・バイス・プレジデントが出席する。グルー

プ倫理担当役員は事務局として参加する。委員会は、少なくとも年２回、必要に応じてさらに頻繁に会合を開いている。2024年、委員会は注意義務に関する各部

門の進捗状況のレビューを継続した。

環境・社会委員会は、環境及び社会的責任の問題を専門とする取締役会の専門委員会の一つである。この委員会は３名のメンバーで構成され、年に３回以上開

催される。2024年には、引き続き注意義務計画の展開を監督した。

 

ウ　相互参照表

　2023年12月6日付政令2023-1142号は、企業サステナビリティ報告指令（CSRD）をフランス法に組み込むものであり、フランス商法L.225-102-4を修正し、同条

はL.225-102-1となった。同条は2025年1月1日に発効し、注意義務計画とその効果的履行に関するコミュニケーションは、サステナビリティ・ステートメントに

おいて参照できることとなった。このことを踏まえ、下記の参照表は、本報告書のサステナビリティ関連情報内での対応策に関する情報の記載個所を示すもので

ある。サステナビリティ関連情報への参照に基づき注意義務計画のスコープに含まれる情報は、サステナビリティの文脈における悪影響に関するものに限定され

ている。ポジティブな影響、リスク及び機会に関係する情報は、除外されている。本相互参照表は、当社のサステナビリティ・デュー・デリジェンス手続に関連

するCSRDの開示要件にも対応するものである。

 

株主へのエンゲージメント 第３　２（１）一般的な開示

リスクマッピング  

　総論 第３　２（１）一般的な開示

　人権及び基本的自由 第３　２（３）社会的事項に関する情報

　健康と安全 第３　２（３）社会的事項に関する情報
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　環境 第３　２（２）環境に関する情報

通常の評価手続  

　人権及び基本的自由 第３　２（３）社会的事項に関する情報

　健康と安全 第３　２（３）社会的事項に関する情報

　環境 第３　２（２）環境に関する情報

　その他 第３　２（３）社会的事項に関する情報

第３　２（４）ガバナンス関連情報

リスクの低減と深刻な影響の予防  

　人権及び基本的自由 第３　２（３）社会的事項に関する情報

第３　２（４）ガバナンス関連情報

　健康と安全 第３　２（３）社会的事項に関する情報

　環境 第３　２（２）環境に関する情報

内部通報制度とアラートの収集 第３　２（３）社会的事項に関する情報

第３　２（４）ガバナンス関連情報

対応策のモニタリング及び有効性評価  

　人権及び基本的自由 第３　２（３）社会的事項に関する情報

　健康と安全 第３　２（３）社会的事項に関する情報

　環境 第３　２（２）環境に関する情報

 

エ　2024年の概観

2024年、当社が確立した注意義務リスクマッピング手法は、特に、本報告書「第３　２　サステナビリティに関する考え方と取組　（１）一般的な開示」に記

載されている、CSRDにより導入されたダブル・マテリアリティの評価に関する変更を考慮したうえで、更新された。この文脈において、リスクの重大度と発生確

率を評価するための４段階の尺度が作成された。2024年に見直しにより、報酬と福利厚生、ダイバーシティ、インクルージョン、ハラスメントの防止、及び職場

での生活の質に関して、当グループの従業員に新たな顕著なリスクが明らかになった。当社の直接サプライヤーに関しては、当グループは新しいマッピング手法

を適用した。この作業により、サプライヤーの従業員に関する顕著な人権リスク（健康と安全、労働条件、強制労働及び児童労働）が特定された。これらの新た

なリスクは、本報告書「第３　２　サステナビリティに関する考え方と取組」に記載された適切な措置により、予防及び軽減されている。

人権に関しては、当社は2025年までに全従業員に共通の健康保険を提供するという目標を2024年に達成した。これにより、当グループの従業員は、地域に応じ

て、現地の法的要件を超える健康保険の恩恵を受けることができる。この健康保険は、生命保険、医療保険、及び最低14週間の有給産休を保証している。あらゆ

る形態の差別を一切容認しない文化を支援するため、数多くのグローバルなイニシアチブが展開され、包摂的    な環境を確保するための枠組みが構築されてい

る。2024 年、当グループは、女性の身体的及び心理的な安全を確保し、工場での女性のウェルビーイングを向上させ、産休に関する原則と要件を確立するため
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の新しい基準を策定した。最後に、職場の生活の質に関しては、従業員が魅力的で多様性があり、    包摂的な環境で成長できるように、強化及び実施すべき働

き方をBeActEngage      の枠組みに基づいて調査した。

安全は、エア・リキードの    基本的な価値観のひとつである。従業員の安全を確保するためにグループ内で実施されている予防措置により、エア・リキード

の従業員及び臨時従業員の休業災害発生率は32％削減され、2024年には0.7となった。この実績を長期的に維持し、休業災害の数をさらに削減するため、当グ

ループは絶えず警戒を怠らず、意識の向上に努め、チーム内の安全文化の向上に向けたあらゆる予防措置を講じている。交通安全に関しては、道路輸送の安全性

を向上させるため、デジタル運転支援及び疲労防止のための2021年から 2025 年までのプログラムが引き続き展開される。

気候変動の緊急性を受けて、当社は、2024年に、この課題に関する気候戦略を統合・更新した気候変動緩和のための移行計画を本報告書「第３　２　サステナ

ビリティに関する考え方と取組」で記載したとおり、採用・公表した。この計画では、カーボンニュートラルに向けた当グループの移行について、温室効果ガス

排出量の削減の軌跡、及び、資産と工業事業の脱炭素化のための主な手段を明記している。これにより、2024年に当グループのスコープ１と２のCO2排出量は、

2020年基準値
（1）

比で－11％と大幅に減少した。２年連続で CO2排出量が絶対値で減少した後、当グループは戦略プランADVANCEで 2025 年頃に予定していた転

換点に到達した。さらに、水ストレスの高い地域におけるエア・リキードの事業に対しては、2025 年までに、水使用効率の評価と、当グループの工業管理シス

テムの基準の適用を含む、文書化された水管理計画を策定することが義務付けられている。

 

(1) 排出量は、2020年以降の各年について、丸一年の資産による排出を、CO2排出に重要な影響のある連結範囲の変更（増減双方）を反映するように考慮して、再表示されたものである。

 

    サプライヤーの従業員に対して特定された顕著なリスクの予防措置は、主に「サプライヤーのリスク及び関係管理手順」及び「サステナブル調達手順」に

記載されている。この文脈において、サステナビリティ上重要なサプライヤーの評価キャンペーンは、とりわけ、人権及び強制労働や児童労働に適用される国際

基準の尊重に焦点を当てている。さらに、エア・リキードへの供給に関するあらゆる取引関係には、サプライヤー行動規範の遵守が前提条件となっている。この

規範は、あらゆる形態の強制労働及び強制労働の禁止、並びにサプライヤーによる児童労働の禁止を明示的に規定している。

エア・リキードの    すべてのステークホルダーが利用できるグループの内部通報制度は、通報の迅速かつ組織的な処理、及びエア・リキードの従業員による

独立して、客観的かつ守秘性の高い対応を可能にする。グループ内部通報ポリシーは、通報の処理プロセス及び通報者の保護に関する原則を定める。健康、安

全、又はセキュリティに関する緊急事態、あるいは最も重大な事故については、重大性に応じて迅速な対応が確保され、内部報告プロセスを通じて処理される。

個人データに関しては、エア・リキードは、権利の行使に関するリクエストを収集し、個人データ違反の可能性を報告するための特別なツールを導入している。

ヘルスケア事業に関しては、医薬品安全性監視（医薬品としての規制を受ける製品）や医療機器安全性監視（医療機器としての規制を受ける製品）などの特別な

プロセスを定義し、医療従事者や患者によるこれらの製品に関する事故の報告を確実に実施している。

 

 

４　【経営者による財政状態・経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

（１）【経営者からのメッセージ】
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変化する世界でインパクトのあるパフォーマンスを

急速に変化する世界において、エア・リキードのビジネスモデルは、その強さと回復力を発揮している。エネルギー転換とエレクトロニクス事業の分野におけ

る技術革新の最先端において、当グループは戦略的パートナーと協業する能力において際立っている。ブノワ・ポチエ取締役会長とフランソワ・ジャコウ最高経

営責任者が、それぞれの見解を語る。

 

グローバル環境の変化は、エア・リキードの戦略ビジョンにどのような影響を与えていますか？

 

ブノワ・ポチエ

地政学的・経済的な分断は、世界のパワーバランスを再定義しつつあります。私たちはグローバルなグループの分断化を目の当たりにしており、世界はますま

す利害共同体や同盟関係を通じて動いています。それと同時に、以下のような大きな変革（人口動態、気候、デジタル、社会）が起きていることも影響を及ぼし

ています。これらの課題に対応するため、エア・リキードは適切なソリューションを提供し、これらの大きな転換期にある顧客をサポートする戦略的な地位を占

めています。

私たちのグローバルなプレゼンスと、主要な産業地域との長年にわたるつながりは、私たちが幅広い分野にサービスを提供することを可能にする構造的な強み

の一部です。

私たちは、必要不可欠な化学分子を熟知し、革新的な能力を駆使して、継続的に新たなニーズに応える新しいソリューションを開発しています。私たちは、顧

客や患者の役に立つために、最高の技術を製品に統合しています。私たちは常に市場のニーズに基づくアプローチを採り、グローバルな変革に対応した新たなト

レンドを取り入れることで、先駆的な役割を果たすことを目指してきました。これは現在でも変わらず、どんどん深化させます。私たちはビジョナリーであり、

世界の変革に貢献するために即座に具体的な行動を起こすのです。

 

その中で、2024年の当グループの業績をどのように評価しますか？

 

フランソワ・ジャコウ

当グループの非常に堅調な財務実績を大変誇りに思います。マクロ経済の緊張とグループの構造的変革が顕著な1年であっただけに、なおさらです。この業績

は、いくつかの分野での業績改善につながりました。営業利益率は110bp以上
(1)
の記録的な改善を達成しました。

５億ユーロ近い記録的な効率化によって実現したこの結果に勇気づけられ、私たちは利益率の目標を引き上げ、拡大することを決定しました。現在、2025年か

ら2026年の期間に＋200bpの利益率の増加を目標としており、これは５年間(2022-2026)で＋460bp
(1)
という前例のない増加です。市況が低迷する中、売上高も伸

びており、現在では270億ユーロ以上に達し、＋2.6％
(2)
の伸びとなりました。これらの売上高は、特に北米の工業事業、アジアのエレクトロニクス事業、ヘル

スケア事業に牽引されており、エア・リキードの大きな回復力をさらに証明するものです。当グループの経常純利益
(3)
は11.5％増加し、経常ROCE（使用資本利

益率）は、投資額が増加しているにもかかわらず、＋10.7％となりました。2024年の投資決定額は、44 億ユーロに達し、過去最高を記録しました。私たちは、

これまで以上に、未来に対して備えをしていることになります。
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(1) エネルギーを除く。

(2) 比較可能ベース

(3) 為替の影響及び経常的営業利益に影響を持たない例外的で重要な取引を除く。

 

技術に重点を置いた革新的な製品とサービスを顧客に提供する当社の能力は、伝統的な分野と、エネルギー転換や半導体といった変革を主導する分野の両方に

おける大きな商業的成功に反映されています。例えば、米国のLG Chem及びGlobalFoundries、中国のWanhua、欧州のAurubisと締結した契約は、私たちの提供す

るサービスの妥当性を証明するものです。こうした成功は、大規模プロジェクトの増加を伴っています。こうした大規模プロジェクトとしては、例えば、ノルマ

ンディー工業地域の低炭素水素エコシステムの継続的な開発や、米国のエクソンモービル向け低炭素酸素プラットフォーム・プロジェクト（当グループ史上最大

規模となります！）、さらには、TotalEnergiesと共同した大規模投資プロジェクトである、欧州の脱炭素化を加速させるための超大容量電解槽２基の建設があ

ります。

さらに、ダンケルク工業地域の脱炭素化のためにDunkerque LNGとともに運営するd’Artagnan CO2インフラ・プロジェクトや、Cementirとのデンマークにおけ

る炭素回収・貯留プロジェクト、ベルギーのアントワープ・ブルージュ港でアンモニアから低炭素で再生可能な水素を製造・液化・供給する大規模プロジェクト

など、いくつかのプロジェクトが欧州連合から支援を受けています。この支援は、エネルギー転換の課題に対応する当社の技術ソリューションの品質と、未来の

産業における重要な役割が認められたものです。

こうした大きな進歩は、チームの献身的な努力の賜物です。毎年、彼らは限界に挑戦し、革新し、新たな挑戦に立ち向かい、グループの成長と変革に貢献して

います。

 

非財務パフォーマンスについて教えてください。

 

フランソワ・ジャコウ

非財務面の業績においては、ADVANCEプランのすべての指標において堅調に推移しています。最重要課題である安全面では、全チームの目覚しい活躍によっ

て、2024年に大きな進歩をとげることができたことに感謝したいと思います。環境面では、CO2排出量を2020年比で11％削減し
(1)
、2025年までの変化点の目標の

達成に向けて前倒しで進んでいることを確認しました。炭素原単位は2015年比で41％
(2)
減少し、2025年の削減目標である30％をすでに上回っています。

多様性という点では、女性は現在、当グループの管理職及び専門職の33％を占めています。また、エア・リキードの従業員は、目標を１年前倒しして、共通の

基本的な健康保険に加入しました。

今回もまた、この進歩はチームのたゆまぬ努力と、環境、安全、インクルージョンへの取組に対する揺るぎないコミットメントの賜物です。これらの分野の一

部で後退が見られるときにおいて、この結果はより際立って意義のあるものであり、さらに前進する私たちの決意を示しているといえるでしょう。

私は、とりわけ、当グループの従業員の欠かすことのできない貢献に感謝します。私は彼らの力と私たちの総合力を信じており、そして2025年に再び業績を押

し上げることができると確信しています。
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(1) 排出量は、「市場ベース」の方法論を用いて、スコープ１及び２につき当グループによって報告されたものであり、CO2排出量において、重要な連結範囲変更（増減とも）を考慮し、

2020年以降の各年度を再集計したものである。

(2) スコープ１及び２の「市場ベース」の温室効果ガス排出量について、2015年為替レートで、IFRS第16号を除く減価償却前経常的営業利益のkg CO2/ユーロ換算

 

変化する世界の課題に対応する上で、エア・リキードのモデルの強みは何ですか？

 

ブノワ・ポチエ

私たちのビジネスモデルはユニークです。それは、幅広い市場、用途、地域に対応しており、当グループを特に強靭なものにしています。私たちは戦略的に５

つの大陸において活動していますが、ローカルの産業ネットワークについても深い知識を持っています。

この強固な基盤があるからこそ、世界規模でのベストプラクティスを活用した有益でカスタマイズされたソリューションを提供し、他方では、長期契約や戦略

的パートナーシップに支えられた顧客との強固な関係を築くことができるのです。私たちはますます多くの企業連合に参加し、多数の利害当事者が存在するエコ

システムの中で、ファシリテーターの役割を果たしています。このような役割は、チーム、顧客、パートナー、株主との緊密な協力関係の中で、私たちの専門知

識、革新能力、そして信頼関係を築いていることの証です。この信頼関係は、質の高い対話の上に築かれます。このユニークで実績のあるモデルは、価値を創造

しながら、危機を乗り越えてきました。

 

フランソワ・ジャコウ

これまでの進歩を継続し、機動性を維持し、業績を向上させるために、私たちは意欲的な社内改革プログラムを開始しました。私たちの基本である安全、顧客

満足度と従業員エンゲージメントは、当グループの企業文化に深く根付いています。この企業文化を維持するために、私たちは組織を簡素化し、より積極的で競

争力があり魅力的な組織とする必要性を認識しています。これは、私たちが未来の困難により良く備えることにつながります。この簡素化された組織構造によ

り、迅速な意思決定と効率性の向上が促進される一方、新しくユニークなグループ産業部門の創設により、事業シナジーが発展することになります。この変革の

計画は、世界のエコシステム、経済、社会の変遷に伴う課題によってもたらされる市場機会を捉え続けるための手段となります。これほど多く、これほど大きな

チャンスはかつてありませんでした。私たちはそれを最大限に活用しなければなりません！

 

当グループの事業、製品、技術的ソリューションは、どの程度ポジティブなインパクトの創出に貢献していますか？

 

フランソワ・ジャコウ

私たちのイノベーションは、ポジティブな影響を与える技術に強く焦点を当てています。3000人以上の従業員がイノベーションに注力し、グループの事業チー

ムとともに、分子の使用を最適化し、産業プロセスやヘルスケア事業の効率を向上させるために、たゆまぬ努力を続けています。彼らは、社会全体にとって効果

的で有用なソリューションを開発することを使命としています。脱炭素化に関しては、低炭素ガスの供給、オキシ燃焼、CO₂隔離のための回収ソリューション、

低炭素水素製造プラントなどが含まれます。これらのソリューションは、セメント産業のような最も炭素排出量の削減が困難なセクターを含む、様々なセクター

で実施されています。
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私たちの取組は、ヘルスケア事業の変革にも及んでいます。私たちは病院に低炭素分子を提供し、在宅患者をよりよくサポートするために、人との交流とデジ

タル技術を組み合わせたソリューションを提供しています。こうした技術的専門性は、半導体産業の成長支援にも反映されています。今日、半導体産業は、通

信、輸送、ヘルスケア事業を含む多くの日常活動にとって不可欠な産業であり、私たちのガス・ソリューションとサービスは、その性能と炭素排出量の両面で違

いを生み出しています。最後に、私たちは工業プロセスにおける長年の専門的な知識を活用し、ますます高度で革新的なソリューションを提供することで、製品

の継続的な改善に取り組む顧客を日々サポートしています。

 

ブノワ・ポチエ

私たちの及ぼす影響は、社内のあらゆる検討と意思決定プロセスの中心にあります。サステナブルな成長は、当社の戦略プランADVANCEの主要な優先事項のひ

とつであり、取締役会の仕事でもあります。取締役会は、このテーマに精通し、当社の目標と取組を注意深くモニタリングする環境・社会委員会を含みます。サ

ステナビリティへのコミットメントは、ポジティブな影響を生み出したいという私たちの願いを反映しています。私たちは、低炭素水素、CO₂回収、工業プロセ

スの電化を通じて、2035年までにCO₂排出量(1)を33％削減することを約束しています。

この目標は、私たちの投資決定に組み込まれており、私たちのプロジェクトが環境に与える影響には慎重かつ厳密な配慮が払われています。また、社会的側面

（安全性、社会的保障、多様性）についても、取締役会がモニタリングしています。私たちは、私たちの影響力がガバナンスにも関係していることを念頭に置い

ています。私たちのガバナンスは模範的でなければならず、この点に関しては取締役の努力と献身を称えたいと思います。

 

短期における主な課題は？

 

ブノワ・ポチエ

私たちは、地政学的緊張、人工知能の台頭、経済サイクルの加速など、さまざまな変化に対応しなければなりません。私たちは、これらの変化を確実に予測で

きるように、さまざまな市場からの新たなトレンドや弱いシグナルに注意を払いながら、より柔軟に対応できるようにならなければなりません。私は、私たちの

ビジネスモデルの礎であり、また私たちが参照する枠組みでもある、私たちの価値観に最大限の信頼を寄せています。これらの価値観は、私たちを前進させ、私

たちの地位を強固なものにするに違いありません。このことは、2050年までにカーボンニュートラル経済への移行を実現するために、企業の変革が喫緊の課題と

なりつつある状況では、とりわけ重要なものです。

これらの課題は複雑で、個々の企業や国の範囲をはるかに超えているため、変革は、産業界やその他の組織とのパートナーシップを促進することやソリュー

ションの共同開発を含むものとなります。大きな課題、例えば、CO2の輸送と貯蔵、再生可能エネルギーへのアクセス、低炭素水素インフラの開発といったもの

には、集団的かつ協調的なアプローチが必要になります。これを達成するためには、将来の競争環境に合わせた簡素化された規制の枠組みが必要です。実用的で

柔軟なアプローチは、こうした新しいエコシステムの迅速かつ効率的な開発を促進することになります。これは、私たちの業界が、特に欧州において、直面して

いる課題の一つです。

 

これらの課題に対する優先順位は？

 

フランソワ・ジャコウ
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まず第一に、私たちはこの世界の課題に取り組み、価値を創造するソリューションを開発し続けなければなりません。それが私たちのビジネスモデルの強みで

あり特徴であって、何度も実証されてきたことです。私たちはまた、顧客と患者の役に立つパフォーマンスの向上を達成するためにグループの変革を継続するこ

とで、競争力を強化していきます。一部の政治的・経済的利害関係者の見解が変化していることにかかわらず、当グループはエネルギー転換に固くコミットし続

けます。このコミットメントは、炭素排出量を削減し、脱炭素化に取り組む顧客を支援するための私たちの継続的な取組に反映されています。

同様に、私たちはヘルスケア事業と半導体に引き続き注力しています。この２つの戦略的セクターは、私たちが将来に備える上で本当に有望なセクターだから

です。

別の言い方をすれば、私たちの最優先事項は、私たちがすべてのステークホルダーからの信頼に値する、生産的で有用な企業であることを日々示すことです。

私たちは、従業員、顧客、患者、株主のために価値を創造すると同時に、世界に有用な貢献をすることに努めます。

 

（２）【損益計算書】

 

①　売上

 

売上

(百万ユーロ)
2023 2024

2024/2023

(公表ベースでの変

化)

2024/2023

(比較可能ベースでの変

化)

ガス＆サービス 26,360 25,810 -2.1% +2.7%

エンジニアリング＆

建設
390 412 +5.7% +5.8%

グローバル市場＆テ

クノロジー
858 836 -2.6% -2.5%

総売上高 27,608 27,058 -2.0% +2.6%

 

四半期別の売上

(百万ユーロ)
Q1 2024 Q2 2024 Q3 2024 Q4 2024

ガス＆サービス 6,358 6,438 6,445 6,569

エンジニアリング＆建設 92 105 110 106

グローバル市場＆テクノロジー 200 186 207 243

総売上高 6,650 6,729 6,762 6,918

2024/2023 グループ公表ベースの変化 -7.3% -1.2% -0.7% +1.5%

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

178/380



2024/2023 グループ比較可能ベースの変

化
+2.1% +3.1% +3.3% +1.8%

2024/2023 ガス＆サービス(比較可能ベー

ス)
+2.0% +3.4% +3.6% +1.9%

 

a. 当グループ

グループ全体の売上高は2024年に270億5800万ユーロとなり、2023年と比較して同等の成長率2.6％を達成した。アルゼンチンの比較可能ベースの成長率への寄

与は1.9％であった（第４四半期は1.2％に減少）。グローバル市場＆テクノロジーの売上高は2.5%減となったが、航空宇宙部門の技術事業の売却を除くと、増加

している。エンジニアリング＆建設の連結売上高は5.8％増となった。グループ全体の公表売上高は、為替のマイナス影響（2.4%）とエネルギーのマイナス影響

（2.2%）により、2.0％減となった。2024年度には、重要な連結範囲の影響はなかった。

 

b. ガス＆サービス

ガス＆サービスの収益は、2024年に258億1000万ユーロに達し、比較可能ベースで2.7％増加した（アルゼンチンからの寄与分1.9％を含む）。

すべてのビジネスラインが成長した。ラージ・インダストリー事業の売上は1.2％増となった。これは年初に２つの大型ユニットが稼働を開始したことが寄与

したものの、2024年1月初旬に欧州のコジェネレーションユニットが売却されたことや、多数の顧客メンテナンスの影響を受けている。2024年、工業事業

（+1.6%）の成長が続き、困難な経済環境下でもビジネスモデルの回復力を示した。米国におけるハード製品の大幅な減少とガス販売量の若干の減少を、＋4.0％

の堅調な価格効果で相殺した。エレクトロニクス事業の売上高は3.3％増加し、特殊材料事業を除くすべての事業セグメントがこれを支えた。事業環境とは無関

係に、ヘルスケア事業（+8.6%）が成長の第一の要因となった。これは、在宅医療事業の大規模な成長と、特にラテンアメリカにおけるインフレ環境下での医療

用ガスの販売数量と販売価格の上昇によるものである。

ガス＆サービス事業の公表売上高は、2.1％減少しており、為替（-2.5%）とエネルギー（-2.3%）のマイナス影響を受けた。2024年には、重要な連結範囲の影

響はなかった。

 

（ア）地域別部門別売上

 

地域別売上

(百万ユーロ)
2023 2024

2024/2023

(公表ベースでの変化)

2024/2023

(比較可能ベースで

の変化)

南北アメリカ 10,169 10,321 +1.5% +7.3%

欧州、中東及びアフリカ
(a) 10,781 10,186 -5.5% -1.1%

アジア・太平洋 5,410 5,303 -2.0% +1.6%

ガス＆サービス合計 26,360 25,810 -2.1% +2.7%
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ラージ・インダストリー事業 7,825 7,120 -9.0% +1.2%

工業事業 11,975 11,906 -0.6% +1.6%

ヘルスケア事業 4,077 4,274 +4.8% +8.6%

エレクトロニクス事業 2,483 2,510 +1.1% +3.3%

 

(a) 欧州、中東及びアフリカ（インド含む）の業績モニタリングについては、同じ事業セクターにおいて報告することとした。

 

（イ）地域別の概況

 

i. ガス＆サービス

 

南北アメリカ

南北アメリカでは、ガス＆サービス部門の売上は2024年に103億2100万ユーロに達し、すべての事業が＋7.3％の成長に貢献した（アルゼンチンからの＋5.0％

の貢献を含む）。ラージ・インダストリー事業（+8.1%）は、年初の主要ユニットの立上げと米国の化学産業の顧客からの需要の強化の恩恵を受けた。工業事業

の売上高の増加（+4.9%）は、非常に高い水準を維持した価格効果（+6.9%）に支えられた。ヘルスケア事業の成長（+22.7%）は非常に目覚ましいものであった。

エレクトロニクス事業（+8.2%）では、キャリアガスからの収益が二桁成長を記録し、設備・据付工事の売上高は非常に高水準であった。

 

南北アメリカにおけるガス＆サービスの2024年収益（総額103億2100万ユーロ）

ラージ・インダストリー事業 14%

工業事業 70%

エレクトロニクス事業 5%

ヘルスケア事業 11%

 

ラージ・インダストリー事業の2024年の売上高は、顧客の事業転換があったものの、＋8.1％の力強い成長を記録した。年初に主要な空気分離装置が稼働を開

始したこと、また、コジェネレーション装置で生産された電気及び蒸気の販売の増加が、米国での成長の原動力となった。ラテンアメリカでは、2023年末にメキ

シコの製造設備が国有化されたため、水素の販売量が減少した。

工業事業の売上高は4.9％増加した。価格効果は2024年に6.9％となり、第４四半期も高水準を維持した（+6.1%）。米国における積極的な価格キャンペーンが

奏功し、6.9％の増加分の50％を占めたほか、アルゼンチンではハイパーインフレ対策として価格キャンペーンを実施した（増加分の約40％）。ハード製品の販

売数量は2024年に著しく減少した。ガスの販売量は依然として堅調だったが、第４四半期は、ヘリウムの販売量減少が主な要因となり、わずかに減少した。産業

分野の市場の成長は依然として主に価格上昇に牽引されたものだったが、化学、航空、公益事業、飲料、テクノロジーの市場では販売量が増加した。

ヘルスケア事業では、米国（+5.5%）及びハイパーインフレの状況にあるアルゼンチンにおける価格の大幅な上昇により、売上高は22.7％増加した。米国で

は、医療用ガスの販売量はわずかに増加した。中南米では、在宅医療事業の患者数及び医療用ガスの販売量は着実に増加した。
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エレクトロニクス事業の売上は8.2％増加した。キャリアガスは、窒素発生装置の立ち上げと増強、及びヘリウムの販売増に支えられ、二桁の成長を記録し

た。特殊材料及び先端材料の売上は2024年に減少したが、第４四半期には先進材料の売上が改善した。設備・据付工事の売上は、2023年第４四半期と比較する

と、比較対象が非常に高水準であったため、第４四半期の売上は減少したものの、年間を通じて非常に高い水準を維持した。

 

南北アメリカ

■　ExxonMobil Baytownプロジェクト

エア・リキードは、米国テキサス州Baytownにおける低炭素水素プロジェクトを計画

しているExxonMobilとの長期的な拘束力のある合意の枠組みの中で、４つの大型モ

ジュール式空気分離装置及び関連インフラの建設、所有、運営に最大8億5000万米ドル

を投資する計画である。これにより、エア・リキードはテキサス州における酸素生産能

力を50％増強することが可能になる。最終的な投資決定が行われた場合、この大型プロ

ジェクトは当グループの歴史上最大の設備投資となる。このAir Liquide Baytownの低

炭素プラットフォームは、主に大量の低炭素酸素と窒素をExxonMobilに供給し、また大

量のアルゴン、クリプトン、キセノンをエア・リキードの他の顧客、特に工業事業の顧

客に供給する。また、この合意は、エア・リキードの既存のパイプラインインフラを活

用し、低炭素水素の開発を支援する。低炭素電力の供給とエア・リキードの革新的なソ

リューションにより、酸素生産による二酸化炭素排出量は３分の２に削減される。この

大規模な投資は、南北アメリカにおける最大の低炭素酸素生産プラットフォームとな

る。

■　MicronのBoiseプロジェクト

エア・リキードは、米国アイダホ州BoiseにあるMicron Technologyの新工場に供給す

るため、米国に新たな産業ガス製造設備を建設する。長期契約の枠組みの中で、この工

場は、特に人工知能に必要なコンピューティング能力の需要の高まりに対応するため、

先進メモリチップの生産に必要な高純度キャリアガスを大量に供給する。エア・リキー

ドは、この最新鋭の生産施設に2億5000万米ドル以上を投資する。

■　LG ChemのClarksvilleプロジェクト

エア・リキードは、LG Chemとの新たな長期契約の一環として、米国テネシー州

Clarksvilleの生産能力とパイプライン網の拡張に約1億5000万米ドルを投資する。新設

される空気分離装置は、LG Chemのバッテリー材料の製造所に酸素を供給するほか、テ

ネシー州とケンタッキー州における工業事業の発展を支える液化能力も備えることとな

る。
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欧州

欧州・中東・アフリカ（EMEA）地域の売上高
（1）

は、2024年には101億8600万ユーロとなり、1.1％減少した。第１四半期にドイツで実施されたコジェネレー

ションユニットの売却の影響を除くと、ラージ・インダストリー事業の売上高（-1.9%）は増加した。工業事業（-4.0%）は、取扱量の減少とアフリカ12カ国にお

ける事業売却の影響を受けたが、価格効果は年間を通じて中立的なものだった。ヘルスケア事業は、在宅医療と医療用ガスの成長に支えられ、堅調な売上成長

（+4.0%）を達成した。

 

(1) 欧州、中東及びアフリカ（インド含む）の業績モニタリングについては、同じ事業セクターにおいて報告することとした。

 

2024年、ラージ・インダストリー事業の売上は1.9％減となったが、第１四半期のドイツにおけるコジェネレーションユニットの売却を除くと、2.1％増となっ

た。欧州では、2023年の低水準と比較して、化学製品では販売量がわずかに増加した。鉄鋼及び精錬では全体的に安定した。中東及びアフリカでは、上半期の水

素の販売量は高水準だったが、第４四半期にサウジアラビアの主要ユニットで10年に一度の大規模メンテナンスが行われた影響を受けた。

工業事業における売上は、2023年の11.9％増の後、2024年には4.0％減少した。EMEA地域では価格効果は中立であった。欧州では、価格は年を追うごとに徐々

に改善し、第４四半期にはプラスに転じた。バルクガスの価格低下（エネルギー価格に連動）は、積極的なパッケージガス価格の値上げによりほぼ相殺された。

これは、イノベーションを通じた価値創造と顧客へのサービスの向上によるものである。輸送及び飲料部門では回復力が見られたものの、販売量は減少した。中

東及びアフリカでは、2024年7月末にアフリカ12か国での事業を売却したことにより、工業事業の売上高は減少した。この事業売却を除くと、価格の上昇と、よ

り限定的ではあるが販売量の増加に支えられ、事業は力強く成長した。

 

欧州におけるガス＆サービスの2024年収益（総額101億8600万ユーロ）

ラージ・インダストリー事業 37%

工業事業 32%

エレクトロニクス事業 2%

ヘルスケア事業 29%
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欧州、中東及びアフリカ（EMEA）

■　TotalEnergiesとのLa Mèdeプロジェクト

エア・リキードはTotalEnergiesとの長期契約の一環として、La Mède（フランス）に

おける再生可能水素生産プロジェクトを発表した。新たな水素生産ユニットにより、化

石燃料を原料として使用する代わりに、TotalEnergiesのバイオ精製所からリサイクル

されたバイオ由来副産物から再生可能な水素を生産することが可能になる。生産される

再生可能な水素は、主にバイオ精製所で、バイオ燃料やサステナブルな航空燃料

（SAF）の生産に使用される。このプロジェクトは、Fos-sur-Mer地区における新たな再

生可能な水素エコシステムの誕生に貢献する。

■　オランダにおける２つの大規模電解槽プロジェクト

欧州産業の脱炭素化に向けた大きな一歩として、エア・リキードは欧州における再生

可能かつ低炭素水素の生産に向けた２つの大規模電解槽プロジェクトを発表した。最初

のプロジェクトであるELYgatorは、Rotterdam（オランダ）近郊にエア・リキードが建

設する200MWの電解槽で、洋上風力発電所からすでに確保済みの再生可能電力を活用す

る。再生可能かつ低炭素の水素は、主にTotalEnergiesの工業プラットフォームに供給

し、またその他の欧州の工業や大型輸送ニーズにも対応する。さらに、エア・リキード

とTotalEnergiesは、Zeeland製油所（オランダ）に250MWの電解槽を供給する合弁事業

を設立すると公表している。

■　欧州の資金援助

エネルギー転換に関連するエア・リキードの複数の主要プロジェクトが、2024年に欧

州の補助金を受けた。

－　d’Artagnanプロジェクト（CO2輸送パイプラインと、Dunkirk港（フランス）における

CO2液化及び船舶への積込み用ターミナルを含む）に対して、CEF-Eプログラムから1億

6000万ユーロ

－　エア・リキードとCementir Holding Groupが運営するACCSIONプロジェクト（欧州に

おける主要な陸上の炭素回収・貯留（CCS）バリューチェーンの１つであり、Aalborg

Portlandセメント工場（デンマーク）のCO₂排出量を大幅に削減するもの）に、欧州イ

ノベーション基金から2億2000万ユーロ

－　エア・リキードのENHANCEプロジェクト（Antwerp（ベルギー）に低炭素水素を生産す

る大規模アンモニア分解プラントを建設、所有、運営するもの）に、欧州イノベーショ

ン基金から1億1000万ユーロ

■ アフリカにおける事業売却
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エア・リキードは、2024年7月22日、アフリカの12カ国（ベナン、ブルキナファソ、

カメルーン、コンゴ、コートジボワール、ガボン、ガーナ、マダガスカル、マリ、コン

ゴ民主共和国、セネガル、トーゴ）における当グループの事業を、Adenia Partners

Ltdに売却することを決定した。これらの事業による年間売上は約6000万ユーロで、ア

フリカにおける当グループの売上の10％未満であった。

 

アジア・太平洋地域

2024年のアジア太平洋地域の売上高は53億300万ユーロで、前年比1.6％増となった。上半期は安定していたが、下半期には成長に転じ（+4.1%）、2024年の

ラージ・インダストリー事業の売上高（+2.4%）は、特に３月に中国で大型水素ユニットが稼働を開始したことによる恩恵を受けた。工業事業（-1.2%）の売上

は、中国のヘリウム販売の大幅な減少の影響を受けた。成長が著しかったキャリアガスと先端材料は、エレクトロニクス事業（+3.4%）の売上成長の主な要因と

なった。

 

アジア・太平洋地域におけるガス＆サービスの2024年収益（総額53億300万ユーロ）

ラージ・インダストリー事業 34%

工業事業 28%

エレクトロニクス事業 34%

ヘルスケア事業 4%

 

2024年のラージ・インダストリー事業の売上は2.4％増加した。３月に中国で大型水素製造ユニットが稼働を開始し、第４四半期には長期契約に基づき韓国の

顧客KMCIに供給を追加したことで、売上が増加した。しかし、主に上半期の中国と第4四半期のシンガポールにおける顧客の減少の影響を受けた。

工業事業では、2024年の売上高は1.2％減少した。価格効果（-0.6%）は、中国におけるヘリウム価格の急落による影響を受けた。ヘリウムを除くと、アジアで

の売上高は年間を通じて増加し、第４四半期は安定していた。化学、エネルギー、製造、食品の各分野で販売量が増加した。中国では、特に最近の買収が後押し

となり、充填ガスの販売量が大幅に増加した。

エレクトロニクス事業からの売上は、前年比で3.4％増加した。複数の製造ユニットの立ち上げと増強が、キャリアガス販売の大幅な増加を牽引した。先端材

料事業からの売上も、非常に高い伸びを示した。設備・据付工事の売上は、下半期に急増し、上半期の低調な売上をほぼ相殺した。
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アジア・太平洋地域

■ Wanhuaプロジェクト

エア・リキードは、中国Yantai市の世界有数の化学会社であるWanhua Chemical

Group（Wanhua）と長期契約を締結し、6000万ユーロ近くを投じて同グループの空気分

離装置（ASU）を買収し、運営することを決定した。この契約の一環として、エア・リ

キードは、このASUにおいて、Air Liquide Engineeringにより液化アルゴン生産設備を

新設し、所有、運営する。この長期契約は、同グループが万華化学グループと締結した

初の契約であり、エア・リキードは、煙台市で産業用及び医療用ガスの供給を開始し、

山東省での事業を強化する。

■　三菱マテリアルプロジェクト

エア・リキードは、多額の投資を行い、日本の直島に大型空気分離装置を建設し、所

有・運転する予定である。このプラントは、日本の銅生産のリーダーである三菱マテリ

アルの生産増強を支援する。エア・リキードの新しいユニットは、１日あたり最大1400

トンもの大量の酸素と窒素を供給するだけでなく、アルゴンとネオンも製造し、特に半

導体や輸送機器製造といった日本の主要産業に不可欠なこれらの希ガス類の安定供給に

貢献する。

 

ii. グローバル市場＆テクノロジー

グローバル市場＆テクノロジー部門の2024年の比較可能ベースの売上高は、2.5％減の8億3600万ユーロとなった。第１四半期の航空宇宙部門の技術関連事業の

売却を除外すると、同部門の売上高は2023年と比較して増加した。バイオメタンガスの販売量は、特に米国で増加した。米国では、ユニットの稼働開始により恩

恵を受けた。

当グループ内プロジェクト及び当グループ外顧客向けの受注高は、2024年には7億7500万ユーロに達した。これには、ターボブレイトン式LNG再液化ユニットの

過去最多の受注、エレクトロニクス事業及び宇宙産業向けの特殊システム、バイオガス処理設備、産業用ガスの液化、輸送、供給設備が含まれる。

 

グローバル市場＆テクノロジー

■　セーヌ川沿いの水素モビリティ

フランスNormandy工業地帯で低炭素水素エコシステムを構築し続けているエア・リ

キードは、低炭素モビリティの成長を支援するため、セーヌ川沿いの水素ステーション

に水素を充填し輸送する新たな物流チェーンに5000万ユーロを投資することを決定し

た。この新しい充填事業所には、建設中のエア・リキードNormand’Hyの電気分解装置か

ら再生可能な水素が供給される。この投資は、Normandy及びÎle-de-Franceにおける産業

とモビリティの脱炭素化に貢献する。
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iii.エンジニアリング＆建設

エンジニアリング＆建設事業の連結売上高は、2024年には4億1200万ユーロとなり、5.8％増加した。連結売上高には、特にラージ・インダストリー事業とエレ

クトロニクス事業における内部プロジェクトは含まれない。

同事業の受注高は、グループ内及びグループ外顧客向けを合わせて、2024年には18億400万ユーロと、過去最高を記録した。特に、テキサス州Baytown（米国）

におけるExxonMobilとの大型プロジェクトの第１段階（大型モジュール式空気分離装置４基の建設）が、この金額に貢献している。このプロジェクトには、当グ

ループのラージ・インダストリー事業及びエレクトロニクス事業向けの空気分離装置の他、大型電解槽、極低温機器、エネルギー転換関連プロジェクトの調査も

含まれている。グループ内の受注が、新規プロジェクトの大半を占めている。

 

エンジニアリング＆建設

■　Stockholm Exergiが選択したCryocap™テクノロジー

エア・リキードの革新的なCO2液化技術であるCryocap™ LQが、スウェーデンの

Stockholm Exergi（ストックホルムのエネルギー企業）が推進するバイオエネルギー・

カーボン・キャプチャー＆ストレージ（BECCS）プロジェクトに採用された。この新技

術は、エア・リキードの独自技術のポートフォリオに重要な追加要素をもたらし、大規

模な炭素回収・貯留（CCS）プロジェクトの発展への道筋をつけるものである。

 

②　経常的営業利益

償却前経常的営業利益は78億9600万ユーロで、公表ベースで、2023年と比較して4.6％増加した。仕入額は主にエネルギーコスト、特に天然ガスの減少によ

り、－10.2％と大幅に減少した。人件費はインフレ傾向にもかかわらず、組織合理化計画の初年度の効果により、1.3％とごく僅かな増加にとどまった。その他

の営業利益及び費用は、主にメンテナンス費用の増加により、4.6％増加した。

効率性は、2023年の4億6600万ユーロから、2024年には4億9700万ユーロと、過去最高水準に達した。これは、Advanceプランの年間目標４億ユーロを大幅に上

回る。当グループの変革プログラムは加速し、特に業務をサポートするデジタル・リソースの展開、工業事業及びヘルスケア事業におけるサプライチェーンの最

適化、ビジネスサービスセンターの導入、フランスにおける在宅医療事業の再編が含まれた。調達に関する効率性は、購買数量を梃とするグローバル化された取

組の強化により向上した。さらに、特に1000件以上の工業効率化プロジェクトから成る部門横断的な継続的改善プログラムが、効率性の３分の１以上を支えた。

効率性は、特に工業事業を中心とした価格管理、及び資産ポートフォリオの機動的な管理とともに、業績向上のための３つの手段の１つである。

減価償却費は25億500万ユーロで、0.9％増、為替の影響を除くと1.1％増であった。契約更新の影響、及び特定の資産の減価償却終了の影響は、新設備立上げ

の影響と相殺した。

当グループの経常的営業利益（OIR）は2024年に53億9100万ユーロに達し、公表ベースで6.4％増加した。為替の影響を除外した場合（比較可能ベース）、営業

収益は10.7％増加した（アルゼンチンを除外すると6.8％増）が、これは比較可能ベースの売上高の伸びを大幅に上回っており、レバレッジ効果の高さを示して

いる。
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公表ベースの営業利益率（営業収益に対する営業利益）は19.9％で、2023年と比較して150bp増加した。ラージ・インダストリー事業の顧客に契約上再請求で

きるエネルギーコストの減少により、公表ベースの売上高は減少したが、絶対値における経常的営業利益には影響がなく、2024年の公表ベースの営業利益率を増

加させる効果をもたらした。

エネルギーの影響を除外すると、営業利益率は過去最高の110bpの増加となった（アルゼンチンはこの改善には寄与していない）。したがって、エネルギー影

響を除外した当グループの年間利益率の増加は加速し、新たなレベルに達した。2011年から2018年の間は年間10から20bpの増加となり、2019年に初めてそのレベ

ルを超え、70bpから80bpの範囲の増加にステップアップした年度である2023年まで続いた。2024年には、エネルギー影響を除く営業利益率の改善幅は、100bpを

超えた。

したがって、2022年から2024年にかけて、エネルギー影響を除く営業利益率の年間の累積改善幅は260bpに達した。これは、Advanceプラン（2022年から2025年

までの４年間）の目標である320bpを上回っている。

実際、2022年3月に発表されたADVANCEプランの当初の営業利益率改善目標は、2022年から2025年の４年間で＋160bpであった。2024年2月には、当初の目標の２

倍にあたる＋320bpに上方修正された。

2025年2月には、エネルギー影響を除く利益率の改善目標につき２度目となる上方修正が行われ、期間も１年延長された。現在は、2022年から2026年の５年間

にわたって＋460bpとなっている。

2024年に開始された当グループの構造改革は、この新たな業績目標の達成を今後も支え続ける。構造改革は、データを活用した４つの主要分野を中心に展開さ

れる。すなわち、組織の簡素化、ビジネスサービスセンターの拡張、工業及び商業イニシアチブである。

 

a. ガス＆サービス

ガス＆サービスの2024年の経常的営業利益は55億5500万ユーロで、2023年比の公表ベースで＋5.4％の増加となった。営業利益率は公表ベースで21.5％であ

り、エネルギー価格の影響を除くと100bpの大幅な増加となった。

工業事業の価格は2024年に4.0％上昇し、当グループがコスト上昇を転嫁することができることを示している。ラージ・インダストリー事業及びヘルスケア事

業でも価格は上昇した。

 

ガス＆サービスにおける2024年経常的営業利益（総額55億5500万ユーロ）

欧州、中東及びアフリカ（EMEA） 37%

南北アメリカ 42%

アジア・太平洋 21%

 

ガス＆サービス営業利益率
 (a) 2023 2024

2024/2023

エネルギーの影響

を除いた変化

南北アメリカ 20.9% 22.6% +140bps
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欧州、中東及びアフリカ

（EMEA）
17.9% 20.0% +130bps

アジア・太平洋 22.4% 22.3% -30bps

合計 20.0% 21.5% +100bps

(a) 公表ベースの経常的営業利益／収益

 

南北アメリカにおける経常的営業利益は2024年に23億3400万ユーロに達した。エネルギー価格の影響を除くと、営業利益率は2023年と比較して140bp増加し

た。工業事業がこの業績の主な要因となった。特に米国における価格上昇と大幅な効率改善が、工業事業とヘルスケア事業の利益率改善を支えた。利益率の低い

設備・据付工事の販売が好調だったにもかかわらず、エレクトロニクス事業の利益率は大幅に増加した。これは、特に先進材料とキャリアガスの販売数量の増加

と大幅な効率改善によるものである。

欧州・中東・アフリカ（EMEA）地域の経常的営業利益は2024年に20億3800万ユーロに達した。エネルギーの影響を除外すると、営業利益率は2023年と比較して

130bp改善した。工業事業では、大幅な効率化と価格管理の改善が利益成長を支えた。ヘルスケア事業とラージ・インダストリー事業の効率化、フランスの在宅

医療事業の再編、2024年のラージ・インダストリー事業の顧客による補償金の支払も、この業績に貢献した。

アジア・太平洋地域では、経常的営業利益は11億8400万ユーロであった。エネルギー価格の影響を除外した営業利益率は、2023年と比較して30bp減少したが、

2023年のラージ・インダストリー事業の顧客による補償金の例外的な支払分を除外すると、50bp増加した。この業績は、とりわけ、全事業部門における高い効率

性から恩恵を受けた。

 

b.グローバル市場＆テクノロジー

グローバル市場＆テクノロジーの経常的営業利益は2024年に1億7300万ユーロとなった。営業利益率は20.7％に達し、2023年と比較して400bpの大幅な増加と

なった。この業績は、特に好ましい事業構成と非経常項目に支えられた。

 

c.エンジニアリング＆建設

エンジニアリング＆建設の経常的営業利益は2024年に6200万ユーロであった。営業利益率は15.0％である。2023年には11.1％に達している。

 

d. コーポレート費用及び研究開発

コーポレート費用及び研究開発費は、2023年と比較して2.6％増の3億9900万ユーロであった。 

 

③　純利益

その他の営業収益及び費用は、2024年には4億4600万ユーロの純損失となったが、2023年には4億9700万ユーロの純損失であった。その他の営業費用は2024年に

は5億1100万ユーロに達し、主に２億ユーロ強の事業再編費用（その大半は2024年のキャッシュ・フローに影響）と資産減損（キャッシュ・フローへの影響な

し）が含まれている。その他の営業利益は6500万ユーロとなり、主に事業売却によるキャピタルゲインを反映した。念のため、2023年のその他営業利益は2億

4200万ユーロで、当グループが保有していたHydrogenicsの株式売却による利益が反映されている。
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金融収支は2024年に－4億1800万ユーロとなり、2023年の－4億1600万ユーロと比較して安定した。これには、公表ベースで2.7％減の－2億5800万ユーロの純金

融費用が含まれている。すでに2023年に早期の債券償還による例外的な収益の恩恵を受けていたため、比較対象となる2023年の水準が減少していることを反映し

ている。この2024年の業績は、平均債務残高の減少とファクタリング費用の減少、及び資本化されたプロジェクトファイナンス費用の増加によって説明される。

純負債の平均コストは2023年と比較して安定しており、3.4%であった。その他の金融収支は、2023年の－1億5100万ユーロに対して－1億6000万ユーロであった。

2024年の税金費用は10億8700万ユーロとなり、実効税率は24.0%となった。2023年の実効税率23.4%は、Hydrogenicsの当グループ持分の売却によるキャピタル

ゲインに対する軽減税率と、イタリアにおける税額控除を認識したことによるものである。

関連会社の持分利益は100万ユーロの減少となった。純利益における少数株主持分は1億3400万ユーロに達し、2023年の1億1000万ユーロから増加した。2023年

の少数株主の持分利益は、無形資産の減損により特に大きな影響を受けた。

2024年の純利益（グループ持分）は33億600万ユーロとなり、公表値では＋7.4％の成長、為替の影響を除外すると＋15.0％の大幅な増加となった。純利益（グ

ループ持分）は34億6600万ユーロとなり、公表値では＋4.4％、為替変動の影響を除外すると＋11.5％の増加となった。アルゼンチンの寄与を除外し、為替変動

の影響を除外すると、＋5.2％の増加となった。経常純利益（グループ持分）は、2023年の経常純利益に再表示された2023年の例外的な業務、2023年に生じたフ

ランスにおける在宅医療事業のリストラクチャリング費用の消滅、及び2024年に開始された南ヨーロッパ（フランス、イベリア半島、イタリア）における大規模

なリストラクチャリング計画の影響を除外した、純利益（グループ持分）を基礎として算出される。

１株当たり利益は5.74ユーロとなり、2023年と比較して公表値で7.3％
(1)
増加した。これは、純利益（グループ持分）の増加と一致している。2024年の１株当

たり利益の算出に使用された平均発行済株式数は576,457,564株であった。

 

(1) 2023年の1株当たり利益は、2024年6月に実行された無償株式割当の影響を考慮すると、5.35ユーロとなる。

 

株式数の変化

 

 2023年 2024年

平均株式数 575,808,001
(a) 576,457,564

(a) 2024年6月12日の無償株式割当後の調整済み

 

④　配当

　2025年5月6日の株主総会では、2024年度の事業年度における１株当たり3.30ユーロの配当金支払が株主に対して提案される予定である。提案された配当金の額

は、2023年度の配当金と比較して、2024年6月の10株につき１株の無償株式割当を考慮して調整すると、＋13.7％の大幅な成長を示している。20年間の配当の年

平均成長率
（2）

は＋7.8％の増加となり、登録株式１株当たりの株主総利回り
（3）

は＋12.0％に達する。自社株買い、消却、ストックオプションの行使を考慮し

た総還元額は19億5900万ユーロとなり、公表ベースの純利益（グループ持分）の59％に相当する配当性向となる。配当落ち日は2025年5月19日、支払日は2025年5

月21日を予定している。
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(2) 2007年の２対１の株式分割、2016年10月に完了した無償株式割当と増資による調整後

(3) 株価の変動、配当金の再投資と無償株式割当、いずれもロイヤリティボーナスにより増加されたもの

 

（３）【キャッシュ・フロー及び貸借対照表】

 

(百万ユーロ) 2023 2024

運転資金の変動前の営業活動によるキャッシュ・フロー 6,357 6,539

必要運転資金の変動 (154) (155)

その他 60 (62)

営業活動による純キャッシュ・フロー 6,263 6,322

配当 (1,667) (1,808)

設備投資 (3,393) (3,525)

金融投資
(a) (231) (284)

資産売却による収入 403 193

資本の増加による収入 129 34

自己株式取得 (82) (231)

リース債務の返済及びリース債務に係る純支払利息 (280) (284)

為替変動の影響、新規連結会社の純有利子負債、金融費用の

修正再表示
(102) (355)

純負債の変動 1,041 62

期末における純負債 (9,221) (9,159)

期末における負債資本比率 36.8% 33.2%

(a) 関連会社からの配当金及び少数株主との取引を含む（それぞれ1800万ユーロ、-3300万ユーロ）。

 

①　営業活動による純キャッシュ・フロー

営業活動からの運転資本の変化を除いたキャッシュ・フローは、公表ベースで2.9％増の65億3900万ユーロとなり、為替の影響を除くと5.4％増となり、為替の

影響とアルゼンチンを除くと3.7％増となった。これは、例外的なリストラクチャリング費用（約２億ユーロに達する）の大部分のキャッシュへの影響を含むも

のである。

必要運転資本(WCR)は、2023年12月31日と比べて1億5500万ユーロ増加したが、これは特に、ドイツの専用貯蔵庫におけるヘリウム在庫量の増加と、エネルギー

価格の下落により、買掛金に重要な減少が生じたことの影響である。売掛金回収日数は、35日と安定的であった。
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必要運転資本増減後の営業活動による純キャッシュ・フローは、2023年と比べて0.9％増の63億2200万ユーロとなり、為替の影響を除くと2.2％の増加、為替の

影響とアルゼンチンを除くと2.0％の増加となった。

 

②　資本支出

 

(百万ユーロ) 事業投資 金融投資
 (a)

総資本支出
(a)

2020 2,630 141 2,771

2021 2,917 691 3,608

2022 3,273 126 3,399

2023 3,393 231 3,624

2024 3,525 284 3,809

(a) 関連会社からの配当金及び少数株主との取引を含む（それぞれ1800万ユーロ、-3300万ユーロ）。

 

資本支出は、2024年、関連会社からの配当金及び少数株主との取引を含め（それぞれ1800万ユーロ、－3300万ユーロ）、38億900万ユーロと非常に高かった。

設備投資は、近時の数年の投資決定の増加を反映して、2023年の33億9300万ユーロに対して35億2500万ユーロとなり、3.9％増、為替の影響を除くと6.4％増加

した。ガス＆サービスでは、この支出総額は、34億1200万ユーロで、8.2％の増加であり、地域別内訳は下表のとおりである。

 

(百万ユーロ)

ガス＆サービス

欧州、中東及びアフ

リカ（EMEA）
南北アメリカ アジア・太平洋 合計

2023 1,258 1,059 835 3,152

2024 1,465 1,168 780 3,412

 

2024年の金融投資は2億8400万ユーロに達した（関連会社からの配当金及び少数株主との取引を含む。それぞれ1800万ユーロ、－3300万ユーロであった）。こ

れは、主として工業事業とヘルスケア事業における２０の買収案件を含む。これらは、2023年は2億3100万ユーロであった。

当グループの事業ポートフォリオの機動的な管理という文脈において、2024年には資産売却による収益が1億9300万ユーロに達した。これには、グローバル市

場＆テクノロジーの航空宇宙部門のテクノロジー事業、アフリカの12カ国におけるグループ事業、ドイツのコジェネレーションユニットの事業売却による収益が

含まれている。

純資本支出は総額36億1700万ユーロで、2023年の32億2100万ユーロと比較して12.3％の増加である。

 

③　純負債
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2024年12月31日現在の純負債は91億5900万ユーロに達し、2023年12月31日時点と比べて、為替の影響が好ましいものではなかったにもかかわらず、6200万ユー

ロ減少している。必要運転資本の変動後の営業活動によるキャッシュ・フローにより、18億ユーロの配当金の支払と38億ユーロを超える設備投資を行った後で

あっても、純負債を僅かに削減することができた。純有利子負債対自己資本比率は33.2％となり、盤石なキャッシュ・フローを示している。

 

④　ROCE（使用資本利益率）

2024年の税引後使用資本利益率(ROCE)は10.3％であり、2023年と比較して50bp増加した。経常ROCE
(1)
は10.7％となり、投資の加速による希薄化の影響にもか

かわらず、2023年の10.6％から改善した。経常ROCEは、戦略プランADVANCEにおける目標である10％超を、そのスケジュールより１年早い2022年に達成した。

 

(2) 「第３　事業の状況　４．（６）パフォーマンス指標」の定義を参照。 

 

（４）【非財務業績】

 

2022年3月に発表された2025年までの当グループの戦略プランADVANCEでは、サステナブルな成長を戦略の中心に据え、財務パフォーマンスと非財務パフォーマ

ンスを組み合わせている。

第一に、安全はグループにとって最優先の目標である。「ゼロ事故」という目標を掲げ、事故の予防措置を一貫して実施している。その結果、休業災害発生率

（1）
は2024年に0.7という記録的な水準に達し、2023年の1.0と比較して32％減少した。協力会社の休業災害発生率も引き続き改善し、2023年の1.3と比較して

2024年には1.1となった。

2024年の当グループのスコープ１及び２のCO2排出量は、CO2換算
(2)
で3490万トンに達し、2023年と比較して200万トン減少した。2020年の基準値と比較する

と、11.1％と大幅に減少している
(2)
。主な要因は、低炭素エネルギーの自主的な購入が大幅に増加したことである。2020年と比較して消費量は5.2TWh増加した

（2024年にはさらに1.8TWh増加）。また、中国の空気分離装置２基の電化や、米国の水素ユニットへのバイオガスの供給といったエネルギー効率化プロジェクト

も貢献した。過去２年間の工業需要の低迷も貢献した。

 

(1) エア・リキードの従業員及び派遣社員における労働時間損失事故発生率。100万労働時間当たりの少なくとも1日の休業を伴う事故件数。

(2) スコープ１及び２の「市場ベース」により再表示された排出量のCO2換算トン単位

 

CO2排出量
(a)
：減少トレンドを確認

2035年までに対2020年比で33%削減する。

2020年基準
39.3 Mt CO2-eq（2020年基準再表示

(b)
）

2021年排出
39.5 Mt CO2-eq（2021年排出再表示

(c)
）
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2022年排出
38.9 Mt CO2-eq（2022年排出再表示

(c)
）

2023年排出
37.0 Mt CO2-eq（2023年排出再表示

(c)
）

2024年排出
34.9 Mt CO2-eq（2024年排出再表示

(c)
）

(a)「市場ベース」の方法論を用いた、スコープ１及び２のCO2換算排出量百万トン単位の絶対排出量

(b) 2020年の基準値は、連結範囲の変更（上下）に対応し、CO2排出量に大きな影響を与える資産の排出量を通年で考慮するために修正再表示している。

(c) 2020年以降及びそれ以降の各年度の通年で、連結範囲の変更（上下）に対応し、CO2排出量に大きな影響を与える資産の排出量を考慮するために修正再表示された排出量。

 

2023年と2024年の２年連続でCO2排出量の絶対値が大幅に減少したことにより、戦略プランADVANCEで2025年頃に予定されていた転換点の達成が確認された。

2025年には、CO2排出量の増加は限定的になるはずである。

2024年の炭素原単位は、EBITDA
（3）

１ユーロあたり4.3kg -CO2eとなり、2023年と比較して12％減少した。2015年と比較すると41％減少し、2025年には2015年

と比較して少なくとも30％減少するという目標を上回っている。

気候変動対応の移行計画に従い、当グループは今後も排出量を削減するための対策を講じている。その対策は、低炭素エネルギー供給、資産管理、CO2回収と

いう３つの方法に基づいている。そのため、エア・リキードは2024年に、過去最多の、複数年にわたる低炭素及び再生可能エネルギーによる年間2.5TWh時の電力

購入契約（PPA）を締結した。これにより、エア・リキードは今後数年間で年間約120万トンのCO2排出量を削減し、脱炭素化を実現した成長を達成できる。ま

た、当グループは中国で３番目の空気分離装置を電化することを決定しており、これによりスコープ２のCO2排出量を年間約34万トン削減できる見込みである。

さらに、当グループの欧州最大の水素生産ユニットの脱炭素化に向けて、Cryocap™炭素回収装置が建設中である。

また、当グループは、顧客の生産設備の脱炭素化にも有効なソリューションを有しており、積極的にその展開に取り組んでいる。

社会（S）の面では、共通の社会保険の適用を受ける従業員の割合が、予定より１年早く目標の100％に達した。性別ダイバーシティ指標は2024年に進展し、管

理職及び専門職に占める女性の割合は33％となった。さらに、「職場における市民（Citizen at Work）」の一環として、地域社会に奉仕するボランティア活動

にアクセスを有する当グループ従業員の割合は、2023年の73％から87％に増加した。

すでにセネガル、南アフリカ、ケニアで実施されている「Access Oxygen」プログラムは、2024年にマリでも展開された。このプログラムにより、低・中所得

国において270万人以上の人々が医療用酸素をより入手しやすくなった。

 

(3) 減価償却前の経常的営業利益、2015年の為替レートによる。
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サステナブルな成長

■　ヘルスケア部門が占める割合は世界のCO2排出量の４％であり、ヘルスケア施設では炭

素排出量の削減への関心が高まっているが、Air Liquide HealthcareのECO ORIGIN™の

提供は急速に発展している。ヘルスケア事業者向けのソリューションを発売してから１

年も経たないうちに、同社は、2024年内に、すでにヨーロッパ（ベルギー、フランス、

ドイツ、イタリア、オランダ、スペイン）の19の病院及びクリニックとの契約を締結

し、ラテンアメリカでは初の契約をブラジルで締結して、認証を受けた低炭素酸素及び

窒素の供給を行っている。

■　エア・リキードは、2024年までの注意義務計画（Vigilance Plan）により、責任投資

フォーラム（FIR）から特別審査員賞を受賞した。この注意義務計画は、世界中で展開

する等グループの事業活動において、人権、健康、安全、環境に対する侵害リスクを特

定し、防止することを目的としている。この賞は、長年にわたり当グループがステーク

ホルダーと築いてきた模範的なガバナンスと透明性のある対話が評価されたものであ

る。

 

（５）【投資循環及び資金調達】

 

①  　投資

 

a.投資決定及び投資バックログ

 

(10億ユーロ) 設備投資決定 金融投資決定(買収) 投資決定合計

2020 3.0 0.1 3.2

2021 3.0 0.6 3.6

2022 3.9 0.1 4.0

2023 4.2 0.1 4.3

2024 4.1 0.3 4.4

 

2024年、設備投資・金融投資の決定は、過去最高の44億ユーロに達した。投資決定の金額は、過去10年、段階を追って成長し続けている。2017年までは、20億

から30億ユーロであり、2018年から2021年までは30億ユーロから40億ユーロであったところ、その後40億ユーロを超えることとなった。当グループは、このよう

な投資の加速によって、未来の成長に備えることとしている。
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設備投資決定額は2024年、41億100万ユーロに達した。これは2023年に到達した過去最高額である41億8900万ユーロに極めて近い金額である。

■　南北アメリカにおいては、投資決定には特に、以下のものが含まれる。

－　テキサス州Baytown（米国）におけるExxonMobilとの大規模プロジェクトにおける第１段階の投資額として、総額8億5000万米ドルのうち1億2000万ユーロ

を投資した。これは、低炭素酸素及び窒素を供給する長期契約の一環として、４台の大型モジュール式空気分離装置（LMA）を建設・運営するためのもので

あり、これにより、顧客は、特に、アンモニアの合成及び既存施設の脱炭素化のための低炭素水素を生産することが可能になる。

－　約 1 億5000 万米ドル規模の新しい空気分離装置（ASU）を受注した。この装置は、米国テネシー州Clarksvilleにある LG Chem の電池材料製造事業所、

及びテネシー州とケンタッキー州の工業事業の顧客に空気ガスを供給する。

－　米国とブラジルにおける新しいバイオ由来 CO2 生産能力、及び工業事業の成長を支えるブラジルにおける空気ガス

－　エレクトロニクス事業の顧客のための米国における特殊先端材料の製造センター

■　欧州における主な投資決定は、以下のとおりである。

－　第４四半期に、オランダのRotterdam近郊にある大型電解装置「Elygatorプロジェクト」への最初の投資を行った。この200MWのユニットは、プロトン交換

膜（PEM）技術とアルカリ技術を組み合わせ、長期契約に基づき再生可能水素を供給する。特にTotalEnergiesへの供給が予定されている。

－　約１億ユーロを投資し、ドイツ及びブルガリアのAurubisとの複数の契約を更新した。同地域における工業事業の成長を図るものである。

■　アジアでは、当グループは特に以下のものに投資を決定した。

－　日本において、新規の大型の空気分離装置への投資。特に、三菱マテリアルに対する酸素の供給及び工業事業とエレクトロニクス事業の顧客に対するアル

ゴンとネオンの供給を支援する。

－　長期契約の下で、Yantai（中国）のWanhua Chemical GroupのASUを買収。この6000万ユーロの投資は、また、現地の顧客に対するアルゴンの製造能力を追

加することになる。

－　現在、顧客が石炭から製造している蒸気を使用している中国の第３のASUの電動化。当該投資は、顧客との長期契約の一部として、スコープ２において算

入されるCO2排出量の減少に貢献する。

－　エレクトロニクス事業の顧客に対する新しいキャリアガスのユニット。特に中国とシンガポール、及びアジアにおける新しい先端材料製造センターへの供

給を図る。

■　効率性を生む投資決定は、2024年の総設備投資決定額の約８％を占めていることに留意すべきである。

 

投資

■　2024年、エア・リキードは、工業事業及びエレクトロニクス事業向けに、50台以上の

新しい小型オンサイトガス発生装置の契約を締結した。このユニットには、各顧客の生

産ニーズに合わせた、継続的かつ信頼性の高いガス供給、及び二酸化炭素排出量の削減

など、いくつかのメリットがある。

 

2024年の金融投資決定額は、3億2300万ユーロに達し、2023年の9400万ユーロに対し、大きく増加した。これらの決定には、以下のものが含まれる。

■　工業事業で16件の買収。米国、カナダ、中国、ブラジル及びイタリアにおけるもの。
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■　在宅医療事業における３件の買収。ブラジル、ドイツ及びオーストリアにおけるもの。

■　グローバル市場及びテクノロジーでの、スウェーデンのバイオガス製造事業者の買収。

投資残高は、42億ユーロという非常に高いレベルとなった。投資残高は分散されており、全地域に広がる90のプロジェクトからなる。３分の１以上の投資は、

エレクトロニクス事業のプロジェクトに関するものである。

 

b.操業開始

2024年は、２つの大規模ユニットがラージ・インダストリー事業において操業を開始した。

■　大規模な水素と一酸化炭素の製造ユニット。これはCO2の貯留とリサイクルのシステムを内包するものである。中国の化学分野の顧客向けのものである。

■　米国での大規模な空気分離装置（ASU）

同年の主な操業開始は、これらに加えて、中国において電化された２つのASU（スコープ２のCO2排出と取水量を減じるもの）、エジプトでの新しいASU及びド

イツの20MWのPEM式電解装置がある。

エレクトロニクス事業における主な操業開始は、日本での大規模な超高純度キャリアガス製造ユニット、アジアと米国におけるより小規模なもの、及び韓国で

の先端材料製造センターがある。

2024年、操業開始と設備増強による追加的な売上増は、2億5300万ユーロとなった。

操業開始と設備増強による追加的な売上増は、2025年は2024年より増加すると見込まれており、3億1000万ユーロから3億4000万ユーロとなることが期待され

る。

  

c.投資機会

12か月間の投資機会のポートフォリオは、2024年末時点で41億ユーロとなり、34億ユーロであった2023年末に比較して大きく増加した。エネルギー転換プロ

ジェクトは、ポートフォリオの40％以上を占めており、主として欧州及び米国である一方、エレクトロニクス事業のプロジェクトは、アジア、欧州及び米国にお

いて広がり、３分の１を超える割合となっている。

12か月間を超える投資機会のポートフォリオは増加し続けており、非常に高いレベルにある。特に、エネルギー転換に関連するプロジェクト及びエレクトロニ

クス事業分野が含まれている。 

 

②　資金調達

 

a.格付「A」が確定

当グループは、Standard & Poor’s、Moody’s、及び2023年からはScope Ratingsから格付けされている。長期格付は、Standard & Poor’sと Scope Ratings

の長期格付けは「A」、Moody’sは「A2」である。また、短期格付は、Standard & Poor’sが「A1」、 Scope Ratingsが「S-1」、Moody’sが「P1」である。

Standard & Poor’sは2024年9月5日に、Moody’sは2024年12月22日に、それぞれこれらの格付を確認し、安定的な見通しを示した。Scope Ratingsは2024年12月

20日に格付を確認し、ポジティブな見通しを示している。
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b.資金源の多様化・確保

2024年12月31日現在、資本市場を通じた当グループの資金調達は、当グループ全体の負債総額の79％を占め、全ての種類の債券を含む発行済債券の総額は84億

ユーロであった。

信用枠の総額は20の銀行との間で総額40億ユーロに達しており、2023年と比べて２億ユーロ増加した。シンジケートによる信用枠は30億ユーロをカバーし、

2023年に比べて５億ユーロ増加し、その満期は（従前は2025年12月であったが）2029年まで延長され、さらに１年ごとの延長オプションが２つ与えられている。

これらは、当グループのCSR目標のうち、炭素原単位、ジェンダー・ダイバーシティ、安全の３項目に関する財務コストを指標化する仕組みを導入している。

 

発行と償還

2024年5月、当グループはエネルギー転換プロジェクトの資金調達として、10年満期の５億ユーロのグリーン債を発行した。

加えて、2024年6月と9月に満期を迎えた残高11億ユーロ相当の３つの債券が償還された。

 

サステナブル・ファイナンス

■　エア・リキードは、10年満期の５億ユーロのグリーン債を発行した。エア・リキード

のグローバルコストは3.466%である。当グループは、この発行による収益を、特に低炭

素水素、炭素回収、低炭素空気ガスなど、エネルギー転換とサステナビリティに関する

主要プロジェクトの資金調達やリファイナンスに充当する。エア・リキードは、最初の

グリーン債発行から３年を経て、定期的なESG発行体となった。この発行は当、グルー

プのユーロ中期債（EMTN）の枠組の中で実現したものである。

 

通貨別純債務（2024年12月31日時点）

 2023年12月31日 2024年12月31日

ユーロ 52% 51%

米ドル 30% 30%

台湾ドル 5% 6%

日本円 3% 3%

中国人民元 1% 1%

その他 9% 9%

 

投資は通常、キャッシュ・フローが生み出される通貨で資金調達されるため、自然為替ヘッジが生じる。2024年は、純債務のうちユーロ建ての割合が、特に台

湾ドルが相対的に増加したことにより、僅かに減少した。 

 

c.資金・資金調達の一元化
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2024年、Air Liquide Financeは当グループの現金残高をプールすることを継続した。

2024年12月31日現在、Air Liquide Financeは、直接的又は間接的に当グループ子会社に118億ユーロ相当の融資を行い、28億ユーロの余剰現金を預金として受

領した。これらの取引は21種類の通貨（主にユーロ、米ドル、日本円、カナダドル、中国人民元、シンガポールドル及び英ポンド）で行われた。約400社の子会

社が、直接的又は間接的に当グループのキャッシュプーリングに含まれる（キャッシュプーリングが現地で行われてからAir Liquide Financeに集中される子会

社を含む）。

 

d.債務の満期及びスケジュール

　当グループの負債満期の平均は、2024年12月31日現在で5.2年となり、2023年12月31日（5.5年）と比べて僅かに減少した。実際のところ、2024年に純キャッ

シュ・フローの生成により、発行債券は借り換えを必要とせずに満期を迎えた。

総債務額は111億ユーロであった。今後12か月間に満期を迎える負債は27億ユーロである。1年間において最も満期を迎える金額が大きい年は、総債務の約12％

を占める。

 

債務の満期スケジュール

総債務額（百万ユーロ単位）（5400万ユーロの少数株主に対するプットオプションを除く）

 社債・私募債 銀行借入・ファイナンスリース コマーシャル・ペーパー

2034年以降 743 - -

2034年 496 - -

2033年 500 2 -

2032年 594 3 -

2031年 618 55 -

2030年 1,093 77 -

2029年 578 127 -

2028年 997 184 -

2027年 695 303 -

2026年 1,049 257 -

2025年 1,049 1,250 353

 

（６）【パフォーマンス指標】

 

財務諸表に直接定義されていない、当グループが使用するパフォーマンス指標は、代替的なパフォーマンス指標に関するAMFの2015-12に基づいて作成されてい

る。
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パフォーマンス指標は以下のとおり。

■　通貨、エネルギー及び重要性の範囲へのインパクト

■　比較可能な売上高の推移と比較可能な経常的営業利益の推移

■　営業利益率及びエネルギーを除く営業利益率

■　報告及び修正再表示したCO2排出量

■　炭素原単位を算出するために2015年度為替レートでIFRS第16号を除く償却前経常的営業利益

■　経常的純利益グループ持分

■　為替影響を除く経常的純利益

■　IFRS第16号を除く当期純利益

■　IFRS第16号を除く経常純利益

■　効率性

■　使用資本利益率(ROCE)

■　経常ROCE

 

①　通貨・エネルギー及び重要性の範囲の影響の定義

産業ガス及び医療用ガスの輸出はめったに行われないため、為替変動がユーロ圏外に所在する子会社の財務諸表に対するユーロ換算の影響は限定されている。

為替影響額は、前期の為替レートで換算した金額をベースに算出している。

また、エネルギー（電気・天然ガス）価格の変動は、中長期契約に組み込まれた指数連動型請求書により顧客に転嫁している。この指数連動型は、エネルギー

市場の価格変動に依存して、ある時期から別の時期に、売上高（主にラージ・インダストリー事業）に大きな変動をもたらす可能性がある。

・エネルギー影響額は、ラージ・インダストリー事業の主要子会社の売上高をもとに算出している。これらを統合することにより、当グループ全体のエネルギー

の影響を把握することができる。使用する外国為替レートは、N-1年の年平均為替レートである。

・そこで、子会社レベルでは、天然ガスと電力それぞれについて計算したエネルギーの影響を次式で表す。

・エネルギー影響額＝年間エネルギーに対する販売指数の割合(N-1)×(年間の平均エネルギー価格(N)－年間の平均エネルギー価格(N-1))

・この電気・天然ガスの指数の効果は、経常的営業利益には影響しない。

重要性の範囲の効果は、当グループにとって重要な規模の買収又は売却による売上高に対する影響に対応する。これらの連結範囲の変更は、次のとおり決定さ

れる。

■　当期の買収については、当期の総額から当該期間の買収による貢献額を控除する。

■　前期の買収については、当期の総額から当期1月1日から買収応当日までの買収による貢献額を控除する。

■　当期の売却については、前期の総額から売却時の売却対象事業の貢献額を控除する。

■　前期の売却については、前期の総額から売却対象事業の貢献額を控除する。

 

②   　業績指標の算出（年間）
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a.比較可能ベースの売上高の推移と比較可能ベースの経常的営業利益の推移

売上高及び経常的営業利益の比較可能ベースの変動は、上記の通貨、エネルギー及び重要な連結範囲のインパクトを除外している。

 

(百万ユーロ) 2024年

2024/2023公

表ベース成長

率

為替影響 天然ガス影響 電気影響

重要性の

範囲の影

響

2024/2023比

較可能ベース

成長率

売上 

グループ 27,058 -2.0% (654) (422) (185) 0 +2.6%

影響(%)   -2.4% -1.5% -0.7% +0.0%  

ガス＆サービ

ス
25,810 -2.1% (653) (422) (185) 0 +2.7%

影響(%)   -2.5% -1.6% -0.7% +0.0%  

経常的営業利益

グループ 5,391 +6.4% (218) - - 0 +10.7%

影響(%)   -4.3% -  - -  

ガス＆サービ

ス
5,555 +5.4% (217) - - 0 +9.5%

影響(%)   -4.1%  -  - -  

 

b.営業利益率及びエネルギーを除く営業利益率

営業利益率は、経常的営業利益を売上高で割った比率である。エネルギーの影響を除く営業利益率は、経常的営業利益（ラージ・インダストリー事業の顧客に

再請求されるエネルギーコストによる影響を受けない絶対額）を、エネルギーの影響（為替影響を含む）を考慮して修正再表示した売上高で割ったものに相当す

る。経常的営業利益を売上高（エネルギー影響を修正再表示するかどうかにかかわらない）で割った比率は、小数点第２位を四捨五入して算出している。２期間

の変動は、これらの四捨五入された比率の差として計算される。この差は、四捨五入によって、より正確な計算と比べて正又は負の差になる可能性がある。 

(百万ユーロ)

 
2023 2024

天然ガス

影響
(a)

電気影響

(a)

2024エネル

ギーを除く

改善
(b)

2024/2023

売上

グループ 27,608 27,058 (443) (202) 27,703  

ガ ス ＆

サービス
26,360 25,810 (443) (202) 26,456  
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経常的

営業利

益

グループ 5,068 5,391 5,391  

ガ ス ＆

サービス
5,271 5,555   5,555  

経常的

営業利

益率

グループ 18.4% 19.9%   19.5% +110bp

ガ ス ＆

サービス
20.0% 21.5%   21.0% +100bp

 (a) 考慮されたエネルギー影響に連動する通貨影響を含む。

(b) エネルギー影響を除く。

 

c.報告及び再表示CO2排出量

 (千メートルトン、CO₂-eq.) 2020 2023 2024
2024/2020

変化

2024/2023

変化

スコープ１：温室効果ガス（GHG）の直接排

出量の合計
（a）

15,345 16,107 14,868 -3.1% -7.7%

スコープ２： GHGの間接排出量の合計
（a） 17,184 21,510 20,064 +16.8% -6.7%

報告された総排出量
(a) 32,529 37,617 34,933 +7.4% -7.1%

修正再表示している排出量の合計
(b) 39,289 36,977 34,933 -11.1% -5.5%

(a) 「市場ベース」、発効日から１年間のCO2排出量に影響を与えるスコープの変更（上方及び下方）を含む当グループ全体の実際の排出量。

(b) 「市場ベース」、2020年以降の通年で、スコープの変更（上方及び下方）に対応し、CO2排出量に重要な影響を及ぼす資産の排出量を考慮するように修正再表示。

 

d.IFRS第16号を除く償却前営業利益（炭素原単位の算定のため2015年為替レートにて算出）

 (百万ユーロ、千トン) 2015 2024 2024/2015変化

(A) 償却前経常的営業利益 4,033 7,896  

(B) 為替影響(2015年)
(a)  (494)  

(C) IFRS第16号の影響
(b)  273  

(A)‒(B)-(C)=(D) 炭素原単位算出に用いた

EBITDA
4,033 8,117  
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(E) CO2- 排出量換算(スコープ1 + 2
(c)
)(千トン

単位)

29,413 34,933  

炭素原単位 (E)/(D) 7.3 4.3 -41.0％

(a) 2015年の為替レートでハイパーインフレ下であった国々について、EBITDAは2024年のレートで換算されている。

(b) IFRS第16号の償却前経常的営業利益に与える影響は、賃借料の中立化を含んでおり、IFRS第16号に関連して計上された減価償却費等の金融費用に再統合されている。

(c) 特定の供給物資（市場ベース）から計算されたスコープ２の排出量。これにより、当グループは、GHGプロトコルが推奨する手法を採用した。

 

e.経常純利益グループ持分及び為替の影響を除いた経常的純利益グループ持分

経常純利益グループ持分は、経常的営業利益に影響を与えない例外的で重要な取引を除いた純利益グループ持分に相当する。

 2023 2024 2024/2023変化

(A) 純利益(グループ持分) - 公表ベース 3,078.0 3,306.1 +7.4%

(B) OIRに影響を与えない例外的かつ重要な税引後

取引
   

・Hydrogenicsの株式売却 159.4  

・売却目的で保有する資産及び戦略的見直しによ

り特定されたその他の資産の減損
(345.7) (103.9)  

・フランスの在宅医療事業の構造改革費用 (55.7) (55.7)  

(A)‒(B) = 経常的純利益(グループ持分) 3,320.0 3,465.7 +4.4%

(C) 為替影響  (237.1)  

(A)‒(B)-(C)=為替影響を除く経常的純利益(グルー

プ持分)
3,702.8 +11.5%

 

f.IFRS第16号を除いた純利益及びIFRS第16号を除いた経常利益

IFRS第16号を除いた純利益

 2023 2024

(A) 公表純利益 3,188.4 3,440.0

(B)=IFRS第16号の影響
(a) (17.8) (20.7)

(A)‒(B)=IFRS 第16号を除く純利益 3,206.2 3,460.7

(a) IFRS第16号の影響には、リース費用から減価償却費を控除したもの及びIFRS第16号に関連して計上されたその他の金融費用の再統合が含まれている。
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IFRS第16号を除いた経常純利益

 2023 2024

(A) 公表純利益 3,188.4 3,440.0

(B) OIRに影響を与えない例外的かつ重要な税引後取引 (266.1) (159.6)

(A)‒(B) = 経常純利益 3,454.5 3,599.6

(C) IFRS第16号の影響
(a) (17.8) (20.7)

(A)‒(B)-(C)=IFRS 第16号を除く経常純利益 3,472.3 3,620.3

(a) IFRS第16号の影響には、リース費用から減価償却費を控除したもの及びIFRS第16号に関連して計上されたその他の金融費用の再統合が含まれている。

 

g.効率性

効率性は、特定のプロジェクトに関する行動計画に基づくサステナブルなコスト削減を表している。効率性はプロジェクト単位で特定・管理される。それぞれ

のプロジェクトは、プロジェクトの性質（購買、オペレーション、人的資源等）に合わせて構成されたチームによって進められる。

 

h.使用資本利益率(ROCE)

　税引き後使用資本利益率は、グループの連結計算書に基づき、当該期における次の比率を適用することにより算定される。

分子：IFRS第16号を除く「税引き後純金融費用」

分母：過去３年の半期末（IFRS第16号を除く総株主資本＋純負債）の平均

 

(百万ユーロ)
2023

=(a)

2024上半期

=(b)

2024

=(c)
ROCE計算

分子
(c)

IFRS第16号を除

く純利益
  3,460.7 3,460.7

純金融費用   (258.4)  (258.4)

実効税率
(a)   23.9%  

税引き後純金融

費用
  (196.6) (196.6)

純利益－税引き

後純金融費用
  3,657.3 3,657.3
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分母

((a)+(b)+(c))/3

IFRS第16号を除

く総資本
25,117.5 25,503.1 27,716.4 26,112.4

純負債 9,220.9 10,156.2 9,159.2 9,512.1

総資本＋純負債

の平均
34,338.4 35,659.3 36,875.6 35,624.5

使用資本利益率（ROCE）    10.3%

（a）非経常的な税金の影響を除く。

 

i.経常的ROCE

経常的ROCEは、IFRS16を除いた経常的純利益を分子に用いて、ROCEと同様の方法で算出している。

(百万ユーロ)
2023

=(a)

2024上半期=

(b)

2024

=(c)

経常的ROCE

計算

分子

(c)

IFRS第16号を除く純利益   3,620.3 3,620.3

純金融費用   (258.4)  (258.4)

実効税率
(a)   23.9%  

税引き後純金融費用   (196.6) (196.6)

IFRS第16号を除く経常的純利益

－税引き後純金融費用
  3,816.9 3,816.9

分母

((a)+(b)+(c))/3

IFRS第16号を除く総資本 25,117.5 25,503.1 27,716.4 26,112.4

純負債 9,220.9 10,156.2 9,159.2 9,512.1

総資本＋純負債の平均 34,338.4 35,659.3 36,875.6 35,624.5

経常的ROCE    10.7％

(a) 非経常的な税金の影響を除く。

 

 

（７）【追加情報】

 

アルゼンチンの業績に対する貢献

 

　アルゼンチンの貢献度は、グループレベルの連結業績と、アルゼンチンのデータを除いた連結業績との差異として算出される。ガス＆サービスについても、同

じ手法を適用する。

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

204/380



 

2024年の比較可能ベース売上成長へのアルゼンチンの貢献

 合計 ラージ・インダス

トリー事業

工業事業 ヘルスケア事

業

エレクトロニク

ス事業

南北アメリカ +5.0% +6.3% +3.2% +17.3% -

ガス＆サービス +1.9% +1.3% +1.9% +4.4% -

 

アルゼンチンのグループ比較可能ベース売上の変化に対する貢献は、2024年に＋1.9％であり、2024年第４四半期において＋1.2％であった。

 

成長率

（%）

2024/2023

公表ベース

エネルギー影響 為替影響 2024/2023

比較可能ベース

G G AI ExA G Ai ExA G Ai ExA

売上 -2.0% -2.2% +0.2% -2.4% -2.4% -1.6% -0.8% +2.6% +1.9% +0.7%

OIR +6.4%    -4.3% -3.2% -1.1% +10.7% +3.9% +6.8%

G-OIR        +110bp 影響なし

RNP +4.4%       +11.5% +6.3% +5.2%

G＝当グループ、Ai＝アルゼンチンの影響、ExA＝アルゼンチン除く

OIR＝経常的営業利益、G-OIR＝当グループ経常的営業利益マージン（エネルギー影響除く）、RNP＝経常純利益

 

欧州、中東及びアフリカ

 

 2024売上

（百万ユー

ロ）

公表ベース

成長率

比較可能ベース成長率

 合計 ラージ・インダス

トリー事業

工業事

業

ヘルスケア

事業

エレクトロニ

クス事業

欧州 9,086 -6.7% -1.4% -2.6% -4.3% +3.7% N.C.

中東・アフリカ 1,100 +5.1% +1.7% N.C. N.C. N.C. -

欧州＋中東・ア

フリカ 10,186 -5.5% -1.1% -1.9% -4.0% +4.0% N.C.

N.C.＝非公表

 

　欧州、中東及びアフリカ（インド含む）の業績モニタリングは、2024年第３四半期から同じ事業セクター内で提供されている。
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（８）【見通し】

 

2024 年、当グループは非常に堅調な業績を達成した。特に、マクロ経済環境が停滞する中、エネルギー影響を除いた営業利益率が過去最高となる 110 bpの改

善と、比較可能ベースで 2.6％増の売上成長を達成した。これらの業績は、戦略プランADVANCEのすべての非財務指標における大幅な進展を伴うものである。

当グループはまた、2024年に大型プロジェクトに調印し、これにより記録的な成長の余地を持つことになった。このダイナミックな動きは、伝統的な分野や、

エネルギー転換や半導体産業のような人工知能の台頭によって牽引される分野の両面において、エア・リキードが革新的で高付加価値の技術的ソリューションを

顧客に提供する能力を示している。

多角化モデルの強みとチームの迅速な対応能力は、市場環境にかかわらず継続的な好業績を提供し続けるための資産である。

戦略プランADVANCEの終了を１年後に控え、当グループの業績は、2025年末までに３つの戦略的目標を達成する上で非常に有利な立ち位置にある。

■　戦略プランADVANCEの最初の３年間に相当する2022年から2024年の収益の比較可能ベース年平均成長率は＋6.5％に達した
(1)
。これは、重要な連結範囲

（SasolのASUの取得とロシアの連結除外）の影響を除いた2021年の為替レートとエネルギー価格での2021年の収益に基づいて計算されたものである。この成長

は、2022年から2025年までの4年間で＋５％から＋６％というADVANCEプランの目標に沿ったものである。

■　経常ROCE（使用資本利益率）は2024年に10.7％に増加し、経常ROCEが10％を上回るというADVANCEの目標を、早ければ2022年に１年前倒しで達成する。

■　2023年、2024年と２年連続でCO2排出量の絶対値が大幅に減少したことで、戦略プランADVANCEで2025年頃に計画していた目標値の達成が確認された。2025年

には、CO2排出量の進歩は限定的なものとなるはずである。

さらに、2022年から2024年までの投資決定総額は127億ユーロに達し、戦略プランADVANCEの2022年から2025年までの４年間で160億ユーロという目標に沿って

推移している。

その上、2022年から2024年にかけて、エネルギー影響を除いた営業利益率の年間累積改善幅は＋260bpに達した。これは、戦略プランADVANCEの４年間（2022-

2025年）の目標値＋320bpを上回っている。

実際、2022年3月に発表された戦略プランADVANCEの当初の営業利益率改善目標は、2022年から2025年までの４年間で＋160bpだった。2024年2月に、目標値は、

当初目標の２倍となる+320bpに上方修正された。

2025年2月には、エネルギー影響を除いた営業利益率改善目標を１年延長して２度目の引き上げを行った。現在、目標値は、2022年から2026年までの５年間で

＋460bpとなっている。

最後に、2025年において、エア・リキードは営業利益率をさらに高め、一定の為替レート
(2)
での経常純利益の成長を実現する能力に自信を持っている。

 

(1) アルゼンチンの2.5%の貢献を含む。

(2) エネルギーの転嫁影響を除く営業利益。経常的営業利益に影響を及ぼさない例外的で重要な取引を除く経常純利益。

 

５　【重要な契約等】
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上記「第３　事業の状況　４．（５）投資循環及び資金調達」の記載などを参照。

 

６　【研究開発活動】

 

（１）事前に特定した成長市場に注力

当グループのイノベーションへの支出は、2024年には3億900万ユーロであった。イノベーションへの支出は、OECDの定義、すなわち、新製品や新製品の研究開

発、市場投入、マーケティング費用に相当する。

この金額は過去３年間安定しており、2025年に向けた当グループの戦略計画であるADVANCEで特定された成長市場におけるイノベーション・ポートフォリオを

発展・維持し、事業の卓越性とサステナビリティ目標を強化するという当グループのコミットメントを示している。

2024年には、3,000人以上の従業員がイノベーションに特化した事業体で働き、新しい提案や製品の開発・販売に貢献している。 

・3億900万ユーロのイノベーション支出

・366件の新規特許

・学界、産業界のパートナー、スタートアップ企業との350のパートナーシップ

 

イノベーションとテクノロジーは、戦略プランADVANCEの原動力であり、当グループの利益を伴うサステナブルな成長と新市場の開拓に貢献している。従業員

の専門知識と、顧客や患者のニーズを満たす革新的なソリューションを開発する能力により、これらは将来への新たな機会を生み出している。

戦略プランADVANCEでは、気候変動対策、デジタル、産業とヘルスケアの変革に向けた情報と人工知能(AI）、エレクトロニクス事業の先端材料、ディープテッ

クに焦点を当て、インパクトを獲得し、その再現を促すイノベーション活動を継続した。

 

イノベーション支出（百万ユーロ）
(a)

2015年 282

2016年 288

2017年 292

2018年 300

2019年 317

2020年 303

2021年 304

2022年 308

2023年 309

2024年 309
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(a) Schülkeの売却に関連する2020年からの波及効果 。

 

2024年のイノベーション支出（総額3億900万ユーロ）

気候変動対策 35%

ヘルスケア事業 18%

デジタル、データ、AI 15%

先端材料 11%

工業パフォーマンス 21%

 

特許発明は、当グループの提供する製品の競争力や差別化に貢献するとともに、技術革新力を示すものである。2024年には様々な分野で366件の新規発明が出

願され、エア・リキードはこの業界における主要な新規特許出願者である。エア・リキードの気候技術ソリューションのポートフォリオの中で、2024年には水素

に関する国際特許が500件以上、炭素回収・貯留に関する国際特許がおよそ550件となっている。エア・リキードの世界の保有特許出願と特許件数は約1万5000件

となっている。

 

（２）当グループの将来に備えつつ、短期的な利益ある成長に貢献

エア・リキードのイノベーション戦略は、オープン・エコシステムの一部であり、革新的なソリューションを共同開発し、市場投入までの時間を短縮すべく、

イノベーション・キャンパス（パリ、フランクフルト、上海、東京、デラウェア）、Campus Technologies Grenoble、学界や産業界のパートナー、そしてスター

トアップ企業との約350のパートナーシップに依拠している。

2024年、エア・リキードとそのパートナーであるMAN、ETA Florence Renewable Energies、及び４つの学界パートナー(CERTH、Sant'Anna、LRGP、TU Delft)

は、M
2
areプロジェクトを立ち上げた。エア・リキードが調整役を務めるこのプロジェクトは、生物由来の二酸化炭素と再生可能な水素から「船舶燃料用メタ

ノール」を製造する新しいプロセスを開発し、海上輸送部門のCO2排出量削減を支援することを目的としている。

モビリティの分野において、エア・リキードとTotalEnergiesは、欧州の主要道路（フランス、ベネルクス、ドイツ）に大型トラック用水素ステーションを設

置するネットワークを展開するため、折半出資の合弁会社であるTEAL Mobilityを設立すると発表した。この取組によって水素へのアクセスが容易になること

で、貨物輸送における水素の利用が可能となり、水素産業が強化される。合弁会社は、これらのステーションへの投資、建設、運営を行うとともに、水素の供給

と市場での販売を行う。

当グループはまた、スタートアップ企業と共にイノベーションを起こしており、ALIADというベンチャーキャピタルの事業体は、気候変動、ヘルスケア、産業

イノベーションの３つの主要分野で革新的なスタートアップ企業に対し、財務・技術・商業面の支援を提供している。2013年の設立以来、ALIADは40以上のス

タートアップ企業に投資しており、今年も、特に、工業機器の検査及び保護に関する様々な製品とサービスを提供するフランスのスタートアップ企業である

Ekoscan Integrityに対して、支援活動を続けている。同社の超音波を使用した非破壊検査の技術は、当グループの生産ユニットの検査に使用でき、信頼性・安

全性・環境負荷指標の向上に貢献している。エア・リキードはまた、イノベーション・キャンパス・パリの中心に位置しディープテック・スタートアップのアク

セラレーターであるAccelairを擁しており、安全で設備の整った個別のオフィスや試験室からなるオーダーメイドの施設のほか、当グループの専門家によるス
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タートアップ企業への個別サポートも提供している。2024年には、AerleumがAccelairに参加した。当該スタートアップ企業は、輸送時の脱炭素化に向け、大気

中のCO2の回収とメタノールへの変換を単一プロセスで統合する革新的な技術を開発している。

 

パリ

フランス

R&Dの中心的拠点、欧州の最大のイノベーション・エコシステムの

中心であり、Accelair（ディープテック・スタートアップのアク

セラレーター）の本拠

～280名の従業員、59のラボ、８つの技術プラットフォーム

Grenoble

フランス

ディープテックやエネルギー転換に関わる市場の顧客への技術的

ソリューション

～1,400名の従業員、１つの技術試験エリア、20,000㎡のプロダク

ション・ワークショップ

上海

中国

中国の技術中心地におけるエネルギー効率ソリューション

～230名の従業員、11のラボ、11の産業実験プラットフォーム

デラウェア

米国

エアガスとその100万の顧客に近接

～130名の従業員、７つのラボ、７つの実験プラットフォーム

東京

日本

プロセス改善のための顧客中心のイノベーション

～100名の従業員、10のラボ、６つの産業実験プラットフォーム

フランクフルト

ドイツ

欧州をリードする経済圏における、エネルギーソリューション

～60名の従業員、27のラボ、２つの本格的ソリューション試験の

ための技術プラットフォーム

 

①　気候変動対策

エア・リキードのチームのイノベーション能力と技術的ノウハウは、当グループが、自社及び産業界の顧客の排出量を削減するため、よりクリーンでサステナ

ブルなソリューションを提供することを可能にし、2050年までにカーボンニュートラルを実現するという当グループの目標達成に貢献している。

　エア・リキードは、60年にわたる水素バリューチェーンにおける独自の専門知識により、世界中の産業と大型モビリティの脱炭素化に取り組んでいる。

2024年、エア・リキードは、ドイツのOberhausenで、再生可能な水素を生成する大容量のPEM（プロトン交換膜）電解槽である「Trailblazer」を完成させた。

このプロジェクトは、Siemens Energyとエア・リキードの共同事業を引き継いで、2023年から稼働しているベルリンのギガファクトリーで製造された初代の電解

槽を統合したものである。年間で20MWの再生可能な水素を生成できる「Trailblazer」は、ライン川とルール川地域における産業とモビリティの脱炭素化のニー

ズに対応している。

エア・リキードは、パリ2024のパートナーシップの一環として、大会の公式車両に再生可能エネルギー由来の水素を供給している。2024年に利用可能となる約

10か所のモジュール式ステーションのネットワークのおかげで、エア・リキードは、2023年同時期の２倍に当たる約12トンの水素を供給し、オリンピック及びパ
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ラリンピックの期間中、公式車両が100万km以上走行できるようにした。エア・リキードは、サービスを中断することなく、フランス北部のコンディショニング

センターを稼働させた。再生可能な水素は、最新世代の高圧トレーラーでパリ地域に輸送された。

水素技術のエキスパートとして知られるエア・リキードは、低炭素飛行に向けたイノベーションを加速するために、産業界との連携を進めている。エア・リ

キードは、BeautHyFuel コンソーシアム（フランス民間航空庁が支援する、Turbotech、Safran、エア・リキード、Elixir Aviation、Daher間の共同プロジェク

ト）のメンバーとして、軽航空機市場向けの液化水素タンクを動力源とする、初のガスタービンエンジンの地上試験に成功した。この試験は、飛行中に二酸化炭

素を排出しない完全な推進技術ソリューションの実現が可能であり、軽航空機に直接組込むことができることを実証したものである。

また、エア・リキードは新しい分解技術によるアンモニアから水素への変換を利用した水素ソリューションのポートフォリオ強化を発表した。Antwerp港（ベ

ルギー）に設置される革新的な工業規模のパイロット・ユニットは、2025年に稼動する予定である。2024年末、エア・リキードは、欧州初の大規模なアンモニア

分解プラントをAntwerp-Bruges港（ベルギー）に建設・運営するプロジェクト、及び革新的な水素液化装置に対し、欧州イノベーション基金から1億1000万ユー

ロの助成金を受けることが決定した。水素と窒素で構成されるアンモニアは、炭素排出量が少なく、長距離輸送が容易で、現地で水素に変換することができるた

め、産業とモビリティの脱炭素化につながる。

炭素回収・隔離(CCS）は、排出量が最も多く、削減が困難なセクターから排出される大量のCO2を回収し、短期的・中期的な排出量を削減する効率的な技術で

ある。2023年末、エア・リキードは、オランダのRotterdam工業地帯に、独自のCryocap™技術に基づく大規模な炭素回収装置を建設・稼動すると発表した。この

新しい装置は、Rotterdam港に位置する当グループの水素製造工場に設置、及び欧州最大級の炭素回収・貯蔵インフラであるPorthosに接続され、この流域におけ

るCO₂排出量を年間250万トン削減することを目指す。

 

②　産業とヘルスケア事業を変革するデジタル・データ・AI

・全世界のエア・リキード拠点で毎日収集している35億のデータポイント

・データとAIを活用した500以上のプロジェクト

 

自社のエネルギー消費を最適化するため、エア・リキードは革新的なデジタル・ソリューションを自社製品に組み込み、より良い顧客、患者、従業員体験を可

能にするとともに、卓越したオペレーションを推進している。

当グループは、製品の生産から流通、マーケティングに至るバリューチェーン全体を通して、様々な用途でデータと人工知能(AI)に基づくデジタル・ソリュー

ションに依拠している。社内の業務やサービスに統合されたこれらのデジタル技術は、顧客、患者、従業員体験の発展に貢献し、より効率を高め、特に、より迅

速かつ機動的な事業活動の管理を可能にしている。このように、世界中にある７つのオペレーションセンター(Smart & Innovative Operations)は、予測データ

解析やAIを活用し、エア・リキードの事業所における生産の遠隔管理を可能にしている。さらに、液化製品サプライチェーンのデジタル化プログラム

(Integrated Bulk Operations)の展開により、世界中の工業事業の顧客に、より高い信頼性と安全性を約束するサービスを提供するとともに、当グループの効率

性を高め、炭素排出量を削減している。

デジタルは在宅医療事業にとっても強力なツールであり、「価値に基づくヘルスケア事業」(Value-Based Healthcare)のアプローチを加速させることができ

る。数千人の睡眠時無呼吸症候群患者のモニタリングデータとそのプロファイルの分析に基づき、接続された機器を装着した患者が医療指示を遵守しないリスク

を人工知能で予測し、個々の患者のプロファイルに最も適したサポートを設定することができる。そして、患者の関与を促すように設計された患者用アプリケー

ションと、エア・リキードとヘルスケアの専門家との交流を促進するプラットフォームを組み合わせたKairinのようなデジタル・ソリューションを使用すること

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

210/380



で、慢性疾患患者の生活の質を向上することができる。2024年には、慢性疾患の新規患者58,000人が、特に欧州、LATAM、オーストラリアで、パーソナライズさ

れた、成果重視のサポートの恩恵を受け始めることができるようになった。これにより、2024年には、この種のパーソナライズされたケアプランの恩恵を受ける

患者の総数は、101,000人を超える。

 

③　エレクトロニクス事業の先端材料

2024年、エア・リキードは半導体製造向けの固体プレカーサーと供給システムの新しい包括的ポートフォリオであるSubleem™の市場投入を完了した。チップ製

造に不可欠な成膜プロセスにおいて、気化したプレカーサーはシリコンウェハー上に高品質の薄膜を堆積させる。エア・リキードは、様々な固体プレカーサーの

ほか、昇華によって固体プレカーサーを直接気体に変換する、一連の新しい大規模昇華システムを独自に開発した。これらの新技術は、供給の安定性を高め、特

に最先端のメモリ及びロジックチップの製造において、半導体製造事業所へのガスの安定的な大量供給を保証する。

 

④　ディープテック

エア・リキードは、極低温管理における長年の経験により、機械的な冷凍、ガスの液化・貯蔵、極低温流体供給の専門知識を通じて、主要な科学プロジェクト

をサポートすることができる。主要なプロジェクトとしては、実験用核融合炉ITERやSHINEプロジェクトがあり、後者は粒子加速器として、吸収・散乱されるこ

となく比較的厚い物体を通過できる高強度のＸ線フラッシュを生成する。そうして生成される超高速・高解像度の画像は、新薬の開発からエレクトロニクス事業

やクリーンエネルギーの材料設計まで、あらゆる用途に利用される。2024年、SHINE装置が運転を開始し、またITERの大型極低温冷却システムが初の液化ヘリウ

ムを生成し、両プロジェクトにおいて新たなマイルストーンが達成された。

エア・リキードは50年以上にわたる宇宙事業のパートナーとして、これまでにArianeの打上げを262回実施し、2024年のAriane6の初打上げの成功に貢献した。

エア・リキードは、極低温ラインと機器を提供し、フランス領ギアナのKourouにある発射台全ての極低温設備のメンテナンスと運用を保証し、またすべての一連

の打上げ準備に必要な流体（窒素とヘリウム）と、機体推進に必要な流体、特に液化水素と液化酸素を提供した。
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第４【設備の状況】

 

１【設備投資等の概要】

当グループは、化学、金属、石油などのラージ・インダストリー事業、半導体などのハイテク産業を含む

エレクトロニクス事業、病院、在宅医療、公衆衛生などのヘルスケア事業などあらゆる産業ガス、及びその

関連産業事業における製品を製造、供給している。当グループの設備は、顧客に最も近い場所における製

造、供給を目指しているため、オンサイトガス製造供給システムを多く採用している。それ以外にパイプラ

イン、ガス供給機器の製造工場、研究施設、営業施設などが主な設備である。

セグメントごとの設備の状況については、「第２　企業の概況　３　事業の内容」の記載を参照された

い。

2024年12月31日現在における既存設備の帳簿価格は、「第６　経理の状況　１　財務書類　（１）連結財

務書類」の注記12（有形固定資産）のとおりである。

 

２【主要な設備の状況】

上記「第２　企業の概況　３　事業の内容」「第３　事業の状況　１（２）戦略プラン・中期目標」等を

参照。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

上記「第３　事業の状況　１（２）経営計画及び中期目標」「第３　事業の状況　４（２）損益計算書」

「第３　事業の状況　４（５）投資循環及び資金調達」における設備投資に関する記載を参照。
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第５【提出会社の状況】

 

１　【株式等の状況】

 

（１）【株式の総数等】

 

①【株式の総数】

  2024年12月31日現在

授権株数 発行済株式数 未発行株式数

(1)
528,259,263株

(2)
(1)

(1)2024年4月30日付株主総会にて、取締役会は、以後26か月間で320百万ユーロまで、資本金を増加する権限を付与されてい

る。

(2)資本金は3,180,425,946.50ユーロであり、額面金額は１株あたり5.5ユーロとなっている。

 

②【発行済株式】

    2024年12月31日現在

発行済株式

記名・無記名の別及び額面・無

額面の別。券面額。
種類 発行数

上場証券取引所名又は登録証券

業協会名

額面5.5ユーロ 普通株式 528,259,263
ユーロネクスト（パリ）証券取

引所

 

 （２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債検討の行使状況等】

該当事項なし。

 

 （３）【発行済株式総数及び資本金の推移】

 2024年12月31日現在

年月日

発行済株式総数 資本金
摘要

増減数（株） 残高（株）

増減数 残高

単位：ユー

ロ　　　　　

単位：ユー

ロ　　　　　　　　　

2020.2.10 115,253 473.133.784 633,892 2,602,235,812
ストックオプショ

ン行使

2020.11.20 455,663 473,589,447 2,506,147 2,604,741,959
ストックオプショ

ン行使

2021.2.9 71,277 473,660,724 392,023 2,605,133,982
ストックオプショ

ン行使

2021.7.28 (165,000) 473,495,724 (907,500) 2,604,226,482 自己株式の消却

2021.9.29 279,134 473,774,858 1,535,237 2,605,761,719
ストックオプショ

ン行使

2021.12.9 1,098,738 474,873,596 6,043,059 2,611,804,778 従業員向け増資

2022.2.15 417,441 475,291,037 2,295,926 2,614,100,704
ストックオプショ

ン行使

2022.5.31 179,795 475,470,832 988,873 2,615,089,576
ストックオプショ

ン行使
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2022.5.31 47,547,083 523,017,915 261,508,957 2,876,598,533
無償交付（10株に

つき１株）

2022.5.31 1,358,416 524,376,331 7,471,288 2,884,069,821
無償交付（100株

につき１株）

2022.7.27 (1,098,900) 523,277,431 (6,043,950) 2,878,025.871 自己株式の消却

2023.2.15 172,840 523,450,271 950,620 2,878,976,491
ストックオプショ

ン行使

2023.9.29 (120,000) 523,330,271 (660,000) 2,878,316,491 自己株式の消却

2023.9.29 364,079 523,694,350 2,002,435 2,880,318,925
ストックオプショ

ン行使

2023.12.7 746,401 524,440,751 4,105,206 2,884,424,131 従業員向け増資

2024.2.19 76,027 524,516,778 418,149 2,884,842,279
ストックオプショ

ン行使

2024.4.30 (627,000) 523,889,778 (3,448,500) 2,881,393,779 自己株式の消却

2024.6.3 301,422 524,191,200 1,657,821 2,883,051,600
ストックオプショ

ン行使

2024.6.3 52,419,120 576,610,320 288,305,160 3,171,356,760
無償交付（10株に

つき１株）

2024.6.3 1,492,853 578,103,173 8,210,692 3,179,567,452
無償交付（100株

につき１株）

（注）2024年6月1日から同年12月31日までに、156,090個のオプションが行使され、その結果、2024年12月31日時点において、

発行済株式総数は578,259,263株となり、資本金は3,180,425,946.50ユーロになった。

 

（４）【所有者別状況】

2024年12月31日現在

 比率

個人投資家 33％

フランスの機関投資家 14％

フランス以外の機関投資家 53％

当社（自社株） ＞0％

合計 100％

 

（５）【大株主の状況】

当社は2020年9月29日付で、BrackLockから以下の株式保有の申告を受けており、当社が認識する限り、他

の株主で、直接または間接に、単独又は共同で、当社の5％以上の資本又は議決権を保有する者は存在しな

い。

 

氏名又は名称 住所
所有株式数

（千株）

発行済株式総数に対する所

有株式数の割合（％）

BlackRock
55 East 52nd Street, New

York, 10055, United States
- 5.02％

計  - 5.02％

 

２　【配当政策】
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当グループの配当政策は、収益の恒常的な成長に基づいており、それが恒常的な配当の増加をもたらす。

近年の配当性向については、「第２　企業の概況　１　主要な経営指標等の推移」を参照。

 

年度 支払日
通常配当

(1)

ロイヤルティ配当
(2)

株式総数 配当額（ユーロ）

2020 2021.5.19
2.75

0.27

473,660,724

131,753,261

1,203,566,991

35,573,380

2021 2022.5.18
2.90

0.29

475,291,037

134,993,503

1,378,344,007

39,148,116

2022
(5) 2023.5.17

2.95

0.29

522,157,782

146,796,994

1,540,365,457

42,571,128

2023
(5) 2024.5.22

3.20

0.32

522,790,331

 149,124,155

1,672,929,059

47,719,730

2024
(3)(4) 2025.5.21

3.30

0.33

578,259,263

163,473,123

1,908,255,568

53,946,131

(1) 全ての株主に配当される通常の配当。

(2) ２年間中断することなく、株主の地位を継続した場合にのみ支払われる配当。

(3) 2025年5月6日の株主総会による承認を前提とする。

(4) 2024年については、2024年12月31日時点の株式総数により算定・配当される理論上の金額。

(5) 2022年及び2023年については、実際の支払額。

 

３　【コーポレート・ガバナンスの状況等】

 

（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】

 

①【コーポレート・ガバナンス・コード】

当社取締役会は、当グループの従前からの運用を継続し、AFEP/MEDEF（フランス民間企業経営団体）の上

場会社のコーポレート・ガバナンス・コードを、当社が自主的に参照するコードとする旨を確認した。改訂

さ れ た コ ー ド の 最 新 版 は 、 https://afep.com/wp-

content/uploads/2022/12/Afep_Medef_Code_revision_2022_version_EN_.pdfのウェブサイトで閲覧できる。

指名統治委員会及び報酬委員会は、2022年12月に改正されたAFEP/MEDEFコードに関して、当社における現

在の運用を検討した。

当社は、当社における運用は、AFEP/MEDEFコードの推奨事項に準拠していると考えており、フランス商法

第L.22-10-10条に定めがあり、2022年12月に改訂されたAFEP/MEDEFコード第28.1条で引用される「適用又は

説明」の規定に基づき設定された、要点の記載事項はない（下記の「第５ 提出会社の状況　３（１）⑫　

AFEP/MEDEFコーポレート・ガバナンス・コードの適用（要点）」を参照）。

2024年11月のHaut Comité de Gouvernement d’Entreprise （フランスコーポレート・ガバナンス高等委

員会、HCGE)の報告書と2024年12月に公表されたフランスの金融市場当局(AMF)のコーポレート・ガバナンス

及び上場企業の執行役員報酬に関する報告書は各関係委員会で検討され、取締役会において報告された。取

締役の職業倫理、取締役会に適用されるダイバーシティ方針、並びに取締役会及び各委員会の構成、役割、

運営方法に関する規定は、取締役会規則にて取り決められている。最新の取締役会規則は、当社のウェブサ
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イ ト (https://www.airliquide.com/sites/airliquide.com/files/2025-02/internal-regulations-of-the-

board-of-directors-february-2025.pdf)において全文が掲載されている。

 

②【ガバナンス体制：取締役会会長と最高経営責任者の機能の分離】

当社のガバナンスは、株主の権利、権限のバランス及びベスト・プラクティスを保証し、当グループの課

題に適切に対応するための努力によって、歴史的に形作られてきている。

2022年6月1日以降、エア・リキード・エス・エーのガバナンスは、取締役会会長と最高経営責任者の機能

を分離した取締役会によるものである。

2022年5月4日の取締役会では、株主総会の終了後、指名統治委員会の推奨に従い2022年6月1日よりこの分

離統治方式を採用し、フランソワ・ジャコウ氏を新しい最高経営責任者に任命し、ブノワ・ポチエ氏を取締

役会の会長として再任することを、全会一致で決議した。また、当該取締役会において、筆頭取締役の再任

決議を行った。

 

a.最高経営責任者の権限

　執行役員の一人として、最高経営責任者はただ一人当社の業務を管理監督しており、定款や内部規則に規

定された取締役会の事前の承認を要する一定の決定事項はあるものの、あらゆる状況において当社の名で行

為する最も広い権限を委ねられている。フランソワ・ジャコウ氏は、エア・リキード・エス・エーの取締役

でもあり、同社の取締役会の審議にも参加している。

 

最高経営責任者の権限の制限

　定款第13条に従い、取締役会の事前承認又は取締役会からの情報提供の対象となる決定事項を、取締役会

規則に定めている。
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　定款第13条に従い、以下の決定事項については、取締役会による事前の承認又は情報提

供が必要とされる。

　また、当グループ（当社及び当社子会社を含む）の「子会社」（当社が支配する会社を

いう）については、当該子会社について明示的に以下に列挙する場合には、取締役会の事

前の承認・情報提供が必要となる。

■　個別に１億ユーロ又は年間で累計５億ユーロを超える当社による担保、裏書及び保証

は、取締役会による特別の決議に服する。

■　当社及び当社子会社に関する以下の外部向け売却又は拠出（当グループが過半数支配

を有する会社を除く）

－　不動産であって、個別に8000万ユーロ又は年間で累計1.5億ユーロを超えるもの

－　エクイティ出資であって、個別に2.5億ユーロを超える、又は年間で累計４億ユー

ロを超えるもの

－　合併、会社分割、事業譲渡であって、個別に2.5億ユーロ又は年間で累計４億ユー

ロを超えるものについては、以下に規定するとおり当社に適用される特別条項に従う

－　ビジネスラインであって、個別に2.5億ユーロ又は年間で累計４億ユーロを超える

もの

　当社に関しては、個別に2.5億ユーロ又は年間で累計４億ユーロを超える、当社の

名において行う外部拠出又は事業の譲渡につき、取締役会の承認を要する。合併、会

社分割又はそれらと等しい取引であって合併・会社分割に適用される枠組みに従うも

のについては、取締役会の承認を要する。取締役会は、該当する場合には、取締役会

が定める金額と条件において、それらの取引を締結する権限を最高経営責任者（又

は、該当する場合には、会長兼最高経営責任者）に委譲することができる。

■　個別に8000万ユーロ又は年間で累計1.5億ユーロを超える質権又は抵当権の設定

■　当社及び当社子会社について、動産又は不動産、財産又は知的財産を問わず、貸借対

照表上の「固定資産」とされるものへの(i)投資又は(ii)取得、あるいは、株式の引受

けであって、個別に2.5億ユーロ又は年間で累計４億ユーロを超えるもの

　取締役会は、(i)貸借対照表上の「固定資産」とされないもの（電気や天然ガス）の

購入、及び(ii)第三者に対する製品又はサービスの建設又は作業であって、個別に2.5

億ユーロを超えるものについて、可能であれば事前に、少なくとも事後に、通知を受け

る。

　取締役会は、段階的な投資計画の承認を要求するものとする。

■　当社及び当社子会社に関する資金調達であって、当グループの財務構造を実質的に変

更することとなる金額のもの

■　取締役会により決定された当グループの戦略を実質的に変更する行為

年間の上限に達して取締役会の承認を必要とする場合、取締役会は、適当と認める場合

には、当初付与した承認金額の全部又は一部を更新することができる。

　さらに、当グループの情報システムの基本的な修正の場合において、2.5億ユーロを

超える投資につながる場合は、取締役会は事前に情報を与えられるものとする。

 

b.取締役会会長の任務

　取締役会会長は、取締役会の業務を整理及び管理し、株主総会に報告する。会長は、取締役会の招集の責

任を負う。取締役会会長は、取締役会の日時及び議事を策定し、議事進行を管理し、議論を主導する。

　取締役会会長は、当社の組織の円滑な運営に責任を負う。会長の役割は、取締役がそれぞれの任務を完遂

することができるよう保証することである。その一部として、会長は、彼らがその任務を効果的に完遂する

のに必要な情報が利用可能であることを確認する。

　継続性を維持するため、ブノワ・ポチエ氏の長期にわたるエア・リキードのトップとしての経験及び当グ

ループに対する深い知識を踏まえ、同氏は2022年、取締役会から、経営権の移行の期間中、取締役会会長に

法的に与えられている以上の特定の任務を委任された。
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取締役会は、指名統治委員会の勧告に基づき、経営移行期間が極めて満足のいく形で進行していたことを

確認した。そのような状況下で、取締役会は、取締役会会長の任期満了（2026年株主総会）をもって移行期

間を終了することを想定している。

 

　以下の具体的な職務は、取締役会規則に記載されている最高経営責任者と相談しながら、以下のとおり実

施されるものとする。

■　会長は、当グループ全体の戦略及び組織の定義に関する重要な決定に関与する。

■　会長は、最高経営責任者の要請に応じて、戦略的問題に光を当てるため、これらの議

事事項に関する経営陣の内部会合に出席することができる。

■　会長は、最高経営責任者と密接に協力し、政府当局、戦略的なパートナー及び利害関

係者との関係において、当グループ（組織上の役割に従い）を代表することができる。

■　会長は、最高経営責任者と密接に協力し、ガバナンスに関する事項（最高経営責任者

と合意の上でより特別の問題についても）について主要株主と面談することができる。

会長は、最高経営責任者に報告を絶やさないものとする。会長は、当グループの株主戦

略をモニタリングし、株主コミュニケーション委員会の主宰を継続する。

■　会長は、当グループに対してその経験を提供し、当グループの価値と文化が維持され

ることを保証する。

　会長は、指名統治委員会及び報酬委員会に出席する。会長は、指名統治委員会により

主導された取締役の採用に関して積極的な役割を担う。会長は、その任務の進捗につき

取締役会に報告する。

 

c.取締役会会長の活動報告

取締役会規則に定めるとおり、取締役会会長は、過去１年間の職務の執行状況を取締役会に報告した。

当期間において、ブノワ・ポチエ氏は、取締役会会長としての伝統的な職務に加えて、以下のとおりの職

務を担当した。

■　2024年1月にダボスで開催された世界経済フォーラムや英仏シンポジウム、2024年9月にエビアンで開催

されたフランスとドイツの間での会合等、国家及び欧州レベルの公的機関が主催する多数のイベントに参

加し、当グループを代表して（組織を代表する職務の一環として）参加した。

■　当グループに関連するテーマを扱う組織の活動にも参加した。ブノワ・ポチエ氏は、全国水素カウンシ

ルの共同議長を務め、水素協議会、ERT（欧州ラウンドテーブル）、アジアビジネス協議会の会合にメン

バーとして定期的に参加している。また、2024年にはIEA（国際エネルギー機関）の「新技術の流れの拡大

と強化」をテーマとする会議にも参加している。

■　最高経営責任者及び執行委員会の一部メンバーと共に随時、特に水素戦略に関する会議に出席した。

■　他国を訪問した際、一定の外国人取締役と協議を行った。

■　2024年4月30日の株主総会において株主との意見交換を行った。この質疑応答は、株主と会長との意見交

換の重要な機会であった。

■　株主コミュニケーション委員会の３回の会議で委員長を務め、同委員会の12名の株主と徹底した議論を

行った。

■　毎年開催している投資家との会合の一環として、2024年には６人の大株主と面会し、ガバナンスのテー

マについて議論した。

 

③【取締役会の構成】

2024年12月31日時点の取締役会

14名

独立取締役(a)
従業員代表の取締

役 比率
(a) 国籍

取締役の平均在任

期間
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83% ２
女性：42%

男性：58%
５ ５年

(a) この割合の計算には、従業員代表の取締役は考慮されない。

 

2024年12月31日現在、取締役会は14名で構成されており、うち12名が株主総会で選任されている。１名は

業務執行メンバー（最高経営責任者）、13名は非業務執行メンバー
(1)
である。５名が外国人（ドイツ人、米

国人、イタリア人、中国（香港）人）であり、２名が従業員代表の取締役である。

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §21 (a)

 

昨年度における取締役会及び委員会の変更点は以下のとおりである。

■　独立取締役で報酬委員会委員のキム・アン・ミンク氏、及び独立取締役で環境・社会委員会委員のモニ

カ・ド・ビルギリス氏の任期は、2024年4月30日の株主総会終了をもって満了した。

■　株主総会後、取締役会はキム・アン・ミンク氏を報酬委員会委員に、モニカ・ド・ビルギリス氏を環境・

社会委員会委員に再任した。

 

2024年4月30日開催の株主総会において選任された取締役の中に、2024事業年度以前の２年間に行政機関

（監督官庁を含む）において、理事又は運営会議若しくは監督会議のメンバーの地位にあった者はいなかっ

た。

 

取締役会の専門知識と技能

取締役会のメンバーは、産業、サービス、研究・革新、健康、化学、建設産業の分野で経験を有してい

る。また、各取締役は、サステナビリティ、財務、デジタルといった部門横断的なスキルや、大規模な国際

的企業グループの経営幹部としてのビジョンも持ち合わせている。

取締役会を構成する各取締役が提供する専門知識と経験は、以下に示すマトリックスに要約することがで

き、このマトリックスは2023年のものから変わっていない。このマトリックスは指名統治委員会の作業から

生まれたもので、実務別スキルと分野別スキルを区別して、取締役の個々のスキルを示している。

特定の投資家からの要請に応えて、取締役会は、重要なスキルとして認定できる３つのスキル、すなわ

ち、エネルギー、サステナビリティ、デジタル／IT（以下のマトリックスにおいて太字で表記している。）

を特定した。それでもなお、取締役会のダイバーシティの方針に含まれる各基準は、取締役会にとって非常

に重要である。

 

実務別スキル

 国際性 国際的大

企業での

経営幹部

経験

会計・財

務
(a)

デジタ

ル・IT

サイバー

セキュリ

ティ

サステナ

ビリティ

研究開

発・技

術・イノ

ベーショ

ン

営業

ブノワ・ポチエ  ○  ○  ○ ○  

フランソワ・ジャコ

ウ
 ○  ○  ○ ○  

グザビエ・ヒラード  ○    ○   

アネッテ・ウインク

ラー
○ ○    ○  ○

キム・アン・ミンク ○ ○    ○ ○ ○

アイマン・エザット  ○ ○ ○ ○ ○   
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ベルトラン・デュマ

ジー
 ○ ○ ○ ○ ○  ○

クリスティーナ・ロ

ウ
○ ○      ○

マイケル・H・タマ

ン
○ ○ ○   ○ ○  

モニカ・ド・ビルギ

リス
○ ○    ○ ○  

アレクシス・ペラキ

ス＝ヴァラト
 ○  ○  ○  ○

キャサリン・ギラー

ド
 ○ ○ ○  ○   

フィリップ・ドゥブ

ルリー
     ○ ○  

ファティマ・ティグ

ラリン
        

 36% 86% 29% 43% 14% 86% 43% 36%

(a)大企業グループの執行役員は、その立場上、全員が財務スキルを有していることから、CFOを経験したことがある取締役のみを対象にし

た。

 

分野別スキル

 化学・医

薬品

ヘルスケ

ア

エレクト

ロニクス

サービス 建設・建

築及び土

木工学

輸送・自

動車

消費者市

場

エネル

ギー

ブノワ・ポチエ ○ ○ ○     ○

フランソワ・ジャ

コウ
○ ○ ○     ○

グザビエ・ヒラー

ド
   ○ ○ ○  ○

アネッテ・ウイン

クラー
    ○ ○ ○  

キム・アン・ミン

ク
○       ○

アイマン・エザッ

ト
○   ○     

ベルトラン・デュ

マジー
○  ○ ○    ○

クリスティーナ・

ロウ
○ ○     ○  

マイケル・H・タマ

ン
    ○   ○

モニカ・ド・ビル

ギリス
  ○   ○  ○

アレクシス・ペラ

キス＝ヴァラト
○      ○  

キャサリン・ギ

ラード
   ○  ○  ○

フィリップ・ドゥ

ブルリー
○     ○   

ファティマ・ティ

グラリン
 ○  ○     

 57% 29% 29% 36% 21% 36% 21% 57%
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サステナビリティに関するトピックについて、取締役会各メンバーのスキルや専門性の有無、今後の向上の

有無を、取締役会としてどのように判断するかに関する説明

1. 年次ニーズ評価：取締役会は、指名統治委員会の作業と勧告に基づき、毎年、取締役会の構成を見直し、

サステナビリティを含むスキルのニーズを特定する。

2. 採用及び研修：新メンバーは、サステナビリティを含む、取締役会が定めたダイバーシティの方針の基準

を適用して採用される。新メンバーは、任命された直後から、任期期間を通して研修を受ける。

－担当の執行委員会委員が実施する、当グループの特殊性（活動／ESG）に関する社内研修

－外部の専門家が実施する、影響力の大きいテーマ（CSRD、サステナビリティ）に関する外部研修

このため、2023年と2024年には、全メンバーが、外部コンサルタントによる、CSRをテーマとした、特に

その分野における新たな規制によりもたらされる変化に関する詳細な説明を内容とする研修コースを受講

した。2025年には、事業所視察を伴う気候に関する研修が予定されている。

3. スキルのモニタリング：取締役会は、毎年、各メンバーの現在及び過去の役職に基づいて設定された個々

のスキルのマトリックスを見直す。これにより、これらのスキルが取締役会のダイバーシティに関する方

針と当社の利益に沿ったものであることが保証される。スキル・マトリックスで目標とされているスキル

に関して、2024年には取締役会メンバーの86％（14名中12名）がサステナビリティのスキルを有してい

る。（サステナビリティ問題を専門に扱う）環境・社会委員会の３名の委員は、このような専門知識を有

する委員である。

4. 取締役のスキル及び専門知識と、当グループ（及び対応するIRO）の重要なサステナビリティに関する課

題との整合：取締役会は、取締役のスキルが、当グループの重要なサステナビリティの課題に対応してい

ることを保証する。

マトリックスで特定されたメンバーのスキルは、特に、以下のサステナビリティの課題クに対応してい

る。

－気候変動とエネルギー（E1）：メンバーの大多数は、特にエネルギー転換の分野における自社のサステ

ナブルな変革計画や脱炭素化計画を主導又は実施した経営幹部又は経営幹部経験者であるか、あるい

は、気候変動との闘いに個人的にコミットしているか、あるいは、この分野の役職に就いているため、

必要なスキルを有している。エネルギーとエネルギー転換の分野を専門とするメンバーのスキルも、課

題E1に対応する。

－社会的課題（S1／S2／S4）：メンバーの大半は、経営幹部又は経営幹部経験者としての職務により、特

に人事に関する専門知識により、社会的課題（当グループ及びバリューチェーンの従業員）に関するス

キル、とりわけ、従業員の権利及び労働条件、多様性、平等、インクルージョン、社会対話、従業員の

健康と安全に関するスキルを有している。さらに、健康分野のスキルを持つメンバーもおり、この点で

は患者の利益保護に関する専門知識も持ち合わせている。

－企業行動（G1）：ほとんどのメンバーが大規模な国際的企業グループにおいて現在又は過去に職務を

担っていたことから、業務遂行（倫理に関する規制の遵守、汚職・利益供与の防止）に関する取締役会

の専門知識のレベルは高い。さらに、この専門知識を維持し発展させるため、全ての取締役会メンバー

に対して、汚職及び賄賂の支払を根絶するための研修を実施した。

 

a.ダイバーシティの方針－ 新しい取締役の選任

指名統治委員会による検討作業をもとに、取締役会は一定の用語をアップデートするためにわずかに文言

を再定義し、取締役会規則もそれに沿って修正された。
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取締役会規則は以下のとおり定義する。

「取締役は、その技能、誠実さ、独立心、すべての株主の利益を考慮する決意をもって選

ばれる。」

「取締役会に関するダイバーシティの方針：取締役会の構成は、取締役会の提案により株

主総会が選任する取締役について、ダイバーシティと専門知識の補完性、特に国際経験、

国籍、年齢、性別、文化及び経験（相当数の経営者又は元経営者としての経験を含む）を

反映するものとする。取締役会は、エネルギー、サステナビリティ、デジタル、サービ

ス、産業、研究開発・技術、ヘルスケア、金融、マーケティングといった分野のスキルを

有する者を求める。」

 

取締役に適用されるダイバーシティの方針は、厳格には記載していないものの、当社の取締役会規則に規

定されているガイドラインを伴っており、そのガイドラインは、取締役の構成、特に、株主総会によって選

任される取締役の人数（原則は10人から12人）、任期（任期は４年とし、任期満了は交互制とし、12年以上

在任する取締役の人数は全体の３分の１までとする。）、年齢、独立取締役と認められる人数の割合を示し

ている。これにより、適切なコーポレート・ガバナンス・プラクティスの一環で推奨される原則に準拠しよ

うとするものである。

取締役会は、株主総会に取締役の新任又は任期の更新について提案するに際しては、指名統治委員会の検

討に依拠する。新任の独立取締役は、以下の手順で選任される（取締役会規則に規定されている）。

 

プロフィール 応募 選考 決定

指名統治委員会が求める

プロフィールを以下のよ

うに定義する

■　取締役会のダイバー

シティの方針に基づ

き、求められるスキル

や経験

■　求められる専門的・

個人的資質

■　男女均等

■　委員会によるプロ

フィール調査（場合に

よっては、人材紹介会

社の協力を得る）

■　委員会による特定の

プロフィールの詳細な

検討

■　候補者リストの作成

■　候補者に関する委員

会内での議論（特定の

ニーズへの適合性、

AFEP/MEDEFコードの規

則（役職兼務、独立性

等）の確認）

■　委員長、取締役会会

長及び各メンバーとの

個別面談

■　結論と取締役会への

勧告

■　株主総会に提出する

新任取締役の選任に関

する議案の取締役会に

おける承認

 

2025年の取締役会の変更

取締役会は、現在の取締役会の構成と、そのプロフィール、経験、専門知識の多様性を考慮し、指名統治

委員会の勧告に基づき、取締役会において示されているスキルと同じスキルを維持すること、及び2025年5月

6日の株主総会に新たな取締役の選任を提案しないことを決定し、本総会終了時に任期満了となる３名の独立

取締役、グザビエ・ヒラード氏、アイマン・エザット氏、ベルトラン・デュマジー氏の再任を求めることを

決定した。

取締役会の構成は、株主総会で選出された12名の取締役で構成され、取締役会規則（従業員を代表する取

締役を除き10名から12名と規定）に準拠している。

株主総会で上記の提案が承認された場合、取締役会の構成は2024年12月31日現在（上表参照）と同じ14名

（株主総会で選任された12名と従業員を代表する取締役２名を含む。）となる。

 

b.取締役の独立性

　AFEP/MEDEFのコーポレート・ガバナンス・コードに規定される独立性の定義に基づき、当社取締役会規則

は、取締役の独立性の評価基準を定める。
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その内容は、「取締役会は、自由な判断を行うのに支障を生じさせうる、当社、当グ

ループ又はその経営陣とのいかなる種類の関係をも有していない場合に、独立性があ

る。」というものである。

　この精神の下、取締役の独立性を評価するために、取締役会に対する指針となる以下の

ような基準が定められている。

■　取締役は、過去に当社で従業員や経営に関する職務にあったことはなく、現在もなっ

ていないこと。

■　当社の取締役会会長、最高経営責任者、エグゼクティブ・バイス・プレジデント又は

経営会議のメンバーが取締役又は法定監査人会のメンバーを務める会社の取締役会会

長、最高経営責任者若しくは経営会議の議長又は構成員の職についていないこと。

■　取締役が、当グループとの事業上の関係を有しないこと。事業上の関係とは、当該取

締役が経営陣である会社の事業活動の重要な部分を占めること、又は当社の事業活動の

重要な部分を占めることを意味する。

■　最高経営責任者又はエグゼクティブ・バイス・プレジデントとの間に、近しい家族関

係を有しないこと。

■　過去５年間に、当社の法定監査人ではないこと。

■　過去12年間以上、当社の取締役会（又は監督役員会）のメンバーではないこと。

 

毎年、株主総会において選任された取締役の独立性に関する評価は、取締役会及び場合によってはその候

補者により行われる。従って、2025年2月20日の取締役会は、指名統治委員会の検討に依拠して、各取締役の

独立性を評価するために取締役会の内部規則及びAFEP/MEDEFコードに含まれる各基準を見直し、各取締役の

独立性を評価することが可能となった。

当グループは、潜在的なものであっても利益相反の状況、さらには利益相反の可能性がある状況に特に注

意を払っており、取引関係が重要であるかどうかを判断するため、各取締役又はこれらの役職の候補者につ

いて、以下のような基準で調査する。

■　当グループと、当社の取締役（又は取締役の候補者）が役員又は経営に関する職務を務める各グループ

との間の、全世界における取引量の割合。取引量の割合は、当グループと当該各グループの双方について

評価する

■　経済的依存度の高さ

■　排他性

■　取締役が取引関係に参加するか

■  取引関係の長さと継続性

 

取締役会は、当グループと、株主総会で選任された当社取締役（又はこれらの職務に提案された候補者）

が役員又は経営に関する職務を兼任するグループとの間で前年度に行われた取引フロー（仕入額及び売上

高）の要約表に依拠している。なお、これらの数値は、当該グループの各総仕入・総売上高と比較し、その

重要性を判断している。

2024年度において、この図表は、当グループによる、当該グループのいずれかへの売上、又は、当該グ

ループのいずれかからの購入額が、当グループ又は当該グループのいずれかの総売上又は総購入額の１％を

超えないことを示している。

また、上記の定量的な基準に加え、取締役会が実施した定性的な観点からは、当社も当該グループも、多

様な活動を行う大規模な国際グループであることから、経済的な依存関係や排他性の関係がないことが確認

された。

加えて、当グループの組織、その規模、事業の多様性、すなわち、その大部分に極端に地域性があり、か

つ広い地域に存在していることを考慮すると、関係する取締役は、当グループ内で、関係会社、拠点群（ク

ラスター）及びグローバルビジネスユニットのレベルで行われる取引関係に関与しないと評価された。

検討の結果、エア・リキードの取締役が役員又は経営に関する職務に就いているグループには、当グルー

プと重要な取引関係を有するものはないと判断した。
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各個人の状況を検討した結果、取締役会は、いずれの取締役も、問題となる業務に至る契約交渉におい

て、直接的にも間接的にも意思決定権を行使する立場にないと結論付けた。もし意思決定権を行使すべき立

場であった場合、取締役は、取締役会に利益相反を申告しなければならない。その後、この問題は、取締役

会規則に定める倫理規程に従い対処される。

 

また、取締役会は、取締役会規則の各基準に照らして、各取締役の状況を検討した。使用されている基準

は、主にAFEP/MEDEFコーポレート・ガバナンス・コードによって導かれている。しかしながら、取締役会

は、当社の元従業員又は元役員が５年以上前に退任したとしても、独立性があるとはみなされないと引き続

き考えている。

 

　かかる検討を行った結果、取締役会は2024年度末日現在、株主総会により選任された下記の取締役につい

て独立性があることを確認した。それは、ベルトラン・デュマジー氏、アイマン・エザット氏、キャサリ

ン・ギラード氏、グザビエ・ヒラード氏、クリスティーナ・ロウ氏、キム・アン・ミンク氏、アレクシス・

ペラキス＝ヴァラト氏、マイケル・H・タマン氏、モニカ・ド・ビルギリス氏そしてアネッテ・ウインクラー

氏である（すなわち、独立取締役の83％である）。AFEP/MEDEFコードの規定に従い、従業員代表の取締役の

フィリップ・ドゥブルリー氏及びファティマ・ティグラリン氏は、この比率を計算する際に考慮されなかっ

た。

　独立取締役３名の任期更新に関する決議案が承認された場合の2025年5月6日の合同株主総会後の取締役会

の構成においては、独立取締役の割合は83％を維持することとなる。

 

c. 筆頭取締役

取締役会は、定款第13条の規定に基づき、会長と最高経営責任者の役割が兼任される限り、筆頭取締役を

任命する義務を負う。取締役会会長と最高経営責任者の機能が分離されている場合、取締役会は指名統治委

員会の独立した委員の中から筆頭取締役を任命することもできる。筆頭取締役は、指名統治委員会の任期が

終了するまで在任する。

独立取締役のグザビエ・ヒラード氏は2022年5月より筆頭取締役を務めている。同氏の取締役としての任期

は2025年5月6日の株主総会で満了するため、同氏の再任が株主総会に提案される予定であり、その任期は４

年間である。同氏の任期更新を条件として、取締役会はグザビエ・ヒラード氏を筆頭取締役に再任すること

をすでに決定している。

 

（筆頭取締役の役割、責任及び権限）

取締役会規則は、

A)　筆頭取締役の責任と権限を以下のように定義する。
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筆頭取締役の役割と責任と権限

筆頭取締役は、以下の役割、責任及び権限を有する。

1. 筆頭取締役は、自己が委員長でない場合は、指名統治委員会委員長からの委任を受け

て、委員会に委任されたガバナンス業務に関する指名統治委員会の業務、特に一般的な

経営組織の選択の検討、コーポレート・ガバナンス規則の変更・適用の検討、取締役会

の機能評価の作成、倫理問題の検討、ガバナンス組織の適切な機能、特に独立取締役が

要求する情報の伝達に注意を払い、これらすべての点について、筆頭取締役はすべての

提案を作成し、必要と考える提言を行うことができる。

具体的には、筆頭取締役は、委員会内で、取締役会における利益相反の潜在的な状況

を特定し分析するための手続の実施を調整し、このようにして特定された利益相反の潜

在的な状況について、取締役会会長（必要に応じて、取締役会会長及び最高経営責任者

のいずれか）の注意を喚起する。

筆頭取締役は、これらの事項について取締役会に報告する。

2. 筆頭取締役は、指名統治委員会の意見を受領した後、取締役会議長に対し、会社の利益

のために必要な時期及び頻度で、特定の議題について取締役会を招集するよう求めるこ

とができる。

規則第IV条に定める条件に基づき、筆頭取締役は、取締役の少なくとも３分の１の要

請により、取締役会を招集する権限の委任を受けることができる。

3. 筆頭取締役は、指名統治委員会の意見を受けた後、取締役会の協議事項に追加的な事項

を含めることを取締役会議長に提案することができる。

4. 筆頭取締役は、年１回、当グループの業務執行取締役（若しくは元業務執行取締役）又

は社内取締役及び従業員代表が出席しない取締役による会議を開催する。筆頭取締役

は、議長を務めるこの年次総会を主催し、議論を主導する。

5. 筆頭取締役は、企業統治に関して株主が行った要請を検討し、要請への回答がなされて

いることを確認する。

6. 筆頭取締役は、毎年取締役会に活動状況を報告する。

7. 筆頭取締役は、自らの責任の範囲内にあるガバナンス問題について、株主に報告がなさ

れることを確実にする。筆頭取締役の活動についての報告は、本報告書に記されてい

る。

 

B)　また、取締役会規則に定める取締役会の招集に関する規定に関わらず、筆頭取締役は、指名統治委員会

の意見を受領後、取締役会会長に対し、所定の協議事項で取締役会を招集するよう求めることができる旨

規定する。この権利は、会社の利益のために必要な時期及び頻度で行使することができる。議長は、その

ような求めに拘束される。

筆頭取締役は、取締役会以外の場でも、他の取締役が必要と判断すれば何度でも接触することができ、

取締役は、筆頭取締役との対話の程度について定期的に質問を受けている。

 

（筆頭取締役の活動報告）

年度中の筆頭取締役の活動は、以下のとおりである。

■　筆頭取締役は、指名統治委員会に委ねられたガバナンスの課題に関する業務を遂行し、特に以下の業務を

行った。

－　AFEP/MEDEFコード、フランス金融市場当局、及びHaut Comité de gouvernement d'entreprise (フラ

ンスコーポレート・ガバナンス高等委員会)の推奨に基づく、2024年報告書に記載のある当社の慣行の見

直し

－　取締役会の機能の評価と、取締役評価の概要の2025年2月の取締役会への提示

－　CSRDに関連する新たな法的義務のモニタリングを行い、委員会の業務組織についての議論、この新た

な規則を適用による監査・会計委員会と環境・社会委員会の任務の修正

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

225/380



－　取締役会会長及び又は最高経営責任者と株主との定期的な連絡についての取締役会での報告

■　2024年度最後の取締役会終了後に、取締役会会長、最高経営責任者、従業員代表の取締役を除くすべての

取締役を集めて開催された取締役会の議長を務めた。筆頭取締役は、提起された事項に関して取締役会会

長と議論を行った。

■　取締役会会長及び取締役と、特にガバナンスに関する事項について定期的に会合を実施した。

■　2024年4月30日の株主総会において、自身が委員長を務める報酬委員会の業務内容を株主に説明した。

■　筆頭取締役は、2024年4月30日の株主総会で株主から表明された予測について検討した。筆頭取締役は、

2025年5月6日の株主総会に備えるために2024年末に開催された多数の機関投資家との会合の結論に留意し

た。

 

筆頭取締役は、2025年2月に、自身の活動について取締役会に報告した。

2024年度において、取締役会（６回）、指名統治委員会（４回）、報酬委員会（３回）の全ての会議、及

びIR作業グループの会議に出席した。

 

④【取締役の職業倫理・取締役の権利義務】

取締役会規則は、取締役に課される主要な義務を規定する。

取締役は、全株主を代表するものであり、いかなる状況においても当社の企業利益を考えて行動しなけれ

ばならない。

取締役は、法令、定款又は社内規程の定める義務、特に当社株式に関する不正取引防止や取引報告義務に

関する社内規程を遵守する義務を負う。取締役は、これらの義務について会社から定期的に情報提供を受け

ている。また、当社にはインサイダー情報を管理するための社内手続もある。例年同様、インサイダー取引

防止に関する社内メモが2025年の年初に取締役に送付され、欧州及び国内の法令の規定に従って取締役が服

する、法規制上の義務の概要がより詳細に説明されている。取締役は、守秘義務を負う。監査委員会の委員

は、特に、法令に定められた条件のもと、監査人の職務に関する情報について、秘密保持義務を負う。取締

役は、当社取締役会、委員を務める各委員会のすべてに出席するよう努力し、株主総会に出席しなければな

らない。

AFEP/MEDEFコードが要請する、個々の取締役の出席水準は以下のとおりである。

取締役会 監査・会計委

員会

指名統治委員

会

報酬委員会 環境・社会委

員会

ブノワ・ポチエ

取締役会会長

100%

フランソワ・ジャコウ

最高経営責任者

100%     

グザビエ・ヒラード

筆頭取締役

100%  100% 100%  

      

ベルトラン・デュマジー 100% 100% 100%   

アイマン・エザット 67% 100%    

キャサリン・ギラード 100% 100%    

      

クリスティーナ・ロウ 100%     

キム・アン・ミンク 100% 100%

アレクシス・ペラキス＝ヴァラト 100%     

マイケル・H・タマン 100%     

モニカ・ド・ビルギリス 100%    100%

アネッテ・ウインクラー 100% 100% 100%
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フィリップ・ドゥブルリー

従業員代表取締役

100% 100%

ファティマ・ティグラリン

従業員代表取締役

100% 100%

合計 98% 100% 100% 100% 88%

 

監査・会計委員会と環境・社会委員会の委員は、この２つの委員会の合同会議にも出席しており、2024年

は3回開催された。これらの会議の2024年の出席率は94%であった。

取締役は、常に最新の情報に接し、その義務を履行するために求められる時間と労力を割かなければなら

ない。

取締役は、当社の定款に基づき、当社の登録株式を少なくとも500株保有しなければならない。取締役は、

保有する株式数を当社に通知しなければならない。この定めは、従業員代表の取締役には適用されない。

　取締役会規則に基づき、取締役会のメンバーは、潜在的な利益相反も含めて、会社との利益相反について

すべて取締役会に報告しなければならず、当該利益相反に対応する決定に関する議論及び議決への参加を控

えなければならない。 

　上記の義務に追加して、各取締役は、自身が関与する潜在的な利益相反がないことを証明する旨を、当社

に対して毎年正式に宣言している。

　

宣言

当社は、各役員が会社に対して行った宣言に基づき、当社役員が他の役員と何らの同族関係もなく、少な

くとも過去５年間に詐欺罪で有罪判決を受けていないことを確認している。

また、少なくとも過去５年間、役員は、規制当局（専門職団体を含む。）から、公式告訴又は公的制裁を

受けておらず、発行会社の監督役員会、取締役会その他の経営機関の職務遂行又は発行会社の経営及び業務

執行に参加することを裁判所から禁止されていない。役員は、当社に関して、利益相反関係又は利益相反関

係の可能性を有していない。また、当社の役員の選出につき、主要株主、顧客、サプライヤーその他の者と

の間で協定及び合意は締結されていない。役員は、インサイダー取引防止に関する規則、株主総会で選出さ

れた執行役員が任期中に少なくとも500株の登録株式を保有するという法定義務及び当社役員に適用される株

式保有義務を除き、何らの制限についても合意していない。

役員は、少なくとも過去５年間、破産管財及び清算手続を受けていない。

最後に、筆頭取締役の運営する指名統治委員会が、取締役会において潜在的な利益相反予防する任務を

負っている。

AFEP/MEDEFコードに従い、取締役会規則では、非業務執行取締役については、フランス又は外国の上場企

業内で取締役として在任できるのを最大４期までと定めている。業務執行取締役については、この上限が２

期まで引き下げられる。

さらに、非業務執行取締役については、他の会社での在任期間（当該会社の取締役会委員会への参加を含

む）に関する情報を提供する義務が規定されている。

上場会社における新たな役職の受任前に取締役会（取締役会は指名統治委員会の勧告に基づき決定を行

う。）の意見を求める義務は、業務執行役員にも定められている。この観点から、取締役会は、ブノワ・ポ

チエ氏をUnileverの取締役に2025年1月1日から任命することを承認した。

取締役の権利義務に関するすべての規程は、年に一度改訂される取締役用のマニュアルに記載されてい

る。

 

 

⑤【取締役会の役割及び職務】

■　取締役会は、企業活動の社会的、環境的な利害関係を考慮し、企業利益に応じて、企業活動の方向性を

決定し、その実行を確保する。そのため、取締役会は、当社の経営陣からの提案に基づき、企業の社会的

責任に関する複数年にわたる戦略の方向性を含む、当グループ戦略の主要なポイント（原則として３年か
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ら５年の間の目標）を検討し承認する。また、グループの年次目標を見直す。取締役会は経営陣によるこ

れらの方針の実行を保証する。

■　取締役会は、取締役会が定義した戦略に沿って、機会及び財務、法律、業務、社会、環境に関するリス

クを定期的に検討し、それに応じて講じた措置を検討する。取締役会は、汚職及び斡旋収賄の防止・検知

のためのシステムが整備されていることを確認する。取締役会は、株主総会に帰属する権限に従い、企業

目的の範囲内で、会社の円滑な運営に関するあらゆる問題に対処し、その決定に従って会社業務を管理す

る。取締役会は、適切と判断する統制及び検証を行うことができる。

■　業務執行役員の選任、報酬の決定、現行規程則った就業・職務遂行に係る諸条件の設定、筆頭取締役の

任命、株主総会の招集（この範囲内での議題及び議案の決定）財務諸表、年次マネージング・レポート

（特に注意義務計画及びその実施に関する報告書、及びサステナビリティ情報に関する独立したセクショ

ンを含む。）及びコーポレート・ガバナンスに関する報告書の作成、当グループのガバナンス機関のジェ

ンダーポリシーの定義、適切な機能規則の制定（委員会の設置、取締役の年次報酬の内訳等）。さらに、

取締役会は普通社債の発行を決定又は承認することもできる。

■　また、取締役会は、株主総会で承認・付与された権限、特に、従業員に対するストックオプションの付

与又は業績連動株式の付与、（市場性のある）有価証券の発行、自己株式買取、従業員貯蓄プログラムを

執行する。

■　取締役会は、経営幹部が、特にグループのリーダーシップにおける男女のバランスを考慮した、無差

別・ダイバーシティ方針を確実に実行するようにする。取締役会は、経営陣の提案に基づき、執行委員会

のダイバーシティ目標を設定する。経営陣は、目標の実施方法、実行計画及び完了予定を取締役会に提出

する。経営陣はその結果を毎年取締役会に報告する。

これに関連して、取締役会は、2024年2月の取締役会において、指名統治委員会の勧告について、執行委

員会に関する2026年の目標枠組みの中で2024年に変更された点も検討した。

 

⑥【取締役会の機能】 

a.　取締役に対する通知

取締役会規則には、取締役に対する通知方法が規定されている。特に、取締役会を開催する前には、取締

役に対し、会議の議題に関するポイントを記載した文書ファイル一式が配布されるものとする。このファイ

ルは専用のプラットフォームで電子形式にて提供される。最高経営責任者は（必要な場合は経営陣のメン

バーの協力を得て）、会社の経営に関する四半期ごとの報告、年次財務報告書及び中間財務報告書の草案、

その他取締役会の許可ないし意見を求める事項を取締役会に提出する。重大な問題については（主要プロ

ジェクト、Ｍ＆Ａ等）、非常に詳細な要約が作成される。取締役は、必要と認める追加情報を要求すること

ができる。取締役は、取締役会議長に対し、これを請求する。

非業務執行取締役と執行委員会のメンバーとのやりとりは定期的に行われており、取締役会や、特に戦略

会議又は委員会における具体的なプレゼンテーションの際だけでなく、これらの会議以外でも行われてい

る。また、非業務執行取締役と執行委員会のメンバーは、執行委員会が担当する活動が行われる研修の際に

も対面している。

取締役は、いつでも執行委員会のメンバーとの接触を要求できる。

 

b.　取締役会の開催

企業の資金調達及びフランスの魅力の向上を目的とした2024年6月13日付法律第2024-537号により導入され

た新たな措置に鑑み、株主総会に提案された第22号決議が採択された場合、取締役会が遠隔通信の方法によ

り決議を行えることが定款で定められることになる。取締役会規則では、取締役会の開催頻度及び招集ルー

ルが規定されている。

取締役会では、議題の概要を発表し、意見交換や議論に時間をかけている。発表に対して質疑がなされ、

その後、議論が行われる。重要事項については、ラウンドテーブルでの会議が計画的に開催され、議案の採

決に至っている。詳細な議事録は、次回の取締役会の承認に先立ち、取締役に送付され、審査・コメントを

受ける。
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また、法定監査人は、サステナビリティ情報の認証責任者でもあり、財務諸表の検討に際して意見を聴取

される。

 

c.　取締役会の専門委員会の設置

取締役会規則は、設置される４つの委員会の目的及び運営手続を規定している。

 

d.　研修方法

取締役会規則では、取締役に対して、特に事業所訪問、上級執行役との会議を通じた当社の事業内容及び

特徴に関する研修や企業として当社が果たすべき社会的責任（特に気候問題）に関する研修を提供する旨が

規定されている。特に、監査・会計委員会のメンバーに対しては、当グループ特有の会計、財務、非財務及

び運営研修や、当グループのリスクに関する研修が提供されている。

取締役は、毎年、研修要件について質問され、研修依頼書は、各取締役に年に１回体系的に提案される。

主要ビジネスライン及び管理部門の長との会合、並びに事業所訪問によって構成される。取締役は執行委員

会メンバーとの面談を求めたり、各ビジネスライン、活動、地域的特性に特化した研修を求めたりすること

ができる。また、新任取締役には、新任取締役のスキルや個々の経験に応じた研修プログラムを作成するた

めのフォームを体系的に提案している。さらに、毎年、全メンバーに研修申込書を送付し、有用な研修を希

望できるようにしている。

2024年度は、執行委員会の一部のメンバーが取締役に提供した研修は、特に以下のテーマに関するもので

あった。

■　研究開発

■　人事

■　環境／社会／ガバナンス

■　ヘルスケア事業（イタリアへの事業所訪問の一環として）

■　エネルギー管理

 

アメリカ人取締役は、担当執行委員会メンバーから南北アメリカ地域における当グループの事業の説明を

受け、またエアガスの事業所を視察した。

当グループ経営陣との話し合いの時間も設けられた。

当グループの外部専門家が実施した「企業のサステナビリティ規制と取締役会の実務」に

関する研修セッションには、取締役会の全メンバーが参加し、特にCSRDに起因する新たな義務について説明

された。

2024年には、取締役会の全メンバーが、汚職と賄賂の撲滅に関するデジタル・トレーニング・モジュール

（当グループ従業員が毎年その部門の潜在的なリスクに応じて受けるものと同じ）を受講した。

さらに、従業員代表の２名の取締役が実施した特定の研修の内訳は「⑦取締役会における従業員代表の参

加」に記載している。

 

⑦【取締役会における従業員代表の参加】

a.審議投票権の付与

　従業員代表の２名の取締役が取締役会に出席している：環境・社会委員会のメンバーでもあるフィリッ

プ・ドゥブルリー氏
(1)
と、報酬委員会のメンバーでもあるファティマ・ティグラリン

(2)
である。

(1) 2021年12月16日、フランス・グループ委員会により再任され、任期は、2025年度決算に関する2026年開催の株主総会終了

時まで４年間。

(2) 2023年11月9日に欧州従業員評議会により再任され、任期は2027年度決算に関する2028年開催の株主総会の終了時まで４年

間。

 

フィリップ・ドゥブルリー氏とファティマ・ティグラリン氏は審議・議決権を持って取締役会に参加して

いる。彼らは、取締役の権利及び義務を規定する取締役会規則のすべての規定に従う。
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様々なステークホルダーとの合意の範囲内、かつ当グループ各社の取締役会で職務を遂行する全ての従業

員に適用される当グループ内の有効な規定に基づき、従業員代表の取締役は一切報酬を受け取らないことが

合意された。

 

従業員を代表する取締役の研修

従業員を代表する取締役は、施行されている法令に従い、取締役としての任期遂行に適合するあらゆる研

修の機会を得ることができる。この時間は実働時間とみなされ、報酬が支払われる。取締役会は、法令及び

2021年12月10日に様々な利害関係者間で締結された合意に基づき、従業員を代表する取締役に割り当てられ

る時間を、(i) 取締役会（１回につき15時間）及び取締役が委員を務める委員会（１回につき５時間）の準

備、及び(ii) 研修（任期を通じた累計で年間40時間）と定めている。

特定のグループ活動及び部門横断的スキルに関して、特に執行委員会のメンバーとともに組織された内部

研修に加え、従業員を代表する取締役は以下の外部研修の機会を得た。

■　フィリップ・ドゥブルリー氏は、最初の任期として、2016年にIFAと提携してパリ政治学院が提供する研

修コースに参加し、会社取締役の修了証書を取得した。2024年には、パリ政治学院がIDDRI（Institute

for Sustainable Development and International Relations）と提携して2023年後半に開始した、エコロ

ジカル・トランジションと組織の変革に関する研修を修了した。この研修は、2020年にフィリップ・ドゥ

ブルリー氏が受講したサステナブルな企業モデルに関する研修（Centrale Supelec Exed主催）を補完する

ものである。

■　ファティマ・ティグラリン氏は2021年、IFAと提携してパリ政治学院が提供する研修を修了し、会社取締

役の修了証書を取得した。2024年、ファティマ・ティグラリン氏はEcoLearnが提供する「サステナブル・

マネジメント：サステナブルなビジネスモデルへの鍵」マスタークラス研修を開始した。また、社内の

「キャッシュ・アドバンス」財務研修コースにも登録した。

2024年には、ファティマ・ティグラリン氏とフィリップ・ドゥブルリー氏も、取締役会メンバー全員が

受講する外部の専門家が実施したサステナビリティに関する研修と、汚職と賄賂の撲滅をテーマとするデ

ジタル研修を修了した。

 

b.審議議決権の付与

2020年10月に従業員代表の２人目の取締役としてファティマ・ティグラリン氏が選任されて以来、様々な

利害関係者と締結した契約に基づき、社会経済委員会の唯一のメンバーであるピエール・ガック氏が諮問投

票権を持って引き続き取締役会に出席している。

代表者は、これらの会議のために取締役に提供されたものと同一の文書を受領する。会議の間に議論され

た質問について、代表者は意見を表明することができる。

執行委員会のメンバーと取締役会の事務局が出席する準備会議が、各取締役会の前に予定されている。こ

の準備会議は、従業員代表の取締役及び社会経済委員会の代表者の出席する取締役会会議の全てのファイル

を閲覧し、議題に関する事項についてコメントする機会である。参加者は質問し、最初のコメントを述べる

機会が提供される。

 

⑧【取締役会の評価】

取締役会規則は、次のように定めている。

「取締役会は、取締役会の構成、組織及び機能について、委員会について行われるのと

同様、定期的に評価が行われることを確保する。本件については、毎年１回、取締役会が

更新を行い、少なくとも３年ごとに正式な評価を行う。取締役会の評価の一部として、特

に取締役は、会社の経営組織の選択のために取締役会が再検討される必要があると思われ

るかどうかを述べるよう求められる。」

 

評価プロセス
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取締役会及び専門委員会の組織と機能の評価は、筆頭取締役を兼務する指名統治委員会委員長の責任の

下、毎年実施される。この評価は、取締役に送付されるアンケートに基づいて実施され、その内容は指名統

治委員会によって承認される。

AFEP/MEDEFコード、取締役会規則及びAMFの勧告に従い、評価は以下のように実施される。

■　n年目には、指名統治委員会が選任した外部コンサルタントによる正式な評価が実施される。指名統治委

員会は、プロセスを管理し、包括的な評価アンケートを取締役会のメンバーに送付し、その後、各メン

バーとの個別面談を行う。コンサルタントが要約文書を作成し、指名統治委員会及び取締役会に送付し、

行動勧告を採択する。この方法による最終評価は2022年後半に実施された。

■　ｎ＋１年目及びｎ＋２年目には、年次内部フォローアップ評価を実施し、その結果に基づき、簡易アン

ケートを取締役に送付し、取締役は回答書を返送する。特に、前回の包括的な評価以降に採択された勧告

に照らして、実施された措置を評価することを目的とする。これらの評価はフィードバックの対象とな

り、見直しが行われ、必要に応じて実施中の措置が調整される。

年次評価に使用される手続は、議論の守秘性を保証するものである。アンケートは全取締役に送付され

る。毎年、アンケートには、現在の経営全般の実施方法の評価に関する質問が含まれる。この枠組みの中

で、最高経営責任者、取締役会会長、筆頭取締役の役割と行動についても評価が行われる。取締役はまた、

取締役会の構成、現在のスキル及び／又は今後求められるスキル、取締役会と委員会の相互作用、新メン

バーの登用、取締役の研修などについても質問され、取締役会及び委員会の機能に関するその他のコメント

も求められる。

取締役会の機能評価は、指名統治委員会と取締役会の特定の議題として取り上げられ、委員はこの問題に

ついて討議することができる。

取締役会が合議制の性質であることを考慮して、評価アンケートでは取締役会の運用に対する取締役らの

全体的・集団的な貢献に焦点を当てている。しかし、毎年取締役に送付されるアンケートは、各取締役に対

して、取締役会による検証において、取締役の実際の個々の貢献を評価することを促している。この点につ

いては、正式な評価の際に実施される個別面談でも具体的な質問項目が取り上げられる。さらに、各取締役

の貢献は、指名統治委員会によって評価され、その後取締役及び委員会メンバーの任期の更新の際に取締役

会によって評価される。

有益なフィードバックがあれば、メンバーに伝達される。

 

2024年の評価

　取締役会の機能に関する議題及びこの議題に関する討論において、取締役会は、指名統治委員会委員長か

ら提示された、内部フォローアップ評価（ｎ＋２年目）の一環として、2024年末に各メンバーに送付された

簡易アンケートへの回答の概要を確認した。

この実施により、特に、(ⅰ)（当社及びその経営陣から）独立した外部委託事業者が、指名統治委員会委

員長（兼筆頭取締役）の責任の下で実施した包括的な正式評価の一環として、2022年に表明された点に関し

て実施された措置や、(ii) 内部フォローアップ評価（ｎ＋１年目）の一環として2023年に表明された要請に

対する満足度を測定することが可能となった。取締役会に提出された2024年の評価後に実施された全体的な

まとめでは、以下の点が強調された。

■　(ⅰ)取締役会の現在の構成（スキル／専門性のバランス、取締役のコミットメント、貢献の豊富さ）、

(ii)経営全般への承継と移行期間中の分離統治形態のバランス、(iii)執行委員会及び最高経営者層との相

互作用、(iv) 研修のそれぞれに対する高い満足度があること。

■　(ⅰ) 取締役会におけるオープンな議論の余地を増やすこと、(ii) 外部専門家の継続的な活用と、重要な

トピックに関する取締役の研修を行うこと、(iii) 取締役会の業務において重要であると認識された事項

の定期的な見直しを進めることについての提言。

2023年に取締役から寄せられた要望に応え、取締役会及び執行委員会のメンバーに加えて経営幹部層との

交流が、取締役会プレゼンテーションの際と、より非公式な取締役会前後での歓談の際の両面で強化され

た。さらに、11月に開催される取締役会では、主に戦略に関する議論が行われ、2025年には海外で開催され

る予定である。取締役会における地理的な多様性を長期にわたって維持するという要請については、2023年
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になされた取締役の任命により、取締役会は現在、株主総会で任命された12名で構成され、うち５名が外国

籍（42％）である。

 

⑨【業務執行取締役が出席しない取締役会】

AFEP/MEDEFコードの規定に基づき、業務執行取締役の出席なく年に１回以上の会議を開催することを推奨

する取締役会規則は、以下のことを規定している。

「筆頭取締役は、毎年１回、当グループの業務執行取締役（又は元業務執行取締役）又

は社内取締役及び従業員代表の出席なしに、これらの者以外の取締役による会議を招集す

る。筆頭取締役は、この年次会議の議長を務め、討議を組織し、主導する。」

 

エグゼクティブセッションは、実務上の目的及び取締役の都合を考慮して、取締役会の終了時に開催され

る。2024年は、例年どおり、その年の最後の取締役会の後にエグゼクティブセッションが開催された。当該

会議では、特に年度を通じて行われた業務について振り返り、取締役会の機能について話し合った。

 

⑩【2024年における取締役会の活動実績】

　取締役会は、2024年に６回開催され、電話会議による出席を含めて98％の出席率であった。

　取締役会の業務は、取締役会に割り当てられた全ての任務を網羅するよう組織化されており、取締役会の

運営に関する年次レビューの一環として取締役会メンバーから表明された意見を考慮している。取締役会

は、４つの委員会の全業務及び監査・会計委員会と環境・社会委員会間の合同会議について報告を受ける。

取締役会は、各委員会の勧告を参考にして決定を下す。

取締役会は、その討議、審議、及び決定において、当グループの重要なサステナビリティに関する課題

（及び対応する影響、リスク、 機会(IROs)）を考慮することを保証する。

当期中に取締役会及びそれらの委員会が特に重点的に取り組んだ重要なサステナビリティに関する課題の

一覧は以下のとおりである（取締役会の業務及び取締役会に報告された委員会の業務に関する以下の説明を

参照）
(1)
。

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26 (c)

 

■　E1（気候変動緩和、エネルギー）

■　E3（水管理）

■　S1及びS2（全ての重要なトピックについて、専門的なテーマ別のプレゼンテーション、又は注意義務計

画及び労使関係の見直しと承認を通して検討）

■　S4（患者データの保護）

■　G1（企業文化、汚職防止、内部通報者の保護）

　2024年には、経営陣及び特定の上級執行役員によるプレゼンテーションを通じて、取締役会は特に次のト

ピックに焦点を当てた。

 

a. 活動、業績、戦略

■　当グループの事業、活動及び業績の進捗状況、並びに四半期活動報告の定期的な審査

■　年次、半期の連結財務諸表及び会社の財務諸表の承認、並びに暫定的な経営資料の審査。各関連委員会

の審査及び勧告に基づき、サステナビリティに関する必要な情報を含む独立した項目、コーポレート・ガ

バナンスに関する報告書及び株主へのその他の報告書を含む経営報告書の条項の承認

■　法定監査人及びサステナビリティ監査人による業績の発表

■　年次総会の招集と準備

■　当グループの財務状況、特に資金調達及び債務管理戦略の定期的な見直し、並びに社債計画のモニタリ

ング
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■　財務指標及び非財務指標並びにその変化の定期的かつ詳細な検証を含む、当グループの財務及び非財務

パフォーマンスの分析、効率性及びマージンの分析、さらに競争環境の定期的な見直し

■　当社の自己株式取得及び自己株式消却の方針、並びに自己株式取得プログラムに関連する業務のモニタ

リング

■　2024年6月に株主への株式無償割当て（準備金の組入れによる増資）の決定

■　当社における進行中の規制対象取引の年次レビュー、及び独立企業間条件で締結された通常の事業過程

における取引に関する評価手続の実施について前会計年度中に実施されたモニタリングに関する監査・会

計委員会の報告書のレビュー

■　リスクマッピング及びその変化のレビュー、監査・会計委員会、環境・社会委員会の業務に基づくリス

クの詳細なレビュー、並びに年度末の取締役会における特定のリスクに関する取締役会による見直しを含

む、リスク管理・予防システムのモニタリング
(1)
。このリスクの見直しには、当グループにとって重要な

サステナビリティに関する課題に関連するリスクも含まれる
(2)
。

■　監査・会計委員会の業務に基づく、汚職、賄賂の支払及び影響行使の防止並びに発見のために実施され

るシステムにおけるコンプライアンスの追跡とレビュー（特に研修プログラム及びその展開を含む）の確

保
(3)

■　社会環境問題及びそれに対応するファイナンス能力も考慮した投資及び機会のポートフォリオに関する

定期的な見直し、そして、当グループの中期的な発展に必要な投資、及び特に当グループが公表する環境

目標に沿ったエネルギー転換関連の投資に関する意思決定

■　それぞれの会議において、環境や社会的な課題を考慮に入れ、買収、売却、及び大型プロジェクトと

いった主要な取引のフォローアップを検討し、当該取引に関連する重要なサステナビリティに関するト

ピックの見直し
(4)
。

■　当グループの戦略及び主な方向性

－　2024年の取締役会において、2025年に向けた当グループの主要な戦略的方向性を定義する複数年の戦

略プラン「ADVANCE」の実施結果を、財務パフォーマンスと非財務パフォーマンスを組み合わせてのレ

ビュー。このレビューは、当グループのCO2排出量削減目標と、目標（脱炭素化、エネルギー転換に関す

る投資）達成のために実施された措置の影響についての進捗状況の報告を含む
(5)
。

－　当グループ組織の簡素化案、その目的、方法、及び課題の検討（その結果生じる従業員の働き方と環

境の変革に関連するサステナビリティに関するトピックの検討と見直しを含む
(6)
）

－　人工知能(AI)の開発に関する問題並びに、経済的、組織的、及び人的レベルでのAIの企業への導入の

課題を取り上げ、この分野の外部専門家を招いて開催される研修とワークショップのセッション

－　当グループのエネルギー転換の動きに関する最新情報を、執行委員会の担当メンバーが取締役会へ説

明

－　外部専門家による、世界の地政学的状況に関連する問題のプレゼンテーション、並びにその結果生じ

るリスク及び機会の分析

－　執行委員会の担当メンバーによるプレゼンテーションに基づく、当グループのESG目標及び主要テー

マ、特に重要なサステナビリティに関するトピック／IROに関連するもの、及び得られた結果についての

レビュー
(7)
。

－　取締役会により既に承認され、当グループにより公表された要素に基づいて作成された、気候変動移

行計画の見直し
（8）

■　任務の一環としてIROをモニタリングする環境・社会委員会の報告、及び監査委員会と環境・社会委員会

間の合同会議（関係委員会の業務を参照）（2024年は、委員会、合同会議、及び取締役会の会合を６回以

上開催）の報告の観点からの、重要なサステナビリティに関する課題／IRO（影響・リスク・機会）の見直

し
(9)(10)

。注意義務計画に関する環境・社会委員会の業務報告の一環として、デューデリジェンスの実施

状況の見直し
(11)
。
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■　2024年における注意義務計画及びその変更の承認、当グループの重要なサステナビリティに関するト

ピックに関連する全ての課題（人権と基本的自由、健康と安全、環境）に対する主要指標のモニタリン

グ、並びに倫理・コンプライアンス委員会の業務及び環境・社会委員会の勧告に基づく進捗状況のレ

ビュー
(12)

 

(1) 当社が実施する内部統制及びリスク管理手続のうち、会計及び財務情報の処理に関する主な特徴（フランス商法典第L.

22-10-35条第2項）は、「第３ 事業の状況　３（３）　管理体制」に示されている。

(2) 欧州サステナビリティ報告基準 ２ GOV-2 §26(b)

(3) 欧州サステナビリティ報告基準 G1-3 §18(c)

(4) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26(b)（2024年に審査した取引について、取締役会は、特に気候変動に関する

問題、すなわち、産業プロジェクトの影響、既存施設の脱炭素化、及び大規模な再生可能エネルギー供給の契約、グループ

の気候変動に関するコミットメントの実施、エネルギー転換に不可欠な要素を生産する顧客向けの設備投資の見直しについ

て検討した。）

(5) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26 (a)及び(b)

(6) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26 (b)

(7) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (d)及びGOV-2 §26 (a)

(8) 欧州サステナビリティ報告基準E1-1 §16 (i)

(9) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (a)

(10) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (d)

(11) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26 (a)

(12) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (d)

 

b. ガバナンス／報酬

 

取締役会及び委員会の構成

取締役会は、指名統治委員会の勧告に基づき、以下のとおり決定した。

■ 　2024年の取締役会及び専門委員会の構成に関する決定を行う。詳細については、本書「第５ 提出会社の

状況　３（１）③ 　取締役会の構成」を参照。

■　2025年5月6日の定時株主総会に向けた準備作業の一環として、本総会終了時に任期が満了するグザビ

エ・ヒラード氏、アイマン・エザット氏及びベルトラン・デュマジー氏の再任を2025年に提案する。

 

評価

取締役会及びその委員会の機能の評価に関連する取締役会の業務の詳細は、本書「第５ 提出会社の状況　

３（１）⑧　取締役会の評価」に記載されている。

 

独立性

取締役会メンバーの独立性の評価に関する取締役会の作業は、本書「第５ 提出会社の状況　３（１）③

 b.　取締役の独立性」に詳述されている。

 

報酬

取締役会は、報酬委員会の勧告に従い、以下のとおり実施した。

■　2024年度の執行役員の業績を評価し、当該年度の執行役員の報酬額を決定した。

■　2024年12月31日に３年間のレビュー期間が終了した2022年LTIプランにおける業績条件の充足性を検討し

た。

■　2024年4月30日の定時株主総会で承認された１事業年度あたり150万ユーロの予算の枠内で、2024年の取

締役報酬の配分方式を決定した。
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■　報酬委員会の業務に留意し、業務執行役員（最高経営責任者、取締役会会長及びディレクター）に適用

される報酬方針を決定した。この報酬方針は、2025年5月6日の定時株主総会の決議事項として別途提出す

る予定である。詳細は、後述の報酬に関する項目に記載されている。

■　従業員に業績連動型株式を付与することを決定した。

 

規則改訂

取締役会は、指名統治委員会の勧告に基づき、以下のとおり決定した。

■　CSRDの規定に従い、監査・会計委員会にサステナビリティに関する報告書のプロセスに関する業務を委

嘱し、環境・社会委員会にサステナビリティに関する声明に含まれるサステナビリティ情報の作成及び管

理に関する業務を委嘱し、これに伴い取締役会規則を改正することを決定した。

■　企業の資金調達及びフランスの魅力の向上を目的とした2024年6月13日付法律第2024-537号の規定に基づ

き、2025年5月6日開催の総会に、定款を新法の規定に適合させることを提案することを決定した。

 

c. 人事／利害関係者

 

人事

■　この分野を担当する執行委員会のメンバーによる報告に基づき、取締役会は当グループの人事方針（人

材育成、企業文化、環境変化への適応及び従業員の期待）を検討した。

 

利害関係者
(1)

2024年、取締役会は以下の点を検討した。

■　社内の男女平等に関する2023年報告書

■　2018年9月5日付法律で規定された男女賃金格差評価制度の見直し

■　社会的報告書の見直し及び労使関係の更新

■　年間従業員調査(My Voice)の結果の検討

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準２ SBM-2 §45 (d)

 

⑪【取締役会の委員会】

　取締役会は４つの委員会（監査・会計委員会、指名統治委員会、報酬委員会及び環境・社会委員会）を設

置する。

 

a.監査・会計委員会

2024年に開催された全員出席会議：

４回

メンバー：３名 独立性：100%

2024年12月31日時点のメンバー 2024年の個別の出席率

キャサリン・ギラード氏（委員長） 100%

アイマン・エザット氏 100%

ベルトラン・デュマジー氏 100%

 

監査・会計委員会の委員は、この分野での専門知識と職業経験により、職務を遂行するために必要な以下

の財務スキルを有している。

■　2023年5月3日以降の委員会委員長であるキャサリン・ギラード氏は、公共部門及び大手国際グループの

最高財務責任者としてのキャリアを通じて培った確かな財務の専門知識を生かす。また、サステナビリ

ティ問題、特に脱炭素化に関する知識も持ち合わせている。
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■　アイマン・エザット氏はキャップジェミニの金融サービス部門で様々な管理職を歴任し、グループ最高

財務責任者を経て、最高経営責任者に就任した。財務の専門知識に加え、デジタル、サイバーセキュリ

ティ及び企業のサステナブルな変革の分野でも幅広い専門知識を有する。

■　Edenredの会長兼CEOであるベルトラン・デュマジー氏は、デジタル及びサイバーセキュリティに関する

幅広い知識と、特に投資ファンドや国際的なグループでの最高財務責任者として培った確かな財務スキル

を有している。

 

取締役会規則に規定された構成･目的

　監査・会計委員会は、３名から５名の取締役で構成され、その取締役の最低３分の２は独立取締役でなけ

ればならない。

委員会は原則として年４回会議を開催し、年次又は中間財務諸表を審査する取締役会の前に必ず開催す

る。

初回の報告は委員長より取締役会に対して口頭で行う。会議の書面による議事録は取締役に送られる。委

員会は当グループの従業員の招集を要請することができる。さらには法定監査人や内部統制部門のメンバー

に直接会うこともできる。支援を得る目的で外部専門家を招くことも可能である。

最高経営責任者は、監査・会計委員会の会議には参加しない。

 

2024年の監査・会計委員会の活動

■　財務諸表、より一般的には、当社及び当グループの財政状態及び業績に関する検討作業の一環として実

施された。

－　委員会は、年次連結財務諸表、中間連結財務諸表及び会社の年次財務諸表をレビューし、当社の財務

状況、キャッシュ・フローの状況及び重要なオフバランスシートのコミットメントに十分留意した。当

グループ最高財務責任者によるプレゼンテーションで、委員会は、財務諸表（損益計算書、貸借対照

表、キャッシュ・フロー計算書）、引当金、「その他の営業利益及び費用」、税務、リスク影響度（社

会的及び環境リスクを含む）、並びに見通し及び選択された会計オプションをより詳細に分析した。委

員会は、財務諸表に関するアナリスト向け説明会のドラフトをレビューした。また、同委員会は、財務

諸表の作成に際して、特に気候変動リスクを考慮することを確認した。委員会はまた、当グループの非

財務情報の作成及び処理に関連する手続も見直した。

－　委員会は業績を分析し、効率化プログラム、グループの財務方針、負債及び流動性管理、並びに投資

及び売却の決定を監視した。

■　法定監査人に関しては、委員会は以下を実施した。

－　委員会は、監査人から結果の要点を取りまとめた報告を受け、その結論を確認した。

－　委員会は、期首に前事業年度に係る監査人の報酬の額を審査した。

－　取締役会が検証した当グループの非監査業務の承認手続の範囲内で、2024年に承認された非監査業務

について報告を受けた。

－　委員会は、欧州規則537/2014の規定に基づき、法定監査人が発行した３つの報告書の草案の内容を十

分確認した。法定会計報告及び連結財務諸表に関する報告書は、主要な監査事項の記載を含み、監査報

告書に記載されている。一方、３番目のより詳細な報告書は、監査委員会のみを対象にしている。

■　リスクに関して、委員会は以下を実施した。

－　委員会は、リスクの種類ごとのモニタリング手法の一環として、グループによって特定されたリスク

の管理（管理・統制機関及び手続の特定を含む）を監視し、適切なレビュー・スケジュール（リスクの

種類に応じて年次レビュー又は定期的な間隔によるレビューを行う。）を通知された。委員会は、グ

ループ業務管理・コンプライアンス部門が実施した主な任務、実施された是正措置、及び次年度の業務

管理・コンプライアンス部門の主な任務に関する定期的な報告を聴取した。委員会はまた、グループ内

のリスク管理手順の展開プロセスも定期的に監視した。

－　当グループのリスク・マップとその変更点を検討し、期末時点で、リスク・マップで特定され、定期

的な見直しの対象となっているすべてのリスクが、指定された頻度に従って監査委員会により検討され

ていることを確認した。2024年度の業務計画は、この考え方に沿ったものである。当該計画は、審議の
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ために取締役会に提出された。さらに、委員会は、取締役会から具体的に提示されたテーマについて審

議した。

－　委員会向けプレゼンテーションの一環で、特に産業情報システムに関するものを含むデジタル保護措

置の進捗、サイバーセキュリティのそれぞれに関するリスクを検討した。この点について、委員会に対

するプレゼンテーションが行われた際、当グループ内で実施された手順及び保護措置に関する全ての必

要な情報、並びにサイバー危機管理に関する情報が提供された。

－　内部統制及びリスク管理手続に関する年次報告書に記載された情報を検討し、取締役会による承認を

勧告した。

■　委員会は、CSRD（企業サステナビリティ報告指令）に関連する義務について、サステナビリティ・ス

テートメントの公表に向けた環境・社会委員会との合同会議において、ダブル・マテリアリティの評価プ

ロセスを含むサステナビリティ情報の作成プロセスのモニタリングを実施した。また、委員会はサステナ

ビリティ・ステートメントにおけるリスク評価及び内部統制の手順も見直した
(1)
。（詳細は「第３ 事業

の状況　２（１）一般的な開示」を参照。）

■　委員会は、特にグループ内の現行手続の審査や、Sapin 2法によって要求される措置の監視という観点か

ら、倫理、汚職防止、影響行使に関する規制の遵守状況を監視した。また、委員会は、競争法の遵守状況

を監視した
(2)
。

■　監査・会計委員会はまた、独立企業間条件で締結された通常の契約の評価手続の実施に基づく2024年度

の結論も検討した。PACTE法に従って、この手続は、規制対象の契約として認められていない当社が関与す

る契約が、これらの条件を満たしているかどうかを定期的に評価するための方法を提供することに留意さ

れるべきである。この事業年度中にこの手続を適用したことにより、規制対象の契約として独立企業間条

件で締結された通常の契約の再分類を生じさせることはなかった。

■　委員会はまた、アドボカシー及びロビー活動に関する当グループの活動を定期的に検討し、取締役会に

報告する。

 

　各会議の数日前には、電子形式で入手可能な会議資料のファイルが専用のプラットフォーム上に委員会メ

ンバーに対し提供される。各委員会の前には、委員会委員長が出席し、委員会事務局長、当グループ最高財

務責任者、グループ業務管理及びコンプライアンス部長（内部監査も監督）が補佐する準備会議が開かれ

る。財務諸表を検討する会議を準備するため、委員会委員長は、会社代表者の出席なく法定監査人と面談す

る。会議では、最高財務責任者、総合統制担当ディレクター、討議中の分野を専門とした上級執行役員、法

定監査人、又は該当する場合はサステナビリティ情報の認証を担当する法定監査人による各プレゼンテー

ションの後、討議が行われる。

口頭及び書面による各会議の報告が取締役会のために行われる
(3)
。

委員会委員長は、重要な内部監査報告書の要約を受領する。

また、当事業年度の決算についての会議の後、委員会委員は、会社代表者の出席なく法定監査人と面談す

ることが出来る。

コーポレート・ガバナンスのAFEP/MEDEFコードで推奨されているように、財務諸表を閲覧することのでき

る十分な期間がとれるように、以下の措置が講じられている。上記のとおり、会議の１週間以上前に委員会

委員長との事前会合を開く。ファイルは５日から７日前までに委員会メンバーが利用可能である。これらの

措置により、メンバーは会議の前に財務諸表を十分に検討することができる。財務諸表に関する委員会会議

は、海外からの参加するメンバーのスケジュールに合わせて、取締役会の前日に開催される。

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-5 §36 (e)

(2) 欧州サステナビリティ報告基準 G1 GOV-1 §5 (a)

(3) 欧州サステナビリティ報告基準 G1 GOV-1 §5 (a)

 

監査・会計委員会／環境・社会委員会の合同開催
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　取締役会規則は次のように定めている。

　少なくとも年１回、環境・社会委員会の委員と監査・会計委員会の委員との合同会

議を開催する。この会議では、両委員会のメンバーは、特に以下のことを実施する。

■　環境・社会委員会が年間を通じて検討したサステナビリティ・リスクの概要を検

討

■　サステナビリティ・リスクのマッピングをレビュー

■　特定のサステナビリティ・リスクとそれに関連する管理手続の共同での見直し

■　サステナビリティ情報の作成プロセス及びサステナビリティ監査人による情報の

認証についての監査・会計委員会の作業と結論に関する協議
(1)

 

監査委員会と環境・社会委員会の最初の合同会議は2019年6月に開催され、それ以降は少なくとも年１回は

開催されている。この合同会議は、特にリスクの見直しに関して、２つの委員会の間で良好な相互作用を可

能にするものである。監査委員会は、環境・社会委員会によって詳細な調査が行われたサステナビリティ・

リスクを含めた、当グループのリスク及び関連する管理の手順を検討する。

合同会議では、両委員会に関わるテーマについて、メンバー間で議論することが可能となる。

合同会議は、統合報告書の財務データと非財務データの調整が反映されるよう、一貫したアプローチを確

保するのにも役立つ。また、２つの委員会が、CSRD関連の義務の観点から、それぞれの任務の結果を共有

し、最後にサステナビリティ情報の認証を担当する法定監査人の報告を受け取ることも可能にする。このよ

うな背景から、監査委員会と環境・社会委員会は2024年に３回の合同会議を開催した。

2024年2月、6月、及び11月の合同会議では、監査・会計委員会と環境・社会委員会の委員は、当グループ

最高財務責任者、特にグループ業務管理（内部監査を含む）及びコンプライアンスを監督するグループ事務

局長、並びに持続可能な開発を監督する執行委員会のメンバーの立会いの下、以下の点に留意して監査を

行った。

■　会計年度中に環境・社会委員会において見直された環境リスクと社会リスク（そして、関連した変化）

のマッピングやリスクコントロール手順を検証した。

■　今年は個人データの保護に関連し、特定の環境・社会リスクと実質的問題を詳細に検討した。

■　企業によるサステナビリティ情報の公表に関する新しいCSRD（「企業サステナビリティ報告指令」）の

義務、当グループ内でのこれらの義務の実施及び当グループのダブル・マテリアリティの評価（2024年に

２回開催）を見直した
(2)
。

■　2024年11月の会議では、サステナビリティ監査人の監査手法のレビューも含め、報告されたサステナビ

リティ情報の作成と処理に関する手続の状況を見直した
(3)
。

■　サステナブルな事項、影響、リスク、機会を決定するプロセスについて、この分野を担当する経営陣か

ら説明を受け、見直した。このプロセスは、CSRD実施プロジェクトを監督する執行委員会のメンバーに

よって以前に検討され、承認された。
(4)

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準 GOV-1 §22 (b)

(2) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26 (a)

(3) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-2 §26 (a)

(4) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (c)ⅱ

 

b.指名統治委員会

2024年に開催された全員出席会議：４回 メンバー：３名 独立性：100%

2024年12月31日時点のメンバー 2024年の個別の出席率

グザビエ・ヒラード氏（議長） 100%

アネッテ・ウインクラー氏 100%

ベルトラン・デュマジー氏 100%
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取締役会規則に規定された構成･役割

指名統治委員会は、３名から５名の取締役で構成され、取締役会で採用された基準によれば、その過半数

は独立取締役でなければならない。取締役会会長は、委員会の会議に出席し、委員会の業務に参加する。最

高経営責任者は委員会の業務に関与する。両者は、委員会の審議のうち、自己に関する協議には出席するこ

とはしない。委員会は原則年３回開催される。

委員会は、外部専門家の支援を要請することができる。この場合、当社は相応の資金を委員会に提供す

る。

委員会の結論は、次回の取締役会における討議と意思決定のために、委員長が提示する。

 

2024年の指名統治委員会の活動

取締役会、委員会及びIR作業グループの構成について

毎年、委員会は、取締役会の構成が取締役会規則の定めに適合しているかどうかを検討している。委員会

は、サステナビリティに関連する様々なテーマも含め、スキル面での取締役会のニーズを検討する。同委員

会は、短・中期的な取締役会の構成における望ましい変化について提言を行う。

■　従って、委員会は取締役会に対し、2024年4月30日の株主総会でキム・アン・ミンク氏及びモニカ・ド・

ビルギリス氏の任期を更新し、同氏らが関連する委員会での職務を更新するよう株主総会に提案すること

を勧告した。

■　同委員会の作業により、取締役のスキル面での要件を2025年も変更しないことを勧告することとなった

（取締役の個々のスキルを示すマトリックスに反映。）。委員会は、代表されるスキルが当グループの課

題に適切であり、取締役の人数（合計14名）も取締役会規則（従業員を代表する取締役を除き、原則10名

から12名と規定）に沿ったものであると判断した。その結果、同委員会は2025年の株主総会に向けた新た

な候補者を探さず、同総会終結時に任期満了となるグザビエ・ヒラード氏、アイマン・エザット氏及びベ

ルトラン・デュマジー氏の任期更新を提案することを勧告した。

■　また、委員会は取締役会の各委員会の構成と今後の変更の可能性についても検討した。

　さらに同委員会は、取締役会による独立取締役としての資格の継続及び株主総会による取締役任期の更新

を条件として、グザビエ・ヒラード氏の筆頭取締役への再任を勧告した。

 

取締役会会長、最高経営責任者及び経営陣について

■　委員会は、緊急事態において取締役会会長又は最高経営責任者が交代した場合に想定される具体的な手

順及びシナリオを例年と同様に検討した。

■　委員会では、特に将来の経営陣の後継者計画の観点から、当グループの経営陣と人材の進化を検討し

た。この作業には、最高経営責任者が関与した。

その機会において、2022年9月に開始された新たな執行役員の後継者計画に関する議論が継続された。同委

員会は、取締役会会長の後継者計画に関する業務も継続した。

 

CSRD（企業サステナビリティ報告指令）

■　CSRDに従い、委員会は、取締役会が次のことを委託するよう勧告した。

（ⅰ）　監査・会計委員会に対し、サステナビリティに関する報告書において適用される基準に従って公

表する情報を決定するために実施される二重の重要性評価プロセスを含む、サステナビリティ情報

の作成プロセスのモニタリングを行う。

（ⅱ）　環境・社会委員会に対し、当グループのサステナビリティに関する重要事項及び関連するサステ

ナビリティの影響、リスク及び機会(IRO)のモニタリング、並びに当グループが公表するサステナビ

リティに関する連結年次報告を見直す。

監査・会計委員会は、サステナビリティの観点も含め、発生したリスクを特定・管理するために、当グ

ループに適合した管理組織及び手続が存在し機能していることを引き続き確保し、また、サステナビリ

ティ・リスクを詳細に検討する環境・社会委員会の報告も活用している。
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その他のガバナンスの任務

ガバナンスの任務の一環として、委員会は以下の作業を行った。

■　委員会のメンバーのいずれかが株主総会に参加できない場合の代替案を提供することを目的とした事業

継続計画を見直した。

■　委員会は、取締役から提供された、当グループの社外取締役としての任期に関する情報に留意した上

で、取締役を選任した。

■　取締役の独立性の見直しの一環として、委員会は、取締役会規則及びAFEP/MEDEFコードに定められた独

立性の基準を踏まえ、各取締役の個人的な状況を検討した。特に委員会は、各取締役に関して、当グルー

プと関係グループとの間の既存の取引関係を検討した。独立性の基準に照らして各取締役の状況が評価さ

れている。

■　取締役会及び委員会への各取締役の出席状況を検討した。

■　2024年11月及び12月にそれぞれ公表した、政府報告書（フランスのコーポレート・ガバナンスに関する

高等委員会）及びフランス金融市場局の年次報告書の提言を検討し、当社が従うべき実務に関する提言を

行った。

■　AFEP/MEDEFコードと比較して当グループの業務の潜在的な逸脱を調査したが、該当事項はなかった。

■　取締役に送付する前に、取締役会向け簡易評価アンケートの内容を更新した。（取締役会の評価の詳細

については、「第５ 提出会社の状況　３（１）⑧　取締役会の評価」を参照）。

■　2024年の男女共同参画目標に向けた進捗状況を検討した。委員会は、取締役会に対し、2026年の目標

（2026年3月1日までに女性比率30％）を維持することを勧告した。

■　2024年9月14日から適用される会社の経営機関（取締役会及び株主総会）の手続に影響を及ぼす、2024年

6月13日付のフランス投資誘致法によって講じられた措置を検討した。委員会は、会社定款に対応する修正

を提案し、その後、取締役会の内部規定の適応を勧告した。

■　取締役会に対し、特にサステナビリティ及び倫理の観点から、取締役に提供される研修コースを見直

し、職務上のリスクにさらされる可能性のある従業員が毎年受けているのと同様に
(1)
、全取締役が汚職及

び贈収賄対策に役立つデジタル研修モジュールの恩恵を受けることを勧告した。

■　コーポレート・ガバナンスに関する報告書及びサステナビリティ・ステートメントの一部を組み込ん

だ、年次報告書の本セクションの草案を検討し、取締役会に対してこれを承認することを勧告した。

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準 GOV-1-3 §18 (c)

 

c.報酬委員会

2024年に開催された全員出席会議：３回

メンバー：３名

（従業員代表の取締

役１名を含む）

独立性：100%
(a)

2024年12月31日時点のメンバー 2024年の個別の出席率

グザビエ・ヒラード氏（委員長） 100%

キム・アン・ミンク氏 100%

ファティマ・ティグラリン氏（従業員代表の取締役） 100%

(a) この割合の計算には、従業員代表の取締役は考慮されない。

 

取締役会規則に規定された構成･役割

報酬委員会は、３名から５名の取締役で構成され、その過半数は独立していなくてはならない。取締役会

会長（場合によっては取締役会会長兼最高経営責任者）は、委員会の業務に参加し、委員会の会合に出席す

る。最高経営責任者は、特に最高経営責任者が主要な非会社役員に対する報酬方針について報告を受ける場

合には、委員会の業務に関与する。ただし、取締役会会長及び最高経営責任者（場合により、取締役会会長

兼最高経営責任者）は、個人的な事案に関連する本委員会の審議には出席しない。委員会は、原則として年

３回開催される。
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報酬委員会の結論は、討議と意思決定のために、委員長が次回の取締役会に提出する。

 

2024年の報酬委員会の活動

役員報酬／長期報酬の構成要素は以下のとおりである。

■　最高経営責任者（2023年1月1日から12月31日までの期間）の業績及び2023事業年度の報酬変動部分の目

標達成度を2024年2月に評価し、取締役会に勧告する。

■　2024年4月30日の株主総会に提出された、会社役員の報酬（会社役員及び取締役の報酬に関する情報を含

み、フランス商法第22-10-9条Iに規定される報告書）及び2023年度の執行役員の個人報酬に関する報告書

案及び決議案を見直す。

■　最高経営責任者がグループ従業員（執行委員会を含む）への割当てに関与した、2024年の業績連動型株

式の割当てに関する作業を行う。

■　最高経営責任者の詳細なプレゼンテーションに基づき、執行委員会の短期及び長期の報酬に関連する

2024年の業績の分析を行う。

■　2024年12月31日に３年間のレビュー期間が満了した2022年LTIプランの業績条件の充足状況を2025年2月

に見直す。

■　2025年5月6日の株主総会に提出される、会社役員の報酬方針に関する見直しと取締役会への提案を行

う。

■　ROCE、TSR、及び気候変動目標（10％から15％に比重を引上げ）に連動する2024年LTIプランで定義され

たものと同様の業績基準を含む、2025年LTIプラン（2025年2月に取締役会で採択）に適用される業績条件

に関する検討及び取締役会への提案を行う。そして、権利確定期間を３年とし、ロックアップ期間を設け

ない単一のプランとするフランス型と世界型の計画の規定の全面的な見直しに関する検討及び取締役会へ

の提案を行う。

■　会社役員に適用される株式保有規則を見直す。

■　最高経営責任者の短期変動報酬及び年金保険契約の2024年の業績条件達成度に関する2025年2月の取締役

会による評価の準備を行う。

■　年次報告書に記載された報酬比率の計算を見直す。

 

取締役の報酬

■　取締役の年間報酬総額の増額（130万ユーロから150万ユーロ）に関する取締役会への勧告を行った。

■　2024年4月30日の株主総会に提出された取締役の報酬方針に関する取締役会への勧告、及び株主総会によ

る同方針の承認後、取締役会に対する取締役の報酬配分方式に関する勧告を行った。

 

コーポレート・ガバナンス

報酬委員会は、その業務の一環として、株主総会の準備として実施された主な株主インタビュー及び報酬

に関する決議に関する前回の株主総会での投票の結果を考慮する。また、HCGE及びAMFが発行する報告書を分

析し、報酬方針の策定にあたっては、その推奨を考慮に入れている。

委員会は、透明性とコミュニケーションに関する方策を検討し、提言を発行した。委員会は、報酬に関す

るセクションを検討し、コーポレート・ガバナンスに関する報告書に含め、取締役会による承認を勧告し

た。

 

d.環境・社会委員会

2024年に開催された全員出席会議：３回

メンバー：３名

（従業員代表の取締

役１名を含む）

独立性：100%
(a)

2024年12月31日時点のメンバー 2024年の個別の出席率

アネッテ・ウインクラー氏（委員長） 100%

フィリップ・ドゥブルリー氏（従業員代表の取締役） 100%
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モニカ・ド・ビルギリス氏 100%

(a)この割合の計算には、従業員代表の取締役は考慮されない。

 

2017年5月3日、企業の社会的責任問題に焦点を当てた環境・社会委員会を設置した。

 

取締役会規則に定める構成・業務

取締役会規則では、委員会は、３～４名の取締役で構成すると定めている。

当グループのサステナブルな戦略とその実施状況について、サステナブルな成長に責任を有する執行委員

会のメンバーから、委員会に定期的に報告されている。

委員会は、必要に応じて外部専門家の支援を要請することができる。そのような場合、当社は相応の資金

を委員会に提供する。

委員会は、その業務を取締役会に報告する
(1)
。環境・社会委員会の会議の結論は、議論のため委員長によ

り取締役会に提示され、必要に応じて、直近の取締役会による決定が行われる。取締役会は、サステナビリ

ティの影響、リスク、機会をモニタリングするという任務を実行するために、その分析に依拠している
(2)
。

委員会は、原則として年３回開催する。

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (d)

(2) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (a)

 

2024年の環境・社会委員会の活動

その任務に従い、2024年における委員会の業務は以下のとおりであった。

■　サステナビリティに関する当グループのコミットメントに関連するアクションプランの展開のレ

ビュー、及びこれらのコミットメントに関連する様々な主要業績指標の進捗状況、特に当グループの戦略

プラン「ADVANCE」のモニタリング（詳細は、「第３ 事業の状況　２（１）　一般的な開示」を参照。）

■　各地域の脱炭素化計画の進捗状況と、脱炭素化計画の展開のために当グループ内で実施されているガバ

ナンスの最新状況の検討

■　当グループのスコープ３に関するコミットメントの展開状況の検討、当グループのスコープ３ロード

マップの見直し

■　重要なサステナビリティに関するトピックに関連する目標の設定とその達成状況のモニタリング。サス

テナビリティに関するトピック、並びに影響、リスク及び機会の決定に貢献する様々な機能を監督するシ

ニアマネジャーは、このプロセスの進捗とその最終決定を定期的に確認し、委員会へ提示
(1)

■　本文書に掲載されている当グループのサステナビリティ・ステートメントの見直し

■　本文書に掲載されている注意義務計画の見直し

■　2024年3月の発行に先立つ、当グループの第３回サステナビリティに関する報告書の見直し

■　2024年6月の発行に先立つ、当グループの「公正な移行声明」の見直し

■　2024年9月の発行に先立つ、気候変動移行計画の見直し

■　水管理目標の進捗状況の見直し（詳細は、「第３ 事業の状況　２（２）　環境に関する情報」を参

照。）

■　当グループの非財務的な格付けの年次見直し
(2)

■　サステナブルな開発の事項に関する当グループのコミュニケーション手法の見直し

■　サステナブルな開発の問題に関する非政府組織(NGOs)とのグループ間交流の見直し

■　労働環境の変容に関するリスク（心理社会的リスク）の見直し（詳細は、「第３ 事業の状況　２

（２）　環境に関する情報」を参照。）

■　当グループ内の男女間の賃金格差の実態の見直し
(3)
（詳細は、「第３ 事業の状況　２（３）　社会的

事項に関する情報」を参照。）
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■　ダイバーシティに関する目標の実施状況の見直し
(3)

■　サプライヤーのサステナビリティ評価に対する当グループのアプローチの見直し
(3)

■　CSRD（企業サステナビリティ報告指令）に関する規制の動向の監視

会議資料は環境・社会委員会の会議の数日前に用意され、専用プラットフォームにより電子データで、委

員に提供されている。会議では、それぞれの発表された内容について議論を行う。取締役会に対する毎回の

会議の報告が、口頭で行われ、書面による報告書が作成されている。

2019年より、監査・会計委員会の業務との円滑な連携の観点から、監査・会計委員会と環境・社会委員会

は年１回以上、合同で開催している。

 

(1) 欧州サステナビリティ報告基準２ GOV-1 §22 (d)

(2) 欧州サステナビリティ報告基準２ SBM-2 §45 (d)

(3) 欧州サステナビリティ報告基準２ SBM-2 §45 (d)

 

⑫【AFEP/MEDEFコーポレート・ガバナンス・コードの適用（要点）】

エア・リキード・エス・エーはAFEP/MEDEFコードを適用し、AFEP/MEDEFコードに関して当社で施行されて

いる慣行を定期的に見直し、その遵守を確認している。

当社は、その実務がAFEP/MEDEFコードの推奨事項に適合していると考えている。

 

AFEP/MEDEFコードの推奨事項の違反 エア・リキード・エス・エーの実務及び正当化

なし 該当なし

 

⑬【IR作業グループ】

IR作業グループは、現在会長のブノワ・ポチエ氏とグザビエ・ヒラード氏の２名で構成されている。昨年

度中は、IR作業グループの任務は、基本的に株主基盤、エア・リキードとその株主との関係、市場の期待、

株主戦略に焦点を当てていた。

 

⑭【株主総会への参加について】

フランス商法第L.22-10-10条5項に基づき、株主総会への参加に関する具体的な条件は、当社定款の第5条

から第10条まで及び第18条から第19条までに規定されていることが明記されている。

 

⑮【株主総会で認められた権限の委譲】

フランス商法第L.225-37-4条3項に従い、株式資本の増加に関して株主総会が付与した有効な権限の委任の

概要表は、年次報告書に記載されていることが明記されている。

 

 

（２）【役員の状況】

 

①　取締役の主要略歴並びにその各々による当社株式の保有数

 

男性７名、女性５名（役員のうち女性の比率：42％）
（注）

 

（注）従業員代表取締役を除く。

 

役名及び職名 氏名及び生年 略歴 任期

2024年12月31日現在

の普通株式所有株式

数（単位：株）
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取締役会会長 ブノワ・ポチエ

（Benoit Potier）

1957年生

－1981年　当社入社

－2000年　当社取締役

－2006年　当社取締役会長兼

CEO（2022年5月まで）

－Siemens AG取締役（指名委

員会委員）（現任）

－全国水素カウンシル共同議

長（2021年1月11日より）

－European Round Table会員

－Asia Business Counsil会

員

－Paris-Saclay大学戦略的オ

リエンテーション委員会委

員

－シンガポール国際諮問パネ

ル（エネルギー分野）

- Temasek European諮問パネ

ル

注）Unilever PLC取締役監査

委員会委員（2025年1月1日

より）

（注）

１
731,871

取締役

－最高経営責任

者

フランソワ・ジャコ

ウ

（Francois

Jackow）

1969年生

－1993年　当社入社

－2007年　日本エア・リキー

ドCEO

－2011年　ラージ・インダス

トリー・ビジネスライン　

グループヴァイス・プレジ

デント

－2014年　執行委員会

－当社取締役（2022年5月4日

より）、最高経営責任者

（2022年6月1日より）

－Air Liquide

International取締役会長

兼CEO、Air Liquide

International

Corporation取締役会長

CEO、American Air

Liquide Holdings取締役、

The Hydrogen company取締

役、Air Liquide

Foundation取締役

－水素カウンシルメンバー

（2024年6月より）

－Marne機械工学ワーク

ショップ(ACMM)経営委員会

メンバー

（注）

１
66,742
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取締役

（筆頭取締役）

（独立取締役）

－報酬委員会委

員長、指名統治

委員会委員

グザビエ・ヒラー

ド

（Xavier

Huillard）

1954年生

－1996年　Sogea入社、同社

副CEO

－1998年　同社会長兼CEO

－1998年　VINCI副部長

－2010年　同社取締役会長兼

CEO（現任）

－2017年　当社取締役（2022

年5月4日以降筆頭取締役、

2017年5月以降報酬委員会

委員、2018年5月以降報酬

委員会委員長、2020年5月

以降指名統治委員会委員、

2022年5月4日以降同委員会

委員長）

 

－VINCI Concessions SAS会

長（2024年11月7日まで）

－VINCI Deutschland GmbH監

査委員会委員長

－VINCI Energies取締役会常

任代表

－Fondation d’entreprise

VINCI pour la Cité会長

－関西エアポート株式会社取

締役

－Institut de l’

entreprise名誉会長

－Association Aurore取締役

（公益団体）

－Cobra Servicios,

Comunicaciones y Energia

SLU取締役（スペイン、

2021年12月より）

－Pierre Lamoure Institute

取締役兼議長（2019年11月

より）

（注）

３

3,570

及び用益権株式

16,280
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取締役

（独立取締役）

－指名統治委員

会委員、環境・

社会委員会委員

長

アネッテ・ウイン

クラー

（Annette

Winkler）

1959年生

－1995年　メルセデス・ベン

ツ・グループ入社

－1999年　ダイムラークライ

スラーベルギー・ルクセン

ブルグCEO（2005年まで）

－2010年　ダイムラー副社長

（2018年9月まで）

－2014年　当社取締役（報酬

委員会委員（2015年5月か

ら2020年5月まで)、指名統

治委員会委員（2017年5月

より）、環境・社会委員会

委員長（2020年5月よ

り））

－Renault S.A.取締役（2020

年1月から戦略委員会委員

長）、Renault S.A.S.取締

役

（注）

１
3,219

取締役

（従業員代表取

締役）

－環境・社会委

員会委員

フィリップ・ドゥ

ブルリー

（Philippe

Dubrulle）

1972年生

－2008年　当社入社

－2014年　当社従業員代表取

締役

－2017年5月　当社環境・社

会委員会委員

－Air Liquide Advanced

Technologiesトランス

フォーメーション及びサス

テナブル・デベロップメン

ト担当ディレクター

（注）

１
-

取締役

（独立取締役）

－報酬委員会委

員

キム・アン・ミン

ク

（Kim Ann Mink）

1959年生

－2009年　Dow Chemical

Company上級執行役員

－2017年　Innophos社長、会

長兼CEO（2020年2月7日ま

で）

－2020年　当社取締役（2021

年9月より報酬委員会委

員）

－Eastern Chemical Company

取締役、Avient Corp.(旧

PolyOne Corp.)取締役、

Group 14 Technologies取

締役（2023年9月より）

－Drexel大学LeBowビジネス

カレッジRaj & Kamla

Gupta Governance

Institute顧問（2022年9月

より）

（注）

４
610

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

246/380



取締役

（従業員代表取

締役）

－報酬委員会委

員

ファティマ・ティ

グラリン

(Fatima

Tighlaline)

1979年生

－2002年　当グループ入社

－2020年　VitalAire France

the Ile-de-France

planningチームマネー

ジャー

－2020年　当社取締役（2022

年5月より報酬委員会委

員）

－2021年　IFA Sciences Po

公認取締役

－2022年　VitalAire France

the Ile-de-France

respiratory planningチー

ム長（2024年12月31日ま

で）

（注）

４
-

取締役

（独立取締役）

－監査・会計委

員会委員

アイマン・エザッ

ト

（Aiman Ezzat）

1961年生

－1991年　Capgemini Group

入社

－2020年　Capgemini SE CEO

兼取締役（戦略CSR委員会

委員）

－2021年　当社取締役　

（2022年5月より監査会計

委員会委員）

－Capgemini Service SAS会

長（2020年5月より）、

Capgemini Latin America

SAS (USA)会長（2020年5月

より）、SOGETI France

2005 SAS会長（2018年5月

より）、Capgemini 2023会

長（2023年5月より）

－Capgemini North America,

Inc. (USA)取締役会会長兼

CEO（2020年5月より）

－Capgemini America, Inc.

(USA)取締役会会長（2020

年5月より）

－Purpose Global PBC (USA)

取締役（2020年4月よ

り）、Capgemini

International BV

(Netherlands)取締役

（2020年5月より）、

Capgemini technology

Service India Limited取

締役（2021年1月より）

（注）

３
610
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取締役

（独立取締役）

－指名統治委員

会委員

ベルトラン・デュ

マジー

（Bertrand

Dumazy）

1971年生

－1994年　Bain & Company入

社

－1999年　BC Partners資産

運用管理者

－2005年　Neopost France会

長兼CEO

－2008年　Neopost group代

表取締役副社長

－2011年　Deutsch group社

長兼CEO

－2012年　Materis group代

表取締役副社長

－2012年　Cromology社長兼

CEO

－2021年　Terreal SAS－

France取締役（2021年4月

まで）

－2021年　当社取締役（2022

年5月より指名統治委員会

委員、2023年5月より監査

会計委員会）

－Edenred SE会長兼CEO

（2015年10月より）

－Neoen SA（再生エネル

ギー）ガバナンスCSR委員

会会長

（注）

３
605

取締役

（独立取締役）

－監査会計委員

会議長

キャサリン・ギ

ラード

（Catherine

Guillourd）

1965年生

－1993年　フランス財務省経

済局

－1997年　Air France入社

－2007年　Eutelsat CFO

－2013年　Rexel CFO

－2017年　RATP会長兼CEO

（2022年9月まで）

－2022年　Ingenico会長

－2023年　当社取締役（2023

年5月より監査会計委員会

議長）

－Airbus SE取締役（2016年4

月より）

－Lottomatica取締役（2022

年10月より）

－Easy Park Group As取締役

（2024年11月より）

（注）

２
550
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取締役

（独立取締役）

クリスティーナ・

ロウ

（Christina Law）

1967年生

－1988年　Shell香港入社

－2005年　Johnson&Johnson

入社

－2012年　General Mills

リージョンプレジデント等

－2019年　Raintree

GroupCEO（現任）

－2022年　Novo Nordisk取締

役（監査委員会委員）（現

任）

－2023年　当社取締役

－Greenfields Dairy取締役

（2021年より）

－National Gallery

Singapore取締役（2024年7

月より）

（注）

２
550

取締役

（独立取締役）

アレクシス・ベラ

キス＝ヴァラト

（Alexis Perakis-

Valat）

1971年生

－1994年　L’Oreal入社

－2016年　同社消費者製品部

門プレジデント・経営委員

会メンバー（現任）

－2023年　当社取締役

（注）

２
550

取締役

（独立取締役）

マイケル・H・タマ

ン

（Michael H.

Thaman）

1964年生

－1986年　Mercer

Management Consulting入

社

－1992年　Owens Corning

（2000年～2007年CFO、

2007年～2019年会長兼

CEO）

－2017年　Sherwin-Williams

取締役監査委員会委員（現

任）

－2023年　当社取締役

－UL SolutionsInc.取締役監

査委員会委員（2021年5月

より）

－Kohler Co.取締役（2014年

5月より）

（注）

２
550
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取締役

（独立取締役）

－環境・社会委

員会委員

モニカ・ド・ビル

ギリス

－2001年　

STMicroelectronics入社

－2015年　Infineon

－2016年　SNAM取締役（2022

年4月より会長）（現任）

－2017年　フランス原子力・

代替エネルギー庁（CEA）

戦略担当ディレクター

（2019年まで）

－2023年Georg Fischer取締

役（監査委員会委員）（現

任）

－2023年　当社取締役（環

境・社会委員会委員、2023

年5月より）

（注）

４
550

計 14 － － －

 

（注）１　2025年12月31日に終了する事業年度の計算書類を承認する定時株主総会の終結の時まで。

（注）２　2026年12月31日に終了する事業年度の計算書類を承認する定時株主総会の終結の時まで。

（注）３　2024年12月31日に終了する事業年度の計算書類を承認する定時株主総会の終結の時まで。

（注）４　2027年12月31日に終了する事業年度の計算書類を承認する定時株主総会の終結の時まで。

 

（３）【監査の状況】

 

①　監査・会計委員会の監査の状況

　「第５　提出会社の状況　３（１）⑩　取締役会の委員会」中の監査・会計委員会に関する記載を参照。

 

②　内部監査の状況等

　当社の内部管理の状況等については、「第３　事業の状況　２　事業等のリスク」を参照。

 

③　会計監査の状況

 

a. 外国監査公認会計士等の名称

カーペーエムジェー

プライスウォーターハウスクーパース　オーディット

 

b. 継続監査期間

　カーペーエムジェーにつき、３年目。

プライスウォーターハウスクーパース　オーディットにつき、９年目。

 

c. 業務を執行した外国公認会計士

カーペーエムジェー

       バレリー・ベソン

       ローラン・ジェニン

　プライスウォーターハウスクーパース　オーディット

       オリビエ・ロト

       セドリック・ル・ガル
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d. 会計監査人の選定方針、会計監査人の評価

　「第５　提出会社の状況　３（１）⑩　取締役会の委員会」中の監査・会計委員会に関する記載を参照。

 

e. 監査報酬の内容等

 

（千ユーロ）

2024

KPMG S.A.
Pricewaterhouse

Coopers
その他 合計

監査、認証

個別・連結書

類のレビュー

5,704 95.0% 7,896 95.2% 403 96.4% 14,003 95.2%

発行者 651  972  -  1,623  

完全連結子

会社
5,053  6,924  403  12,380  

法定業務 41 0.7% 52 0.6% - 0.0% 93 0.6%

法定認証業務

等報酬合計
5,745 95.7% 7,948 95.8% 403 96.4% 14,096 95.8%

企業の社会的

責任(CSR)に関

する業務

- -  0.0% - - - 0.0%

その他サービ

ス
(a)

257 4.3% 347 4.2% 15 3.6% 619 4.2%

 非監査業務計 257 4.3% 347 4.2% 15 3.6% 619 4.2%

合計 6,002 100% 8,295 100% 418 100% 14,715 100%

サステナビリ

ティ文書認証
460  690  -  1,150  

(a) その他サービスは、法律上義務の義務ではない財務報告書の監査、税務コンプライアンスのレビュー、合意された手続及

び様々な証明その他の当社及びその子会社の要請により提供された業務である。

 

（千ユーロ）

2023

KPMG S.A.
Pricewaterhouse

Coopers
その他 合計

監査、認証

個別・連結書

類のレビュー

5,486 85.5% 7,207 92.6% 532 77.3% 13,225 88.8%

発行者 651  906  -  1,557  

完全連結子

会社
4,931  6,301  532  11,764  

法定業務 42 0.7% 39 0.5% - 0.0% 81 0.5%
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法定認証業務

等報酬合計
5,528 86.1% 7,246 93.1% 532 77.3% 13,306 89.4%

企業の社会的

責任(CSR)に関

する業務

 - - 135 1.7% - - 135 0.9%

その他サービ

ス
(a)

892 13.9% 399 5.1% 156 22.7% 1,447 9.7%

 非監査業務計 892 13.9% 534 6.9% 156 22.7% 1,582 10.6%

合計 6,420 100% 7,780 100% 688 100% 14,888 100%

 

 

 

（４）【役員の報酬等】

 

①　役員の報酬等の算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

 

 (フランス商法第 L.22-10-8 II 条に基づき、株主総会の承認を得るために提出されたもの）

フランス商法L.22-10-8 II条に基づき、2025年2月20日に取締役会が制定し、本項で説明するエア・リキー

ド・エス・エーの取締役に適用される報酬方針は、2025年5月6日の株主総会において、業務執行取締役につ

いては第12号決議及び第13号決議（下記１項）、非業務執行取締役については第14号決議（下記２項）で承

認を求めるものである。

 

1. 業務執行取締役に適用される報酬の方針

後述の業務執行取締役に適用され、株主総会の承認を得ることを条件とする報酬方針の内訳は以下のとお

りである。

■最高経営責任者の報酬方針（2025年にフランソワ・ジャコウ氏に適用される）。

■取締役会会長の報酬方針（2025年はブノワ・ポチエ氏に適用される）。

 

この業務執行取締役の報酬方針は、報酬委員会の勧告に基づき、2025年2月20日の取締役会により制定され

た。

この制定の過程において、業務執行取締役は、報酬委員会による自分自身の案件に関する審議には出席せ

ず、取締役会による自分に関係する報酬の構成要素に関する審議又は投票には参加しない。本方針を決定す

るための意思決定プロセスは、本方針を見直し、実施する際にも適用される。

報酬方針を決定するために、取締役会は、AFEP/MEDEFコーポレート・ガバナンス・コードが推奨する完全

性、バランス、比較可能性、一貫性、理解可能性及び比例性の原則を考慮に入れている。

この方針は、2024年4月30日の株主総会で承認された方針に沿ったものである。

したがって、業務執行取締役の報酬方針は、その構成と水準の両面において、当グループの慣行、そのガ

バナンスの状況及び市場の慣行に従って策定されたものである。また、競争力があり、当グループの戦略及

び中長期的な目標に合致している。

 

1.1. 業務執行取締役に適用される報酬方針

a. 一般原則

取締役会が決定する業務執行取締役の報酬方針には、企業利益とすべてのステークホルダーの利益を考慮

し、サステナブルな未来のために行動することにより、長期的に利益をもたらす成長へと導くという当グ

ループの戦略を反映するインセンティブ要素が含まれている。高度に資本集約的な産業において、収益性の
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高い長期的な成長には、各投資決定と各事業の競争力に常に注意を払い、特に安全・安心、革新、従業員の

能力開発及びサステナビリティ課題への配慮を長期にわたって継続的に行うことが求められる。この制度

は、短期変動要素と長期インセンティブ要素の両方に、財務的業績と非財務的業績を組み合わせた戦略プラ

ンADVAMCEに沿った基準を組み込んでいる。この制度は、当グループ固有の状況に合わせ、当グループ幹部の

責任レベルを反映させ、競争力を維持するために設けられている。この観点から、業務執行取締役の報酬を

決定するために考慮される要素は、以下のとおりである。

■　年次の短期報酬：固定報酬と変動報酬からなる。

■　長期インセンティブ（以下「LTI」）：業績連動株式及びストックオプションの付与による（いずれも３

年間で算出される業績条件による）。

■　業務執行取締役の任期の履行に伴うその他の便益、具体的には以下のものが含まれる。

- 付加年金制度

- 死亡・障害給付や医療費などの社会的保障の追加

- 現物給付（経営幹部、取締役に対する雇用保険を含む）

- 職務終了時のコミットメント（特定の極めて限定された状況において、当社の主導で職務を終了した場

合、３年間で算出される業績条件及び場合により競業避止の補償を行う）。

 

業務執行取締役と当グループ各社との間には、雇用契約はない
(1)
。

さらに、このような状況が発生した場合、副最高経営責任者に適用される報酬は、当社の最高経営責任者

に適用される方針に基づいて決定される。ただし、プロフィール、経験、責任のレベルの違いを考慮し、こ

の種の執行役員に適用される当社の以前の慣例と一致している。

 

(1) フランソワ・ジャコウ氏は、最高経営責任者の任期が2022年6月1日に開始した時点で、辞職により一方的に雇用契約を終

了させた。

 

b. 業務執行取締役の一般的な報酬に共通する構造及び主な特徴

(a) 報酬に適用される構造及び原則は、前年度及び2024年に承認された方針と一致している。

 

長期インセンティブ LTI ～40% 業績条件付の変動報酬

～75%短期報酬 変動報酬 ～35%

固定報酬 ～25%  

 

■　報酬方針は、年間報酬総額のうち、３つの要素に比例したバランスをとることを定めている。（すなわ

ち、固定報酬、変動報酬、業績連動株式及びストックオプションからなる長期インセンティブ）。

(i) 固定報酬は、目標とする年間報酬総額の約25％、変動報酬は約35％、LTIは約40％に相当する。業績条

件の対象となる要素は、原則として、この目標報酬総額の約75％を占める。各業績条件の達成度は、基

準間の相殺なしに評価される。

(ii) 変動報酬は、引き続き、上限を定めた目標変動報酬（固定報酬に対する割合）として表現される。設

定されている目標変動報酬の合計は、非常に優れた業績の場合、執行役員の最大変動報酬の約80％を占

める。

■　年間変動報酬には、定量的基準及び定性的基準が含まれている。

 

(b) 選択された基準の重み付けについて、定量的な基準には、定性的な基準に比べ、相対的に大きな重みが

与えられている。

 

目標となる重み付けと最大の重み付けは事前公表され、下記（1.2項）に記載されている。年度に関する変

動報酬の決定における各基準の実際の加重は、ターゲットとなる目標に照らして、各基準について測定され
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た業績に基づき、財務的基準については計算式の適用、定性的基準については報酬委員会の勧告に基づいて

取締役会が業務執行取締役の業績を評価することにより決定する。

変動報酬の目標達成率は、固定報酬に対する割合及び基準に割り当てられた目標変動報酬に対する割合と

して表され、事後的に公表される。

年間変動報酬の定量化可能な要素には、2024年と同様、以下のものが含まれる。

■　損益計算書のすべての項目を考慮することが可能な、為替影響を除く１株当たりの経常的純利益（経常

的営業利益に影響を与えない例外的かつ重要な取引を除く）（以下「経常的EPS」）の増加の基準。

■　連結売上高の比較可能な成長率（重要な連結範囲、通貨及びエネルギーの影響を除く）は、事業の勢い

を反映する基準である。

経常的EPSと売上高の２つの基準は、中長期的な目標を考慮した利益ある成長を達成するための当グルー

プの戦略を反映している。効率性の目標は、経常的EPSの上昇に寄与している。

定量化可能な各基準には、年初に設定された目標の100％達成に対応する目標加重（固定報酬に対する割

合で表示）と、最大加重（同じく固定報酬に対する割合で表示）が設定されている。定量化可能な各基準

について、取締役会は厳密な目標値を定めている。この目標値は、機密保持の観点から公表されていな

い。しかし、固定報酬に占める変動報酬の目標達成率と、その基準に割り当てられた目標変動報酬の割合

は、事後的に公表される。

定量化可能な各基準について、取締役会が採用した計算式により、当該年度の連結財務諸表に基づき、

設定された目標値と比較した当該基準の達成度を考慮し、（最大限度内で）変動報酬の額を算出すること

が可能である。したがって、設定された目標を上回る業績が達成された場合、各基準に設定された上限額

の範囲内で、変動部分の評価値は上方修正される。各目標に設定された下限を下回る業績の場合、この基

準に対応する変動報酬はゼロに等しい。

 

年間変動報酬の定性的要素は、引き続き、３分の２が毎年定義されるいくつかのカテゴリー又はサブカテ

ゴリーの目標に基づくものである。2025年については、(i) CSR目標（安全性、戦略プラン「ADVANCE」の一

環として当グループのサステナブルな目標にリンクした行動計画の展開）、及び(ii) 組織と人事に関する目

標が、それぞれ３分の１ずつ含まれている。これらの目標はすべて、当社の発展とサステナビリティに貢献

するものであり、当社の非財務業績目標を反映したものである。定性的要素の３分の１は、その年の状況に

照らした役員個人の業績評価に基づいている。

業務執行取締役へのLTIの付与は、当グループ従業員への配分と同時に報酬委員会で検討され、取締役会で

決定される。LTIは、秋に取締役会によって採択される計画の範囲内で、業績連動株式及び割引なしで付与さ

れるストック・オプションという形で行われる。この報酬は、外部市場調査を考慮し、株主の利益が尊重さ

れるよう採択された、業務執行取締役の年間報酬総額に照らして検討される。

2016年から採用されている原則によれば、業務執行取締役へのLTIの付与とその経年変化は、ストックオプ

ションと業績連動株式制度を合わせたすべての制度について、（付与数量ではなく）IFRS上の数値で評価さ

れる。

取締役会は、株主総会で承認された支払限度額の範囲内で、AFEP/MEDEFコードの勧告に従って、業務執行

取締役への付与の年間下限を(i)株主資本に対する割合として表示し、また各業務執行取締役について(ii)そ

の報酬の倍数として表示して設定する。

付与されるLTIのIFRSによる総額は、業務執行取締役の最大年間総報酬（最大年間固定報酬＋変動報酬）の

1.5倍を超えることはできないが、上記の報酬の諸構成要素の相対割合に基づき、LTIの付与は業務執行取締

役の年間総報酬の約40％を占めることに留意すべきである。

業務執行取締役に対するLTIの付与は、業務執行取締役が実際に在籍していることに基づく比例配分原則の

対象となる。業務執行取締役が重大な理由
(2)
による辞任又は解任以外の理由で当グループから離脱した場

合、（業績条件適用後の）配分率合計は、業績基準の評価期間中の当グループにおける業務執行取締役の実

際の在籍期間に比例して減少することになる。

また、AFEP/MEDEFコードに基づき、業務執行取締役の退任時はLTIの付与は行われない。
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(2) LTIの消失の結果となる状況

 

業務執行取締役は、また、以下の特定の義務の対象となる。

■　フランス商法L.225-185条及びL.225-197-1条に基づき、取締役会が定める株式の保有義務。これらの義

務により、業務執行取締役は、各ストックオプションの行使／業績連動株式の確定的付与から生じる社会

保障費及び税金控除後の取得キャピタルゲインの50％に相当する株式を、職務終了まで登録された形で最

低限保有することが義務づけられている。ただし、ストックオプションの行使又は業績連動株式の確定的

付与により業務執行取締役が保有する株式の数量が、業務執行取締役の年間固定報酬総額の３倍以上と

なった時点で、この割合は５％に引き下げられる。この義務の遵守状況は、毎年取締役会により検証され

ている。

■　AFEP/MEDEFコードに基づき取締役会が定めた追加的な株式保有義務により、各業務執行取締役は、登録

口座において、年間固定報酬総額に基づく最低株式数（最高経営責任者及び取締役会会長の年間固定報酬

総額の２倍、エグゼクティブ・バイス・プレジデントの年間固定報酬総額の１倍に相当）を保有していな

ければいけない。保有すべき株式数は、毎年1月1日及び7月1日時点で評価される。新任の業務執行取締役

は、就任後４年以内にこれを遵守しなければならない。

■　最後に、業務執行取締役は、決算発表前のブラックアウト期間中のストックオプションの行使及び業績

連動株式の譲渡を制限すること、並びに、任期中、オプションやオプション行使により保有する株式及び

付与された業績連動株式のリスクヘッジ取引を行わないという制約条件に服している。

すべての受益者と同様に、業務執行取締役に付与されたすべてのLTIは、３年間にわたり計算された厳し

い業績条件の対象となる。秋に決定されたプランに適用される業績条件は、３年間の基準期間を遵守する

ため、年度初めの２月の取締役会で設定される。

それぞれの業績条件について、取締役会が採用した計算式により、業績を達成しなければならない３事

業年度の終了後に、確定的に付与される業績連動株式及びストックオプションの行使可能な割合を決定す

ることが可能となっている。

 

各業績条件に設定された厳しい目標は、業績を達成しなければならない３事業年度の終了後、２月の取締

役会の後に事後的に公表される。業績条件の達成率、確定的に付与される又は行使できるLTIの割合も、この

取締役会の後に公表される。

2025年5月6日の株主総会による第19号決議の承認により、業績連動株式プランを従業員（受益者）にとっ

て、特に国際的にみて、より魅力的なものとする目的で、かつ、その管理を簡素化する目的で、2025年か

ら、「フランス」と「世界」の規則は単一のプランとなり、権利確定期間が最短で３年とされ、最低保有期

間がなくなる。ストックオプションは、原則として４年間のロックアップ期間と６年間の権利行使期間が設

定されている。さらに、重大な事由により辞任し又は解任された場合、ストックオプション及び取得途中の

業績連動株式に対する権利を喪失することを規定する在職条件が付されている。

報酬委員会の勧告により、取締役会は、すべてのLTI受益者（業務執行取締役及び従業員）に対し、ROCE、

株主総利回り（AL TSR及び相対TSR）及び当グループの炭素排出量の推移に関する目標を2025年まで維持して

いる。

■　ROCEは、使用資本に対する利益を測定することが可能であり、高度に資本集約的な産業において重要な

指標である。

■　TSR（株主総利回り）は、当社の業績と株主が期待する利益を一致させることを可能にするものである。

■　さらに、当グループの責任ある成長というアプローチに基づき、2020年以降、LTIプランには当グループ

の気候変動対策の目標に関連する業績条件が盛り込まれている。

 

合計すると、変動報酬とLTIのすべての業績基準、財務的なもの（経常的EPSと比較可能な売上高の成長、

ROCE、株主還元つまりTSR）及び非財務なもの（変動報酬の定性的部分に関するCSR及び人事目標、並びに当

グループの気候変動対策の目標に沿ったLTI基準）は、意欲的な脱炭素計画を策定し、すべてのステークホル

ダーの利益を考慮しながら、堅実な財務業績を達成することを目的とした戦略プラン「ADVANCE」で公表した

当グループの全般的な業績目標を反映している。
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業務執行取締役の報酬の構成要素を決定する年次プロセスにおいて、報酬委員会は、当社の従業員の報酬

及び雇用条件を考慮した選択が行われることを確保する。従業員を代表する取締役（委員会のメンバーであ

る）が出席することで、これらの報酬及び雇用条件、より一般的には当グループの従業員の利益のあらゆる

側面がこの作業において考慮されることが保証され、２月に開催される取締役会に勧告が行われる。株主総

会の承認を得るために提示された方針は、この検討を反映したものである。したがって、報酬の条件に関し

ては、当社の業務執行取締役及び上級役員の変動報酬の定量的要素及び定性的要素は類似している。さら

に、LTIの業績条件は、すべての従業員受益者（2020年及び2021年に約2,000人の当グループ従業員、2022年

及び2023年に約2,600人の当グループ従業員、そして2024年に2,800人の当グループ従業員）及び業務執行取

締役について同じである。これらの調整により、当社の業績目標の達成に向けた取組の一貫性を高めてい

る。従業員の雇用条件を考慮し、変動報酬の定性的要素において安全に関する目標を重視することは、従業

員にとって質の高い労働環境の実現に貢献し、従業員のコミットメントとパフォーマンスに直接的な影響を

与える。変動報酬には、人材育成の目標も含まれている。この目標の達成には、特に、キャリアを通じて従

業員を訓練・育成するための多様で適切なプログラムの実施、当グループ全体における新しい働き方の導

入、及び当グループのダイバーシティ方針の実施に関する目標、並びに、より一般的にはインクルーシブな

文化の推進が必要となる。

業務執行取締役は、以下に述べる長期的なコミットメント及び職務の終了に関するコミットメントにより

利益を得るほか、通常の法令上の条件により終了する可能性のある年間報酬の他の要素（現物給付、補充的

な社会保険）からも利益を得ている。

 

1.2. 2025年の最高経営責任者の報酬決定のための実施事項

 

2025年2月20日の取締役会は、報酬委員会の勧告を受け、最高経営責任者の報酬総額を構成する要素の決

定、分配及び配分の基準を定め、2025年5月6日の株主総会にてその承認を求める。これらは、2024年の報酬

方針を継続することに沿ったものである。取締役会は、フランソワ・ジャコウ氏の責任と経験のレベル、当

グループの状況及び市場慣行を考慮した。フランソワ・ジャコウ氏は、AFEP/MEDEFコードの勧告及びベスト

ガバナンスプラクティスに従い、2022年6月の職務権限開始時に雇用契約を一方的に終了することを決定し

た。

報酬の構造及び金額は、2024年4月30日の株主総会で承認されたものと変わらない。

さらに、フランソワ・ジャコウ氏は取締役としての報酬を受け取らない。

 

ア　固定報酬　　　

固定報酬は、責任のレベル、一般管理業務の経験及び市場慣行に基づいて決定される。

2025年のフランソワ・ジャコウ氏の年間固定報酬は、前述の方針に合致するものとして、2024年と同額の

年間121万ユーロとなる。

 

イ　変動報酬

上記の方針に従い、2025年2月20日の取締役会は、報酬委員会の勧告に基づき、2025年度の最高経営責任者

の変動報酬の構成要素を前事業年度と同様に定義した。各基準には、目標加重と最大加重が定められ、定量

的基準（過半数）と定性的基準との配分は、下記の表のとおり、市場慣行に沿って設定されている。

 

(単位％)
目標

(a) 最大

固定報酬の割

合

100を基準と

する割合

固定報酬の割

合

100を基準と

する割合

定量的な財務基準 84 70 105 70

一株当たり為替の影響を除く経常利

益の増加
(b)
（経常的EPS）

60 50 75 50
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連結売上高の比較可能ベースの成長

(c)

24 20 30 20

定性的で個人的な基準（以下によ

る）

36 30 45 30

CSR

■安全性：安全性（休業災害発生

率、交通事故、業務上災害）の向

上に向けた取組を継続する。

■当グループのサステナブルな成長

目標
(d)
に関連する行動計画の展

開、様々な主要指標
（e）

に関する

進捗状況、及びこれらの目標に関

する2025年の軌道との調和。

12 10 15 10

組織・人事（人材育成、経営継承計

画、当グループの変革プログラムの

組織及び実行）

12 10 15 10

個人業績
(f)
：特に当該年度の外部

環境に照らし、取締役会が評価

12 10 15 10

合計(財務基準及び個人的な基準)
120
(g) 100 150 100

(a) 目標は業績基準を100％達成した場合に相当する。

(b) 経常的営業利益に影響を与えない重要かつ例外的な取引は除く。2025年度の経常的純利益（グループ持分）で、為替の影

響を除いたもの(2024年比)に基づいて計算される。

(c) 重要な連結範囲への影響、為替による影響、及びエネルギーを除く。

(d）戦略プラン「ADVANCE」の不可欠な部分を形成するESG目標。

(e) 年間のCO2排出量を測定するために必要な指標を含む主要指標は、非財務業績報告で開示されている。

(f）この基準は、環境の予測不可能性を考慮するため、変動報酬の一部を取締役会の評価に委ねるという取締役会の希望に応

えたものである。これは、目標設定時に想定していなかった不利な環境に当社が直面した場合には、業務執行取締役にとっ

て有利となり、最終的に環境が予想以上に良好となった場合には不利となる可能性がある。

(g) これは、フランソワ・ジャコウ氏に対する変動報酬約1,452,000ユーロ（通期ベース）に相当する。

 

上記の方針に従い、固定報酬は目標報酬（LTIを含む）総額の約27％、変動報酬は32％に相当し、目標変動

報酬は最大変動報酬の80％に相当する。

最高経営責任者のサステナビリティ目標や影響に左右される年間変動報酬の割合は10％である。加えて、

2025年に、当グループの気候変動の目標と連動するLTIの業績条件は、10％から15％に増加した。

2025年度に支払われるべき変動報酬の総額は、株主総会による財務諸表の承認後、2026年に支払われる

が、その支払は、フランス商法L.22-10-34 II条に規定される条件の下、業務執行取締役の報酬の構成要素に

ついて株主総会による承認を受けることを条件としている。

 

ウ　年間報酬のその他の構成要素

フランソワ・ジャコウ氏は、その他以下の項目から引き続き利益を受ける。

 

現物給付

現物給付には、社用車の使用、会社が加入している経営幹部及び業務執行取締役のための雇用保険への拠

出が含まれる。当社が支払った保険料は、現物給付としてフランソワ・ジャコウ氏の報酬に含まれている。

ちなみに、これらの給付は年間約17,870ユーロで、そのうち約14,600ユーロは経営幹部及び取締役のための

失業保険に充当されている。

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

257/380



 

死亡・障害給付と医療費保障制度

■　2015年1月1日付で統一された、すべての従業員及び取締役であって当該制度の対象となると認められた

者を対象とする「障害・傷病・死亡」追加給付制度。保険料の算出に考慮される報酬の上限は、（i）障

害・傷病保障については年間社会保障限度額の16倍、（ii）死亡保障は年間社会保障限度額の24倍となっ

ている。

■　全従業員を対象とした医療費保障制度

　2025年度の試算は、以下のとおりである。

■　医療費保障制度に対する雇用者の拠出金： 449 ユーロ

■　生命保険制度に対する雇用者の拠出金： 11,153 ユーロ

 

エ　長期報酬の構成要素

2025年2月20日の取締役会において、報酬委員会の勧告に基づき、フランソワ・ジャコウ氏に対し、2025年

度における最高経営責任者の地位に関して、2024年度と変わらない年額1,815,000ユーロ（IFRS評価による）

の業績連動株式を割り当てることが決定された。

業務執行取締役に適用される報酬方針の原則に従い、LTIは引き続き目標報酬総額（固定報酬、目標変動報

酬及びLTI）の41％を占め、業績条件の対象となる報酬構成要素（変動報酬＋LTI）は目標報酬総額の約４分

の３を占めている。

 

最高経営責任者（及び2025年に割り当てられるLTIプランのすべての受益者）に適用される業績条件は、

2025年2月20日の取締役会により決定された。取締役会は、株主総会における本方針の承認を条件として、気

候基準のウェイトを15％に引き上げ（従前10％）、代わりに２つのTSR基準をそれぞれ17.5％に引き下げた

（従前、それぞれ20％）。これにより、2025年プランに基づき確定的に付与される／行使できるLTIの数は、

以下の業績条件（2024年に定義されたものと同じ）の達成度による。

(i) 付与されるLTIの50％は、2027年度末に記録される経常的ROCEからなる、取締役会が設定する目標の達成

率による。

設定された目標では、付与は100％となり、その後定額で下限まで減少し、下限以下では付与されない。

この下限値は、設定された目標値より200bps低いROCEに相当し、特に外部成長の機会を活用することが

できるよう、ある程度の柔軟性を持たせている。

この目標は、当社が公表したROCE、すなわち10％以上の水準を維持する（ROCEの希薄化の影響を有する

投資が大きく増加する期間において）という目標に沿って設定されている。

(ii) 付与されるLTIの35％について：

－　(ii)で言及されるLTIの50％について：取締役会が設定した株主総利回り（TSR）の目標（2025年度、

2026年度及び2027年度において、配当再投資したエア・リキード株式への投資からの年平均成長率とし

て定義）（「AL TSR」）に基づく。絶対的TSRの目標は、過去の実績に応じて設定される。設定された目

標では、付与は100％となり、その後定額で下限まで減少し、下限以下では付与されない。

－　(ii)で言及されるLTIの50％について：エア・リキード株式への投資（配当再投資）による株主総利回

り（出典：ブルームバーグ）（「B TSR」）を、2025年度、2026年度及び2027年度の配当再投資による

CAC40 TSR指数（出典：ブルームバーグ）と比較した比率に基づく。達成率は、エア・リキードのTSRの

平均がCAC40のTSRの平均より低い場合は０％、CAC40のTSRの平均と同じ場合は50％、CAC40のTSRの平均

より２％以上高い場合は100％とし、定額変動を基本とする。CAC40 TSRの平均を下回る業績に対する付

与は行われない。

(iii) 付与されるLTIの15％について：当グループのCO2軌道（戦略プラン「ADVANCE」の不可欠な部分）に

沿って、2025年から2027年にかけて当グループのCO2の絶対排出量の変化にリンクした目標であり、内訳は

以下のとおりである。

2027年の当グループのCO2排出量（百万トン単位）と2024年の同排出量の比較。2024年の比較基準値

は、2025-2027年の間に起こりうる連結範囲の影響（当グループの顧客又は会社における既存ユニットの
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買収、資産又は会社の売却）を考慮し、12か月見積もりベースにより、既述した当グループの炭素排出

のモニタリングに用いる方法と同様に調整する。

ここでは、温室効果ガス排出量には、直接排出（スコープ１）と間接排出（スコープ２）が含まれ

る。これらの排出量は、「市場ベース」として計上される。

業績条件の達成率は、2027年度の財務諸表が承認された時点で、2028年に取締役会により記録される。

最高経営責任者であるフランソワ・ジャコウ氏への2025年の業績連動株式の割当てには、上記の業務執行

取締役へのLTI付与に適用されるすべての規則と条件（数量及び金額の制限、在職条件、比例按分、株式保有

義務
(3)
、その他特定の規則）が適用される。

 

(3) フランソワ・ジャコウ氏には追加的な株式保有義務が適用され、最高経営責任者への選任から４年、すなわち2026年6月1

日までとなる。

 

オ　長期的なコミットメント

2025年2月20日の取締役会は、報酬委員会の勧告に基づき、フランソワ・ジャコウ氏が最高経営責任者の任

期中、適用を受ける年金制度の要素を変更することなく維持した。これらの要素（特に付加年金制度）は、

フランソワ・ジャコウ氏が最高経営責任者に任命された2022年に、CAC40企業及び欧州の分離型ガバナンスの

企業で構成される詳細なベンチマークの結果、当グループの上級役員に適用されている制度、最高経営責任

者の報酬全体のバランスを考慮し、当社にとって最善のコストで競争力を確保できる制度を描く努力を考慮

して、定義されたものである。

これらの構成要素はすべて、他の報酬構成要素と同様に、最高経営責任者に適用される報酬方針に関する

株主総会の議決による承認が前提となる。

以下の付加年金制度に対する当社の拠出総額は、目標年次参考報酬（固定報酬＋目標変動報酬）の約15％

に相当し、例年どおりである。

 

法定企業退職金制度（PERO)
(3)

この制度は、8PASS以下の報酬に基づく毎月の拠出金で賄われ、雇用者と受益者の間で均等に分配される。

この拠出金は法人所得税から控除され、16％の社会保険料が課され、PASSの５％又はPASSの５倍の範囲内で

考慮される報酬の５％の２つのうち高い方の金額の範囲内で、社会保険料の算定基準から除外される。

2025年度の本制度に対する雇用主の拠出額は、11,174ユーロと見積もられている。

 

(3) 法定企業退職金制度(PERO)は、2021年1月1日に設立され、確定拠出型の付加年金制度を継承する（当該日において同付加

年金が適用されていたすべての従業員及び業務執行取締役を対象）ものである。

 

「上級管理職」確定拠出年金制度

この「83条」確定拠出年金制度は、8PASS以下の報酬の端数について、会社が全額負担する年間拠出金に

よって賄われ、PEROの下で支払われるものと同じ税金及び社会保障の扱いを受ける。

2025年度の本制度に対する雇用主の拠出額は、10,174ユーロと見積もられている。

 

個人・任意加入の団体型年金保険契約

フランソワ・ジャコウ氏が最高経営責任者に任命される前に受給していた年金制度は、個人・任意加入の

この団体型年金保険契約に置き換えられた。フランソワ・ジャコウ氏の参照報酬（固定部分＋目標変動部

分）が8PASSを超える部分に、個別かつ任意加入できる団体型年金保険契約（「フランス税法82条」として知

られている）が適用される。当社が支払う金額は、保険会社への支払と、保険会社への支払にかかる社会保

障費及び税金の一部を補うことを目的としたフランソワ・ジャコウ氏への支払とに分けられる。この金額

は、この年金制度に関連する業績条件を計上した上で、業務執行取締役の任期終了までの期間、毎年後払い

される。
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フランソワ・ジャコウ氏は、フランスの一般的な社会保障制度に基づく年金受給権を取得できる年齢にな

る前に、この年金保険契約に基づく受給権を申請することはできない。

最高経営責任者に対するこの制度の適用は、彼の報酬の全体的なバランスと市場環境を考慮して決定さ

れ、当社にとっては、受益者の効果が同じであれば、フランス社会保障法典L.137-11-2条に基づく確定給付

型の新しい付加年金制度を導入する場合よりも著しく低いコストとなる。

報酬が8PASSを超える部分に対するこの付加年金制度は、すべて業績条件の対象となる。以下に述べる業績

条件の達成を条件として、年間の総支給額は合計約378,000ユーロとなる。

したがって、１事業年度の拠出金総額は、以下に定める税引後使用資本利益率(ROCE)と、当該事業年度以

前の過去３事業年度について（株主総会で承認された連結財務諸表に基づき）算出した加重平均資本コスト

（WACC）（株主資本の帳簿価額に基づいて測定）との年平均差（事業年度ごとに測定）によって決定され

る。

大規模な取引があった場合に計算を不利にしないために、2024年と同様、ROCEは「大規模な買収を除く」

経常的ROCEを使用する。この定義では、使用資本の５％以上に相当する買収が大規模なものとみなされる

(4)
。団体型年金保険契約に基づく名目額に適用される業績係数は、以下の表に示されているとおりに決定さ

れる。100bpsから300bpsの間の各閾値の間は、線形に増加させるものとする。

 

 (4) 過去30年間で、この水準を超える買収は２～３件しかなかった。

 

年間乖離率（ROCE-WACC）の3年間平均（単位：bps）
 (a) 補償金の割合

≧300 100%

250 66%

200 50%

100 25%

<100 0%

(a) bps：ベーシスポイント

 

2025年に関する2026年の支払額は、業績条件に従い、約378,000ユーロと見積もられている。

 

カ　職務の終了に係るコミットメント

 

退職補償

取締役会は、報酬委員会の勧告に基づき、フランソワ・ジャコウ氏（2022年6月1日付で最高経営責任者に

就任した時点で一方的に雇用契約を終了）が、非常に厳しい発動条件のもと、引き続き退職補償の適用を受

けることを決定した。主な条件は以下のとおりである。

■　戦略の変更又は支配権の変更（後者の場合、支配権の変更から６か月以内に退任した場合、退職補償が

発生する）に関連して、フランソワ・ジャコウ氏が最高経営責任者の任期を強制的に退任した場合（解

任、辞職届）のみ、補償が発生する可能性がある。

■　これらの場合の補償額は、職務終了日に実際に支払われた固定報酬及び変動報酬の前24か月分（固定報

酬24か月分＋実際に支払われた変動報酬２か月分）に設定されている（競業避止義務に関する項の記載を

条件とする）。

■　最高経営責任者であるフランソワ・ジャコウ氏が当社定款に定める年齢制限に近づくにつれて、補償額

は徐々に減少する。定款に定められた年齢制限による退社日前の24か月間に強制退社させられた場合、支

払うべき補償金の額は、強制退社日から当該年齢制限に達した日までの月数の総報酬を上限とする。いか

なる場合においても、受益者が強制退社日に年金受給権を主張した場合、補償金は支払われない。

■　補償金の支払を受ける権利は、業績条件の達成を条件とし、補償金の割合は当該条件の達成率に応じて

減少する（業績条件の詳細については以下参照）。
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退職補償金に適用される業績条件

取締役会は、フランソワ・ジャコウ氏に関する退職補償金の支払が、取締役会により、その職務の終了時

又は終了後に、当社の業績に照らして評価された受益者の業績に関する条件（2024年4月に承認された方針に

含まれる条件と変更なし）を遵守することを条件とすることを決定した。本書作成日現在、以下のように定

義される。

上記補償金の受給資格は、退職が発生する事業年度以前の過去３事業年度に関して（株主総会で承認され

た連結財務諸表に基づき）計算される経常的使用資本利益率（税引後）(ROCE)と加重平均資本コスト

（WACC）（株主資本の帳簿価額に基づいて測定）の年平均差（各事業年度ごとに測定）に依存し、支払われ

る補償金の額は、これに基づいて調整されるものとする。

補償金の割合は下表のとおりとし、100bpsから300bpsの間の各閾値の間は、定額で分割して増加させるも

のとする。

 

年間乖離率（ROCE-WACC）の3年間平均（単位：bps）
(a) 補償金の割合

≧300 100%

250 66%

200 50%

100 25%

<100 0%

(a) bps：ベーシスポイント

 

競業避止義務に関連する補償金

当社の正当な利益を保護するため、取締役会は、最高経営責任者が任期終了日から２年間、当グループと

競合する事業に直接的又は間接的に従事しないことを約束することの対価として、競業避止義務に関する補

償を付与することを決定した。

この補償金は毎月支払われ、最高経営責任者が受け取る年間固定報酬及び変動報酬（長期変動報酬に関し

て受領された金額を除く）の１年分に相当する金額となる。退職補償金及び競業避止補償金は、最高経営責

任者が任期を終了する日に支払われる年間固定報酬及び変動報酬の24か月分を上限とする。

最高経営責任者が年金受給権を行使した時点から、競業避止義務の補償の支払は適用されないものとす

る。

いかなる場合においても、65歳を超えると補償金は支払われないものとする。

取締役会は、最高経営責任者の退任時に競業避止義務の全部又は一部を放棄する権利を有し、この場合、

補償金は支払われないものとする。

 

1.3. 取締役会会長に適用される報酬方針

 

ア　報酬の原則と構造

取締役会会長に対するこの報酬方針は、2024年4月30日の株主総会で承認されたものから変更されていな

い。

したがって、AFEP/MEDEFコードの勧告（第26.2条）に従い、会長には固定報酬のみが与えられ、変動報

酬、LTI又は例外的報酬は与えられない。

状況に応じて、会長は取締役としての職務に関して報酬を受け取ることがある（1.2項「取締役に適用され

る報酬方針」）。ただし、ブノワ・ポチエ氏の場合は、取締役としての報酬を受け取らないことが決定され

ている。

取締役会会長は、その使命を果たすためのあらゆる重要な手段を有している。

状況に応じて、会長は、全従業員及び給付を得る資格を有する業務執行取締役を対象とする死亡・障害給

付制度から給付を得る資格を有する場合がある。
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イ　2025年取締役会会長の報酬

上記の原則に従い、2025年2月20日の取締役会は、報酬委員会の勧告に基づき、ブノワ・ポチエ氏に適用さ

れる報酬の構成要素を、2024年に定義したものと変更せずに定義した。

報酬の位置づけは、2022年の職務分離時に、CAC40のガバナンス分離型企業の代表的なパネル及び欧州企業

(4)
における取締役会議長の報酬のベンチマークを含む業界慣行の詳細な調査に基づいて、外部企業の支援を

得て作成されたことに留意されるべきである。この報酬は、経営の継承という特殊な状況における取締役会

会長の役割と、取締役会が、経営の移行期間中に、当グループとその事業、株主とステークホルダー及び戦

略的課題に関する同氏の経験、深い知識から利益を得るために、同氏に託すことを希望した任務を考慮して

いる。

この観点から、ブノワ・ポチエ氏の年間固定報酬は、変動報酬及び長期報酬（特にLTI）並びに例外的報酬

を除き、引き続き800,000ユーロに設定されている。ブノワ・ポチエ氏は、取締役としての立場から追加報酬

を受け取ることはない。

さらに、ブノワ・ポチエは社用車を使用し、年間約2,793ユーロの現物給付を受けることになる。

2024年に引き続き、ブノワ・ポチエ氏は、全従業員及び資格を有する業務執行取締役を対象とする死亡障

害プラン（死亡保険金のみ）の適用を受ける。

この制度に対する2025年の拠出額は8,438ユーロと見積もられている。

 

(4) 化学、石油化学、ヘルスケア、エンジニアリング及び製造業の８か国14グループからなる欧州パネル。売上高は70億～

1,500億ユーロ（平均440億ユーロ、中央値220億ユーロ）。

 

2. 取締役に適用される報酬方針

取締役の報酬方針は、報酬委員会の勧告に基づき、2025年2月20日開催の取締役会において決定された。本

方針を決定した際の意思決定プロセスは、本方針を見直し、実施する際にも適用される。

取締役に適用される報酬方針は、株主総会の議決に付される。その原則と構成は、2024年2月の取締役会で

決定され、2024年4月30日の株主総会で承認された方針に沿ったものである。

取締役の報酬方針は、取締役会のダイバーシティ方針に従い、株主総会で議決される全体的な給与パッ

ケージの枠内で、国際的な同業他社と比較して競争力のある報酬を確保し、当グループの課題とその進展に

沿った、最適な人材と専門性を惹きつけることを目指すものである。

2024年4月30日の合同株主総会における第14号決議に基づき、年間グローバル報酬パッケージの最高額は事

業年度あたり150万ユーロである。

この方針は2024年の方針から変更されておらず、取締役に割り当てられる固定報酬（年度の途中で任期が

開始又は終了した場合は日割り計算）を定めている。この報酬は、筆頭取締役に対しては増額され、４つの

取締役会委員会の委員長に対しては、これらの職務の結果として発生する責任のレベル及び業務量を考慮

し、追加の固定報酬が割り当てられている。

また、AFEP/MEDEFコードの規定に従い、各取締役の取締役会及び委員会／ワーキンググループの会議への

出席に基づき、会議への出席ごとに一定額を配分する形で、最高部分である変動報酬が含まれている。

委員会の委員長に配分される固定報酬は、各委員会会議への出席に配分される報酬額とともに調整され、

会議への遠隔参加は、ビデオ会議で接続する委員が物理的な会議と同等の質的条件の下で会議に参加し、討

議に参加することを可能にする通信手段の質を考慮し、対面出席と同様に報酬が配分される。これは、可能

な限り対面会議に出席するという取締役会及びそのメンバーの希望を変更するものではないが、通信技術の

進歩を認識するものである。

海外から来る取締役の距離を考慮するため、そのような取締役が直接出席する場合の変動報酬には、１回

につき一定の金額が加算される（大陸間移動に対する報酬は、大陸内移動に対する報酬よりも高く、国際レ

ベルで競争力を保つために再調整されることがありうる）。

この方針は、取締役会及び委員会への取締役の出席と効果的な参加を促進し、取締役間及び業務執行を行

う経営陣との対話を促進し、さらに一般的には、当グループの事業及び利害関係（サステナビリティを含

む）を取締役が完全に理解することで、会社の長期的な将来のための確固たるガバナンスを確保する。
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この点に関して追加報酬を受け取る筆頭取締役の役割を認識していることは、当社が取締役会及び指名統

治委員会の会合に関連して、またその会合と会合の間の非公式なものについて、筆頭取締役のガバナンス業

務を重要視していることを反映しており、ベスト・ガバナンスの実践を促進している。報酬方針において、

４つの専門委員会の活動を考慮することは、統治機関の適切な運営、財務諸表と財務状況のレビュー、リス

ク分析、当グループのすべての事業にわたるサステナナビリティ課題の検討、あるいは、当社の目標に沿っ

た目標を含む業務執行取締役のインセンティブを高める報酬方針の決定など、取締役会の主要な決定の準備

に重要性が与えられていることの証左である。

したがって、バランスのとれたインセンティブを高める取締役の報酬方針は、取締役会の業務の質の向上

に貢献し、その結果、会社、従業員及びすべての利害関係者の最善の利益のために、会社の事業活動の方向

性とその戦略を決定することができる。

業務執行取締役は、エア・リキード・エス・エーの幹部の任務を履行している間、取締役又は委員会／

ワーキンググループの議長としての職務に関し、報酬を受け取らない。さらに、グループ会社の取締役会の

職務を遂行するすべての従業員に適用される当グループの規定、及び様々な利害関係者との該当する契約に

従い、従業員取締役は取締役としての職務に関して報酬を受け取っていない。旅費は当社から払い戻され

る。

 

②　役員ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額

 

a. フランソワ・ジャコウ最高経営責任者（2024年度）

 

ア　固定報酬　支払額又は会計上の価値：1,210,000ユーロ

　2024年の固定報酬は、2024年2月19日の取締役会において制定され、2024年4月30日の株主総会において承

認された報酬方針に従い、責任のレベル、一般管理業務の経験及び市場慣行を考慮して決定され1,210,000

ユーロとなった。

 

イ　年間変動報酬　支払額又は会計上の価値：1,608,211ユーロ

 

（2024年に関する変動報酬）

　目標変動報酬は、固定報酬の120％に相当する。

変動報酬は、固定報酬の150％を上限とする。

目標変動報酬は、2024年に、以下の項目に連動する。

■　固定報酬の84％（最大で固定報酬の105％）は、以下の２つの定量的な財務基準に基づいている。すなわ

ち、(i) 固定報酬の60％（最大75％）について、一株当たりの外国為替の影響を除いた経常的純利益
(a)

（以下「経常的EPS」）の成長目標、(ii) 固定報酬の24％（最大30％）について、連結売上の比較可能

ベースにおける成長目標 
(b)
 。

　　それぞれの基準において、取締役会は、目標値を定義した。目標値は、当社計画の主要な目的である成

長軌道と完全に一致したものであった。

　　取締役会が採用した計算式により、当該年度の連結財務諸表に基づき、設定された目標値と比較してた

当該基準達成度を考慮し、（最大限度内で）変動報酬の額を算出することが可能である。

各業績条件の達成度は、基準間の相殺なしに評価される。

　　目標値は機密保持の観点から公表されていない。しかしながら、変動報酬のそれぞれの目標値の達成率

（固定報酬の割合及び変動報酬の目標値に対する割合）は、ここで開示されている。

(a) 経常的営業利益に影響を及ぼさない例外的かつ重要な取引を除く。外国為替の影響（2023年との比較）を除いた2024年

の経常純利益（グループ持分）に基づいて計算している。

(b) 重要な連結範囲、外国為替及びエネルギーの影響を除く。
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■　固定部分の36％（最大45％とする）は、個人の定性的な以下の基準に連動している。すなわち、(i)３分

の１については、企業の社会的責任（以下「CSR」）（安全性と信頼性：安全性（休業災害、交通事故及び

業務上災害の発生率）を改善するための継続的な取組、当グループのサステナブルな目標に関連する行動

計画の展開、様々な主要指標に関する進捗状況、これらの目標に関する2025年までの軌道との整合性）、

(ii) ３分の１については、組織・人材（能力開発、経営の後継者計画、ダイバーシティ政策）、及び

(iii)３分の１については、個人の業績（同基準は、環境の予測不能性を考慮に入れる目的で、取締役会の

評価に従う変動報酬部分を保つという取締役会の要望に対応する基準である。これは、目標設定時に想定

していなかった不利な環境に会社が直面した場合には、業務執行取締役にとって有利となり、最終的に環

境が予想以上に良好となった場合には不利となる可能性がある。）。

 

（2024年に関する評価）

定量的基準の目標は、107％達成された。

財務基準に係る変動報酬の額は以下のとおり。

・　経常的EPS：固定報酬の69.8％、この基準の目標報酬の116.3％に相当する。

・　売上：固定報酬の20.2％、この基準の目標報酬の84.0％に相当する。

　定性的な基準に関する変動報酬の額は以下のとおりである。

・　CSR：固定報酬の13.0％、この基準の目標報酬の108.3％に相当する。

・　組織・人材：固定報酬の15.0％、この基準の目標報酬の125.0％に相当する。

・　個人の業績：固定報酬の15.0％、この基準の目標報酬の125.0％に相当する。

　個人的目標に関する変動報酬の金額は、固定報酬の43.0％を占め、個人的目標の目標報酬の119.4％に相当

する。取締役会は、以下の点に着目した。

 

CSR：

業績は、非常に良好だったと考えられる。

■　安全と信頼性

　2024 年には、従業員の休業災害発生件数が大幅に減少した（2023年の128件に対して、2024年は85

件）。これは、2020年（新型コロナウイルスの年）よりもさらに低い、歴史的な低水準である。従業員の

休業災害発生率は、2024年には0.65となり、2023年(0.98)及び2020年(0.87)の水準を大幅に下回った。

2024年の発生率は、当グループが達成した過去最低の数値である。

協力会社についても同様の傾向が見られ、休業災害は2023年と比較して21％減少した。2024年の発生率

は1.09で、2023年の1.25から低下した。これは、このカテゴリーで当グループが達成した過去最高の実績

となった。

2024年には、（従業員及び協力会社の）負傷者が2023年と比較して60人減少した。

しかし、2024年は、交通事故により運転手１名（ドミニカ共和国におけるエア・リキードの従業員）が

死亡し、協力会社において２名、つまり、ポーランドでの作業中における高所からの転落により協力会社

従業員１名が、ブラジルでのガスシリンダーの爆発により協力会社従業員１名が死亡した。各事故は執行

委員会で検討され、その教訓は、フランソワ・ジャコウ氏の強力な支援のもと、全社的に展開された。

フランソワ・ジャコウ氏は、IMS（産業管理システム）に基づく、以前開始されたプログラムを継続し

て、安全対策に積極的に参加した。彼は、プロセスの安全性に関する主要プログラム（平底貯蔵施設のコ

ンプライアンスの改善やシリンダーバルブのねじ外し設備の改善など）を監督し、当グループの交通安全

プログラムを支持した。2023年のイニシアチブは引き続き実施され、4,000を超える事業所で24の主要な安

全リスクに関するワークショップが開催され、15本を超える意識向上に向けたビデオがグループ全体に放

映された。このイニシアチブはフランソワ・ジャコウ氏の強い後ろ盾を得ており、2024年も継続される予

定である。

 

■　当グループのサステナビリティ目標に関連した行動計画の展開、様々な主要指標に関する進捗状況、及

びこれらの目標に関する2025年の軌道との整合性
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　　当グループは、多面的な監督体制とフランソワ・ジャコウ氏の個人的な関与により、サステナビリティ

に関する取組を継続している。

－　最高経営責任者の指揮下にある内部統治委員会は、サステナブルな開発に関する戦略的方向性を検証

している。2024年には、グループ気候変動対策計画（2024年9月公表）、CSRD報告の構造と主要な方向

性、及び当該報告の範囲、当グループのスコープ３の報告に関する特定の選択肢の検証、回避された排

出量（概念を強化するための作業軸の定義及び当グループにおけるその定量化）、当グループが販売す

る製品の環境属性、というテーマを重点的に検討した。

－　資源・投資委員会(RICs)は、各地域における投資決定の検証の一環として、各プロジェクトに関連す

る「カーボンフットプリント」（決定から５年間の、当該資産に関連するCO2排出量の推移）を定義する

ことにより、CO2排出量の基準を組み込んでいる。

－　当グループの目標（CO2排出量の絶対値を「2025年頃」に転換点とし、2035年までに2020年比で33％削

減すること）に沿って、各拠点群の二酸化炭素排出削減目標の進捗状況を監視するため、毎年、脱炭素

化の審査を実施している。

－　執行委員会は、当グループのダイバーシティ及び二酸化炭素排出削減の目標に関連する行動計画、並

びにCSRD計画の進捗状況を定期的に審査している。

　　新たなCSRD非財務報告枠組みについては、専任のワーキンググループが責任主体となっている。この新

しい規制は今年が実施初年度であるため、最高経営責任者は、非財務報告の範囲に関する検討及び意思決

定プロセスに深く関与している。

　　戦略プラン「ADVANCE」の枠組みにおける、当グループのサステナブルな開発目標に関連するすべての主

要指標は、2024年において進展している。

　　CO2排出量は2020年比で約11％削減され、目標（2035年までに2020年比で33％削減すること）を上回って

いる。炭素原単位は、2015年比で2024年末に41％削減（目標は30％削減）されている。水を最も多く使用

する事業部門のうち、水不足が深刻な地域にある事業部門における水管理計画の実施率は、2024年末時点

で47％に達した（75事業所中35事業所）。2024年には、経営幹部及び管理職の女性比率が１％増加し、

33.1％になった。健康保険の共通基盤（医療基盤、保険、産休）及び「職場の市民プログラム」（当グ

ループ従業員が勤務時間中に、地域社会に貢献するプロジェクトに参加できる制度）の、当グループの従

業員に対する適用率は、2024年末時点でそれぞれ100％及び87％に達した。

組織／人材

業績は、優秀だったと考えられる。

　この評価は、経営陣の後継者計画、グループの変革、人材開発及びダイバーシティ＆インクルージョン・

ポリシーの３つの要素に基づいている。

■　経営陣の後継者計画とグループの変革

　　フランソワ・ジャコウ氏は、組織の簡素化と効率化を図るため、複数年にわたる変革プログラムを開始

した。2024年には、彼の出席のもと、経営陣による30回のプロジェクト会議が開催された。この取り組み

により、階層数の削減、組織の簡素化（事業部門と機能部門との直接の連携）、単一のグローバルなグ

ループ産業部門の設置など、いくつかの変更が既に実施されている。

　　2024年9月1日、フランソワ・ジャコウ氏は、組織変更を反映してガバナンス体制を調整した。執行委員

会では、エミリー・ムーレン＝ルヌアール氏が、ヨーロッパ、アフリカ、中東及びインドの拠点群を監督

することになった。アルメル・ルヴィエウ氏の担当範囲は、エンジニアリング＆建設にも拡大された。

2024年5月1日、アダム・ピーターズ氏（Air Liquide North Americaの最高経営責任者）が執行委員会メン

バーに任命された。デイビット・プリンスラー氏は、2024年12月2日にグループ産業部門担当ディレクター

として執行委員会に加わった。これらの変更により、2024年に、当グループのエグゼクティブ・バイス・

プレジデントである マイケル・Ｊ・グラフ氏、及び産業部門、安全・セキュリティ部門、工業事業・ワー

ルド・ビジネスラインを担当していたパスカル・ヴィネット氏の後継者育成が可能となった。

　　フランソワ・ジャコウ氏は、構造変革に伴う企業文化の変革計画を策定し、重要なパフォーマンスの行

動基準の診断と定義を行うことを決定した。これにより、グループの既存の強みを活かし、グループの野
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心をサステナブルに達成するための変革を推進することで、成長とパフォーマンスに向けた変革に関する

包括的なビジョンを明らかにした。 

■　人材育成

　　フランソワ・ジャコウ氏は、グループの人材育成へのコミットメントを継続し、オペレーション部門と

の定期的なレビューを実施してきた。これらのレビューにより、国際的な人材、国際的な能力開発の機

会、後継者計画、及び技術人材（TCL「技術コミュニティリーダー」プログラム）の任命に関する詳細な検

討が実現した。ダイバーシティを反映させ、次世代のリーダー育成に向けて準備するために、パフォーマ

ンス評価プロセスが見直された。 

■　ダイバーシティ＆インクルージョン・ポリシー

　　ダイバーシティがパフォーマンスの向上につながるという確信から、フランソワ・ジャコウ氏は、この

テーマを１日の執行委員会の議題に挙げた。各地域のダイバーシティに関する計画について、詳細なレ

ビューが実施された。彼のリーダーシップのもと、行動計画が包括的にレビューされたことは、経営陣が

この分野に注力していることの表れである。フランソワ・ジャコウ氏は、グループ内の出張先でも、意欲

的なインクルージョンとダイバーシティ・ポリシーの重要性と価値を積極的にアピールしている。この

テーマについて定期的にコミュニケーションを取り、国際女性デーには、ダイバーシティに対するグルー

プの取り組みの重要性を全社に再確認した。このような積極的な政策は、執行委員会、エア・リキードの

経営陣、及び将来有望な従業員におけるダイバーシティの実現にも反映されている。インクルージョン

は、社内エンゲージメント調査で従業員が指摘した強みのひとつである。 

個人の業績

　最高経営責任者の個人業績は優秀であると考えられる。取締役会は、マクロ経済が低迷し、不透明な環境

の中、フランソワ・ジャコウ氏がグループを指揮し、組織全体を鼓舞して、財務面及び非財務面において非

常に堅実な業績を達成したことを評価した。

合計すると、報酬の変動部分の金額は目標を上回り、1,608,211ユーロとなった。

2024年度に支払われるべき変動報酬の総額は、株主総会による財務諸表の承認後、2025年に支払われる予定

である。その支払は、最高経営責任者としてフランソワ・ジャコウ氏に対して2024年度中に支払われた、又

は2024年度に関して付与された報酬の構成要素が株主総会によって承認されることを条件としている。

 

ウ　変動報酬メカニズムにおける、報酬繰延べの仕組み、複数年にわたる報酬や例外的な報酬の有無

存在しない。

 

エ　ストックオプション、業績連動株式又はその他の長期的インセンティブ

支払額又は会計上の価値 個数 会計評価

ストックオプション 0個 0ユーロ（IFRS第2号による）

業績連動株式 12,170株 1,814,304ユーロ（IFRS第2号による）

 

（2024年9月25日プラン（業績連動株式））

2024年の付与の方針

　最高経営責任者に対する2024年の付与は、2024年2月19日に取締役会が定義し、2024年4月30日の株主総会

により承認された2024年報酬方針の一部を構成するものである。

　フランソワ・ジャコウ氏に対する2024年の最高経営責任者としてのLTIの付与は、IFRS評価額で1,814,304

ユーロになる。2024年9月の取締役会は、LTIスキームの簡素化と標準化を図るため、一般的な市場動向及び

2019年以降の慣行に従い、すべての受益者に業績連動株式のみを付与することを決定している。

 

執行役員に対する支給限度額

　取締役会は、AFEP/MEDEFコードの推奨に従って、株主総会で承認された38か月のサブリミットの範囲内

で、執行役員への付与の年間下限を、(i)株式資本に対する比率として、及び(ii)報酬の倍数として表現して

設定する。
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取締役会が設定した2024年の限度額は、2023年の限度額と同じであり、以下のとおりである（2024年には

新株予約権は付与されていない）。

■　2024年に執行役員に付与される業績連動株式の総数は、株式資本の0.012％を超える株式数を生じさせな

いこと（なお、2022年5月4日の総会において、38か月間、株式資本の0.1％という割当のサブリミットが設

定されている。）。

■　執行役員に付与された業績連動株式のIFRSによる評価額の総計は、執行役員の年間総報酬（固定報酬＋

変動報酬の上限）の約1.5倍を超えることはできず、付与された業績連動株式は、目標年間報酬の約40％を

占めることに留意されたい。

 

比例配分原則の維持

　2024年2月19日の取締役会の決定及び2024年4月30日の総会で承認された方針に従い、業務執行取締役に対

する2024年のLTIの付与は、引き続き比例配分原則の対象となる。

実際には、執行役員が重大な理由による辞任又は解任以外の理由で当グループを離れた場合、業績基準の

評価期間中に当グループ内に実際に在籍した期間に応じて、総配分率（業績条件適用後）が比例配分で減少

することになる。さらに、AFEP/MEDEFコードに基づき、この退任時に執行役員に何ら付与されるものはな

い。

執行役員は引き続き、プランのすべての規定、特に付与された株式及びストックオプションに関する権利

確定期間、ロックアップ期間及び保有期間に関する規定に従う。

 

業績状況

　付与された業績連動株式は、すべて３年間を通じて計算される業績条件が付されている。この条件は、以

下のとおりである。

(i) 与えられた業績連動株式の50％については、2026年度末に記録された税引後使用資本利益率（ROCE）

(c)
からなる、取締役会が設定した目標の達成率に基づき算出される。

 

(c) 税引後ROCE｛使用資本利益率）は、以下のように算出される。すなわち、（2026年の（少数株主持分控除前の税引後

経常的純利益－税引後当期負債コスト））/（過去３半期末（2026年下半期、2026年上半期及び2025年下半期）における

（株主資本＋少数株主持分＋純有利子負債）の平均値）

 

設定された目標値では、付与率は100％であり、その後定額で減少し、それ以下では付与されない下限

が設定される。この下限値は、設定された目標値より200bps低いROCE（使用資本利益率）に相当し、特

に外部成長の機会を活用することができるよう、ある程度の柔軟性を持たせている。

この目標は、当社が発表したROCE（使用資本利益率）目標値、すなわち、10％以上という目標に沿っ

て設定された。

(ii) 付与された業績連動株式の40％について

－(ii)の業績連動株式の50％について：2024、2025、2026年度のエア・リキード株式への投資（配当再投

資）の年平均成長率として定義される、取締役会が設定した株主総利回りの目標（「AL TSR」）に基づ

く。絶対的TSRの目標値は、過去の実績に応じて設定される。設定された目標値では、付与は100％とな

り、その後定率で減少し、下限以下では付与されない。

－(ii)の業績連動株式の50％について：2024、2025、2026年度のCAC40TSR指数、配当再投資（出典：ブ

ルームバーグ）と比較した、エア・リキード株式への投資による株主総利回り、配当再投資の割合に基

づく（「B TSR」）。

達成率は、エア・リキードの３年間のTSRの平均がCAC40TSRの平均より低い場合は０％、CAC40TSRの平

均と等しい場合は50％、CAC40TSRの平均より２％以上高い場合は100％とし、定率変化を基本とする。

CAC40TSRの平均を下回る業績に対する付与は、不可能である。
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(iii) 付与された業績連動株式の10％については、当グループのCO2排出量の軌道（戦略プラン

「ADVANCE」の一部）に沿った、2024年から2026年までの当グループの絶対的なCO2排出量の変動に応じ

て、、以下のとおりとなる。

2026年の当グループのCO2排出量と2023年の同排出量と百万トン単位で比較。2023年の比較基準は、12

か月見積ベースで、想定される周辺的な影響（2024年から2026年にかけての当グループの顧客又は会社

における既存ユニットの買収、資産又は企業の売却の可能性）を考慮して、当社が明らかにしている二

酸化炭素排出削減目標のモニタリングに用いられる方法に沿って、調整されている。温室効果排出量に

は、直接排出（スコープ１）と間接排出（スコープ２）がある。これらの排出量は、「市場ベース」と

して計上されている。

 

オ　その他の要素

該当なし。

 

カ　取締役としての報酬

　該当なし。フランソワ・ジャコウ氏は、取締役としての任期に関し、いかなる報酬も受領しない。

 

キ　その他の利益　17,870ユーロ

　その他の利益（会計価値）は社用車の使用及び、経営幹部及び取締役の雇用保険のために2024年に外部機

関に支払われる拠出金が含まれている。

 

ク　退職補償　受領額０ユーロ

　適用される条件は、以下のとおりである。(i) 戦略の変更又は支配の変更に伴う強要された退職のみが補

償の対象となる。(ii) 補償額は、24か月分の総固定報酬及び変動報酬である
 (d)
。(iii) 法定の定年に近づ

くほど、徐々に減額する。(iv) 補償に関する権利は、業績条件付きとする。支払われる補償額は、退任前の

過去３事業年度の税引後ROCE（使用資本利益率）と加重平均資本コスト(WACC）（株主資本の帳簿価額に基づ

いて測定）の平均年間差によって調整される。この差は、高度に資本集約的な事業において、日常の価値創

造を測定することを可能にする。

 

(d) この規則の例外として、2024年度中に退職した場合、24か月分の固定報酬及び変動報酬の補償金の計算には、事業年度に

変動報酬が支払われない場合に付与される目標変動報酬（該当年度ごと）及び当該年度と前事業年度の年間固定報酬が考慮

されるものとする。

 

　３年間にわたってROCEとWACCの平均差が300bpsである場合には、補償額全額を受け取ることができる。

補償される比率は、以下のように設定されており、それぞれの閾値間において定額で増加する。

３年間の平均年間差（ROCE ‒ WACC）(bps)
(a) 補償率

≧300 100%

250 66%

200 50%

100 25%

＜100 0%

(a) bps：ベーシスポイント

この制度は、2024年2月19日の取締役会で承認され、2024年4月30日の株主総会で承認された最高経営責任

者の報酬方針に組み込まれた（2023年までの報酬方針の延長に基づく）。

 

ケ　競業避止に関する補償金　受領額０ユーロ
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　フランソワ・ジャコウ氏の最高経営責任者としての任期終了後２年間、直接的又は間接的に当グループと

競合する事業に従事しないことを約束する条件は、以下のとおりである：

■　この補償金は毎月支払われ、最高経営責任者が受け取る年間固定報酬及び変動報酬の１年分の総額（長

期変動報酬として受け取る金額を除く）に相当し、雇用補償金と競業避止補償金の合計は、最高経営責任

者が任期を終える日に支払う年間固定報酬及び変動報酬の総額の24か月を上限とする。

■　競業避止義務の補償金の支払は、最高経営責任者が年金受給権を行使した時点から適用されないものと

する。いかなる場合においても、65歳を超えると補償金は支払われないものとする。

■　取締役会は、最高経営責任者の退任に伴い、競業避止義務を全部又は一部免除する権利を有し、この場

合、補償金は支払われないものとする。

この制度は、2024年2月19日の取締役会で承認され、2024年4月30日の株主総会で承認された最高経営責任者

の報酬方針に組み込まれた（2023年までの報酬方針の延長に基づく）。

 

コ　付加年金制度　受領額189,012ユーロ

 

（団体型年金保険契約）

　2024年において、フランソワ・ジャコウ氏は（2024年2月19日の取締役会で決定され、2024年4月30日の株

主総会で承認された報酬方針に従い）、基準報酬（固定部分＋目標変動部分）が8PASSを超える部分につい

て、引き続き個別・任意加入の団体型年金保険契約（「フランス税法第82条」として知られる）の適用を受

ける。この団体型年金保険契約は、フランソワ・ジャコウ氏が最高経営責任者に任命される前に受給してい

た、取締役には適用されないが当グループの上級役員には一定の条件の下で適用される付加年金制度に代わ

るものである。　

　このスキームでは、当社が支払った金額は、保険会社への支払と、フランソワ・ジャコウ氏への支払で、

社会保障負担費及び保険会社への支払に課される税を賄うことを目的とするものに分割される。この金額

は、執行責任者の任期が終了するまでの間、毎年後払いされる。これらの拠出金は、法人所得税から控除さ

れ、社会保障負担費の対象となる。

フランソワ・ジャコウ氏は、フランスの一般的な社会保障制度の下で年金請求権が発生する年齢に達する

前に、一時金又は終身年金の形態のこの年金保険契約に基づく権利を申請することはできない。

　8PASSを超える報酬の部分に対するこの付加年金制度は、すべて業績条件の対象となる。年度の拠出金総額

は、当該事業年度以前の過去３事業年度について（株主総会で承認された連結財務諸表に基づいて）計算さ

れる税引後使用資本利益（ROCE
(e)
）と加重平均資本コスト（WACC）（株主資本の帳簿価額に基づいて測定）

の平均年間差（事業年度ごとに測定）によるものとする。

 

(e) 大型買収（使用資本の５％超を占める買収）を除く経常ROCE。

 

　団体年金保険に基づく名目係数に適用される業績係数は、下記の表に示されたとおりに決定される。各閾

値間の線形区間における増加率が、100 bpsから300bpsまでの範囲内で決定される。

３年間の平均年間差(ROCE ‒ WACC）(bps)
(a) 名目係数に適用される業績係数

≧300 100%

250 66%

200 50%

100 25%

＜100 0%

(a) bps：ベーシスポイント

　2024年に関しては、2025年2月20日に開催された取締役会において、業績条件が100％達成されたことを確

認した。

したがって、個人・任意加入の年金制度に基づき、2024年に関して2025年に支払われる金額は全体で

378,024ユーロとなる（2024年4月30日の株主総会で承認された報酬方針に基づき、保険料として保険会社へ
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支払う189,012ユーロ（総額）と、社会保障負担費及び保険会社への支払に課される税を賄うことを目的とし

てフランソワ・ジャコウ氏へ支払う189,012ユーロ（総額）の間で分割される。）。

 

（確定拠出年金に沿った年金契約）(PERO)

2024年においても、フランソワ・ジャコウ氏は（2024年2月19日に取締役会によって承認され、2024年4月

30日の株主総会で承認された報酬方針に従い）付加確定拠出年金制度の適用を受けた（以前は従業員とし

て、2022年の就任以降は最高経営責任者として）。

この制度は、すべての従業員及びこの制度の利益を受けることを正式に認められた業務執行取締役に適用

され、年間社会保障上限額（PASS）の８倍を超えない報酬部分について、雇用者と受益者が等しく支払う拠

出金によって賄われている。

この付加確定拠出年金制度に基づきフランソワ・ジャコウ氏の給付のために2024年に支払われる拠出額は

11,001ユーロである。

 

（上級役員のための確定拠出年金に沿った年金契約）

　エア・リキード・エス・エーでは、合意された係数を参照して定義された上級役員及び１年の年功を積ん

だ業務執行取締役を対象に、確定拠出年金制度を設けている。

2024年、フランソワ・ジャコウ氏は、2024年2月19日に取締役会によって承認され、2024年4月30日の株主

総会（第11号決議）で承認された報酬方針に従い、確定拠出年金制度（以前は上級役員として、その後2022

年以降は最高経営責任者として受給していた）の適用を引き続き受けた。

フランソワ・ジャコウ氏の年金受給権は、上級役員のために実施されたこの確定拠出年金制度に基づくも

のである。

■　最短で、フランスの一般社会保障制度に基づく年金受給権を請求した時点で申請することができる。

■　会社が全額負担する年次拠出金によって賄われている。これらの拠出金は、報酬のうちPASSの８倍を下

回る部分の2.7％に設定されている。さらに、この拠出金は、全従業員のために設立されたPERO（上記参

照）の下で支払われるものと同じ税金及び社会保障の扱いを受ける。

　2024年に当社が支払った拠出金は、10,015ユーロであった。

 

サ　団体死亡・障害者給付金及び医療費負担制度　受領額０ユーロ

　2024年において、フランソワ・ジャコウ氏は、2024年2月19日に取締役会によって承認され、2024年4月30

日の株主総会（第11号決議）で承認された報酬方針に従い、(i) 2015年1月1日より統一された、当該制度を

受益する正当な権限を有するすべての従業員及び業務執行取締役を対象としている「能力喪失、傷病、死

亡」付加給付制度及び(ii) 全従業員を対象としたヘルスケア費用制度の適用も受けている。

この制度では、（a）拠出金の計算に考慮される報酬は、（i）社会保障の年間限度額の16倍の能力・傷病

保障が受けられ、（ii）死亡保障の年間社会保障限度額の24倍を上限とし、（b）2024年の雇用者負担率は、

16PASSまでは1.07％、16～24PASSは0.82％となる。

フランソワ・ジャコウ氏の給付のために会社が2024年に支払った拠出金は、団体死亡・障害者給付金制度

が10,980ユーロ、医療費保障制度に449ユーロ（すなわち合計11,429ユーロ）であった。

 

b. ブノワ・ポチエ取締役会会長（2024年度）

 

ア　固定報酬　支払額又は会計上の価値：800,000ユーロ

　固定報酬は、とりわけ経営継承の状況における取締役会会長の特有の役割と、取締役会が、経営の移行期

間中に、当グループとその事業、株主とステークホルダー、戦略課題に関するブノワ・ポチエ氏の経験、深

い知識から利益を得るために、移行期間中、同氏に託すことを希望した任務を考慮している。

2024年4月30日の株主総会で承認された方針に基づき、ブノワ・ポチエ氏の2024年度の年間固定報酬額は

800,000ユーロとなる。

 

イ　年間変動報酬
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　該当なし。

　会長は、年間変動報酬を受けていない。

 

ウ　変動報酬メカニズムにおける、報酬繰延べの仕組み、複数年にわたる報酬や例外的な報酬の有無

存在しない。

 

エ　ストックオプション、業績連動株式又はその他の長期的インセンティブ

該当なし。

　会長は、長期報酬を受領していない。

 

オ　その他の要素

該当なし。

 

カ　取締役としての報酬

　該当なし。ブノワ・ポチエ氏は、取締役としての任期に関し、いかなる報酬も受領していない。

 

キ　その他の利益　2,793ユーロ

　現物給付（簿価）には社用車の使用に対する拠出が含まれる。

 

ク　退職補償　

　該当なし。会長は退職補償金を受け取っていない。

 

ケ　競業避止義務に関する補償

　該当なし。会長は競業避止義務に関する補償を受け取っていない。

 

コ　付加年金制度

　該当なし。会長は付加年金制度からの利益を受け取っていない。

 

サ　団体生命保険

　該当なし。会長は団体生命保険からの利益を受け取っていない。

 

シ　団体死亡・障害者給付制度（死亡保険）　受領額０ユーロ

　2024年、ブノワ・ポチエ氏は、2024年2月19日に取締役会によって承認され、2024年4月30日の株主総会

（第12号決議）で承認された報酬方針に従い、団体死亡・障害者給付制度（死亡保険のみ）の適用を引き続

き受ける。

この制度では、（a）拠出金の計算に考慮される報酬は、死亡保険金の年間社会保障限度額の24倍を上限と

し、（b）2023年の雇用者負担率は、16PASSまでは1.07％、16～24PASSまでは0.82％になる。

ブノワ・ポチエ氏の死亡保険制度に関して、2024年に当社が支払った拠出額は、8,438ユーロである。

 

c. 非業務執行取締役

フランス商法L.22-10-14条に基づき、当グループの非業務執行・非従業員取締役に支払われた報酬は、以

下のとおりである。非業務執行取締役の2024年の報酬は、2024年4月30日の株主総会の第13号決議により承認

された報酬方針によって算定された。

 

（単位:ユーロ）  2022 年 に関して

2023年に支払われ

た金額

2023 年 に関して

2024年に支払われ

た金額

2024 年 に関して

2025年に支払われ

た金額
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ジャン・ポール・アゴン
(a)

(b)

合計 60,167 - -

 固定報酬(%) 44 - -

 変動報酬(%) 56 - -

シアン・ヘルベルト・ジョー

ンズ
(c) (d)

合計 90,000 28,833 -

 固定報酬(%) 44 46 -

 変動報酬(%) 56 54 -

シン・レン・ロウ
(b) 合計 29,833 - -

 固定報酬(%) 28 - -

 変動報酬(%) 72 - -

アネッテ・ウインクラー
(e) 合計 136,500 130,500 145,500

 固定報酬(%) 29 31 27

 変動報酬(%) 71 69 73

ジェヌビエーブ・ベルガー
(d) 合計 83,500 29,833 -

 固定報酬(%) 24 28 -

 変動報酬(%) 76 72 -

ザビエル・ユイラール
(f) 合計 124,833 122,500 122,500

 固定報酬(%) 43 49 49

 変動報酬(%) 57 51 51

アネッテ・ブロンダー
(g) 合計 88,000 - -

 固定報酬(%) 23 - -

 変動報酬(%) 77 - -

キム・アン・ミンク 合計 91,000 101,000 111,000

 固定報酬(%) 22 20 18

 変動報酬(%) 78 80 82

ベルトラン・デュマジー 合計 61,000 83,500 97,000

 固定報酬(%) 33 24 21

 変動報酬(%) 67 76 79

アイマン・エザット 合計 65,500 70,000 73,500

 固定報酬(%) 31 29 27

 変動報酬(%) 69 71 73

モニカ・デ・ビルギリス
(h) 合計 - 49,333 74,500

 固定報酬(%) - 37 27

 変動報酬(%) - 63 73

キャサリン・ギラード
(i) (j) 合計 - 57,333 99,000

 固定報酬(%) - 49 40

 変動報酬(%) - 51 60

クリスティーナ・ロウ
(i) 合計 - 59,833 97,500

 固定報酬(%) - 22 21

 変動報酬(%) - 78 79
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アレクシス・ペラキス＝ヴァ

ラト
(i)

合計 - 29,833 47,500

 固定報酬(%) - 45 42

 変動報酬(%) - 55 58

マイケル・H・タマン
(i) 合計 - 59,833 87,500

 固定報酬(%) - 22 23

 変動報酬(%) - 78 77

合計  830,333 822,331 955,500

 (a) 表示された金額には、20,000ユーロ（2022年1月から5月までの期間について、2022年に日割りで計算される）の追加報酬

も含まれている。

(b) 任期は2022年5月4日をもって終了している。

(c) 表示された金額には、監査・会計委員会の議長としての活動に対する20,000ユーロの追加報酬が含まれている（2023年1月

から5月までの期間について日割りで計算される）。

(d) 任期は2023年5月3日をもって終了している。

(e) 表示された金額には、2020年5月からの環境・社会委員会の委員長としての活動に対する20,000ユーロの追加報酬が含まれ

ている。

(f) 表示された金額には報酬委員会の委員長としての活動に対する追加報酬20,000ユーロ及び2022年5月からの筆頭取締役とし

ての活動に対する追加報酬20,000ユーロが含まれている（2022年5月から12月まで日割りで計算される）。

(g) 任期（辞任）は2023年1月3日をもって終了している。 

(h) 任期は取締役会の共同選任後の2023年2月15日に開始された。

(i) 任期は2023年5月3日に開始された。

(j) 表示された金額には監査・会計委員会の議長としての活動に対する20,000ユーロの追加報酬が含まれている（2023年5月か

ら12月の期間について日割りで計算される）。

　

非業務執行取締役は、上記に記載されたもの以外のいかなる報酬も受け取っていない。

2024年4月30日の株主総会で承認された報酬方針に従い、最高経営責任者及び取締役会議長は、取締役とし

ていかなる報酬も受け取っていない。

様々なステークホルダーとの合意の範囲内において、及び当グループ内の会社の取締役会のメンバーとし

ての職務を行うすべての従業員に適用される当グループにおける社内規程に従い、従業員代表取締役は、取

締役の職務に関して報酬を一切受け取っていない
(1)
。

 

(1) フィリップ・ドゥブルリー氏は、Air Liquide Advanced Technologiesとの雇用契約に基づく報酬を受領している。ファ

ティマ・ティグラリン氏は、VitalAireとの雇用契約に基づく報酬を受領している。

 

基準

取締役会のメンバーに配分される総額の上限は、2024年4月30日の株主総会で、１事業年度あたり150万

ユーロに設定されている（第14号決議）。

2024年4月30日の総会で承認された報酬方針に従い、取締役の報酬の配分方式は、取締役会のダイバーシ

ティ方針に従って、最も適した人材と専門知識を引きつけるために、国際的な同業他社と比較して競争力の

ある報酬を確保することを目的としている。

報酬は、固定報酬と、取締役会及びその委員会／ワーキンググループの業務への各取締役の実際の参加度

を考慮した会合ごとの一括額に基づく変動報酬、及び海外から出張する取締役に対する１回あたりの固定額

から構成されている。取締役会及び委員会への参加に対する変動報酬は、固定報酬よりも重要視されてい

る。

会議への遠隔出席は、ビデオ会議を通じて接続するメンバーが会議に出席し、物理的に会議に出席するの

と同等の条件の下で議論することができる通信手段の質を考慮し、直接出席と同様に報酬が与えられる。こ
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れは、可能な限り対面会議に出席するという取締役会及びそのメンバーの希望を変更するものではないが、

通信技術の進歩を認識するものである。

2024年については、報酬額の内訳は以下のとおりである。

 

固定報酬（年度全体として）

・　各メンバーは、20,000ユーロに設定された固定年間報酬を受け取る。

・　監査・会計委員会、指名・統治委員会、報酬委員会、環境・社会委員会の各委員長は、年間20,000ユー

ロの追加固定報酬を受領している。

・　筆頭取締役は、さらに年間20,000ユーロの固定報酬を受領している。

 

変動報酬

各種会議への出席については、以下のとおり報酬を支払っている。

・　取締役会会議 5,500ユーロ

・　監査・会計委員会 4,500ユーロ

・　指名・統治委員会 4,500ユーロ

・　報酬委員会 4,500ユーロ

・　環境・社会委員会 4,500ユーロ

・　監査委員会と環境・社会委員会の合同会議 4,500ユーロ

・　IR作業グループ会議 3,500ユーロ

・　非居住者の１回の出張  

－欧州 3,000ユーロ

－大陸間 10,000ユーロ

非フランス居住者が会議に出席する際に発生した旅費は、会社から払い戻される。

 

③　役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の決定権限を有する者の名称、その権限の内容

及び裁量の範囲

 

「第５　提出会社の状況　３（１）⑪　取締役会の委員会」中の報酬委員会に関する記載を参照。

 

（５）【株式の保有状況】

 

　連結財務書類注記14を参照。
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第６　【経理の状況】

 

（1）本書に記載されているエア・リキード・エス・エーの連結財務諸表は、欧州連合が採用している国際財

務報告基準（以下、「IFRS」という。）に準拠して作成されている。また、本書に記載されているエア・

リキード・エス・エーの個別財務諸表は、フランスにおいて適用される会計基準及び会計原則に準拠して

作成されている。本書に記載された邦文の財務諸表は、原文の財務諸表を翻訳したものである。

 

（2）本書に記載されている財務諸表（連結財務諸表及び個別財務諸表）は、「財務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）（以下「財務諸表等規則」）第131条第１項の規定の

適用を受けている。

 

（3）本書に記載されている財務諸表（連結財務諸表及び個別財務諸表）は、フランスの法定監査人である

カーペーエムジェー(KPMG)及びプライス・ウォーターハウス・クーパースの監査を受けている。原文の上

記財務諸表は、金融商品取引法施行令（昭和40年政令第321号）第35条の規定に基づく「財務諸表等の監査

証明に関する内閣府令」（昭和32年大蔵省令第12号）第１条の２の規定により、金融商品取引法第193条の

２の規定に基づく監査は受けていない。

 

（4）本書に記載されている財務諸表（連結財務諸表及び個別財務諸表）はユーロで表示されている。本書記

載の財務諸表で表示された円貨額は、利用者の便宜のためであり、財務諸表等規則第134条の規定に従っ

て、本事業年度の主要な計数については、2025年4月1日現在の三菱UFJ銀行の対顧客電信直物相場仲値であ

る１ユーロ＝162.17円の為替レートで換算されたものである。なお、同様に昨事業年度の主要な計数につ

いては、2024年4月1日現在の三菱UFJ銀行の対顧客電信直物相場仲値である１ユーロ＝163.42円の為替レー

トで換算されたものである。

 

１　【財務諸表】

 

（1）【連結財務諸表】

連結損益計算書

12月31日時点

  

注記

2023年 2024年

 （百万ﾕｰﾛ） （百万円） （百万ﾕｰﾛ） （百万円）

売上高 (3) 27,607.6 4,511,634 27,057.8 4,387,963

その他の収益 (4) 233.9 38,224 234.0 37,948

仕入 (4) (11,146.8) (1,821,610) (10,008.2) (1,623,030)

人件費 (4) (5,099.5) (833,360) (5,165.7) (837,722)

その他の費用 (4) (4,045.2) (661,067) (4,221.4) (684,584)

償却前経常的営業利益  7,550.0 1,233,821 7,896.5 1,280,575

減価償却費及び償却費 (4) (2,482.0) (405,608) (2,505.1) (406,252)

経常的営業利益  5,068.0 828,213 5,391.4 874,323

その他の非経常営業利益 (5) 242.3 39,597 64.8 10,509

その他の非経常営業費用 (5) (738.8) (120,735) (510.6) (82,804)

営業利益  4,571.5 747,075 4,945.6 802,028

純金融費用 (6) (265.5) (43,388) (258.4) (41,905)

その他の純金融利益 (6) 15.4 2,517 8.5 1,378

その他の純金融費用 (6) (166.1) (27,144) (168.5) (27,326)

法人所得税 (7) (971.8) (158,812) (1,086.5) (176,198)
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持分法適用会社の利益に対す

る持分

(14) 4.9
801

(0.7)
(114)

当期利益  3,188.4 521,048 3,440.0 557,865

少数株主損益  110.4 18,042 133.9 21,715

純利益（グループ持分）  3,078.0 503,007 3,306.1 536,150

基本１株当たり利益

（ユーロ建て）

(8)
5.35 874 5.74 931

希薄化後１株当たり利益

（ユーロ建て）

(8)
5.33 871 5.72 928

 

 

 

純利益及び直接資本繰入損益計算書

 12月31日時点

 2023年 2024年

 （百万ﾕｰﾛ） （百万円） （百万ﾕｰﾛ） （百万円）

当期利益 3,188.4 521,048 3,440.0 557,865

資本で認識された項目     

金融商品の時価変動 (47.9) (7,828) 25.9 4,200

為替換算調整勘定の変動 (1,118.4) (182,769) 912.4 147,964

当期利益への組替項目 (1,166.3) (190,597) 938.3 152,164

数理計算上の損益 (26.4) (4,314) 2.4 389

当期利益へ組替えない項目 (26.4) (4,314) 2.4 389

資本で認識された項目（税抜） (1,192.7) (194,911) 940.7 152,553

純利益及び直接資本繰入損益 1,995.7 326,137 4,380.7 710,418

少数株主持分 66.6 10,884 150.7 24,439

親会社株主持分 1,929.1 315,254 4,230.0 685,979

 

連結貸借対照表

 12月31日時点

2023年12月31日現在 2024年12月31日現在

 資産 注記 （百万ﾕｰﾛ） （百万円） （百万ﾕｰﾛ） （百万円）

のれん (10) 14,194.2 2,319,616 14,977.4 2,428,885

その他の無形資産 (11) 1,631.3 266,587 1,691.5 274,311

有形固定資産 (12) 23,652.2 3,865,243 25,538.7 4,141,611

固定資産 39,477.7 6,451,446 42,207.6 6,844,806

固定金融資産 (13) 696.7 113,855 746.3 121,027

持分法適用会社に対す

る投資

(14)
180.1 29,432 198.3 32,158

繰延税金資産 (15) 225.2 36,802 335.0 54,327

デリバティブの公正価

値（固定）

(25)
35.1 5,736 32.9 5,335

その他の固定資産 1,137.1 185,825 1,312.5 212,848

固定資産合計 40,614.8 6,637,271 43,520.1 7,057,655
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棚卸資産及び仕掛品 (16) 2,027.6 331,350 2,189.6 355,087

売掛金 (17) 2,993.7 489,230 2,996.7 485,975

その他の流動資産 (19) 862.7 140,982 1,068.2 173,230

流動税金資産 42.9 7,011 96.7 15,682

デリバティブの公正価

値（流動）

(25)
70.7 11,554 77.3 12,536

現金及び現金同等物 (20) 1,624.9 265,541 1,915.3 310,604

流動資産合計 7,622.5 1,245,669 8,343.8 1,353,114

売却目的の資産  95.1 15,541 3.6 584

資産合計  48,332.4 7,898,481 51,867.5 8,411,352

 

  2023年12月31日現在 2024年12月31日現在

 資本及び負債 注記 （百万ﾕｰﾛ） （百万円） （百万ﾕｰﾛ） （百万円）

資本金 2,884.8 471,434 3,180.4 515,765

資本剰余金 2,447.7 400,003 2,064.1 334,735

利益剰余金 16,063.7 2,625,130 18,534.2 3,005,691

自己株式 (152.7) (24,954) (224.8) (36,456)

純利益（グループ持

分）
3,078.0 503,007 3,306.1 536,150

株主資本 24,321.5 3,974,620 26,860.0 4,355,886

少数株主持分 721.6 117,924 761.3 123,460

資本合計
(a) (21) 25,043.1 4,092,543 27,621.3 4,479,346

引当金、年金及び

その他の従業員給付

債務

(22,23)  

2,004.8 327,624 2,025.6 328,492

繰延税金負債 (15) 2,329.0 380,605 2,527.1 409,820

長期借入金 (24) 8,560.5 1,398,957 8,403.1 1,362,731

長期リース債務 (12) 1,046.3 170,986 1,133.8 183,868

その他の固定負債 (26) 454.7 74,307 642.8 104,243

デリバティブの公正

価値（負債）

(25)
48.0 7,844 29.7 4,816

固定負債合計 14,443.3 2,360,324 14,762.1 2,393,970

引当金、年金及び

その他の従業員給付

債務

(22,23)

363.8 59,452 418.9 67,933

買掛金 (27) 3,310.5 541,002 3,319.0 538,242

その他の流動負債 (26) 2,310.1 377,517 2,483.7 402,782

未払税金 236.4 38,632 273.1 44,289

短期借入金 (24) 2,285.3 373,464 2,671.4 433,221

短期リース債務 (12) 219.7 35,903 239.8 38,888

デリバティブの公正

価値（流動）

(25)
76.2 12,453 76.9 12,471

流動負債合計 8,802.0 1,438,423 9,482.8 1,537,826

売却目的の負債 44.0 7,190 1.3 211
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資本及び負債合計 48,332.4 7,898,481 51,867.5 8,411,352

(a) 株主資本及び少数株主持分の変化の詳細は、連結株主資本等変動計算書に記載されている。

 

連結キャッシュ・フロー計算書

12月31日時点

2023年 2024年

注記 （百万ﾕｰﾛ） （百万円） （百万ﾕｰﾛ） （百万円）

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
    

純利益（グループ持

分）
3,078.0 503,007 3,306.1 536,150

少数株主持分 110.4 18,042 133.9 21,715

調整：     

・　減価償却費及び償

却費
(4) 2,482.0 405,608 2,505.1 406,252

・　繰延税金の変動 (7) (59.8) (9,773) (42.3) (6,860)

・　引当金の増加（減

少）額
471.2 77,004 304.0 49,300

・　持分法適用会社の

利益に対する持分
(14) (4.9) (801) 0.7 114

・　資産処分損益
(a) (126.9) (20,738) (7.0) (1,135)

・　純金融費用
(a) (24) 192.9 31,524 178.2 28,899

・　その他非現金項目
(b) 214.4 35,037 160.6 26,045

運転資本調整前営業活動

によるキャッシュ・フ

ロー
(a)

6,357.3 1,038,910 6,539.3 1,060,478

運転資本の調整 (18) (154.4) (25,232) (155.1) (25,153)

その他現金項目 60.1 9,822 (62.0) (10,055)

営 業 活 動 か ら の 純

キャッシュ・フロー
6,263.0 1,023,499 6,322.2 1,025,271

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
    

有形固定資産及び無形

資産の購入
(c)

(11,12) (3,393.4) (554,549) (3,525.1) (571,665)

子会社及び金融資産の

取得
(103.0) (16,832) (269.0) (43,624)

有形固定資産及び無形

資産の売却による収入

(a)

63.2 10,328 80.1 12,990

子会社の売却、売却し

た純負債の純額

及び金融資産の売却に

よる収入

339.7 55,514 113.0 18,325
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持分法適用会社からの

受取配当金
(14) 14.5 2,370 17.6 2,854

投資活動に使用された

純キャッシュ・フロー
(3,079.0) (503,170) (3,583.4) (581,120)

金融活動によるキャッ

シュ・フロー
    

配当金の支払額
(d)     

・　エア・リキード・

エス・エー
(1,581.2) (258,400) (1,718.1) (278,624)

・　少数株主持分 (85.4) (13,956) (90.3) (14,644)

株式の発行による収入

(d)
128.8 21,048 34.4 5,579

自己株式の購入
(d) (81.9) (13,384) (230.8) (37,429)

純金融利払い
(a) (222.5) (36,361) (218.2) (35,385)

借入金の増加（減少）

額
(e)

(1,215.6)
(198,653) (266.8) (43,267)

リース債務返済 (240.1) (39,237) (239.1) (38,775)

リース債務の純利子 (39.8) (6,504) (45.3) (7,346)

少数株主との取引 (142.0) (23,206) (33.4) (5,416)

財務活動に使用された

純キャッシュ・フロー
(3,479.7) (568,653) (2,807.6) (455,308)

為替レート変動及び連

結範囲の変更の影響
(61.6) (10,067) (32.4) (5,254)

現金及び現金同等物の

純増加（減少）額
(357.3) (58,390) (101.2) (16,412)

現金及び現金同等物の

期首残高
1,760.9 287,766 1,403.6 227,622

現金及び現金同等物の

期末残高
1,403.6 229,376 1,302.4 211,210

(a) 国際会計基準（IAS）第7号第35項に従い、当グループは、法人所得税に係るキャッシュ・フローを、それが財務活動及び

投資活動に明確に帰属されない限り、営業活動によるキャッシュ・フローとして分類している。したがって、当グループ

は、純負債のコスト、売却による収入、資産売却による資本損益、及び税引き後の支払利息を提示している。

(b) この項目には、IAS第19号、IFRS第16号の割引の解消、IFRS第２号の費用に関する純非現金費用が含まれる。

(c) この項目には、特に有形・無形資産（使用権資産を除く）の増加、及び2024年度には1570万ユーロ（2023年度には5630万

ユーロ）の固定資産のサプライヤー債務の変動が含まれる。

(d) 配当金の支払、増資、自己株式購入についての詳細は、連結株主資本等変動計算書を参照。

(e) この項目には、特にその他の固定金融資産及び流動金融資産の変動が含まれる。

 

期末現在の現金及び現金同等物の純額の分析は以下のとおりである。

 
2023年12月31日現在 2024年12月31日現在

  注記 (百万ﾕｰﾛ) （百万円） (百万ﾕｰﾛ) （百万円）

現金及び現金同等物 (20) 1,624.9 265,541 1,915.3 310,604
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当座借越（借入金（流動）を含

む）

(221.3)
(36,165) (612.9) (99,394)

現金及び現金同等物の純額 1,403.6 229,376 1,302.4 211,210

 

連結株主資本等変動計算書

 

2024年1月1日から同年12月31日までの連結株主資本等変動計算書

（百万ユー

ロ）

 

注記

資本金
資本

剰余金

利益

剰 余 金

（ 純 利

益 を 含

む）

金融商品

の時価評

価

為替換算

調整勘定
自己株式 株主資本

少 数

株 主

持分

資本合計

2024年1月1

日現在の株

主資本及び

少数株主持

分  

2,884.8 2,447.7 20,495.4 (217.3) (1,136.4) (152.7) 24,321.5 721.6 25,043.1

当期純利益    3,306.1    3,306.1 133.9 3,440.0

資本に直接

認識される

項目  

  2.4 25.9 895.6 923.9 16.8 940.7

純利益及び資

本に直接認識

される損益

(a)  

  3,308.5 25.9 895.6 4,230.0 150.7 4,380.7

資本金の増

減  
2.5 27.6     30.1 4.2 34.3

無償株式割

当
(b)(c)

 
296.5 (296.5)      -  

配 当

  　　　　 (9)
  (1,719.6)    (1,719.6) (90.3) (1,809.9)

自己株式の

消却
(C)

 (3.4) (114.7)    118.1 -  - 

自己株式の

取得及び処

分
(C)

 

     (230.4) (230.4)  (230.4)

株式報酬    (0.4)   40.2 39.8  39.8

資本に直接

認識される

少数株主取

引  

  (10.3)    (10.3) (24.9) (35.2)

その他
(d)

   198.9   198.9 198.9

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

280/380



2024 年 12月

31日現在の

株主資本及

び少数株主

持分  

3,180.4
 

(b)

2,064.1 22,272.5 (191.4) (240.8)(224.8)
 (c) 26,860.0 761.3 27,621.3

(a) 純利益及び資本に直接認識される損益は、純利益及び直接資本繰入損益計算書を参照。

(b) 2024年12月31日現在の株式資本は額面5.50ユーロの株式578,259,263株である。当会計期間において資本金に影響を与えた

変動は主に以下のとおりである。

－2024年6月12日、資本剰余金の株式化による資本金の増加、及び2021年12月31日から2024年6月11日までの間に継続して

保有された既存株式10株につき1株の新株、及び既存登録株式100株につき1株の新株の交換レートによる53,911,973株の

無償株式割当

－無償株式割当前のオプション行使による額面5.50ユーロの現金による301,422株の発行

－無償株式割当後のオプション行使による額面5.50ユーロの現金による156,090株の発行

－2024年4月30日の合同株主総会の承認により取得した株式627,000株を消却したことによる資本金減少

(c) 2024年12月31日現在、自己株式数は合計で1,815,681株であった（エア・リキード・エス・エーが保有する1,526,236株を

含む）。当会計期間において自己株式に影響を与えた変動は以下のとおりである。

－無償株式割当前の926,379株（処分控除後）の株式取得

－無償株式割当後の352,771株（処分控除後）の株式取得

－減資による627,000株の消却

－業績連動株式の一部として371,826株の割当て

－無償株式割当に関連する171,663株の発行

(d) アルゼンチン及びトルコのハイパーインフレの影響が含まれている。

 

2023年1月1日から同年12月31日までの連結株主資本等変動計算書

（百万ユー

ロ）

資本金
資本

剰余金

利益

剰 余 金

（ 純 利

益 を 含

む）

金融商品

の時価評

価

為替換算

調整勘定
自己株式 株主資本

少 数

株 主

持分

資本合計

2023年1月1

日現在の株

主資本及び

少数株主持

分

2,879.0 2,349.0 18,858.0 (169.4) (61.8) (118.4) 23,736.4 835.6 24,572.0

当期純利益   3,078.0    3,078.0 110.4 3,188.4

資本に直接

認識される

項目

  (26.4) (47.9) (1,074.6) (1,148.9) (43.8) (1,192.7)

純利益及び

資本に直接

認識される

損益
(a)

  3,051.6 (47.9) (1,074.6) 1,929.1 66.6 1,995.7

資本金の増

減
6.5 116.2     122.7 6.2 128.9

配 当

  　　　　
  (1,582.8)    (1,582.8) (85.4) (1,668.2)
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自己株式の

消却
(0.7) (17.5)    18.2 -  - 

自己株式の

取得及び処

分

     (82.0) (82.0)  (82.0)

株式報酬   37.4   29.5 66.9  66.9

資本に直接

認識される

少数株主取

引

  (36.5)    (36.5) (101.4) (137.9)

その他
(b)   167.7  -  167.7 167.7

2023年12月

31日現在の

株主資本及

び少数株主

持分

2,884.8 2,447.7 20,495.4 (217.3) (1,136.4) (152.7) 24,321.5 721.6 25,043.1

 (a) 純利益及び資本に直接認識される損益は、純利益及び直接資本繰入損益計算書を参照。

 (b) アルゼンチン及びトルコのハイパーインフレの影響が含まれている。

 

①【会計原則】

 

連結財務諸表作成の基礎（会計処理方法）

パリ証券取引所に上場しているため、2002年7月19日付の欧州委員会及び理事会規則1606/2002に準拠し

て、エア・リキード・グループの2024年12月31日現在の連結財務諸表は、欧州連合が2024年12月31日現在で

承認するIFRS（国際財務報告基準）に従って作成されている。欧州連合承認の国際財務報告基準と解釈指針

はウェブサイト(https://finance.ec.europa.eu/regulation-and-supervision/financial-services-

legislation/implementing-and-delegated-acts/international-accounting-standards-regulation_en)でも

閲覧できる。

2024年12月31日現在で、IASBが発表している新しい改訂及び解釈指針のうち、欧州連合においてまだ承認

されておらず、その適用が強制されていないものはないと見込んでいる。

当財務諸表は100万ユーロ単位で表示されている。当財務諸表は2025年2月20日に開催される取締役会及び

2025年5月6日に開催される株主総会で承認を受ける。

 

新規のIFRS及び解釈

 

1.　2024年1月1日現在において適用が強制される、欧州連合によって承認された基準、解釈指針及び改正

以下の文書は当グループに重要な影響を与えるものではない。

・　IAS第７号「キャッシュ・フロー計算書」及びIFRS第７号「金融商品：開示」の改訂(「サプライ

ヤー・ ファイナンス契約」、2023年5月25日公表)

・　IAS第1号「財務諸表の表示」の改訂(「負債の流動又は非流動への分類」、「負債の流動又は非流動へ

の分類 - 発効日の延期」、「特約条項付の非流動負債」、それぞれ2020年1月23日、2020年7月15日、

2022年10月31日公表)

・　IFRS第16号「リース」の改訂(「セール・アンド・リースバック取引におけるリース負債」、2022年9

月22日公表)

 

2.　2024年における適用が任意とされている、欧州連合によって承認された基準、解釈指針及び改正
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2024年12月31日に終了する事業年度のグループ財務諸表には、2024年1月1日以降に開始する事業年度か

らの適用が強制される、2024年12月31日現在欧州連合が承認している基準、解釈及び修正による潜在的な

影響は含まれていない。

上記に該当する文書は、下記のとおりである。

・　IAS第21号「外国為替レート変動の影響」の改訂(「交換可能性の欠如」、2023年8月15日公表)

 

 3.　欧州連合による未承認の基準、解釈及び改正

IASBが2024年12月31日に公表し、欧州連合による承認が未だなされていない文書の財務諸表に対する影

響は、現在分析中である。これらの文書は以下のとおりである。

・　IFRS第18号「財務諸表の表示及び開示」(2024年4月9日公表)

・　IFRS第９号「金融商品」及びIFRS第７号「金融商品：開示」の改訂(「金融商品の分類及び測定の改

訂」、2024年5月30日公表)

・　IFRS年次改善第11集(2024年7月18日公表)

・　IFRS第９号「金融商品」及びIFRS第７号「金融商品：開示」の改訂(「「自然に依存する電力を参照す

る契約」、2024年12月18日公表)

また、以下の文書は当グループに適用されない。

・　IFRS第19号「説明責任のない子会社：開示」(2024年5月9日公表)

 

見積り及び仮定の使用

当財務諸表の作成のため、当グループ又は子会社の経営者は、連結貸借対照表に記録された資産及び負

債の帳簿価額、並びにこれらの資産及び負債に関連する注記、損益計算書上の利益及び費用項目、並びに

同一事業年度に関連するコミットメントに重要な影響を与える会計上の見積りの作成及び一定の仮定の使

用を要求されている。これらの見積りや仮定が実際と異なる場合、貸借対照表、損益計算書及びキャッ

シュ・フロー計算書は、実際と異なる可能性がある。最も重要な見積り及び仮定は、以下の項目に関わ

る。

・　減価償却費の計算に使用される有形固定資産の見積耐用年数

これらの見積りは、会計方針の5.e.に記載している。

・　退職給付債務の計算に使用される仮定、すなわち保険数理の仮定（退職率、死亡率、退職年齢、給与

上昇率など）及び債務の現在価値の計算に使われる割引率

これらについては、会計方針の9.b.と注記23.3.に記載している。

・　資産の減損テストに関連する見積り及び仮定

これらについては、会計方針の5.f.と注記10.2.に記載している。

・　注記15.1.に開示されている貸借対照表上の繰延税金資産を回収するために使用される方法

・　注記22に開示されている貸借対照表上の偶発損失引当金繰入額決定に係るリスクの測定

・　会計方針の3.b.に記載のあるエンジニアリング＆建設契約の利益の会計処理方法

・　リース債務を評価するために保持した仮定（IFRS第16号）は、リース期間と割引率である。これら

は、会計方針の5.g.に記載されている。

また、当グループの連結財務諸表に与える定量的影響は重要ではないものの、気候変動リスクは重要で

あると考えている。当グループは、これらのリスクを決算の仮定において考慮し、財務諸表に潜在的な影

響を織り込んでいる。特に、決算手続特に減価償却費の算定に使用される有形固定資産の耐用年数の分

析、資産の減損テストに関する見積りや仮定の見直し、偶発損失引当金の金額を決定するためのリスク評

価が行われる際には、気候変動リスクが考慮される。当グループの気候変動リスクの考慮については、特

に注記31に記載されている。

 

会計方針

当連結財務諸表は、IAS第32号／IFRS第９号に従って、損益やその他の包括利益を通じて公正価値で測定さ

れる金融資産及び金融負債を除き、取得原価主義に基づいて作成されている。公正価値ヘッジの対象にされ
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たその他の資産及び負債の帳簿価額は、ヘッジされたリスクに起因する公正価値の変動を考慮して調整され

ている。さらに、公正性、継続事業、及び整合性の原則が適用されている。

 

1.　連結方法

使用している連結方法は以下のとおりである。

・　子会社については全部連結

・　共同事業の資産・負債・費用及び売上高は当該主体の当グループ持分に関して認識

・　ジョイント・ベンチャー、関連会社については持分法

 

a.　子会社

エア・リキード・グループが排他的な支配権を行使している全ての子会社及び企業は、全部連結され

ている。支配権が存するのは以下の全ての条件が満たされた場合である。

・ 当グループが現に関連する事業について指示を与えることができる権利を有している場合

・ 当グループの当該主体への関与による変動リターンにさらされ、またそれに対する権利を有する場合

・ 当グループがリターンの額に影響を及ぼすために権限を行使することができる場合

会社は、当グループが支配権を獲得した日から、その支配権が当グループ外に移転される日まで全部

連結される。

 

b.　ジョイント・オペレーション

ジョイント・オペレーションは、当グループが契約上の合意により他の一つ又は複数のパートナーと

共同支配権を有しているジョイント・アレンジメント（共同支配の取決め）であり、当該事業体の資産

に対する権利を与え、及び負債に対する義務を負うものである。

ジョイント・オペレーションの資産、負債、費用及び売上高は、当該事業体の当社持分に関して認識

される。これらの金額は、被連結事業体の財務諸表の場合と同様に財務諸表の各項目に計上される。

 

c.　ジョイント・ベンチャー

ジョイント・ベンチャーは、当グループが契約上の合意によって１つ又は複数のパートナーとともに

共同支配権を有するジョイント・アレンジメント（共同支配の取決め）であり、当該事業体の純資産に

対する権利を与えるものである。

ジョイント・ベンチャーは持分法により連結される。この場合、当該事業体の純資産及び純利益は、

当グループによって保有されている持分に比例して認識される。

ジョイント・ベンチャーに対する投資を行う場合、同事業体に関するのれんは投資の帳簿価額の中に

含まれる。

 

d.　関連会社

関連会社は、当グループが重要な影響を有する（一般的に、20％以上の持分を有する）が、支配権を

有していない投資先である。

関連会社は、持分法を用いて連結される。この場合、当該会社の純資産及び純利益は当グループに

よって保有されている持分に比例して認識される。

関連会社に対する投資を行う場合、関連会社に関するのれんは投資の帳簿価額の中に含まれる。

子会社、ジョイント・アレンジメント及び関連会社の財務諸表は、12月31日時点において準備され

る。

 

2.　機能通貨がユーロでない会社の外貨建取引及び残高並びに財務諸表の換算

事業体の機能通貨は、当該事業体が営業を行っている主な経済的環境における通貨である。多くの場合

には、機能通貨は地域通貨に対応するが、ある通貨が当該事業体によって行われる主要取引の通貨を表し

ており、それが経済環境を忠実に表すものであることが確実である場合には、地域通貨以外の機能通貨が

使用されることがある。外貨建取引は以下の原則に従って認識されている。
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・　外貨建取引は、各社が取引日の為替レートで機能通貨に換算する。

・　期末日現在、外貨建金銭資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算される。

商取引に関する為替差額は営業利益で認識される。金融投資については、外国企業に対する純投資の

ヘッジから生じる、当該純投資が連結の範囲から除外されるまで資本に直接認識される為替差損益を除

き、為替差損益を金融収益及び金融費用に認識する。

当グループの連結財務諸表の表示通貨はユーロである。貸借対照表基準日において、機能通貨がユーロ

以外である会社の財務諸表は以下のようにユーロに換算されている。

・　貸借対照表項目については、公的な期末為替レートで

・　損益計算書及びキャッシュ・フロー計算書項目については、それぞれの通貨について、期中平均為

替レートで

為替差額は、資本の部の為替換算調整勘定に計上される。

機能通貨がユーロ以外である会社の財務諸表をユーロに換算することによって生じた2004年1月1日時点

における累積為替換算差損益は、資本の部の独立項目として計上されている。

子会社を連結の対象から除外する場合、機能通貨がユーロでない会社の累積為替差額は損益計算書に認

識される。

 

3.　収益の認識

収益認識の分析は、以下のような当グループの事業に基づいている。

 

a.　ガス＆サービス

ガスの供給は、輸送コストを抑えるために現地生産を伴う。そのため、エア・リキードのガス生産ユ

ニットは世界中に立地しており、複数の種類の顧客と産業に対して必要な数量とサービスを提供できる。

 

（ラージ・インダストリー事業）

この事業は、15年以上にわたり、限られた顧客数で大量のガスを供給するという特徴がある。当グ

ループは、長期にわたり継続的なサービスを通じて、高い信頼性とガス供給の安定性を確保している。

その見返りとして、これらの契約には、確定購入数量条項（テイク・オア・ペイ）による最低購入数量

の保証が含まれる。供給するガスの量のため、エア・リキードは、ラージ・インダストリー事業の顧客

に対して、専用プラントやネットワークで接続された別のプラントからパイプラインで直接的に供給し

ている。

これらのプラントは、一般に生産資産を当グループの他のビジネスライン、特に工業事業ビジネスラ

インと共有する形で行われる重要な投資を表し、また、パイプラインネットワークに接続された工業地

帯で顧客にサービスを提供することを目的としたものである。この場合、IFRS第16号「リース」の下で

は資産として特定されず、顧客との契約にはリース契約は含まれない。顧客のガス供給が専用プラント

からのものである場合、当グループは、IFRS第16号「リース」の下での当該プラントの使用を決定する

ことができる。したがって、ラージ・インダストリー事業向けガス供給契約にはリースは含まれていな

い。

ラージ・インダストリー事業の顧客は、ガス供給サービス又はその利用可能性から与えられる便益を

受け取り、同時に消費する。その結果、これらの契約に関連する収益の認識は、ガスが供給された時点

又は確保された供給能力が利用可能になった時に発生する。

 

（工業事業、ヘルスケア事業、エレクトロニクス事業）

工業事業は、主にラージ・インダストリー事業のガス生産能力に依存しており、その後、独自の物流

体制を構築している。この事業は、幅広い顧客・市場を特徴としている。契約期間は、シリンダー及び

液体ガス供給の場合は最長５年、小型オンサイトガスジェネレーターの場合は最長15年である。

ヘルスケア事業は、病院や在宅患者向けに医療用ガス、サービス、医療機器を提供している。また、

化粧品、医薬品、ワクチンの市場向けにヘルスケア事業の特殊素材を生産・販売している。
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エレクトロニクス事業は、(i)長期契約及び確定購入数量条項（テイク・オア・ペイ）による最低購入

数量の保証に基づくビジネスモデルのキャリアガス、(ii)純ガス又は混合ガスの形態のエレクトロニク

ス特殊材料、(iii)先端材料、(iv)設備・据付工事、及び(v)オンサイトのクオリティ・コントロール及

び流動性マネジメント・サービスを顧客に提供する。

エア・リキードは、安全とクオリティの観点から、自社機器（小型発電機、貯蔵槽、シリンダー）で

ガスを供給している。顧客は、IFRS第16号「リース」の下における特定資産に対する支配権を有してい

ない。したがって、これらの事業に係るガス供給契約はリースを含んでおらず、収益の認識は以下の際

に発生する。

－　ガス供給：収益の認識は、ガスが供給された時又は予定された供給能力が利用可能になった時に

発生する。

－　標準設備及び材料の販売：収益の認識は、これらの設備及び材料の支配が移転された時に発生

し、通常、納入時に発生する。

－　特定の設備・据付工事：支配の移転は建設・構築作業により、時間の経過とともに発生する。そ

の結果、収益の認識は、貸借対照表の基準日における契約の完了段階に応じて発生する。

－　サービス：収益認識は、サービスが提供されたときに発生する。

 

b.　エンジニアリング＆建設

エア・リキードは、当グループ及びグループ外顧客のために、世界中の製造ユニットを設計・構築する

契約を締結する。

設備の支配は、設計・施工に伴い順次移管される。したがって、収益の認識は、貸借対照表の基準日に

おける契約の完了段階に応じて行われる。関連する費用は、発生時に費用として認識される。完了段階

は、見積もられた総契約費用の合計額に対する貸借対照表の基準日に発生していた契約費用の比率を用い

て評価される。

各段階で実現した利益は、信頼性のある測定が可能な場合にのみ認識される。契約費用の総額が契約収

益の総額を上回る蓋然性がある場合、予想損失は直ちに有償契約の引当金として認識される。

 

c.　グローバル市場＆テクノロジー

グローバル市場＆テクノロジーは、グローバルな取組が必要な新市場に注力している。当該事業は、主

に以下の市場で成長している。

－　エネルギー転換宇宙、及び極低温学に関連する市場。性質上、この市場における収益認識の分析

は、履行義務の性質に応じてケースバイケースで行われる。

－　海事セクターの主体によるガス利用、すなわちオフショアの石油・ガスプラットフォーム、洋上風

力タービン、又は極低温海上輸送。工業事業における分析は本市場に適用可能である。 

 

4.　税金 

a.　法人税費用

税率は、当グループの会社が事業を行っている各国における事業年度の最終日において、施行されてい

たか実質的に施行されている税務規則を基礎として計算される。

当グループの適用税率は、各国において計上された収益により加重した、各国の理論的な税率の平均に

対応するものである。

平均実効税率は、以下のように計算される。

（当期及び繰延法人税費用）／（税引き前純利益－（持分法適用関連会社利益、受取配当及び非継続事

業純利益））

 

b.　繰延税金

繰延税金は、資産及び負債の帳簿価額とそれらの税務上の帳簿価額（但し、損金不算入ののれん及びIAS

第12号に規定されているその他の例外は除く）の間の全ての一時差異、繰越税務損失及び未使用税額控除
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について認識される。課税所得の減額効果が将来の事業年度において実現する蓋然性がきわめて高い場

合、全ての将来減算一時差異に対して繰延税金資産が認識される。

繰延税金は、一時差異が解消される時点で適用され、期末日時点において現地の規制で認められている

税率で算定されている。負債法が適用されており、税率の変動は、直接資本に認識される項目に関連する

ものを除き、損益計算書に計上される。

繰延税金資産を繰延税金負債と相殺する法的強制力のある権利が存在し、かつ、これらが同一の税務当

局によって賦課徴収される法人税と関連したものである場合には、これらは相殺される。繰延税金は割り

引かれない。

繰延税金は、主として、税務的、経済的な資産の減損、従業員給付引当金などの税務上直ちに控除され

ない欠損金や引当金の繰延べとの間の一時差異によるものである。

当グループが予見しうる将来において子会社が取得した利益を配分しないと決定したときは、繰延税金

負債は認識されない。

 

5.　固定資産

a.　のれん及び企業結合

2010年1月1日より、当グループは、改訂IFRS第３号を適用している。

当グループが被取得企業の支配を獲得した場合、改訂IFRS第３号に従い、取得日における取得法で企業

結合を計上する。

・　識別可能な取得資産と引受負債及び偶発債務は公正価値で測定される。

・　被取得企業における少数株主持分は、被取得企業の識別可能な純資産の少数株主の持分相当額とし

て、又は公正価値によって測定される。このオプションはケースバイケースで適用される。

・　引き渡した対価及び条件付対価は公正価値で測定される。

・　取得関連費用は発生した期のその他の営業費用として計上される。

段階的に達成された企業結合において、それ以前に保有していた被取得企業における株式持分は取得

日における公正価値で測定される。この結果として生じた損益は利益又は損失として認識される。

企業結合の測定期間は取得日において12か月を超えてはならない。測定期間後、引き渡した対価、及

び取得資産並びに引受負債の公正価値に対する調整は、損益計算書で認識される。

のれんは、連結貸借対照表上、取得日に以下の差額として認識される。

・　引き渡した対価に被取得企業の少数株主持分の金額及びそれ以前に保有していた株式持分の公正価

値を加えた金額

・　識別可能な取得資産と引受負債及び偶発債務の公正価値

負ののれんは、損益を通じて直ちに認識される。

のれんは、企業結合のシナジーにより利益を生じる資金生成単位(CGUs)又はCGUsのグループに配分さ

れる。その後、のれんは償却されず、会計方針5.f.に記載された方法で、１年に１回（減損の兆候があ

る場合にはそれ以上の頻度で）減損テストが行われる。

　また、IFRSへの移行時にIFRS第１号で提示された免除規定に従って、当グループは2004年1月1日より

前に行われた買収について、IFRS第３号「企業結合」を遡及適用しないことを決定した。

 

b.　研究開発費

研究開発費には、新規の又は改良された製品又は工程の開発、製作、立ち上げ及び商業化を保証するの

に必要な科学的、技術的活動、特許業務、教育及び訓練に関連する全ての費用が含まれている。

IAS第38号に基づき、開発費用は、当グループが以下の基準を全て満たすことができる場合に、かつその

場合に限り、資産計上しなければならない。

・　プロジェクトが明らかに識別可能であり、関連費用は区別され信頼性をもってモニタリングされて

いること

・　プロジェクトを完成させる技術的・産業的な実行可能性が実証されていること

・　プロジェクトを完成させ、それによって生まれた無形資産を使用又は販売する明確な意図が存在す

ること
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・　当グループがプロジェクトから生じる無形資産を使用又は販売する能力を有していること

・　当グループが無形資産が将来の経済的便益を生み出す仕組みを実証できること

・　当グループがプロジェクトを完了させ、無形資産を使用又は販売するために十分な技術的資源、経

済的資源及びその他の資源を有していること

これらの基準が満たされない場合、当グループによって発生した開発費は発生時に費用として認識され

る。

研究費は発生時に費用として認識される。

 

c.　内部創出の無形資産

内部創出の無形資産は、主として情報管理システムの開発費を含んでいる。これらの費用は、IAS第38号

で規定された上記の基準を満たしている場合にのみ資産計上される。

開発段階から生じる管理情報システムの内部的及び外部的開発費用は資産計上されている。重要な維持

改良費は、これらが資産計上基準を明確に満たしている場合には資産の当初原価に加算される。

内部創出無形資産は、耐用年数にわたって償却される。

 

d.　その他の無形固定資産

その他の無形資産には、ソフトウェア、ライセンス、及び知的財産権など、別個に取得された無形資産

が含まれる。これらには、被取得企業の取得時に、IFRS第３号「企業結合」に従って評価された技術、ブ

ランド及び顧客契約も含まれる。

一定のブランドを除き、無形固定資産は耐用年数にわたって定額法で償却される。更新の蓋然性を考慮

して、情報管理システムは通常５年から８年、顧客契約は最大25年にわたって償却される。

 

e.　有形固定資産

土地、建物及び設備は減価償却累計額及び累積減損損失控除後の取得原価で計上されている。

強制的な撤去又は資産除去の場合、関係する費用は関連資産の当初原価に加算され、これらの費用をカ

バーするために引当金が認識される。

有形固定資産の建設の資金調達のための借入金にかかる利息費用は、12か月以上にわたる大規模な産業

プロジェクトの資金調達に関連する場合、建設期間中は資産計上される。

有形固定資産項目の一部が異なる耐用年数を有する場合、それらは別個に会計処理され、それぞれの耐

用年数にわたって減価償却される。

修繕維持費用は、発生時に費用として認識される。大規模な調査及び分解検査費用は、当該資産の別個

の構成要素として認識され、２つの大規模分解検査の間の期間にわたって減価償却される。

減価償却は以下の見積耐用年数にわたって、定額法により計算されている。

・　建物　　　　　　20－30年

・　シリンダー　　　10－40年

・　生産ユニット　　15－20年

・　パイプライン　　15－35年

・　その他の設備　　５－30年

見積耐用年数は定期的に検証され、見積の変更は見積変更日から予め計上される。

土地は減価償却されない。

 

f.　資産の減損

当グループは資産の減損の兆候があるかどうかを定期的に評価している。このような兆候が存在する場

合、売却費用控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方として定義される回収可能価額よりも、資産

の帳簿価額が大きいかどうかについて、資産に対して減損テストを実施する。

減損テストは、のれん及び耐用年数が確定していない無形資産について１年に１回計画的に実施され

る。
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独立したキャッシュ・フローを概ね生成しない資産については、当該資産が帰属する資金生成単位

(CGUs)に従って分類される。資金生成単位は他の資産又は資産グループから独立したキャッシュ・フロー

を生成する識別可能な資産グループである。これらは主として地理的基礎に基づいて、当グループが営業

している市場を参照して決定される。

実務的には、当グループは以下の方針に準じて、各レベルで減損テストを実施する。

・　専用工場、現地工場は個別的にテストする。

・　パイプライン及びパイプラインを提供するプラントは、ネットワーク・レベルでテストする。

・　液化ガス及び水素／一酸化炭素プラントは、当該プラントの顧客市場に従って、グループ化する。

・　その他の資産は資金生成単位又は資金生成単位グループに配分される。

ガス＆サービスの資金生成単位は、地理的な基準により決定される。その他の事業（エンジニアリン

グ＆建設、グローバル市場＆テクノロジー）は世界規模で運営されている。

のれんは、当グループがモニタリングしているのれんのレベルを示し、企業結合シナジーから利益を得

る資金生成単位又は資金生成単位グループに配分される。

のれんを構成する資金生成単位又は資金生成単位グループに対する減損テストにあたって、当グループ

はマルチプル法を使用している。売上高及び償却前経常的営業利益の倍率は、エア・リキード・グループ

の株式市場の評価に基づいている。これらの倍率は、当グループと事業内容が類似している企業の倍率と

比較可能である。得られた倍率は、各CGUの総額（収益及び償却前経常的営業利益）に適用される。マルチ

プル法を用いて得られた公正価値が、資金生成単位又は資金生成単位グループの正味帳簿価額を著しく上

回らない場合、当グループは、DCF法を使用して資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額を

確認する。

のれんを含まない資金生成単位又は資金生成単位のグループ、及び個別に価値が検証された資産につい

ては、当グループはDCF法を用いて回収可能価額を算出している。

将来の資産生成単位又は資産生成単位グループのキャッシュ・フローの見積もりにおいて考慮される成

長率は、検討対象の資金生成単位の事業及び地理的な位置に基づいて決定される。

当グループは、全ての減損テスト（のれんや個別テスト対象資産を含む）を実施する際に、気候変動リ

スクやエネルギー転換がもたらす課題と機会を考慮している。

有形固定資産の使用価値を評価する際に、見積将来キャッシュ・フローは現在価値に割り引かれる。

キャッシュ・フローは、顧客との契約期間及び技術の陳腐化を考慮に入れて、資産の見積使用期間にわ

たって測定される。

割引率は、資産の性質、場所及び顧客市場によって異なる。割引率は、工業的及び商業的リスクと信用

条件を考慮して、投資から得られると予想される収益率の最低水準に従って決定される。

資産、資金生成単位又は資金生成単位グループの回収可能価額が帳簿価額よりも低い場合、直ちに減損

損失が損益を通じて認識される。資金生成単位の減損損失は、最初にのれんに配分される。

回収可能価額が再び帳簿価額より高くなった場合、過去に認識された減損損失は損益計算書上で戻し入

れられるが、のれんとして認識された減損損失は戻し入れることができない。

 

g.　リース

当グループは、事業において、主に以下の資産について借手としてリース契約を締結している。

・　土地、建物、事務所

・　輸送用設備、特に工業事業及びヘルスケア事業ビジネスラインのための輸送用設備。

・　その他の設備

IFRS第16号によると、リースを含むいくつかの契約（但し後述の例外を除く）は借手の貸借対照表上

で、リース資産の使用権及び将来のリース料支払債務の現在価値に関連するリース負債（リース債務）を

認識することになる。

契約は、一定期間、特定の資産の利用を管理する権利を対価と引き換えに当グループに付与するもので

あれば、リースであるか、又はリースを含むとされる。特に、当グループは、使用期間を通じて車両を代

替する実質的な権利、又は経路の選択、運転手、整備方針の管理を供給者に付与する運送契約は、サービ

ス契約であり、IFRS第16号におけるリースの定義には該当しないと結論付けている。
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また、当グループは、以下のリース契約については、以下の免除規定を利用し、IFRS第16号を適用しな

いこととしている。

・　リース期間が12か月以下のリース契約。

・　原資産の価値が低いリース契約。特に事務設備、電話設備、コンピュータ及び小型IT設備のリース

契約。データセンターのリース契約は、その都度分析している。

使用権及びリース債務を算定するために使用される主な仮定は以下のとおりである。

・　リース期間。リース期間は、借手が原資産を使用する権利を有する解約不能な期間と、当グループが

そのようなオプションを行使するか（延長オプションについて）行使しないか（解約オプションについ

て）が合理的に確実である場合に、リースを延長又は解約するオプションでカバーされている期間に対

応している。オプションが行使されるか否かの確率は、契約条件、規制環境、原資産の性質（特に技術

的特殊性や戦略的立地）に応じて、契約の種類によって、又はケースバイケースで決定される。

・　リース債務の評価に使用される割引率。使用される割引率は、借手の借入利率の増分である。当グ

ループ内の資金調達は集中的に行われているため、各子会社は、リース契約の通貨、国、リース期間に

応じて、返済プロファイルを考慮して決定されたグループ内借入金利に対応している（リース債務の線

形償却）。

単一の取引から生じる資産の使用権及びリース債務に係る繰延税金は、純額で認識している。

 

6.　金融商品

a.　非連結会社に対する投資

持分法を適用していない非連結会社に対する投資は、「公正価値で測定される資産」として分類されて

いる。これらの投資は売買目的で保有されておらず、その結果、当グループは当初認識時に、公正価値の

変動後にその他の包括利益に計上する取消不能の選択を行うことができる。この場合、公正価値の変動額

はこれらの投資の処分時に純損益に組み替えられない。

これらの投資からの配当は、その他の金融収益に計上される。

  

b.　売掛金及びその他の債権

売掛金及びその他の債権は、当初認識時に取引価格で測定し、その後、予想信用損失モデルに基づく減

損損失控除後の償却原価で測定している。予想信用損失は、過去の損失率を実際の観察可能な条件に応じ

て調整したものを用いたマトリックスに基づいて推計される。予想信用損失は、決算日ごとに以下の方法

により見積もっている。

－　売上債権を、特に当グループの事業、顧客の種類と規模、及び市場セグメントに応じて、適切なグ

ループに分類すること。

－　各売掛金グループ内の年齢帯の決定。

－　過去の事業年度において実現された損失を年齢帯ごとに識別すること。

－　特に現在の市場状況、顧客の種類、当グループの信用管理慣行及び個々の顧客に関する特定の情報

を考慮するために、実際の観察可能な条件に応じて、必要に応じ過去の損失率を調整すること。

－　売掛金の各年齢帯にこのように見積もられた損失率の適用。

年度末に進行中の全ての工事契約につき、顧客から又は顧客に対して支払われる総額は、費用の合計及

び工事進行基準の割合を用いて認識された追加利益をもって表示され、工事進行基準の割合を用いて記録

される総売上高から前受金を控除したものに等しい。顧客により支払われるべき金額は売掛金により表示

される。顧客に対して支払う金額は、その他の流動負債として表示される。

 

（売掛金の譲渡）

　売掛金の譲渡は、以下の場合に、貸借対照表から消去される。

－　当グループがこれらの債権に関連するキャッシュ・フローを受領する契約上の権利を譲受人に譲渡

する場合
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－　当グループがこれらの債権に関連するキャッシュ・フローを受領する契約上の権利を留保するもの

の、累積的に以下の３つの条件を満たす方法でキャッシュ・フローを譲受人に支払う契約上の義務

を負う場合

・ 当グループは、該当金額について回収しない限り、譲受人に支払う義務はない。

・ 当グループは、譲受人にキャッシュ・フローを支払う義務の担保として以外に、売掛金を売却又は

担保に供することを禁止されている。

・ 当グループは、譲受人に代わって回収したキャッシュ・フローを大きな遅滞なく送金する義務を負

う。

－　当グループが、売掛金の全ての実質的リスク及び所有権、特に信用リスク及び滞納リスクを移転し

た場合

 

c.　現金及び現金同等物

現金及び現金同等物は、現金残高、当座預金及び容易に現金に転換することができ価値の変動リスクが

少ない短期的で流動性が高い投資で構成されている。短期投資は、一時的な投資であって３か月以内に期

限が到来し（コマーシャル・ペーパー、譲渡性預金、MMF）、最低長期格付けがA(S&P)又はA2(Moody’s）

以上であるものを含む。３か月以内に償還期限が到来する現金投資については、価値の変動に対するリス

クがごくわずかであるので、おおよそ公正価値であると考えられる取得原価（未収利息を含む）によって

認識される。

 

d.　買掛金

当グループは、サプライヤーへの請求書の支払の処理を促進するために、提携銀行とサプライヤー支払

サービス契約を設定する。当グループは、主要な契約について、買掛金の適格性を維持することを可能に

する特徴を分析する。特に、以下の特性が満たされていることを確認している。

・　融資当事者と元のサプライヤーとの間で、基礎となる支払条件の逸脱がないこと。つまり、当グルー

プは、請求書の支払期間内に銀行に支払わなければならない。

・　エア・リキードとサプライヤーとの間の支払条件の交渉は、支払サービス契約に関する交渉とは独立

して行われなければならない。特に、支払条件は、供給者が銀行に対する債権譲渡を行うことができる

ことを条件としないものとする。

・　サプライヤーとの契約条件は、支払期間の延長に明示的に関連付けられないものとする。特定のサプ

ライヤーとの支払条件は均一でなければならず、ある請求書が支払プログラムの適用を受けるかどうか

とは無関係とする。

・　支払条件は、通常の業界やセクターの規範及び地域の規制の範囲内にとどまるべきであり、支払サー

ビス契約への参加と結び付くべきではない。

・　プログラムの構造は、エア・リキードが銀行やサプライヤーに支払う利子や手数料といった負債に類

似した特徴を避けるべきである。

・　エア・リキードが支払うべき請求書の資金調達を事前に手配する三者協定（エア・リキード、サプラ

イヤー及び銀行間）は、回避されるものとする。

 

e.　短期及び長期借入金

借入金には、社債及びその他の銀行借入金（少数株主に付与されたプット・オプションを含む）が含ま

れる。

当初、借入金は、受領した純収入額に対応する公正価値で認識される。各貸借対照表基準日において、

借入金は、少数株主に付与されたプット・オプションを除き、実効金利（EIR）法を用いて償却原価で測定

される。この手法により、借入費用は負債の借入元本から当初に控除された償還プレミアム及び発行費用

を（実効金利法による計算の一部に）含む。

満期が１年以内の借入金は、短期借入金に分類される。

金利スワップによってヘッジされている借入金はヘッジ会計の基準に従って認識されている。
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少数株主に付与されたプット・オプション

少数株主に付与されたプット・オプションは、オプションの見積行使価格で借入金として計上される。

子会社の純資産に対する持分は「少数株主持分」から「借入金」に再分類される。IFRSには特定のガイダ

ンスがないため、当グループは、付与されたオプションの行使価格と借入金に再分類された少数株主持分

の価値との差額の対価を株主資本における借入金－グループ持分に認識することを選択した。損益におけ

る少数株主持分は変わらず、現在の所有持分を反映している。

 

f.　デリバティブ資産及び負債

デリバティブ金融商品は、当グループの財務活動及び営業活動に関連する為替リスク、金利リスク及び

商品価格リスクに対するエクスポージャーを管理するために利用されている。これらの取引全てについ

て、当グループはヘッジ会計を適用しており、取引の開始時に、ヘッジ関係の種類、ヘッジ手段、ヘッジ

対象の性質及び条件を文書化している。

ヘッジ会計の適用は、以下のような結果をもたらす。

・　既存の資産及び負債のための公正価値ヘッジ：ヘッジ対象のヘッジ部分は貸借対照表上公正価値で

計上される。公正価値の変動は損益計算書に計上され、それらはヘッジ手段の公正価値の変動との一

致により相殺される（プレミアム／割引の影響を除く）。

・　将来キャッシュ・フロー・ヘッジ：ヘッジ対象の公正価値の変動が貸借対照表に認識されないのに

対して、ヘッジ手段の公正価値の変動の実質的部分は、資本の部（後に損益計算書に再分類される可

能性のある項目）に直接計上される。有効性が否定された部分の公正価値の変動は、その他の金融収

入又は金融費用に計上される。ヘッジ対象取引が発生し計上された時、その他の包括利益に計上され

た金額は、損益計算書に振り替えられる。

・　在外事業体に対する純投資のヘッジ：デリバティブ商品の公正価値の変動のうち有効部分は、資本

の部の為替換算積立金に直接認識される損益として認識される。公正価値の変動の有効性が否定され

る部分は、「その他金融収入及び金融費用」に認識される。純投資のヘッジ対象となる在外事業体が

売却される場合、当初為替換算積立金に認識された損失又は利益は、発生した損益の範囲内で、損益

に計上される。

しかし、限定的な状況において、一定の種類のデリバティブはヘッジ会計の適用条件を満たさない。こ

れらは、金融資産と金融負債の相殺仕訳とともに「その他金融収入及び金融費用」を通じて公正価値で計

上される。

資産、負債及びデリバティブの公正価値は、貸借対照表基準日の市場で観察可能なインプットに基づい

ている。

 

7.　売却目的保有の資産及び非継続事業

a.　売却目的に分類される資産

固定資産又は処分グループは、その帳簿価額が主として継続的な使用よりも売却取引を通じて回収され

る予定である場合には、「売却目的保有」として分類される。この分類は、当グループが売却することを

決定し、売却の蓋然性が高い場合に、適用される。売却目的の資産及び負債は、貸借対照表上異なる行に

おいて表示される。これらの資産は、帳簿価額又は公正価値から売却費用を控除したもののうち低い方と

して測定される。

売却目的保有として分類された資産は、処分資産又は売却目的保有グループとして分類された日以降、

減価償却されない。

子会社の支配権喪失を伴う売却の可能性が高いと考えられる場合、売却後に当グループが当該子会社の

残余持分を維持するかどうかにかかわらず、その子会社の全ての資産及び負債は売却目的として分類され

る。

 

b.　非継続事業

非継続事業は、当グループが廃止したか、売却目的と分類されたことが明確に認識できる、以下のいず

れかに該当するものである。
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・　分離された主要なビジネスライン又は事業運営における地理的範囲であることを表すものであるこ

と

・　分離された主要なビジネスライン又は事業運営における地理的範囲を処分する単一の調整された計

画の一部であること

・　専ら再譲渡する見込みで取得された子会社であること

当該基準が満たされると、非継続事業の損益及びキャッシュ・フローは、各期間における損益計算書及

び連結キャッシュ・フロー計算書において分離して表示される。

  

8.　資本金、剰余金及び自己株式

エア・リキードの資本金は普通株式で構成されている。

利益剰余金には以下の項目が含まれている。

・　為替換算調整勘定：機能通貨がユーロでない外国子会社の財務諸表をユーロに換算した際に発生す

る換算差額は、為替換算調整勘定に計上されている。これらの外国子会社の投資ヘッジによる公正価

値の差額もこの剰余金に計上している。

・　金融商品の公正価値：この項目には、デリバティブ取引（会計上未認識であるもの）のヘッジ会計

上有効なキャッシュ・フローの部分において累積した公正価値の差額が計上されている。

・　保険数理上の損益：資産の上限や純繰延税金から発生する全ての保険数理上の損益及び調整は、そ

れぞれが発生した年度の連結剰余金に計上されている。

当グループが自己の株式を買い戻す場合、これらは購入価額で自己株式として区分され、支払われた対

価について資本の控除項目として表示される。自己株式の売却による損益は税引後の金額で直接資本に認

識される。

さらに、支配権の変動を伴わない少数株主持分の取得又は売却は、当グループ株主との取引と考えられ

る。したがって、すでに支配している企業の持分割合の増加に対して支払った価額と、取得した資本に対

する追加の持分割合の差額が株主資本として認識される。同様に、支配された企業の当グループの持分割

合の減少は、損益に影響のない資本取引として計上される。

支配の喪失を伴う持分の処分については、処分日における投資全体に対して計算された公正価値の変動

額について売却損益として認識することになる。その他の投資については支配を喪失した日の公正価値に

よって算定される。

  

9.　引当金

a.　引当金

以下の場合に、引当金が認識される。

・　過去の事象の結果、現在当グループが債務を負っている場合

・　当該債務を返済するために、経済的利益を有する資源の流出が必要となる蓋然性がある場合

・　当該債務の金額について、信頼できる見積りが可能な場合

リストラクチャリング引当金には、リストラクチャリングから生じる直接的な費用のみが含まれ、当グ

ループが具体的な正式のリストラクチャリング計画を承認し、かつ、そのリストラクチャリングが開始又

は公表される期間に認識される。

これらの計画が解雇給付を含む場合、当該解雇給付は以下のいずれかの早い日において認識される。

・　グループが当該給付の提示を撤回できなくなる日

・　リストラクチャリングに関連する引当金が認識された日

契約損失引当金は、当該契約による予想収益が、当該契約に基づく義務を履行するための費用より低い

場合に認識される。

 

b.　年金及び従業員給付

当グループは従業員に対し、現役の従業員と退職者の両方について、さまざまな年金制度、解雇給付、

記念日及びその他の退職後給付を提供している。これらの制度の特徴は、各国で適用可能な法律や規制、

各子会社の方針によって異なる。
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これらの給付は以下の２種類のプランによって保障されている：

・　確定拠出年金制度

・　確定給付年金制度

当グループは、確定拠出年金制度と確定給付年金制度の双方を提供している。

確定拠出年金制度は、雇用主の唯一の義務が定期的な拠出金を支払うこととなる制度である。雇用主の

義務は計画された拠出金の支払に限定されている。雇用主は、従業員又は退職者に対して将来の給付水準

については保証を与えない（方法重視の債務）。１年間の年金費用は事業年度中に支払われた対価と同額

であり、雇用主はこれ以上の債務から免除される。これは、「人件費」として計上される。

確定給付年金制度は、雇用主が契約において確定した（多くは従業員の給与及び勤続年数によって決ま

る）将来の確定給付を保証する制度である（結果重視の債務）。確定給付年金制度は、以下のいずれかに

よって可能となる。

・　受取額を管理する特化した基金への資金拠出によって資金調達する。

・　内部的に管理する。

確定給付年金制度の場合、退職金及び類似する支払義務は、予測単位積増方式に従って、独立した保険

数理士が測定している。保険数理計算では主に以下の仮定が考慮されている。すなわち、各国における昇

給率、従業員退職率、退職日、平均余命、物価上昇率、適切な割引率である。

確定給付年金制度は一定の場合、外部の年金基金によって保障されている。これらの制度の資産は主と

して、公正価値で計上される社債や株式に投資されている。

全ての保険数理上の損益や資産枠から生ずるあらゆる調整は、それが生じた期間に認識される。

使用される保険数理上の推定は、当グループが年金制度を有する各国地域での人口動態や経済状態によ

り異なる。

当社の義務及び純利子費用の現在価値を測るために用いられる割引率は、高格付け社債の市場利回りを

参照して決定される。そのような社債の十分な市場がない場合には、評価日における同じ満期の国債の市

場利回りが使用される。ユーロ地域、米国、英国及びカナダにおいては、割引率は、独立した保険数理士

より指定されたツールを用いて決定される。そのデータベースは、最低AA格付けを有する１年から30年満

期の数百の異なる社債を用いている。期待される給付によるキャッシュ・フローは、実質的にそれぞれの

満期に関連するレートにより割り引かれる。

重要なプランについては、独立した保険数理士によって年に１回評価が実施され、その他のプランにつ

いては、新しい計算が必要となるような仮定や重要な事象による変化がない場合には３年に１回評価が実

施される。確定給付年金制度に関連する影響は、以下のとおり計上される。

・　サービス費用、事業縮小や清算に関する利益、及びその他の長期給付の保険数理上の損益は「人件

費」に認識される。さらに、上限が設けられ、勤続年数に連動し、現役引退時に受益者が会社に勤務

していることを要件とする確定給付年金制度のサービス費用は、提供されたサービスにより権利が生

じた日から権利が消滅した日までの期間にわたって分配される。

・　確定給付年金のための純利子費用は「その他金融収益及び金融費用」に計上される。

・　過去のサービス費用は、当該費用を生んだ年金制度への変更の性質に応じて損益（すなわち、「人

件費」又は「その他営業利益及び費用」）に計上される。

・　確定給付年金制度、退職金、医療制度から生じる保険数理上の損益は「資本に直接認識される損

益」に計上される。

 

10.　国庫補助金

受領した国庫補助金は、一次的に「その他の固定負債」に認識された後、以下の方法により、当該期に

おける損益計算書上の収益として認識される。

・　資産に関連する国庫補助金の場合、助成金を支給された資産が減価償却されるの　　と同じ基準。

・　資産に関連するもの以外の場合、国庫補助金によって補償される予定の費用から控除される。

当グループは、税制度を通じた政府のインセンティブ付与の実質を分析し、その実質と一致する会計上

の取扱いを選択する。
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11.　株式報酬

当グループは、執行役員及び一定の従業員に対してストックオプション及び業績連動株式を付与してい

る。

ストックオプション及び業績連動株式は付与日の公正価値で測定される。それらの公正価値は、対応す

る資本の増加とともに、損益計算書において「人件費」として認識され、受領期間を通じて比例的に償却

される。

価値算定は、独立した専門家により、それぞれのプランの特徴に適した数学的モデルを用いて行われ

る。各株式に関連するマーケットにおける取得条件が勘案される。付与日時点において測定された公正価

値は、市場の条件の変化によって再評価されることはない。

取得に関する条件は、マーケットの条件を除いては、受け取られるサービスの公正価値に影響しない

が、実際に付与された株式の数に応じて認識される費用は調整される。

取得されていないストックオプションと業績連動株式の希薄化効果は、希薄化後１株当たり利益の計算

において反映する。

 

（ストックオプション・プラン）

オプションは、以下の主な仮定に基づいて価値評価されている。

・　ボラティリティ：予想

・　リスクフリー利子率：プランの発行日におけるゼロクーポンの標準利率及び様々　　な満期の調整

・　配当成長率：過去の平均年間成長率に基づく

・　従業員退職率：プラン受領者と同じ年齢層に属する個人の退職率。退職率は、受領者の退職によっ

て行使されることのないオプションの数を推定するために用いられる。

・　マーケット条件を達成する蓋然性

 

（業績連動株式の割当プラン）

業績連動株式は、譲渡制限に対する割引を考慮しつつ、公正価値によって測定される。譲渡制限のコス

トは、４年間の譲渡制限のある株式の先物の売却（プランによっては５年間）と、終局的な資本の払戻し

を伴う年賦償還貸付による資金を用いた同数の株式のスポット市場での購入によって構成される二段階の

仕組みのコストとして測定される。

価値評価は、以下の主な仮定に基づくものである。

・　リスクフリー利子率：プランの発行日における４年物・ゼロクーポンの標準利率（又はプランによ

り５年）に加え、従業員に対して提案される信用マージン

・　配当成長率：過去の平均年間成長率に基づく

・　従業員退職率：プラン受給者と同じ年齢層に属する個人の退職率。退職率は、受給者の退職によっ

て割当てられることのない株式の数を推定するために用いられる。

・　マーケット条件を達成する蓋然性

 

12.　温室効果ガス排出権割当

一定の国においては、当グループは温室効果ガス排出権割当制度に服している。

特定のIFRS指針がないため、当グループはANC規則2014-03号を適用している。当グループはCO2排出権を

価格変動により利益を得る目的で購入してはおらず、それゆえ、各期末日において、

・　CO2排出量が、当グループが保持する割当量より多い場合は、負債が認識される。当該負債は、既に

排出されたCO2を賄うのに不足する割当量の費用と一致する。

・　CO2排出量が、当グループが保持する割当量より少ない場合は、資産が認識される。取得原価により

評価された将来のCO2の排出を賄うために利用可能な割当量と一致する。

 

13.　再生可能エネルギー電力購入契約
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エネルギー購入に関連する間接排出（スコープ２排出）を削減するため、当グループは、再生可能エネ

ルギーの長期購入契約（Power Purchase Agreement又はPPAs）を締結している。当グループは、これらの

契約の主な特徴を分析し、特に以下の点を検証している。

・　IFRS第10/11号について

－　エア・リキードは、エネルギーを供給する企業からの変動リターンを受ける権利もなければ、受

けることもない。

－　エア・リキードは、エネルギーを供給する企業の事業に対して何の権限も持たない。

・　IFRS第16号に関しては、これらの契約に基づきエア・リキードが購入する量は、事業所の電力生産

能力の実質的に全てに相当しない部分であるか、又はその場合、当グループはその設計に参加してお

らず、資産の使用を支配する権利も有していない。

・　IFRS第９号について

－　事業所／地域の累積消費量が、契約期間中に契約した再生可能エネルギー量を上回る。

－　当グループは、市場価格の変動から生じる利益を得る目的で転売することはない。

－　契約の条項では、現金、他の金融商品、又は金融商品の交換による純額決済は認められておら

ず、エア・リキードでは同様の契約について、そのような純額決済の慣行はない。

－　PPAの価格体系は、エネルギー供給契約の経済的特性やリスクと密接に関連している。

その結果、PPAは自己使用の購入契約に分類され、オフバランスの債務として表示される。

 

（バーチャル電力購入契約（又はVPPA）に関する考察）

VPPAは、当初公正価値で認識される金融商品（デリバティブ）である。当グループは、以下を確認する

ことにより、キャッシュ・フロー・ヘッジとして適格であると判断している。

・　原資産、すなわち契約期間全体にわたる電力購入の可能性が高いこと。

・　期待されるヘッジの有効性。

 

②【財務情報のプレゼンテーションの基本】

 

1. セグメント情報

　当グループは、ガス＆サービス、エンジニアリング＆建設、及びグローバル市場＆テクノロジーの事業

に従って構築されている。

　当グループの主要な最終決定組織は、執行委員会の補佐を受ける経営委員会である。

ガス＆サービスは、地域別に組織され、これらの各地域が営業管理及び業績のモニタリングに責任を負

う。これらの地域は次のとおりである：

－　欧州、中東及びアフリカ

－　南北アメリカ

－　アジア・太平洋

ガス＆サービスのセグメントのうち、地域別部門は４つのビジネスライン（ラージ・インダストリー事

業、工業事業、ヘルスケア事業及びエレクトロニクス事業）で連携して営業方針及び開発プロジェクトを

決定する。

エンジニアリング＆建設は、世界的な規模で個別に管理される。セグメントは当グループ及び第三者の

ために産業ガス製造装置の設計、開発及び建造を行う。同セグメントはまた、伝統的・再生可能なそして

代替的なエネルギー部門にプラントを設計し、製造している。

グローバル市場＆テクノロジーも、世界的な規模で個別に管理される。同部門は、デジタル革命に関連

する科学技術、開発モデル、使用法を活用し、グローバルアプローチを必要とする新しいマーケットに注

力している。

研究開発及び本社費用は事業セグメントの定義に該当しないため、調整の項目で表示される。

セグメント情報をカバーする表の中で伝達される情報は、当グループの連結財務諸表に用いられるもの

と同様の会計方針に従い表示されている。

収益は、製造地域（原産国）の地理的地域によって分析される。
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ガス＆サービス、エンジニアリング＆建設、グローバル市場＆テクノロジーの部門間における内部的な

セグメントの収益は、内部のセグメント間の売上に対応する。

当グループの営業成績は各セグメントの経常的営業利益を基礎として評価される。

セグメントの資産は、「繰延税金資産」、「関連会社投資」、「固定デリバティブの公正価値（資

産）」、「棚卸及び仕掛品」、「売掛金」及び「その他の流動資産」を除く固定資産を含む。

セグメントの負債は「引当金、年金、退職給付金」、「買掛金」、「その他流動負債」及び「その他の

固定負債」に該当する。

セグメントの利益、資産及び負債は、合理的な基準により各セグメントへ配分できる場合、各セグメン

トに直接起因する金額から構成される。

 

2. 純債務

純債務には、以下のものが含まれる。

・　会計方針6.e.に規定されている流動及び固定借入金

純債務からは、以下のものが除外される。

・　会計方針6.c.に規定されている現金及び現金同等物

純債務には、会計方針5.g.に規定されているリース債務は含まれない。

 

3. 共同支配の取決め又は関連会社の持分についての情報

共同支配の取決めや関連会社における持分の重要性は、以下の基準により評価される。

・　当グループの経常的営業利益に対する当該事業体の貢献

・　当グループの純資産におけるそれらの持分の割合

・　それらの持分に対して支払われた配当

 

4. 少数持分についての情報

少数持分の重要性は、以下の事項の分析により評価される。

・　当グループの純資産における少数持分の割合

・　少数持分を有している子会社の当グループの経常的営業利益に対する貢献

・　少数持分に対して支払われた配当

 

5. 経常的営業利益

　当グループの業績は、ANC勧告No.2020-01に従い決定された経常的営業利益・損失によって測定される。

 

6. その他の非経常的営業利益及び費用

営業業績の可視性に影響を与える可能性のある重要な非経常的事業は、「その他の非経常的営業利益」

及び「その他の非経常的営業費用」として分類されている。これらには以下のものが含まれる場合があ

る。

・　事業又は資産グループの処分に係る損益

・　企業結合に係る取得関連費用及び統合関連費用

・　経常的営業利益の可視性をゆがめる異常かつ重要な事象のある計画から生じるリストラクチャリン

グ費用

・　有形固定資産及び無形固定資産のための引当金繰入額並びに減損損失

・　重大な政治的リスク又は訴訟に関連して発生、又は推定される費用

・　従業員向け増資に関連する費用

・　複数の地域に影響を及ぼし、多額の費用を要する規制変更に対応するためのプロジェクトの費用

 

7. １株当たり純利益

a. １株当たり基本利益
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　１株当たり基本利益は、エア・リキードの普通株主に帰属する純利益（グループ持分）を年間の株式数

（エア・リキードにより購入され資本に認識された普通株式を除く）の加重平均により除して計算され

る。

 

b. 希薄化後１株当たり利益

　希薄化後１株当たり利益は、次の場合に、従業員及び執行役員に対して割り当てられたストックオプ

ションと業績連動株式を考慮に入れる。

・　発行価格（IFRS第２号に従い年度末における未認識費用によって調整されたもの）がエア・リキー

ドの年間平均株価より下回る場合

・　業績要件がIAS第33号52条に規定された基準を満たしている場合
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③【2024年12月31日に終了する事業年度の連結財務諸表に関する注記】

 

注記１　重要な事象

2024年度中に重要な事象はなかった。

 

注記２　セグメント情報

　2024年の組織変更に伴い、欧州・中東・アフリカの業績モニタリングは単一の事業セグメントで行われる

ようになった。2023年のデータはこれに応じて修正再表示されている。

 

2.1.　2024年12月31日に終了した事業年度の損益計算書

ガス＆サービス

エンジニア

リング＆建

設

グローバル

市場＆テク

ノロジー

調整 合計欧州・中東

及び

アフリカ

南北アメリ

カ

アジア・

太平洋
小計

 （百万ユーロ）

売上高 10,186.1 10,321.3 5,302.7 25,810.1 412.1 835.5  27,057.8

セグメン

ト間売上

高

    702.1 792.3 (1,494.4)  

経常的営

業利益
2,037.8 2,334.0 1,183.5 5,555.3 61.8 173.1 (398.8) 5,391.4

うち減価

償却費及

び償却費

(880.7) (983.2) (478.1) (2,342.0) (25.7) (84.0) (53.5) (2,505.1)

その他の

非経常的

営業利益

       64.8

その他の

非経常的

営業費用

       (510.6)

純金融費

用
       (258.4)

その他の

金融収益
       8.5

その他の

金融費用
       (168.5)

法人所得

税
       (1,086.5)

持分法適

用会社か

らの利益

の持分

       (0.7)

当期利益        3,440.0
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有形固定

資産及び

無形資産

の購入

(1,464.7) (1,167.7) (779.9) (3,412.3) (14.9) (132.2) 34.3 (3,525.1)

 

研究開発及び持株会社としての活動（コーポレート）は、「調整」欄に記載している。

 

2.2.　2023年12月31日に終了した事業年度の損益計算書

ガス＆サービス

エンジニア

リング＆建

設

グローバ

ル市場＆

テクノロ

ジー

調整 合計欧州・中東

及び

アフリカ

南北アメリ

カ

アジア・

太平洋
小計

（百万ユーロ）

売上高 10,781.5 10,168.7 5,409.7 26,359.9 389.9 857.8  27,607.6

セグメン

ト間売上

高

    578.1 763.9 (1,341.9)  

経常的営

業利益
1,932.0 2,124.5 1,214.1 5,270.6 43.1 143.3 (389.0) 5,068.0

うち減価

償却費及

び償却費

(868.6) (958.4) (503.1) (2,330.1) (25.5) (76.7) (49.7) (2,482.0)

その他の

非経常的

営業利益

       242.3

その他の

非経常的

営業費用

       (738.8)

純金融費

用
       (265.5)

その他の

金融収益
       15.4

その他の

金融費用
       (166.1)

法人所得

税
       (971.8)

持分法適

用会社から

の利益の持

分

       4.9

当期利益        3,188.4

有形固定

資産及び

無形資産

の購入

(1,256.9) (1,051.5) (836.0) (3,144.4) (8.7) (181.5) (58.8) (3,393.4)
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2.3. 2024年12月31日現在の貸借対照表

ガス＆サービス
エンジニ

アリン

グ＆建設

グローバ

ル市場＆

テクノロ

ジー

調整 合計
欧州・中

東及び

アフリカ

南北アメ

リカ

アジア・

太平洋
小計

（百万ユーロ）

セグメント資

産
14,039.4 22,769.0 8,870.7 45,679.1 757.0 2,349.3 423.0 49,208.4

のれん 3,344.2 9,787.7 1,454.3 14,586.2 249.9 140.7 0.6 14,977.4

無形資産及び

有形固定資産
8,154.2 11,301.3 6,108.2 25,563.7 194.1 1,112.4 359.9 27,230.2

その他のセグ

メント資産
2,540.9 1,680.0 1,308.2 5,529.2 313.0 1,096.2 62.4 7,000.8

非セグメント

資産
       2,655.5

売却目的保有

資産
       3.6

資産合計        51,867.5

セグメント負

債
3,579.1 1,828.1 1,062.6 6,469.8 1,230.2 804.2 385.8 8,890.0

非セグメント

負債
       15,354.9

少数株主持分

を含む資本
       27,621.3

売却目的保有

負債
       1.3

資本及び負債

合計
       51,867.5

 

2.4. 2023年12月31日現在の貸借対照表

ガス＆サービス
エンジニ

アリン

グ＆建設

グローバ

ル市場＆

テクノロ

ジー

調整 合計
欧州・中

東及び

アフリカ

南北アメ

リカ

アジア・

太平洋
小計

（百万ユーロ）

セグメント資

産
13,385.6 21,020.8 8,271.4 42,677.8 723.3 2,280.3 376.9 46,058.3

のれん 3,334.0 9,141.5 1,346.7 13,822.2 236.7 135.3  14,194.2

無形資産及び

有形固定資産
7,564.8 10,371.3 5,660.2 23,596.3 185.6 1,104.8 396.8 25,283.5

その他のセグ

メント資産
2,486.8 1,508.0 1,264.5 5,259.3 301.0 1,040.2 (19.9) 6,580.6

非セグメント

資産
       2,179.0
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売却目的保有

資産
       95.1

資産合計        48,332.4

セグメント負

債
3,520.6 1,668.7 1,020.8 6,210.1 1,172.0 662.9 399.0 8,444.0

非セグメント

負債
       14,801.3

少数株主持分

を含む資本
       25,043.1

売却目的保有

負債
       44.0

資本及び負債

合計
       48,332.4

 

 

2.5.  地域に関するその他の情報

2024年

フランス

欧州（フラン

スを除く）、

中東及び

アフリカ

米国

南北アメリ

カ（米国を

除く）

アジア・

太平洋
合計

（百万ユーロ）

売上高 3,249.3 7,745.2 9,045.8 1,590.2 5,427.3 27,057.8

固定資産
(a） 3,708.6 9,147.0 20,064.1 1,742.6 7,743.6 42,405.9

うち持分法適

用会社への投

資

39.7 126.4 4.0 － 28.2 198.3

(a) 固定金融資産、繰延税金資産及び固定デリバティブ資産を除く。

 

2023年

フランス

欧州（フラン

スを除く）、

中東及び

アフリカ

米国

南北アメリ

カ（米国を

除く）

アジア・

太平洋
合計

（百万ユーロ）

売上高 3,427.8 8,202.5 8,912.1 1,535.2 5,530.0 27,607.6

固定資産
(a） 3,416.2 8,864.6 18,554.4 1,643.7 7,178.9 39,657.8

うち持分法適

用会社への投

資

24.5 118.9 5.5 － 31.2 180.1

(a) 固定金融資産、繰延税金資産及び固定デリバティブ資産を除く。

 

当グループは、多くの顧客（顧客数は世界で200万以上）を有し、部門について多様性があり地域的にも散

在しているため、主要顧客との取引は当グループ売上高の2.1％にとどまる。
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注記３　　売上高

2024年の連結売上高は、2023年比2.0％減の270億578万ユーロであった。

 

3.1.　2024年12月31日に終了した事業年度における地域別及びビジネスライン別の売上高

 

(百万ユーロ) 欧州・中東

及びアフリカ

南北アメリカ アジア・太平洋 合計

工業事業 3,209.0 7,199.7 1,497.7 11,906.4

ラージ・インダストリー事業 3,815.9 1,497.4 1,806.6 7,120.0

ヘルスケア事業 2,965.5 1,118.0 190.3 4,273.8

エレクトロニクス事業 195.7 506.1 1,808.2 2,510.0

ガス＆サービス売上高 10,186.1 10,321.3 5,302.7 25,810.2

エンジニアリング＆建設    412.1

グローバル市場＆テクノロ

ジー

   835.5

総売上高    27,057.8

 

3.2.　2023年12月31日に終了した事業年度における地域別ビジネスライン別の売上高

 

(百万ユーロ) 欧州・中東

及びアフリカ

南北アメリカ アジア・太平

洋

合計

工業事業 3,356.2 7,060.0 1,559.0 11,975.2

ラージ・インダストリー事

業

4,365.2 1,607.6 1,851.8 7,824.6

ヘルスケア事業 2,846.8 1,033.2 197.5 4,077.5

エレクトロニクス事業 213.3 467.9 1,801.4 2,482.6

ガス＆サービス売上高 10,781.5 10,168.7 5,409.7 26,359.9

エンジニアリング＆建設    389.9

グローバル市場＆テクノロ

ジー

   857.7

総売上高    27,607.6

 

注記４　　経常的営業利益

経常的営業利益には、仕入、人件費、減価償却費及び償却費並びにその他の経常的収益及び経常的費用が

含まれている。当グループの主要な仕入には、電力、天然ガス、工業製品及び医薬製品である。

 

4.1.　その他収益

その他収益は、主に有形固定資産及び無形資産の売却差益と様々な補償によって構成される。

 

4.2.　人件費

（百万ユーロ） 2023年 2024年

給与及び社会保障費 (4,923.2) (4,943.6)

確定拠出年金制度 (109.7) (150.7)

確定給付年金制度 (27.0) (31.6)

株式報酬 (39.6) (39.8)
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合計 (5,099.5) (5,165.7)

連結完全子会社の従業員は2024年12月31日現在66,657人（2023年12月31日現在67,778人）である。

 

4.3.　その他の営業費用

その他の営業費用には主として、輸送流通費用、保守費、物流費、外注費が含まれている。

その他の営業費用に含まれているオペレーティング・リース費用は重要性がなく、IFRS第16号（① 会計原

則の5.g.を参照）の対象範囲に該当しない契約に対応するものである。

 

4.4.　研究開発費

2024年において、イノベーション費用は2023年と同額の3億900万ユーロである。これには2億500万ユーロ

の研究開発費が含まれており、2023年に比べて安定している。

 

4.5.　減価償却費及び償却費

2023年 2024年

（百万ユーロ）

無形資産 (204.4) (203.1)

有形固定資産
(a） (2,277.6) (2,302.0)

合計 (2,482.0) (2,505.1)

(a）収益に計上された投資補助金控除後の減価償却費が含まれている。

 

注記５　その他の非経常的営業利益・費用

2023年 2024年

（百万ユーロ）

収益  

事業又は資産の処分による純利益 212.8 34.4

 政治的リスクと法的手続 26.3 22.7

 その他 3.2 7.7

その他の非経常営業利益合計 242.3 64.8

費用   

組織再編費用、リストラクチャリン

グ費用及び統合費用
(152.8) (223.3)

買収費用 (11.0) (2.8)

政治的リスクと法的手続 (45.9) (23.7)

事業又は資産の処分及び減損による

純損失
(488.5) (243.5)

その他 (40.6) (17.3)

その他の非経常営業費用合計 (738.8) (510.5)

合計 (496.5) (445.7)

 

当グループは、2024年に以下の項目を認識した。

■　事業又は資産グループの売却及び資産の減損に伴う純損失は－2億4350万ユーロ（特定の有形資産の減

損に伴う－2億1570万ユーロを含む）
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■　主に南欧（フランス、イベリア、イタリア）のガス＆サービスにおける再編プログラムに対応するリ

ストラクチャリング費用

 

当グループは、2023年に以下の項目を認識した。

■　事業又は資産の処分による純利益2億1280万ユーロ（うち非連結投資売却益１億7330万ユーロ）

■　事業又は資産の処分及び減損による純損失4億8850万ユーロ（戦略的見直しに伴う数カ国の有形・無形

資産の減損3億4490万ユーロ並びにその他の無形資産及び売却目的資産に関連する1億2990万ユーロを含

む）

■　政治的リスク及び法的手続に関連する収入及び費用（均等化費用手続に関連する2100万ユーロの支払

いを含む）。実際、2023年3月、国務院（Conseil d'Etat）は、2022年5月12日に出された欧州司法裁判

所の好意的な判決に対し部分的に疑問を呈し、行政控訴裁判所に事件を差し戻した。

■　主にガス＆サービス、特にヘルスケア事業における再編プログラムに対応するリストラクチャリング

費用

■　その他の非経常営業費用の「その他」に含まれる、従業員のための増資に関連する費用

 

  

注記６　純金融費用及びその他の金融損益

6.1.　純金融費用

2023年 2024年

（百万ユーロ）

純金融費用 (334.9) (333.4)

短期投資・貸付による金融収益 69.4 75.0

合計 (265.5) (258.4)

 

資産計上された金融費用＋6700万ユーロ（2023年度は＋4870万ユーロ）を除いた純負債の平均コストは、

2024年度は3.4％となり、2023年比で安定的である（米ドル建て及びユーロ建て債券の期限前償還に関連する

影響を除く）。

 

6.2.　その他の金融損益

2023年 2024年

（百万ユーロ）

その他の金融収益 15.4 8.5

その他の金融収益合計 15.4 8.5

その他の金融費用 (93.0) (89.6)

確定給付債務純金利費用 (35.1) (33.4)

リース債務利息 (38.0) (45.5)

その他の金融費用合計 (166.1) (168.5)

 

 

注記７　法人所得税

7.1.　法人所得税

2023年 2024年

（百万ユーロ）

当期法人所得税 (1,022.2) (1,128.9)
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当期税金合計 (1,022.2) (1,128.9)

一時差異 46.7 42.4

税率変更の影響 3.7 -

繰延税金合計 50.4 42.4

総合計 (971.8) (1,086.5)

 

7.2.　標準税率とグループ実効税率との調整

2023年 2024年

（％）

標準税率 25.0 24.8

軽減税率で課税されている取

引の影響
(2.3) (1.9)

免税及びその他の影響 0.7 1.1

グループ実効税率 23.4 24.0

 

第２の柱（Piller 2、グローバルミニマム課税ルール）規定の施行が当グループの平均実効税率に与える

影響は軽微である。フランスにおいて、当社は、連結基準でフランスの法人所得税を算定することを選択し

ており、これは法的条件を満たす全てのフランスの子会社に適用される。

現地法制で許可される場合には、外国子会社も同様のルールを適用することを選択している。

 

注記８　１株当たり純利益

8.1.　基本的な１株当たり利益

2023年 2024年

親会社の普通株式の株主に帰属する純利益

（グループ持分）（百万ユーロ）
3,078.0 3,306.1

発行済普通株式の加重平均株数 575,808,001 576,457,564

基本的な1株当たり利益（ユーロ） 5.35 5.74

  

　2023年12月31日の平均発行済み普通株式数及び１株当たり当期純利益には、2024年6月12日にエア・リキー

ド・エス・エーが実施した無償株式割当の影響が含まれている。

 

8.2.　希薄化後１株当たり利益

2023年 2024年

希薄化後1株当たり利益の算定に使用された

純利益（百万ユーロ）
3,078.0 3,306.1

発行済普通株式の加重平均株数 575,808,001 576,457,564

新株予約権の希薄化効果の調整 669,840 376,963

業績連動株式の希薄化効果の調整 1,452,901 1,377,985

希薄化後1株当たり利益の算定に使用された

調整後発行済普通株式の加重平均株数
577,930,742 578,212,512

希薄化後1株当たり利益（ユーロ） 5.33 5.72
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　純利益（グループ持分）を希薄化させる可能性のある全ての金融商品は、希薄化後１株当たり利益の計算

に含まれている。

　当グループは、他に希薄化後１株当たり利益にさらに影響を与える可能性のある金融商品を発行していな

い。

 

注記９　１株当たり配当

　2024年5月22日に当グループ株主に対して公表及び支払が行われた2023年の普通株式配当は17億1950万ユー

ロ（ロイヤリティ・プレミアムを含む）であり、１株当たり配当は3.20ユーロ、１株当たりロイヤリティ・

プレミアムは0.32ユーロとなった。

2024年12月31日に終了する事業年度の年次株主総会では、普通株式１株に対して3.30ユーロ、１株当たり

ロイヤルティ・プレミアム0.33ユーロ、合計で19億6220万ユーロ（自己株取得及び消却を考慮に入れた見積

額）の配当が提案される予定である。

 

注記10　のれん

10.1.　期中の変動

1月1日現在

期中に認識

された

のれん

期中に除却

された

のれん

為替レートの

変動

その他の

変動
12月31日現在

（百万ユーロ）

2023年 14,587.2 43.3 (30.7) (405.6) ̶ 14,194.2

2024年 14,194.2 209.3 (9.2) 582.6 0.5 14,977.4

 

 

10.2.　重要なのれん

2023年 2024年

 純残高 総残高 減損 純残高

（百万ユーロ）

ガス＆サービス 13,822.2 14,586.9  14,586.9

欧州、中東及びアフリカ 3,334.0 3,344.9 ̶ 3,344.9

南北アメリカ
(a） 9,141.5 9,787.7  9,787.7

アジア・太平洋 1,346.7 1,454.3  1,454.3

エンジニアリング＆建設 236.7 249.9  249.9

グローバル市場＆テクノロ

ジー
135.3 142.0 (1.4) 140.6

のれん総計 14,194.2 14,978.8 (1.4) 14,977.4

(a) 2024年12月31日現在、南北アメリカのガス＆サービスにおいて認識されたのれんは、主に米国に由来するものであり、金

額が95億5750万ユーロとなっている。

 

2024年に発生した組織変更（注記２を参照）に伴い、欧州、中東及びアフリカに関連するのれんは、同一

の資金生成単位グループ内でテストされる。

当グループでは、過去２事業年度においてのれんの減損損失を計上していない。

減損テストは会計方針5.f.に記載している方法で実施された。
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2024年12月31日現在、市場マルチプルを用いて計算された各資金生成単位又は資金生成単位グループの回

収可能価額は、純残高を大幅に上回っている。その結果、会計方針の注記5.f.に記載されているように、資

金生成単位の回収可能価額の決定には、DCF法は使用されなかった。

当グループの事業を考慮すると、主要な仮定についての合理的に可能性のあるいかなる変更も減損をもた

らすものではないと考えられる。ガス＆サービスは、その地理的範囲において蓄積された資産による異なる

ビジネスラインとのシナジーを指向している。地域的な事業の成長は、一般的に、現地の設備投資及びラー

ジ・インダストリー事業を通じた外部成長事業を基礎としている。ラージ・インダストリー事業の顧客に対

するガスの供給は、15年を最短期間として契約されている。これらの顧客との契約は、将来の収益に関する

良好な見通しと保証を提供している。

 

注記11　その他の無形資産

11.1.　帳簿価額総額

2024年 1月1日現在 取得 処分
為替換算差

額

企業結合で

の

取得資産

その他の

変動
(a)

12月31日現

在

（百万ユーロ）

内部創出無形資

産
889.4 111.9 (131.2) 16.3 - (13.9) 872.5

その他の無形資

産
3,031.4 88.3 (25.7) 96.4 11.5 (46.3) 3,155.6

無形資産総額合

計
3,920.8 200.2 (156.9) 112.7 11.5 (60.2) 4,028.1

(a)その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

2023年 1月1日現在 取得 処分
為替換算差

額

企業結合で

の

取得資産

その他の

変動
(a)

12月31日現

在

 （百万ユーロ）

内部創出無形資

産
814.0 107.0 (2.2) (9.9) - (19.5) 889.4

その他の無形資

産
3,037.2 86.0 (20.3) (81.2) 0.7 9.0 3,031.4

無形資産総額合

計
3,851.2 193.0 (22.5) (91.1) 0.7 (10.5) 3,920.8

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

  

11.2.　償却費及び減損損失

2024年
1月1日

現在
当期の費用 減損損失 処分

為替換算

差額

企業結合で

の

取得資産

その他の

変動
(a)

12月31日

現在

（百万ユーロ）

   

内部創出無

形資産
(630.2) (61.4) - 128.0 (11.2) - 78.9 (495.9)

その他の無

形資産
(1,659.3) (141.7) (2.9) 17.2 (43.6) - (10.4) (1,840.7)

無形資産総

額合計
(2,289.5) (203.1) (2.9) 145.2 (54.8) - 68.5 (2,336.6)
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無形資産純

額合計
(b)

1,631.3 (2.9)
(c) (2.9) (11.7) 57.9 11.5 8.3 1,691.5

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

(b) その他の無形資産には、主に、商標権及び企業結合の一部としての顧客関係の評価額が含まれてい

る。

(c) この額は、当期における増加分と費用を相殺したものである。

 

 2023年
1月1日

現在
当期の費用 減損損失 処分

為替換算

差額

企業結合で

の

取得資産

その他の

変動
(a)

12月31日

現在

（百万ユーロ）

 

内部創出無

形資産
(577.6) (53.7) (4.5) 2.7 6.8 - (3.9) (630.2)

その他の無

形資産
(1,462.2) (150.7) (90.0) 13.3 26.6 - 3.7 (1,659.3)

無形資産総

額合計
(2,039.8) (204.4) (94.5) 16.0 33.4 - (0.2) (2,289.5)

無形資産純

額合計
(b)

1,811.4 (11.4)
(c) (94.5) (6.5) (57.7) 0.7 (10.7) 1,631.3

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

(b) その他の無形資産には、主に、商標権及び企業結合の一部としての顧客関係の評価額が含まれている。

(c) この額は、当期における増加分と費用を相殺したものである。

 

　2024年12月31日現在、当グループは無形資産の購入について重要な契約を有しておらず、既存の無形資産

の使用について何らの制限も受けていない。

 

注記12　有形固定資産

12.1.　帳簿価額総額

2024年 1月1日現在 取得 処分
為替換算差

額

企業結合で

の

取得資産

その他の

変動
(a)

12月31日

現在

（百万ユーロ）

土地 463.3 0.1 (1.5) 8.4 0.2 16.6 487.1

建物 2,685.2 20.7 (22.5) 64.9 2.9 145.9 2,897.1

備品、シリン

ダー、設備
42,671.5 391.1 (539.8) 852.6 40.6 2,665.6 46,081.6

使用権 2,077.2 166.8 (16.6) 62.9 2.6 (4.4) 2,288.5

稼働有形固定

資産合計
47,897.2 578.7 (580.4) 988.8 46.3 2,823.7 51,754.3

建設仮勘定 3,797.7 2,970.9 ̶ 48.0 ̶ (2,784.7) 4,031.9

有形固定資産

合計
51,694.9 3,549.6 (580.4) 1,036.8 46.3 39.0 55,786.2

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。
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 2023年 1月1日現在 取得 処分
為替換算

差額

企業結合で

の

取得資産

その他の

変動
(a)

12月31日

現在

（百万ユーロ）

土地 474.0 ̶ (1.9) (18.7) 0.1 9.8 463.3

建物 2,491.6 21.2 (32.0) (75.7) 0.9 279.2 2,685.2

備品、シリン

ダー、設備
42,138.2 382.8 (660.1) (1,273.3) 4.5 2,079.4 42,671.5

使用権 1,954.1 180.3 (25.5) (53.4) 0.9 20.8 2,077.2

稼働有形固定

資産合計
47,057.9 584.3 (719.5) (1,421.1) 6.4 2,389.2 47,897.2

建設仮勘定 3,395.5 2,879.5  (149.0) - (2,328.3) 3,797.7

有形固定資産

合計
50,453.4 3,463.8 (719.5) (1,570.1) 6.4 60.9 51,694.9

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

 

連結キャッシュ・フロー計算書に示された有形固定資産及び無形資産の購入は、特に１年間の固定資産の

サプライヤー勘定残高の変化を調整した有形固定資産及び無形資産（使用権を除く）の増加に関わるもので

ある。

 

12.2.　減価償却費及び減損損失

2024年
1月1日

現在
当期の費用 減損損失 処分

為替換算

差額

企業結合

で

の取得資

産

その他の

変動
(a)

12月31日

現在

（百万ユーロ）

建物 (1,298.5) (115.1) - 11.9 (22.8) - 31.3 (1,393.2)

備品、シリ

ンダー、設

備

(25,829.9) (1,956.1) (148.3) 404.5 (378.0) - 92.2 (27,815.6)

使用権 (914.3) (239.7) (3.9) 14.3 (22.9) - 127.8 (1,038.7)

有形固定資

産減価償却

合計

(28,042.7) (2,310.9) (152.2) 430.7 (423.7) - 251.3 (30,247.5)

有形固定資

産純額合計
23,652.2

1,238.7

(b)
(152.2) (149.7) 613.1 46.3 290.3 25,538.7

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

(b) この額は、当期における増加分と費用を相殺したものである。

 2023年
1月1日

現在

当期の費

用

減損損

失
(b)

処分
為替換算

差額

企業結合

で

の取得

資産

その他の

変動
(a)

12月31日

現在

（百万ユーロ）

建物 (1,280.2) (98.9) - 33.1 33.2 - 14.3 (1,298.5)

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

310/380



備品、シリ

ンダー、設

備

(24,756.7) (1,948.1) (296.1) 548.3 592.0 - 30.7 (25,829.9)

使用権 (769.6) (239.3) (1.9) 24.7 19.8 - 52.0 (914.3)

有形固定資

産減価償却

合計

(26,806.5) (2,286.3) (298.0) 606.1 645.0 - 97.0 (28,042.7)

有形固定資

産純額合計
23,646.9 1,177.5

(b) (298.0) (113.4) (925.1) 6.4 157.9 23,652.2

(a) その他の変動は、主に勘定振替と連結範囲変更が含まれている。

(b) この額は、当期における増加分と費用を相殺したものである。

 

当期の費用は、損益計算書に計上された投資補助金を控除した上での減価償却費の増加に対応してい

る。

 

12.3.　リース債務の満期

　使用権に関するリース債務の満期は以下のとおりである。

 

2024年  満期

（百万

ユーロ）

 1年未

満

1年以上5年以下 5年超

 帳簿価

額

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2031以

後

固定リー

ス債務

1,133.8  242.5 175.7 148.6 122.2 90.9 76.9 53.0 224.0

流動リー

ス債務

239.8 239.8         

合計リー

ス債務

1,373.6 239.8 242.5 175.7 148.6 122.2 90.9 76.9 53.0 224.0

 

2023年  満期

（百万

ユー

ロ）

 1年未

満

1年以上5年以下 5年超

 帳簿価

額

2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2030以

後

固定

リース

債務

1,046.3  226.5 156.8 129.5 103.3 88.6 80.4 45.9 215.3

流動

リース

債務

219.7 219.7         

合計

リース

債務

1,266.0 219.7 226.5 156.8 129.5 103.3 88.6 80.4 45.9 215.3
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注記13　固定金融資産

（百万ユーロ） 2023年 2024年

非連結投資 335.2 326.3

貸付金 44.7 39.9

その他の長期受取債権 246.8 296.1

従業員給付 70.0 83.9

固定金融資産 696.7 746.3

非連結投資にはロシアの事業体の全額償却済みの株式が含まれる。2024年12月31日現在、地政学的状況及

び強化された制裁措置と対抗措置を考慮し、当グループは、2022年9月1日以降、ロシアでの事業はもはや制

御できないと考えている。

 

注記14　持分法適用会社に対する投資

14.1.　ジョイント・ベンチャー及び関連会社に関する財務情報

2024年12月31日現在のジョイント・ベンチャー及び関連会社のグループ持分

（百万ユーロ）
当期利益持分 資本持分

(a)
資本に直接認識される純

利益及び損益の持分
(b)

ジョイント・ベン

チャー及び関連会

社

(0.7) 198.3 27.7

(a) 関係会社及びジョイント・ベンチャーに関連するのれんを含む。

(b) 資本に直接認識される純利益及び損益の持分は、主に為替換算調整勘定により構成される。

 

2023年12月31日現在のジョイント・ベンチャー及び関連会社のグループ持分

（百万ユーロ）
当期利益持分 資本持分

(a)
資本に直接認識される純

利益及び損益の持分
(b)

ジョイント・ベン

チャー及び関連会

社

4.9 180.1 22.3

(a) 関係会社及び合弁事業に関連するのれんを含む。

(b) 資本に直接認識される純利益及び損益の持分は、主に為替換算調整勘定により構成される。

 

14.2.　期中の変動

（百万ユーロ）
1月1日現在 当期利益持分 配当金の分配 為替換算差額

その他の

変動

12月31日

現在

2023年 185.7 4.9 (14.5) (6.8) 10.8 180.1

2024年 180.1 (0.7) (17.6) 5.5 31.0 198.3

 

持分法を利用している連結会社において、個別的に重要性が認められる会社はない。

 

注記15　繰延税金

　

15.1.　繰延税金資産

事業年度における繰延税金資産の変動は以下のとおりである。
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（百万ユーロ） 2023年 2024年

1月1日現在 232.3 225.2

損益計算書への計上 25.1 84.3

資本への計上
(a) 1.0 (18.8)

スコープに関連する変更 0.4 (5.4)

為替換算差額 (0.4) (3.6)

その他
(b) (33.2) 53.3

12月31日現在 225.2 335.0

 (a) その他の変動には、主に、勘定科目間の再分類が含まれている。

 

未認識の繰延税金資産は、2024年12月31日現在で6780万ユーロであった（2023年12月31日現在では5420万

ユーロであった）。

 

15.2.　繰延税金負債

事業年度における繰延税金負債の変動は以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2023年 2024年

1月1日現在 2,465.4 2,329.0

損益計算書への計上 (25.3) 42.1

資本への計上
(a) (16.8) (16.9)

スコープに関連する変更 (0.3) 1.6

為替換算差額 (74.1) 131.1

その他
(b) (19.9) 40.2

12月31日現在 2,329.0 2,527.1

 (a) その他の変動には、主に、勘定科目間の再分類が含まれている。

 

15.3.　性質別繰延税金

 

繰延税金（純額）の内訳は次のとおりである。

（百万ユーロ） 2023年 2024年

減価償却費及び償却費 (2,418.9) (2,584.7)

引当金、年金及びその他の従業員給付 162.1 213.4

その他の引当金 332.5 428.9

繰越欠損金 114.4 129.4

その他 (293.9) (379.1)

合計 (2,103.8) (2,192.1)

 

注記16　棚卸資産及び仕掛品

（百万ユーロ） 2023年 2024年

原材料及び資材 614.4 607.0

完成品及び半製品 1,242.9 1,410.7

仕掛品 170.3 171.9

純棚卸資産 2,027.6 2,189.6
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（百万ユーロ） 2023年 2024年

棚卸資産の評価減 (20.2) (24.4)

評価減の戻入れ 24.6 11.7

損益計算書に計上された評価

減総額
4.4 (12.7)

 

注記17　売掛金及びその他営業債権

（百万ユーロ） 2023年 2024年

売掛金及びその他営業債権 3,225.5 3,231.1

貸倒引当金 (231.8) (234.4)

売掛金 2,993.7 2,996.7

 

売掛金及びその他営業債権はエンジニアリング＆建設の契約に関する1億190万ユーロの総額を含む（2023

年12月31日時点で1億460万ユーロ）。

2024年12月31日現在、進行中のプロジェクトの開始以来、工事進行基準により認識された累積収益及び累

積現預金収入は、それぞれ22億370万ユーロ（2023年12月31日時点で19億9270万ユーロ）及び22億8610万ユー

ロ（2023年12月31日時点で20億7690万ユーロ）となった。

 

17.1.  売掛金及びその他営業債権明細

2024年12月31日現在、債権及び関連する減損の内訳は以下のとおりである。

2024年

(百万

ユー

ロ）

 

合計

 

期日前

期日超過(月)

0-1 1-3 3-6 6-12 12以上 合計

売掛金

及びそ

の他営

業債権

明細

3,231.1 2,462.7 257.9 152.9 100.3 76.3 181.0 768.4

減損引

当金

(234.4) (2.6) (14.1) (10.0) (12.0) (22.1) (173.6) (231.8)

売掛金 2,996.7 2,460.1 243.8 142.9 88.3 54.2 7.4 536.6

 

2023年12月31日現在、債権及び関連する減損の内訳は以下のとおりである。

2023年

(百万

ユーロ）

 

合計

 

期日前

期日超過(月)

0-1 1-3 3-6 6-12 12以上 合計

売掛金及

びその他

営業債権

明細

3,225.5 2,432.9 253.4 148.0 117.4 88.1 185.7 792.6

減損引当

金

(231.8) (6.1) (11.9) (8.3) (12.4) (16.9) (176.2) (225.7)

売掛金 2,993.7 2,426.8 241.5 139.7 105.0 71.2 9.5 566.9

売掛金損失（予想貸倒損失）に関する会計方針は、会計方針の「6.b　金融商品」に記載している。
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17.2.　貸倒引当金

（百万ユーロ） 1月1日時点 繰入 戻入 外国為替差異 その他の変動 12月31日

2023年 (223.7) (65.2) 49.6 2.3 5.2 (231.8)

2024年 (231.8) (80.2) 74.5 1.3 1.8 (234.4)

 

17.3.　売上債権のノンリコース譲渡に関連する情報

2024年の欧州、アジア、南北アメリカにおけるノンリコースのファクタリング債権は、2023年末の13億

9300万ユーロに対し、13億4000万ユーロとなった。

2015年に設立され、2020年に更新された欧州プログラムは、2024年3月に改正され、5億4000万ユーロ（繰

延購入価格の９％を含む5億9300万ユーロ）まで対象範囲が変更された。その満期は2026年2月28日までと

なっている。譲渡された売掛債権は、4億4700万ユーロの金額で、2024年12月31日現在、認識しないものと

なっている（2023年12月31日現在では5億7200万ユーロ）。

エアガスが保有し、2018年12月に設定された米国のプログラムは、2024年12月に変更され、満期が2026年3

月まで延長された。2024年12月31日現在、このプログラムの対象は８億米ドル（7億7000万ユーロ）で、6億

7700万米ドル（6億5200万ユーロ）は認識しないこととなった。

その他のノンリコース・ファクタリング・プログラムは、主にアジアとヘルスケア事業を中心に様々な国

及び事業において存在している。

当グループは、会計原則の6.b.に記載されている原則に従ってこれらのプログラムの主な特徴を分析し、

ほとんど全てのリスクと報酬が譲受人に移転していると結論付けた。

 

注記18  必要運転資本

2024年

（百万ユーロ）

1月1日現在 現金による影響
その他の変更

(b) 12月31日現在

棚卸資産及び仕掛品 2,027.6 145.5 16.5 2,189.6

売上債権 2,993.7 32.9 (29.9) 2,996.7

買掛金 (3,310.5) 92.5 (101.0) (3,319.0)

その他
(a) (1,646.5) (115.8) 170.8 (1,591.5)

必要運転資本 64.3 155.1 56.4 275.8

(a)その他項目は、主にその他流動資産・負債及び当期税金残高を示す。

(b)その他の変更勘定には、ある項目から別の項目への組替え、為替レートの影響、連結範囲の変更が含まれる。

 

注記19  その他の流動資産

（百万ユーロ） 2023年 2024年

前渡金 162.3 133.2

前払費用 165.9 183.2

その他の諸種の流動資産 534.5 751.8

その他流動資産 862.7 1,068.2

 その他の諸種の流動資産には、主に未収税金及び受取予定の補助金が含まれる。

 

注記20  現金及び現金同等物

（百万ユーロ） 2023年 2024年

短期貸付金 26.1 32.4

短期市場性証券 200.7 329.5

銀行預金 1,398.1 1,553.4

現金及び現金同等物 1,624.9 1,915.3
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2024年12月31日時点で、1億4800万ユーロの現金及び現金同等物は、主にアルゼンチン及びルクセンブルグ

（当グループのキャプティブ再保険会社の枠組みにおける規制上の制約）において制約に服している。

さらに、4900万ユーロの現金及び現金同等物は外国送金に事前許可を要件としている国々において保有さ

れている。これらの流動資産は、予備的に課されている形式事項が遵守されれば、合理的な期限内において

当グループの自由な処分に服するものである。

 

注記21　株主資本

 

21.1.　株式数

発行済株式数

2023年 2024年

1月1日現在の発行済株式数 523,450,271 524,516,778

無償株式割当 ̶ 53,911,973

従業員向け増資 746,401 ̶

オプション行使 440,106 457,512

自己株式の消却 (120,000) (627,000)

12月31日現在の発行済株式数 524,516,778 578,259,263

株式は、額面5.50ユーロであり、全て発行済みかつ全額払込みされている。

2024年には、合計1,279,150株が再購入された（処分株数を控除）。そのうち、無償株式割当前の再購入は

926,379株、無償株式割当後の再購入は352,771株となる。

 

21.2.　無償株式割当

最高経営責任者であるフランソワ・ジャコウは、2024年4月30日付取締役会によって与えられた権限の下、

2024年6月4日、額面5.50ユーロ、2024年1月1日を配当起算日とする新株52,419,120株の発行を決定した。こ

れらの株式は2024年6月12日に、既存株式10株につき新株１株の割合で、プレミアムの資本化により株主に帰

属した。

さらに、定款第21条に基づき、額面5.50ユーロの新株1,492,853株が発行され、2024年1月1日付で配当が行

われた。これらの株式は2024年6月12日に、株主に対する無償株式として、既存株式100株につき１株の割合

で、プレミアムの資本組入により割当てられた。この無償株式割当の対象となる株式は、2021年12月31日か

ら2024年6月11日（同日を含む）まで継続保有された登録株式である。

 

21.3.　減資

2023年5月3日に開催された年次株主総会で採択された第18号決議の権限に基づき、2024年4月30日の取締役

会は、627,000株を消却することにより、資本金を2,884,842,279.00ユーロから2,881,393,779.00ユーロに減

じるため、3,448,500.00ユーロの減資を実施した。

 

21.4.　自己株式

自己株式は、フランス金融市場当局(Autorité des marches financiers)によって認識されている企業倫理

憲章に従った上場契約の一部を構成する株式も含め、当グループが保有するエア・リキード株で構成されて

いる。2024年12月31日現在、当グループは1,815,681株（2023年12月31日現在1,363,694株）の自己株式を保

有しており、これは上場契約の下での25,250株（2023年12月31日現在2,100株）を含む。自己株式数の変動

は、連結株主資本変動計算書において説明されている。

 

21.5.　株式報酬

新株引受オプション制度　

指名・報酬委員会の提案による株主総会の承認、取締役会の決定に従って、当社及び世界の子会社の上級

役員（業務執行取締役を含む）及び幹部従業員に対する新株引受オプション制度を採用している。
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ストックオプションは、付与日前20営業日の平均市場価格を下回らない単一価格で付与される。2011年10

月14日以降に付与されたオプションは、10年以内に行使されなければならない。ストックオプションは、そ

の付与された日から４年後以降にのみ行使できる。

株主総会で承認されている計画に基づいて、取締役会により付与されたものの2024年12月31日現在で未行

使となっている総ストックオプション数は、調整後494,684株であり、株式資本の0.09％に相当する（平均行

使価額69.22ユーロ）。

2022年5月4日の株主総会での承認に基づく発行済ストックオプション総数の内、2024年12月31日現在、

11,565,185個のオプションが取締役会で将来の付与のために留保されている。

 

業績連動株式制度

優秀な従業員に報い、その中期的な働きを会社の目標と結びつけるため、業績連動株式を含む追加報酬制

度を2008年に新設した。

2022年5月4日の臨時株主総会の第21号議案で、当グループの従業員に対して、38か月の期間にわたり、制

度が承認された時点の株式資本の最大0.5％に相当する無償株を付与することが承認された。この無償株付

与の最大数のうち、0.1％を上限とする当グループの株式資本は当該期間に執行役員に付与することができ

る。

この決定をもとに、取締役会は、2024年9月25日、取締役会によって決定される受益者に対する業績連動

株式の付与を規定する二つの異なる一般プラン（「フランス」プランと「世界」プラン）を採用した。両者

の違いは主に、勤続年数にかかわる要件（下記a）と「世界」プランにおける相関的な保有要件の不存在

（下記c）である。

付与される株式は受給される権利の確定日より前に会社が増資するか、当該日以前に会社が市場から買い

戻す株式でなければならない。

現在までに付与された業績連動株式は、当社の自社株買いプログラムの一環として買い戻された自己株式

である。

付与される株式は、当該計画が取締役会によって承認された日における当社の株式資本を構成するものと

同じ性質及び種類のものでなければならない。

取締役会は、2024年9月25日に、従業員（2,760名の受益者）に318,931株の業績連動型株式を付与する決

定を行った。

業績連動株式は次の要件に従う。

(a)　勤続要件

受益者が付与される株式は、付与日から計算して「フランス」プランは３年、「世界」プランは４年

として計算された期間に会社従業員か会社役員である場合にのみ、最終的に付与される。定年退職の場

合には、勤続期間はもはや必要とされないため、受益者は権利を保持する。

(b)　業績要件

全ての受益者に配分される全ての業績連動株式の業績要件

(c)　保有要件

「フランス」プランの受益者は、最終付与日から２年間譲渡することが禁止され（障害を負った場合

や死亡の場合は例外）、保持する必要がある。

 

最多のオプションを受領した当社及び子会社の10人の従業員（役員を除く）に対して付与されたオプショ

ン

2024年において付与されたオプションはない。

 

最多のオプションを行使した当社及び子会社の10人の従業員（役員を除く）によって2024年に行使された

オプション

付与日 引受オプション数
平均価格（ユーロ）

(a)

2014年9月22日 188,262 69.67
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2015年9月28日 28,742 69.25

2016年11月29日 49 69.33

2018年9月25日 910 87.25

合計 215,963 69.69

 (a) 過去の値動きによるデータ

 

最多のオプションを行使した当社及び子会社の10人の従業員（役員を除く）によって2023年に行使された

オプション

付与日 引受オプション数
平均価格（ユーロ）

(a)

2013年9月26日 103,640 67.15

2014年9月22日 35,122 70.42

2015年9月28日 10,229 76.23

2016年11月29日 891 69.33

合計 149,882 68.55

 (a) 過去の値動きによるデータ

 

新株引受オプション数及び加重平均行使価格

2023年 2024年

オプション
(a)

加重平均行使

価格（ユーロ)
オプション

加重平均行使

価格（ユーロ)

1月1日現在の発行済オプショ

ン総数（調整後の数及び価

格）

1,417,704 67.06 956,176 67.10

期中に行使されたオプション

（調整後の数及び価格）
455,339 66.96 457,512 69.19

期中に取り消されたオプショ

ン（調整後の数及び価格）
6,189 67.44 3,980 66.68

12月31日現在の発行済オプ

ション総数（調整後の数及び

価格）

956,176 67.10 494,684 69.22

うち行使適格オプション総数 956,176 67.10 494,684 69.22

 (a) 期首時点の発行済オプション総数は、2024年の無償株式割当増資に伴い調整された。

 

新株引受オプションと業績連動株式の公正価値に関する情報

 

新株引受オプション

2023年及び2024年にはオプションは付与されていない。

 

業績連動株式の付与

従業員に付与される業績連動株式の公正価値は、50％がグループの業績に連動する業績条件、40％が株主

利益、10％がエア・リキードの絶対値における炭素排出量の割合の削減に依存する。

当グループの業績に連動する業績条件及び炭素排出量の絶対値の低減に連動する業績条件の達成は前提条

件として考慮されておらず、評価日時点において十分に達成されたとみなされる。

 

2023年 2024年

Plan 1 
(a)

Plan 1
(a)
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2023年9月28日 2024年9月25日

 フランス フランス国

外

フランス フランス国外

業績連動株式の有効期間 5年 4年 5年 4年

業績連動株式の公正価値（ユー

ロ）
136.87 135.26 149.08 148.12

(a) 取得日における公正価値であり、その後の公募による優先引受権付増資及び無償株式の割当ての効果の修正なし。

 

業績連動株式の付与に関連する費用として、2023年度の3960万ユーロに対し、2024年度は3980万ユーロ

（税抜）が損益計算書で認識された。対応する項目は資本に計上される。

 

注記22　引当金、年金及びその他の従業員給付

 

2024年

（百万

ユー

ロ）

1月1日

時点 繰入 使用 取崩 割引

為替

差額

企業結

合によ

る取得

資産

その他

の変動

(a)

12月31日

時点

年金及

びその

他の従

業員給

付

1,129.8 64.7 (94.1)  (4.4) 5.7 25.9  1,127.6

リスト

ラク

チャリ

ング計

画

83.7 82.4 (40.5) (0.4)  0.1  1.8 127.1

エンジ

ニアリ

ング契

約の保

証及び

その他

引当金

178.4 55.6 (37.0) (15.5)  1.1  (2.9) 179.7

解体 273.5  (7.8)  9.1 1.2  9.8 285.8

企業結

合の一

環とし

ての引

当金及

び偶発

債務

130.1 4.8 (11.5) (7.5) 1.5 6.3 8.9 0.6 133.2

その他

の引当

金

573.1 147.8 (124.0) (21.2) 1.7 4.0 0.4 9.3 591.1
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引当金

合計

2,368.6 355.3 (314.9) (44.6) 7.9 18.3 35.2 18.6 2,444.5

(a) その他の変動は勘定振替、連結範囲の変更及び解体引当金によるものであり、連結キャッシュ・フ

ロー計算書に対する影響はない。
 

 

2023年

 

（百万

ユー

ロ）

1月1日

時点 繰入 使用 取崩 割引

為替差

額

企業

結合

によ

る取

得資

産

その他

の変動

(a)

12月31

日時点

年金及

びその

他の従

業員給

付

1,091.4 61.5 (96.5)  98.0 (7.9)  (16.7) 1,129.8

リスト

ラク

チャリ

ング計

画

15.8 73.1 (8.9) (0.4)  (0.8)  4.9 83.7

エンジ

ニアリ

ング契

約の保

証及び

その他

引当金

185.6 52.5 (41.9) (12.8) 0.1 (1.6)  (3.5) 178.4

解体 259.9 1.0 (8.5) (1.4) 7.7 (5.8)  20.6 273.5

企業結

合の一

環とし

ての引

当金及

び偶発

債務

164.9 14.0 (13.6) (24.0) 1.6 (5.5) 0.5 (7.8) 130.1

その他

の引当

金

555.9 190.5 (115.2) (45.7) 1.6 (3.3) 0.2 (10.9) 573.1

引当金

合計

2,273.5 392.6 (284.6) (84.3) 109.0 (24.9) 0.7 (13.4) 2,368.6

(a) その他の変動は勘定振替、連結範囲の変更及び解体引当金によるものであり、連結キャッシュ・フ

ロー計算書に対する影響はない。

 

通常業務において、当グループは、仲裁、司法的又は行政的な手続の当事者となる。それに係る潜在的費

用は、相当の蓋然性があり、定量化できるか、合理的な範囲で見積もられる場合にのみ引き当てられる。後
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者の場合、引当額は経営陣の最善の見積もりを示す。引当金は、事例ごとのリスク評価を基礎に決定され、

継続中の手続の中で生じた事象によりその再評価をすることもある。これらの法的手続はその性質上、多様

性があり、グループ子会社を巻き込むことになる。債務引当金は2024年12月31日現在、全グループ会社の法

的手続に対して1億5140万ユーロ計上されており（2023年12月31日当時は1億3800万ユーロ）、その他引当金

に表記されている。これには、労働争議及び税務リスク（収益に対する課税以外）に対する引当金がそれぞ

れ1億960万ユーロ及び4180万ユーロ含まれている。

個々の事例の詳細を公表することは、グループにとって不利に働く可能性があるため、公表していない。

しかし、単一の訴訟であって、グループ全体の財務状態、収益性に重大な影響を与える可能性のあるものは

ない。

 

注記23　従業員給付債務

 

23.1.　年金制度

重要な年金制度はフランス、ドイツと米国に関わるものである。

フランスでは、エア・リキードは通常の年金制度に加えて最終的な給与を基準に追加の退職金を提供して

いる。1995年12月31日に、この制度は、1996年1月1日時点で45才以下か、勤続年数が20年未満の従業員に対

しては廃止された。後者は確定拠出型年金によって賄われる。この制度は、資金拠出を受けない。これらの

制度に関して支払われる年額は、給与の額の12％（もしくは、ある場合においては該当会社の税引き前利益

の額の12％）を超えることはない。この12％の閾値はその年の年金受給者数と前年の年金受給者数を比較す

ることによって比例的に減少していく。2017年には、年金制度の将来性・公平性を担保する2014年1月20日法

第50条が施行され、追加給付が積み立てられた。

IAS第19号「従業員給付」では、確定拠出制度は非常に限定的に記載されており、条件を十分に満たしてい
ない制度は、確定給付制度であると定義されている。

確定拠出制度の厳密な定義により、当社は、会社の義務が制限的なものであり、安定的又は継続的な性質

を有する義務ではないにも関わらず、退職加算金を確定給付制度として説明しなければならない。

確定給付制度とする場合、将来的な義務に対して引当金を認識することになる。

これらの義務には制限が設けられているため、実際に退職者に支払われる金額の評価には不確実性が存在

する。この制限の影響を数値化するのが困難であるため、計上される引当金は、制度が消滅するまで退職者

に対して支払われる金額の保険数理的価値（これらの制限の影響を除く）に対応している。当社により支払

われる追加的退職給付は、一定限度の年額までフランスの法定及び付加年金制度のインデックスに沿うこと

になる。その他の年金は、何のインデックスにも従わない。

ドイツでは、当社に主として２つの年金制度がある。

第一の制度は、Lurgi（エンジニアリング＆建設）の通常定年65歳の退職者に対して収入と勤続年数を基に

した終身年金を提供するものである。この制度は障害又は遺族年金も備えられて。現在は新規加入者を受け

つけておらず、新入社員は確定拠出年金に加入している。

第二の制度は、ガス＆サービスに従事している社員をカバーする旧式のものである。こちらも通常定年は

65歳で在籍中の平均収入と退職時までの勤続年数を基に提供される。この制度は障害、早期退職、遺族年金

が備えられている。同様に現在は新規加入を受け付けておらず、新入社員は最低勤続年数10年以上で、通常

定年65歳、在籍中の平均収入と勤続年数を基に終身年金が提供される確定給付年金制度を利用している。

当該年金もまた障害、早期退職、遺族年金が支給される。両方の制度は内部にて管理されているもののた

め、ドイツ市場の慣習に従い年金基金へ限定的な財政援助が行われている。

米国では、当社は、通常の年金制度に加えて、退職者に補助的な給付を行っている。米国の制度は、伝統

的な最終平均給与を、拠出を継続した者に支給する。退職者は一括払い若しくは生涯年金として受けとるか

を選択できる。この制度は、2004年から新規加入者を受け付けておらず、2016年に凍結された。したがっ

て、2004年以降に当社に入社した社員は、確定給付制度により新たな権利を取得することはないが、代わり

に2004年以降新規従業員に対して提供されている確定剰余配当制の恩恵を受ける。新制度は、2017年1月1日

に実施された（補足貯蓄プラン）。この制度は、基本プランの納税限度額を超える退職加算金を提供するも

ので、基本貯蓄制度に追加して行われる。これは年間約６百万ドルの費用となる。
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23.2.　債務

年金制度及び類似する給付に関連する当グループの債務は、2024年12月31日現在以下のとおりである。 

2024年

（百万ユーロ）

確定給付制

度 退職金支払

その他

長期給付金 医療制度 合計

A.純負債の変動

期首純負債 (856.0) (158.7) (19.7) (25.3) (1,059.7)

（買収）処分／移転 (2.5) 0.7 0.1  (1.7)

（費用）認識された収益 (41.6) (14.6) (3.4) (0.9) (60.5)

雇用主拠出 74.9 8.9 4.0 2.0 89.8

期間利益（損失） (5.6) 0.2  (0.1) (5.5)

為替変動 (6.4)  0.3  (6.1)

期末純負債 (837.2) (163.5) (18.7) (24.3) (1,043.7)

B.費用計上 （2024年）

サービス費用 15.4 10.3 2.6 0.1 28.4

純確定給付債務に関する利息費用 26.5 5.5 0.7 0.8 33.5

数理計算上の損失（利益）の償却   0.1  0.1

削減／和解 (0.3) (1.2) (0.1)  (1.6)

費用（収益）認識 41.6 14.6 3.4 0.9 60.5

C.債務の現在価値変動（2024年）

期首退職給付債務 1,870.0 158.9 21.6 25.5 2,076.0

買収（処分）／移転 2.5 (0.7) (0.1)  1.7

サービス費用 15.4 10.3 2.6 0.1 28.4

利息費用 64.7 5.5 0.8 0.8 71.8

従業員拠出 2.3    2.3

削減／和解 (0.3) (1.2) (0.1)  (1.6)

給付支払 (144.8) (8.8) (3.1) (2.0) (158.7)

数理計算上の損益 (10.7) (0.2) (0.2) 0.2 (10.9)

為替変動 27.3   (0.1) 27.2

期末債務 1,826.4 163.8 21.6 24.5 2,036.3

D.従業員給付制度資産（2024年）

期首資産公正価値 1,014.3 0.2 1.9 0.2 1,016.6

買収（処分）／移転      

従業員給付制度資産からの実収益 21.8  0.1  21.9

雇用主拠出 7.2  1.0  8.2

従業員拠出 2.3    2.3

給付支払 (77.0)    (77.0)

為替変動 20.8    20.8

期末資産公正価値 989.4 0.2 3.0 0.2 992.8

E. 2024期末拠出状況

債務の現在価値 (1,826.4) (163.8) (21.6) (24.5) (2,036.3)

従業員給付制度資産の公正価値 989.4 0.2 3.0 0.2 992.8

剰余金管理準備金 (0.2)    (0.2)

純負債 (837.2) (163.6) (18.6) (24.3) (1,043.7)

F.資本認識された数理計算上損益
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期首損益 975.9 3.5 0.1 (1.5) 978.0

債務損益 (10.7) (0.2) (0.2) 0.2 (10.9)

従業員給付制度資産損益 16.4    16.4

買収（処分）／移転 0.3 (0.4)   (0.1)

為替変動 22.0 0.1  0.1 22.2

期末損益
 (a)

1,003.9 3.0 (0.1) (1.2) 1,005.6

(a)  資本認識された税別の損益は、2024年12月31日現在において740百万ユーロに達した。

 

年金制度及び類似する給付に関連する当グループの債務は2023年12月31日現在以下のとおりである。

2023年

（百万ユーロ）

確定給付制

度 退職金支払

その他

長期給付金 医療制度 合計

A.純負債の変動

期首純負債 (839.8) (145.4) (18.2) (27.1) (1,030.5)

（買収）処分／移転 (3.2) (2.8)   (6.0)

（費用）認識された収益 (48.1) (1.8) (4.8) (0.9) (55.6)

雇用主拠出 82.4 3.5 3.6 2.2 91.7

期間利益（損失） (53.3) (15.6)  0.1 (68.8)

為替変動 6.0 3.4 (0.3) 0.4 9.5

期末純負債 (856.0) (158.7) (19.7) (25.3) (1,059.7)

B.費用計上 （2023年）

サービス費用 20.1 2.8 2.7 0.1 25.7

純確定給付債務に関する利息費用 28.0 5.5 0.8 0.8 35.1

数理計算上の損失（利益）の償却   1.3  1.3

削減／和解 - (6.5) - - (6.5)
 (a)

費用（収益）認識 48.1 1.8 4.8 0.9 55.6

C.債務の現在価値変動（2023年）

期首退職給付債務 1,824.5 145.6 18.7 27.2 2,016.0

買収（処分）／移転 3.2 2.8   6.0

サービス費用 20.1 2.8 2.7 0.1 25.7

利息費用 69.7 5.5 0.8 0.8 76.8

従業員拠出 2.1    2.1

削減／和解
 (6.5)   (6.5)

 (a)

給付支払 (148.5) (3.4) (2.1) (2.2) (156.2)

数理計算上の損益 112.7 15.6 1.3 (0.1) 129.5

為替変動 (13.8) (3.5) 0.2 (0.3) (17.4)

期末債務 1,870.0 158.9 21.6 25.5 2,076.0

D.従業員給付制度資産（2023年）

期首資産公正価値 1,031.9 0.2 0.4 0.2 1,032.7

従業員給付制度資産からの実収益 54.7 (0.1)   54.6

雇用主拠出 5.3 0.2 1.4  6.9

従業員拠出 2.1    2.1

給付支払 (71.5) (0.1)   (71.6)

為替変動 (8.2)  0.1  (8.1)

期末資産公正価値 1,014.3 0.2 1.9 0.2 1,016.6
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E. 2023期末拠出状況

債務の現在価値 (1,870.0) (158.9) (21.6) (25.5) (2,076.0)

従業員給付制度資産の公正価値 1,014.3 0.2 1.9 0.2 1,016.6

剰余金管理準備金 (0.3)    (0.3)

純負債 (856.0) (158.7) (19.7) (25.3) (1,059.7)

F.資本認識された数理計算上損益

期首損益 934.6 (9.4) 0.1 (1.5) 923.8

債務損益 112.7 15.6  (0.1) 128.2

従業員給付制度資産損益 (13.0) 0.1   (12.9)

剰余金管理積立金の増減額 (46.4)    (46.4)

為替変動 (12.0) (2.8)  0.1 (14.7)

期末損益
 (b)

975.9 3.5 0.1 (1.5) 977.9

(a) 過去のサービス費用及び制度改正は、主にフランスにおける年金制度に関連する。

(b) 資本認識された税別の損益は、2023年12月31日現在において726百万ユーロに達した。

 

  

上記金額の詳細として、2024年12月31日現在の地域別の内訳は以下のとおり

2024年

（百万ユーロ）
債務 予定年金給付

引当金（貸借対

照表）

剰余金管理

積立金

ヨーロッパ/アフリカ (1,262) 335 (927)  

南北アメリカ (733) 622 (111)  

アジア・太平洋 (41) 36 (6)  

合計 (2,036) 993 (1,044)  

 

上記金額の詳細として、2023年12月31日現在の地域別の内訳は以下のとおり

2023年

（百万ユーロ）
債務 予定年金給付

引当金（貸借対

照表）

剰余金管理

積立金

ヨーロッパ/アフリカ (1,304) 349 (955)  

南北アメリカ (725) 630 (95)  

アジア・太平洋 (47) 37 (10)  

合計 (2,076) 1,016 (1,060) -

 

 

23.3.　主要な仮定

主な割引率は、以下のとおりである。

 2023年 2024年

ユーロ圏 3.2% 3.4 %

カナダ 4.7% 4.6 %

日本 1.5% 1.7 %

スイス 1.4% 0.9

米国 5.0% 5.5 %

イギリス 4.5% 5.4 %

 

年金資産の期待リターンと主な割引率との間の差異は、以下のとおりである。

2024年
期待運用率

(a) 2023年の割引率 影響(bp)
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ユーロ圏 0.3 % 3.2 % 290

カナダ 13.9 % 4.7 % (920)

日本 9.9 % 1.5 % (840)

スイス 16.9 % 1.4 % (1,550)

米国 0.8 % 5.0 % 420

イギリス 0.4 % 4.5 % 410

  (a) 長期的資産の期待運用率は、各国におけるポートフォリオの資産配分を考慮に入れて決定されている。

 

2023年
期待運用率

(a) 2022年の割引率 影響(bp)

ユーロ圏 2.5% 3.8% 130

カナダ 6.5% 5.0% (150)

日本 2.3% 1.4% (90)

スイス 5.3% 2.2% (310)

米国 5.6% 5.4% (20)

イギリス 4.9% 4.8% (10)

 (a)  長期的資産の期待運用率は、各国におけるポートフォリオの資産配分を考慮に入れて決定されている。

 

23.4.　年金資産に対する期待運用損益の詳細

（百万ユーロ) 2023年 2024年

債務の現在価値に係る経過損益 31 15

仮定の変更に関する現在価値の損益 (161) (4)

資産の公正価値に係る経過損益 13 (16)

 

　　金融資産の実績損益の詳細

2024年（百万ユーロ） 期待運用収益 実績運用収益 損益

ヨーロッパ/アフリカ 8.1 (3.8) (11.9)

南北アメリカ 29.6 24.9 (4.7)

アジア・太平洋 0.6 0.8 0.2

合計 38.3 21.9 (16.4)

 

2023年（百万ユーロ） 期待運用収益 実績運用収益 損益

ヨーロッパ/アフリカ 10.2 8.4 (1.9)

南北アメリカ 30.8 48.0 17.3

アジア・太平洋 0.7 (1.8) (2.5)

合計 41.7 54.6 12.9

 

  

23.5.　退職給付制度のリスク分析

 

割引率その他の変動要因に対する感応性

確定給付年金に関する債務の現在価値は割引された推定の将来キャッシュ・フローによって測定される。

割引率は、国債、又は金融市場が十分に流動的な場合にはその時々の様々な償還期間の高格付け社債をもと

に決定されている。

割引率の変更により、グループの債務の現在価値及びその年に計上される経費が大きく変更される可能性

がある。
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債務額は、より少ない限度において、退職年齢の法的な変更や公の死亡率統計表と同様に、賃金改定やイ

ンフレ率によって影響を受ける。

 

0.25％の割引率減少が債務に与える影響

 2024/12/31現在の債務に与える

影響値（百万ユーロ）

2024/12/31現在の総債務

に対する割合

ヨーロッパ/アフリカ 33 2.6 %

南北アメリカ 14 1.9 %

アジア・太平洋 1 1.3 %

合計 48 2.4 %

 

 2023/12/31現在の債務に与える

影響値（百万ユーロ）

2023/12/31現在の総債務

に対する割合

ヨーロッパ/アフリカ 35 2.6%

南北アメリカ 16 2.3%

アジア・太平洋 2 3.2%

合計 53 2.5%

 

0.25％の割引率上昇が債務に与える影響

 2024/12/31現在の債務に与

える影響値（百万ユーロ）

2024/12/31現在の総債務

に対する割合

ヨーロッパ/アフリカ (32) -2.5 %

南北アメリカ (14) -1.9 %

アジア・太平洋 (2) -4.2 %

合計 (48) -2.3%

 

 2023/12/31現在の債務に与

える影響値（百万ユーロ）

2023/12/31現在の総債務

に対する割合

ヨーロッパ/アフリカ (34) -2.5%

南北アメリカ (16) -2.3%

アジア・太平洋 (1) -3.0%

合計 (51) -2.4%

 

年金資産の価値の市況に対する感応性

拠出要件に従う当グループの確定給付年金のために、年金資産の公正価値は、主に利子率、年金資産のパ

フォーマンス及び現地規制の改正に依存している。これらの変動要因がマイナスに変わった場合には、適時

に当グループの追加的な拠出が必要とされる。

年金資産は、株式、債券その他の一般に市場変動に従う資産からなる。金融市場の下落局面では、確定給

付制度の純負債が増加する。年金資産の充足率はそれに従って下落し、適時に当グループの追加的な拠出を

必要とすることになる。

当グループ内では、特に投資委員会や、対象となる社会的責任に基づくパフォーマンスと配分のモニタリ

ングを通じて、年金資産が地域レベルで試験的に運用・管理されている。

 

2024年

（百万

ユーロ）

株式 債権 不動産 現金 その他 合計

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％
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ヨーロッ

パ/アフリ

カ

81 24.2 % 15 4.6 % 98 29.1 % 10 3.0 % 131 39.1 % 335 100.0 %

南北アメ

リカ
135 21.7 % 373 59.9 % 28 4.5 % 7 1.1 % 79 12.8 % 622 100.0 %

アジア・

太平洋
4 12.3 % 26 73.3 % 1 1.4 % 4 10.0 % 1 3.1 % 36 100.0 %

合計 220 414 127 21 211 993

 

2023年

（百万

ユーロ）

株式 債権 不動産 現金 その他 合計

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

ヨーロッ

パ/アフリ

カ

87 24.9% 60 17.2% 99 28.4% 5 1.4% 98 28.1% 349 100.0%

南北アメ

リカ
171 27.1% 406 64.4% 34 5.4% 10 1.6% 9 1.5% 630 100.0%

アジア・

太平洋
5 13.5% 28 75.7% - 0.0% 3 8.1% 1 2.7% 37 100.0%

合計 263 494 133 18 108 1,016

 

 

注記24　借入金

本注記は、当グループの借入金明細に関する情報を金融商品別に記載している。金融商品ならびに為替及

び金利リスクのエクスポージャーに関する詳細は、注記25を参照。

 

純負債計算

 2023年12月31日 2024年12月31日

（百万ユーロ)

固定借入金 (8,560.5) (8,403.1)

短期借入金 (2,285.3) (2,671.4)

合計総負債 (10,845.8) (11,074.5)

現金及び現金同等物 1,624.9 1,915.3

期末の総負債(純額) (9,220.9) (9,159.2)

 

純負債増減計算書

 2023年 2024年

（百万ユーロ)

期首純負債 (10,261.3) (9,220.9)

営業活動による純キャッシュ・フ

ロー
6,263.0 6,322.2

投資活動による純キャッシュ・フ

ロー
(3,079.0) (3,583.4)

借入金の増減を除いた財務活動に

よる純キャッシュ・フロー(純額)
(2,041.6) (2,322.6)

純キャッシュ・フロー合計 1,142.4 416.2
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為替相場変動、新規買収会社の期

首借入金等の影響 150.7 (134.2)

純金融費用調整 
(a)

(252.7) (220.3)

純負債の増減 1,040.4 61.7

期末の総負債（純額） (9,220.9) (9,159.2)

 

当グループの純債務の詳細は以下のとおりである。

 （百万ユーロ)

2023年 2024年

帳簿価額 帳簿価額

非流動 流動 合計 非流動 流動 合計

社債 7,713.1 1,151.2 8,864.3 7,362.1 1,049.1 8,411.2

コマーシャル・

ペーパー
 398.8 398.8  352.6 352.6

銀行借入金 813.4 695.1 1,508.5 1,006.2 1,250.0 2,256.2

少数株主持分の

プット・オプショ

ン

34.0 40.2 74.2 34.8 19.7 54.5

借入金合計(A) 8,560.5 2,285.3 10,845.8 8,403.1 2,671.4 11,074.5

1年以内満期の貸付

金
 26.1 26.1  32.4 32.4

短期の市場性のあ

る有価証券
 200.7 200.7  329.5 329.5

銀行預金  1,398.1 1,398.1  1,553.4 1,553.4

現金及び現金同等

物合計(B)
 1,624.9 1,624.9  1,915.3 1,915.3

純債務(A)－(B) 8,560.5 660.4 9,220.9 8,403.1 756.1 9,159.2

 

資金調達源を分散させるという当グループの方針に従って、債務は長期債及び私募債が主たる資金調達源

であり、2024年12月31日現在の総債務の76％を占めている。2024年末現在でこれらの資金調達源に基づく債

券残高は84億ユーロである。

コマーシャル・ペーパー残高は、2024年12月31日現在４億ユーロであり、2023年12月31日時点と比べて安

定している。

総債務は、２億ユーロ増加した。社債債務は、５億ユーロ減少した。実際、2024年に満期を迎える債券や

早期に償還された債券の発行は部分的にしか更新されなかった。さらに、銀行債務は、特に中国と台湾で７

億ユーロ増加した。

2024年に、Air Liquide Financeにより１本の社債が発行され、当社により保証されている。それは、エネ

ルギー転換資金調達のための５億ユーロのグリーンボンドであり、満期は2034年5月29日、再注文利回りは

3.466％（利率3.375％）である。

これらと入れ替わりに、Air Liquide Financeは以下を返済した。

■　2014年に発行され2024年6月5日に満期を迎える社債で、当初は５億ユーロで発行されたものの、2023

年に繰上償還が行われたため、額面金額は4億4100万ユーロに減少した社債

■　2016年に発行され、2024年6月13日に満期を迎える社債で、当初は５億ユーロで発行されたものの、

2023年に繰上償還が行われたため、額面金額は4億5100万ユーロに減少した社債

■　2012年に発行され、2024年9月13日に満期を迎える２億米ドル（1億8100万ユーロ相当）の米国私募債
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貸借対照表上の借入金の帳簿価額の詳細は、以下のとおりである。

 （百万ユーロ）

2023年 2024年

帳簿価額
発行価格

(a)

償却原価

調整
(b)

帳簿価格

(a)＋(b)

EMTNプログラム 6,087.2 5,671.6 24.4 5,696.0

EMTNプログラム外 1,919.3 2,038.0 5.8 2,043.8

EMTNプログラム私募債 583.7 564.6 9.5 574.1

EMTNプログラム外の私募債 274.1 96.3 1.0 97.3

私募債合計 8,864.3 8,370.5 40.7 8,411.2

コマーシャル・ペーパー 398.8 354.4 (1.8) 352.6

銀行借入金 1,508.5 2,242.8 13.4 2,256.2

少数株主に付与されたプット・

オプション
74.2 54.5  54.5

長期借入金 10,845.8 11,022.2 52.3 11,074.5

(a) 額面

(b) 償却原価には未払利息が含まれる。

 

24.1.　金融資産及び負債の帳簿価額及び公正価値

帳簿価額が公正価値と異なる金融資産及び金融負債は、ヘッジされていない固定金利借入金である。

 （百万ユーロ）
2023年 2024年

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

金融負債     

長期借入金 8,560.5 9,287.5 8,403.1 7,797.2

当グループの金融商品の公正価値は、非流動性の観点から市場価値を適切に見積もることができる金融市

場データを用いて計算される。この評価手法は、IFRS第13号によるレベル１（活発な市場で取引される価

格）である。

満期までの期間が短いことから、その他の債務、サプライヤー債務及び売上債権は、帳簿価額に近い公正

価値を有している。

 

24.2. 　借入金の満期

年間の借換え需要を制限するため、長期負債（社債、私募債、銀行与信枠）の満期を分散するのが当グ

ループのポリシーである。

 

 2024年

（百万ユーロ）

元本

金額

帳簿

価額

満期  

要求

払い

1年

未満

1年以上から5年以下 5年超  

2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032
2032

以降
 

社債及び私募

債 8,370.5 8,411.2  1,049.1 1,048.6 694.5 997.0 577.9 1,093.2 618.9 594.4 1,737.7
 

コマーシャ

ル・ペーパー 354.4 352.6  352.6         
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銀行借入金と

当座貸越、そ

の他財務借入 2,242.8 2,256.2  1,250.0 256.5 302.6 183.7 127.4 77.3 54.7 2.5 1.6

 

少数株主に付

与されたプッ

ト・オプショ

ン 54.5 54.5 34.8 19.7         

 

借入金合計 11,022.2 11,074.5 34.8 2,671.4 1,305.1 997.1 1,180.7 705.3 1,170.5 673.6 596.9 1,739.3 

 

 2023年

（百万ユーロ）

元本

金額

帳簿

価額

満期   

要求

払い

1年

未満

1年以上から5年以下 5年超   

2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031
2031

以降
  

社債及び私募債 8,825.3 8,864.3  1,151.2 970.9 993.9 687.9 996.2 548.3 1,092.0 623.5 1,800.4  

コマーシャル・

ペーパー 405.6 398.8  398.8         
  

銀行借入金と当

座貸越、その他

財務借入 1,492.9 1,508.5  695.1 219.9 266.7 165.8 72.9 59.0 20.3 2.2 6.6

  

少数株主に付与

されたプット・

オプション 74.2 74.2 21.6 40.2 12.4       

  

借入金合計 10,798.0 10,845.8 21.6 2,285.3 1,203.2 1,260.6 853.7 1,069.1 607.3 1,112.3 625.7 1,807.0  

 

  

24.3.　総負債の固定金利部分

 

 （固定金利の債務合計に占める割合） 2023年 2024年

ユーロ債務 100% 97%

米ドル債務 79% 80%

中国人民元債務 100% 79%

日本円債務 100% 100%

台湾ドル債務 93% 88%

債務合計 93% 88%

 2024年12月31日時点で、固定金利負債は、債務合計の88％を占めていた。

 

24.4.　社債の詳細

以下の表は、2024年12月31日現在、当グループが発行している社債の主たる特徴の詳細である。これら

は、当グループの負債の76％に相当する（2023年12月31日は82％）。

 

通貨 額面

（百万）

発行日 満期 発行者 クーポン

ユーロ 500 2024 2034 AL Finance 3.375%

ユーロ 600 2022 2032 AL Finance 2.875%
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ユーロ 500 2021 2033 AL Finance 0.375%

ユーロ 500 2021 2031 AL Finance 0.375%

ユーロ 500 2020 2030 AL Finance 1.375%

ユーロ 372 2020 2025 AL Finance 1.000%

ユーロ 100 2020 2025 AL Finance 1.081%

ユーロ 600 2019 2030 AL Finance 0.625%

ユーロ 600 2017 2027 AL Finance 1.000%

ユーロ 1,000 2016 2028 AL Finance 1.250%

ユーロ 500 2015 2025 AL Finance 1.250%

ユーロ 100 2014 2029 AL Finance 3.000%

ユーロ 150 2014 2026 AL Finance 3.000%

米ドル 500 2019 2029 AL Finance 2.250%

米ドル 682 2016 2046 AL Finance 3.500%

米ドル 935 2016 2026 AL Finance 2.500%

米ドル 100 2012 2027 AL Finance 3.460%

日本円 20,000 2023 2031 AL Finance 0.829%

日本円 15,000 2008 2038 AL Finance 3.160%

 

24.5.　通貨ごとの純債務

当グループは、主に債務の返済で生じるキャッシュ・フローの通貨で債務を生じさせることによって、自

然的ヘッジを使用して為替変動へのエクスポージャーを軽減している。多くの国、とりわけユーロ、米ド

ル、日本円及び中国人民元圏外の国では、販売契約が外国通貨で表示されている場合、現地通貨又は外国通

貨（ユーロ又は米ドル）のいずれかで資金調達を行っている。他の外国通貨での債務は主として、台湾ド

ル、南アフリカランド、カナダドルである。

当グループ内複数通貨建て資金調達の一部として、中央財務部が、金融市場で調達した資金を、子会社に

対して子会社の機能通貨やキャッシュ・フロー通貨で融通するために、さまざまな通貨に転換している。こ

のヘッジ・ポートフォリオの明細は以下の表のとおりである。

これにより、ユーロで調達した資金の一部（13億6560万ユーロ）は、在外子会社に融資するため、他の通

貨に転換された。例えば、25億1150万ユーロ相当が最初に米ドルによって起債され、5億2070万ユーロ相当が

ユーロ建てで起債され、通貨スワップ契約を用いて米ドルに転換された。2億7020万ユーロは現金又は現金同

等物であり、調整後の米ドル建て純負債は27億6200万ユーロ相当となった。

 

 2024年

（百万ユーロ）

債務当初

発行総額

金利及び通貨

スワップ

現金及び

現金同等物
調整後純債務

ユーロ 6,700.1 (1,365.6) (661.3) 4,673.2

米ドル 2,511.5 520.7 (270.2) 2,762.0

日本円 217.2 67.3 (12.0) 272.5

中国人民元 569.7 (5.9) (455.2) 108.6

台湾ドル 548.7 - (27.8) 520.9

その他の通貨 527.3 783.5 (488.8) 822.0

合計 11,074.5 - (1,915.3) 9,159.2

 

 2023年

（百万ユーロ）

債務当初

発行総額

金利及び通貨

スワップ

現金及び

現金同等物
調整後純債務
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ユーロ 6,885.1 (1,443.0) (642.2) 4,799.9

米ドル 2,498.3 512.1 (244.5) 2,765.9

日本円 226.2 107.9 (18.6) 315.5

中国人民元 310.8 3.6 (263.5) 50.9

台湾ドル 453.7 - (30.1) 423.6

その他の通貨 471.7 819.4 (426.0) 865.1

合計 10,845.8 - (1,624.9) 9,220.9

 

  

24.6.　純負債調達コストの明細

純負債は金融市場における最初の総債務、子会社に資金を融通するためのその債務の外国通貨へのスワッ

プ、そして余剰現金ポジションにより左右される。以下の表に記載された純負債の平均費用は、これらの

様々な要素、つまり、金融費用、償却、受入手数料、外国為替取引に関する収益費用及び余剰現金に関わる

収益費用といったものを考慮している。

 

 （百万ユーロ）

2023年 2024年

平均負債残高 純利子
平均純調達

コスト
平均負債残高 純利子

平均純調達

コスト

ユーロ 4,830.9 104.5 2.2% 4,660.8 107.1 2.3%

米ドル 3,641.8 162.8 4.5% 2,777.9 140.2 5.0%

日本円 311.2 4.0 1.3% 319.8 3.5 1.1%

中国人民元 184.0 12.1 6.6% 273.8 17.4 6.4%

台湾ドル 376.5 8.8 2.3% 483.0 12.1 2.5%

その他の通貨 758.5 49.1 6.5% 1,012.8 45.1 4.5%

合計 10,102.9 341.3 3.4% 9,528.1 325.4 3.4%

経常外費用  (27.1)     

資本化された利子  (48.7)   (67.0)  

総計  265.5   258.4  

純金融費用は、資本化された利子及び経常外費用を除き、15.9百万ユーロ減少した。これは、2024年の平

均債務残高の3.4％に相当する。例外的要素及び資産化された金融費用を含む負債総額は258.4百万ユーロと

なり、7.1百万ユーロ減少した。

IAS7.35に従い、キャッシュ・フロー計算書における純負債費用は、税引後で表示される。

 

24.7.　その他の財務に関する情報

 

４つの財務コベナンツは、50百万ユーロを超える銀行の債務に伴うものである。これらは、2024年12月31

日現在で総額331百万ユーロの長期融資であり、Air Liquide Large Industries South Africa（南アフリ

カ）が２件、AL China（中国）、AL Arabia（アラビア）が１件ずつ融資を受けているものである。財務コベ

ナンツは2024年12月31日時点で全て充足されている。

財務コベナンツを伴う銀行借入総額は、2024年12月31日時点のグループの総負債の4.2％であった。

Air Liquide Financeにより発行された社債及び2024年12月31日現在の社債帳簿価格を構成するものは、

2031年9月に満期を迎える日本円で200億円（128百万ユーロ相当）の私募債を除き、支配権変更条項を含んで

いる。
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注記25　財務リスク方針及びリスク管理

 

25.1. 財務リスク管理

 

リスク管理は当グループにとって優先事項である。それゆえ、財務管理部はそのガバナンスを財務戦略委

員会及び財務管理委員会に委ねている。

財務部は、財務戦略委員会に対して定期的に報告を行っており、その財務戦略委員会による決定に基づい

て、主要な財務リスクを中心に管理している。財務部は、投資決定に関わる国及び顧客のリスク分析も行っ

ており、投資委員会の会議に出席している。

当社が採用している財務方針は、当グループとその子会社のリスクを最小化するために設定されており、

サステナブルな資金調達源を確保することを可能にしている。債務の満期スケジュールに関わるリファイナ

ンスのリスクを最小化するため、当グループは資金調達先を多様化させ、返済期間も数年に分散させてい

る。2024年の平均債務償還年数は5.2年であった。2024年12月31日現在、長期借入金（１年超で満期を迎える

借入金総額）は当グループ全体の借入金残高の76％を占めていた（2023年12月31日現在では79％）。当社の

財務管理委員会によって承認されている金利スワップ、コモディティ及び外国為替ヘッジに関する戦略は、

市場の状況によって決定されており、一方でプルーデンス及びリスク限定の原則に従っている。交渉による

市場操作は、フランス銀行連合（FBF）契約又は国際スワップデリバティブ協会（ISDA）契約に準拠すること

ができる。これらには担保設定コミットメントやマージンコールは含まれない。

また、当グループは、主要な国際格付機関が発行する格付けや、これらのカウンターパーティーに関連す

るリスクの水準を定期的にモニタリングすることにより、銀行及び顧客のカウンターパーティー・リスクに

継続的に注意を払っている。2018年に設置された社内格付制度は、主要な格付機関の情報が入手できない場

合に最も重要な顧客に使用される。

 

a) 為替リスク

基本原則

金融商品は、取引に基づく為替リスクをヘッジする目的でのみ利用されている。このリスクには、一定の

特許権使用料、配当取引、グループ間の貸借によって生じる外貨建てのキャッシュ・フロー及び機能通貨以

外の外貨による事業体の外貨建て営業キャッシュ・フローが含まれている。これらの外貨建て営業キャッ

シュ・フローは、わずかに増加しているが、連結収益と比べて重要性のある金額ではない。

特許権使用料、配当取引及び外貨建てのグループ間の貸借に係る為替リスクは、最長で18か月の為替先物

予約やオプション取引を使用して中央財務部によって毎年ヘッジされている。

事業体の外貨建てのキャッシュ・フローは、子会社が１年に１回の予算の一環として外貨建ての経常的な

フローを受け取るか、エンジニアリング＆建設の場合の非経常フローに関しては販売・調達契約の締結日に

外貨建てで保有することによって、ヘッジされている。およそ100の子会社が為替リスクにさらされている。

これらの子会社は主として、現地法により規制される国を除き、Air Liquide Finance（ヘッジ取引の内部的

な相手方）と為替先物予約を締結してヘッジしている。これらの契約の多くは、満期が短期（３から12か

月）でフランス銀行連合(FBF)の基本同意書又は現地事業については国際スワップデリバティブ協会(ISDA)に

よって定型化されている市場取引である。これらには、担保付コミットメント又はマージンコールは含まれ

ていない。

期末に予算が作成される時、子会社は翌期の営業キャッシュ・フローのヘッジのために、外国為替リスク

を本社財務部門に報告している。いずれの場合も、本社財務部門は確認されたリスクに基づいてヘッジの妥

当性を監視し、半期ごとに全てのヘッジの全面的な再評価を行っている。

外国為替換算リスク（現金資産・負債のユーロへの統合）はヘッジの対象ではない。その結果、投資は基

本的にキャッシュ・フローを生み出す通貨と同じ通貨により資金を調達しており、自然に為替ヘッジが生じ

ている。
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デリバティブに対する外国通貨の変動の影響

下記の表は、2024年12月31日現在の為替レートが10％変動した場合の当グループの為替デリバティブの

ポートフォリオに対する影響を示している。純利益及び資本の感度は主として、子会社Air Liquide Finance

のグループ内資金調達に関連する為替スワップ、本社レベルで契約された先物為替取引ヘッジの影響を反映

している。

 （百万ユーロ）

為替リスク

＋10％ －10％

損益

インパクト

株主資本

インパクト

損益

インパクト

株主資本

インパクト

為替に係るデリバティブ商品 (0.5) 57.3 0.5 (57.3)

 

b) 金利リスク

基本原則

当社の主要な通貨であるユーロ、米ドル及び日本円に対する金利リスク管理は集中化されている。これら

の通貨は2024年末の当グループの純負債合計のおよそ84％に相当する。その他の通貨については、財務部門

が銀行の貸付や現地の金融市場の特性にしたがって子会社が契約すべき異なるタイプの銀行借入やヘッジ取

引についての助言を行っている。

債務合計の大部分を固定金利で維持すること及び残りの残高を、オプションヘッジを利用して保護するこ

とが当グループの方針である。このアプローチにより、当グループは金融費用に係る金利変動の影響を限定

的にすることができる。

2024年末において、債務合計の88％が固定金利である。固定金利／変動金利の内訳は、金利及びグループ

の債務の水準の変動を考慮して、定期的に財務委員会が見直している。

 

変動金利の負債のコストに対する金利変動の影響

2024年12月31日時点で、金利変動のリスクにさらされている当グループの純負債は、年間平均残高７億

ユーロ（金利ヘッジ商品と短期有価証券について調整後の債務総額）について、約5億4100万ユーロ相当であ

り、2023年12月31日の平均残高６億ユーロに比べて増加している。

全ての利回り曲線において金利が100bp（±１％）増減すると、変動金利の債務残高が一定であると仮定し

て、当グループの年間の借入コスト（金融費用に計上）はおよそ±７百万ユーロ増減することになる。

 

デリバティブ及びそれらを基礎とするヘッジ商品に対する金利変動の影響

下記の表は、2024年12月31日時点で、金利デリバティブ商品が全ての外貨の金利が１％変動した場合、当

グループの純利益及び株主資本の影響を示している。 

 （百万ユーロ）

金利リスク

＋1.0% -1.0%

損益

インパクト

株主資本

インパクト

損益

インパクト

株主資本

インパクト

金利変動に係るデリバ

ティブ商品
(4.5) 74.1 4.5 80.5

 

Air Liquide Financeは、短期金融（コマーシャルペーパー）に適用される2024年の変動金利の上昇及びそ

の他の変動金利リスクにさらされることから当グループを保護するため、4億ユーロ及び2億5000万米ドルの

６つの確定ヘッジを設定した。これらのヘッジは、総額2億ユーロ及び2億米ドルのオプショナル・ヘッジに

よって補完された。
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Air Liquide Financeは、短期金融（コマーシャルペーパー）に適用される2025年の新たな金利上昇及びそ

の他の変動金利にさらされることから当グループを保護するため、総額7億ユーロ及び4億5000万米ドルの確

定ヘッジを設定した。

金利リスク又は為替リスクを管理するために利用される全てのヘッジ商品は、個別に認識されたリスクに

関連するものであり、当グループの財務方針にしたがって設定されている。株主資本への影響は、主にAir

Liquide Financeの子会社の契約による固定金利ヘッジ商品からの影響による。

 

c) 取引先リスク

エア・リキードにとって取引先リスクには、潜在的に顧客及び銀行取引先が含まれる。

当グループは、広範囲の産業（化学、鉄鋼、精錬、食品、製薬、金属、自動車、製造、ヘルスケア事業、

研究所、エレクトロニクス事業など）において、広範囲な地域に散在する２百万以上の顧客を有している。

2024年、当グループの主要顧客は売上の２％程度を占め、主要な10社の売上は全体の約12％、主要な50社で

約28％程度である。地理的なリスクは、当グループが全ての大陸の世界60カ国
(1)
をカバーしていることに

よって限定されている。この多様性は顧客リスク及び市場リスクを低下させている。

このリスクをさらに評価するために、当グループは、主要な顧客の財務状況を定期的に監視する手続を採

用し、連結リスクに関連する監視のため多国籍企業162社の顧客の毎月のレポートを開始した。

さらに、顧客リスク評価、特に顧客の現場の品質は、投資決定プロセスにおいて重要な要素である。

銀行取引先リスクは、預金残高、当座預金、金融商品の市場価格と、各銀行と契約している信用枠に関係

するものである。財務方針に基づいて、当グループはほとんどの場合において取引先に対して、金融商品の

契約を行う場合には、スタンダード・アンド・プアーズによる長期「Ａ」の信用格付け又はムーディーズに

よる長期「Ａ２」の格付けを要求している。

当グループの信用枠も、これらの格付要件を満たしつつ、リスクの集中を回避するために地理的に分散し

た複数の銀行に分散されている。財務管理委員会は、金融商品と取引先銀行の一覧表を定期的にチェックし

承認している。短期運用資産に関しては、残高は取引先毎に厳しく制限されており、日常的に監査を受けて

いる。

　IFRS第13号の公正価値の測定は、通貨・利率・コモディティのヘッジ商品の評価は、これらの取引に係る

取引先のクレジット・リスクを考慮に入れなければならないとしている。前述の取引先の選別基準を考慮す

ると、社債スプレッドメソッドを適用した結果、定期的な評価に対する効果は、重要性を有しない。

 

(1) 但し2022年9月1日に支配権を失ったため連結対象から外れたロシアを除く。

 

d) 流動性リスク

年間の借換え需要の集中を避けるため、長期負債の満期日は分散させるのが当グループの財務方針であ

る。この流動性リスクは、信用枠の準備及び事業活動から発生する安定したキャッシュ・フローによっても

低減される。注記24.7に記載されている財務契約は、当グループの流動性に影響は無い。

コマーシャル・ペーパーによる短期資金調達の簿価は、2024年12月31日現在で354.4百万ユーロであり、

2023年末に比べて46.6百万ユーロの減少である。コマーシャル・ペーパーの平均価額は、2023年の617百万

ユーロに比べ、2024年は1,025百万ユーロとなった。

当グループの財務ポリシーでは、コマーシャル・ペーパー・プログラムは確定した長期のコミットメント

ラインに裏打ちされている必要がある。2024年において、4,000百万ユーロのコミットメントラインは、大幅

にコマーシャル・ペーパー残高を上回り、このポリシーは達成されている。

下記の表は、相対及びシンジケートによるクレジットラインの満期を示す。

(百万ユーロ) 2025 2026 2027 2028 2029 2030 合計

相対及びシンジケートによる

クレジットライン
80 300 470 150 3,000 - 4,000

当グループが銀行預金以外の短期金融投資を行う場合、流動性がないことや大きな価格変動のリスクを限

定するため、組織的に通貨代替物を選好している。
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　下記の表は、主な貸借対照表項目の将来キャッシュ・フローと金融デリバティブの過去２事業年度末に認

識された金額を示している。利息フローはIFRS第７号に基づいて計算されており、それぞれの期間の支払利

息を表示している。変動金利又は外国為替商品からの利息については、2023年12月31日及び2024年12月31日

の貸借対照日における利率と為替レートを使用している。債務の返済義務に関わるキャッシュ・フローは、

借入に適用される会計処理とヘッジ商品の除外のために、当グループの貸借対照表で認識されている額とは

異なっている。

2024年

（百万ユーロ）

 2024年

12月31日の

帳簿価額

キャッシュ・フロー

1年内 1年から5年の間 5年超

利息 元本返済 利息 元本返済 利息 元本返済

デリバティブ商品

資産        

デリバティブ公正価値

（資産） 110.2 173.3 261.3 40.5 630.7 5.4 103.2

負債        

デリバティブ公正価値

（負債） (106.6) (178.1) (257.4) (66.9) (628.6) (5.9) (98.3)

デリバティブ商品小計  (4.8) 3.9 (26.4) 2.1 (0.5) 4.9

資産

貸付金及びその他非

流動債権
    -   

売掛金 2,996.7  2,996.7     

現金及び現金同等物 1,915.3 7.3 1,908.0     

資産小計  7.3 4,904.7  -   

負債

非流動負債 (8,403.1) (149.6)  (495.2) (4,168.5) (549.3) (4,199.9)

その他非流動負債 (642.8)    (642.8)   

買掛金 (3,319.0)  (3,319.0)     

流動負債 (2,671.4) (55.4) (2,463.9)     

負債小計  (205.0) (5,782.9) (495.2) (4,811.3) (549.3) (4,199.9)

 

2023年

（百万ユーロ）

 2023年

12月31日の

帳簿価額

キャッシュ・フロー

1年内 1年から5年の間 5年超

利息 元本返済 利息 元本返済 利息 元本返済

デリバティブ商品

資産        

デリバティブ公正価値

（資産） 105.8 145.9 204.4 42.0 719.1 7.7 143.8

負債        

デリバティブ公正価値

（負債） (124.2) (127.2) (196.9) (84.1) (720.5) (9.1) (134.6)
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デリバティブ商品小計  18.7 7.5 (42.1) (1.4) (1.4) 9.2

資産

貸付金及びその他非流

動債権
    -   

売掛金 2,993.7  2,971.2  22.5   

現金及び現金同等物 1,624.9 5.0 1,619.9     

資産小計  5.0 4,591.1  22.5   

負債

非流動負債 (8,560.5) (135.8)  (551.8) (4,370.1) (516.2) (4,156.2)

その他非流動負債 (454.7)    (454.7)   

買掛金 (3,310.5)  (3,245.9)  (64.6)   

流動負債 (2,285.3) (46.8) (2,157.3)     

負債小計  (182.6) (5,403.2) (551.8) (4,889.4) (516.2) (4,156.2)

 

e) 金融商品の公正価値の階層

（百万ユーロ） 2023年 2024年

レベル1 70.2 46.6

非連結株式（上場株式） 70.2 46.6

レベル2 230.0 216.8

デリバティブ 230.0 216.8

レベル3 74.2 54.5

少数株主に与えられた売却オプション 74.2 54.5

 

f) 商品市況のリスク（エネルギー契約）

エア・リキードのエネルギー供給の一部は、限られた量のコミットメントで、固定価格又は指数化された

価格での先渡し購入契約によって入手されている。

IFRS第９号は、非金融資産の先渡し購入及び販売の取引がデリバティブ商品に類似しているとみなされる

場合には直ちに、これらの取引をその対象に含める旨規定されている。

しかし、IFRS第９号では、非金融資産の先渡し契約は、それらが会社の「通常の」事業上の必要性を満た

すために契約されており、製造工程において使用するために原資産の満期時に引き渡される場合にはデリバ

ティブとみなすべきではないと考えられている。エア・リキードは、物価動向に関する投機又はさや取り売

買の目的で電力や天然ガスを購入していないため、エネルギーに関連する先渡し契約のうち、デリバティブ

商品の定義に当てはまるものはない。この契約の締結は製造工程で使用するための通常の事業の一部であ

り、デリバティブの定義に合致しない。

さらに、国際的な市場の規制緩和によって電力及び天然ガスの市場価格が非常に変動していることに関連

して、エア・リキードはこれらのリスクをヘッジするために長期的な顧客との取引を継続的に指数化してい

る。天然ガス及び電力価格について、最近いくつかの市場が開設されたため、当グループは、これらの状況

の下で、規定された価格表を現地市場の指数に取り替えている。

それにもかかわらず、価格指数化方式だけではエネルギー価格変動のリスクを全て有効にヘッジすること

が保証されない場合、一定の契約がそのままとなってしまう。したがって、エア・リキード、特にAir

Liquide Financeは、これらのリスクを、主として基本的に満期が２年未満内に到来するスワップなどの適切

なデリバティブ商品によりヘッジしている。再生可能エネルギーから産出される工業ガスの供給契約につい

ては、新たに考慮すべきリスク（長期的なコミットメント、固定価格、断続性、環境認証の管理など）によ

り、当グループは適切なヘッジ手段の利用を拡大する可能性がある。さらに、当グループは、会計方針の第
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13項に記載されている長期再生可能エネルギー購入契約(PPA)の主な特徴を分析し、自己使用のための購入契

約として認定する。仮想再生可能エネルギー購入契約(VPPA)は、会計方針の第13項に記載された原則に従

い、当グループがヘッジ関係に指定するデリバティブ商品である。

これらのデリバティブ商品の公正価値の認識によって、2024年12月31日現在のグループの資本又は利益は

重要な影響はない。

 

25.2. デリバティブ商品に関する情報

 

　当グループのポリシーは、金融デリバティブを実際の財務フローをヘッジするときのみ用いることとして

いる。結果として、当グループによって使用されるデリバティブ金融商品の大多数はヘッジ会計の適用を受

ける。ヘッジ会計の適用のないデリバティブ商品は、投機的な目的によって用いられているものではない。

　貸借対照表におけるデリバティブ商品の公正価値の認識による影響は以下のとおり。

 

2024年  資産 純資産及び負債

  繰延税金

資産

売

掛

金

デリバティブの公正

価値

合

計

純資産

の部で

計上さ

れる純

利益

当期利

益

借入金 買掛

金

デリバティブの

公正価値

 

合計

（百万

ユーロ）
IFRS分類 固定 流動 固定 流動

外国為替リスク  

先渡契約

（将来

キャッ

シュ・フ

ローの

ヘッジ）

CFH 
(a) (0.6)  2.6 53.5 55.5 1.9    5.3 48.3 55.5

通貨先渡

（取引

ヘッ

ジ）・ク

ロス通貨

スワップ

FVH 
(b) 0.5 7.4 32.6 23.6 64.1  (1.5) 14.8 2.8 23.7 24.3 64.1

その他デ

リバティ

ブ

 (c)             

金利リスク   

金利ス

ワップ
FVH
 (b)             

スワッ

プ・オプ

ション、

クロス通

貨スワッ

プ

CFH 
(a) 
及

び NIH 
(d)

1.2  (2.3) 0.3 (0.8) (3.3)    2.4 0.1 (0.8)

市況性商品リスク（エネルギー）  
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先渡契約

（将来

キャッ

シュ・フ

ローの

ヘッジ）

CFH 
(a) 0.6    0.6 (1.9)    (1.7) 4.2 0.6

合計  1.7 7.4 32.9 77.4 119.4 (3.3) (1.5) 14.8 2.8 29.7 76.9 119.4

(a) CFH：キャッシュ・フローヘッジ

(b) FVH：公正価値ヘッジ

(c) ヘッジ会計非適用のデリバティブ商品

(d) NIH：純投資ヘッジ

 

2023年  資産 純資産及び負債

  繰延

税金

資産

売掛

金

デリバティブの公

正価値

合計 純資産

の部で

計上さ

れる純

利益

当期利

益

借入

金

買

掛

金

デリバティブの

公正価値

 

合計

（百万ユー

ロ）
IFRS分類 固定 流動 固定 流動

外国為替リスク  

先渡契約

（将来

キャッ

シュ・フ

ローのヘッ

ジ）

CFH 
(a) 6.0  (1.1) 37.1 42.0 (16.9)    5.7 53.2 42.0

通貨先渡

（取引ヘッ

ジ）・クロ

ス通貨ス

ワップ

FVH 
(b) 0.8 1.6 37.4 33.8 73.6  (2.3) 33.7 4.2 24.7 13.3 73.6

その他デリ

バティブ
 (c)             

金利リスク   

金利スワッ

プ
FVH

 (b)             

スワップ・

オプショ

ン、クロス

通貨スワッ

プ

CFH 
(a) 
及

び NIH 
(d)

4.7  (1.2) (0.2) 3.3 (12.8) (0.7)   16.8  3.3

市況性商品リスク（エネルギー）  

先渡契約

（将来

キャッ

シュ・フ

ローのヘッ

ジ）

CFH 
(a) 2.6    2.6 (7.9)    0.8 9.7 2.6
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合計  
14.1 1.6 35.1 70.7 121.5 (37.6) (3.0) 33.7 4.2 48.0 76.2 121.5

(a) CFH：キャッシュ・フローヘッジ

(b) FVH：公正価値ヘッジ

(c) ヘッジ会計非適用のデリバティブ商品

(d) NIH：純投資ヘッジ

 

注記26　その他の負債（非流動／流動）

 

26.1.　その他非流動負債

 

 （百万ユーロ） 2023年 2024年

投資補助金 187.0 334.2

顧客から受領した前受金及び預り金 28.4 44.0

その他の非流動負債 239.3 264.6

その他非流動負債合計 454.7 642.8

 

26.2.　その他流動負債

 

 （百万ユーロ） 2023年 2024年

前受金 560.2 639.4

顧客から受領した前受金及び預り金 70.7 69.2

その他の支払債務 1,395.4 1,556.2

未払金及び前受収益 283.8 218.9

その他流動負債合計 2,310.1 2,483.7

　

エンジニアリング＆建設の契約に基づいた顧客に対する支払債務である184.3百万ユーロ（2023年は188.8

百万ユーロ）は、2024年12月31日時点のその他流動負債に含まれている。

その他の未払金には主に税金及び雇用関連負債が含まれる。

  

注記27　買掛金

 

 （百万ユーロ） 2023年 2024年

営業上のサプライヤー 2,807.0 2,799.3

有形固定資産の納入業者 503.5 519.7

その他の流動負債合計 3,310.5 3,319.0

　2020年、米国では、サプライヤーに対する買掛金の支払プロセスを処理することを目的とするサプライ

ヤー支払プラットフォームが導入された。

当グループは、会計方針6.dに記載された原則により契約の主たる特徴を分析し、リバース・ファクタリン

グ契約に該当しない契約については、買入債務の適格性に問題はないと結論づけた。

 

注記28　関連当事者に関する開示

 

28.1.　連結範囲内の企業との取引
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当連結財務諸表には、エア・リキード及び「主要な連結会社」に記載されている全ての子会社の財務諸表

が含まれている。エア・リキードは、当グループの最終親会社である。

当グループの事業及び法的組織構造によって、役員、関連会社及び合弁会社のみが当グループの関連当事

者と考えられる。これらの個人や会社と当グループ子会社の間で行われる取引に重要性はない。

関連会社及び合弁会社に関する情報は連結財務諸表の注記14に記載されている。

 

28.2.　取締役会及び経営組織のメンバーに分配される報酬

 

当グループの経営幹部に対する報酬には、各事業年度についてグループ全体の中での従業員又は会社役員

としての職務に対する報酬として、取締役会及び当社の経営組織に対して分配された報酬が含まれている。

当社の経営組織には、執行役員会及び執行委員会の全てのメンバーが含まれている。これに関する費用は以

下のとおりである。

 （千ユーロ） 2023年 2024年

短期給付 20,480 20,714

退職後給付：年金及び健康保険 2,683 2,403

退職金 - -

株式報酬 9,762 9,017

合計 32,925 32,134

 

短期給付

　短期給付には、固定給、変動給、現物給付及び出勤手当が含まれている。報酬のうちある年度の職務に

対応する変動部分については、翌年において財務諸表が承認された後で支払われる。

　執行チームのメンバーに関する報酬ポリシーには、現状の市場慣行が考慮されている。これには、収益

成長率目標と個人の業績目標に基づく実質的な変動部分が含まれている。

 

退職後給付

　退職後給付には、主に外部の年金基金に支払われる拠出金が含まれている。退職金支払確約額は、2024

年には5,156千ユーロ、2023年には5,331千ユーロであった。

 

株式報酬

　経営執行役員会及び執行委員会のメンバーが保有するストックオプション及び業績連動株式の失効日及

び行使価格は以下のとおりである。

ストックオプション付与

年
失効日

平均行使価格
（a）

2023年の権利個数
平均行使価格

（b）

2024年の権利個数
（ユーロ） （ユーロ）

2015年(9月28日) 2025年9月27日 76.23 34,120 69.12 14,065

2016年(11月29日) 2026年11月28日 69.33 5,561 62.86 5,397

2017年(9月20日) 2027年9月19日 77.54 1,075 70.30 1,186

2018年(9月25日) 2028年9月24日 87.97 902 79.76 995

(a) 無償株式割当による増資（2022年、2019年、2017年)及び2016年10月11日の現金による増資を調整後。

(b) 2024年の無償株式割当による資本増加分を調整した2024年のデータ。

 

 

業績連動株式付与年 2023年の権利個数 2024年の権利個数

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

341/380



2020年(9月29日) 29,269 -

2021年(9月29日) 71,918 15,878

2022年(9月29日) 87,150 66,193

2023年(9月28日) 72,200 58,435

2024年(9月25日) - 51,480

 

　2024年に付与された業績連動株式の公正価値は、注記21において開示されている。

これらの金額は、オプション及び業績連動株式の受給権発生期間（ロックイン期間）にわたって費用化さ

れている。

付与されたストックオプション及び業績連動株式について将来の会計期間に認識される見込みの金額は

2024年12月31日現在、合計で15,759千ユーロ（2023年12月31日時点:17,117千ユーロ）である。

2024年に当グループ役員及び執行委員会のメンバーに対して付与された業績連動株式は、一定の業績条件

の達成を条件として確実に取得される。

これらの制度のもとで、業務執行者ではない他の取締役に付与されたストックオプション及び業績連動株

式は存在しない。

 

注記29　支払保証

 

29.1.　コミットメントの詳細

 

　支払保証契約は当グループの通常の事業過程において発生したものである。

 （百万ユーロ） 2023年 2024年

固定資産の確定購入注文 1,661.1 1,876.7

その他営業活動に関わる支払保証

(a) 7,624.4 6,533.1

営業活動に関わる債務 9,285.5 8,409.8

財務活動に関わる債務 198.1 340.9

合計 9,483.6 8,750.7

(a) 契約には、エア・リキードの裁量で2027年6月まで行使可能な撤退条項が含まれている。

 

テイク・オア・ペイ契約に係る分子の購入約定額は、2024年12月31日現在で5,235.9百万ユーロ（2023年12

月31日現在で6,348.9百万ユーロ）であり、その他営業活動に関わる支払保証に計上している。これらの金額

には、特にヘリウム購入契約が含まれる。

エア・リキードは、Exeltium S.A.S株の13.7％、24.5百万ユーロ相当を所有している。2010年3月24日、

ExeltiumとEDFはExeltiumがEDFの電子核製品の一部の権利を獲得する事業パートナーシップ契約に合意し

た。さらに、Exeltiumと株主は長期電気供給契約に合意した。このプロジェクトは欧州委員会によって承認

を受けた。エア・リキードにより合意されたこの契約は20年の期間で、10年経過後にエア・リキードにより

停止することができる。この契約は供給される電気の価格について、長期的な見通しを提供するものであ

る。

2024年12月31日現在、当グループは2,167.9百万ユーロ（2023年12月31日現在で2,464.2百万ユーロ）のエ

ネルギー購入契約を締結している。この金額には、Exeltium契約に関連するエネルギー購入約定額が含まれ

ている。

ほとんど全ての契約は長期ガス供給契約に基づいて顧客から受領する相互保証によってカバーされている。

結果として、これらの相互保証は、上記の表には開示されていない。
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29.2.　電力購入契約に関連するコミットメントの詳細

 

　さらに、2024年12月31日現在、当グループは以下のような電力購入契約(PPA)を結んでいる。

2024年12月31日 契約数 開始日 平均期間（年）

生産量

（GWh/年）
(a)

合計

（百万ユー

ロ）

ヨーロッパ、中東及び

アフリカ
(b)

16 2021-2026 15 2,977.6 3,014.8

南北アメリカ 7 2021-2024 11 621.8 102.4

アジア・太平洋 7 2022-2025 6 2,231.5 474.7

合計 30   5,831.0 3,591.9

(a) 契約締結日における推定生産量（再生可能エネルギー生産設備の開始後の通年量）。

(b) １つの契約には、エア・リキードの裁量で2025年6月まで行使可能な撤退条項が含まれている。

 

2023年12月31日 契約数 開始日 平均期間（年）

生産量

（GWh/年）

合計

（百万ユー

ロ）

ヨーロッパ、中東及び

アフリカ 12 2021-2026 15 2,682.0 2,317.7

南北アメリカ 5 2021-2024 11 342.0 86.2

アジア・太平洋 3 2022-2024 9 212.0 108.5

合計 20   3,236.0 2,512.4

 

注記30　偶発債務

当グループが知りうる限り、直近の資産、財政状態又は利益に影響を与える可能性がある、又は与えてい

る例外的な事象、訴訟又は環境関連問題は存在しない。

 

注記31　気候変動リスクの考慮
(1)

 

(1) ESRS 2 SBM-3 §48 (d).

 

31.1.　 ビジネスモデル

エア・リキードは、金属、化学、精錬及びエネルギー事業分野の顧客に対し、それぞれのコアビジネスに

不可欠なガス及びエネルギーソリューションを提供し、プロセスの効率向上及び工場の環境への配慮を可能

にしている。

エア・リキードのビジネスモデルは、特に金属、化学及び精錬業界において、温室効果ガスを排出するこ

とが多い顧客の産業用ガスの需要のアウトソーシングを基本としている。このアウトソーシングは、長期的

な供給の信頼性を確保しつつ、最先端の技術へのアクセス、生産設備のエネルギー消費の最適化などを可能

にするエア・リキードの専門知識に根拠がある。しかし、これは、顧客の温室効果ガス排出量の一部を当グ

ループに移転することにつながる。

産業ガスは、現在ほとんどの産業で使用されているが、産業界の脱炭素化ソリューションの中核をなすも

のであるため、エネルギー転換期にはさらにその傾向が強まるだろう。実際、これらの生産ユニットは、特

に当グループの顧客の排出量削減やエネルギー及び資源消費削減に役立つ、産業や健康に不可欠な製品も提

供している。地球温暖化をパリ協定で定められた目標レベル（工業化以前と比較して２℃、理想的には1.5℃

を下回るレベル）に抑えるというシナリオでは、規制の変更に伴い、需要はますます低炭素ガス及びソ

リューションに移行していくと予想される。
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以下に記載する資産の大半を占めるラージ・インダストリー事業では、ガスの供給は１５年以上にわたっ

て契約されている。このような資産は契約期間にわたって減価償却されるため、減損のリスクは大幅に軽減

される。これらの契約において、当グループは、高性能の産業用ソリューションによるガス供給に関して、

長期的なサービスの継続と高水準の信頼性を保証している。その見返りとして、長期ガス供給契約には、テ

イク・オア・ペイ条項による最低量の保証、CO2コスト（欧州の排出権取引制度等）を含む変動費（主に電気

と天然ガス）及びインフレ率への連動が含まれている。

 

31.2. 当グループの資産とCO2排出量

CO2収支に影響を与える主な当グループの資産は以下のとおりである。

■　大型空気分離装置(ASU)、特に酸素と窒素を生産するものは、燃焼プロセスを使わず、CO2排出を生じさ

せない。これらの装置は、空気を唯一の原料として使用し、空気の分離に必要なエネルギーは、ほとんど

電気の形で消費される。当グループがこれらのユニットを運転するために使用する電力は、間接排出又は

スコープ２と呼ばれるCO2排出を発生させる。この場合、CO2排出量の削減は、再生可能エネルギーの購入

及びエネルギー効率の改善を通じて行うことができる。

■　炭化水素の改質による大型水素製造装置(SMR)は、天然ガスの消費によるCO2排出を生じさせる。これら

の排出は直接排出（スコープ１）に分類される。これらの資産では、CO2排出を削減するためのいくつかの

手段が可能である。第一に、当グループが所有する技術を利用した炭素回収・隔離(CCS)であり、バイオメ

タンの利用でもある。さらに、当グループは、低炭素又は再生可能なアンモニアの使用を開発しており、

これもこれらのユニットの排出量削減に貢献している。

■　蒸気及び電気生産装置（コジェネレーションプラント）は、天然ガスの消費によるCO2排出を発生させる

ものであり、かかる排出は、直接排出（スコープ１）として分類される。これらの資産については、CO2排

出削減のためのいくつかの手段が考えられる。特に、電気や低炭素代替燃料で稼働するボイラーの使用に

より、プラントの柔軟性を高めることが可能である。

エア・リキードは、温室効果ガス排出量の完全なインベントリーを作成し、GHG（温室効果ガス）プロトコ

ルなどの公認基準をベースとした様々なカテゴリーに従って報告している。

従って、2024年において、当グループの直接報告排出量（スコープ１）及び間接報告排出量（スコープ

２）は、それぞれCO2換算で1490万トン及び2010万トンになる。

 

31.3. 当グループの気候変動対策の目標

当社は、気候問題の重要性と緊急性を認識している。当グループは、産業革命前と比較して、地球温暖化

を２℃未満に抑え、1.5℃以上に抑える努力を継続することにより、危険な気候変動を回避するためのグロー

バルな枠組みを定めたパリ協定で定められた目標の達成に向けて積極的に役割を果たすことを意図してい

る。

この観点から、当グループは2050年までにカーボンニュートラルの達成に貢献することを約束した。この

長期目標は、主にCO2排出量の大幅削減に基づいており、２つの大きな中間マイルストーンがある。

■　2025年頃にCO2排出量の絶対量削減を開始する。

■　2035年には、スコープ１とスコープ２の排出量を2020年比で33％削減する
(1)
。

さらに、当グループは、2025年までに炭素原単位を2015年比で30％削減するという2018年に設定した目標

を維持している
(2)
。炭素原単位は、2024年の減価償却前経常営業利益１ユーロあたり4.3kgのCO2相当であ

り、2023年比で12%、2015年比で41%減少した。

 

(1) スコープ１及び２に相当するCO2換算トンで、「市場ベース」の手法では、2020年とその後の隔年の通年で、スコープにお

ける変更（上下）に対応しCO2排出量に重大な影響を与える資産の排出量を考慮して再計算している。
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(2) 「市場ベース」の手法における温室効果ガス排出のスコープ１及びスコープ２の2015年度換算レートにおけるIFRS第16号

を除いた減価償却前営業利益のkg-CO2換算/ユーロ

 

31.4. 変動リスク－温室効果ガス排出

2024年度決算において当グループが認識した主な気候変動リスクは、温室効果ガス排出に関するものであ

る。

気候変動リスク（温室効果ガス排出）は、温室効果ガス排出削減の必要性と密接に関連しており、特に公

的機関による拘束力のある温室効果ガス排出削減政策（例えば、炭素価格の導入やより厳しい製品規制な

ど）を実施することにより、以下の影響を及ぼす可能性がある。

■　当グループの工場（操業範囲への直接の影響）に影響を及ぼし、生産コストの上昇（契約により顧客に

転嫁される）を招き、新たな投資の必要性が生じる。

■　サプライヤーに影響を及ぼし、サプライヤーの価格上昇をもたらす。

■　顧客に影響を及ぼし（バリューチェーンへの間接的な影響）、例えば顧客の市場、工程及び産業用ガス

の需要に影響を与える。

 

エア・リキードの主要生産施設は、1.5℃の移行シナリオにおいて競争力のある脱炭素化が可能である。そ

のためには、これらのシナリオで想定されているインフラ（電力網、再生可能エネルギーの大量利用、特に

炭素貯留地へのアクセス）の展開が必要である。また、新しい低炭素バリューチェーンの出現を支える規制

や政治的枠組みの進化も必要である。

当グループのスコープ１及び２のCO2排出量は、限られた数の資産及び国から発生している。実際、直接排

出であるスコープ１の排出量の60%は15未満の生産拠点から、また電力消費に関連する間接排出であるスコー

プ２の排出量の80%は６つの国から発生している。そのため、排出削減目標を達成するには、慎重に特定され

たいくつかの手段を講じる必要がある。これらの手段は、気候変動を緩和するための世界的な取り組みと密

接に関連している。

 

 

当グループの資産に対するリスクを抑制するために、以下のガバナンスと行動を実施している。

■　当社は、全てのプロジェクト、全ての地域について、たとえCO2の時価がないプロジェクトであっても、

炭素価格に関する感度分析を投資決定プロセスに組み入れ、顧客にとってのプロジェクトの実行可能性を

評価している。この感度分析は、地域や状況に応じて選択された現地の現行価格及び１トン当たり100ユー

ロ以上の値の炭素価格によるものである。なお、CO2コストは契約上、顧客に還元されるため、関連資産の

減損リスクは大幅に軽減される。

■　公的な炭素価格が一定の上限を超える場合、一部の顧客との契約では、施設を脱炭素化するための追加

投資（例えば、炭素回収・隔離ソリューション(CCS)を使用する）が予定されており、それに伴い当グルー

プにも追加収入が発生する。

■　当グループの電力調達の取り組みを強化し、スコープ２の排出量を削減するために、特に再生可能エネ

ルギーの調達を進めた（注記29.2参照）。

■　気候変動対策の目標の進捗は、各地域に割り当てられた炭素予算によって一元的に管理され、中間目標

に沿って毎年見直される。取締役会の環境・社会委員会は年３回、さらに監査・会計委員会と合同で少な

くとも１回開催される。これらの委員会では、気候変動目標の軌道と関連するリスクが検討される。これ

らの気候変動対策の目標の実施は、最高経営責任者及び2,000人以上の受給者従業員に対する長期インセン

ティブ・プランの基準の一部となっている。

 

移行リスクの影響を抑えるための当社の行動には、以下のものが含まれる。

スコープ２の削減

■　大型空気ガス製造装置(ASU)に関連し、主に再生可能な電力を使用することによる。2018年以降、当社は

すでに30件の再生可能エネルギー長期供給契約(PPA)を締結しており、年間推定量は5,831GWh/年（再生可
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能製造装置の始動後の通年）である。また、バーチャル電力購入契約(VPPA)も締結している。ASUはほぼ全

電化されており、排出削減は、再生可能エネルギーへのアクセスに応じて、再生可能エネルギーの購入に

よって管理されるため（注記29.2参照）、移行のための特別な投資は必要ない。蒸気駆動の空気ガス生産

設備については、当グループはそれらの電化を開始しており、再生可能な電力供給により完全な脱炭素化

を実現する予定である。

■　再生可能エネルギーを含むエネルギーコストは、15年以上の契約の条件により、顧客に請求される価格

に反映されるため、重要な財務リスクとはならない。

 

スコープ１の削減

■　CO2回収を中心とした様々な手段を動員することにより、大型水素製造装置に関連する排出量を削減す

る。当社は、CO2回収のための独自技術の完全なポートフォリオを有している。例えば、先進的なCryocap™

システムは、2015年からフランスの水素製造装置で工業的に稼動している。当社は、コジェネレーション

ユニットについて、電気と低炭素の代替燃料で稼働するボイラーを採用することで、より柔軟な利用を目

指している。これらの資産の将来とその排出軌道は、技術、ユニット容量、製品、供給顧客並びに供給国

及びセクターの脱炭素化政策を考慮し、クラスター（国グループ）ごとに策定された脱炭素化計画で分析

される。最も適切な削減手段が特定され、的を絞った研究が行われ、最も進んだケースでは、CO2回収プロ

ジェクトなどの削減プロジェクトの開発と実施が行われる。

■　エア・リキードチームのイノベーション能力と技術的ノウハウにより、当グループは、自社及び産業界

の顧客の排出量を削減するため、よりクリーンでサステナブルなソリューションを提供することができ

る。当グループは、気候変動対策とエネルギー転換のための技術に重点を置いている。2024年において、

エア・リキードは水素に関する特許を500件以上保有している。2024年の当グループのイノベーション費用

は3億900万ユーロに達した。

■　地球温暖化を産業革命前と比較して２℃を大幅に下回るレベルに抑制するシナリオでは、より高値での

低炭素産業ガスの需要が増しており、当グループの資産、特に水素の製造のための低炭素化への投資、及

びエネルギー転換市場開拓のための再生可能な電力の供給に関連する追加コストを賄うことが可能であ

る。さらに特に欧州では、移行期間中に既存の工業資産及び新規生産設備の脱炭素化を支援するため、補

助金又は税額控除の形をとった融資プログラムが実施されている。例えば、当グループは最近、アンモニ

アから低炭素かつ再生可能な水素を生産、液化、流通させるプロジェクト、顧客との炭素回収プロジェク

ト及びCO2インフラプロジェクトを理由に、欧州の助成金を通じた資金調達に採用された。

 

■　CO2排出に関連する費用（欧州の排出権取引制度等）は、15年以上の契約の条件に基づき、顧客に転嫁さ

れる。当グループは、このビジネスモデルを低炭素産業用ガスの供給にも適用しており、当社はエネル

ギー及びCO2コストに関連する重大なリスクを負担していない。

 

2024年末現在、資産の耐用年数若しくは価値、顧客ポートフォリオ、既存の事業から生み出されるキャッ

シュ・フロー、又はリスク及び費用に対する引当金のいずれにおいても、重要な影響は確認されていない。

 

31.5. 物理的リスク

当社は、気候変動による気象現象の例外的な変化（その振幅又は頻度において）にさらされる世界の地域

で事業活動を行っている。これらの現象は、当グループの事業を減速若しくは中断させ、又はコストを高め

るおそれがある。また、当グループのサプライヤーや顧客もまた、同じ問題に直面している。

これらは以下のように分類される。

■　暴風雨、ハリケーン、洪水など、頻度と深刻度が増している自然災害のような事象によって引き起こさ

れる急性リスク。これらのリスクは、例えば海岸近くにある当社の拠点や、ハリケーンの影響を受ける地

域（米国メキシコ湾岸、南アジアなど）に関係する場合もある。
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■　気候モデルの長期的な変化及び気温の上昇に関連する慢性的なリスク（海面水位の上昇、特定の地域に

おける慢性的な熱波、降雨パターンの変化とその変動の増加、特定の資源の消滅等）。

物理的な影響を抑えるためのエア・リキードの行動は、以下のとおりである。

■　物理的なリスク（水資源の確保、極端な事象の頻度など）は、財務基準と同様に、投資リクエストのレ

ビューにおいて評価され、例えば機器の設計において、関連するリスク管理方策が講じられることを確保

する。

■　上記のような急性リスクに定期的にさらされている当グループの業務においては、顧客との密接な連携

により、第一義的には個人及び生産設備を保護し、適切な業務上の予防対策を講じることを目的としたリ

スク管理体制を構築している。これらのシステムは定期的に更新され、改善されている。

■　慢性的なリスクは、特に生産設備の設計において、そのエネルギー効率及び炭素排出量と同じ方法で、

同じ程度に考慮される。

■　自然災害による損失は、当グループの財産及び事業中断プログラムによってカバーされている。

■　2023年、エア・リキードは、２つの高排出シナリオ（2100年までに＋2.7℃をもたらす「ビジネス・ア

ズ・ユージュアル」として使用されるSSP2-4.5と、2100年までに＋4.4℃をもたらすSSP5-8.5シナリオ又は

「ワーストケースシナリオ」）に従って、気候変動による物理的影響に関連する危険を特定し、物理的リ

スク管理プロセスを統合・改善するための研究を開始した。この研究は当グループの様々な種類の資産レ

ベルでの問題の理解を深めるために継続しており、主要な産業流域に焦点を当て直している。

 

2024年末現在、資産の耐用年数若しくは価値、顧客ポートフォリオ、既存の事業から生み出されるキャッ

シュ・フロー、又はリスク及び費用に対する引当金のいずれにおいても、重要な影響は確認されていない。

なお、転換リスクと物理的リスクの両方について、解体引当金については、ラージ・インダストリー事業

の契約締結日から引当金計上されている義務であるため、影響はない。

 

注記32　後発事象

　

 貸借対照表計上後の重要な事象はない。

 

為替レート

 

使用されている主要な為替レート

平均レート

通貨1単位に対するユーロ 2023年 2024年

カナダドル 0.69 0.67

中国人民元 0.13 0.13

日本円（千円につき) 6.60 6.11

シンガポールドル 0.69 0.69

台湾ドル 0.03 0.03

米ドル 0.92 0.92

 

決算日レート

通貨1単位に対するユーロ 2023年 2024年

カナダドル 0.68 0.67

中国人民元 0.13 0.13

日本円（千円につき) 6.40 6.13

シンガポールドル 0.69 0.71

台湾ドル 0.03 0.03

米ドル 0.90 0.96
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主要な連結会社

 

JOが記載された会社は比例連結法、Eが記載された会社は持分法で連結している。その他の会社は全部連結

である。

グループの持分合計は各会社名の後に記載されている。

 

主な連結会社 国
統

合

持分比率

（%)

ガス＆サービス

ヨーロッパ、中東とアフリカ

Air Liquide Austria GmbH AUT  100.00%

L' Air Liquide Belge S.A. BEL  100.00%

Air Liquide Homecare Belgium SRL BEL  100.00%

Air Liquide Industries Belgium S.A. BEL  100.00%

Air Liquide Large Industry S.A. BEL  100.00%

Air Liquide Medical S.A. BEL  100.00%

Société Européenne de Gestion de

l'Energie
BEL  100.00%

Air Liquide Bulgaria EOOD BGR  100.00%

Carbagas AG CHE  100.00%

Air Liquide Deutschland GmbH DEU  100.00%

Air Liquide Electronics GmbH DEU  100.00%

Air Liquide Industriegase GmbH & Co. KG DEU  100.00%

VitalAire GmbH DEU  100.00%

Air Liquide Danmark A/S DNK  100.00%

Air Liquide España S.A. ESP  99.90%

Air Liquide Ibérica de Gases S.L.U. ESP  100.00%

Air Liquide Healthcare España, S.L.U. ESP  100.00%

Air Liquide Finland Oy. FIN  100.00%

Air Liquide Eastern Europe S.A. FRA  100.00%

Air Liquide France Industrie S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Medical Systems S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Réunion S.A. FRA  98.49%

Air Liquide Santé (International) S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Santé France S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Santé Domicile France S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Spatial Guyane S.A. FRA  99.06%

Air Liquide Ukraine S.A. FRA  100.00%

Pharma Dom S.A. FRA  100.00%

Société d'Exploitation de Produits pour les Industries Chimiques S.A. FRA  99.99%

Air Liquide Antilles Guyane FRA  96.76%

VitalAire S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Ltd GBR  100.00%
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Air Liquide Healthcare Limited GBR  100.00%

Air Liquide UK Ltd GBR  100.00%

Energas Ltd GBR  100.00%

Air Liquide Italia S.p.A. ITA  99.77%

Air Liquide Italia Service S.r.l ITA  99.77%

Air Liquide Sanità Service S.p.A. ITA  99.77%

Air Liquide Italia Produzione S.r.l ITA  99.77%

Medicasa Italia S.p.A ITA  99.77%

VitalAire Italia S.p.A. ITA  99.77%

Supra Cali S.R.L ITA  51.00%

Air Liquide Healthcare Ireland Limited IRL  100.00%

Air Liquide Munay Tech Gases KAZ  75.00%

L' Air Liquide Luxembourg S.A. LUX  100.00%

Air Liquide Acetylene B.V. NLD  100.00%

Air Liquide B.V. NLD  100.00%

Air Liquide Homecare Netherlands BV NLD  100.00%

Air Liquide Industrie B.V. NLD  100.00%

Air Liquide Nederland B.V. NLD  100.00%

Scott Specialty Gases Netherlands B.V. NLD  100.00%

Hatek Lastechniek NH B.V. NLD  100.00%

Handelsonderneming Hatek B.V. NLD  100.00%

Air Liquide Norway A.S. NOR  100.00%

BetaMed S.A. POL  80.00%

Air Liquide Katowice Sp.z.o.o. POL  79.25%

Air Liquide Polska Sp.z.o.o. POL  100.00%

Air Liquide Medicinal S.A. PRT  99.85%

Sociedade Portuguesa do Ar Liquido Lda PRT  99.93%

Air Liquide Romania S.r.l ROM  100.00%

Air Liquide Gas A.B. SWE  100.00%

Nordiclnfu Care A.B SWE  100.00%

Air Liquide Gaz San. Ve Tic. A.S. TUR  100.00%

Air Liquide Afrique S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Middle East & North Africa FZCO ARE  100.00%

Air Liquide Gulf FZE ARE  100.00%

Air Liquide Botswana Proprietary Ltd BWA  99.96%

Air Liquide Alexandria for Medical & Industrial Gases S.A.E. EGY  100.00%

Air Liquide El Soukhna for Industrial Gases S.A.E. EGY  100.00%

Air Liquide Misr S.A.E. EGY  100.00%

Air Liquide Middle East S.A. FRA  100.00%

Air Liquide India Holding Pvt. Ltd IND  100.00%

Air Liquide India Speciality Gases Pvt.

Ltd.
IND  100.00%

Shuaiba Oxygen Company K.S.C.C.
 (a) KWT  49.81%
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Air Liquide Maroc S.A. MAR  98.93%

Air Liquide Namibia Proprietary Ltd NAM  100.00%

Air Liquide Nigeria Plc NGA  87.31%

Air Liquide Sohar Industrial Gases LLC OMN  50.10%

Gasal Q.S.C. QAT E 40.00%

Vitalaire Arabia LLC. SAU  60.00%

Air Liquide Arabia LLC SAU  100.00%

Air Liquide Tunisie S.A. TUN  59.17%

Air Liquide Large Industries (Pty) Ltd ZAF  100.00%

Air Liquide Large Industries South Africa (Pty) Ltd ZAF  75.00%

Air Liquide Proprietary Ltd ZAF  99.96%

南北アメリカ

Air Liquide Argentina S.A. ARG  100.00%

Air Liquide Brasil Ltda BRA  100.00%

Air Liquide Canada, Inc. CAN  100.00%

Barry Hamel Equipment Ltd. CAN  100.00%

Air Liquide Home Healthcare Canada Inc. CAN  100.00%

Air Liquide Chile S.A. CHL  100.00%

Air Liquide Colombia S.A.S COL  100.00%

Air Liquide Dominicana S.A.S DOM  100.00%

La Oxigena Paraguaya S.A. PRY  87.96%

Air Liquide Uruguay S.A. URY  96.68%

Airgas USA, LLC USA  100.00%

Airgas Specialty Products USA  100.00%

Red-D-Arc, Inc. USA  100.00%

Airgas Safety, Inc. USA  100.00%

Air Liquide Electronics U.S. LP USA  100.00%

Air Liquide Large Industries U.S. LP USA  100.00%

Air Liquide Advanced Materials, Inc. USA  100.00%

アジア・太平洋

Air Liquide Australia Ltd AUS  100.00%

Air Liquide Healthcare Pty Limited AUS  100.00%

Air Liquide W.A. Pty Ltd AUS  100.00%

Brunei Oxygen SDN
(a) BHD  50.00%

Air Liquide Cangzhou Co., Ltd CHN  100.00%

Air Liquide China Holding Co., Ltd CHN  100.00%

Air Liquide Shanghai Co., Ltd CHN  100.00%

Air Liquide Shanghai International Trading Co. Ltd CHN  100.00%

Air Liquide Tianjin Co., Ltd CHN  100.00%

Air Liquide Yongli Tianjin Co., Ltd CHN  55.00%

Air Liquide Zhangjiagang Industrial Gases Co., Ltd CHN  100.00%

Shanghai Chemical Industry Park Industrial Gases Co., Ltd CHN 51.00%

Hangzhou Best Gas Co., Ltd CHN  100.00%
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Société d'Oxygène et d'Acétylène

d'Extrême-Orient S.A.
FRA  100.00%

Celki International Ltd HKG  100.00%

P.T. Air Liquide Indonesia IDN  100.00%

Air Liquide Japan G.K. JPN  100.00%

Toshiba Nano Analysis K.K. JPN  51.00%

VitalAire Japan K.K. JPN  94.13%

Air Liquide Korea Co., Ltd KOR  100.00%

VitalAire Korea Inc. KOR  100.00%

Southern Industrial Gas Sdn Bhd MYS  100.00%

Air Liquide Malaysia Sdn Bhd MYS  100.00%

Air Liquide New Zealand Ltd NZL  100.00%

Air Liquide Phils Inc. PHL  100.00%

Air Liquide Singapore Pte Ltd SGP  100.00%

Air Liquide Thailand Ltd THA  100.00%

Air Liquide Electronics Systems Asia Ltd TWN  100.00%

Air Liquide Far Eastern Ltd TWN  65.00%

Air Liquide Vietnam Co., Ltd VNM  100.00%

エンジニアリング＆建設

Air Liquide Global E&C Solutions Canada LP CAN  100.00%

Air Liquide Global E&C Solutions Hangzhou Co., Ltd CHN  100.00%

Air Liquide Global E&C Solutions (Yantai) Co., Ltd. CHN  100.00%

Air Liquide Global E&C Solutions Germany GmbH DEU  100.00%

Air Liquide Global E&C Solutions France S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Global E&C Solutions Japan Ltd. JPN  100.00%

JJ-Lurgi Engineering Sdn. Bhd. MYS E 50.00%

Air Liquide Global E&C Solutions Singapore Pte. Ltd SGP  100.00%

Air Liquide Global E&C Solutions US, Inc. USA  100.00%

グローバル市場＆テクノロジー

Air Liquide Advanced Technologies US LLC USA  100.00%

Alizent France S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Advanced Technologies S.A. FRA  100.00%

Cryolor S.A. FRA  100.00%

Air Liquide Electronics Systems S.A. FRA  100.00%

FerdinandsGas Sverige AB FRA  100.00%

Air Liquide Maritime SAS FRA  100.00%

The Hydrogen Company FRA  100.00%

Offshore Hire and Services GBR  100.00%

持株会社及び研究開発事業

Air Liquide Finance S.A. FRA  100.00%

Air Liquide International S.A. FRA  100.00%

L' Air Liquide S.A. FRA  100.00%

Orsay-Re S.A. LUX  100.00%

Air Liquide International Corp. USA  100.00%
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American Air Liquide, Inc. USA  100.00%

American Air Liquide Holdings, Inc. USA  100.00%

 (a) 連結方法は、契約上の合意により株式割合とは異なる。

 

より広範な連結子会社のリストは、以下のウェブサイトで閲覧可能である。

https://www.airliquide.com/consolidation-scope-2024
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（２）【個別財務諸表】

 

損益計算書

2024年12月31日現在

(百万ユーロ) 注 2023年 2024年

売上高 (2) 105.4 100.6

ロイヤリティ及びその他営業利益 (3) 838.3 846.6

営業利益　計(Ⅰ) 943.7 947.2

仕入 (46.9) (39.3)

法人所得税以外の税金 (21.5) (18.0)

人件費 (270.4) (269.0)

減価償却費及び減損損失 (5) (59.6) (49.9)

その他営業費用 (4) (334.7) (352.3)

営業費用　計(Ⅱ) (733.1) (728.5)

純営業利益／（損失）(Ⅰ+Ⅱ) 210.6 218.7

関連会社からの財務収益 (6) 804.9 1,783.9

利息、それに準ずる収益と費用 (6) (76.4) (108.8)

その他財務収益と費用 (6) (17.2) 3.2

財務収益と費用(Ⅲ) 711.3 1,678.3

経常税引前純利益／（損失）(Ⅰ+Ⅱ+

Ⅲ)

921.9 1,897.0

経常外の収益と費用 (7) 79.5 123.1

法定従業員利益分配 (4.3) (4.4)

法人所得税 (8) (19.9) (27.3)

当期純利益 977.2 1,988.4

 

貸借対照表

2024年12月31日現在

2023年12月31日 2024年12月31日

(百万ユーロ) 注 純額 総額 減価償却費及び引

当金

純額

資産

無形固定資産 (9)&(11) 27.2 181.1 (158.2) 22.9

有形固定資産 (9)&(11) 86.2 200.2 (89.7) 110.5

金融資産 (10)&(11) 13,050.4 13,077.6 (8.4) 13,069.2

固定資産　計 13,163.8 13,458.9 (256.3) 13,202.6

棚卸及び仕掛品 (11) 0.7 0.4 - 0.4

営業債権 (11)&(14) 729.5 769.2 (18.4) 750.8

子会社貸付金 (11)&(14) 267.6 477.2 ̶ 477.2

短期金融投資 (12) 150.6 204.4 ̶ 204.4

現金、金融商品 12.1 5.2 ̶ 5.2

前払費用 3.9 3.7 ̶ 3.7

流動資産　計 1,164.4 1,460.1 (18.4) 1,441.7

債券償還プレミアム ̶ ̶ ̶ ̶

未実現外国為替損 8.3 8.3 ̶ 8.3
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資産の部　計 14,336.5 14,927.3 (274.7) 14,652.6

資本及び負債   

株式資本 2,884.8 3,180.4

資本剰余金 2,447.7 2,064.1

再評価積立金 23.9 23.9

法定準備金 287.8 288.4

その他準備金 388.5 388.5

利益剰余金 3,671.8 2,928.3

当期純利益 977.2 1,988.4

税金関連積立金 3.1 3.5

株主資本　計 (13) 10,684.8 10,865.5

引当金 (11) 88.2 90.6

その他保証金 (14) ̶ ̶

銀行借入金 (14) ̶ 5.8

その他借入金 (14) 251.9 252.0

営業債務 (14) 687.1 673.0

子会社借入金 (14) 2,619.6 2,762.4

繰延収益 0.7 0.4

負債総額 3,559.3 3,693.6

未実現外国為替差損 4.2 2.9

資本と負債　計 14,336.5 14,652.6

 

個別財務諸表に対する注記

 

会計方針

 

1. 基本原則

　エア・リキード・エス・エーの法定会計はフランス会計原則の規定に従い、フランスで一般に認められた

会計規則及び原則に従って作成されている。

　法定会計の設定及び表示に関する会計方針は、慎重性の原則に従って、以下の基本的な前提条件に基づき

適用されている。

■　継続企業

■　ある会計期間から他の会計期間への会計方法の一貫性

■　各会計期間の区分

計上科目の評価方法は、取得原価方式を採用している。

重要性のある情報のみを開示している。

 

2. 固定資産

A．無形資産

　内部創出の無形資産には、主として情報管理システムの開発費が含まれている。これらの費用は、将来の

経済的便益を生み出す蓋然性があり、無形資産の開発及び使用又は売却を完了するために利用可能な適切な

資源（技術的、財務的及びその他）がある場合にのみ資産計上される。内部使用及び外部使用を意図したア

プリケーションの詳細設計、プログラミング、テストの実施及び技術契約書の作成に関する内部的及び外部

的費用は資産計上されている。

　重要な維持改良費は、これらが資産計上基準を明確に満たしている場合には資産の初期費用に加算され

る。
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　その他の無形資産には、ソフトウェア、ライセンス、及び知的財産権など、別個に取得された無形資産が

含まれ、これらは取得原価で測定されている。

　無形固定資産は見積耐用年数にわたって定額法で償却される。

 

B．有形固定資産

　土地、建物及び設備は取得原価で計上されている。中間支払利息は費用に算入されていない。

　有形固定資産はそれぞれ異なる耐用年数を有し、それらは個別に計上され、それぞれの耐用年数において

減価償却する。

　減価償却は以下の見積耐用年数にわたって、定額法により計算されている。

■　建物　　10－30年

■　設備　　５－20年

土地は減価償却されない。

 

C．無形資産及び有形固定資産の減損

　当社は、毎決算日において、無形資産及び有形固定資産に減損の兆候があるかどうかを評価している。こ

のような兆候が存在する場合、資産の帳簿価額がその現在価値を上回るかどうかを評価するために減損テス

トを実施する。資産の現在価値は市場価値と使用価値のいずれか高い方と定義されている。

　使用価値を評価する際には、投資の意思決定で行われるのと同様に、見積将来キャッシュ・フローは現在

価値に割り引かれる。

　資産の現在価格が帳簿価額純額を下回る場合には、減損損失が損益計算書に計上される。現在価値が帳簿

価額を上回る場合には、過去に認識された減損損失は損益計算書に戻し入れられる。

 

D．株式投資

　株式投資は、記帳日における当初価額で認識される。但し、1976年12月29日の法律第76-1232号によって規

定されているとおり、再評価の対象となるものについてはその限りではない。市場価格を表していない取得

原価は費用として処理される。

　株式投資の測定にあたって通常採用される基準（当グループの市場評価に基づく市場マルチプル法、見積

キャッシュ・フローによる方法、及び時価評価による純資産価値）を用いて決定される帳簿価額が簿価を下

回る場合は、その差額について減損損失が認識される。

 

E．自己株式

　当社が自己の株式を購入する場合、それらは自己株式として取得原価でその他の長期投資有価証券に認識

される。自己株式の処分損益は当期純利益に計上される。

しかしながら、株の無償配当の実施計画のために割り当てられた株は配当日に貸借対照表上の「短期金融投

資－自己株式」に再計上される。

引当金は、業績基準が信頼性をもって決定された時、現在の株の支払に関わる将来的な当社の従業員と執行

役員の義務をカバーする権利確定期間にわたって計上されている。

株式の取得原価が事業年度の最終月の平均株価に基づく評価額を上回る場合、消却又は株の無償配当の実施

計画のために割り当てられた自己株式は減損しない。

 

3. 棚卸資産及び仕掛品

　原材料、貯蔵品及び商品は基本的に加重平均原価で測定されている。

  見積実現可能価額が原価を下回る場合には、棚卸資産又は仕掛品の評価損と認識される。

 

4. 売掛金及びその他の受取債権

　売掛金及びその他の受取債権は取得原価で測定される。

売掛金が回収できないと見込まれるとき及び損失が合理的に推測される際に、債権の評価損が認識され

る。
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5. 外貨建て取引

　外貨建て取引は取引日の為替レートで換算される。

　年度末において、外貨建てとなっている受取債権及び支払債務の換算によって生じた為替差額は資産及び

負債の仮勘定に認識される（未実現為替差損益）。

ヘッジされていない取引に関連する未実現為替差損は、適用される場合、偶発損失引当金の対象となる。

 

6. 引当金

　以下の場合に、引当金が認識される。

■　過去の事象又は進行中の事象の結果、現在当社が第三者に対して債務を負っている場合

■　当該債務を返済するために、経済的便益を表す資源の流出が必要となる蓋然性がある場合

■　当該債務金額を、信頼性をもって見積もることができる場合

 

7. 金融商品

エア・リキード・エス・エーは、先物為替予約及びヘッジに関する2015年7月2日付のANC規則第2015-05号

を適用している。

エア・リキード・エス・エーは、リスク管理方針に基づき、外貨建て取引に伴う為替リスクをヘッジする

ため、為替予約取引を行っている。

対称性のあるものであるため、先物為替の売買による為替差損益は、ヘッジ対象と同じ損益計算書の項目

に同時に表示される。

同様に、ヘッジによる未実現利益は、未実現の外貨建て損益計算書の項目内に表示され、未実現の債権債

務の再評価に関連する為替差額を相殺する。先物通貨の売買、ヘッジの先渡取引が貸借対照表に計上されて

いない場合、これらの商品の公正価値はオフバランス債務を表す。

利用された金融商品がヘッジ取引を構成しない場合（「孤立したオープン・ポジション」）、必要に応じ

て、それらの事業年度末の市場価格から生じる損失は、損益計算書に計上される。慎重性の原則に従って、

未実現利益は損益計算書には計上されない。

 

8. 退職後給付

　当社は、退職給付及び類似する債務の認識及び測定に関する2021年11月5日付で改正された2013年11月7日

付ANC勧告第2013-02号（第２法）を適用している。当社は従業員に対し、現役の従業員と退職者の両方につ

いて、さまざまな年金制度、解雇給付、記念報奨金（勤続年数に基づく賞）及びその他の退職後給付を提供

している。

　これらの給付は以下の２つの方法によって提供されている。

■　いわゆる確定拠出制度

■　いわゆる確定給付制度

　当社では、確定給付制度と確定拠出制度の両方を設けている。

　確定拠出制度は、雇用主の唯一の義務が定期的な拠出を支払うことであるという制度である。雇用主は、

従業員又は退職者に対して将来の給付水準については保証を与えない（「手段債務」）。１年間の年金費用

は事業年度中に支払われた対価と同額であり、これにより雇用主は将来的な債務が免除される。

　確定給付制度は、雇用主が契約において確定した（多くは従業員の給与及び勤続年数によって決まる）将

来の給付水準を保証する制度である（「結果債務」）。確定給付制度には以下がある。

■　支払拠出金の管理を専門とする基金に対する拠出金によって資金調達する、又は

■　内部的に管理する

　確定給付制度の場合、退職金及び類似する支払義務は、予測単位積増方式によって独立した保険数理士が

測定している。

　保険数理計算では主に以下の仮定が考慮されている：昇給率、従業員退職率、退職日、死亡率、物価上昇

率、適切な割引率。
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　債務の10％と報告期間の期首現在の制度資産の公正価値のいずれか高い方を超える保険数理差損益は、制

度加入者の予想平均勤続年数にわたって償却される。

　フランス商法（Code de Commerce）第L.123-13条に従って、当社はこれまでの会計実務を維持しており、

退職解雇給付及び記念報奨金に関連する債務は未払計上し、他の確定給付制度に関連する債務は計上せずに

注記の中で開示している。

 

9. 収益の認識

　商品の販売による収益は、所有によるリスク及び経済的利益を買手に移転したときに認識される。

　役務の提供に伴う収益は、提供が完了した時点で計上される。

 

10. 連結納税

　エア・リキード・エス・エーは、フランス一般租税法の第223-A条に規定されているとおり、95％を直接又

は間接保有しているフランスの子会社と連結納税グループを設定している。

　各社は、個別に課税されるものと仮定した場合の税引当金を計算している。エア・リキード・エス・エー

は連結納税グループの親法人として自己の利益に対応する税金を費用として認識する。エア・リキード・エ

ス・エーはC.N.C.の緊急委員会のオピニオン2005-Gに従って、全体としての課税対象利益を決定する際に、

修正再表示及び消去の影響を特別損益に計上している。損失を計上した会社の課税繰延は、税金負債として

認識されている。

 

11. 研究開発費

　開発費用は、当社が以下の基準を全て満たすことができる場合に、かつその場合に限り、資産計上され

る。

■　プロジェクトは明らかに識別可能であり、関連する費用は区別され信頼性をもってモニタリングされて

いる

■　プロジェクトの技術的及び産業上の実行可能性が説明されている

■　プロジェクトを完成させ、そこから生じた製品を使用又は販売する明確な意図が存在する

■　プロジェクトが当社にとって将来の経済的便益を生み出す蓋然性がある

　これらの条件を満たさない場合には、実施された業務は、体系的に利用又は販売可能となる無形資産の完

成とはならず、開発費用は発生した時点で費用として計上される。

 

貸借対照表及び損益計算書に対する追加注記

 

1. 重要な事象

　2022年5月12日の欧州司法裁判所からの有利な結論を一部不服として、行政裁判所に提訴した2023年3月の

国務院（Conseil d'état）の決定を受け、当社は均等化費用に関する3600万ユーロを2023年に支払った（注

記６及び７参照）。2024年12月23日、国務院は、均等化費用に関する480万ユーロについて、当社の主張を全

面的に認める判決を下した。また、延滞利息についても390万ユーロが計上された。

 

 2. 地域別売上高

（百万ユーロ） 2023年 2024年

フランス 62.0 59.6

フランス国外 43.4 41.0

合計 105.4 100.6

事業の性質上、エア・リキード・エス・エーの売上高は主に子会社に再請求するサービス費用と退職給付

費用である（注記16.A参照）。
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3. ロイヤリティ及びその他営業利益

2024年、ロイヤリティ（子会社から受け取るブランドロイヤリティ、技術ロイヤリティ、支援ロイヤリ

ティ）及びその他の営業利益は安定している。

その他の主な内容は、物品サービスの在庫の増減、固定資産製造コストの資本振替、子会社の運営、営業

費用からの振替、営業引当金や減損の取り崩しである。

 

4. その他営業費用

その他営業費用の主な内容は、研究開発費と、業務委託費用や修繕費、経費、旅費、通信費、賃貸料など

のその他の外部費用である。

 

5. 減価償却費及び引当金

減価償却費及び引当金の内訳は以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2023年 2024年

減価償却費 (15.0) (14.5)

引当金 (44.6) (35.4)

減価償却費及び引当金 (59.6) (49.9)

 

6. 財務収益及び費用

■　2024年の関連会社からの財務収益は17億8390万ユーロ（2023年は8億490万ユーロ）に達した。2024年に

Air Liquide Internationalは、特別配当として9億9990万ユーロ（2023年は3億9910万ユーロ）の剰余金分

配を行った。

 

■　利息及びこれに類する収益及び費用の内訳は以下のとおりである。

 

（百万ユーロ） 2023年 2024年

長期貸付金等の金融収益 22.6 20.2

その他利息及びこれに類する収

益及び費用
(99.0) (129.0)

利息及びこれに類する

収益及び費用
(76.4) (108.8)

 

■　その他の利息及び類似収支の増加は、平均的な負債残高の増加及び金利の上昇によるものである。

■　その他の金融収益及び費用は、2024年は320万ユーロであるのに対して、2023年は－1720万ユーロであっ

た。

2023年には、2023年3月の国務院の決定に基づき、均等割増金（－1500万ユーロ）に対する延滞利息の規定

が含まれている(注記１参照)。2024年12月23日の国務院の決定により、この規定は撤回され、390万ユー

ロの収入が延滞利息に対応するものとして計上された（注記１参照）。

 

7. 特別利益及び特別損失

エア・リキード・エス・エーとそのフランス内の連結子会社との連結納税の一環として、2024年に7590万

ユーロ（2023年は8740万ユーロ）を特別利益として計上している。

特別利益及び特別損失は連結納税制度に関連した控除額を含んでおり、その金額は2024年に2900万ユー

ロ、2023年で1530万ユーロである。

2024年12月の国務院（Conseil d'état）の有利な決定を受け、480万ユーロの収入が計上された。なお、

2023年には、2023年3月の国務院（Conseil d'état）の決定を受け、均等化費用として－2100万ユーロが支払

われた（注記１参照）。
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特許売却の結果、1250万ユーロの収入が認識された。

 

8. 法人所得税

課税総額は、2023年は1990万ユーロであったのに対して、2024年は合計で2730万ユーロであった。

内訳は以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2023年 2024年

税引前営業活動から生じた純利

益
(18.1) (21.2)

利益に対する追加拠出
(a) (1.8) (1.8)

その他  (4.3)

合計 (19.9) (27.3)

(a) 利益に対しての社会保険料拠出金は3.3％。

 

9. 無形資産及び有形固定資産

総額ベースでの変動の内訳は以下のとおりである。

(百万ユーロ)
2024年1月1日

時点の総額
取得 処分

2024年12月31日

時点の総額

使用権、特許権、ライセンス 125.5 0.2 (5.8) 119.9

その他の無形資産 184.4 7.4 (130.6) 61.2

無形資産 309.9 7.6 (136.4) 181.1

土地及び建物 111.5 1.6 (0.2) 112.9

プラント、機械及び装置 33.6 4.3 (2.6) 35.3

その他の有形固定資産 18.0 0.5 (0.1) 18.4

建設仮勘定 7.4 30.3 (4.1) 33.6

有形固定資産 170.5 36.7 (7.0) 200.2

合計 480.4 44.3 (143.4) 381.3

 

その他の無形資産の減少は、主に減価償却が完了したERPシステムの廃止によるものである。

減価償却及び減損損失の変動の内訳は以下のとおりである。

(百万ユーロ)
2024年1月1日

時点の総額
減価償却

減少、処分、除

却

2024年12月31日

時点の総額

無形資産 (282.7) (6.8) 131.3 (158.2)

有形固定資産 (84.3) (7.7) 2.3 (89.7)

合計 (367.0) (14.5) 133.6 (247.9)

その他の無形資産の償却費の減少は、主にERPシステムの廃止によるものである。

 

10. 金融資産

総額ベースでの変動の内訳は以下のとおりである。

（百万ユーロ）
2024年1月1日

時点の総額
増加 減少

2024年12月31日

時点の総額

株式投資 12,419.3 ̶ ̶ 12,419.3

その他の長期投資有価証券
(a) 8.7 262.6 (244.3) 27.0

(b)
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長期借入金 629.7 0.5 ̶ 630.2

その他の長期金融資産 1.1 ̶ ̶ 1.1

合計 13,058.8 263.1 (244.3) 13,077.6

 (a) その他の長期投資有価証券の変動は、主に以下の事由によるものである。

－　流動性契約に基づく自己株式の取得及び売却（それぞれ1億2970万ユーロと－1億2610万ユーロ）。

－　2024年4月30日に、719,000株の自己株式を1億3290万ユーロで取得（消却目的）し、同日、自己株式627,000株を1億1820

万ユーロで消却する。

2024年末時点において、

(b) 「その他の長期投資有価証券」には、特に、消却予定の自己株式92,000株及び流動性契約に基づき保有する株式25,250株

が含まれる。

 

11. 減損及び引当金

A．減損及び引当金

減損は、資産の帳簿価格が簿価を下回る場合に認識される。

減損及び引当金の内訳は、以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2023年 繰入/増加 戻入 2024年

無形資産、有形資産 (6.2) ̶ ̶ (6.2)

株式投資 ̶ ̶ ̶ ̶

その他の長期投資有価証券 (8.4) ̶ ̶ (8.4)

棚卸資産及び仕掛品 ̶ ̶ ̶ ̶

営業債権 (46.3) (8.2) 36.1 (18.4)

合計 (60.9) (8.2) 36.1 (33.0)

繰入及び戻入： 営業項目 (8.2) 0.4

 金融項目 ̶ 15.0  

特別項目 ̶ 20.7

 

 

B．引当金

引当金には主に以下のものが含まれる。

■　外国為替に関する引当金

■　第三者又は従業員の不測の事態や訴訟に関する引当金

■　将来の業績連動株式交付にかかる費用を賄うための引当金

■　退職給付に関する記念報奨金や確定受給権に対する引当金（2024年は5140万ユーロ、2023年は4910万

ユーロ）

 

（百万ユーロ） 2023年 繰入/増加 戻入 2024年

偶発債務引当金 17.1 8.9 (11.6) 14.4

損失引当金 71.1 18.3 (13.2) 76.2

合計 88.2 27.2 (24.8) 90.6

繰入及び戻入： 営業項目 27.2 (21.3)  

 金融項目   

 特別項目 (3.5)  
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繰入は主に為替差損に対する引当金820万ユーロ退職解雇給付に関する記念報奨金や確定受給権に対する引

当金に関するもの400万ユーロ、業績連動株式の交付に伴う将来の費用に関する引当金である1430万ユーロで

ある。

戻入の主な内訳は、業績連動株式の交付に伴う引当金－1100万ユーロ及び為替差損引当金の－830万ユーロ

である。

 

12. 短期金融投資

　該当項目の内訳は以下のとおりである。

（百万ユーロ）
2023年12月31日時点

の総額

2024年12月31日時点

の総額

自己株式 150.6 204.4

その他の短期金融投資 ̶ ̶

短期金融投資 150.6 204.4

 

2024年末時点において、「自己株式」は1,408,986株（2023年は1,100,477株）あり、これら従業員に対す

る業績連動株式分配のために割り当てられたものである。

2024年度中に、当社は従業員に対する業績連動株式分配のために割り当てられた538,000株（総額9390万

ユーロ）を取得し、この目的で割り当てられた業績連動株式371,826株を－4010万ユーロで分配した。

 

13. 株主資本

2024年12月31日時点において、株式資本は額面5.50ユーロの株式578,259,263株で構成されている。

特別再評価積立金から生じる資本金部分は、合計で7140万ユーロである。

(百万ユーロ)
2023年12月31日

（利益処分前）

2023年の

純利益の処分

資本の

増加

資本の

減少

その他の

変動

2024年12月31日

（利益処分前）

資本金
(b) 2,884.8 ̶ 299.0 (3.4) ̶ 3,180.4

資本剰余金
(b) 2,447.7 ̶ (268.8) (114.8) ̶ 2,064.1

再評価積立金 23.9 ̶ ̶ ̶ ̶ 23.9

剰余金：       

法定準備金 287.8 0.6 ̶ ̶ ̶ 288.4

税金関連積立金 307.8 ̶ ̶ ̶ ̶ 307.8

為替換算積立金 7.7 ̶ ̶ ̶ ̶ 7.7

その他の準備金 73.0 ̶ ̶ ̶ ̶ 73.0

利益剰余金 3,671.8 (748.3) ̶ ̶ 4.8
(c) 2,928.3

当期純利益 977.2 (977.2) ̶ ̶ 1,988.4 1,988.4

投資補助金 0.2 ̶ ̶ ̶ 0.2 0.4

割増償却
(d) 2.9 ̶ ̶ ̶ 0.2 3.1

合計 10,684.8 (1,724.9) 
(a) 30.2 (118.2) 1,993.6 10,865.5

(a) 2024年4月30日の合同年次株主総会における決議に基づく。

(b) 「資本金」及び「資本剰余金」の項目の変動は以下の取引によって生じている。

－　2024年4月30日の取締役会決議により、自己株式-627,000株を消却することにより、340万ユーロの資本減少。「資本剰

余金」の項目は、これらの株式に関連するプレミアムの金額、すなわち1億1480万ユーロ減額した。
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－　2024年4月30日に取締役会が付与した権限に基づき、最高経営責任者により確認された2億9650万ユーロの資本増強によ

り、既存株式10株につき1株の無償配分（新規発行株式数:52,419,120株）及び既存株式100株につき1株の無償配分（新規

発行株式数:1,492,853株）が行われ、10%のボーナス配分（新規株式1,492,853株の発行）により、追加払込資本を2億9650

万ユーロ減額する。

資本剰余金は、増資費用に関連する140万ユーロを控除したものである。

－　新株予約権457,512個の行使により250万ユーロの増資。「資本剰余金」の項目は、これらの株式資本に関連するプレミ

アムの金額、すなわち2910万ユーロ増加した。

(c) 「利益剰余金」の変動には、特別配当の見込額と実際支払額との差額及び自己株式に帰属する配当の取消額も含まれる。

(d) 「割増償却」の変動は、資産の減価償却の方針に従った割増償却の変更によるものである。

 

14. 債務の満期の分析

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日

総額 1年以内 1年超

貸付金 630.2 0.6 629.6

その他の長期投資 1.1 ̶ 1.1

営業債権 769.2 654.9 114.3

子会社への短期貸付
(a) 477.2 477.2 ̶

資産 1,877.7 1,132.7 745.0

(a) 子会社との短期貸付に関する契約は無期限で締結されている。

 

（百万ユーロ） 2024年12月31日

総額 1年以内 1年超5年以内 5年超

その他の債券 ̶ ̶ ̶ ̶

銀行借入 5.8 5.8 ̶ ̶

その他の借入 252.0 252.0 ̶ ̶

営業債務 673.0 560.0 113.0 ̶

子会社からの短期借入
(a) 2,762.4 2,762.4 ̶ ̶

負債 3,693.2 3,580.2 113.0 ̶

 

(a) 子会社との短期借入に関する契約は無期限で締結されている。

 

15. 金融商品

2024年12月31日時点の未決済のデリバティブの内訳は以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2024年12月31日

帳簿価格 公正価値差額

為替予約   

■買い 75.8 1.7

■売り 299.1 (6.0)

金利リスク  (4.3)

 

デリバティブ商品の公正価値は、市場の決算日レートで決定された契約の価値に基づいている。
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これらの商品は全てヘッジ対象事業に配分される。したがって、公正価値の変動が損益計算書に直接影響

を与えるような単独のオープン・ポジションは存在しない。

 

16. 退職制度及びこれに類する制度

 

A．グループの退職給付保証契約

フランスにおいて、エア・リキードは退職者（2024年12月31日時点で2,896人）に対する追加給付を付与し

ている。これらの給付は最終給与に基づく追加的な退職金を提供するものであり、その他の通常の退職給付

に加えて支払われるものである。この制度は、1996年1月1日時点で45歳未満又は勤続20年未満の従業員には

適用されない。この制度は積立金がない。追加給付に関して支払われる年額は、もともとは給与総額の12％

を超えてはならず、場合によっては関係会社の税引前利益の12％を超えてはならない。この12％の基準は、

１年間の年金受給者数と前年度の年金受給者数を比較することにより、比例的に減額される。エア・リキー

ドが付与する追加給付は、物価スライド制を適用せず、一定の年金限度額までは通常の退職給付及び追加給

付の年金再評価率に連動させる。2014年1月20日法第50条に引き続き、年金制度の将来性と公正性を確保する

ため、この追加給付が支給された。

拠出額（子会社への再請求後）は1840万ユーロであった（2023年：1890万ユーロ）。時間軸の影響を除く

と、制度終了までに、2024年12月31日時点の退職者及び受給資格者に対する債務の保険数理上の評価額は、3

億5200万ユーロである。

退職給付債務の評価に用いられる仮定に基づいて、推定1億8580万ユーロが退職者への給付時においてエ

ア・リキード・エス・エーの子会社に対して請求される予定である。

 

B．外部積立制度

当社は、上記の制度の対象となっていない従業員で（2024年12月31日時点で1,015人）、かつ勤続６か月以

上の従業員に対しては、外部の確定拠出型年金を付与している。この制度に対する拠出金は雇用主と従業員

が共同で支払っている。2024年の雇用主の拠出額は610万ユーロであった（2023年：720万ユーロ）。

 

C．退職解雇給付及び記念報奨金

該当する債務はそれぞれ、5040万ユーロ及び100万ユーロである。

 

D．保険数理計算上の仮定及び方法

当グループの退職給付保証契約、退職解雇給付及び記念報奨金は、独立した保険数理士によって予測単位

積増方式に基づいて計算している。

保険数理差損益のうち、退職解雇給付及び未認識過去勤務に関連する債務の10％を超える部分は、制度加

入者の予想平均残存勤務期間にわたり償却される。2024年12月31日における金額は－570万ユーロである

（2023年：－50万ユーロ）。

保険数理上の仮定（退職率、死亡率、退職時の年齢、昇給率）は、人口統計及び経済状況により変動す

る。

債務の現在価値の計算に使用される割引率は、評価日における債務と同じ期間を有する国債又は高格付債

に基づいている（3.35％：2024年12月31日時点）。

 

E．退職給付債務及びこれに類似する給付の動き

退職給付制度及びこれに類似する給付に関連する当社の債務の内訳は以下のとおりである。

(百万ユーロ) 確定給付制度 退職補償 記念報奨金 合計

2024年1月1日時点の債務 390.9 48.1 1.0 440.0

サービス費用 2.5 ̶ 2.5

利息費用 11.9 1.5  13.4
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制度改正    ̶

給付支払 (33.8) (1.6)  (35.4)

保険数理差損（益） (17.0) (4.9)  (21.9)

2024年12月31日時点の債務 352.0 45.6 1.0 398.6

 

17. 未収収益及び未払費用

（百万ユーロ） 2024年12月31日

未収収益  

その他の長期財務資産 0.5

営業債権 251.4

合計 251.9

未払費用  

その他の社債 ̶

その他の借入金 1.9

営業債務 375.7

合計 377.6

 

18. 繰延税金

収益及び費用の税制上と会計上との取扱いのタイミングの違いにより繰延税金が生じる。時期の差異の性

質によって、これらの繰延税金は将来の税金費用を増減させるが、フランスの勘定科目表に計上はなされな

い。

 

繰延税金は、以下のとおりに見積もられる。

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2024年12月31日

繰延税金資産

（将来の税金費用を減少させる）
17.8 19.3

繰延税金負債

（将来の税金費用を増加させる）
̶ ̶

 

繰延税金は利益に対して3.3％の社会保険料拠出金（すなわち一般所得利率25.83％）を考慮して計算され

ている。

 

その他の情報

 

19. 関連会社との取引に関する項目

当社は、完全子会社及び直接又は間接的に支配する子会社と関連会社取引を行った。

（百万ユーロ）

2024年12月31日

総額
関連会社取引

を含む

貸借対照表   

長期貸付金 630.2 625.5

その他の長期財務資産 1.1 ̶
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営業債権 769.2 717.4

子会社に対する貸付金（流動） 477.2 477.2

その他の借入金 252.0 251.9

営業債務 673.0 201.7

子会社からの借入（流動） 2,762.4 2,762.4

損益計算書   

持分法適用会社からの財務収益 1,783.9 1,783.9

利息、同等の収益及び費用 (108.8) (105.6)

その他の財務収益及び費用 3.2 ̶

 

20. オフバランス契約

オフバランス契約の内訳は以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2023年12月31日 2024年12月31日

支払契約   

裏書、担保及び保証
(a) 1,455.8 1,612.3

Air Liquide Finance及びAir

Liquide US LLCに対する取引
(b)

9,546.9 9,041.2

固定資産への確定注文 27.1 6.9

合計 11,029.8 10,660.4

(a)「裏書、担保及び保証」は、主に、4億7700万ユーロ（2023年12月31日現在5億1700万ユーロ）の売上債権のノンリコース譲

渡の欧州プログラムに関する関連会社に付与された債務連帯保証及び子会社のSociété Européenne de Gestion de l’

Énergie 及びAir Liquide France Industrieの電力仕入れに関する連帯保証債務である。

(b) エア・リキード・エス・エーは、フランスの子会社であるAir Liquide Financeを100％保有しており、そこではファイナ

ンス業務とともにグループの資金調達や利率リスクの管理を行っている。さらに、Air Liquide Financeは、米国の市場で借

入れを行うAir Liquide US LLCを100％保有している。Air Liquide FinanceとAir Liquide US LLCの唯一の事業はグループ

への融資である。その結果、エア・リキード・エス・エーはこれらの会社が行う債券の発行を保証する必要がある。

 

21. 経営幹部及び取締役会のメンバーに分配される報酬

当社が経営幹部及び取締役会のメンバーに対して分配する報酬（短期給付：固定給及び変動給、現物給

付、退職解雇給付、役員報酬）はそれぞれ以下のとおりである。

（百万ユーロ） 2024年

取締役会の報酬 1.0

取締役会会長報酬 0.8

経営幹部の報酬 2.9

合計 4.7

 

当社は、2024年中に、ブノワ・ポチエ氏のために2024年度分の団体死亡・障害給付制度に関する外部組織

への拠出金として8,438ユーロを支払った。

 

2024年度について、当社はフランソワ・ジャコウ氏のために、確定給付年金制度（21,016ユーロ）、団体

死亡・障害給付制度（10,980ユーロ）及び団体ヘルスケア事業（449ユーロ）、すなわち合計32,445ユーロを

外部組織に拠出した。
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また、2025年には、団体年金保険契約に基づき、2024年に関連する保険料378,024ユーロ（保険会社への支

払と、保険会社に支払うべき社会保険料及び支払に対する税金を賄うためのフランソワ・ジャコウ氏への支

払に分かれる）を支払う予定である。

 

22. 平均従業員数

平均従業員数は、以下のとおりである。

2023年 2024年

エンジニア及び執行者 929 893

監督スタッフ 177 165

従業員 37 34

労働者 1

合計 1,144 1,092

 

23. 子会社及び関連会社に関する情報

（千ユーロ）
2024年12月31日現在 株式保有割合

株式資本 その他の資本

Ａ．帳簿価額が当社の資本金の１％を超え、その財務諸表の開示が求められている関連会社に関する詳

細

ａ）フランスで営業している会社

①　 Air Liquide International
(b)
-

75, quai d'Orsay -75007 Paris
3,151,080 5,460,794 100.00%

②　 Air Liquide France Industrie-

6, rue Cognacq-Jay-75007 Paris
72,453 679,576 100.00%

③　 Air Liquide Finance ‒

6, rue Cognacq-Jay -75007 Paris
359,722 460,002 100.00%

④　 Air Liquide Santé (International) ‒

75, quai d'Orsay-75007 Paris
38,477 338,434 100.00%

⑤　 Air Liquide Investissements d' Avenir et de

Démonstration-

6, rue Cognacq-Jay -75007 Paris

85,050 3,249 100.00%

⑥　 Air Liquide Biogas International (ex Air

Liquide International Participations)

- 6, rue Cognacq-Jay - 75007 Paris

59,390 25,147 100.00%

ｂ）フランス以外で営業している会社

⑦　 Air Liquide Industriegase GmbH & Co. KG Hans-

 Günther-Sohl-Strasse 5-40235 Düsseldorf -

Allemagne

10 2,628,086 100.00%

Ｂ．その他の子会社及び関連会社に関する一般情報

⑧　 ａ）フランスの子会社（合算）

⑨　 ｂ）フランス以外の子会社（合算）

 

（下記表は上記表の続きであり、左端の丸数字に対応する。）
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1976、1978、1979年の再評価後の

保有株式の帳簿価額
当社からの

貸付金及び

前渡金

（未返済）

当社が行っ

ている保証

及び裏書

2023年の

純売上高
(a)

2023年の

純利益

（純損失）

(a)

2024年中に

当社が回収

した配当金総額 純額

再評価の

差異を含

む

Ａ．帳簿価額が当社の資本金の１％を超え、その財務諸表の開示が求められている関連会社に関する詳細

ａ）フランスで営業している会社

①　9,122,262 9,122,262 20,706 360,088  2,013 825,507 1,300,346

②　　292,872 292,872  ̶ 277,000 1,471,991 91,744 62,865

③　　284,562 284,562 480 651,838 8,896,838 ̶ 116,765 116,804

④　　331,728 331,728 6,301 ̶   - 57,665 88,000

⑤　　 85,050 85,050  39  ̶ (2,576)

⑥　　116,011 116,011  7,214  24,194 (8,336)

ｂ）フランス以外で営業している会社

⑦　2,106,474 2,106,474  ̶  91,135 158,829 100,000

Ｂ．その他の子会社及び関連会社に関する一般情報

⑧　　 75,949 75,949 16,068 24,841 ̶ ̶ ̶ 105,475

⑨　　　3,192 3,192  ̶ ̶ ̶ ̶ 10,373

(a) 所管の意思決定機関が承認した直近の期末決算書。

(b) 持株会社。

 

２　【主な資産・負債及び収支の内容】

　「１　財務諸表」の各注記を参照。

 

３　【その他】

(1) 最近事業年度末日後の重要事実

　　該当なし。

 

(2) 重要な訴訟事件等

　　訴訟事件については、連結財務諸表に対する注記22を参照。

 

４　【ＩＦＲＳと日本の会計原則及び会計慣行の主な相違】

 

添付の連結財務諸表は、欧州連合が採用している国際財務報告基準（以下「IFRS」）に従って作成されて

いる。IFRSと日本の会計原則及び会計慣行は重要な部分で相違している。直近の財務諸表に関する主な相違

点は以下のとおりである。

 

(1) 連結の範囲

　IFRSでは、原則としてすべての子会社を連結する必要がある。

　一方、日本の会計原則では、重要性の乏しいものは、連結の範囲に含めないことができ、また、支配が一

時的であると認められる子会社は連結の範囲から除外する。
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(2) 異常損益項目の分類

IFRSでは、「異常損益項目」という概念は存在しない。

日本の会計原則の下では、異常損益項目に代わり特別損益項目が、臨時的かつ金額的に重要な損益項目と

して定義されている。かかる項目には、固定資産売却損益、売買目的以外に分類される投資有価証券の売却

損益、災害による損失等が含まれるが、これに限られない。

 

(3) 企業結合により取得したのれん

IFRSでは、企業結合により取得したのれん（正ののれん）は償却せず、毎年減損テストの対象としなけれ

ばならない。

　一方、日本の会計原則では、企業結合により取得したのれん（正ののれん）は、20年以内の効果の及ぶ期

間にわたって規則的に償却される。

 

(4）開発費

　IFRSでは、特定の要件を満たす場合の開発費は資産計上しなければならない。

　一方、日本の会計原則では、開発段階で発生した費用は発生時に費用計上される。

 

(5）減損会計

減損の判定方法：

IFRSでは、減損の兆候がある場合に、資産から生み出される将来キャッシュ・フローの現在価値を基礎と

した回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか高い方）を見積り、これが帳簿価額を下回る額を減

損損失として認識する。

一方、日本の会計原則では、割引前キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合に減損損失を認識する。

 

減損損失の戻入れ：

　IFRSでは、回収可能価額の見積りに変化があった場合には、回収可能価額まで減損損失を戻し入れる（但

し、特定の場合を除き、のれんの減損は戻し入れることができない）。

　一方、日本の会計原則では、減損損失を戻し入れることはできない。

 

(6）リース

　IFRSでは、借手はほとんどすべてのリースに関して使用権資産とリース負債を計上しなければならない。

　日本の会計原則では、リース期間の中途に契約を解除することができず、かつ、借手がリース物件からも

たらされる経済的利益を実質的に享受することができコストを実質的に負担することとなる場合を除き、通

常の賃貸借取引に係る会計処理に準じた会計処理を行う。

 

(7）ヘッジ会計

　IFRSでは、ヘッジ会計を公正価値ヘッジとキャッシュ・フロー・ヘッジとに分類し、両者とも時価ヘッジ

会計（ヘッジ対象とヘッジ手段とをともに時価評価し、ヘッジ効果を損益計算書上に反映する方法）が適用

される。但し、キャッシュ・フロー・ヘッジについては、時価評価差額のうち、有効部分が貸借対照表上、

資本の部で繰り延べられる。

一方、日本の会計原則では、公正価値ヘッジとキャッシュ・フロー・ヘッジのいずれの取引についても、

ヘッジ会計の要件を満たす限りは原則として繰延ヘッジ会計（ヘッジ手段から発生する損益を繰り延べるこ

とによりヘッジ対象とヘッジ手段の損益認識時点のずれを解決する方法）が適用される。繰延ヘッジ会計で

は、ヘッジ手段にかかる未実現損益は、貸借対照表上に資産又は負債のいずれかで計上される。時価ヘッジ

会計の適用はその他有価証券についてのみ認められている。また、金利スワップの特例処理や、為替予約等

の振当処理などの例外・特例処理が認められている。

 

(8）退職給付会計の数理計算上の差異（保険数理差損益）
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IFRSでは、数理計算上の差異を、当該損益が発生した期において、その他包括利益で直接的に認識する。

一方、日本の会計原則では、数理計算上の差異及び過去勤務費用は、従業員の予想平均残存勤務期間を超え

ない期間において損益計算書に計上する。

 

(9）非継続事業

　IFRSでは、非継続事業は継続事業と区分して表示されるが、日本の会計原則に非継続事業と継続事業の区

分表示に関する基準は存在しない。

 

(10) 借入費用の資産化

IFRSでは、適格資産の取得、建設又は生産に直接起因する借入費用を、当該資産の取得原価として資産化

する。

一方、日本の会計原則では、自家建設に要する借入資本の利子で稼働前の期間に属するものを除き、原則

として財務費用として費用計上する。
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第７【外国為替相場の推移】

当社の財務書類の表示に用いられた通貨（ユーロ）と日本円との間の為替相場は、国内において発行され

る２紙以上の日刊新聞紙に、最近の５事業年度間及び最近６ヶ月間毎日掲載されているため、当報告書にお

けるその記載を省略する。

 

第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

１【日本における株式事務等の概要】

(1）株式の名義書換取扱場所及び名義書換代理人

該当なし

(2）株主に対する特典

該当なし

(3）株式の譲渡制限

該当なし

(4）その他株式事務に関する事項

決算期：当会社における会計年度は毎年1月1日より同年12月31日までとする。

定時株主総会：毎年１回上半期に開催される。

 

２【日本における株主の権利行使に関する手続】

(1）株主の議決権の行使に関する手続

　日本における当社株主は、当社の定款にしたがって当社に委任状又は不在者投票用紙を送付するこ

とにより議決権を行使することができる。

(2）利益の配当（株式の配当等を含む）請求に関する手続

　配当金は、受領する権利を有する株主に対して、株主総会決議又は経営役員会で定められた日及び

場所において、ユーロ通貨にて支払われる。

(3）株式の移転に関する手続

　株式の移転は、法令等の規定にしたがい、名簿の登録変更によって行われる。

(4）配当等に関する課税上の取扱い

　上記第一部　第１「本国における法制等の概要」の３(2）「日本における課税」を参照。

(5）その他

　該当なし

 

第９【提出会社の参考情報】

2024年1月1日から本書提出日までの間に、当社は下記の書類を関東財務局長に提出した。

(1)　有価証券報告書及びその添付書類（2024年7月1日提出）

(2) 半期報告書及びその添付書類（2024年9月27日提出）

(3)　有価証券届出書及びその添付書類（2024年11月18日提出）

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 

第１【保証会社情報】

 

　該当事項なし

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

 

　該当事項なし
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第３【指数等の情報】

 

　該当事項なし
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連結財務諸表に対する法定監査人の監査報告書

 

これは、フランス語で発行された当社の連結財務諸表に関する監査報告書の任意の翻訳であり、英語を話すユーザーの便宜

のためにのみ提供されている。

この監査報告書には、法定監査人の選任に関する情報や、マネジメント・レポートに提示された当社グループに関する情報

の検証など、欧州規則及びフランス法で要求される情報が含まれている。

本報告書は、フランス法及びフランスで適用される監査基準と併せて読まれ、それに従って解釈されるものである。

 

定時株主総会宛

 

意見

当監査法人は、定時株主総会から委託された業務内容に従い、2024年12月31日に終了した会計年度のエ

ア・リキード（「当グループ」）の連結財務諸表を監査した。

当監査法人は、連結財務諸表が、欧州連合が採用する国際財務報告基準(IFRS)に従い、2024年12月31日現

在の当グループの資産及び負債並びに財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績について真

実かつ適正に表示しているものと認める。

上記の監査意見は、当監査法人の監査・会計委員会に対する報告と一致している。

 

意見表明の根拠

監査体制

当監査法人は、フランスで適用される監査基準に従って監査を行った。当監査法人は、当監査法人が入手

した監査証拠は、当監査法人の意見の根拠を提供するのに十分かつ適切であると考える。

これらの基準に基づく当監査法人の責任は、当監査報告書の連結財務諸表監査に関する法定監査人の責任

の項にさらに記載されている。

 

独立性

当監査法人は、2023年１月１日から当監査法人の報告書作成日までの間、法定監査人に関するフランス商

法及びフランス倫理規定における独立性基準に準拠して監査業務を行った。とりわけ、当監査法人は、2014

年第537号規則（EU）第５条（1）に規定される禁止された非監査業務を提供していない。

 

 

評価の正当性―重要な監査事項（Key Audit Matters）

当監査法人の評価の正当性に関するフランス商法第L.821-53条及び第R.821-180条の要件に従い、当監査法

人の専門的判断において最も重要と判断される、当期の連結財務諸表の監査において重要な虚偽表示のリス

クに関する監査上の重要事項、及びそれらのリスクに対する当監査法人の対処方法について貴社に通知す

る。

これらの事項については、当監査法人が連結財務諸表全体を監査する文脈において対処されたものであ

り、当監査法人の意見を形成するに当たり、当監査法人は、連結財務諸表の特定の項目について別の意見を

述べているものではない。

 

ラージ・インダストリー事業：契約の適格性及び関連する収益認識方法

 

リスクの特定

ラージ・インダストリー事業のガス供給は、限定された顧客との長期契約に基づくものであり、多額の事

業投資を必要とする。

連結財務諸表の会計原則の注記「３.a. 収益の認識　ガス＆サービス」に記載のとおり、これらの投資

は、通常、当グループの他のビジネス、とりわけ工業事業ビジネスと製造能力を共有することを目的とし
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て、又は工業地域のパイプラインに接続する顧客へのサービスの提供を目的として行われる。このような場

合、当グループ経営陣は、当該資産は、IFRS第16号「リース」に定義されているものとしては認識されない

と考えている。

長期供給契約に使用される資産が顧客専用である場合、当グループは、IFRS第16号「リース」に定義され

ているように、当グループが、当該資産の使用を指示する権利を保持していると考えている。したがって、

これらの資産に関連するガス供給契約は、リースとはみなされない。これらの事業投資は、引き続き当グ

ループの支配下にあり、有形固定資産として計上されるが、契約により受領した全額は収益として認識され

る。ラージ・インダストリー事業の顧客は、ガス供給サービス又はその利用可能性によって付与された利益

の受領と消費を同時に行っている。そのため、これらの契約に関連する収益認識は、ガスが供給された時点

又は予約された容量が利用可能になった時点で発生する。

連結財務諸表の注記31「気候変動リスクの考慮」に記載されているとおり、長期ガス供給契約はテイク・

オア・ペイ条項を通じて最低量の保証、及び、CO2とインフレを含む変動費用（主に電気と天然ガス）の指標

化をふくむものである。

契約が複雑であり、契約締結時やその後に重要な修正が生じた場合に行われた評価が当グループの連結財

務諸表に与える影響も大きいため、ラージ・インダストリー事業の長期契約及び関連する収益認識基準の適

格性を重要な監査事項として検討した。

 

当監査法人の対応

当監査法人の取った手続は、特に以下のとおりであった。

■　特に原資産の特定の性質を考慮して、当グループによって適用されるラージ・インダストリー事業の長

期契約を評価するための基準を理解する。

■　当グループのこれらの契約の会計処理がIFRS第15号「顧客との契約から生じる収益」及びIFRS第16号

「リース」を遵守しているかを確認するために、当グループが実施する内部統制手続を理解する。

■　ラージ・インダストリー事業の長期契約に適用される会計処理におけるIFRS第15号及びIFRS第16号の遵

守状況を検証する。

■　関連する統制手段を含む収益プロセス及び収益取引のサンプルの実質的なテストの実施を通じて、効力

を有する契約の指標化条項の適用を評価する。

■　連結財務諸表の会計方針及び方法の注記「３. 収益の認識　a.ガス＆サービス」に含まれる開示の適切

性を評価する。

 

ラージ・インダストリー事業：製造ユニットの耐用年数及びその回収可能価額の測定

 

特定されたリスク

2024年12月31日現在、有形固定資産の純簿価は25,539百万ユーロ（グループ総資産の49.2%）であり、これ

には、顧客とのラージ・インダストリー事業に関する契約を締結するための多額の事業投資を含む。連結財

務諸表の会計方針の部の注記「5.e. 有形固定資産」に記載されているとおり、ラージ・インダストリー事業

の製造ユニットは、その見積耐用年数（通常15～20年）にわたって定額法で償却される。見積耐用年数は定

期的に再評価され、その結果生じる見積りの変更があれば、見積りベースで計上される。

また、当グループは、事業投資に特有のリスクにさらされる可能性がある。例えば、経済状況や、見積超

過、建設遅延、立上げ条件、技術の変更、地理的立地、カウンターパーティ・リスク等の事情によって、投

資の期待リターンやその回収可能価額が悪影響を受ける可能性がある。新規投資は、当グループの炭素中立

性を達成する目標及びコミットメントと実現するためにも必要となることがある。

当グループ経営陣は、連結財務諸表の会計方針の部の注記「5.f. 資産の減損」に開示されているとおり、

減損の兆候の有無を定期的に判断している。トリガー・イベントが特定された場合、減損テストを実施し、

資産の正味帳簿価額がその回収可能価額を超えているかどうかを確認する。これらの原則により、当グルー

プは、特に立上げの著しい遅延、プロジェクトの終了、期待された事業規模の顕著な減少、又は関連する顧

客契約の早期終了若しくは更新がなされない場合、エネルギー転換の文脈における資産の陳腐化の場合に
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は、製造用資産の減損テストを（個別に、又はそれが属する資金生成単位の中で）行う。設備の回収可能価

額の測定は、特定の設備を他の内部顧客もしくは外部顧客のために再利用する能力、関連する顧客もしくは

第三者に資産を売却する能力、又は特に顧客から補償を受ける能力に関する重要な見積りに基づいている。

設備の回収可能価額の測定は、当グループが将来のキャッシュ・フローを生み出す能力、特定の設備を他

の社内外の顧客のために再利用する能力、資産を売却する能力、又は特に、顧客から若しくは助成金から補

償を得る能力に関する重要な見積に依拠している。

当グループは、一定のトリガー・イベントを特定し、これによる減損テストを実施した。結果として、

2024年12月31日現在の連結財務諸表に対する注記「５　その他の非経常的営業利益・費用」に開示された資

産総額の一部の減損（216百万ユーロ）を認識した。

各々の製造用資産の重要な価値及びこれらの資産の累積価値、それらの耐用年数、それらの再利用又は受

け取るべき補償を評価するために用いられた重要な前提事項により、当監査法人は、ラージ・インダスト

リー事業資産の耐用年数及び回収可能価額の測定を重要な監査事項として検討した。

 

当監査法人の対応

当監査法人の取った手続は、特に以下のとおりであった。

■　設備の減価償却期間の評価及び更新をするために、当グループが行った手続を理解する。

■　設備の耐用年数と契約条件及び利用可能な社内の技術的研究との整合性を評価する。

■　減損の兆候を特定するための当グループの手続を評価する。

■　将来のキャッシュ・フローを決定するために使用された主要な仮定と見積りを含んだ、プラントの回収

可能価額を決定するために、当グループが行った作業を理解する。

■　回収可能価額の決定に伴って生じた減損損失の会計処理について評価する。

■　当グループの気候変動への対応戦略がラージ・インダストリー事業の製造用資産の耐用年数及び回収可

能価値のいずれにも重要な影響を与えないとする当グループの評価を裏付ける目的で、当監査法人の気候

変動及びエネルギー転換の専門家の助力の下、気候変動とエネルギー転換の連結財務諸表への影響を評価

する。

■　気候変動に関する問題に対応する当グループの他の公表物（特にサステナビリティに関する記述）と連

結財務諸表との間に、明らかな不一致が存在しないことを確認する。

■　連結財務諸表の会計原則の部の注記「5.e. 有形固定資産」及び「5.f. 資産の減損」、注記31「気候変

動リスクの考慮」に含まれる開示内容の適切性を検証する。

 

のれん減損テスト

 

特定されたリスク

当社グループは、外部成長戦略に関連して、関連するのれんを、資金生成ユニットのグループレベルでモ

ニターしている。ガス＆サービス事業に関しては、のれんは主に地理的に配分される。ワールド・ビジネ

ス・ユニットのエンジニアリング＆建設及びグローバル市場＆テクノロジーについては、のれんはビジネス

ユニット単位でモニタリングされる。2024年12月31日現在、のれんの純簿価は14,977百万ユーロ（グループ

総資産の28.9%）である。

当グループは、時価を基準として、減損テストを毎年実施している。公正価値が資本生成ユニット又は資

本生成ユニットのグループの純簿価より、重要性を有する程度に大きいものでない限り、当グループは、連

結財務諸表の会計原則の部の注記「5.f. 資産の減損」に記載されているように、見積キャッシュ・フロー・

アプローチ（使用価値）を用いて、資本生成単位又は資本生成単位のグループの回収可能額を確認してい

る。

公正価値及び回収可能価額の決定、並びに市場マルチプルの変動に対する感応度、並びに使用された主要

なデータ及び前提事項は、特に気候変動及びエネルギー転換の文脈において、重要な判断及び経営者による

見積りを必要とする。当監査法人は、そのため、のれんの減損テストを重要な監査事項として検討した。

 

当監査法人の対応

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

374/380



当監査法人の取った手続は、特に以下のとおりであった。

■　資金生成ユニットのグループを決定するために用いられる原則を理解し、評価する。

■　時価総額の倍率に基づく市場価格及びその測定方法を決定するために用いられる原則及び方法を、当監

査法人のバリュエーションの専門家の助力の下、分析する。

■　以下について、外部データに基づく裏付けを得る。

－　当グループの2024年12月31日時点の減損テストの結果、及び、

－　気候変動とエネルギー転換に関する課題と機会の考慮

■　当グループの2024年12月31日時点の減損テストの結果の感応度を評価する。

■　連結財務諸表の注記「5.f.資産の減損」及び「10. のれん」に記載されている情報の適切性を評価す

る。

 

特定の検証

当監査法人は、フランスで適用される専門職としての基準に基づいて、取締役会の当グループのマネジメ

ント・レポートに記載されている当グループの情報について、法令で要求される具体的な検証を行ってい

る。

表示の適正性及び連結財務諸表との整合性について、報告すべき事項はない。

 

その他の法的及び規制要件に関する報告

 

年次財務報告書に記載することを目的とする連結財務諸表の表示形式

当監査法人は、欧州単一電子フォーマットで表示された年次財務諸表及び連結財務諸表に関して法定監査

法人が実施する手続きに関してフランスで適用される職業上の基準に従い、最高経営責任者の責任の下で作

成されたフランス通貨金融法典第L.451-１-２条第I項にいう年次財務報告書に含まれる連結財務諸表の表示

が、2018年12月17日付の欧州委員会規則2019年第815号で定められた単一電子フォーマットに準拠しているこ

とを検証した。

当監査法人の作業に基づき、年次財務報告書に含まれる財務諸表の表示は、すべての重要な点において、

欧州単一電子フォーマットに準拠していると結論付ける。

 

法定監査人の選任

2016年5月12日に開催された定時株主総会によりPricewaterhouseCoopers Auditが、及び2022年5月4日に開

催された定時株主総会によりKPMG S.A.が、エア・リキードの法定監査人に任命された。

2024年12月31日現在、PricewaterhouseCoopers Auditは継続的関与の９年目、KPMG S.A.は３年目であっ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任及びガバナンス上の責任

経営者は、欧州連合が採用している国際財務報告基準(IFRS)に従って連結財務諸表を作成し、適正に表示

する責任があり、また、不正又は誤りによるか否かを問わず、重要な虚偽の表示のない連結財務諸表を作成

するために経営者が必要と判断する内部統制について責任を負う。

連結財務諸表の作成にあたり、経営者は、継続企業として存続する会社の能力を評価し、事業の継続性に

関連する事項を適切に開示し、継続企業ベースの会計処理を利用する責任を負う。ただし、会社を清算し、

又は事業を停止することが予想される場合はこの限りではない。

監査・会計委員会は、会計及び財務報告の手続において、財務報告プロセス、内部統制・リスク管理シス

テムの有効性、及び該当する場合は内部監査を監視する責任を有する。

連結財務諸表は、取締役会の承認を受けた。

 

連結財務諸表監査のための法定監査人の責任

目的と監査アプローチ
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当監査法人の役割は、連結財務諸表に関する報告書を発行することである。当監査法人の目的は、連結財

務諸表全体に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることである。合理的な保証は、高いレ

ベルの保証であるが、重要な虚偽表示が存在する場合、監査基準に従って実施される監査により常にそれが

発見されるという保証ではない。虚偽表示は、不正又は誤りから生じ得るものであり、個別に、又は全体と

して、これらの連結財務諸表に基づいて行われる利用者の経済的な意思決定に影響を及ぼすことが合理的に

予想される場合には、重要と考えられる。

フランス商法第L.821-55条に規定されているように、当監査法人の法定監査には、当会社の存続可能性又

は当会社の業務運営の品質に関する保証は含まれていない。

フランスにおいて適用される監査基準に従って行われる監査の一環として、法定監査人は、監査期間を通

じて専門的判断を行い、さらに下記事項を実施する。

■　不正又は誤謬によるものであるかを問わず、連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクを特定し、評価

し、当該リスクに応じた監査手続を設計し、実施し、意見表明の基礎となる十分かつ適切と考えられる監

査証拠を入手する。不正は、談合、偽造、故意の省略、不実表示、内部統制の無効化等を伴う可能性があ

るため、不正に起因する重要な虚偽表示を発見しないリスクは、エラーに起因するリスクよりも高い。

■　内部統制の有効性についての意見を表明する目的ではなく、状況に応じた適切な監査手続を設計するた

めに、監査に関連する内部統制の理解を得ること。

■　経営者が連結財務諸表において採用した会計方針の適切性、会計上の見積り及び関連する開示の妥当性

を評価する。

■　経営者が継続企業ベースの会計処理を適切に行っているかどうかを評価し、得られた監査証拠に基づ

き、継続企業として存続する会社の能力に重大な疑義を投げかける事象又は状況に関連する重大な不確実

性が存在するかどうかを評価する。この評価は、監査報告書の日付までに入手された監査証拠に基づく。

しかしながら、将来の出来事や状況により、当社は継続企業として存続しなくなる可能性がある。監査人

が重要な不確実性が存在すると判断した場合には、監査報告書において、連結財務諸表の関連する開示に

注意を喚起すること、又は当該開示が提供されていないかもしくは不十分な場合には、当該開示において

表明された意見を修正することが要求される。

■　連結財務諸表の全体的な表示を評価し、これらの財務諸表が適正な表示を実現する方法により基礎とな

る取引及び事象を表現しているかどうかを評価する。

■　連結財務諸表に対する意見を表明するために、当グループ内の事業体又は事業活動に関する財務情報に

関する適切な監査証拠を入手する。法定監査人は、連結財務諸表の監査の指揮、監督及び遂行、ならびに

これらの連結財務諸表に対する意見について責任を負う。

 

監査・会計委員会への報告

当監査法人は、監査・会計委員会に報告書を提出し、監査の範囲、実施した監査計画、監査結果を報告す

る。また、当社が特定した会計及び財務報告手続に関する内部統制に重大な不備がある場合には、その旨を

報告する。

監査・会計委員会に対する報告書には、当監査法人の専門職としての判断において、当連結会計年度の連

結財務諸表の監査において最も重要な虚偽表示のリスクが含まれているため、それらのリスクは監査に関す

る重要な事項として本報告書に記載することが求められている。

当監査法人はまた、監査会計委員会に2014年第537号規則（EU）第６条に規定された宣言書を提供し、特に

フランス商法第L.821-27条からL.821-34条まで及び法定監査人のためのフランス倫理規程に定められている

ような、フランスで適用される規則の意味における当監査法人の独立性を確認している。必要に応じて、当

監査法人は監査・会計委員会と、当監査法人の独立性に影響を及ぼすと合理的に考えられるリスク及び関連

する安全策について協議する。

 

2025年3月5日

ニィイ・シュル・セーヌ及びパリ－ラ・デファンス

 

法定監査人（フランス語原署名）
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PricewaterhouseCoopers Audit

       オリビエ・ロト
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KPMG S.A.
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年次財務諸表に対する法定監査人の監査報告書
 
これは、フランス語で発行された当社の財務諸表に関する監査報告書を任意の翻訳であり、英語を話すユーザーの便宜のため

にのみ提供されている。この監査報告書には、法定監査人の選任に関する情報や、マネジメント・レポート及び株主に対して

提供された他の文書の検証など、欧州規則及びフランス法で要求される情報が含まれている。本報告書は、フランス法及びフ

ランスで適用される監査基準と併せて読まれ、それに従って解釈されるものである。

 
定時株主総会宛
 
意見
当監査法人は、定時株主総会から委託された業務内容に従い、2024年12月31日に終了した会計年度のエ
ア・リキードの財務諸表を監査した。
当監査法人は、当該財務諸表が、フランスの会計原則に従い、2024年12月31日現在の当社の資産及び負債
並びに財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績について真実かつ適正に表示しているもの
と認める。
上記の監査意見は、当監査法人の監査・会計委員会に対する報告と一致している。
 
意見表明の根拠
 
監査体制
当監査法人は、フランスで適用される監査基準に従って監査を行った。当監査法人は、当監査法人が入手
した監査証拠は、当監査法人の意見の根拠を提供するのに十分かつ適切であると考える。
これらの基準に基づく当監査法人の責任は、当監査報告書の財務諸表監査に関する法定監査人の責任の項
にさらに記載されている。
 
独立性
当監査法人は、2024年１月１日から当監査法人の報告書作成日までの間、フランス商法及び法定監査人の
ためのフランス倫理規定における独立性基準に準拠して監査業務を行った。とりわけ、当監査法人は、2014
年第537号規則（EU）第５条（１）により禁止された非監査業務を提供していない。
 
 
評価の正当性―重要な監査事項（Key Audit Matters）

当監査法人の評価の正当性に関するフランス商法第L.821-53条及び第R.821-180条の要件に従い、当監査法
人の専門的判断において最も重要と判断される、当期の財務諸表の監査において重要な虚偽表示のリスクに
関する監査上の重要事項、及びそれらのリスクに対する当監査法人の対処方法について、貴社に通知する。
これらの事項については、当監査法人が財務諸表全体を監査する文脈において対処されたものであり、当
監査法人の意見を形成するに当たり、当監査法人は、財務諸表の特定の項目について別の意見を述べている
ものではない。
 
株式投資の評価
特定されたリスク
2024年12月31日現在、株式投資の純簿価は124億1900万ユーロに達し、貸借対照表全体の84.8%を占めてい
る。株式投資は、買収費用を除き、（1976年12月29日法76-1232に規定される）法律上の再評価があればそれ
を行った後、当初の対価金額で認識している。
財務諸表に対する注記「２.D. 会計方針－株式投資」に開示されているとおり、帳簿価額（当グループの

時価総額に基づく市場倍率法、見積キャッシュ・フロー法又は公正価値で再測定した純資産価額法を適用し
て算出）が株式投資の簿価を下回る場合には、当該差額について減損損失を認識している。
帳簿価額の算定方法を選択するには、当社の重要な判断が必要である。
当監査法人は、株式投資残高の重要性及び帳簿価額の算定に採用された算定方法の影響により、株式投資
の測定を重要な監査事項として検討した。
 
当監査法人の対応
 当監査法人の取った手続は、当社から提供された情報に基づき、当社が適用した評価方法を検討し、以下の
点を評価した。
■　再測定された純資産の決定に使用された仮定、
■　グループ時価総額に基づいて行われた算定方法とテストの結果、
■　財務諸表に対する注記「２.D. 会計方針－株式投資」、「10. 金融資産」及び「11. 減損及び引当金」

に記載されている内容の適切性
 
特別な検証

EDINET提出書類

エア・リキード・エス・エー（Ｌ’ＡＩＲ　ＬＩＱＵＩＤＥ　Ｓ．Ａ．）(E05928)

有価証券報告書

378/380



当監査法人は、フランスで適用される監査基準に基づいて、法令により要求される特別な検証を実施して
いる。
　
株主に提供した財務状況及び財務諸表に関し、マネジメント・レポート及び他の文書において表示された情
報
株主に提供した財務状況及び財務諸表に関し、取締役会のマネジメント・レポートその他書類に記載され
た情報の適正な表示及び財務諸表との整合性について報告すべき事項はない。

　我々は、フランス商法第D.441-６条によって要求される支払期限に関する情報の公正な表示及び財務諸表
との整合性を保証する。
 

コーポレート・ガバナンスに関する情報
我々は、コーポレート・ガバナンスに関する取締役会報告書が、フランス商法第L.225-37-４条、第L.22-
10-10条及び第L.22-10-９条によって要求される情報を記載していることを保証する。
フランス商法第L.22-10-９条の要件に従い、取締役が受領する報酬及び利益並びに取締役に有利なその他
の契約に関連する情報に関して、当監査法人は、財務諸表、又はこれらの財務諸表の作成に使用された基礎
情報、及び、該当する場合、連結範囲に含まれる被支配会社から貴社が入手した情報との整合性を検証し
た。これらの手続に基づき、当監査法人は、この情報の表示が正確かつ適正であることを保証する。
フランス商法第L.22-10-11条に基づき提供された、株式公開買付又は株式交換オファーの際に貴社が影響
を及ぼす可能性が高いと思われる事項に関する情報に関して、当監査法人は、当監査法人に伝達された原資
料に沿ったものであることに同意する。これらの手続に基づき、当監査法人は、当該情報について特段の意
見を有しない。
 

その他の情報
フランス法に基づき、投資及び支配権の取得、並びに株主及び議決権保有者の身元に関する必要な情報
が、マネジメント・レポートにおいて適切に開示されていることを確認した。
 
その他の法的及び規制要件に関する報告書
 
年次財務報告書に記載される財務諸表の作成形式
　当監査法人は、欧州単一電子フォーマットで作成された年次財務諸表及び連結財務諸表に関して法定監
査人が実施する手続に関してフランスで適用される職業上の基準に従い、最高経営責任者の責任の下で作成
されたフランス通貨金融法典第L.451-1-2条Iに規定された年次財務報告書に含まれる財務諸表の表示が、
2018年12月17日付けの欧州委員会規則2019年第815号で定められた単一電子フォーマットに準拠していること
を検証した。
当監査法人の作業に基づき、年次財務報告書に含まれる財務諸表の表示は、すべての重要な点において、
欧州単一電子フォーマットに準拠していると結論付ける。
 
法定監査人の選任
2016年5月12日に開催された定時株主総会によりPricewaterhouseCoopers Auditが、及び2022年5月４日に

開催された定時株主総会によりKPMG S.A.が、エア・リキードの法定監査人に任命された。

2024年12月31日現在、PricewaterhouseCoopers Auditは継続的関与の９年目、KPMG S.A.は３年目であっ

た。
 
財務諸表に対する経営者の責任及びガバナンス上の責任
経営者は、フランスの会計基準に従って連結財務諸表を作成し、適正に表示する責任があり、また、不正
又は誤りによるか否かを問わず、重要な虚偽の表示のない財務諸表を作成するために経営者が必要と判断す
る内部統制について責任を負う。
財務諸表の作成にあたり、経営者は、継続企業として存続する会社の能力を評価し、事業の継続性に関連
する事項を適切に開示し、継続企業ベースの会計処理を利用する責任を負う。ただし、会社を清算し、又は
事業を停止することが予想される場合はこの限りではない。
監査・会計委員会は、会計及び財務報告の手続において、財務報告プロセス、内部統制・リスク管理シス
テムの有効性、及び該当する場合は内部監査を監視する責任を有する。
連結財務諸表は、取締役会の承認を受けた。
 
財務諸表監査のための法定監査人の責任
目的と監査アプローチ
当監査法人の役割は、財務諸表に関する報告書を発行することである。当監査法人の目的は、財務諸表全
体に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることである。合理的な保証は、高いレベルの保
証であるが、重要な虚偽表示が存在する場合、監査基準に従って実施される監査により常にそれが発見され
るという保証ではない。虚偽表示は、不正又は誤りから生じ得るものであり、個別に、又は全体として、こ
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れらの連結財務諸表に基づいて行われる利用者の経済的な意思決定に影響を及ぼすことが合理的に予想され
る場合には、重要と考えられる。
フランス商法第L.821-55条に規定されているように、当監査法人の法定監査には、当会社の存続可能性又
は当会社の業務運営の品質に関する保証は含まれていない。
フランスにおいて適用される監査基準に従って行われる監査の一環として、法定監査人は、監査期間を通
じて専門的判断を行い、さらに下記事項を実施する。
■　不正又は誤謬によるものであるかを問わず、財務諸表の重要な虚偽表示のリスクを特定し、評価し、当
該リスクに応じた監査手続を設計し、実施し、意見表明の基礎となる十分かつ適切と考えられる監査証拠
を入手する。不正は、談合、偽造、故意の省略、不実表示、内部統制の無効化等を伴う可能性があるた
め、不正に起因する重要な虚偽表示を発見しないリスクは、エラーに起因するリスクよりも高い。
■　内部統制の有効性についての意見を表明する目的ではなく、状況に応じた適切な監査手続を設計するた
めに、監査に関連する内部統制の理解を得ること。
■　経営者が財務諸表において採用した会計方針の適切性、会計上の見積り及び関連する開示の妥当性を評
価する。
■　経営者が継続企業ベースの会計処理を適切に行っているかどうかを評価し、得られた監査証拠に基づ
き、継続企業として存続する会社の能力に重大な疑義を投げかける事象又は状況に関連する重大な不確実
性が存在するかどうかを評価する。この評価は、監査報告書の日付までに入手された監査証拠に基づく。
しかしながら、将来の出来事や状況により、当社は継続企業として存続しなくなる可能性がある。監査人
が重要な不確実性が存在すると判断した場合には、監査報告書において、連結財務諸表の関連する開示に
注意を喚起すること、又は当該開示が提供されていないかもしくは不十分な場合には、当該開示において
表明された意見を修正することが要求される。
■　財務諸表の全体的な表示を評価し、これらの財務諸表が適正な表示を実現する方法により基礎となる取
引及び事象を表現しているかどうかを評価する。
 
監査・会計委員会への報告
当監査法人は、監査・会計委員会に報告書を提出し、監査の範囲、実施した監査計画、監査結果を報告す
る。また、当社が特定した会計及び財務報告手続に関する内部統制に重大な不備がある場合には、その旨を
報告する。
監査・会計委員会に対する報告書には、当監査法人の専門職としての判断において、当会計年度の財務諸
表の監査において最も重要な虚偽表示のリスクが含まれているため、それらのリスクは監査に関する重要な
事項として本報告書に記載することが求められている。
また、当監査法人は、監査会計委員会に2014年第537号規則（EU）第6条に規定された宣言書を提供し、特
にフランス商法第L.821-27条からL.821-34条まで、及び法定監査人のためのフランス倫理規程に定められて
いる、フランスで適用される規則の意味における当監査法人の独立性を確認している。必要に応じて、当監
査法人は監査・会計委員会と、当監査法人の独立性に影響を及ぼすと合理的に考えられるリスク及び関連す
るセーフガードについて協議する。
 
2024年３月５日
ヌィイ・シュル・セーヌ及びパリ－ラ・デファンス
 
法定監査人（フランス語原署名）
 
PricewaterhouseCoopers Audit

       オリビエ・ロト

       セドリック・ル・ガル

 
KPMG S.A.

       バレリー・ベソン

       ローラン・ジェニン
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